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爆発 性 設備等)を 殿損 して生 産経営 を破壊 した ときは,公 共安全危害罪 の
関連規定 に よ り定罪 ・処罰す る。
2.本 罪 と財物殿損罪 との限界 両罪の主要 な相 違は,行 為対象が異な
る点 である。本罪の対象 はs設 備 ・工 具 な ど生産経営 に使用 され または
直接 関係す る公私の財物 である。 これに対 して,後 罪の対象 は,生 産 ・経
営 と直接 関連せず,刑 法が特 別規定 を設 けてい ない 各種 の公私 財物 であ
る。
皿 刑 事責任
刑法276条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下 の有期懲役,拘 留 または管
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2生 産経 営破壊 罪 〈破 圷生声経 菅罪 〉
生産経営破壊罪 とはs報 復 またはその他 の個人的 な目的 を もって
,故 意
に機器 設備 を破壊 し,家 畜 を殺害 し,ま た はその他 の方法 を用いて,生 産
経営 を破壊 す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の客体 は,複 雑客体 〔複 合法益 〕す なわ ち財産的利益 お よ
び国家 ・共同体 ・個 人 の生産 ・流通 ・交換 ・分配等 を連結 す る正常 な
生産経営 活動 である。
(2)本 罪 の主観面 は,故 意 お よび報復 その他 の個 人的 目的であ る。
(3)本 罪 の客観面 は,機 器 設備破壊,家 畜殺害 }ま た はそ の他 の方
法 で生産経営 を破壊 す る行 為であ る。本罪 の成立 には,第 一 に,破 壊行 為
が必 要であ る。破壊 行為 の方法 には,機 器設備 の殿損 ・家畜殺害 ・その
他 の方法 も含 まれる・ 「その他 の方法」とはsこ れ ら以外 の方法 を用い てs
正常 な生産経営 を不能 または失敗 にさせ る方法 をい う。例 えば,電 源切断
に よる停 電事故の発生,設 計図改窟 による品質事故 の発 生
,種 子 ・苗木
の破壊,販 売経路 の遮 断等 であ る。第二 に
,破 壊対象 は,生 産経営 に使用
され密接 に関連す る生 産材料 ・生産手段 ・生産対象 ・販売経路 等で なけ
ればな らない。生産経営 に無 関係 または未使用 の設備 ・対象 を破壊 して
も,本 罪は成立 しない。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特 殊犯罪構成 は,生 産経営 を破壊 して 「その情状が重大」な行 為
である・ この 「重 大 な情状」とは ,生 産経営 破壊 の共 同犯罪 にお ける主 犯
である場 合,手 段が特 に劣悪 で正常 な生 産経営 に重大 な影響 を及ぼ した場
合,多 大 な経済 的損失 を直接発生 させ結果が重 大 な場 合等 をい う。
皿 定罪
1・本 罪 と放 火罪 ・爆破 罪 ・通信設備破壊 罪等 の公 共安 全危害罪 との
限界 放 火 ・爆 破等 の危 険 な方法 を用 いて生産経 営 を破壊 して公共 の安
全 を害 した とき,ま たは刑 法が別 に定 める特定 対象(通 信 設備 ・易燃 易
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(1)本 罪の主観面 は,故 意である。行 為者 に公私の財物 を不法 占有
〔不 法領得 〕す る目的が な く,こ の点が本 罪 と他 の財産侵害罪 とを区別 す
る重要な基準 となる。公私の財物 を故意 に殿損す る動機は,多 種 多様であ
り,怨1艮 報復 ・欝 積解消 ・他 人陥害等 が あ りうる。 しか し,動 機は,本
罪の成立 に影響 しない。
(2)本 罪の客観面 は,公 私の財物 を殿損す る行為である。その殿損
には,二 つの場合が ある。第一 は,殿 滅 であ り,公 私の財物 を完全 に損壊
して全部 の価値 ・使 用価値 を喪失 させ るこ とをい う。第二 は,損 壊 であ
り,公 私の財物 を部 分的 に殿損 して価値 ・使 用価値 を部分 的 に喪失 させ
る こ とをい う。殿滅 ・損壊 の具体的方法 は,多 種 多様 であ り,粉 砕 ・破
壊 ・解体等 があ りうる。 しか し,放 火 ・爆破等 の危険 な方法 で公私 の財
物 を殿損 して公共の安全 を害す る危 険 を発生 させ た ときは,放 火罪 ・爆
破 罪 など公 共安全危 害罪 と して処断 され る。
本罪 の侵害対象 は,各 種の公私財物 であ る。 しか し,刑 法が特定財物 の
破 壊 に対 し特 別 な規定 を定 め る ときは,本 罪 として処断 しえない。例 え
ば,機 器設備殿損,家 畜殺害 またはその他 の方法で生産経営 を破壊 した と
きは,生 産経 営破壊 罪が 成立 し,境 碑 ・境標識 ・恒 久的測量標識 を破壊
した ときは,国 境碑標 識罪破壊 ・恒 久的測量標識破壊 罪が 成立 す る。
刑法275条 によれ ば,公 私財物 の殿損 は,そ の額が高 額 またはその他 の
情状 が重大 な場合 にのみ,犯 罪 を構成 しうる。「その他 の重大 な情状 」と
は,お よそ手段劣 悪 ・動機卑劣 な殿損,公 私 財物 の殿損 に よる重大 な結
果発生,重 要物 品の殿損 による重大 な損 失発 生等 をい う。
2.特 殊 犯罪構 成
本罪 の特殊 犯罪構 成 は,「 その額が 巨額 またはその他 の情 状が特 に重
大」 な行 為 である。
n刑 事責任
刑法275条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または罰
金 に処す る。その額が巨額 またはその他 の情状 が特 に重大 な ときは,3年
以上7年 以 下の有期懲 役 に処 す る。
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これにあた る。
2.特 殊犯罪構 成
本 罪の特 殊犯罪構 成 はf「 情状が特 に重 大」 な行為 であ る。
n定 罪
1・本罪 と非犯罪 との限界 特定資金物 資の流用 は,そ の情状 が重大 で
国家 ・人民大衆 の利益 に重大 な損害 を与 えた場 合 にのみ ,本 罪 を構成 し
うる・ この要件 を欠 く流 用行 為は,本 罪 と して処罰 され ない。
2・本罪 と資 金流用 罪 との限界 両 罪は ,主 に次 の点 で区別 される。①
客体が必ず しも一致 しない。本罪の侵 害客体 は,複 合法益 であ り,特 定資
金物資の使 用権が侵害 され,特 定資金物資が犯罪対 象 となる。 これに対 し
て,後 罪 の侵害客体 は,単 一法益 す なわ ち単位 の資 金使用権 であ り
,単 位
の資金が犯罪対 象 となる。② 行為態様 が異 なる。本罪 の行 為 は流用 され
た特定資金物資 の個人供用ではな く,そ れは公金流 用罪 として よ り重 く処
罰 される・ これ に対 して,後 罪では,流 用資 金が 自己供用 または他人貸与
される。③ 犯罪 主体が異 なる。本 罪の主体 は ,特 定資 金物 資の取扱 ・管
理 を行 う直接責任 者であ るが,後 罪 の主体 は r会 社 ・企業 ・その他 の単
位 の職 員で ある。
皿 刑事 責任
刑法273条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る。その情状が特 に重 大 な ときは,3年 以上7年 以 下の有期懲役 に処
する。
第5節 鍛損 ・破壊により財産を寄する罪
1故 意財物 毅損罪 〈故意毅圷 財物罪 〉
故意財物殿損罪 とは,故 意 に公私 の財物 を不法 に殿滅 または損壊 し}そ
の額が高額 またはその他の情状 が重大 な行為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本犯罪構成
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助 ・緊急救助 ・水害対策 ・戦争補償 ・貧困者扶 助 ・移民救援 用の資金 ・
物 資 を流用 し,そ の情状 が重 く国家 ・人民群衆 の利益 に重大 な損 失 を発
生 させ る行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊 主体 〔身分 のあ る者〕,す なわち災害救
助 ・緊急救助 ・水 害対策 ・戦争補償 ・貧 困者扶 助 ・移民救援 用の資 金 ・
物資 の管理 ・取扱 につ き直接 責任 を負 う職員 であ る。 「直接 責任 者」 と
は,流 用行為 に対す る責任 を負 う管理職員 または流用行為 を直接 実行す る
職員 をい う。
(2)本 罪の客 体 は,複 雑客体 〔複 合法益 〕であ る。特定資 金物資 の
使用権 お よび これに対す る国家 の財政経 済管理制度 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 に よ り構成 される。す なわ ち,災 害救
助 ・緊急救 助 ・水 害対策 ・戦争補償 ・貧困者扶 助 ・移民救援等 の特 別
な資金 ・物資 をそれ と知 りなが ら流用 を決意す る こ とであ る。
(4)本 罪の客観面 は,特 定資金物 資 の流用 の情状が重 く,国 家 ・
人民群衆 の利益 に重大 な損失 を発生 させ る行為であ る。本 罪の成立 には,
第一 に,流 用行 為が必要 であ る。 流用 とは,合 法 な許可 を受 けないで,行
為者が取扱 ・管理 ・経 営す る特定資 金物資 を他の用途 に配分す るこ とを
い う。例 えば,特 定資 金物資 を商業 のため に用い た り建物 の建築 ・修 繕
工事 に投資す る場合である。本条の特定資金物資の流用は,そ の特定 用途
を変更 するが,決 して 自己のための供用ではな く,あ くまで他 の公 的な用
途へ の流用 であ る。第二 に,流 用 の対象 は,災 害救助 ・緊急救助 ・水 害
対策 ・戦争補 償 ・貧 困者扶助 ・移民救援 な ど特 定用途 の資金 ・物資で
なければな らない。 それ以外 の資 金 ・物資 の流 用は,本 罪 を構 成 しない。
第 三 に,情 状 が重大 で国家 ・人民大衆 の利益 の重大 な損 失 を発 生 させ ね
ば な らない。例 えば,特 定資金物 資の流用額 が巨額 の場合,特 に重要 な緊
急資 金物資の流用手段 が特 に劣悪で計 り知 れない影響 を及ぼ した場合,流
用行為 に よ り人民大衆 の生 産 ・生活 に重大 な危害 を及ぼ した場 合等が ・
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らない。職務上 の便益 と無 関係 な資金流 用は
,本 罪 を構 成 しえない。
2,特 別 犯罪構成
本罪 の特 別構成 には,「 流用 した 単位の資金が 巨額」な行為
,お よび流
用 した 単位 の資金が 「高額で これ を返還 しない」行為が ある。
H定 罪
1.本 罪 と非 犯罪 との限 界
(1)本 罪 と合法 な貸借行為 との限界 合法 な貸借 は…定手続 によ
り債権債務関係 を形成す る適法行為であ るが,資 金流用罪は犯罪行 為であ
る。 それゆ え,両 者 を混 同 して はな らない。
(2)本 罪 と一般 的な流 用行 為 との限界 単位 の資 金 を流用 して 自
己に供用 しまたは他 人に貸与 して もrそ の額が少額でかつ流用資 金 によ り
不 法な活動 を行 わなけれ ば,本 罪は成立 しない。本罪 の成立 には
,そ の額
が 高額 または流用資 金 を用 いた不法活動 の実行 が必 要であ る。
2.本 罪 と職 務上横 領罪 との限界
両罪 は,主 に次 の点 で区別 される。① 犯罪の客体が必 ず しも一致 しな
い。両罪 は,財 物 の所 有権侵 害の点 では共通 す る
。 しか し,本 罪 では,資
金 の使用権 ・収益権 は侵害 されるが ,処 分権 は侵 害 されない。 これ に対
して,後 罪 では,財 物 の所有権 の全権 能が侵害 される。② 行為対象が必 ず
しも一致 しない。本罪 の侵害対 象は単位の資 金であるが
,職 務 ヒ横 領罪 の
対 象は資金 に限 られない。③故意の内容 が異 なる。本罪 の故意 は
,資 金流
用後 の返還 を内容 とす るが,後 罪の故 意はf財 物 を自己の もの として占有
〔領得〕す るだけで返 還 を内容 と しない。
㎜ 刑 事責任
刑法272条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る。そ の額 が巨額 の ときまたは高額で返還 しない と きは
,3年 以上10
年以 下の有期懲役 に処 す る。
4特 定資金物資流用罪 〈郷用特定款物罪〉
特定資金物資流用罪とは,国 家の財政経済管理制度に違反して,災 害救




(1)本 罪の主体は,特 殊主体 〔身分のあ る者〕,す なわ ち会社 ・企
業 ・その他 の単位 〔事業組織体〕の職員で ある。会社 ・企業 ・その他 の
単位 の職 員で ない者,国 有会社 ・国有企 業 ・その他 の国有単位 で公務 に
従事す る職員,お よび非国有会社 ・非 国有企業 ・その他 の非 国有単位 に
お ける公務従 事 を委託 され た国有会社 ・国有企 業 ・その他の 国有単位 の
職 員は,本 罪 を構 成 しえない。 ただ し,2000年2月13日 最高 人民法院
の 「国有財 産受託管理経営者 に よる国有資 金流 用行 為の性 質決定 の問題
に関す る回答」に よれば,国 家機 関,国 有 の会社 ・企業 ・事業単位 また
は人民団体の委託 を受 けて国有財 産を管理経営す る非国家職員が,職 務上
の便益 を利用 して,国 有資産 を流用 し本 人に供用す る犯罪 を構 成す るとき
は,刑 法272条1項 に よ り,本 罪 として定罪 ・処 罰 される。
(2)本 罪の主観面 は,故 意お よび流用資 金を自己供用 しまたは他 人
に貸与 す る目的で ある。
(3)本 罪 の客観面 は,職 務 上の便益 を利 用 してr当 該単位の資 金 を
流用 して本 人に供 用 しまたは他 人に貸 与す る行 為で ある。流 用行為 は,
「期 間超過未返済型」,「 営利活動 型」,「 不 法活動 型」 に分類 され うる。
「期 間超過未 返済型」とは,高 額の資金 を流用 して 自己供用 または他 人 に
貸与 して,3月 を経過 して も返還 しない類型 をい う。 この流用類型 の成立
には,第 一 に高額す なわ ち1万 元 ～3万 元 以上の流用,第 二 に流 用後3
月の経 過,第 三 に事件 発覚前 の未 返還,こ の三要件 を充足す る必 要が あ
る。 また,「 営 利活動型」とは,資 金流用後3月 が経 過せず とも,高 額 の
流用資金 で営利活動 を行 う類型 をい う。 この類型 は高額 の流用資 金で営
利活動 を行 えば成立 し,そ の返還 の有無 はお よそ本罪 の成立 に影響 しな
い。 さ らに,「 不 法活動 型」とは,流 用資金 を不法活動 に用い る類型 をい
う。 この類 型 は,流 用額 ・流用期 間 ・流用資金返還 に よる制限 を受 けず・
流用資金 を不 法活動 に利 用するだけで成立す る。 この三類型は,い ず れ も
当該単位 の資 金の取扱 ・管理 ・経営 に よる便益 を利 用 して行 わ れねば な
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り生 じる有利 な条件 を利 用す るこ とをい う。 この便益 は行為者の担 当職
務 に よ り生 じるもので あるか ら,そ の職務 と無関係の便益 を利用 して当該
単位 の財物 を横領 して も,本 罪 は成立 しない。 「自己の もの と して 占有」
とは・行為者が管理す る単位 の財物 を自己所 有に変 える ことをい う
。 その
方法 ・手段 は,多 種 多様 であ り,例 えば着服 ・虚偽報告 に よる領得 ・窃
取等であ る。 さらに,本 罪が成立す るには,そ の額が高額 でなければな ら
ない。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特殊犯罪構 成 は,「 その額が 巨額」 な行 為で ある
。
皿 定罪
本罪 と横 領罪 との限界 は,次 の点 にあ る。① 犯罪主体が異 なる
。本罪 の
主 体は,特 殊 主体す なわち会社 ・企業 ・その他 の単位の職員 であるが
,
後罪の主体 は,一 般主 体である。② 犯罪の客観 面が異 なる
。本罪 はr職 務
上 の便益 を利用 して当該単位 の財物 を不法 占有 し自己の もの とす る こ と
で あるが・後罪 は・他 人の財物 を自己の もの と して 占有す る ことである。
後罪 の占有 は・職務上の便益 とは無関係 である。③行為対象が異 なる。本
罪 の対 象は,当 該単位 の財物 で あるが,後 罪 の対象 は,自 己が保管す る他
人の財物 ・拾 得 した他 人の遺失物 ・発 掘 した埋 蔵物 であ る
。
皿 刑 事責任
刑法271条;本 罪 を犯 した者 は ,5年 以下の有期懲役 または拘 留 に処
す る。その額が巨額 な ときは,5年 以上 の有期懲役 に処 し,財 産没収 を併
科す る。
3資 金流 用罪 〈螂用資金罪 〉
資金流用罪 とは,会 社 ・企業 ・その他 の単位 〔法 人 ・組織 体〕の職員
が,職 務上の便益 を利用 して,当 該単位 の資金 を流用 し自己に供用 もしく
は他 人に貸 与 してrそ の額が高額で3月 を経 過 して も返 還 しない行為
,
またはその額が高額 でそれ に よ り営利活動 または不法活動 をする行 為 を
い う。
{864) 何 兼松編 著 ・刑法教 科 井(各 ロ命編24'3～291;}
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皿 刑事責任
刑法270条;本 罪 を犯 した者は,2年 以下 の有期懲役f拘 留 または管
制 に処す る。 その額 が巨額 またはその他 の情状が重大な ときは・2年 以上
5年 以 下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科 す る。
2職 務上横領 罪 〈取努侵 占罪 〉
職務上横 領罪 〔業務上横 領罪〕 とは,会 社 ・企業 またはその他 の単位
の職 員が,職 務上 の便益 を利用 して,当 該 単位 の財物 を自己の もの として
占有 し,そ の額が高額 な行 為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 はr特 殊主 体 〔身分の ある者〕,す なわち会社 ・企
業 ・その他 の単位 の職 員である。国家職員 は,こ れに含 まれない。1999
年6月18日 の最高 人民 法院 「村 長 ・組長 に よる職務 上の便宜 を利用 し
た公 共財物 不法 占有行為 の性 質決定 に関す る問題 の 回答」 に よれば,村
長 ・組 長が,そ の職務上 の便益 を利用 して,村 民 ・組 共同体の財産 を不
法 占有 し自己の もの とした ときは,刑 法271条1項 に よ り本罪 として定
罪 ・処罰 す る。 また,刑 法271条2項 に よれば,国 有会社 ・国有企業 ・
その他 の国有単位 で公務 に従事す る職員,ま たは非 国有会社 ・非国有企
業 ・その他非 国有単位 にお ける公務従事 を委託 され た国有会社 ・国有企
業 ・その他 の国有単位 の職 員が,横 領行為 を行 った ときは,汚 職 の罪 と
して定罪 ・処罰 す る。
(2)本 罪の客体 は,会 社 ・企業 ・その他 の単位 の財物 に対す る所
有権 であ る。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意お よび財物不法 占有 の 目的であ る。
(4)本 罪の客観面 は,職 務上 の便益 を利用 して当該 単位 の財物 を不
法 占有 して 自己の もの とし,そ の額が高額 な行為であ る。職務 上の便益利
用 は,本 罪 を構成す る第一の要件 で ある。 「職務上 の便益利 用」とは ・会
社 ・企 業 ・その他 の単 位の職 員が,そ の財物の管理責任 を負 うこ とに よ
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「遺失物」 とは ・所 有者が紛失 して間 もない物品 をい う。 その特 徴 は,紛
失後 の時間が短 く,通 常 その所 有者が紛失 した物 品 ・地点 を容易 に想起
しうる点 にあ る・ 「埋 蔵物 」とは ,一 定の 目的で地下 に埋 め られ た財物 を
い う。
本条 に よれば,自 己が保 管す る他 人の財 物 ・遺失物 ・埋 蔵物 の横 領
は・その額が高額 な場 合 にのみ ,犯 罪 を構成 する。 刑法 は 「高 額」となる
金額 を定めてい ない。あ る論者 は,他 の財産侵害罪の被害額の 下限を参照
した基準設定 を提唱す る。 しか し,我 々は,次 の ように考 える。その参照
は確 か に必 要であ るが,本 条の 「高額」の下限 は
,原 則 と して窃 盗罪 ・詐
欺罪等 よ りも高 く設定 されね ばな らない。 なぜ な ら,横 領行為 は,性 質 ・
形態 の点で窃盗罪 ・詐欺 罪 よ りも社会危害性 が低 く,ま た親友 間で行 わ
れる こ とも多い。そ れゆえ,横 領 額が大 きくなければ被害 者が 「告訴」し
ないの で,本 条新 設の意 義が失 われて しまうか らであ る。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特 別構成 は,「 その額が巨額 またはその他 の重大 な情状」の行為
であ る。
皿 定罪
本罪 はr親 告 罪す なわ ち 「告 訴 を待 って処 断す る」犯罪 であ る。刑法
270条 お よび87条 によれ ば r高 額 の横 領罪の 公訴 時効 は5年,「 その額
が巨額 または他 の情状 が重大」な横領 罪の公訴 時効 は10年 で ある
。公訴
の期 間は,被 害 者がそ の財物 の不法横領 を知 った 日か ら起算 される
。
本罪 と窃盗罪 との限界 はs① 故意 の生 じる時点が異 なる。横 領行 為者 は
財物 占有後 に故意 を生 じるが,窃 盗行為者 は財物 占有前 に故意 を生 じる
。
②行 為対象が必 ず しも一致 しない。本罪の対 象は,行 為者が既 に占有する
財物 で あるか ら,特 定 されているが,後 罪 の対 象はr他 人の 占有す る財物
である。③犯罪 の客観面が必ず しも一致 しない。本罪 の客観面 は,財 物の
占有 を 自己所 有 に変 える横 領行 為であるが,後 罪の客観面 はs財 物の所有
者 ・管理者 に発覚 しない と行為者 が信 じる方法で財物 を取得 す る秘密窃
取行 為で ある。
{866} 何 」財 公編 著 ・ 刑 法 教 科rl芋(各 論 編24aYFFi-2gr3)
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制 に処 し,罰 金 を併科 または単科す る。その額が巨額 またはその他の情状
が重大 な ときは,3年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科す る・
その額が特 に巨額 またはその他 の情状が特 に重大 な ときは,無 期懲役 また
は10年 以上の有期懲役 に処 す る。
第4節 横領 ・流用 によ り財産 を害 する罪
1横 領罪 〈侵 占罪 〉
横領 罪 とは,不 法 占有 〔不 法領得〕の 目的 を もって,自 己が代 理保 管す
る他 人の財物 または他 人の遺失物 ・埋 蔵物 を 自己の もの として 占有 し,
そ の額が高額 な物 の返還 を拒 否す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主観面 は,故 意お よび 自己が代理保管す る他 人の財物 ・
遺失物 または埋蔵物 を不法 占有す る 目的 によ り構成 される。
(2)本 罪の客観面 は,自 己が代 理保 管す る他 人の財物 ・拾得 した
遺失物 ・発掘 した埋 蔵物 を自己の もの と して占有 し,そ の額 が高額 な物
の返還 を拒 否す る行為 であ る。 この 「代 理保管」〈代力保管 〉とは,主 に
委託 ・慣習 に基づ いて成立 す る委託信任 関係 に より他 人の財物 を管理 ・
保存す るこ とをい う。「自己 の もの と して占有」とは,財 物 の所有 関係 の
改 変 を企 て,財 物 に対す る所 有者 の支 配 を喪失 させる ことをい う。 「返還
の拒否」 には,実 務 上,次 の二つの場合が ある 〔4}。第一 は,財 物 の所有
者 ・代理 人が 占有者 に対 して返還請求 して当該財物 が 自己の合法所有 に
属する証拠 を示 したが,こ れ を行為者 が無視 して公然 と返還 を拒否す る場
合 であ る。 第二 は,財 物 の所 有者 ・代理 人が返還請求 した ところ,占 有
者が請求 の合法性 を認 めて返還 を約束 した後 に,当 該財物 を権限 な く処分
して返 還不能 にす る場合 であ る。 自己の もの とす る占有お よび返還 の拒
否は,本 罪の重要 な二特徴 であ りr横 領行為 に不可欠 な構 成要素 であ る。
本罪 の対 象は,自 己が保管 す る他 人の財物 ・遺失物 ・埋蔵物 で ある。
324 神奈川法学第34巻 第3号2001年
(867}
亡 ・精神 異常 ・その他 の重 大 な結 果 を発 生 させ る こと,⑨ その他 の重大
な情状 が ある ことであ る。
皿 定罪
1.本 罪 と非 犯罪 との限界
(1)貸 借 を仮 装 した本罪 と正常 な貸借 行為 との限界 正常 な貸借
関係 には,不 法 占有の 目的が ない。客観的 な原因 によ り支払期 日に返還不
能 となった ときは,本 罪 は成立 しない。 しか し}貸 借 を仮装 して金銭 を騙
取後 に浪費 し多様 な隠蔽工作 を行 って長期 間返還 しない ときは
,本 罪 とし
て処罰 され る。
(2)物 品代理購 入 を仮装 した本罪 と代理購 入後の代金支払停滞 と
の限界 代理購 入 しよう とした品薄 ・欠乏商品 を入手 しえないため
,代
理 人がその金銭 を他 に流用 して も,行 為者 に不法占有 の目的が な く返還計
画 を実施 していた こ とが証明 されれば,本 罪 は成立 しない。行 為者 が,代
理購 入仮装詐欺で莫大 な金銭 を騙 取後,商 品代理購入 を行 わず に金銭 を浪
費 して返 還の意思 も能力 もない場合 には,本 罪 として処罰 される。
2.本 罪 と他罪 との限界
(1)刑 法266条 は,「 この法律 に特別 の規定が ある ときは ,そ の規
定 による」と定め る。「この法律 の特 別規定」とは ,集 資詐 欺罪 ・借款 詐
欺罪 ・証券 詐欺罪等 に関す る規定 をい う。改正 刑法 は ,こ れ ら特定 領域
の詐欺行為 につ き特別 の規定 と新 たな罪名 を定 めている
。 それゆえ,こ れ
らの特 定詐欺行為 は,単 純詐 欺罪 としては処理 され ない。
(2)本 罪 と契約 詐欺罪 との限界 両罪 の主 な違 いは ,次 の点 にあ
る。① 客体が必ず しも一致 しない。侵害 される客体 は
,本 罪 では公私の財
産の所有権 であるが,後 罪 では複合法益 であ り主 に国家の契約管理秩序で
ある。②行為の手段 が異 なる。本罪 では一般的 な制限が な く
,行 為者 は事
実捏造 ・真相 隠蔽の いかなる手段 ・方法 もと りうる。 これ に対 して ,後
罪 では,契 約 の締 結履行 の方 法 ・手段 のみ に限定 され る。
皿 刑事 責任
刑法266条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以 下の有期懲役 s拘 留 または管
(868) 何兼松編 著 ・刑法教 科 辞(各 論編24';r_1～29'勧
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進展 に伴 い犯罪者 も臨機応 変 に手段 を変化 させ ている。例 えば,外 国商
人,香 港 ・マ カオの商 人 と称 した り,品 薄商 品の代理購 入 または余剰製
品の代理販 売 と称 した りして,財 物 を騙取す る場 合があ る。
高額 の公私財物 を騙取 して初 めて,本 罪 は構 成 され うる。1996年 の最
高 人民法院の解釈 に よれば,こ の 「高額」とはr個 人の公私 財物 の騙 取額
が2000元 ～4000元 以 上,単 位 の直接 責任 を負 う管理 職その他の直接責任
者 の単位 名義 での詐 欺 に よる単位へ の帰 属額が5万 元 ～10万 元以上 の場
合 をい う。
2.特 殊犯罪構成
本罪 の特殊構成 には,「 その額が巨額 またはその他 の重大 な情状 」の行
為,お よび 「その額 が特 に巨額 またはその他 の情状が特 に重 大」の行 為が
あ る。
「その額 が巨額」とは,個 人の騙取額 が3万 元以 ヒ,単 位 名義 の騙取額
が20万 元 ～30万 元以上の場 合 をい う。 「その他 の情状 が重大」 とは,通
常,次 の一事情 にあた る場合 をい う。す なわち,① 風説流布 の詐欺手段 を
用いて,出 産適齢期の女性 に避i妊リングの摘 出 または結婚相手 の紹介 と称
して莫大 な財物 を騙取 した場 合,② 男女 両名が金銭騙取 を共謀 して・同女
が他 人の妻 とな り金銭取得後 に逃走 した場 合,③ 未成年者 を教唆 して詐欺
を行 った場合等で ある。
後者 にい う 「その額が特 に巨額」 とは,個 人の騙 取額が20万 元以上 の
場合 をい う。「情状が特 に重 大」とは,20万 元以 上.の場合 を除 き・騙取 額
が10万 元以上 かつ次 の一事情 にあたる場 合 をい う。す なわ ち,① 詐欺集
団の首謀者 または共同詐欺罪の情状の重い主犯 であるこ と,② 逃亡 して危
害が重大 なこ とr③ 法 人その他 の組織 または個人が緊急 に必 要 とす る生産
物資 を騙 取 して,生 産 に重大 な影響そ の他重大 な損失 を発生 させ る こと,
④ 災害救助 ・緊急救助 ・水 害対 策 ・戦 争補償 ・貧困者扶 助救援 ・医療
用 の資金物資 を騙 取 して重 大な結 果を発生 させ ること,⑤ 騙取 した財物 を
浪費 して返還 を不能 にす るこ と,⑥ 騙 取 した財物 を違法行為 ・犯罪活動
に使用す るこ と,⑦ 以前 に刑 事罰 を受 けた者であ る こと,⑧ 被 害者 の死
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役割お よび分与 額等の情状 を考慮 して ,刑 法27条2項 に よ り軽 罰 ・減
軽 処罰 ・処 罰免除 がな される。④ 共 同窃盗後 に自首 ・立功 のあ る者 また
は未成年 者な ど軽罰 ・減軽処 罰 ・処 罰免除 の情状 があ る者 も
,軽 罰 ・減
軽処罰 ・処罰免 除 され(う)る 。 自白または賊 物 の積極 的返 還等 の事情
が ある とき も,そ の情状 を斜 酌 して よ り軽 く処 罰 され うる。
2詐 欺 罪 〈Z乍輪 罪 〉
詐欺罪 とは,不 法 占有 〔不 法領得〕の 目的 を もって ,事 実 を捏 造 しまた







本罪の主体 は,自 然人一般 である。
本罪 の客体 は,公 私の財物 である。
本罪 の主観 面は,故 意 お よび公 私財物 の不法 占有 目的であ る。
本罪の客観面 は,事 実 を捏造 しまたは真相 を隠蔽 して,高 額 な
公私 の財物 を騙取す る行為である。事実 の捏造 とは,存 在 しない事実 を捏
造 して被害者 に信頼 させる ことをい う。真相 の隠蔽 とは,客 観 的に存在す
る事実 を被害者 に隠 して被害者 を錯誤 させ るこ とをい う。犯罪者 は,虚 構
の事実 を用い または真相 を隠蔽す る方法 によ り ,公 私 の財物 の所 有者 ・
管理者 に錯誤のため虚偽 を真実 と思 わせ て,公 私財物 を自己 に対 して「自
発 的 に」交付 させね ばな らない。 しか しsこ の 「自発性 」は,実 際 にはr
公私財物 の所 有者 ・管理者 の真 意で はな く,犯 罪者 が捏造 した 事実 に惑
わ され騙 された結 果で ある。つ ま り,こ の 「欺 岡」〈騙 〉は,本 罪 の際立 っ
た特徴 で あ り,本 罪 と窃盗罪 ・奪取 罪 ・強盗 罪 との重 要な区分基準 とな
る。本罪 の具体的 な方法 ・手段 は,多 種 多様 で ある。例 えば ,公 文 書偽
造 に よ り財物 を騙 取す る場合,伝 票 を偽 造 ・改 窟 して虚偽報告 を行 い不
法領得す る場合,商 品の管理 ・運搬 を手伝 うと称 して騙 取 す る場 合 ,虚
言 を弄 しまたは身分 を詐称 して財物 を騙 取す る場 合 ,恋 愛 ・結 婚 または
職業紹介で誘 引 して財物 を騙 取す る場合等があ る。最近では,改 革開放 の
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時 に他罪 を構 成す る ときは,よ り重い刑 の罪 を選択 して重 く処罰す る。窃
盗 の罪証 隠滅 または報復等 の動機 に よ り故意 に公 私 の財物 を破壊 した と
きは,本 罪 と他 罪 とは併 罰 〔併 合罪〕 となる。
皿 刑事責任
刑法264条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役,拘 留 または管
制 に処 し,罰 金 を単科 または併科す る。 その額が巨額 またはその他 の情状
が重大 な ときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併 科す る。
その額が特 に巨額 またはその他 の情状 が特 に重大 な ときは,無 期懲役 また
は10年 以上 の有期懲役 に処 し 丁罰金 または財産没収 を併科 す る。 また,
① 金融 機関で窃盗 を行 い,そ の額が特 に巨額 な とき,ま たは② 貴重文化財
を窃取 しr情 状 が重 大 な ときは,死 刑 または無期 懲役 に処 し,財 産没収 を
併科す る。
「金融機関 での窃 盗」とは,金 融機関の経営 資金 ・有価証 券お よび顧 客
の資 金等の窃盗 をい う。例 えば,預 金者 の預 金 ・債券 ・その他 の金銭物
品,企 業の決算基金 ・株 券等 であ るが,金 融機 関の事務 用品 ・交通手段
等 は これに含 まない。 「文化 財 〈文物 〉を窃取 し,そ の情状 が重大」とは,
主 に,国 家一級文化財 を窃取 してこれ を殿損 ・流 出 ・返還不 能 にす る こ
と,ま たは国家二級文化財 を3個 以上 ない し国家 一級文化財 を1個 以上
窃取 して,特 殊犯 罪構 成 にお いて説 明 した 「重 大 な情状」・「特 に重大 な
情状 」の うち① ・② ・④ ・⑧ の一つ に該当す る ことをい う。
改正刑法 は,本 罪へ の死刑適用条件 を厳格 に限定 し,二 つ の法定情状 中
の一・つに該 当 した場合 に限 り死刑 を適 用 しうる もの とした。 さらに,法 定
情状 に該当 して も,そ の死刑適用 は,窃 取額お よびその情状 に基づい て決
せ られ る。
窃 盗の共犯処罰 では,① 窃盗手段 を組 織 ・指 導 した首謀 者は,集 団窃
盗 の総額 に基づいて処罰 される。② 共同窃盗 におけるその他 の主犯 は,同
人が 関与 ・組織 また は指揮 した共 同窃盗 の総額 に基づい て処罰 され る。
③ 共同窃盗 におけ る従 犯は,同 人が関与 した共 同窃盗の総額 に基づ いて処
罰 される。 また具体 的 な量刑 に際 しては,共 同窃盗 における同人の地位 ・
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主張す る見解 もあ る。
(2)本 罪 と銃器弾薬爆発物 窃盗 罪 との限界 後 罪の対象 は特定 され
てい るが,本 罪の対象は不特定である。窃取 した他人の財物 中に予想 して
い なか った銃器 ・弾薬 を発 見 した行為 者は
rこ れ らの特 定物 を窃取す る
故意 をもたないので,窃 盗罪 として処断 される。 しか し
,こ の行 為者がそ
の銃器 ・弾薬 を使 用 して他罪 を犯 した ときは
,こ の罪 につ き別個 に定罪
が な され}先 行す る本 罪 とは併 合罪 と して処理 され る
。
(3)本 罪 と魚介類毒爆殺 に よ り構 成 される他罪 との限界 刑法 お よ
び漁業法 に よれば,魚 介類 を毒 殺 ・爆殺 して情状 が重大 な ときは
a水 産
品不 法捕獲罪 が成立す る。 しか し ,窃 盗 の故意 で大 量の魚介類 を毒 殺 ・
爆殺 して窃取 して も他 の重大結果 を発 生 させ ない と きは
,本 罪が成立 す
る。 人畜 の安 全 を顧 みず飲用貯水池 に大量の劇 薬物 または ダム に大量 の
爆薬 を投 入 して,公 共の安全 を著 しく害 し,人 の重傷 ・死亡 または公私
の財 産の重大 な損失 を発生 させ た と きは
,投 毒罪 または爆破 罪が成立 す
る。養殖魚 の窃取 または報復 のために養魚場 に大量の劇薬物 を投入 して
,
著 しい水 質汚染 に よ り全養殖魚 を毒殺 して,単 位 または個人の養殖生産 に
重大 な損失 を発 生 させ た ときは,生 産経営 破壊 罪が成立 す る。
(4)本 罪 と自動 車窃盗 に よ り構成 され る他 罪 との限界 不 法 占有 目
的で 自動 車 を窃取 して売却 ・自己使用 した ときは ,本 罪が成立 す る。他
の犯罪 を行 うため に自動車 を窃取 し犯罪手段 に利用 した ときは
,そ の犯罪
に よ り重 く処罰 され る。 自動 車 を窃取 す る過程 で過失 に よ り自動 車 を衝
突 させ,他 人の死亡 ・傷害 または 自動 車 の破壊 を惹 起 して他罪 を構 成す
る ときは ・交通事 故罪 ・他罪 との併罰 が な される。窃盗 以外 の 目的で 自
動車 を反復 的 に窃取 かつ廃棄 して業務 産業秩序 を著 しく撹乱 し,重 大 な損
失 を発 生 させ た ときは,社 会秩序撹乱罪 として処罰 される。窃盗以外 の目
的で偶 然 に自動車 を窃取 して情状が軽微 な ときは,犯 罪は成立 しえず,損
害賠償 の命令が な され る。
(5)本 罪 と財物損壊 によ り構 成 される他罪 との限界 窃盗 を犯 した
者が公私 の財物 を著 しく殿損 した ときは,窃 盗罪 と して重 く処罰す る。同
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り,窃 盗犯 人は公私財物の不法 占有 をその目的 としてい る。財物がその所
有者 ・保 管者の支配 を離 れて行為 者の現実的支配下 に置 かれれば,財 物
不法 占有 の 目的が実現 されて犯罪が完成す るので,当 然 その窃盗 は,既 遂
と認定 されるか らであ る。 しか しなが らsこ の ように一律に処理す る方法
に よる とs条 文 が別個 に定 め る一般 窃盗(高 額 の窃盗)お よび重大窃盗
(巨額 の窃盗)の 既遂 ・未遂 の問題 を解 決す るにあ た って,我 々 には不都
合が生 じるように思 われ る。す なわち,事 情 によって は重大 な窃盗 を重 く
処罰 しえな くなる との懸念であ る。例 えば,犯 罪者が博物館 に潜 入 し,貴
重 な宝物 を窃取 して これをポケ ッ トに入れrそ の現場 を離れる前 に逮捕 さ
れた とす る。 この場 合,支 配排 除設定説 に よれば,窃 盗未遂 に しかな りえ
ない。 なぜ な ら,こ の宝物 は,決 して管理者 の支配か ら離れてい ないか ら
である。 そこで,我 々は,一 般窃盗 と重大窃盗 の既遂 ・未遂 につい て異 な
る基準 を採用 した解釈 を主張す る。す なわち,一 般窃盗 については支配排
除設定説 を基準 とし,重 大 窃盗 については犯罪者が実際 にその財物 を支配
したか否 か を未遂 ・既遂 の区別基準 とす るのであ る。 この ような 「二 重
基準」の提 示 は,本 章の著者が提 唱 した理論 へ の実務 の服従 を迫 るこ とを
意図す るものではない。 む しろ反対 に,私 見 は,わ が国の刑法が窃盗罪 に
異 なる規定 を設け,か つ窃盗 の事情の複雑性 を根拠 とす る ものであ る。要
す るに,私 見 では,二 重基準 を採 用 して一般 窃盗 と重大窃盗 の既遂 ・未
遂 の問題 を解 決す る こ とが,重 大窃 盗の厳 罰 に有用 なのであ る。
4.本 罪 と他罪 との限 界
(1)本 罪 と交 通機 関 ・交通設備 ・電力 ガス設 備 ・易燃 易爆 発性設
備 ・通信設備 等の部品窃取 に よる公 共安全危害犯罪 との限界 両 罪 を区
別す る基準 は,こ れ らの設備 ・部品の窃取 に よる公共安全危 害発 生の有
無 にある。窃取 された使 用中の設備 ・重要 部品の価値 は大 き くないが公
共安全危害罪 を構 成す る とき,ま たは設備 ・重要部 品 の窃取 に よ り重大
結果 を発 生 させ た ときは,関 連す る公共安全危害罪 として処断 され る・ し
か し,通 信施設 の窃盗が特 に巨額 またはその情状が特 に重大 な ときは,刑
法264条 の窃 盗罪 として定 罪 ・処罰 して無期懲役 に処 すべ きである ・と
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2)客 観的 には,行 為者が他 人の通信 回線 との不正接続,他 人の電信番
号 の複 製,ま たは不正接 続 ・複 製 された通信設備施 設 をそれ と知 りなが
ら使用 す る行 為の一つ を行 わねば な らない。 「不正接続」とは,権 利者 の
同意 な く密か に他 人の通信 回線 を接続 して無償 で使 用 し,権 利 者の損失 を
発 生 させ る行 為 をい う。「他 人の電信 番号 の複製」とは,主 に他 人の電信
番号 取得後 に これ を不法 に複 製 して,無 償使 用 または不法 に賃貸 ・貸
出 ・譲渡す る行 為 をい う。刑法 に列挙 されてい ない行為 を実行 した とき
はa窃 盗罪 の規 定 を適用 しえない。
3)権 利者 の 「高額」な経 済的損 失 の発 生,ま たはその他 の情 状が なけ
れば ならない。 ある論者 は,「 行 為者 が条 文 に定め る行為 を実行 すれ ばr
それのみで犯罪が構成 され,反 復 的な実行 または高 額 な不正利益 の点 はs
犯罪構成 の必 要要件 で はない」とす る〔Z)。しか し,同 条 に定め る行 為 は,
窃盗 罪の規定 によ り定罪処罰 されるのであ るか ら,被 害額お よび情状 に よ
る制約 を受 け ざるをえ ない。 なぜ な ら,「 その額が 高額」お よび「反復 的」
等の情状 は,窃 盗行為 の犯罪成否の基準 であ ると同時 に,そ の量刑基準 で
もあ るか らであ る。我 々は,先 の論者の「高額 の不正 利益が犯罪構成 の必
要要件 で はない」とす る見解 に賛成 で きず,む しろ権 利者の 「高額」な経
済 的損 失 は定 罪 に際 して無視 しえない,と 考える。
3.本 罪 の既 遂 と未遂の 正確 な認 定
わが 国の刑法 によれ ば,本 罪の成立 には,一 般 的 に,高 額 な公私財物 の
窃取が要件 とな る。 しか し,こ の ことは,本 罪 に未遂 がない こ とを意味 し
ない。実務上,巨 額 の現 金 または国家の貴 重文化財 ・物品 を 目的 とした
窃盗 は,行 為 者が現場 でその 目的物 を窃 取 しえな くとも,窃 盗罪(の 未
遂)と 認定 される。
現 在,わ が 国の刑法学会 では,窃 盗の既遂 ・未遂 の基準 につ いて支 配
排 除設定 説が有力 であ る。同説 は,窃 取 された財物 がその所有者 ・保 管
者の支配 を離 れ,現 実 に行為者 の支配 下に置か れれば,窃 盗 は既遂 とな
り,そ うで なけ れば未遂 である,と 主張 す る1;31。我 々 も,こ の見解 は合
理的 な一面 があ る と考 える。 なぜ な ら,犯 罪 の既 遂 とは犯罪 の完 成で あ
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が特 に巨額 または他 の情状が特 に重大 な」 行為,「 金融機 関で窃盗 を行
いsそ の情 状が重大 な」行 為,「 貴 重文化財 の窃盗 を行 い,そ の情状が重
大 な」行為が ある。窃盗額 が 「高額」・「巨額」の下 限 に到達 し,か つ次
の一事情 があれ ば,「 その他 の情状重大」または「その他 の情状特 に重大」
と認定 しうる。すなわち,① 犯罪集 団の首謀 者 または情状が重 い共犯 にお
ける主犯であ る とき,② 金融機 関で窃盗 を行 った とき,③ 逃亡 して危害が
重大 な とき,④ 累犯で ある ときs⑤ 被害 者の死亡 ・精神異常 ・その他重
大 な結 果 を発 生 させ た とき,⑥ 災害救助 ・緊急救助 ・水 害対 策 ・戦争補
償 ・貧困者扶 助 ・移民救 援 ・医療用 の資金 ・物資 を窃取 した とき,⑦ 生
産材料 を窃取 して,生 産 に重大 な影響 を与 えた とき,⑧ その他重大 な損 失
を発 生 させ た ときであ る。
n定 罪
1.本 罪 と非 犯罪 との限界 自己の家庭 または近親者の財物窃盗 は,社
会一般 における窃盗事件 と区別 しなければ な らない。 自己の家庭 または
近親者 の財物窃盗 は,一 般 に,犯 罪 として処理 しえない。 しか し,そ の刑
事責任 を追及する明 らかな必要があれば,窃 盗 として処断 され るが,そ の
場合 も,社 会一般 における窃盗 とは区別すべ きである。家庭 内の財物窃盗
とは,共 同生活 を営 む近親その他 の親族 か らの窃盗 をい う。
2.刑 法265条 の正確 な理解 刑法265条 は,「 図利 の 目的で他 人の通
信 回線 に密か に接続 した場合,他 人の電信 番・号 を複製 した場合丁又は密 か
に接続 し若 し くは複製 した電信設備 施設 をそ れ と知 りなが ら使用 した と
きは,264条 の規定 に よ り定罪処 罰す る」と定 める。 これは,三 つ の特定
形式 の犯罪 を窃盗罪 と して定 罪処 罰す る規定であ る。 同条 を適 用する に
は,次 の三要件 を充足す る必 要が あ る。
1)主 観 的 には,行 為者の図利 目的が なければな らない。 この「図利 目
的」 とは,行 為者 の追求す る結果 のみ をいい,現 に獲得 した利潤 では な
い。そ れゆえ,捜 査 の結果,不 正接 続 ・複 製等 の行為 に よ り行 為者の主
観的 な図利 目的が解明 されれば,行 為者 の図利 目的が認定 され うる。不正
利益 の有無 は定罪 に影響 しない。
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る下限 を1万 元 ・「特 に巨額」 となる下限 を6万 元 とす る。 ここで は
s
次 の こ とを指摘 してお く。わが 国の刑 法 は,「高額」を犯罪 と非犯罪 との
区別基準 とす る点 に重要 な特色 をもつ。 この ことは
}打 撃懲罰 を少数 に と
どめ る要請に基づ く。 それゆ え,こ の基準 を杓子定規 に解 してはな らず,
具体 的認定 に際 して他 の情状 も考慮 しなけ ればな らない
。 最高人民 法院
の前記解釈 も,そ の額が高額 に到達 しない場 合で も
,そ の下限 に接 近 しか
つ次の一 事情があ る ときは,刑 事責任 を追及 しうる とす る。 すなわ ち,①
破壊 的手段 で窃盗 を行 い公私 の財産の損失 を発生 させ た とき
,② 身体障害
者'保 護者 な き老 人 または労働 能力喪失者 の財物 を窃取 した とき
,③ 重
大 な結果 を発生 させ またはその他 の情状 が劣悪 な ときである
。 これ とは
逆 に,そ の額が 「高額」の下 限に達 してい て も
,情 状 軽微 でかつ次 の一事
情が あ る ときは ・犯罪 と して処理 しな くともよい。 す なわ ちr①16歳 以
上18歳 未満 の未成年 が窃 盗 を犯 した とき
,③ 盗 品全部 を返還 ・賠償 した
とき,② 自発的 に自首 した とき,④ 脅迫 されて窃盗 に関与 して犯罪収益 の
分与が皆無 または僅少 な とき,⑤ その他 の情状軽微 で危害が大 きくない と
きであ る。
刑法264条 は,窃 盗 の累計額が 「高額」の基準 に満た ない場合 で も
,反
復 的に窃盗 を犯 した ときはs本 罪 を構成す る,と 定 め る。 「反復 的窃盗」と
は ・前記 司法解 釈 に よれば ,侵 入窃盗 または公 共の場所 での窃盗 を1年
間 に3回 以上行 うこ とをい う。最高人民法院 は,こ の司法解釈 に よ り「反
復 的窃盗」に制 限 を加 えている。第一 に,3回 以上 の窃盗であ って初めて
多数 回 とされる・ この3回 以上 には ,当 該 窃盗 も含 まれる。 第二 に,1
年 間 に3回 以上 の窃盗 で なければ な らない。第 三に,侵 入窃盗 または公
共の場所 での窃盗 に限定 される。 ただ し,小 規模 な窃盗 を繰 り返す悪 習の
持 ち主が 窃盗 を反復 的 に行 って も ,そ の情状 が明 らか に軽微 であれ ばr
「反復 的窃盗」 として処 理 しな くと もよい。
2.特 殊犯罪構成
本罪の犯罪構成 には,基 本犯罪構 成 と特殊犯罪構成 とがあ る。 その特殊
犯罪構 成 には,「 窃盗 額が巨額 または他 の情状が重大 な」行 為
,「窃盗額
(g76) 何 兼 松 編 著 ・刑 法 教 科,書}:(各 論 編24';量 ～29♂ の
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にす る ことをいう。秘密窃取 の具体的手段 は,多 種多様 であるが・お よそ
次の二種類 に分け られる。第一 は,留 守宅 の扉 をこじ開けて財物 を窃取す
る など,財 物 の所 有者 ・管理者 ・所持 者の現場 不在 に乗 じて,そ の財物
を窃取 す る場合で ある。第二は,混 雑 したバスでの ス リの ように,公 共の
場 所で他 人の油断 に乗 じて財物 を密 かに抜 き取 る場 合であ る。財物の秘
密 窃取 は,窃 盗 罪 と他 の財産侵害 罪 とを区別す る重要 な基準 となる。
窃盗 の行 為対象 は,公 私の財物 であ る。 これには,有 形の財物 のみな ら
ず,電 気 ・ガス ・天然 ガス ・重 要 な科学技 術 の成果 な ど経済 的価値 のあ
る無形 の物品 も含 まれ る。窃取 され る公私の財物 は,動 産であ るのが一般
的である。分離可能 な不動産の付着物 も,本 罪の侵 害対象 とな りうる。刑
法 の関連規定 に よれば,通 信 回線 ・通信番号 また は通信設備施設 も ・本
罪の対象 とな る。
窃取 した公私財物 の額が高額 な ことは,本 罪 の重要な構成 要件 の一つで
あ る。 それゆ え,窃 取 した財物 の額 の大小 は,そ の社会危害性 の大小 を反
映す るので,犯 罪 と非犯 罪,重 罪 と軽罪 とを区別す る基準 の一つ となる。
窃取 された財物 の額が小 さ く,情 状が明 らか に軽微 で危害が大 きくない と
きは,本 罪 は成立 しない。
被窃取財物 が 「高額」・「巨額」・「特 に巨額」 となる基準 につ いて ・刑
法 は明定 していない。最 高人民法 院 「窃盗事件の審理 における若干の具
体的 な法律=適用問題の解釈」(1997年)3条 は,個 人 に よる公 私財物 の窃
取額が 人民 元で500元 ～2000元 以上の ときは 「高額」 ・その額が 人民元
で5000元 ～2万 元以 上の ときは 「巨額」,そ の額が 人民元 で3万 元 ～
10万 元以上 の ときは 「特 に巨額」で ある,と 定 める。 各省 ・自治区'直
轄市の高級 人民法院は,当 該地区の経済発 展の状況 に基づ き社 会治安 を考
慮 して,こ の額 の限度 で当該地区の具体 的な窃盗額の基準 を確定 し,最 高
人民法 院に報告 す るこ とが で きる。 また,最 高 人民法 院 ・最高 人民検察
院 ・公安部 「鉄道運行過程 にお ける窃盗罪被害額 の認定基準 の問題 に関
す る規定」(1999年2月4日)は,鉄 道運行 中の窃 盗額 について,個 人
に よる公私財物 の窃盗額が 「高額」 となる下 限 を1000元,「 巨額」 とな
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い。本罪 の侵 害客体 は複合法益 であるが
,後 罪 の侵害客体は単一法益 であ
る。③ 客観面が 一致 しない。本罪 は,集 団犯 〈聚力こ性 犯罪 〉であ り,三 人
以上 の者 による参加 ・実行が 要件 となる
。 これに対 し,後 罪 は ,集 団犯
では ないので,一 人で も実行 しうる。
皿 刑 事責任
刑 法268条;本 罪 の首謀者お よび積極参 加者 は
,3年 以 下の有期懲役,
拘留 または管制 に処 し・罰金 を併科す る。その額が巨額 またはそ の他 の情
状 が特 に重大 な ときは,3年 以上10年 以下 の醐 懲役 に処 し翻 金 を併
科す る。
第3節 窃取 ・詐欺 によ り財産 を害 する罪
1窃 盗罪 〈盗窃罪 〉
窃盗罪 とは・公私 の財物 を密 か に不法 占有 〔不 法領得〕す る 目的 を も
っ




(1)本 罪 の主体は ・自然人 一般 であ る。16歳 以上 で刑事 責任 能力
ある 自然 人は,す べ て窃盗罪 を構 成 しうる
。
(2)本 罪 の客体 は,公 私の財 産であ る。
(3)本 罪の主観面 は,直 接故 意お よび公私 の財物 を不法 占有す る目
的であ る。公私 の財物 また は他 人の財物 を自己の財物 だ と誤 認 してこれ
を持 ち去 る行為,ま たは債務者 の財物 を差押 える行為 は
,行 為者 に不法 占
有 目的が ないので・窃盗 罪 を構成 しない。窃取 した財物 を自己の もの と し
て占有 しよう と・他 人に贈 与 しようと,ま たは共同体 〈集 体 〉に提供 しよ
う と,本 罪の成立 に影響 しない。
(4)本 罪の客観面 は,反 復 的 にまたは高額 の公私財物 を密 かに窃取
す る行 為 である。密 か な窃取 とは ,犯 罪 者が 主観的 に財物 の所 有者 ・管
理者 ・所持 者 に発覚 しない と信 じる方法 に よ り財物 を占有 し自己の もの
(g7s) 何兼松編 著 ・刑法教 科,書芋(各 論編24章 一29絢
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極参加者」とは,多 衆集 合 に よる集 団略奪 に自発 的 に参加 して・主要な役
割 を果 た しまたは財物 を集団略奪す る多数 人 をい う。
(2)本 罪の客体 は,複 雑客 体 〔複合法益〕であ る。本罪で は,多 衆
が公然 と実行す るので,公 私財物 の所有権 のほか,社 会の正常 な管理秩序
も侵害 される。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 のみに よ り構成 され,か つ公 私財物 を不
法 占有す る 目的 を要す る。
(4)本 罪の客観 面は,多 数 人が集合 して騒動 を起 こ し,公 然 と公私
の財物 を奪取 して,そ の額が高額 またはその情 状が重大 な行為 である。 多
衆集合 して行 う奪取 は,本 罪 の客観面 の最 も重要な特 徴であ る。「多衆 集
合」 とは,首 謀者 の組織 ・計画 に人数 の可変 的な多数 人が参加す る こと
をい う。多衆集 合は,本 罪 の行為形態であ る とともに,集 団略奪 の前提 で
もあ る。集団略奪 とは,騒 動 を起 こ して公私財物 の所 有者 ・保 管者か ら
財物 を奪取す るこ とであ るカ㍉ 公 然 と行 われ る点 に特徴があ る。
刑法268条 に よれば,本 罪 は,被 害が高額 またはその情状 が重大で なけ
れば成立 しない。 しか しr「 高額」の意義 は,刑 法 に規定 され てい ないの
で,最 高 司法機関の解釈 に依拠 しなければな らない。 また,「重大 な情状」
とは,反 復 的 な集団略 奪,集 団略奪 による重大結果の発生,多 数集合 の規
模拡 大 に よる社会へ の劣悪 な影響等 をい う。
2.特 殊犯罪構成
本罪の犯罪構成 にはs基 本犯罪構成 と特殊犯罪構 成 とがある。本罪の特
殊犯罪構成 はs多 衆集 合 して公私財物 の集 団略奪 を行 い,「 その額が巨額
またはその他 の情状が特 に重大」 な ときに成立 す る。
II定 罪
1.本 罪 の首謀 者 ・積極参加者 と一般参加者 との限界 本条 に より処罰
されるのは,首 謀者 お よび積極参 加者のみであ り,一 般参加者 には刑罰 以
外 に よる処罰措 置 を行 い うる。
2.本 罪 と奪取 罪 との限界 両 罪 は,次 の点で 異 なる。① 主体が 異 な
る。本罪 は特 別主体であ るが,後 罪 は一般 主体であ る・②客体が一致 しな
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る。② 犯罪の客観面が 異 なる。後罪 は,暴 力 ・脅迫 ・その他 の方法 で財
物 を強取す る罪であ り,か つ被害額 について法律上 の制限がない。 これ に
対 して・本 罪は池 人の油断 に乗 じて所 儲 か ら財物 を公然轍 レ かつ
その額が高額 な場 合のみ に犯罪 を構成 す る
,と 刑法 に定 める。
3.奪 取罪 と同時 に他罪 を構成す る可能性 奪取行為 は他人の油断 に乗
じて行 われ るので,行 為者が被害者 を引 きず って転倒 させ傷害 を負わせ た
り死亡 させ るこ とがあ る。 また,行 為者 が奪取行為後,現 場 か ら逃走時 に
他 人 を突 き飛 ば して傷 害 を負 わせ た り死亡 させ る こ ともあ る
。 この よう
な結果 は,行 為者が故意 に暴 力 を用いて生 じた もので はないので
,強 盗 罪
として処断 しえない・ その結果が軽傷であれば
s奪 取罪の重大 な情状 と し
て量刑 時 に考慮 しうる。他 方
,そ の結 果が他 人の重 傷 ・死亡 である とき
は,行 為時 にお け る行 為者の罪過形式 〔故 意 ・過 失〕に応 じて成立す る他
罪 と本 罪 とは数罪併罰 〔併 合罪〕 となる。
皿 刑事責任
刑法267条;本 罪 を犯 した者は ,3年 以下 の有期懲役,拘 留 また は管
制 に処 し,罰 金 を併科 または単科 する。その額が巨額 またはその他 の情状
が重大 な ときはs3年 以上10年 以 下の有期 懲役 に処 し
,罰 金 を併科す る。
その額が特 に巨額 またはその他 の情状が特 に重大 な ときは
,無 期懲役 また
は10年 以上 の有期懲役 に処 し,罰 金 または財 産没収 を併科 す る。
4多 衆奪取 罪 〈聚森咲捻罪 〉
多衆奪取罪 とは ・不法 占有 〔不法領得〕の 目的 をもって
}多 数 人が集合
して騒動 を起 こ し・公然 と公私の財物 を奪取 して
,そ の額 が高額 またはそ
の情状が重 大 な行 為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本犯罪構 成
(1)本 罪 の主体はr特 殊主体す なわち多衆集合 して公私 の財物 を集
団略奪 する首謀 者お よび積極 参加者 である。 「首謀者」とは
,多 衆 集合 に
よる集団略奪 において組織 ・計画 ・指揮 の役割 を果 たす者 をい う
。「積
(880) f。俵 松 繍 ・ 刑 法 教 科F#1各 論24ｺ一 一一29)
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2.特 殊 犯罪構成
奪取罪 の犯罪構成 には,基 本犯罪構成 と特殊犯罪構 成 とがある・す なわ
ち,「 その額 が巨額 また はその他 の刷 犬が 重大 な暢 合お よび 「その額が
特 に巨額 または他 の情状 が特 に重大 な」場 合が本罪 の特別構 成である。
3.犯 罪構 成の転化
刑 法267条2項 に よる と,「 凶器携 帯奪取」 は,強 盗 罪 として定罪'
処罰 され る。 これは,本 罪が強盗罪へ と転化 する特別規定であ る。 この転
化の法定 要件 は,行 為者が凶器 を携 帯 して奪取す る ことであ る。 「凶器 の
携帯」とは,財 物奪取過程 で銃 器 ・爆発物 ・規制刀剣等 の凶器 を携帯 す
るこ とをい う。 ここでは,当 該条項 によって,行 為者 の財物取得行 為の形
態が変化す るわけではない。す なわち,他 人の油断 に乗 じた財物公然奪取
の過程で行為者が凶器 を実際 に示す ことは,そ の要件 で はない・ この よっ
に考 えない と,強 盗罪の規定が直接適用 されるため本 罪 を転化す る必要が
な くなる。 しか し,奪 取行 為時 の凶器携帯 は,犯 行心理 を強化 す ることが
多 く,凶 器 を持つ と行為者 に恐怖心 が な くなるので,単 純 な奪取罪が さ ら
に大 きな社 会危 害性 を有す る ことになる。立法者が 同条項 を定め た理 由
は,こ の点 にある。 同条項 は,本 罪 と凶器携帯 の法定要件 とが相 互作用 し
て本来の犯罪構成全体 の性 質に変化が生 じ,強 盗罪の犯罪構成へ と転化 す
るこ とを示す。
II定 罪
1.本 罪 と非犯罪 との限界 奪取 した公私財物の高額である こ とが・本
罪の重要 な構 成要件であ る。奪取 の情状 も,本 罪の確定 に影響す る。それ
ゆえ,奪 取 された公私財物が高額で な く,そ の情状 が明 らかに軽微 な とき
は,本 罪は成立 しない。
2.本 罪 と強盗罪 〈拾 劫罪 〉との限界 本罪 と後 罪 とは,公 私 財物 の不
法 占有 目的お よび犯罪 主体 の点で基本的 に共通 し,ま た 「拾」〔奪〕の語
が用い られる点で も同 じで ある。 しか し,両 罪は,次 の点 に大 きな違 いが
あ る。① 犯 罪客体が部分 的に異 なる。後罪 は財物 の所 有権 の ほか被害者
の人身の権利 をも侵害す るが,本 罪が侵害す るのは財物 の所有権 のみで あ
310 神奈川法学第34巻 第3号2001年
(881}
性があ り,被 害者 が財物交付 を拒否すれ ば,そ の場 で犯罪 者は暴力 を実行
す るはず である。④ 財物 を不法取得す る時期 か らす る と
s本 罪 で は,威
嚇 ・脅迫 の現場 の とき もあるが,多 くは威 嚇 ・脅迫後 の 一定期 間内 に財
物 取得が な される。 これ に対 して,後 罪で は ,そ の場 で財物が取得 され
る。
皿 刑事責任
刑法274条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 ,拘 留 また は管
制 に処す る。その額が巨額 またはその他 の情状 が重大 な ときは
,3年 以上
10年 以 下の有期懲役 に処す る。
3奪 取罪 〈拾寺罪 〉
奪取 罪 とは ・不法 占有 〔不法 領得〕の目的 を もって ,他 人の油断 に乗 じ








本罪の 主体 は,自 然 人一般 であ る。
本罪の客体 は,公 私 の財 産であ る。
本罪 の主観 面 は,故 意お よび財物不 法 占有 の 目的であ る。
本罪の客観 面は,他 人の油断 に乗 じて,高 額の公私財物 を公然
と奪取 する行為 である。公私財物の公然奪取 とは
r一 般 に,公 私 の財物 の
所有者 また は保管者 の油 断 に乗 じて公然 とその財物 を奪取 する こ とであ
る・と解 され る・被害者 は,財 物が奪取 された瞬 間にその財 物喪失 を直ち
に意識す る。 この点 が,本 罪 と窃盗罪 ・詐欺罪 ・恐喝罪 とを区別す る重
要 な特徴 となる・本罪 ではi財 物 の所 有者 ・保管 者 に対 して行 うこ とが
財物の公然奪取 の要件 とな り,単 に他 人が現場 にいた こ とで は足 りない
。
それゆえs夜 間に通行 人の財物 を奪い去 る行 為は,現 場 に他 人が いな くて
も,公 然奪取 になる。刑法 に よれば,奪 取 される財物の額が高額 な ときに
のみs奪 取罪 が成立す る。 その額が小 さ く情状軽微 な ときは
r本 罪 を構 成
しない。
(882) f可.褒雀公編 著 ・ 斤lll去教 季}1曇}(各 口n編24'詮 ～29'歪)
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被害者の犯罪行為や秘密 の摘発 または暴露,権 利行使 に名 を借 りて被害者
の直接の利益 を害す るな どと脅迫す る場合である。 さらに,他 人の財物 を
取得す る時点 には,被 害者 にその場 で交付 させ る場 合,期 限 を定めて交付
させ る場合 があ る。要す るに,犯 罪者が公 私の財物 の所有者 ・管理者 に
精神 的強制 を加 えて恐怖危惧 ・心理 的圧迫 を生 じさせ,財 物 の交付 を余
儀 な くさせれば よい。 この点が,本 罪 を他の財 産侵害罪か ら区別す る顕著
な特徴 に なる。
2.特 殊 犯罪構成
本罪の犯罪構 成には,基 本 犯罪構 成 と「その額が巨額 またはその他 の情
状 が重大 な」特別犯罪構二成 とが ある。 「その他の重大 な情状」 とは,反 復
的な恐喝 行為,相 手方が未検挙 の犯罪被疑者 であ るこ とを奇貨 とする恐
喝,恐 喝 に よる被害者 の精神異常 ・自殺 ・その他 の重大 な結 果発生,恐
喝の首謀者等 をい う。
II定 罪
1、本罪 と非犯罪 との限界 刑 法改正後 は,「 その額 が高額」であ る こ
とが,本 罪の構成 要件 として補充 された。 それゆえ,少 額の財物 の要求行
為 は,本 罪 を構成 しない。 また,合 法 な債権履 行要求 の過程で行為者が 脅
迫 ・強要 を用 いて も,本 罪 は成立 しえない。
2.本 罪 と脅迫手段 の強盗 罪 との限界 両罪 は,客 観 的 に威嚇 ・脅迫 を
手段 とす るが,そ の内容 ・方法等 が明 らかに異な る。①威 嚇 ・脅迫 の内
容 において,本 罪 の方 が広 く,暴 力 に よる ものに限 らず秘密 の暴 露 ・財
物損壊 につい ての威嚇 ・脅迫 で もよい。 これに対 して,後 罪 は,暴 力行
使 の威 嚇 ・脅迫 のみ に限 られる。②威嚇 ・脅迫 の方法 におい て,本 罪 で
は,行 為者が 口頭 または書面 に より,被 害者 に直接 または他 人を介 して間
接 的 に行 えば足 りる。 これに対 して,後 罪で は,行 為者が現場で被害者 に
口頭で行 う場合 に限 られる。③威嚇内容実現 の現実的可能性 においてs本
罪の暴力行使 の脅迫 は,被 害者が行為者 の要求 に応 じない と将来 その暴力
を加 える とい うものであるか ら,そ の現場 で暴力が実行 される現実的可能
性 はない。 これ に対 して,後 罪 の脅迫 は,そ の場で実行 され る現実的可 能
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罪 と して定罪 ・処罰 され,強 盗 罪は成立 しない。
3・本罪 と略取罪 との限界 両罪は,主 に次 の点 で区別 される。① 客体
が部分的 に異 なる。本 罪の客体 は,複 合法益 であ り,主 に公私 の財物 の所
有権 である。 これ に対 し,後 罪の客体 は,単 一法益 であ り,他 人の人身の
自由であ る。②犯罪 目的が異なる。本罪 は,他 人の財物の不法 占有 をその
目的 とす るが}後 罪は,財 物 交付 の強要 または人質の拘 禁 をその 目的 とす
る。
皿 刑事 責任
刑法263条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 し
,
罰 金 を併科す る。法定の情状 の一つが ある ときは,死 刑,無 期懲役 または
10年 以上 の有期 懲役 に処 し,罰 金 または財 産没 収 を併科 す る。
2恐 喝罪 〈敲作勒 索罪 〉
恐喝罪 とは ・不法 占有 〔不法領得〕の 目的 を もって ,公 私の財物の所 有




(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪 の客体 は,財 産であ るが,他 人の人身の権利 またはその他
の権利 も侵 害 される こ とがあ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 お よび財 物不法 占有 の 目的で ある。
(4)本 罪 の客 観面 は,公 私の財物 の所 有者 ・管理者 を脅迫 または
強要 して,現 場で または一定期 限内に高額の公私財物 を交付 させ る行為 で
ある。脅迫 または強要の方法 とは,被 害者 またはその親族 に対す る殺害.
傷害等 の暴力,被 害者 らの違法行為 の摘発 ない し秘密 の暴露
,ま たは被害
者 らの財物損壊 を内容 とす る脅迫 を行 って ,財 物 を交付 させ る こ とをい
う。脅迫 ・強要 の方法 にはs対 面 による伝達 と他 人 に よる伝達
,口 頭 と
書面 ・明示 と暗示等 が ある。 その内容 は,被 害 者お よびその親族の殺 傷,
(884) 何乗松繍 ・・刑法教苓捨(各 論編24'ト29章)
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でtな お当初 の犯罪 と して処罰 され る。
H定 罪
1.本 罪 と非犯罪 との限界 第一 にr情 状 が明 らかに軽微で危害が大 き
くない強盗行為 と強盗 罪 との限界 を示す必 要が ある・強盗 罪は財 産侵害
罪の 中で も重大 な犯 罪で あるか ら,刑 法 は,強 取 され る財物の額 ・情状
に よる限定 を付 してい ない。 しか し,だ か らとい って,強 盗罪 の具体的認
定 に際 して,強 盗額 と情状の考慮 が不 要 となるわけで はない。例 えば・少
量の財物 しか探 し出せず少量の食品 を食べ たにす ぎない場合の ように,情
状が 明 らか に軽微 で危害 が大 き くない ときは,刑 法13条 但 書の適 用 に よ
り,強 盗 罪 としての処罰 を避 けるべ きである・第二 に・民事紛 争 における
財物持 出 ・差押 の強行 と強盗罪 とを区別す る必 要が ある。貸借等 に絡 む
民事紛争で は,財 物 を強引 に持 出 し差押 えて債権 を実現 した り,借 金返済
を迫 る手段 とす る こ とがあ る。 この行 為 ・手段 は正当性 を欠 くが,他 人
の財物 を不法 占有す る 目的が ない限 り,本 罪 は成立 しない。
2.本 罪 と故意傷 害罪 ・故意殺人罪 との限界 ① 本罪の過程 において暴
力行 使 その他 の方法 で他 人の重傷 ・死亡 を発 生 させ た ときは,故 意傷害
罪 ・故意殺 人罪 として処罰 されず,ま た本 罪 とこれ ら二罪 との併 合処 罰
もな され ない。 この場 合は,本 罪 として定罪 ・科刑 され る。② 復讐 その
他 の 目的で被害者 を傷 害 ・殺害後,こ れ を奇貨 と してその財物 を取得 し
た ときは,本 罪 は成立 しえない。行為者の行 った傷害 ・殺害は,財 物取
得の直接的手段 では な く,復 讐 その他 の 目的 による ものであるか ら,財 物
不法 占有 目的が殺傷後 に発生 した ときは,二 つの独立 した罪す なわち故意
傷 害罪 ・故意殺 人罪お よび窃盗罪 が成立 す る。③ 強盗既遂後 に行為者 が
口封 じその他 の目的で被害者 を殺害 した ときは,強 盗 罪 と故意殺 人罪が成
立 しf数 罪併 罰 〔併合罪〕の原則 に従 って処断 される。④ 強盗殺 人 と財物
取得 目的の殺 人 との区別。両罪 の主 な相違 は,強 盗殺 人では殺 人を手段 と
して現場で動産 を取得す るの に対 し,財 物取得 目的の殺 人で は殺害後一定
時間経過後 に初めて被害者の動産 ・不動 産 を取得す る点 にある。例 えば,
遺 産 を独 占 しよう として父母 ・兄弟姉妹 らを殺害 した ときは,故 意殺 人
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刑法269条 は,「 窃盗,詐 欺 又は奪取 の罪 を犯 した者が,賊 物 を隠匿 し,
逮捕 に抵抗 し,若 しくは罪証 を隠滅す るため に,現 場 で暴力 を用い又 はそ
の脅迫 を した ときは ,263条 によ り定罪 し処 罰す る」と定 め る。 これは ,
犯罪構成 の転化 に関す る典型 的 な規定で あ り,本 来 は窃盗罪 ・詐欺罪 ・
奪取罪 の犯罪構成 であった ものが,… 定条件 の発生 に より最終的 に犯罪構
成全体が転化 して しまう場合 である。 これ らの行為 に刑法263条 が適用 さ
れる には,次 の 三要件 を充足 しなければ な らない。
1)行 為 者が窃 盗 ・詐欺 ・奪取 の犯罪行 為 を実行 しなけれ ば な らな
い。 これが・本条適用の前提 となる。 これ らの実行領得が巨額 に至ってい
な くとも・行為者が現場 で暴 力 または暴力 に よる脅迫 を し
,か つその情状
が重大 な らば,強 盗罪 として処罰 され る。
2)そ の 目的が,賊 物 の隠匿 ・逮捕 へ の抵抗 ・罪証の 隠滅 のいずれか
で なければ な らない。 「賊 物 の隠匿」とは ,取 得 した賊物 の取還 を防 ぐこ
とをい う。 「逮捕 へ の抵抗」とは s公 安 機関 または公民 による逮 捕 ・引渡
に抵抗 す る ことをい う。 この公民 は ,特 に被害者 であ る。 「罪 証 の隠滅」
とは ・現場 に残 された犯罪の痕跡 ・物 品等 を隠滅 し
,犯 行の証拠採取 を
免れ る ことをい う。 これ以外 の 目的で は ,本 罪 を構成 しえない。
3)行 為者が現場 で暴力行使 またはその脅迫 を行 わねばな らない
。 「現
場」とは・犯罪者が 当該 犯罪 を実行 した現場 ,ま たは犯行現場 か ら少 々離
れ て も,犯 行 直後 に発見 され追跡 ・逮捕 され る過程 をい う
。 窃盗 ・詐
欺 ・奪取 の罪 を遂 げた犯罪者が,そ の犯罪 が発 覚 して逮捕 され ない ま ま
一定時 間の経過後 は
,別 の地域 で発 見 ・逮捕 され る ときに激 しく抵抗 し
て もs本 条 による処 断の範囲内にない。その暴力行為 によ り構成 され る犯
罪 と以前 に犯 した犯罪 とは,数 罪併 罰 〔併合 罪〕になる。「暴力 を用い ま
たはその脅迫 を し」とは,犯 罪者が 自己 を逮捕 しよう とする他 人 に殴打.
傷 害 な ど身体 の健康 ・生命 の安 全 を害す るに足 りる行為 をす る こ と
,ま
たは この ような行為 を直 ちに実行す る と脅迫 す る ことをい う。 暴力の行
使 またはその脅迫 の情状 ・危 害が重 大で な く,ま たは傷害 の意 図 もな く,
単 に逮捕 を振 り切 るための体当 りのみ では,暴 力 の行使 と認め られ ないの
siA f口∫兼 杉Σi臨1著 ・ 肝lj亨去 孝文不斗 聖撃}(各r論 編24';rt-29';r_7)
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の公共交通機関 を停止 させた後 の強盗 とが あ りうる。後 者は,一 般 に交通
機 関 自体の強盗 に含 まない。
「銀行 その他 の金融機関で の強盗」とは,銀 行 その他 の金融 機関 を対象
とす る強盗 をい う。 この 「銀行」 とは,国 家 ・民 間の銀行 または わが国
に設立 された外 国の銀行 をい う。 「その他 の金融 機関」とは,貨 幣 ・資 金
の融資 ・信 用取引 に従事す る銀行 以外 の機 関,信 用会社 ・証券会社 ・保
険会社 ・信 託投資 会社等 で ある。
「反復 な強盗 または巨額 強盗」の 「反復 的」 とは,3回 以上 をい う・ そ
の数 には本罪 を含 む。 「巨額」の意義 は,最 高司法 機関の解 釈 に よる。
「強盗 に よる他 人の重傷 または死亡 の発 生」とは,強 盗 過程 におけ る行
為者 の暴力 によ り被害者 が重傷 を負い または死亡 したこ と,ま たは被害者
が激 しく抵抗 したために同人 を故意 に殺害す るこ とをい う。 しか し,財 物
取得 を意図 して予 め殺 人 を犯 した と きは,故 意殺 人罪が認定 され る・ ま
た,強 取後 に口封 じ ・証拠 隠滅 ・そ の他 の 目的で被害者 を殺害す る場合
も,こ れ に含 まれ ない。 この場 合 には,強 盗 罪 と故意殺 人罪 とが成立 し・
数罪併罰 〔併 合罪〕 となる。
「軍 人警察詐称 強盗」の 「軍 人警察」 とは,軍 人お よび警察 をい う。警
察 には,公 安人民警察 のみ な らず111国 家安全機 関 ・監獄 ・労働教 養
管理機 関の人民警 察,人 民 法院 ・人民検察 院の司法警察 も含 む。 「詐 称」
とは,虚 偽 を真実 と偽 る ことをい う。 「軍 人警察 を偽称」 とは,虚 偽 の身
分証 を装着 ・提 示 し,ま たは口頭 で軍 人警察 の人員 と偽 るこ とをい う・
「銃器使 用強盗」の 「銃器使 用」 とは,強 盗実行 過程 で行 為者が銃器 を
携帯 し,ま たは被 害者 に示す こ とをい う。行為者が銃器 を実際に使用 した
か否 かは,行 為 の性 質認定 に影響 しない。
「軍用物資 ・緊急対 策災害救助救済物 資の強盗」の各 「物 資」につい て
は,本 書の関連章節で既 に説明 しているので,こ こでは論 じない。本項 の
規定適用 にあた っては,こ れ らの特定物資 である と行為者が知 ってい たか
否 かが重 要 となる。 この認識 が なければ,本 項 の規定 を適 用 しえない。
3.犯 罪構成 の事後 的転化 〔事後 強盗罪〕
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強盗罪は現場 での財物強取であ るか ら,強 取 される財物 は動産のみ に限
られ る。不動産 の不法強奪 は,強 盗罪 にな らない。 しか し,不 動 産の分割
を強行す るため に他 人の家屋 の 門 ・窓 ・木材 な どを奪 い去 った とき
,こ
の部 分 は動 産 となるので ,強 盗罪 が成立 しうる。
2.特 殊犯罪構成
本罪の犯罪構成 には,基 本犯罪構成 と特殊犯罪構成 とがあ る。基本犯罪
構成 を充足 し刑法263条 に列挙す る一事情 があれば,本 罪 の特 別構成 とな
る。そ れは・住居侵 入強盗,公 共交通機関 内強盗 ,銀 行 金融機関強盗,反
復 的巨額強盗,強 盗 致死重傷,軍 人警察 詐称強盗 ,銃 器使 用強盗,軍 用物
資 ・緊急対 策災害救助救済物資 の強盗 で ある。 強盗 実行 者の客体 に対 す
る作用 は・犯罪の主体 と犯罪の客体 との連結す なわち犯罪 の主観面 と客観
面 の相互関係 ・相互作 用 を通 じて完成す る。犯罪 の主体 ・客 体 ・主観
面 ・客観面 の結 合 は,各 要素の組成系統 }各 次 元 または 一定次元 の諸 要
素の 間に存在 す る双 方向の相互関係 の連結 をい う。 この ような連結 か ら
生 じる主体 ・客体 間の相 互関係 は,多 次元 ・多要素 ・多変量 の複雑 な構
造 をなす。刑法263条 が強盗罪 の基本構成 以外 にその特別犯罪構成 を規 定
した点 に,強 盗罪 の犯罪構成構造 の複雑性 が示 されている。強盗罪 の特別
構成 は・その行 為の高度 な社 会危害性 を示 す と同時 に,一 段 と重 い法定刑
を定 め る根拠 となる。
「住居侵 入強盗」とは,他 人の居住民 家 に不法侵 入 して強盗 す る行為 を
い う・ この「住居」とは,公 民私 人の居住施設 と解すべ きで あ り,事 務所 ・
校舎 ・公共娯楽場等 を含めるべ きでない。 しか し,校 舎 ・事務所 建物 も,
単位 の職員 が臨時居 住 していれば,「 住 居」と認め るべ きであ る。 また,
「住居侵 入」は,具 体的事 情 に基づい て判断 しなければな らない。 「住居侵
入」とは,一 般 に住宅室 内へ の侵入 をい うが,一 戸 建住宅 では敷地 内侵 入
のみで 「住居侵 入」 が認め られる。
「公共 交通 機関 内強盗 」 とは,運 行営 業 中の公 共交通 機 関 ,例 え ばバ
ス ・旅 客列 車 ・船舶 ・航空機 の旅 客 ・乗務員 に対す る強盗 をい う
。行
為者が乗客 として搭乗 した公共 交通機関内での強盗,行 為者が運行営業 中
... 何 飛 松 編 著 ・lll」法 教 科1曇}(各n命 編24S;r_1-29'の
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脅迫 とは,暴 力 に よる威嚇 を用 いて被害者 に精神的強制 を加 えて・恐怖
,L、を生 じさせ無抵抗 に して,財 物 を交付 させ または奪取逃走 に任 させ るこ
とをい う。脅追は,財 物 の所 有者 ・保 管者 ・管理者 に向け られ るのが一
般 的で あるカ㍉ 現場 に居 合わせ た被害者の親族 ・その他 の関係者 に向 け
られる こ ともあ る。脅迫行 為 の態様 は,言 語 ・動作 ・意思表示 な ど多様
な方法で行 われ る。 しか し,強 盗 手段 としての脅迫 には,次 の特徴が必要
である。す なわち,① 被害者 またはその親族 に暴力 を使用 しうる威 嚇であ
るこ と,② 被害者 にその場 で財物 を交付 または奪取 逃走 しうるように させ
る ことであ る。
その他 の方法 とは,暴 力 ・脅迫 以外 の方法で被 害者 を不 知 ・抵 抗不能
または抵抗 能力喪 失 にさせ る方法 をい う。例 えば,飲 酒 ・薬物麻酔等 の
方法 で被 害者 を不知 ・昏睡 または抵抗 不能 の状態 に陥れて,財 物 を奪取
逃走 す る場合で あ る。 ここで は,不 知 ・昏睡 ・抵抗不 能の状態が犯罪者
の行為か ら直接生 じるこ とを要す る。被 害者 の昏睡 ・不知 ・抵抗不能 の
状態が犯 罪者の行 為 と無関係 に発生 し,犯 罪者が この状態 を利用 してその
財物 を奪取 した ときは,強 盗 罪で はな く窃盗罪 が成立 す る。
暴力 ・脅迫 ・その他 の方法 を用 いた財物 の強取 は,強 盗罪 の犯 罪構 成
の重要 な組成部分であ り,強 盗行為の性質 を決定づける。 しか し,こ の暴
力 ・脅迫 ・その他 の方法が現場 で実 行 される場合 にのみ,強 盗 罪が成立
しうる。 それゆ え,強 盗 罪の成否 は,暴 力 ・脅 迫 ・その他 の方法が犯 罪
者 に よ り現場実行 され たか否 か を基準 として判断 される・犯 罪者が予 備
段 階で暴 力 ・脅迫 を手段 とす る財物強奪 を意 図 してい たが ・現場到 着後
の事情 変化 または他 の原因の ため に,暴 力 ・脅 迫 を用いず に財物 を不法
取得 した ときは,犯 行 時の現実 の財物取得 の 手段 ・方法 に基づ いて定罪
が な され るので,強 盗罪 として処断 しえない。逆 に,犯 罪者が,財 物 を密
か に窃取 または被害者の油断 に乗 じて奪取 しようとしていたが,そ の実行
過程 で被害者 に発覚 し抵抗 を受 け,犯 行現場 で暴力 または脅迫 によ り財物
を強取 した ときは,行 為の性質が,窃 盗 ・奪取 か ら強盗 に変化 している
ので,強 盗罪 として処理 され る。
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272条 資 金流用罪 〈椰 用資金 罪>
273条 特定資金物資流用 罪 〈梛用特定款物 罪>
274条 恐 喝罪 〈敲作勒索 罪>
275条 故意財物n損 罪 〈故意殿杯 財物 畢>
276条 生産経営破壊 罪 〈破 杯生声鋒菅 雁 〉
・ ・i
第2節 暴力 ・脅迫 ・奪取 によ り財産 を害す る罪
1強 盗罪 〈拾劫罪 〉
強盗 罪 とは,不 法 占有 〔不法領得 〕の 目的 をもって ,犯 行現場 で暴 力 ・
脅迫 ・その他 の方法 を用い て,財 物 を強取 する行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然人…般 であ る。刑 法17条 によれば,14歳
以上 で刑事 責任 能力 あ る自然 人は ,す べ て本罪 の主体 とな りうる。
(2)本 罪の客体 は,複 雑客 体 〔複 合法益〕であ る。 す なわ ち,財 産
的利益 と共 に人身の権利が侵害 される。 これが,本 罪 と他 の財産侵害罪 と
の相違点である。強盗罪 では,他 人の人身の権利侵害が財物 強取 の目的実
現の手段 であ るため,立 法者 は,本 罪 を財 産侵害 罪の章 に定 め てい る。
(3)本 罪の主観面 はs故 意 お よび公私 の財物 を不法 占有 〔不法領
得〕す る目的 である。公私 の財物 を不法 占有 する 目的 とは,行 為者が財物
の所有権 を不 法 に領得 〈改変 〉 しようとす る意 図 をい う。
(4)本 罪の客観面 は,行 為者が,公 私 の財物 の所 有者 ・保管者 ・
管理 者 に対 し,犯 行現場 で暴 力 ・脅迫 ・その他 の方法 を用 いて ,財 物 の
即時 交付 を迫 りまたは財物 を奪取逃走す る行 為で ある。
暴力 とは,身 体強制 ・緊縛 ・殴打 ・傷害 ・殺害等 の強暴 な行為 によ り
財物 の所有者 ・保管者 ・管理 者 を抗拒不 能 または無抵抗 に させ て,そ の
現場で財物 を交付 させ または奪取逃走す る ことをい う。犯罪者は,凶 器 を
所持す るこ とが 多い。
(890) f酵1兼松編 暑 ・刑法教科r婁}(各 論編24章 一29'詮)
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属す る」 と定め る。 また刑法270条2項 は,「 他 人の遺失物 又は埋 蔵物
を不法 に占有 し,そ れが高額 な もの を提 出 しない ときは,前 項の規定 によ
り処罰す る」と定 め る。 したが って,地 上 ・地下の文化財 お よび埋 蔵物 ・
遺失物 は,こ れを無主物 と して任意 に占有す るこ とは許 されず,こ れを違
法 に占有す れば刑事責任 を追及 され る。
賭博 資 金 ・窃取 した金銭 ・鍼物 ・禁制品(毒 物)な ど占有が違法 とな
る財物 は,財 産侵 害罪の対象 とな りうるか。我 々は,こ れ らは何人 も自由
に処分 しうる無主物 ではない,と 解 す る。特 に禁制 品 ・賭博資 金等 は国
家が適 法 に没収 しうる ものであ り,窃 取 ・奪取 された金銭 ・物 も国家 ・
共合体 ・公民個 人の所 有物で ある。 これ らの財物 の不法 占有 も,公 私財
物の所 有権 の不法侵害 を構 成す る。 この ように,そ の 占有が違法 な財物
も,財 産罪 の対 象 とな りうる。
刑法 に よれば,強 盗罪以外 の財産罪 は,一 般 に,不 法 占有 にかか る財物
が高額 またはその情状が重大 であることが,犯 罪 成立 の基準 となる。それ
ゆえ,そ の額が小 さ く情状が明 らか に軽微 で危 害が大 き くない ときは,犯
罪 と して認定 され ない。
財 産罪の実際 の危 害は,主 に直接発 生 した財 産喪失 であ る。それゆ え,
強盗 罪以外 の財 産罪の既 遂 ・未遂 を判 断す る際 には,原 則 として公 私財
産の所有権が実 際 に侵 害 されたか否 かが基準 となる。
わが 国の刑 法 各則 はs計14条 に12の 罪名 の財 産侵害 罪 を定め る。条文
の序列 に従 って列挙 す る と,次 の よ うになる・
263条 強盗 罪 〈拾劫 罪>
264条 窃盗罪 〈盗窃 雅>
266条 詐欺罪 〈作 騙睾>
267条 奪取 罪 〈拾 奪罪>
268条 多 衆奪取 罪 く聚余嘆拾 肥>
270条 横 領罪 〈侵 占罪>
271条 職 務上横 領罪 〈取 劣侵 占雅 〉
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領得 〕を目的 とす る。 また,財 物殿棄 罪は財 物の不法殿棄損壊 ,生 産経 営
破壊 罪 は報復 ・欝積解消 ・その他 の個 人的 目的で な され る。
(4)本 罪 の客観面 は,各 種 の不法手段 を用いて,公 私 の財 産 を侵害
する行為である・財産侵害罪は,そ の行為形態 と行為者 の故意内容 に応 じ
て二分 しうる。第一類型 は,公 然 または秘密の手段 を用 いて公私 の財産 を
不法 占有 す る行 為であ る。強盗罪 ・窃盗罪 ・詐欺罪 ・奪取 罪 ・多衆奪
取 罪 ・恐喝罪 ・横 領罪 ・業務上 〔職務上〕横領罪 ・単位資 金流用罪 ・
特定資 金物資流用罪が,こ れ にあたる。 これ らの犯罪 の特 徴 は,一一般 に財
物の利用価値 が変化 しない点 にある。第二類型 は,公 私の財 産 を故意 に殿
棄 ・損壊 す る行 為であ り,財 物殿損罪 ・生 産経営破壊 罪が これ にあた る。
これ らの犯罪の特徴 は,財 物の利 用価値 が破壊 され,そ の客体 自体が侵害
され る点 にあ る。
財産侵害罪 の対 象は,各 種 の具体的財物 で ある。それは,生 産材 料 ・生
活必 需品 ・動 産 ・不動 産 一電力 ・ガス ・天然 ガスな ど経済 的価値 を有
す る財 物であ る。 さらに,通 貨 ・有価証券 ・有価証書等 ,例 えば,国 庫
債券 ・公債証書 ・株 券 ・小切 手 ・送 金為替 証書 ・乗車券 ・乗船券 ・航
空券 ・郵便切手 ・郵便小 包証書 ・貨物輸送 証書 ・船荷証 券等が ある。刑
法265条 によれば,通 信 回線 ・電信番号 ・電信設 備施設等 も ,財 産侵害
罪 の対 象 となる。
財産侵害罪 の対象 は,国 家 ・共同体 〈集体 〉・公民個 人の所有財 産 に帰
属 し,財 産権 の明確 な公私 の財物 で なければ ならない。それゆ え,無 主物
または所 有者が 自発的 に放棄 した物は,財 産侵害罪の対象 ではない。 しか
し,遺 失物 ・埋 蔵物 ・漂流物 は,無 主物 で はない。 なぜ な ら ,こ れ らの
物 はr一 時的 にその所 有者 の支配 ・管理 か ら離脱 してい るにす ぎないの
で,そ の所 有権 はなお法律 の保 護 を受 けるか らであ る。
文化財 保護法 〈文物 保炉法>4条 は,「 中華 人民 共和 国内 の地 下 ,内 水
又 は領 海内 に存在す るすべ ての文化財〈文物 〉は,国 家の所有 に属す る」s
「古代 文化遺跡,古 墳 又 は石窟寺院 は,国 家の所有 に属す る」と定め る。民
法通 則79条 は,「 所 有者 の不明 な埋 蔵物 又 は隠匿物 は ,国 家の所有 に帰






財 産侵害罪 とは,公 私 の財物 を不法 占有 〔不 法領得〕の 目的で取得 す る
行為 または故 意 に殿損 す る行 為 をい う。
財 産侵害罪の構成 要件 は,次 の通 りであ る。
(1)本 罪 の主体 は,一 般主 体であ る。 ただ し,職 務 上横領罪 ・資
金流用罪 ・特定資 金物資 流用罪の みは,特 殊 主体 である。 これは,刑 法
の各規 定 によれ ば,会 社 ・企 業 ・その他 の単位 の非 国家職 員,特 定 の金
銭財物 を管理す る経理職員,ま たは流用 を許可 した関連責任者である。刑
法17条 は,16歳 以 上で刑事 責任 能力あ る者 は,す べ て財産侵 害罪 の主体
にな りうるが,強 盗罪 に関 しては,14歳 以上16歳 未満 の者で も,犯 罪 主
体 にな りうる,と 定 め る。
(2)本 罪の客体 〔法益 〕は,公 私 の財物 の所有権 であ る。所 有権 と
は,社 会現 象か つ経済 的範疇 で あ りs所 有者 の財物 に対す る占有 ・使
用 ・収益 ・処 分の 合法 的統 一体 をい う。 この利益 は,法 律規 範 に よ り調
整 され る と,所 有者 の法律形式 を備 えた動 産 ・不動 産への合法 な占有 ・
使用 ・収益 ・処分権 と して規定 され る。
いか なる財物侵 害行為であれ,財 物のみ ならずその社 会的内容 たる財産
利益 と所 有権 形式 の 「法 律的保護」 とを侵 害す る。所有権 は,物 権 であ
る。社 会経済 的範疇 であ る所 有権 は,物 と関連 し物 として具体化 され る。
それゆ え,財 産侵害罪 は,現 象的 には,物 質世界の物 に対す る行為者 の不
法な影響 であるが,実 質的 には,所 有者の合法財 産利益 の侵害つ ま り公私
の財物 の所有権侵 害で ある。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 に よってのみ構成 され る。 さらに,強 盗
罪 ・窃盗 罪 ・詐欺罪 な ど大多数 の犯罪 は,公 私 の財物 の不法 占有 〔不法
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す るが,特 に次の点 で区別 され る。① 侵害客 体が異 なる。後罪 の法益 は児
童の心 身の自由 とその健康 であるが,本 罪の法益 は主 に他 人の家庭 お よび
児童 の心 身 の健康で ある。②侵 害手段が異 な る。後 罪 は暴力 ・脅迫 また
は麻酔 を手段 とす るが ,本 罪 は欺 岡 ・利益 誘導 またはその他 の方法 を手
段 とする・③犯罪 目的が異なる。後罪は児童売却 を目的 とす るが
,本 罪 は
児童 の使役 や養育 を目的 とす る。
皿 刑事 責任
刑法262条;本 罪 を犯 した者は,5年 以 下の有期懲 役 または拘留 に処
す る。児童 を誘拐 して,保 護者 または監護者 に児童の健康 を憂慮 させた と
き,そ の他 の重大な結果 を生 じさせ た とき,児 童の心 身の健康 に重大 な損
害 を与 えた とき,ま たは多数回 にわた り児 童 を誘拐 した ときは,重 く処 罰
す る。
(1)最 高 人民法 院 ・最高 人民検 察院 「強姦事件 の処理 にお ける法律 の具体的適 用
に関す る若干の 問題 の解釈」(1984年4月26日)参 照
。
(2)1999年12月23日 最高 人民 法 院 「婦女 誘拐売買事件の 審理 にお ける法 律の具
体的適用 に関す る若干 の問題 の解釈」。
(3)・(4)最 高 人民法 院 ・最 高人民検 察院 「金 国人民 代表大 会常務 委員会 『婦女
児童誘拐 売買 ・略取 の犯罪 者 に関す る決定』の執行 に関す る若 干の解釈」の解
答。
(5)最 高 人民 法院研究 室編 「司法文件選」1995年(第3巻)39頁
。
(894) 何飛松編 著 ・刑法教科1署}(各 論編241;ト29'勧
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とす る故 意犯 であ り,客 観的行為 として交錯 する部分 もあるが,特 に次 の
点で区別 される。①本罪 は,消 極 的不作為の形態で行 われる扶養義務の履
行拒絶 で あるが,後 罪は,積 極的作為 の形態 で被害者 に肉体的 ・精神的
な苦痛 を加 える犯 罪であ る。② 犯罪対 象が 部分的 に異 なる。本罪 の対象
は老 人 ・年少者 ・病者 ・その他 の独 立生活能力の ない者であるが,後 罪
の対 象は家族構 成員 の誰 で もよい。③ 犯罪 目的が部分的 に異 なる。本罪
の行 為者 は扶養義 務の履行逃避 を目的 とす るのに対 し,後 罪の行為者 は・
主観的 に被害者 に肉体的 ・精神 的 な苦痛 を加 え るこ とを目的 とす る。
皿 刑 事責任
刑法261条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役,拘 留 または管
制 に処す る。
中華 人民 共和 国縁組法30条3項;自 己の 出産 した子 を売却 した とき
は,遺 棄 罪 として処罰す る。
3児 童誘拐罪 〈拐JL童 罪 〉
児童誘拐 罪 とは,欺 岡 ・利益 誘導 ・またはその他 の方 法 を用 いて・14
歳未満 の男女児童 を家 庭 または監護権者 か ら離脱 させ る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般であ る。
(2)本 罪 の客体 は,他 人の家庭お よび児童 の心 身の健康 で ある。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 を必 要 とす る。本罪 はs一 般 には自己が
引 き取 って養育す る目的,ま たは奴隷 として使 用す る 目的で行 われるが・
売却お よび営利 を 目的 とす る場 合 は本罪 に含 まない・
(4)本 罪 の客観面 は,欺 岡 ・利益誘 導 ・その他 の方法 を用 いて,
14歳 未満 の児童 をその父母 または監護権者 か ら離脱 させ る行為 であ る。
誘拐行 為 には,児 童本 人 に直接 な される行 為の ほか,児 童 の保護者 または
監護者 を欺 岡 して児童 を連 れ去 る行 為 も含 む。
皿 定罪
本罪 と児童誘拐売買 罪 との区別が 問題 となる・両罪 の犯罪対 象は共通
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家騰 頗 間 の扶難 務 につ いて具 体白勺碇 め る
.行 為者 が扶簸 務 を
履行 しない場 合 には・被扶養者 の1去定の扶 養 を受 け る権 利が侵 害 され る
。
(3)本 罪 の主観面 は,臆 に限 る.T7 ,.,.は 泊 己の義務不履 行 に
よ り被扶鵡 咽 難 や鰭 が及 びうる と知 ってし・なければ ならず慮 識的
に法議 務 の不履行 が な されね ばな らない
。行 賭 がAX.に 扶簸 務 を
履行 しなかったのではな く,そ れが生活 上の困難 その他 の合理的 な理 由に
よるこ とが確 実 であれば
,遺 棄 罪 は成立 しない。
(4)本 罪の客観面 は遺 棄行為 であ る
.遺 棄行為 の橡 はr老 人,
年賭 緒 またはその独立 生活能力の ない者 である
。す なわ ち,① 労働
能力'生 活基盤 を欠 くため,他 人の経済的供給 を必 要 とする者
,② 経済的
収 入はあるが単独生活が不能 なため,他 人の世話 を必要 とす る者,③ 幼 年
の ため,独 立生 活能力 のない者が
,こ れにあたる。 これ に該当する家族構
頗 に自己の果 たすべ 議 務 を履 行 しなし・こ とが 遺 棄で ある
。
刑法 に よれば遺 棄行 為の情状,.劣 悪 な船 にのみ
,犯 罪が成立 する。
司法 実務では ・特 に被 遺棄者 に重{募 ・死亡の結果が生 じた場 合
,鵬 者
が生 活のあてが な 倣 浪 し窮地 に陥 って自殺 し場 合遺 棄す る際に被害
都 翻 虐待 した船 遺 棄行 賭1こ 改心 の余地が ない場合遺 棄 の動 機
が極め て卑劣 な場 合が 情 状 の悪 質な遺棄行 為 にあ たる とされてい る
。
H定 罪
1・本罪 と故意殺 人罪 との限界 本罪 と後 罪 とは
,そ の性 質が歴然 と異
なるので 通 常 は混 同 され ない・ しか し*青 神 ・知能 に欠陥が あ り行動
の困難 な老 人や嬰児 を遠隔地 に遺棄す る場 合 には
s事 情が複雑 なので,具
体的事案 に基 づ いて処 罰 を区別 しなけれ ばな らない
。発見 の容易 な適 宜
の救助の可能 な場所 に被害者 を遺棄 した ときには
,本 罪が成立する。 これ
に対 し,生 命 の危険 が発 生 しやす い場所
,人 跡 未踏の 山野,凍 飢や野生動
物 の攻撃 に よ り極 めて傷 害 を受 けやすい場所 に被害者 を遺棄 した場 合 に
は・後罪が成立 する。 この ような場 合には
,遺 棄 に よ り被 害者の生命 を不
法 に剥 奪 しようとする故意の存在が 明 らかで ある
。
2・ 遺棄罪 と虐待罪 との限界 本罪 と後罪 とは
t家 族構成 員 を犯罪対象
(896)脈 松繍 ・刑法孝文科・1}(各繍24'詮 ～29';至)295
刑 法260条 はr家 購 頗 の虐手寺の情状が劣悪 な場合 にのみ本罪 を季韓成
す る,と 定め るので,情 状劣 悪の成否が本罪 と非犯 罪 との限界 となる。
劣悪 な情状 とは,一 般 に,特 に卑劣 な虐待 動機,特 に残忍 な手段,虐 待
に よる身体障 害 または死亡,老 人 ・幼年者 ・病者 または身体障害者 など
独 立生活能力 な き者の虐待,長 期の虐待 に よる改心の余地の欠如 をい う。
被害者 に重傷 また は死亡の糸課 を生 じさせ た ときは・故意鵬 罪 または故
意殺 人罪が成立す る。父母 の不適切 な躾 な ど,単 に粗暴 なだけで舗 を加
える意思 が ない ときには,本 罪 は成立 しない。
H刑 事責任
刑法260条1項 ・2項;本 罪 を犯 した者 は,2年 以 下の有期懲 役,拘
留 または管制 に処 する。被害者 を重傷 または死亡 させた ときは・2年 以上
7年 以下 の有期懲役 に処 す る。
被 害者の重傷 または死亡 の惹起 にはs虐 待 行為 よ り直接 に重傷'死 亡
の結 果が生 じ腸 合,お よび甚 だ しい虐待 を受 けた被緒 の 自殺 に よr
傷 ・死亡の結果が 生 じた場 合 も含 む。
刑法260条3項;1項 の罪 を犯 した者 は,告 訴 を待 って処断す る。
虐待行 為が2項 の規定 に該 当 して被 害者 に重傷 または死 亡 を惹起 した
ときは,自 訴事件 〔親告罪〕に該 当 しないので,公 安検 察機関 は積極 的に
訴追 を しなけれ ばな らない。
2遺 棄罪 〈遺 奔罪 〉
遺棄 罪 とは,老 人,年 少者,病 者,ま たはその他 の独 立生活能力の ない
者 を,そ の扶簸 儲 が扶 養 を拒絶 し,そ の情状 が劣 悪 な行為 をい う・
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は遺 棄 され る者 に女寸して法定 の扶醸 務 を負 う者
である。刑法で は,法 定の義務 を負 わない者が扶 養 を拒 絶 して も・遺棄 と
は認め られない。行為者が法定 の義務 を負 うか否かは・わが国の婚姻法 に
依拠 して,遺 棄罪 の主体要件 の存否 を確 定 しなければな らない。
(2)本 罪 の客 体は,家 族構成 員間の合法 な権益 である。婚姻法 は,
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為は防止 されねばな らないので,関 連 官庁 に対す る一定の規律処分の建議
を行い うる。現役軍 人の配偶 者 との間に成立 した婚姻 は
,結 婚登記の有無
を問わず全 く違法 であ り,人 民法 院は,そ の婚姻 関係 の取消 を宣告 しなけ
ればな らない。
II刑 事責任
刑法259条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期懲役 に処す る。
第9節 家庭を妨害する罪
1虐 待罪 〈虐待 罪 〉
虐待 罪 とは,共 同生活 を営 む家族構 成員 に ,罵 倒 ・逮捕 ・凍 飢 ・病気
不 治療 ・体力 を超 える労働 強制 ・自由制約等 の方法 を用い て
,日 常的 に
肉体的 または精神 的 な苦痛 を加 え ,そ の情状 が重大 な行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,共 同生活 を営 む家族構 成員であ り
s相 互扶養 の
義務 を有す る者 で なければ な らない。例 えば ,夫 婦,父 母,子,兄 弟,姉
妹 のほかr扶 養義務 を負い共同生活 す る親戚 ・友 人 も含 まれ る
。家族構
成員間 の虐待 でなければ ,本 罪 は成立 しない。
(2)本 罪の客体 は,家 族構成員 の家庭生活 におけ る合法 な権益 と同
時 に,被 害者の人 身の権利 も侵害 される。
(3)本 罪の主観面 は,故 意す なわち犯罪者が被害者 に肉体的 また は
精神 的な苦痛 を加 える故意 を必要 とす る。虐待の動 機は
,多 種多様 である
が,本 罪 の成立 に影響 しない。
(4)本 罪 の客観面は,家 族構成 員の心 身に 日常的 または連続的な苦
痛 を加 える行為で ある。心身 に苦痛 を加える行為は
,各 種 の形態 の ものが
長期 間行 われ・複 数の者が同時 に行 うことも交代 で行 うこ ともある
。虐待
行為 は,日 常 的 ・連続 的 に行 われね ばな らず ,偶 発的 に罵倒 した り凍飢
の状態 に放置 した だけでは,本 罪 は成立 しない。虐待 は,行 為の態様 とし
て不作為 もあるが,積 極 的 な作 為が 多い。
(898) 何兼松編著 ・刑法教科1書}(各 論編24章 ～29「;宝)
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者 のある二人の現役軍 人が重婚 して も,こ の現役軍人双方の配偶者が現役
軍 人で なけれ ば,本 罪 でな く重婚罪 として処罰すべ きで ある。 なぜ な ら,
この ような行為 によって現役 軍人の合法 な婚姻 関係 は侵害 され ないので,
本罪 に該 当す るのは妥 当で ないか らで ある。
(2)本 罪の客体 は,現 役軍 人の婚姻 関係 である。現役軍 人 とはs軍
籍 を有す る中国 人民 解放軍 または武装警 察部隊 に服務す る軍 人 をい う・
これ には,国 境警備武装警察 お よび消 防警察,さ らに軍籍 を有す る幹部'
兵士 ・その他 の専 門技 術員 も含 まれ る。復 員退役軍 人,転 業軍 人,人 民
警察お よび軍籍 のない軍事部 門 ・人民武装警察 部隊の隊員 のほか ・受刑
服役 中の軍 人は,現 役 軍人 に含 まれ ない。
(3)本 罪の主観面 は,直 接故意であ る。す なわ ち,相 手方が現役 軍
人 の配偶 者 であ る と知 りなが ら同 人 と結婚 また は同居 す る故 意で ある。
行為者が相手 を現役軍 人の配偶者 と知 らなかった場 合,ま たは相手方 に騙
されて真実 を知 らず に結婚 ・同居 した場合 には,軍 人婚姻 破壊 罪は成立
しえない。
(4)本 罪の客観面 は,現 役軍 人の配偶者 と同居 または結婚する行為
である。現役 軍人の配偶者 とは,既 に法 に基づ いて現役軍人 と結婚 してい
る者,ま たは結婚登記手続は済 ませていないが既 に事実婚の状態 にあ る者
をい う。わが 国の刑法 が軍婚 を保護す る範囲は,軍 人の配偶者 に限定 され
るので,現 役 軍人 との婚約者 は,現 役 軍人の配偶者 と解 しえない・現役軍
人の配偶者 との結婚 とは,現 役 軍人の配偶者 との結婚 を登記す る場合のほ
か,夫 婦名義 で公然 と共同生活す ることをい う。現役軍人の配偶 者 との同
居 とは,現 役 軍人の配偶者 と一定期 間同棲す ることのほか・比較的長期 間
に公然 または秘密 裏に共同生活す るこ とを含 む。 この関係 は・不 当な両性
関係 を基礎 とした経済的に特殊 な生活関係 である ことが多いので・現役軍
人の配偶者 との姦 通行為 とは異 なる。
軍婚破壊 罪 を処罰 す る目的は,軍 人の婚姻関係 の保護 にあ り・軍人の婚
姻 の破壊 行為が な されて も軍 人本人が 口外 して追 及す る ことを望 まない
ため に,犯 罪 として処罰 しえないこ とにある。 しか し,こ の ような違法行
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済 ませた場 合のほか,結 婚登記 は済 ませ てい ないが正式 に夫婦名義 で共同
生活 を行 った場 合が含 まれる。新 たな婚姻 登記条例(1994年2月1日
民 生部公布)の 公布 ・施行後,配 偶 者あ る者が他 人 と夫婦 名義 で同居 生
活 を始 めた とき・または配偶 者のある相手 と知 りなが ら夫婦名義で同居生
活 を行 った と きは,重 婚罪 に よ り定罪 ・処 罰 され てい る151
。
H定 罪
1・本 罪 と姦通 行為 との区別 重婚 と姦通 とは
,性 質が 異 なる。 姦通
は,双 方 ない し一方 に配偶者のある男女が 自発的 に不 当な性 的関係 を もつ
場 合で あ り・反道徳 的 な行為 ではある。 しか し,わ が 国の刑 法は,こ の行
為 を犯 罪 と定め ていないので ,重 婚 罪 との区別が必 要 になる。
2.自 然 災害 によって流民化 した者の重婚
,結 婚後 に虐待 を受 けて逃 げ
出 した者 の再 婚f拐 取売却 された者の再婚 につ いて も
,注 意が必 要で あ
る。 いず れの場 合 もr重 婚罪 と して処 断すべ きで ない
。
3.不 法 な婚姻 関係 を積極的 に または説得 ・戒告 ・教 育 されて取消 し
た者 につい て も,重 婚罪 の成立 は認め られ ない
。
4.配 偶 者が長期 の行方不 明 とな り家庭生活 に多大 な困難が生 じたため
に他 の異性 と結婚 した者は ,本 罪 として処断 しない。
m刑 事 責任
刑 法258条;本 罪 を犯 した者 は,2年 以 下の有期 懲役 または拘 留 に処
す る。
重婚罪 を犯 した者 は,重 婚 による不法 な婚姻関係 の取消 を宣告 しなけれ
ばな らない。
3軍 婚破壊 罪 〈破 圷畢婚罪 〉
軍婚破壊 罪 とは,現 役軍人の配偶者 と知 りなが ら同居 または結婚す る行
為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 である。現役 軍人が他 の現役 軍人の
配偶 者 と結婚 または同居 した場 合 にも,軍 人婚姻破壊 罪が成立 する。配偶
(900) fμ∫兼 舷、編 著 ・ 刑It、孝文孝斗巳重ギ(各 口命編24～;r～29'諺)
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した場合 にのみ裁判所 が処罰 しうることをいいr告 訴が なされなければ処
罰 しえない。 この ような犯罪 は 「親告 罪」 と呼 ばれ る。 わが 国の刑法 が
本 罪 を親告罪 と定めたの は,本 罪 が親族 間で行わ れるため,被 害者が最 も
望 むこ とは干渉者が再 び婚姻 の自由を干渉 しない ことで あ り・必ず しも法
律 に訴 えて親族 に法的制 裁 を負 わせ る こ とで はない との理 由 に基づ く・
それゆ え,司 法機 関は,こ の種の犯 罪では積極 的な追及 を行 わないのであ
る。 しか し,被 害者 の死 亡が惹起 された場 合 は,そ の例外 となる。刑法98
条は,親 告罪 の事件 につ き被害者 が強制 ・威嚇 されて告訴で きない とき
は,人 民検察 院お よび被 害者の近親者が告訴 をな しうる,と 定め る・
2重 婚罪 〈重婚罪 〉
重婚罪 とは,配 偶者 のあ る者が重婚 し,ま たは他 人 に配偶 者のあ るこ と
を知 りなが らこの者 と結婚 す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,既 に配偶者 のあ る者,ま たは 自己 に配偶 者が な
くとも相手方が配偶者 のあ る者 と知 りなが ら同人 と結 婚 した者 である。
(2)本 罪 の客体 は,一 夫 一婦の婚姻制度 である。重婚は,一 夫0婦
制 に違 反 し,幸 福 な家庭生活 を破壊 し,そ の子供 たちの心 を傷 つけ,社 会
の安 定 に危害 を及ぼす ので,刑 罰 を もって臨 む必 要が ある。
(3)本 罪の主観 面 は,故 意 に限 られ,過 失で は本罪 を構 成 しない。
例 えば,一一方が騙 されて相手方 に配偶者のある ことを知 らず に結婚 した場
合,そ の騙 された者 に本罪 は成立 せず,真 実 を隠 して騙 した相手方 のみが
刑事責任 を追 及 される。 重婚 の動 機 は,浮 気心,女 性 を弄ぶ 目的,結 納金
品の取得,子 供の産育,子 孫 を残 し家 を継がせ る目的等,非 常 に複雑 であ
る。そ の動機 は,本 罪 の成立 に影響 しない。
(4)本 罪 の客観 面 は,重 婚 の行 為で ある。 これ には,二 形態 があ
る。第 一は配偶者ある者 に よる重婚 であ り,第 二 は自己に配偶 者の ない者
が配偶 者の ある相手 と知 りなが ら結婚す る行 為であ る。いず れの形態 で
も本罪 が成立 す る。他 人 との結婚 には,欺 岡に より合法 な結婚登記手続 を
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己に従属 させ,そ の婚姻 の 自由権 を行使不 能 にす る手段 をい う
。
H定 罪
ユ・本罪 と非暴力的 な婚姻 自由干渉行為 との限界 婚姻 の自由へ の干渉
が暴力行為 を伴 わなければ,一 般 的な婚姻法違反行為であ り,本 罪は成立
しない。
2・ 本罪 と殺 人罪 ・故意傷害罪 との限界 何 らかの事情 で婚姻 自由の干
湘 的が実現 されなか ったため散 意 に被 害者 を傷 害 または殺 害 した場 合
にはt故 意傷害罪 または故意殺 人罪 によ り処断 される
。
3.本 罪 と略奪婚行為 との限界 略 奪婚行 為につ いては
r具 体的 に分析
して事情 に応 じた処理 区別 が必 要であ る
。略奪婚が 少数民族 の地域 に根
づ いた民族 的習俗 である ときは
,啓 蒙教 育 を行 うべ きであ って,犯 罪行為
とな しえない。 女性が 交際 ・結 婚 に同意 しなか ったため
,略 奪婚 の暴 力
的手段 に訴 えて結婚 の目的 を達成 した ときは
,本 罪 によ り処断すべ きであ
る。合法な婚姻関係 がな く女性が結婚 に同意 しなか ったため
,暴 力的手段
に訴 えてその 女性 を略奪 して性行為 を強行 した ときは
,そ の女性 の告訴が
あればs強 姦罪 と して処断 すべ きであ る。
皿 刑事責任
刑法257条;婚 姻の 自由に暴力 的 な干渉 を行 った者は
,2年 以 下の有
期懲役 または拘留 に処す る・被害者 を死亡 させ た ときは
,2年 以上7年
以下 の有期懲役 に処す る。被害者 を死亡 させ ていない ときは
,告 訴 を待 っ
て処断す る。
「被害 者 を死 亡 させ」とは ,婚 姻 の 自由を干 渉 された ため に被害 者が 自
殺 した場合,ま たは行為者の暴力的 干渉過程 で被害者が死亡 した場合 をい
う。婚姻 自由の暴 力的干渉 に故意があ り,そ の行為 に よる死亡惹起 に過失
が あるが,結 果発生 を行 為者が希望 してい ない場 合が
,こ れにあ たる。
この事案処理の際 には,被 害者の死亡が婚姻 自由の暴力的干渉の結果で
あったか否 か を調査解 明 しなけれ ばな らない
。両者 に因果関係が ある場
合 にのみ,本 条2項 が適 用 され る。
「告訴 を待 って処 断す る」とは 該 害者力i裁判所 に告訴 〈-1fr.〉を提 出
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な行 為である。
(4)本 罪 の客体 は,複 雑客 体 〔複 合法益 〕であ り,会 計 員 ・統計
員の 人身の権利 ・民主的権利が侵 害 され る と同時 に ・国家の正常 な会計
統計 業務制度が危殆化 され る。
II刑 事責任
刑法255条;法 に基づ いて職責 を履行 し会計 法 ・統計法違 反 に抗 した
会計 員 ・統計 員 に打 撃報 復 を加 え,そ の情 状が劣悪 な者 は,3年 以下 の
有期懲役 または拘留 に処す る。
第8節 婚姻を害する罪
1婚 姻 自由暴力干渉 罪 〈暴 力干渉婚姻 自由罪 〉
婚姻 自由暴力干渉罪 とは,暴 力 を用いて,他 人の結婚 または離婚 の自由
に干渉す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然人 一般 であるが,実 際 には被害者 の親族 ま
たは支 配関係 にあ る家族構成 員であ るこ とが 多い。
(2)本 罪 の客体 は,複 雑客 体 〔複合法益〕で ある。他 人の婚姻の 自
由が中'L、となるが,本 罪 では暴力的手段 用い られるので,被 害者の人身の
権利 も侵害 される。
婚姻 の 自由は,自 由 に結婚 ・離婚 す る権 利 を含み,他 人 に結婚 ・離婚
を強制 す るこ とは,す べ て違法行 為 になる・
(3)本 罪 の主観 面 は,直 接故 意 を必 要 とし,過 失 は本罪 を構成 しえ
ない。本罪 の動 機は,家 柄 ・身分 の適合の追求,結 納金 品の要求,封 建 的
伝統的習俗 の維持 など非常 に複雑 である。犯罪 の動 機は,そ の危害の程度
に一定 の影響 を もつので,量 刑 に際 して考慮 され うる。
(4)本 罪の客観面 は,暴 力 を用 いて,他 人の結婚 または離婚の 自由
に干渉す る行 為 である。 ここで い う暴力 とは,逮 捕 ・殴打 ・監禁'強 制
連行 な ど人身 に強制 または打撃 を加 える方法 により,被 干渉者の意思 を 自
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本罪 と拷問供述 強要罪 との限界 が問題 となる.両 罪`ま,臆 犯であ り,
被 害者 に肉体 的 精 神 的 な苦痛 をカロえ る点で共通す るが
,次 の点 で相違
が ある。
1)侵 害客体が異 なる。本罪は,公 民 の人身の権利 のほか,特 定の刑務
管理官庁の正常 な職鰍 序 を侵害す る.こ れに対 して,後 罪 は,公 民個 人
の権 利 のほか ・公安 強 察 戯 判所 等 の司法機 関の正常 な職務秩序 を侵
害す る。
2)犯 罪主体が 異なる・本 罪の主体は
,汗騰 理獺 に限 られるが,後
罪 の主体 は,公 安 ・検 察 ・裁判所 の司法職 員 を含 む
。
3)犯 罪 目的が異 なる。本罪の 目的は
,被 拘禁者 の制圧で あるが,後 罪
の 目的 は,供 述 の 強 要 で あ る。
皿 刑事責任
刑法248条;被 拘禁者 に体罰 虐待 を加 え ,そ の情状 が重 大 な者 は,3
年 以下の有期懲役 または拘留 に処す る。その情状 が特 に重大 な ときは,3
年以上10年 以下の有期懲役 に処 す る。身体 の障 害 または死亡の結果 を生
じさせ た ときは・234条 の傷害罪 また は232条 の故意殺 人罪 の規定 によ り
定罪量刑 す る。
6会 計統計 員打撃報復罪 〈打缶扱 隻会 汁
、銃汁人 員罪 〉
会計 統計 員打撃 報復 罪 とは,会 社 ・企業 ・事業単位 ・機関 ・団体の責
任者が,法 に基づい て職責 を履行 しまた は会計法 ・統計 法 に違反す る こ
とに抗 した会計 員 または統計員 に打 撃報復 を加 え
,そ の情状 が劣悪 な行為
をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊主体 〔身分のあ る者〕で あ り
,会 社.企
業 ・事業単位 ・機関 ・団体 の責任 者のみ が本 罪 を構 成 しうる
。
(2)本 罪 の主観面 は,故 意 の心理態度 であ る。
(3)本 罪 の客観面 は,法 に基づ いて職責 を履 行 し会計 法 ・統計法
違 反に抗 した会計員 ・統計員 に対 して打撃報復 を加 え
,そ の情 状が劣悪
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本 罪の行為者 は,他 人陥害の 目的 をもつが,被 害者 に刑事処 分 を受 け させ
る目的 を もたない.こ れに対 し,後 罪の行賭 は,主 観的 に他 人に升i」事処
分 を受 け させ る目的 を有 していなければ ならない。④犯 罪主体が異 なる。
本罪 の主体 は周 家公瀬 で なけれ ばな らないが ・後罪 の主体 は・澱 主
体 であ り国家公務 員で な くともよい。
皿 刑事責任
刑法254条;本 罪 を犯 した者 は,2年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る。 その情状 が重大 な ときはs2年 以上7年 以 下の有期懲 役 に処 す る。
5被 拘禁者虐待罪 〈虐待 被監管人罪 〉
被拘 禁者虐待罪 とは,監 獄 ・拘留所 ・留置所 な ど刑務管理 機関の職員
が刑 務管理法規 に違 反 して謝 句禁者 に殴打 もし くは体罰虐待 をカロえ・ま
たは被拘 禁者 に他 の被拘 禁者へ の殴打 も しくは体罰 虐待 を行 わせ もし く
は これ を放任 し,そ の情状 が重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,特 殊 主体 〔身分 のある者〕であ り,刑 務管理機
関の職員 に限 られる.刑 瀦 麟 関の纈 で ない者 は,独 立 して本罪 を構
成 しえないが,本 罪 の共犯 には な りうる。
(2)本 罪 の主観面 は,故 意 の心理 態度であ る。
(3)本 罪 の客観面 は,国 家の刑務管理法規 に違反 して,被 拘禁者 に
殴打 ・体罰 虐待 を加 え,情 状 が重大 な行為 であ る。刑務管理職員が}こ
れ らの行為 を自ら行 うか,他 人 に行 わせ るか を問 わず,本 罪が 成立す る・
(4)本 罪の客体 は,複 雑 客体 〔複合法益〕で あ り,被 拘禁者 の人身
の権利 が侵 害 される と同時 に,刑 務管理機 関の正常 な職務秩 序'威 信 が
危殆化 される。被拘禁者 とは,法 に基づ いて拘禁 され人身の 自由 を喪失中
の者 をい う。 これ には,判 決が確定 した獄 中服役 者,拘 留留 置所 に拘禁 中
の未決の犯罪被疑者,治 安管理処罰条例等 違反の被拘留者,お よびその他
の法 に よ り監督管理下 にある者が含 まれる。
n定 罪
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は・他 人に刑事処 分 を受 け させる 目的お よび事実 を捏造 して虚偽の告発 を
する故意があ るので,犯 罪 となるカ㍉ 誤告 発 は犯 罪で はない
。
皿 刑事責任
刑法243条;事 実 を捏造 し他 人 を謳告陥害 して
,他 人 に刑事責任 を追
及 させ,そ の情 状 が重大 な者 は,3年 以下 の有 期懲役}拘 留 また は管制 に
処す る。重大 な結果 を生 じさせた ときは ,3年 以上10年 以下 の有期懲役
に処 し,国 家の公務 員が本罪 を犯 した ときは
,重 く処罰す る。
4報 復 陥害罪 〈振夏陥害罪 〉
報復 陥害罪 は,国 家公務 員が,そ の職権 を濫用 し
,公 務 を口実 に私利 を
図 って,告 訴 人 ・不 服 申立 人 ・批 判者 ・通報者 に報復 ・陥害す る行為 で
ある。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 はr国 家公務 員であ る。
(2)本 罪 の客体は7公 民 の告訴権 ・不服 申立権 ・批判監督権 お よ
び国家機 関の正常 な活動 であ る。
(3)本 罪の主観面は,直 接 故意お よび他 人を報復陥害す る目的が必
要 であ る。 間接 故意 ない し過失 では ,本 罪 は成立 しない。
(4)本 罪 の客観面 は,職 権 を濫 用 し,公 務 を口実 に私利 を図 るため
に告訴 人 ・不服 申立 人 ・批判者 ・通報者 に報復 陥害す る行為 である
。行
為対象 は,告 訴人 ・不服 申立 人 ・批判者 ・通報 者であ るが
,国 家公 務員
お よび普通の公民 も対 象 とな りうる。
H定 罪
本罪 と謳 告陥害罪 との限界 両罪 は,行 為者が主観 的に他人陥害 目的 を
有する点 で共通す るが,次 の点で異なる。①犯罪対象の範囲が異 なる
。後
罪 の対 象は,何 人で もよ く身分 的制約 もないが,本 罪 の対 象は,告 訴 人.
不服 申立 人 ・批判 者 ・通報者 に限定 される。② 行為方 法が異 なる
。本 罪
では職権 を利用 ・濫用 して報復 ・陥害が行 われ るの に対 し
,後 罪で は職
権利 用の 有無 は犯 罪構成 の成 否 に影響 しない。③ 故 意の 内容 が異 な る
。
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利 お よび司法機関 の正常 な活動 と威信 が害 される・
H刑 事責任
刑法247条;証 人 に暴力 を用 いて供述 を強要 した者 は,3年 以下 の有
期懲役 または拘留 に処 す る。身体 の障害 または死亡の結 果 を発 生 させ た
ときは,234条 の傷 害罪 または232条 の故意殺 人罪 に よ り定罪 し重 く処 罰
す る。
3誕 告陥害罪 〈迩告 陥害罪 〉
謳告 陥害罪 とは,他 人(犯 人 を含 む。)に刑事処 分 を受 け させ るこ とを
意図 して事実 を捏 造 し,国 家機関 または関連単位 に他 人 を有罪である と告
発 す る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 で ある。
(2)本 罪の客体はr他 人の人身の権利お よび司法機関の正常 な活動
で ある。
(3)本 罪の主観面 は,故 意お よび他 人に刑事処分 を受 け させ る目的
意図が必要である。 しか し,認 告 された者が実際 に刑事処分 を受 けたか否
かは,本 罪の 成立 に影響 しない。 また,ど の ような犯 罪動 機であ るか は・
本 罪の成立 に関係 しない。
(4)本 罪の客観面 は,事 実 を捏造 して国家機関 または関連機関 に他
人を有罪である と告発 する行為である。 この行為 には,二 つ の内容が含 ま
れ る。第一は,事 実 の捏造 であ り,告 発事 実が真実 であって事実 の捏造 な
き謳 告 は,本 罪 とは扱 われない。第二 は,国 家機関 または関連単位 に他 人
を有罪 と告発 す るこ とであ る。 この二つ は,い ず れ も欠けてはな らない。
H定 罪
謳告 と誤告発 との限界 原則的 に,両 者 には次の相違が ある。謳告行 為
者 は,主 観 的 に他 人に刑事処 分 を受 け させ る 目的 を有 し・客観的 に犯罪事
実 を捏造 して他 人 を告発す る。一方,誤 告発 は非犯 罪者 の告発 も含 むが ・
その行為者の主観 には犯罪事実捏造 の故意が ない。 したが って,誕 告行 為
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1・本罪 と非犯 罪 との限界 本罪の行為者 は
,主 観的 に犯人の供述獲得
を目的 とするがsこ の目的のため に違 法行 為が実行 されなければ
x本 罪1ま
成立 しない・それ ゆえ ・例 えば司法獺 力書捜餓 判過程 で行 う供述 の引
出 ・誘導 ・取調尋 問等 の行 為 は }本 罪 に含 まれない。 本罪 は ,身 体刑 ま
たは これ に相当す る苦痛 を加 えた場 合 にのみ成立 しうる犯罪であ る
。 こ
れ に至 らない取調尋 問等 には ,本 罪 が成立 しない とはい え ,戒 告.教 育
処分,情 状 の重 い と きは紀規律処分 が科 され る
。
2.拷 問供述強要行為にお ける職権濫用 の有無の限界 職員が職務上の
地位 艦 肌 て拷問 によ 喉 述 を強要すれば漆 罪が成立する
.こ れ に対
して ・職務 上の地位 を濫用 せず私設 の法廷 で拷 問 によ り供述 を強 要 して
も,本 罪 は成立 しない・ この船 には
,事 情 に応 じて不 法拘 禁罪.糖
罪 ・故意殺 人罪等 の罪名 に よ り,行 為 者の刑 事責任 が追 及 され る。
m刑 事 責任
刑法247条;本 罪 を犯 した者は ,3年 以 下の有期 懲役 または拘留 に処
す る。身体 の障害 または死亡の結果 を発生 させ た ときは
,234条 の故意傷
害罪 また は232条 の故意殺 人罪の規定 に よ り定罪 し重 く処罰す る
。
2証 言暴力強 要罪 〈暴力取 証罪 〉
証言暴力 強要罪 とは,司 法職 員が暴力 を用 いて
,証 人 に供述 を強制 す る
行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の 主体 は,特 殊主体 であ り ,司 法職 員で なけれ ばな らな
いo
(2)本 罪の主観面は,故 意であ る。行為者 は
,自 己の行為が暴力 に
よる証 言強要 と知 らねばな らない。
(3)本 罪の客観 面は,暴 力 を用いて証言 を強要する行為であ る
。本
罪の対象 者は,事 件 の全部 または一部 の事情 を知 る者で も
,全 く知 らない
者 で もよい。
(4)本 罪の客体 は,複 雑客体 〔複 合法益〕であ る
。他 人の 人身の権
(908} 何乗松繍 ・刑法辮 干、1}(各・1㈱24';ト29'葦)
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上の地位 を利 用 して行 う犯罪 であ り,国 家の郵便電信官庁の正常 な活動が
侵害 され る.こ れ に対 し,後 罪 は,そ の主体カミー般 主体 であ って職 務 上
の地位 利用 は必要 ない。 またr時 ・場所 ・条件 ・手段 を問わず,故 意 に
他 人の郵便物 ・電 報 を隠匿 ・殿棄 ・開封 し,そ の情状が重大 であ りさえ
すれ ば,後 罪 は成立す る。 その侵 害客体 は,公 民 の民主権利 であ る。
皿 刑 事責任
刑 法253条;本 罪 を犯 した者 は,2年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る。本罪 を犯 して財物 を窃取 した ときは,264条 の窃盗 罪に より定罪 し
重 く処 罰す る。
第7節 国家機関の権力を濫用して他人の権利を害する罪
1拷 問供述強 要罪 〈刑汎逼供罪 〉
拷 問供 述強要罪 とは,司 法職員が犯罪被疑者お よび被 告 人に身体刑〈肉
刑 〉または身体刑 に相 当す る苦痛 を加 えて,供 述 を強制 す る行 為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は,司 法職 員す なわち捜 査 ・検 察 ・裁判 ・刑務管
理 の職 責 を担 う職員で ある。
(2)本 罪 の客体は,公 民の人身の権利お よび司法機関の正常 な活動
である。行為対象 である犯罪者 には,捜 査訴追段階 における犯罪被疑者,
公判過 程 にある刑事被告 人,有 罪判 決確 定服役 中の受刑者 が含 まれ る。
(3)本 罪の主観面 は,直 接故意 お よび供述強制 の 目的を要す る。
(4)本 罪 の客観 面 は,身 体刑 または身体刑 に相 当す る苦痛 を加 え
て,犯 人 に供述 を強制す る行為であ る。 ここで い う身体刑 とは,犯 人の身
体 の筋 肉 ・器官 に侵 害 ・苦痛 を与 える刑具お よび方法 を用 いる ことをい
う。身体刑 に相当す る苦痛 とは,身 体 を直接傷害す る身体刑以外 の方法 を
いい,例 えば,長 時 間の起立,睡 眠 の禁止1凍 飢状態 の放 置,数 人で責 め
立てるな ど肉体的 ・精神 的 な苦痛 を加 える方法 で ある。
H定 罪
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他 人の郵便物 または電報 を撒 な く開封す るこ とをい う
.隠 匿 とは,収 集
財 郵便物 または電報 を受取 人に送イ寸せず泊 己の手元 に溜 または隠匿
す る行為 をい う。殿棄 とは ,郵 便物 または電報 の破 棄 ・投 棄等 に よ り他
人が査収 しえな くす る行 為 をい う.ぢ巳罪行 為の過程 で開封 ・隠匿 澱 棄
の三行為 ない し一行為 のみ が行われたかは
,本 罪の成立 に影響 しない。郵
便物 とは ・郵便電信 官庁の送達 の過程 中の通信 物(信 書
,郵 便葉 書,印 刷
物 盲人用 読物 を含 む)お よび/砲 をし・う。郵 送中の糊 刊行物 お よび為
替手形 も・郵便物 とみて よい・騨 とは,電 報言己号 または電報用暗号で打
信 され た ものをい う。
H定 罪
ユ・本罪 と合法行為 との限界 わが 国の刑事 訴訟法86条 は
,公 安検 察
機関は必 要がある ときは,郵 便電信機関 に通知 して被告 人の郵便物 または
電報 を押収 する ことがで きる,と 定める。 この任務 を郵便電信職員が執行
す る行 為は,完 全 に合法 とい える。
2.本 罪 と非犯罪 との限界 過失 による行 為
,郵 便物 ・電報の遺失でそ
の情状 が軽微 な行 為 ,郵 便物 ・電報 の故意開封 の情状が 明 らか に軽微 な
行為 には・本罪が成立 しない・最高人民検 察院の「人民検 察院が直巖 理
した公民 の民 主的権利,人 身の権利 を侵害する事件 な らびに汚職事件 の立
件馨 に関す る規定」は,郵 鷹 信獺 の郵便物 庵 報 の開卦 隠匿 .











郵 便 物 ・電 報 の 開封 ・隠匿 ・殿 棄 の 回数 ・数 量 が 多 い場 合
。
開封 ・隠 匿 ・殿 棄 した 郵 便 物 か ら財 物 を窃 取 した場 合
。
郵 便 物 ・電 報 の 開封 ・隠 匿 ・殿 棄 の 回数 ・数 量 が 少 な い が
,国
家 ・共同体の利益 お よび公民 の合法権益 に重 大な結 果 を発生 させ た場合
。
4)郵 便物 ・電報 の開封 ・隠匿 ・殿棄 に よ り
,前 記以外 の重 大 な危害
結果 を発生 させ た場合。
3・本罪 と通信 自由侵 害罪 との限界 本罪 と後罪 とは
,基 本的 に侵害対
象.犯 罪方 法 ・主観面 にお いて共通 す る.両 罪 を区別す る重 要 腰 素
はs犯 罪主体 と犯罪客体の相違 であ る
。本罪 はs郵 便電信職員がその職務
(910) 1。∫飛松繍 ・刑法教 科,韮}(各 ・繍24軒29';り
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に開封す る行為で ある。そのいず れかの行 為があれば,本 罪 を構 成す る。
わが国の刑事訴訟法866条 は,捜 査 員が公安機関 または人民検察 院の承
認 を受 けて行 う被疑者 の郵便物 ・電報 の押収 は合法 な行 為であ って違法
ではない,と 定め る。 したが って,公 民の通信 の 自由 を侵害す る行 為 には
あ た らない。
H刑 事責任
刑法252条;他 人の信 書 を隠匿 ・殿棄 または不法 に開封 して,公 民の
通信 の 自由の権利 を侵 害 し,そ の情 状が重大 な ときは・1年 以下 の有期懲
役 また は拘 留 に処 す る。
5郵 便物電報 開封 隠匿穀棄罪 〈私 自升択 、隠匿 、1設奔郎件 、屯扱 罪 〉
郵便物電報 開封隠匿殿棄罪 とは,郵 便電信職 員が,そ の職 務上の立場 を
利用 して,郵 便物 または電 報 を開封 ・隠匿 または殿棄す る行為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪 の主体は,国 家の郵便電信職 員,す なわち国家の郵 便電信
官庁 の幹部 ・営 業職員 ・分配係 ・発行係 ・発 着係 ・運送係 のほか,法
に依拠 して公 の郵便電信業務 に従 事す る者 または町村 の郵便代 行員 であ
る。信書,電 報,郵 袋 ・小包 に直接 手 にす る特定 の職員 のみが,本 罪 の主
体 とな りうる。郵便 電信 職員で ない者,郵 便 官庁 の職 員であ って も党'
団体 ・労働 組 合 ・食 堂等 の職 員 は,郵 便物 お よび電 報 に接触 しない の
で,本 罪 の主体 にはな りえない。
(2)本 罪 の客体 は,国 家の郵便電信部 門の職務 であ る。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意で ある。過失 は,本 罪 を構成 しない。認
識 ある過失 に よって郵便物 ・電報 を紛失 ・放 置 した ときには ・本 罪 は成
立 しえず,主 管行 政官庁が処 分 しうる。犯罪の動機 は,証 明書 ・女性 の
写真 ・絵葉書 を窃取す るな ど多種多様 であ りうるが,通 常,本 罪 の成立
に影響…しない。
(4)本 罪の客観面 は,郵 便電信 職員が その職務上 の立場 を利 用 し
て,郵 便物 お よび電報 を開封 ・隠匿 ・殿棄す る行 為であ る・開封 とは ・
Zso 神奈 川法学 第34巻 第3rrｺ」2001年
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平等 であ り・全国 の各民 族の団結促進 に とって重 要 な政治的意義 を有す
る。 それゆ え,長 い歴史の 中でわが 国の少数民族が培
って きた服飾.飲
食 循 姻 ・葬髄 礼騰 の風俗 習慣 は
,尊 重 されねば な らず 浸 害 され
てはな らない。 これ を犯 した ならば
,刑 法の規定 に よって刑事責任が追及
されね ばな らない。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 の心理的態度 である
。行為者 に侵 害意思
が な く・不 臆 な言動 によって少数民 族の風俗 習慣 を侵害 した場 合には
,
本罪 は成立 しない。
(4)本 罪の客観面は,少 数民 族の風 俗習慣 を侵害す る行為 である
。
その侵 害行為 は,そ の情状が重大 な場 合 にのみ本罪 を構成す る
。そ うでな
け れば,本 罪 にはな らない。
n刑 事 責任
刑法251条;少 数民族 の風俗 習慣 を侵害 した者 は
,2年 以 下の有期懲
役 または拘留 に処す る。
4通 信 自由侵 害罪 〈侵犯通信 自由罪 〉
通信 自由侵害罪 とは ・他 人の信 書 を隠匿 ・殿棄 また は不法 開封 し
,そ
の情状 が重大 な行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪 の客体 は,公 民 の通信 の自由 であ り
,こ れ にはs通 信 の安
全 お よび通信の秘密 とい う二 つの側 面があ る
。通信 の安全 を保障す るた
め に他 人の信書 の隠匿 ・押収 ・殿 棄が 禁止 され
,通 信 の秘密 を保 障す る
ため に他 人の信書 の不法 な開封 ・閲読 が禁止 される
。
(3)本 罪の主観面 は,故 意で なければ な らない。 すなわち,他 人の
信 書 と知 りなが ら隠匿 ・殿棄 ・開封す る故意 であ る
。犯罪 の動 機 には多
種多様 な ものがあるが,動 機が劣悪か否かは斜酌すべ き情状 の一つ にす ぎ
ず,動 機 自体は本 罪の構成 要件 では ない。
(4)本 罪の客観面 はr他 人の信 書 を不 法 に隠匿 ・殿棄 また は不法
(912) 何 飛松編 著 ・刑法教 科'}(各 論編24章 ～29'の
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体へ の加 入を強制 し,ま たは宗教的儀式 を撹 乱 した り宗教活動の場所 を破
壊す る行為等 をい う。
H定 罪
1.合 法 的宗教 活動 と合法的宗教活動 を利用 した違法活動 との限界 わ
が国で は,宗 教信仰 の自由 は神 聖 な憲法上の権利 の一つ とされ,正 当な宗
教活動 には国家 に より法律的保護が与 えられている。 しか し,宗 教活動 を
利 用 した犯罪行為 は,法 律 よ り禁止 される。例 えば,宗 教 活動 を利用 した
金銭 の騙取,多 衆 の動揺誘惑 に よる婦女 の強姦等 の行為 は,違 法 な犯罪行
為で あ り,刑 法 による追及 を受 けねば ならない。現実か ら明 らか なよ う
に,宗 教活動 を仮装 した違法 な犯罪行 為 を厳 しく制裁 して こそ,宗 教信仰
とい う公民 の 自由権 の実現 が適切 に保 障 されるのであ る。
2.本 罪 と非犯罪 との限界 の厳格 な区分 他 人の宗教信仰 の自由を不法
に剥奪す る行為 は,そ の情状 が重大 な場合 にのみ犯罪 を構 成す る。重大 な
情状 とは,劣 悪 な手段で重大 な結果 ・多大 な悪 影響 を及ぼす場合 をい う。
宗教信仰 の 自由を不法 に剥 奪する行為が行 われて も,そ の情状が重大で な
けれ ば,一 般 的 な違法行為 であ って,犯 罪 は成立 しない。その場 合 には,
主管官庁 によ り戒告 ・教育 その他 の必 要 な行政処分 が行 われ る。
皿 刑事責任
刑法251条;公 民 の宗教信仰 の 自由を不法 に剥奪 した者 は,2年 以下
の有期懲役 または拘留 に処す る・
3少 数民族風俗 習慣侵 害罪 〈侵犯 少数 民族1^b俗刃慣罪 〉
少数民族風俗習慣侵 害罪 とは,国 家公務員が 少数民族 の風俗習慣 を侵害
し,そ の情状が重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪 の主体 は,国 家の公務員で あ る。
(2)本 罪 の客体 はf少 数民族 の風俗習慣 である。 わが国の憲法 は,
各民族が 自己の風俗習慣 を自由に保持 または改 革する権利 を有す る・と定
め る。 この 自由の保障 は,人 数の多少 に関わ りな く全国の各民族 にすべ て
27S 神奈川法学第34巻 第3号2001年
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で・過失 に よ り選挙票数計算 を誤 った り
r候 補者 の誤情報 を紹 介 した とき
はr成 立 しえない。
(4)本 罪 の客観面 は,選 挙法の規定 に違 反 し
a不 法 な手段 を用 いて
選挙活動 を妨害す る行為 である。選挙妨害の具体的 な行為態様 には
,特 に
暴力 ・脅迫 ・欺岡 ・賄 賂 ・偽造 選挙文書 ・選挙票数虚 報等 の不法手段
がある。例 えばt選 挙会場 を撹 乱 して正常 な選挙業務 を不 能にす る場合
,
有権者 の 自由 な選挙権 ・被選挙権 の行使 を妨害 して候補 者へ の投票 ・不
投 票 を強要す る場 合,職 員の買収 ・脅迫 または虚言 を弄 して不 正行為 を
行 う場 合,選 挙 中の違法行 為告発 者 ・罷免 要求提 出者 を制 圧 ・報復 す る
場 合等が あ る。




刑 法256条;本 罪 を犯 した者 はr3年 以下 の有期懲役
,拘 留 また は政
治的権利剥 奪 に処す る。
2宗 教信仰 自由不法剥奪 罪 〈非法剥存公 民宗教 信仰 自由罪 〉
宗教信仰 自由不法剥奪罪 とは,国 家公務 員が宗教信仰 の 自由を不法に剥
奪 し,そ の情 状が 重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構城
(1)本 罪の主体 は,国 家公務員 であ る。
(2)本 罪 の客体 は,他 人の宗教信仰 の 自由権で ある。す なわち,宗
教 を信 仰す るか否か,い かな る宗教 を信 仰す るか,い か なる宗教活動 を行
うかの 自由に関す る権 利 である。憲法 が この権利 を公民 の基本権 と認 め
てい るこ とを受 けて}刑 法 は宗教信仰 自由の侵害 を犯罪行為 と定め る
。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 であ る。
(4)本 罪 の客観面は,公 民の宗教信仰 の自由の不法剥奪 であ る
。不
法剥奪 とは・暴力脅迫等 を用いて,他 人の宗教信仰 または宗教団体への加
入 を制止 し・他 人 に宗教信 仰 の放棄 ・宗教 団体 か らの脱 退 または宗教 団
(914) 何兼松繍 ・刑法教科,1}(各 論編24';ト2騨)
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① 実行手段 が異な る。本罪 は,口 頭 または文字 によってのみ行われ・暴 力
を手段 としない。 これに対 し,後 罪 は,口 頭 ・文字 ・暴力等 の諸 手段 に
より行 われ うる。② 実行形態が異 なる。本罪は,事 実 を捏造 して公 然 と流
布 して他 人の 人格 ・名誉 を害す る。 これに対 し,後 罪 は,他 人の 人格 ・
名誉 を低評価す る事実が捏造 されたか否か を問 わず,公 然 と侮辱 しさえす
れば成立す る。③被害者 に対す る侵害行為の場合が異 なる。本罪 は,多 数
人ない し第三者へ の流布で も被 害者の面前 で も行 われ うる。 これ に対 し,
後 罪は,被 害者の面前で行 われ るこ とが多い。
皿1刑 事責任
刑法246条;本 罪 を犯 した者は,3年 以 下の有期懲 役,拘 留,管 制 ま
たは政治的権利剥奪 に処 す る。社 会秩序 ・国家利益 に重 大 な危 害 を及 ぼ
す場 合 を除いて,被 害者 の告 訴 を待 って処断す る。
第6節 他人の民主的権利を害する罪
1選 挙妨害罪 く破圷 迭挙罪 〉
選 挙妨害 罪 とは,選 挙法 の規定 に違反 して,暴 力 ・脅迫 ・欺 岡 ・賄
賂 ・偽 造選 挙文書 ・選 挙票 数虚報等 の不法 手段 を用 いて,選 挙 を侵 害
し,ま た は有権者 に よる自由 な選挙権 ・被選挙権 の行使 を妨害 し,そ の
情状が重 大 な行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,一 般で あ り,国 家公 務員で あれ一般 大衆 であ
れ,選 挙管理委員会の幹 部であれ普通 の有権 者であれ,同 様 に主体 とな り
うる。 もっ とも,選 挙妨 害行為 には,例 えば選挙票数の虚報 や意 図的な内
容 虚偽 の候補者紹 介に よる正常 な選挙業務 の妨害 の ように,事 実上,選 挙
職員 に しか行 い えない もの もある。
(2)本 罪 の客体 は,公 民 の選 挙権 ・被 選挙権 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意の心理態度お よび選挙の正常 な実施 を不
可 能 に しまたは失 敗 させ る 目的であ る。本罪 は,過 失 で は成立 しない の
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n刑 事責任
刑法246条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期懲役,拘 留,管 制 ま
たは政治的権利剥奪 に処す る。社 会秩序 ,国 家利益 に重大 な危害 を及ぼす
侮辱行 為 を除い て,被 害者 の告訴 を待 って処断す る。
2誹 誇罪 〈洋傍罪 〉
誹諦 罪 とは,虚 偽 の事 実 を捏造 かつ流 布 〈散布 〉して ,他 人 の人格 お よ
び名誉 を害 し,そ の情状 が重大 な行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主 体は,自 然人一般 であ る。
(2)本 罪の客体 は,他 人の人格 お よび名誉 であ る。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 の心理 的態度 お よび他 人 の人格 ・名誉
を害 す る目的で ある。他 人の人格 を低 評価 し名誉心 を下落 させ る故意 が
なけれ ば,根 拠 の ない風 説 を受 け売 りして一層事実 を歪曲 して も
,ま たは
真 実 を伝播 して客観 的 には他 人の人格 ・名・誉 を殿損 して も,本 罪 は成立
しない。
(4)本 罪 の客観面 は,行 為者が虚偽の事実 を捏造流 布 して,他 人の
人格 と名誉 を害 す る行 為で ある。 「捏 造」 と 「流布」 とは不 可分 なので
,
いず れ も欠 けてはな らない。他 人の 人格 ・名誉 を害 す るに足 りる虚偽 の
事実が捏造散布 されて初め て,本 罪が成立 しうる。 「捏 造」のみがあ り「流
布」が ない場 合,「 流布」はあ ったが 「捏造」された事 実で な く伝 聞だ っ
た場合,本 罪 は成立 しない。
虚偽 の事実 を捏造流布す る行為 は,そ の情状が重大 でなければ な らず,
他 人の名誉 ・人格 を害す るに足 りない ときは ,本 罪 を構成 しない。
皿 定罪
1・誹講罪 と非犯罪 との限界 誹諸罪は,そ の情状が重 大な ときにのみ
犯罪 となる。重大 な情状 とは,手 段 が悪 質で重 大な結果 を もた ら し多大 な
悪影響 を及ぼす誹誇行為 をい う。情状軽微 な誹諦行為は犯罪 にはな らず
,
必 要 に応 じて治安 管理処 罰条例 に よ り処 罰 される。
2・本罪 と侮辱罪 との限界 本罪 と後罪 とは,主 に次 の点 で区別 される。
(916) 何 兼 松 編 著 ・ 刑 法 教 科,1芋(各 論 編24i'r_1{1_-29';至)
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するので,そ の客 体 〔法益〕に共通面 があ る。 しか し,次 の点 で,両 罪 は
区別 され る。① 被害法益 が異 なる。本罪 の主たる客体 は労働者 と雇用主
たる単位 とで締 結 された契約関係であ るが,こ れ は後罪の客体では ない。
② 客観面 が異 なる。本罪 の客観 面 は人身の 自由制約お よび労働強制 であ
るが,後 罪の客観面は労働強制 を内容 としない。③ 犯罪主体が異なる。本
罪 は特 殊主体 〔身分のあ る者 〕つ ま り雇 用主たる単位 お よび直接 責任者
が主体 となるが,後 罪 は …般 主体 である。④主観 面が異 なる。本罪 は労働
者へ の労働 強制 を 目的 とす るが,後 罪は この 目的 を構成要件 としない。
m刑 事責任
刑法244条;雇 用主であ る単位が,労 働管理法 規 に違反 して人身 の 自
由を制限す る方法 で労働 者 に労働 を強制 し,そ の情状が重大 な ときは・そ
の直接責任者 は,3年 以下の有期懲役 または拘 留 に処 し,罰 金 を併 科 また
は単 科す る。
第5節 他 人の人格 ・名 誉 を害す る罪
1侮 辱罪
侮 辱罪 とは,暴 力 またはその他 の方法 を用いて,公 然 と他 人の人格 を不
当 に低評 価 して他 人の名誉 を殿損 し,そ の情状が重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪の客体 は,他 人の人格 と名誉 であ る。
(3)本 罪の 主観面 は,故 意お よび他 人の 人格 ・名誉 を不 当に低 評
価 する 目的であ る。
(4)本 罪 の客観面 は,暴 力 またはその他 の方法 を用 いて,公 然 と他
人 の人格 ・名誉 を侮 辱 す る行 為 であ る。暴 力 の方法 とは,身 体強 制 に
よって他 人 を侮辱 す るこ とをい う。その他 の方法 とは,言 語s文 字,図 画
等 を用 い て被 害者 を罵倒 ・嘲 笑す る ことをい う。侮 辱行 為の情状 が重大
な場合 にのみ,本 罪が 成立す る。
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者 と雇用 主たる単位 との労働 関係 のみ な らず
s労 働者の人身の自由の権利
が侵 害 される。党 の第11回 第3次 全 国大 会 にお いて改革 開放 の方 針が確
立 され てか ら・わが国の経済 は多様 な分野 で大幅 な発展 を遂 げ
,公 有制企
業で も経営の構造転換が急速 に進め られ,わ が国の労働関係 も日増 しに複
雑 多様 化 してい る。わが国の労働法 の規定 に よれば
,労 働 関係 とは,労 働
者 と雇用 主であ る単位 とが労働契約 に より確 立 した権利義務 関係 を内容
とする労働 関係 をい う・ この ように,労 働関係 は,法 に基づ いて確 立 され
るので,法 律 によ り保護 されねばな らない。労働 を強制す る行為 は,労 働
関係 における権利義務の均衡 を崩壊 させ,労 働 者の人身の 自由権 を侵害す
る。 かかる事態 の創 出は社 会の安 定 と経済 の発展 に とって不利益 である
か ら ・労働 者の 合法権益 は r刑 罰 を手段 と して保障 されね ばな らない。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意であ る。
(4)本 罪の客観面 は,雇 用 主たる単位 が 〔法 人 ・事業体〕
,労 働 法
規 に違反 してs人 身の 自由 を制限 し労働 を強制す る行為であ る
。本罪の客
観的要素 と して,単 位の違法行為,労 働 者の人身 自由の制限,労 働 者へ の
労働 強制が挙げ られる・ この三要素が備わ って初めて,本 罪の客観的行為
が構 成 される。本罪 の侵 害対象 とな る労働 者 の範囲は
,非 常 に広範 であ
り・国有企業 ・個 人経営組織 ・国家機関 ・事業単位 ・社会 団体等 と労働
関係 を結 んだ労働者 も含 む。
労働 者 に対す る労働 の強制 は,そ の情状が重 い ときにr初 めて本罪 を構
成す る。情状が重 くなけれ ば,本 罪 は成立 しない。
H定 罪
1・本 罪 と非犯罪 との限界 わが国の労働 法の規 定 によれば
,従 業員へ
の労働 の不法強制 は ,そ の情状が重 大 な場 合 にのみ刑事 責任が追 及 され
る。労働 時間の恣意的延 長,賃 金の 中間搾取,労 働 者へ の侮 辱的体罰 ・暴
力脅迫 または人身 の自由制約 によって労働 の強制が行 われて も
,そ の情状
が明 らか に軽微 で危害が大 きくない ときは,本 罪は成立 しない。 これ らの
行 為の処罰 は,治 安管理処 罰条例 の関連規定 に よ り行 われる。
2・本罪 と不法拘 禁罪 との限界 両罪は,被 害者の人身の 自由権 を侵害
(918) f可 】匡生公編 著 ・ 斤ll量.去孝文手斗,非}(各 ロ蒲荊曲24i'r_rFi,-29';室)
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民族 関係 であ るが,後 罪の法益 は公民個 人の 人格 的尊厳である。②客観面
が異 なる。本罪 は公然 の煽動 を犯罪手段 とするが,後 罪は これ に限 らず多




刑法249条;民 族的仇恨差 別 を煽動 して,そ の情状が重大 な者 は,3
年以下 の有期懲役,拘 留,管 制 または政治 的権利剥奪 に処す る。 その情状
が特 に重大 な ときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処す る。
11少 数 民族差 別侮 辱作 品 出版罪 〈出版岐 視 、侮辱少数 民族作 品罪 〉
少数民族差 別侮 辱作 品出版罪 とは,少 数民 族 を差別 ・侮辱す る内容 の
出版物 を刊行 し,そ の情状が劣悪 な行為 または重大 な結 果 を発生 させ る行
為 をい う。
本罪 の客体 は,わ が 国の各民族 の平等 ・団結 ・相互援 助 関係 お よび少
数民族 の 自尊心で あ る。
本罪 と民族 的仇恨差 別煽動罪 とは異 なる。後罪の行為者 も出版物 を通
じて民族 的仇恨 差別 を煽動 しうるが,そ の主体 と法律要件 とが符合 しない
ため に後罪 を認定 しえない場 合 には,本 罪が 成立 する。
刑法250条;少 数民族 を差 別 ・侮 辱す る内容 の出版物 を刊行 し,そ の
情状が劣悪 または結 果が重大 な ときは,そ の直接 責任者 は・3年 以下の有
期懲役,拘 留 または管制 に処 す る。
12従 業員強制 労働罪 〈強迫取工芳 幼罪 〉
従業 員強制労働 罪 とは,労 働法 規 に違 反 して,従 業員 の人身の 自由 を制
限す る方法 で労働 を強制 し,そ の情状 が重大 な行為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は,従 業員 の雇 用主たる単位 の直接責任者で ある。




10民 族 的仇恨差別煽動罪 〈拐煽劫 民族仇恨 、民族岐視罪 〉
民 族 的仇恨 差 別煽 動 罪 とは ,異 民 族 間 にお け る相 互 の仇恨 〔敵対 憎




(1)本 罪の主体 は,自 然人一般 主体であ る。
(2)本 罪 の客体 は,わ が国 の各民族 の平等 ・団結 ・相互援助 関係
である。 わが国の憲法4条 は ,「 いか なる民 族 に対す る差 別抑 圧 もこれ
を禁止 し・民族 の団結 を破壊す る行為 お よび民族 を分裂 させ る行為 もこれ
を禁止 する」 と明定す る・ わが 国の各民 族間 の団結 と祖 国の統… を維持
す るため に,我 々は,一 方 では,民 族 政策 ・宗教政 策 を真 摯 な態度 で実行
しなければな らない。現存の問題 を実情 に即 して解決す るには
,各 民族共
通の繁 栄 を実現す る必要があ る。 またa他 方 では,矛 盾 と祖国分裂 を創 出
す る活動 を法 に基づ き制裁 ・防止 しなければな らない
。本罪 の被害法益
は,ま さに憲法 に よって保護 され た民族 間の正常 な関係 である
。
(3)本 罪 の主観 面は,故 意であ る。
(4)本 罪の客観面 は,民 族 間の仇恨差別 を公然 と煽動す る行 為であ
る。いかなる方法 であれ,民 族的仇恨差 別 を公然 と煽動す る行為が あ り,
そ の情状 が重けれ ばr本 罪が成立す る。
2.特 殊犯罪構 成
民族 的仇恨 差別煽動罪 の特 殊犯罪構 成 は,そ の情状が特 に重大 な行為で
あ る。民族 間の衝突 ・暴動の煽動,そ の他 の重大 な結果 が発生す れば,特
に重大 な情状 を認め うる。
H定 罪
1・本罪 と非犯罪 との限界 情状が重大 な限 り
,本 罪 は成立 す る。
2・ 本罪 と侮辱 罪 との限界 両罪 は
f他 人 を侮 辱す る行為であ るが,次
の点 で明確 に異 なる。①客 体が異 なる。 本罪 の侵 害法益 は憲法 に定め る
(920) f可乗松繍 ・刑法教零},1㌻(各論編24ト29'詮)
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を厳密 に遵守 しない場合 をい う。例 えば,捜 査証 〔令状〕を呈示 しなか っ
た場 合捜 索 にあた り被疑者 またはその家族,隣 人その他 の証 人を立 ち合
わせ なか った場 合,婦 女の身体捜索 は女性職員 によ り行 うとの規定 を遵守
しなかった場 合等である。 これ らはすべ て合法捜索の違法現象であ り,本
罪 は成立 しない。
HI刑 事責任
刑法245条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘 留 に処
す る。
9住 宅不法侵 入罪 く非法侵 入住 宅罪 〉
住宅不法侵 入罪 は,他 人の住宅 に不法 に押 し入 り,ま たは退去 の要求 を
受 けて退去 しない行 為であ る。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 はr自 然 人一般で ある。
(2)本 罪 の客体 は,公 民 の住居 不可侵の権利 であ る。本罪 に より侵
害 され る住宅 とは,公 民が居住 ・生活 す る場所 をい う。
(3)本 罪の主観面 は,故 意の心 理的態度が必 要であ る。過失 では,
本罪 は成立 しない。
(4)本 罪の客観面 は,他 人の住宅への不法侵 入行 為である。す なわ
ち,主 人の同意 を得 ないで正 当な理由 もな く他 人の住居 に立 ち入 り他 人の
生活の平穏 に影響 を及ぼす行為,ま たは侵 入者が主人か ら退去 を要求 され
た に もかか わ らず退去 を拒 絶す る行為で ある。
n定 罪
本罪 と非犯罪 との限界 他人の住宅 に不法侵 入す る行為者 は,通 常 はそ
の人的危険性が重大であ り,正 当理由 なき住宅侵 入 または退去要求後 の不
退去 さえあれば平穏 を撹乱 しうるので,本 罪が成立す る。 その情状が明 ら
か に軽微 で危害が大 き くない ときは,本 罪が成立 しない。
皿 刑事責任
刑法245条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
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女 ・児童 の解 放 を妨害 す るこ とを認識 して いなければな らない
。 これ に
対 し,後 罪 〔刑法242条1項 ・277条 〕 では ,認 識要素 に この ような特
定 の制 約が ないので,暴 力 ・脅迫 を用い て国家機 関の公務 員が買収 され
た婦女 ・児童 を解放 す る ことを妨害 すれ ば
,後 罪 として定罪 ・量 刑が な
され る。
皿 刑事責任
刑法242条;本 罪 を犯 した首謀 者は,5年 以 下の有期 懲役 または拘 留
に処 す る。暴力 ・脅迫 の方法 で参与 したその他 の者 は
,3年 以下 の有期
懲役,拘 留s管 制 または罰金 に処す る。
8不 法 捜査 索罪 〈非法捜 査罪 〉
不法捜索罪 とは,他 人の身体 または住 宅 を不法 に捜査す る行 為 をい う
。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪の客体 は,他 人の人身の権利お よびこれ と関連す る住居権
であ る。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 であ る。
(4)本 罪の客観面 は,他 人の身体 または住宅 を不法 に捜索 する行為
である。 ここでい う住 宅 には,公 民の居 住す る家屋 ・囲緯地のみ な らず,
船舶 を住 宅 として生活す る漁民 の船舶 も含 まれる。
不法捜索罪 に該 当す る行 為には,他 人の人身お よび住宅 に対する不法捜
索 の二 種類があ る。
H定 罪
本罪 と合法捜査 の違 法現象 〔部分的違法 〕 との限界 本罪 にい う不法
な捜索 行為 とは,捜 査 権限 のない者 が他人 の身体 ・住宅 に権限 な く行 う
捜索,捜 索権 限はあるが法定手続 を経 ない捜索 ,ま たは法定機関の承 認 を
受 けず に権 限 を濫用 して行 う捜索 をい う。 これ に対 し,合 法捜索 の違法現
象 とはr捜 索権 を有す る者が法 定機関の承認 を受 けて捜索任務 を執行 して
いるので法 に基づ く公務執行である ものの
,そ の捜索執行過程で法定手続
(922) 何 乗松編 著 ・刑法教 科ll芋(各 論編24章 ～29';宝)
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7多 衆 被買収 婦女 児童解 放妨害罪 〈聚森 阻碍解救被牧契妃女 ・几童
罪 〉
多衆被 買収婦 女児童解放妨害罪 とは,首 謀者 が多数人 を結集 ・組織 ・
煽動 ・指揮 して,国 家機関の公務 員が 買収 され た婦女 〔14歳以上の女性〕
または児童 を解放 す るこ とを妨害す る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊主体 〔身分のあ る者〕で ある。す なわ ち,
国家職員が被買収婦女 ・児童 を解放 す る ことを多衆集合 して妨害す る首
謀者で なければな らない。
(2)本 罪の客体 は,複 雑客 体 〔複合法益 〕であ る。す なわ ち,買 収
された婦 女 または児童 の人身の 自由権 お よび国家機関 の正常 な公 務活動
が侵 害 される。
(3)本 罪の主観 面 は,故 意で ある。
(4)本 罪の客観面 は,買 収 された婦女 ・児童の国家公務員 に よる
解放 を多衆集合 して妨害す る行為 であ る。妨害行 為が暴 力 ・脅迫 に よっ
て行 わ れる必要 は ない。
H定 罪
本罪 〔刑法242条2項 〕 は,実 質的 には公務妨害行為 であ る点で,公
務妨 害罪 〔刑法242条1項 ・277条 〕 と共通 す る。 しか し,次 の点 で両
罪は異 なる。
1)客 体が異 なる。本罪 は複 合法益 に対す る罪であ り,買 収 された婦
女 ・児童 の人身の権利お よび国家機 関の正常 な活動が侵 害法益 であ る。
これに対 し,後 罪 は単 一の法益 に対す る罪であ り,国 家機 関の正常 な活動
が妨 害 されるにす ぎない。
2)客 観面 で は,本 罪 は多衆集合 して行 われる解放 の妨 害 を,後 罪 は
暴力 ・脅迫 を行 う。
3)犯 罪主体 が異 なる。本罪 は特殊 主体であ り首謀者 の身分 を備 えて
いなけれ ばな らないが,後 罪 は一般 主体で ある。
4)主 観 的故意の認識要素が異 なる。本罪では,行 為者が買収 された婦
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れ る。本罪が誘拐売買 された婦女 ・児童 を売却 目的 な く買収す るの に対
し,後 罪は売却 目的 で婦女 ・児童 を買収 ・販売す る
。売却 目的 で誘拐売
買 された婦女 ・児童 を買収す る と ,後 罪 に なる。
2・本罪 と非犯罪 との限界 ① 本罪 は
s行 為者が誘拐売買 された婦女.
児童 とを知 りなが ら買 収 した場 合 にのみ成立 す る。行為者が この故意 を
欠 くな らば,本 罪 は成立 しない。② 本罪 に共同関与 した者(例 えば
,本 買
収行為 が家族全 員 また は親族や友 人 との協議 で決定 された場 合等)の う
ち,主 犯の刑事責任 は追及すべ きであるが
rそ の他 の関与者 には,そ の情
状が 著 しく軽微 で危害 も大 き くない限 り ,犯 罪が成立 しない。
皿 刑事責任
刑法241条;誘 拐 売買 された婦女 ・児童 を買収 した者 は
,3年 以下 の
有期 懲役,拘 留 または管制 に処 す る。
本罪 の行為者が 婦女 に対 して性 的関係 を強要 した ときは
,刑 法236条 に
定め る強姦罪 によ り定罪 ・処罰す る。
本 罪 の行為者が その人身の 自由 を剥奪 ・制 限 しまたは傷害 ・侮 辱等 の
犯罪行 為 を行 った ときは,刑 法の関連規定 によ り定罪 ・処罰す る
。
本罪 の行為者が婦女 ・児童 を強姦 した と き,そ の 人身 の 自由 を剥 奪 ・
制 限 しまた は この婦女 ・児童 に傷 害 ・侮辱等 の犯罪 行為 を行 った と き
は ・これ らの犯罪 は本罪 と数罪併 罰 〔併 合罪〕 の関係 になる
。
本 罪の行 為者が この婦女 ・児童 を さらに売却 した ときは
,婦 女児童 誘
拐売買罪 に よ り定罪 ・処罰す る。
本罪の行 為者が,そ の被害婦女の意思 を尊重 して原居住地 に戻 る ことを
妨害 しなかった ときrま たはその被害児童 に虐待 を加 えず その解放 を妨害
しなか った ときは・行 為者の刑 事責任 を追 及 しない ことが で きる
。 「買収
され た婦女が これ を買収 した行為者 と結婚 し,か つ その場所 に在留 して共
同生活 を営 むこ とを望 む場合,こ の買収者 は,「買 収 された婦女の意思 を
尊重 して・その原居 住地 に戻 る こ とを阻止 しなか った」に該 当す る もの と
解 しうるのでs刑 事責任 を追及 しない」(4?。
(924} 何 兼 松 繍 ・ 刑 法 教 科,韮事(各 論 編24'Y{,3～29章)
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る と称 して,金 銭騙取が行 われる ことがある・婦女 売買仮装 による金銭騙
取 には,詐 欺罪 を認 めるべ きである。
皿 刑事責任
刑 法240条;婦 女 または児童 を誘拐売買 した者 は,5年 以上10年 以下
の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科す る。次 に掲 げる一事情 に該 当す る とき
は,無 期 懲役 または10年 以上 の有期懲役 に処 し,罰 金 または財 産没収 を
併科 す る。その情状が特 に重大 な ときは,死 刑 に処 し,財 産没収 を併科す
る。
その事情 とは,婦 女 ・児童 を誘拐売 買す る集 団の首 謀者 である こ と,
誘拐 売買 され た婦女 を姦淫 した こと,誘 拐売買 された婦女 に売春 を勧 引 ・
強制 し,ま たはその婦女 を他 人に売却 して売春 を強制 した こと,売 却 の 目
的で暴力 ・脅迫 または麻酔 を手段 と して婦女 ・児童 を拐取 した こ と・売
却 の 目的で嬰 児 ・幼児 を盗 み去 った こと,誘 拐売買 された婦女 ・児童 ま
たはその親族 に重傷 ・死亡 ・その他 の重大 な結 果 を生 じさせ た こ と,婦
女 ・児童 を境外 に売 り渡 した ことであ る。
6被 誘拐 売買婦女児童 買収罪 〈牧 契被 拐叉得妃女 、几童罪 〉
被誘拐売買婦女 児童買収罪 とは,誘 拐 売買 され た婦女 〔14歳以 上の女
性〕 また は児童 を売却 目的な しに買収す る行為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 である。
(2)本 罪 の客体 は,被 害者 の人身の 自由お よび人格 的尊厳で ある。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 であ る。す なわち丁自己が買収す る対象
が誘拐 売買 された婦女 ・児童である と知 りなが ら買収す る心理 的態度が,
必 要であ る。
(4)本 罪 の客観面 は,買 収行為 である。そ の行 為対 象は,誘 拐売買
され た婦女 ・児 童で ある。
II定 罪
1.本 罪 と婦女児童誘拐売買罪 との限界 両罪 は,主 に次 の点で区別 さ
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の時点 ・地点 で財物交付が な され るが
,後 罪 は強取 の時点 ・地 点で財物
交付 が な される。③ 侵害対 象が異 なる。本罪の犯 罪対象は略 取 された人
質 と人質の親族 ・関係者等 も含 むが,後 罪 の犯罪対 象は この特徴 を欠 く。
皿 刑事責任
刑法239条;財 物 を交付 させ る 目的で他 人 を拉致 した者 また は他 人 を
人質 とす るため に略取 した者 は ,無 期懲役 または10年 以上 の有期懲役 に
処 し・罰金 または財産没収 を併科 する。略取 された者 を死亡 させ または殺
害 した ときは・死刑 お よび財 産没収 を併科 する。財物 を交付 させる 目的で
嬰児 ・児 童 を盗み去 る ときは ,前 項 の規定 に よ り処 罰す る。
5婦 女 児 童 誘 拐 売 買罪 〈拐 契 妃 女 、几 童 罪 〉
婦 女 児童 誘 拐 売 買 は,売 却 の 目的 を も って 婦 女 〔14歳 以 上 の女 性 〕 ま
た は児 童 を誘拐 〈拐 騙 〉,買 収,販 売,移 送 〈接 送 〉,転 売 〈中嚢 〉す る
行 為 をい う。
1犯 罪 構 成
(1)本 罪 の 主 体 は,自 然 人 一 般 で あ る。外 国人 また は無 国籍 者 が
,
外 国 の婦 女 を誘 拐 してわ が 国 の 国境 内 に売 却 し,検 挙 され た と きは,刑 法
6条 に よ り,わ が 国 の 刑 法 を適 用 して 定 罪 処 罰 され るi2)
。
(2)本 罪 の客 体 は,婦 女 ・児 童 の 人 身 の 自由 お よび尊 厳 で あ る
。
(3)本 罪 の 主観 面 は,故 意 お よび売 却 目的 で あ る。 す な わ ち,売 却
の た め に婦 女 ・児 童 を誘拐 ・買 収 ・販 売 ・移 送 ・転 売 しない と
,本 罪
は成 立 しない 。
(4)本 罪 の 客 観 面 は,婦 女 ・児 童 を誘 拐 ・買 収 ・販 売 ・移 送 ・
転 売 す る行 為 で あ る。 これ らの行 為 の一 つ が実 行 され れ ば
,本 罪 が 成立 す
る。
n定 罪
児 童 の 引取 ・養 育 を仮 装 して 児 童 を誘拐 売 買 した 者 は
,刑 事 責 任 を追
及 され る。 しか し,真 に児 童 の 婚 姻 ・里 親 紹 介 に よる財 物 要求 で あ れ ば
,
犯 罪 に な らな い(3)。 司 法 実 務 で は ,他 人の 妻 とす るた め に婦 女 を 売却 す
(926) f口∫兼 杉、編 茗 ・ 用Ji去孝文不3}1弩(各fI命 編24r葦 一29';r_1)
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力 を用い て他 人に傷害 ・身体障害 ・死亡 の結 果 を発 生 させ た ときは・故
意傷 害致重傷罪 ・故意殺 人罪 の規定 によ り処 罰す る。
債権 実現の ため に他 人を不法拘禁 した場 合には,事 情 に応 じて処理 され
ねば な らず,不 法拘 禁罪,重 傷罪,重 傷致 死罪 または殺人罪の規定 に よ り
処罰 される。国家の公務員が これ らの犯罪 を犯 した場合 には,よ り重 く処
罰 され る。
4略 取罪 〈螂 架罪 〉
略取罪 とはs財 物 または財産的利益 を交付 させ る目的 をもって・暴力 ●
脅迫 または麻 酔手段 を用いて,他 人 を拉致 しまたは他 人を人質 とす るため
に略取 す る行 為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 である。
(2)本 罪 の客体 は,複 雑客体 〔複 合法益〕であ り,被 害者 の財 産そ
の他の財産的利益 お よび被害者の人身の権利が侵害 される。 しか し,立 法
者は,公 民の 人身の権利 の保護 を強調 し,本 罪 を公民 の 人身 の権利 ・民
主的権利 を侵 害す る罪 の章 に定 め る。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意お よび財物 を交付 させ る目的または人質
とす る 目的である。
(4)本 罪の客観面 は,暴 力 ・脅迫 または麻酔手段 を用いて,他 人
を略取 または拉 致する行為で ある。財物 を交付 させ る目的で,1歳 未満 の
嬰 児,1歳 以上6歳 未満 の幼児 を盗み去 る 〈愉 盗 〉行為 は ・いずれ も拉
致行 為 とされ る。
H定 罪
本 罪 と強盗罪 との限界が問題 となる。両罪 は,暴 力 ・脅 迫等の行為が
行 われ,主 観 的 に他 人財物不法 占有の 目的が あ り,客 体 〔法益 〕が複数 で
ある点 において,共 通 してい る。 しか し,主 に次 の点 で,明 確 な相違があ
る。① 犯罪手段が異 なる。本罪は人質の略取 を手段 とす るが,後 罪 はこの
手段 を用い ない。② 財物 強取 の時 間 ・地点が異 なる。本罪 は行 為者 指定
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重 罪の 一つ であ る。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意で ある。
(4)本 罪の客観面 は,行 為 者が拘留 ・監禁 またはその他 の強制方
法 を用 いて ・不法 に他 人 の人身の 自由 を剥奪す る行 為で ある
。 わが国で
は,公 安 ・検察 ・法 院 を除 くいか なる機関 ・団体 ・個 人 も
,他 人の人身
の 自由 を剥奪 またはその状態 を変質す る行為 を行 った場合
,不 法拘禁罪 を
構成 しうる。 さらに,他 人を逮捕 ・勾留 する権限 ある機関 であ って も
,法
定 の手続 ・合法 な手続 を経 ない場合 には ,本 罪 を構 成 しうる。
2.特 殊 犯罪構成
本罪の特殊犯罪構成 は,不 法 な監禁その他 の方法 で不法 に他 人の人身の
自由 を剥奪 した際 に,殴 打 ない し侮辱が な され,あ るい は他 人の重傷 また
は死亡が惹起 され るの行為 である。本罪 の行 為者 に殴打 ・侮辱 の情状 が
認 め られ る場 合,そ の行為 者は,重 大 な社 会危害性 を示 しているので
fよ
り重 く処罰 されね ばな らない。 また s行 為者が被害者 の重傷 ・死亡 とい
う結果 を発生 させ た場合,そ の社 会危害性 は さらに重 大であるので
,そ れ
以上 に重 い刑事責任 を負 わね ばな らない。
B定 罪
本罪 と非犯罪 との限界が問題 となる。第一 に,合 法 な拘禁 と不法 な拘 禁
との区別 に注意 しなければな らない。公安職員の法 に基づ く逮捕 ・勾留,
精神病 院の医師 の精神病患 者拘束 ,一 般 人民 の現行犯 人逮捕等 の行為 は,
合法 な行為 であ るのでs不 法 な行 為 にな らない。第二 に,情 状 の軽重 に注
意 しなければ な らない。 人身の 自由剥奪拘 禁の時 間が僅少 で重大 な結果
も発 生 させ ていない ときは,犯 罪 は成立 しない。
皿 刑事責 任
刑法238条;不 法 に他 人 を拘 禁 しまたはそ の他 の方法 を用い て他 人の
人身の 自由 を不法 に剥奪 した者 は,3年 以下 の有期懲役,拘 留,管 制 また
は政 治的権利剥奪 に処 する。殴打 または侮辱の情状が ある ときは
,重 く処
罰 す る。本罪 を犯 して他 人に重傷 を負わせ た ときは ,3年 以上10年 以下
の有期懲役 に処 し,死 亡 させ た ときは,IO年 以上の有期懲役 に処 する。暴
(928) 何 乗 松 編 著 ・ 刑 法 教 科1曇芋(各r論 編241YFf1,～29'rE,,)
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(1)本 罪の主体 は,自 然人 一般 である。
(2)本 罪 の客体 は,児 童 の身体 の健康 であ る。本条 にい う児童 と
は,6歳 以上14歳 未満 の児童であ り,男 女 を問わ ない。本罪 は ・その行
為 に よ り,児 童 の心身健康 に重大 な危害 を及ぼ し,児 童 の正常な発育成長
に悪影響 をもた らす ので,刑 法 は児童 に対 し特 に厚 い保護iを与 えている。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意 な らびに性 的 な刺激 ・満 足 を求 める 目
的で あ る。姦淫 目的の場合 にはf幼 女姦淫 罪が成立 しうる。
(4)本 罪 の客観面 は,児 童 に対す る狼褻行為の実行 であ る。
皿 刑事責任
刑法237条;児 童 に狼褻 な行為 を行 った者 は,5年 以下 の有期懲役 ま
たは拘留の範 囲で重 く処罰す る。その情状 が重大 な とき,す なわち多衆集
合 して または公共 の場所 で公然 と行 った ときは,5年 以上 の有期懲役 の範
囲で重 く処 罰す る。
3不 法拘禁罪 〈非 法拘 禁罪 〉
不法拘 禁罪 とは,拘 留 ・監禁 またはその他 の強制方法 を用 いて ・不法
に他 人の 人身 自由 を剥奪 す る行為 をい う。
1犯 罪構成
1,基 本犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 である。
(2)本 罪 の客体 は,他 人の人身の 自由である。 人身の 自由 とは,人
の身体行動の 自由 をい う。すなわち,法 律上許 される範 囲内で,自 己の意
思決 定 に従 って,そ の身体的活動 を行 う自由で ある。 人身の 自由の権利
は,厳 粛 な憲法上 の権利 の一つで ある。 わが 国の憲法37条 は,「 中華 人
民共和 国の公 民は,そ の人身の 自由 を侵 され ない。公民 は何 人 も,人 民検
察院の承認 も しくは決定 または人民法 院の決定 を経 ないで,な らびに公 の
機関 によって執行 されなければ,逮 捕 されない。不法 な拘 禁お よびその他
の方法 による公民の人身の 自由の不法 な剥奪 または制限は,こ れ を禁止す





1・本罪 と非犯 罪 との限界 本罪 は,そ の情状が重大 な場 合 にのみ犯罪
を構成 す る。婦女 に狼褻侮 辱行為 を行 ったが ,そ の情状 が明 らか に軽微 で
危害が大 き くない ときは,犯 罪は成立 しない。例 えば,あ る婦女 を追跡 し
てその逃 げ道 を遮 ったが,教 育後 に悔悟 が認め られかつ重大な結果 を生 じ
させ ていなければ,犯 罪 は成立 しない。
2・本罪 と強姦罪 との限界 本 罪 と後罪 とは,客 観的 には暴力 ・脅迫 ま
たはその他 の方法 で被害女性 を侵害す る。 しか し,両 罪 には,明 確 な違 い
がある。第一 に,行 為者の主観的 目的が異なる。本罪 の行為者 は性 交以外
の狼褻侮 辱行為 に よって性的 な満足 を企図す るのに対 し
,後 罪 の行為者 は
被害女性 との性 交 による性的満足 を企 図 してお り1明 らかに姦淫 目的 を有
してい る。第二 に,客 体 〔法益 〕が異 な る。 本罪で は婦女 の人格 的尊厳 が
侵害 され るの に対 し}後 罪 で は女性 の性 的 自由が侵 害 される。
3・ 本罪 と侮 辱罪 との限 界 両罪 の主 たる相違点 は
,主 観的 目的 にあ
る。すなわ ち・本罪で は行為者が 性的 な満足 を求めるのに対 し
,後 罪で は
他 人の人格 を低 く評価 す る名誉殿損が 目的 とされ る。
m刑 事 責任
刑法237条;婦 女 に対 して強制狸褻 または侮 辱 を行 った者 は }5年 以
下 の有期懲 役 また は拘留 に処す る。その情状 が特 に重大 な ときは
,5年 以
上 の有期懲役 に処す る。
本条 にいう特 に重大 な情状 とは,多 衆集合 しまたは公 共の場所 で公然 と
婦女 に強制狼褻 また は侮 辱 を行 いr社 会 に劣 悪 な影響 を及ぼす行為 をい
う。
2児 童狼褻罪 〈狽褻几童罪 〉
児童狸褻罪 とは,性 的 な刺激 や満足 を目的 として,児 童 に狸褻 な行為 を
する情状 が重大 な場 合 をい う。
1犯 罪構 成
X930) 何兼松 編著 ・刑法教 科1塁}(各 論編24--29'の
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第4節 他人の人身の自由 ・人格的尊厳を害する罪
1婦 女強 制狽 褻侮 辱罪 〈強制狼 褻 、侮 辱妃女罪 〉
婦女強制狸褻 侮辱罪 とは,暴 力 ・脅迫 またはその他 の方法 を用い て ・
婦女 〔14歳以上 の女性 〕 に対 して強制狼褻 または侮 辱 を行 い ・その情状
が重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪の客体 は,婦 女 の人格 的尊厳で ある。狼褻 とは・自然 の性
交以外 の方法 で行 われ る狼褻行為 をい うが,各 種 の反 自然的な性交お よび
その他 の性 的接触 ・性 的刺激 ・性 的満足行為 の総称で ある。本罪 にい う
侮辱 とは,婦 女 に対 し性 的 な刺 激 や満足 を求めて行 われる侮 辱行 為 をい
い,通 常 は,下 劣 な動作 ない し淫 狸 な言語 によ り婦女の感情 を害す る行為
であ る。本罪 の侵 害対 象 たる婦女 には,成 年女性 お よび14歳 以上18歳 未
満 の少女 も含 まれる。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意で ある。
(4)本 罪の客観 面 は,暴 力 ・脅迫 また はその他 の方法 を用い て,
婦女 に強制狼褻 または侮辱 を行 い,そ れ によ り性的刺激や性 的満足 を追求
す る行 為である。本罪 にい う暴 力の方法 とは,婦 女の 人身の安全 ・自由
に危 害 を加 える強制手段 を用い て,そ の婦女 を反抗 不能 にす る こ とをい
う。例 えば,殴 打 ・逮捕 ・監禁 ・絞首等 の方法 である。 また,脅 迫の方
法 とは,婦 女 に威嚇や威迫 の手段 を用いて,婦 女 を反抗不能 にす ることを
い う。例 えば,名 誉殿損 ・親族加 害等 の脅迫方法が ある。 さらに,「 その
他 の方 法」とは,暴 力 ・脅迫 に よ らない各種 の強制方法 の総称で あ り・例
えば,治 療 と称 して祈祷 師 を仮 装す る場合が考 え られ る。
2.特 殊犯罪構 成
本罪 の特殊構 成は,多 衆集合 しまたは公共 の場所 で公然 と本罪 を犯す場
合で ある。多衆 とは,3人 以上の集 合,公 然 とは多数 人が見聞 しうる状態
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2幼 女姦淫罪 〈好淫幼 女罪 〉






本罪 の主体 は,自 然 人一般 で ある。
本罪の客体 は,幼 女 の心 身の健康 である。
本罪の主観面 は,故 意お よび姦淫の 目的 であ る。
本罪 の客観 面はf14歳 未満 の幼女 との性 交行為 であ る。幼女
の同意 の有無,行 為者が姦淫 目的 を遂 げた方法 にかかわ りな く,幼 女 との
性行為 さえ行 われれ ば,本 罪が成立 す る。
本罪 の行 為の対 象 は}14歳 未満 の幼 女で ある。14歳 以上の少女 であれ
ばfそ の意思 に反す る限 り強姦罪が成立す る。
n定 罪
1.2000年2月13日 の最 高人民法院 「強姦 事件 の審理 に関す る問題
の解釈」は,「14歳 以上16歳 未満 の者 が ,幼 女 との性 的関係 に よ り構成
される犯罪 を犯 した ときは,刑 法17条 ・刑法236条2項 によ り強姦罪 と
して定罪 ・処罰 す る。幼女 と性的 関係 を もったが ,そ の情状 が軽微 で重
大 な結 果 を生 じさせ ない ときは,犯 罪 と しない。
行為者が婦女強姦行為 を行 い幼女 姦淫行 為 も行 った ときは,刑 法236条
に よ り強姦罪 として重 く処罰 す る」 とす る。
2.幼 女姦淫 罪の既遂 ・未遂の限界 本罪 は}行 為者が 自己の生殖器 を
幼女 の生殖器 に接触 させれ ば,既 遂 となる。 ここには,幼 女 を厚 く保護す
る という刑事政策が体現 されている。 強姦罪の既遂基準 と比較す る と,本
罪 の基準 は よ り厳 格 にな ってい るが,こ の必 要性 は否 定 しえない。
皿 刑事責任
刑法236条;幼 女 を姦淫 した者 は,強 姦 として重 く処 罰す る。す なわ
ち,1項 に定め る幼女強姦 に該当す る ときは,3年 以上10年 以下 の有期
懲役 の範囲で重 く処罰 され,強 姦罪 の2項 の規 定 に該 当する ときは ,死
刑 ・無期懲役 または10年 以上 の有期懲役 の範囲 で重 く処 罰 され る。
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性 を意思 に反 して家で性行 為 を強 行 した場 合 には,強 姦罪が成立 す る。
皿 刑事責任
刑法236条;婦 女 を強姦 した者 は,3年 以上10年 以下の有期懲 役 に処
す る。次 の一事情 にあた る ときは,死 刑,無 期懲 役 または10年 以上 の有
期懲役 に処す る。す なわ ち,① 婦女 を強姦 し,そ の情状 が劣 悪で ある と
き,② 多数の婦女 を強姦 した とき,③ 公共 の場 所で婦女 を公然 と強姦 した
とき,④ 二人以上 で輪姦 した とき,⑤ 被害者 の死亡 または重傷 その他の重
大 な結果 を生 じさせた ときであ る。
「劣 悪 な情状 」につい て,新 刑法 の公布後 に新 たな司法解釈 は,示 され
ていない。新旧の刑法 を比較す る と,情 状 劣悪 の文言 は,旧 刑法 の 「情状
が特 に重大」に相当す る。 旧刑法 での司法 解釈 では,「 特 に重大 な情状」
とは,強 姦手段 の残酷,多 数 の婦女 または反復 的 な強姦,輪 姦の主犯 また
は首謀者,強 姦 に よる被 害女性 の 自殺 ・精神 異常 その他 の重大結果の発
生,公 共場所 での婦女強姦 狼褻 物 の反復 的利 用や狽褻行為 目的の集会 開
催 に よる青年女性 の誘惑強姦な ど,社 会 に対す る多大 な悪影響 ・重大 な危
害 を及ぼす場 合 をい う(11。この ような解釈 は,劣 悪 な情状認定 の参考 と
なろ う。
強姦致重傷 ・強姦致死 とは,行 為者が,強 姦行為の実行 過程 で,暴 力行
使 によ り被害者の性器 の重大 な損傷 その他 の重大 な傷害 を与 えるこ と,ひ
いては現場 で または治療 の 甲斐 な く死亡 させ るこ とをい う。強姦行為後
に報復 や口封 じの ため に婦女 に重傷 ・死亡の結果 を生 じさせて も,強 姦
致重傷 ・強姦致死 に該 当 しない。 この場 合 には,強 姦罪 と故意傷 害罪 ・
故意殺 人罪 とが,別 個 に成立 し,数 罪併罰 〔併合罪〕 となる・
さ らに,強 姦罪の処罰 にあた っては,強 姦 の既遂 ・未遂の区別 に注意
しなければならない。わが国の伝 統的な観念 は,強 姦行為 による婦女 の侵
害 につ き,男 性器 の挿 入が なければ,婦 女 の貞操 は失 われていない,と す
る。 この ような考 え方 に従 って,挿 入の有無 に よって強姦罪の既遂 ・未
遂 を区別 す るのが妥当で ある。
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第二 に,婦 女の抵抗 しなか った原 因が,検 討 されねば な らない。表面 で
は性 的関係 を拒絶 して も,内 心 で同意 していれば,姦 通行為 である。拒 絶
の意思表示が真意 であ ったが ,孤 立無援 または精神 的緊張 ・狼狽 ・恐怖
心 のために抵抗で きなかったのであれ ば,強 姦罪が成立 する。性行 為前 ま
たは行 為中の婦女 の無抵抗 のみ を理 由 に ,姦 通 行為 と認定 しえない。
第三 に・姦通後強姦 とな り,逆 に強 姦後姦通 となる行為 につ いて,性 質
認定の問題が ある・姦通行為後,婦 女が この不 正な性的関係 を断 とうと決
意 したが,男 性 が性 交 を強行 した ときは,強 姦罪 が成立 す る。他 方,強 姦
行 為後 ・男女が 自発的 に性交 を した ときは,行 為 の性 質が変化 している。
この場合 は,刑 法の強制力 に訴 えて まで,婦 女 に対す る男性 の性 的侵 害 を
排除 して法秩序お よび婦女の心理的安定 を回復すべ き合理 的根拠 がr既 に
失 われ てい る。 したが って,強 姦行為 の刑事 責任 は,も はや追 及すべ きで
ない。
最後 に・教 育 ・養 育 ・従属 関係 を利用 した強 姦行為 と教育 ・養育 ・指
導 関係 を利 用 した姦 通行為 との限界問題 があ る。 お よそ意思 に反 して実
娘 ・養女 に性行為 を余 儀 な くさせ た場 合 ,婦 女 の意思 に反 して職権 を利
用 して性 交 に応 じるよう脅 した場合 には,強 姦罪が成 立す る。 そ うでなけ
れば,強 姦罪 の刑事 責任 は追及 しえない。
2.「 強奪婚」後の性行 為に関す る犯罪の成 否 「強奪婚」後 に性 交が
強行 され た場合,個 別事情 に応 じた処 理が必要 であ る。
1)婚 姻 証の受領後,婦 女が後悔拒 否 して結婚 しなか ったので
,男 性が
女性 を無理 に家 に連 れて帰 り性交 を強行 した ときは,一 般 に強姦罪は成立
しない。 しか し,こ の婦女が騙 された り父母が結婚 を強制 したため
,男 性
が婚姻 届 を提 出 した場 合 には,強 姦罪 が成立す る。
2)少 数民族 の地域 で踏襲 され る蛮風 たる 「強奪婚」形式 での婚 姻 は
,
一般 に犯罪 とな らない
。 しか し,婦 女 を弄ぶ 目的で俗 習 を利用 してs婦 女
の意思 に反 して強姦 した場 合 にはr被 害者 の告訴 があれば,強 姦罪 を認め
るべ きであ る。
3)恋 愛関係 にあ る男女 の婚約の期 間内 または婚約破棄後 に,男 性 が女
(934) 何 蓑 松 編 著 ・ 刑 法 教 科,韮}(各 論 編24itf-～29♂;つ
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法 であ る。
本 罪の対象 は,14歳 以上 の女性 に限 られ る。 自己の行為 を識別 しえな
い痴 呆女性 や精神病患 者 に性行為 を行 った者 につ いてr中 華 人民共和国身
体障害者保障法 は,「 知 的障害 または精神障害 に より自己の行為 を識別で
きない身体障害者 を姦淫 した者 は,強 姦 とす る」 と明確 に定め る。
2.特 殊 犯罪構成
本 罪の特殊犯罪構成 は,婦 女強姦 の情状 が劣 悪 な場 合,多 数の婦女 を強
姦 した場合,公 共の場所で婦女 を公然 と強姦 した場合f二 人以上で婦女 を
輪姦 した場合,被 害者 の死亡 または重傷 その他の重大 な結果 を生 じさせ た
場合 であ る。
Il定 罪
1.本 罪 と姦通行為 との限界 姦通 とは,夫 婦 の関係 にない男女 の 自発
的性 行為 をいい,婦 女 の意思 に反す るこ ともf強 制 的方法 に よるこ ともな
い。 それは,不 道 徳な行 為であ るが,刑 事犯 罪の性 質 を欠 く。 それゆ え,
強姦行 為 と姦通行為 の限界 は,犯 罪 と非犯罪 との原則 的区別 を明確化 し
て,正 確 に理解す る必 要が ある。
1)性 行為が,婦 女 の意思 に反せず,服 従 強制行 為 もな く,外 部 的に表
現 された両者の内心が完全 に自発的 な もの であれば,典 型的な姦通行為で
ある。それが事後 に発覚 して面 目保持 や後悔 のために,婦 女が男性 を訴 え
て も,強 姦罪 にな りえない。
2)性 行為前 に婦女 の意思 に反 しなか ったが,形 式上 は男性が婦女 に性
行 為 を強請 した場 合,す なわち 「形 は拒 ん だが実 は応 じた」場 合 には,強
姦罪は成立 しない。婦女 の意思 に反す るか否かが,強 姦罪の本質的特徴 で
あ り,こ の特徴 を欠 くと,強 姦 罪 は成立 しえない。
3)性 行為前 に婦女が拒絶 したが抵抗 は しなかった場合,強 姦 罪の成否
について,具 体的分析が必要 となる。
第一一に,婦 女 に よる性交拒 絶が真意 の表示で あるか否かが,検 討 されね
ば な らない。拒絶が真意であれば,婦 女 の抵抗が示 され な くとも,強 姦罪




1強 姦罪 〈強好罪 〉
強姦罪 とは ・暴力 ・脅迫 またはその他 の手段 を用いて
,婦 女 〔14歳以
上 の女性〕 の意思 に反 して性 交 する行為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,14歳 以上の責任 能力 ある男性 であ る
。 しか し,
共同犯罪 〔共犯〕の場合 には,婦 女 であ って も本罪 の教唆 犯 または蕎助 犯
とな りうる。
二 人以上の男性が同時に同一の婦女 を順次 強姦す れば
,輪 姦 となる。輪
姦行為 は,本 罪の重 大 な形態 であって,独 立 の罪名ではない。婦女 または
幼 女が輪姦 された場 合 には,強 姦罪 と幼 女姦淫罪 との区別が必要 である
。
輪姦 の関与者 は,共 犯処罰 の原則 に従 って処 断 される。
(2)本 罪の客体 は丁婦女 の不可侵 の権利 ,婦 女 が性行為 をどの男性
にも拒絶 しうる権利 である。 この婦女 の権 利侵害 は
,同 時 に婦女 の人格的
尊厳 の重大 な侵 害で もあ る。
(3)本 罪の主観 面 は,直 接故意 に限 られるが,姦 淫強行 の明確 な目
的 も必要である・す なわち,被 害婦女 に対 する性行為強行 の意 図が なけれ
ばな らない。
(4)本 罪 の客観面 は,行 為者 が婦女 の意思 に反 して
,暴 力 ・脅 迫
またはその他の手段 に よ り,そ の婦女 との性 交を強行 する行為であ る。婦
女 の意思 に反す る とは,婦 女の 自発 的性交 の真意 に反 して
,性 交 を強行す
る行 為 をい う。暴力手段 とはr婦 女の人身の安全 と自由 を危殆化す る暴力
的方法 をい う。 また,脅 迫 的方法 とは,威 迫 ・威嚇 の手段 を用い て,婦 女
を精神 的に強制 し,そ の婦女 を反抗 困難 にする方法 をい う。 さらに,そ の
他 の方法 とは ・暴力 ・脅迫 の以外 の方法 を用 いて ,婦 女 の反抗能力 を失
わせ る ことをい う。例 えば,麻 酔 を用 いた り,婦 女 の夫 である と仮装 した
り,診 察 に仮借 して婦女 の性器 を検査 した り,神 や鬼 を装 って翻弄 す る方
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4過 失重傷 罪 〈逆失致人重彷罪 〉







本 罪の主体 は,自 然人一般 であ る。
本罪 の客体 は,公 民 の身体 の健康 で ある。
本罪 の主観面 は,過 失 で ある。
本 罪の客観面 は,他 人の身体 を傷害す る行為 を実行 して,他 人
の身体の健康 に重大 な危害結果 を生 じさせ,か つ傷害行為 と危害結果 との
因果 関係が ある行 為であ る。
他 人の身体 に傷害 を加 えて も重傷 に至 らなかった場合・または重傷結果
と傷害行為 との因果関係 が ない場 合 には,本 罪 は成立 しない。
II定 罪
過失 重傷罪 と故意傷 害罪の限界 につ いて,注 意 してお く。両罪 は・客観
的 に重傷の結果 を生 じさせ る点で共通す る。 しか し,両 罪は・次 の二点で
異な る。第一 に,主 観 的 な心理態 度の相違が あ り,本 罪 は過失 であ り,後
罪は故意 である。第二 に,犯 罪成立 につ き客観的結 果の要否が異 な り,本
罪 は重大 な結果発 生が ある場合 にのみ成立す るが,後 罪 は重大 な結果発生
が な くて も成立す る。
皿 刑事責任
刑法235条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る。刑法 に特 別の規定 があ る ときは,そ の規定 に よる。
「特 別の規 定が ある」とは,他 の犯罪行為 による被 害者の重傷 につ き定
めた規 定 をい う。 この場合 には,235条 の規定 による定 罪 ・刑言渡 は な
されず,そ の特 別規定 に よ り定罪 が行 われる。
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す る こ とであ る。行為 者の故意内容 の判 断は
,複 雑かつ繊細 な問題 であ
る。我 々はs主 客観一致 の原則 を堅持 して
,行 為者 の認識水準 ・行 為能
力,犯 行時 の客観 的環境 お よび当該 犯行 の全過程 も考慮 す る必 要があ る
。
犯罪事実 すべ ての明確化 を基礎 と してのみ,行 為者の主観的要件 の具体的
内容 を正確 に判断 しうる。
3・ 故意傷 害(致 死)罪 と過 失致死罪 との限界 両罪 とも
,死 亡結果 が
発生 するのみ な らず過失 によ り惹起 される。 しか し,基 本犯の主観的要件
の内容が異なる。故意傷害致死 では,行 為者の主観 に他 人傷害 の故意があ
るのに対 し,過 失致死 で はr犯 罪全体 に故意が ない。 さ らに,傷 害致死罪
と過失致死罪 とで は ,定 罪量刑過程 におけ る当該死亡結 果の意味 が異 な
る。前者の死亡結 果は,量 刑での法定情状 として結果的加重犯 を、基礎づ け
るが,後 者の死亡結果 は a定 罪 〔犯罪確定〕 に不可 欠 な要件 で ある。
皿 刑事責任
刑法234条;故 意 に他 人の身体 を傷害 した者は ,3年 以下 の有期懲 役,
拘留 または管制 に処 す る・故意 に他 人の身体 を傷 害 した者が重傷 を負 わ
せた ときは ・3年 以上10年 以 下の有期懲役 に処 する
。故意 に他 人の身体
を傷害 した者が,同 人 を死亡 させ ,ま たは特 に残忍 な手段 を用 いて同人に
重大 な身体障害 を与 えた ときはs死 刑 ,無 期懲 役 または10年 以上 の有期
懲役 に処す る。
故意 に他 人の身体 を傷害 し刑法 に特別の規定がある ときは
,そ の規定 に
よる。 これは,他 の故意犯の実行 に より他人 の身体 を傷害する場合 を意味
し,刑 法 の条文 に 「人 に重傷 を負 わせ る」,「公共 の財産,国 家お よび人
民 の利益 に重大 な損 失 を与 える」 とい った文 言があ る。 関連条 文の規定
によ り定罪 ・量刑 がな され るので,刑 法234条 は もはや適 用 され ない。例
えば,他 人 に重傷 を負 わせた原 因が ,故 意 に よる放 火 ・溢水 ・爆発 ・投
毒 で は刑法115条,強 姦 ・幼女 姦淫で は刑法236条 ,不 法拘 禁で は刑法
238条,強 盗で は刑法263条 ,職 務II怠 では刑法397条 に よ り定罪 ・量刑
が な される。
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(毒蛇)に よる人の内臓 ・各器官 の重 大 な機能障害 または重 い後遺症 を生
じた場 合等で ある。
軽傷 害 とは,物 理 ・化 学 ・生物 な ど各種 の外 的要 因の作 用 に よ り組
織 ・器官構 造の一定程度の損傷 ない し部分的 な機能障害 を人体 に生 じさ
せたが,重 傷 に も軽微傷害 に も属 さない もの をい う・最高 人民法院'最
高 人民検 察院 ・公安部 ・司法部の 「人体 の軽傷鑑 定 の基準」は,各 種 の
軽傷 につい て具体 的に定 め る。
重傷 害 ・軽傷害 のいずれ を認定す るかは,各 異 なる事情 を区別 して全
要 因 を総 合的 ・全面的 に考察 して初め て,正 しい結論 を導 くことがで き
る。軽傷 害は,不 法侵害者 に よる侵害行為時 に当該犯行場所で生 じた傷害
の状態 に基づ いて判断 されるのが一般 である。 これに対 し,重 傷害 は,不
法 な侵 害行為 に よ り当該犯行場所 で生 じた傷害 のほか,発 症 ・後遺症 の
結果 も総 合 して考 慮す るこ とによ り,初 めてその当否が結論 づけ られる。
受傷 時の傷が深 ければ,発 症せず後遺症 が残 らな くて も,重 傷 と認定 しな
ければ な らない。例 えば,血 管 を切 られ失血過 多 によるシ ョック症状 に
陥 ったが,直 ちに緊急措 置が執 られて危険 な状態 を脱 した後 ・正常 に回復
した として も,重 傷害 と認定 され る。 また,受 傷時 に被害者の傷 は軽 か っ
たが,傷 害行為 と密接 に関係 す る原 因に よって身体障害 や器官 の機能喪失
が発生 した場合 に も,重 傷 と認定 しなければな らない。他 方,被 害者 の受
傷 は浅 か ったが,医 療事故 によ り重大 な身体障害が引 き起 こされた場 合 に
は,こ れは別 の因果関係 によって確定 される責任 であ るのでsこ の重大結
果 の発 生 のみ を理 由 と して傷害行 為者 に重傷 の責任 を負 わせ るこ とはで
きない。
2.本 罪 と故意殺 人罪 との限界 両罪 は,特 に傷 害致死 と故 意殺 人既
遂,傷 害既遂 と故意殺人未遂の場合 には,混 同 されやすい。その混 同 され
る原因 は,い ず れの場 合 も丁同 じ結 果が生 じる点 にある。 それゆえ,両 者
の限界 の正確 な理 解が必要であ る。傷害致死 と殺人既遂 は,い ず れ も客観
的 に死亡結果 を生 じさせるが,そ の主観 的要件 の内容が異 なる。本罪は他
人を故意 に傷害す るこ とであるが,故 意殺 人罪 は他人の生命 を故意 に剥 奪
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本罪の傷害行 為は,「 違法」性 が なければ
,犯 罪 を構 成 しない。例 えば,
正当防衛 の限度で不法侵害者 を傷害す る行為
,司 法職員が発砲 の警告 を無
視 して逃走す る者 を傷害 して身体障害 を生 じさせ る行為は
,違 法性 を欠 く
ので,傷 害罪 の範囲 に含 まれない。
2.特 殊犯罪構成
故意傷 害罪 の特 殊犯罪構 成は,本 罪の行為者が他 人 を重傷 ・死亡 させ s
または特 に残忍 な手段 を用 いて重 大な身体障害 を生 じさせ る行為 である
。
皿 定罪
1・重傷 と軽傷 との限界 重傷害 と軽傷害 とは
,と もに傷害罪の情状 で
あ って・傷害罪 とい う同一罪 名が用い られ る。 しか し,両 罪 は,法 定刑が
異 なるので ・司法実 務で は,厳 格 に区別す る必 要が ある
。わが国 の刑法
234条 は,重 傷 を具体的 に三つ に区別す る。最高 人民法院 ・最高人民検察
院 ・公安部 ・司法部 が共同布告 した 「人体 の重傷鑑定基準」は
,さ らに
詳細 に定め る。 この規定 に よる と,重 傷 とは,次 の 三つ をい う。① 人の身
体 に障害 を残 した場 合・または人 の容貌 を損傷 した場合。 身体障害 とは,
傷害行為 に よる手足 の欠損,ま たは身体の完全性 ・身体機能 の喪失 をい
う。容 貌の損傷 とは,他 人の顔 か たちの殿損
,容 貌の 変形醜悪化 ・機能
傷害 をい う。② 人の聴覚 ・視覚 その他 の器官 を損傷 して同機能 を喪失 さ
せた場 合・聴覚 の喪失 とは }片 耳 の音声聴 力の91デ シベ ル以上の減退 ,
また は両 耳 の音 声聴 力の60デ シベ ル以上 の減退 をい う
。聴 覚の喪失 と
は・各種 の損 傷 に よる片 目の盲 目,ま たは両 目の視力低 下(一 方 の視力 を
二級 に減退 させ ねば な らない)を い う。 その他 の器官 の損傷 ・機能喪失
とは,頭 蓋骨 ・頸部 ・胸 部 ・骨盤 部 ・脊柱 ・脊髄等 の損傷 に よる機能
喪失 をい う。③ その他,人 の身体 の健康 に重大 な傷害 を与えた場合
。前記
の重傷以外 であって,人 体 の健康 に重大 な影響 を もた らす傷 害 をい う。例
えばr総 面積30%以 上 または三度 の火傷で あれば10%以 上 の火傷
,児 童
の総面 積10%以 上 または三度以上 の火傷 で あれば5%以 上 の火傷
,三 度
の凍傷 に よる耳 ・鼻 ・足 の部 位等 の重大 な機能障害
,物 理性損傷(放 射
線 や レーザー光線)・ 化学性 損傷(強 度 の酸 ・アル カ リ)・ 生物性損 傷
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によって惹起 されたのか を区別す るのは困難である。両罪 は・第一 に行為
者が 自己の行為 に よ り被害者 の死亡結 果が発 生 しうる ことを認識 してい
る点で,第 二 に死亡結果の発 生 を望 んでい ない点 で,共 通す る。そ こで,
両罪 は,死 の発生 を回避 しうる と輪 しているか ・死の発生 を放置 放
任 してい るか,そ の 主観的 な心理 態度 に より区別 される・
m刑 事 責任
刑法233条;過 失 によ り人 を死亡 させ た者 は,3年 以 上7年 以 下の有
期懲役 に処 する。 その情状 が軽い ときは,3年 以下 の有期懲役 に処 す る。
刑法が 別 に特別 の規定 を定 める ときは,そ の規定 が適 用 される・ 「本法
に特 別の規定が あれ ば,そ れ に よる」とは,過 失致 死罪 を定め る刑 法 各則
の他 の条文 をい う。例 えば,失 火 ・過失爆発 致死の刑 法115条2項f交
通事 故致死 の刑法133条,重 大責任 事故致死 の刑法134条 等であ る。 これ
らの場 合 には,本 罪 と して定 罪 ・量 刑 しえず,関 係 条文 に よ り別 に定
罪 ・量刑 が な される。
3故 意傷害罪 く故意傷 害罪 〉
故意傷 害罪 とは,故 意 に他 人の身体の健康 を不法侵 害す る行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪の客体 は,他 人の身体 の健康 で ある。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意で ある。
(4)本 罪の客観面 は,行 為者が他 人の身体の健康 を不法に侵害す る
行為,す なわち他 人の身体組織の完全性 と人体器官の正常機能 を害す る行
為であ る。
本罪の傷害行為は,他 人に対 して実行 されねばな らない。戦時 に軍人が
軍事義務 か ら逃れ るために 自己の身体 を傷害す るときは・戦時 自傷罪が成
立 する。 この場合 を除いて,公 民が 自己の身体 を自 ら傷害す る行為 は,犯
罪 を構 成 しない。
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刑法232条;本 罪 を犯 した都 ,死 刑,鯛 懲役 また は1・鰐 上 鮪
期懲 役 に処す る・情状 が軽 い とき1ま
,3年 以上1・年 以下の醐 懲役 に処
する。
2過 失致死罪 〈迂失致人死亡罪 〉









本罪 の主体 は,自 然 人一般 であ る。
本罪 の客体 は,他 人の生命 である。
本罪 の主観面 は・過失 であ り,認 識 な き過失 と認識ある過失 を
本罪 の客観面 はs他 人 の生命 を不 法 に剥 奪 して
,死 亡結果 を生
じさせ る行 為であ る。
2.特 殊犯罪構成
本罪の特殊犯 罪構 成は・過失 に よ り人 を死亡 させ
7そ の情状 が軽 い行為
である。
皿 定罪
L本 罪 と偶発事件 との限界 過失 致死罪 と偶発事件 とは
,そ の行 為が
他 人の死亡 とい う危害繰 を生 じさせ る点 で共通す る
.し か し,行 賭 が
死の結果発生 を予見すべ きなの に予見 しなカ・った場 合 または現 したが
回避可 能 と軽信 した場合が.a失 致死罪であ る
.他 方i死 の結果発生が予
朋 避不能 の原因 によるな らば イ禺発事件であ る
.こ の点に両者の相違点
が ある・要す るに週 失致死 では溌 生 した死の結 果について行為者 の主
観 に罪過 〔過 失〕が認 め られ るが1禺 発 事故 では
s過 が認め られないの
で,刑 事責任 を負 わない。
2・過失致死罪 と故意殺 人罪 との限界 両罪 は
,客 観 的 に被害者の死 を
生 じさせ るが 注 観腰 件が異 なる.す なわ ち… 方 は過 失であ り池 方
が櫨 であ る・法翻 におい て,死 の結果が認 識ある過 失 または間,r意
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執 らなか ったので,死 亡 し腸 合であ る・行為者 に よる 自灘 要の事情が
認め られて も,行 為者が生命不法剥 奪 を意図 していなければ・本罪 は成立
しない。例 えば,父 母が暴力 を用いてその子の婚姻の 自由に干渉 して異性
との交 際 を絶つ よう強要 した ため に,そ の子 が 自殺 して も・本罪の設立 を
認 めるべ きで ない。
自殺翻 の 目的が他 人の生命剥奪 であれば,本 罪が認 め られるが・そ う
で なけれ ば無 罪で ある。例 えば,甲 は,別 の女性 と結婚 した くなったが ・
その妻丙が離婚 に応 じない まま一年後1こ病気 にな 帳 く治療 を続 けて も
治癒 しなか ったので凄 丙 に病気が癌 である と偽 り泊 殺 した方が苦 しま
ず にす む と勧 めた泊 分が不治の病である と信 じた妻丙 は,苦 しみに耐 え
るの も忍 びな く,家 財 も使 い果た して しまうと考 えて・甲の甘言 に誘惑 さ
れ るまま服毒 自殺 した。 この場合,甲 の妻は 自殺 で死亡 した とはい え・甲
は本罪 の刑事 責任 を負 う。
さらに,心 中 しようとした二 人の うち一方が死亡 し他 方が死亡 しなか っ
た場合,そ の生儲 の本罪 の刑事責任 の成否 について・具体的 に分析 して
みる。二人の 自殺の約束は誠実 な ものであったが,体 質や応急措置の違い
か ら_方 が死亡 し他方が死亡 しなかった場 合 には,生 存 者 に本罪 を認 める
べ きではない。 しか し,自 殺 の約束が,一 方には誠心誠意 の ものであ った
が,他 方 には生命剥奪 を意 図する罠 であった ときは・後者 に本罪 を認定 し
なけれ ばならない。 また,甲 が乙 を殴 り殺 した後 に自殺 をす ると約束 した
が,乙 を殺 した甲が,何 らか の原 因で 自殺 しなか った とか,自 殺 したが死
にきれ なか った場合,甲 にはいずれ にせ よ本罪の刑事責任が追及 されねば
な らない。なぜ な ら,被 害者 の承諾 に基づ く殺人 は,犯 罪性 が排 除 されえ
ないか らであ る。 もっ とも,甲 が 乙殺 害後 に 自殺 して死亡 したのであれ
ば,刑 事 責任の問題 は生 じない。
皿 刑事責任
故 意殺 人は,公 民 の 人身 〔生命 ・身体 ・自由〕の権利 を侵害 す る犯罪
の うち漏 も重大 な犯罪であ る.わ が国の升ll法は・この犯罪防止 を慣 し
て重点 として きた。
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地位 ・経 歴等 は,本 罪の成立 に影響 しない。
わが国の未成年者保 護法は,具 体的 な殺 人行為の一つ として溺嬰行為 を
定め る・溺嬰 とは沖 国語の語意 では注 まれたばか りの嬰児 を水 に浸 け
て殺 す ことをい う。 しか し ,刑 法 では,こ の ような狭 い解釈 は妥当 でな
い。 お よそ嬰 児の生命 を故意 に不法剥奪す る行 為は
,方 法 ・手段 を問 わ
ず溺嬰行為で あ り,本 罪 の刑事責任 を追 及 しなけれ ばな らない
。
2.特 殊 犯罪構 成
本罪の特殊犯罪構 成は,情 状の軽 い行 為である。裁判実務 で情状が軽 い
と搬 に認め られ るの は義 搬 人 ・激情殺 人 溺 嬰 ・自囎 助 受 託
殺人 ・防衛過剰殺 人等 であ る。
H定 罪
1・本罪 と公共安全危 害致死罪 との限界 本罪1ま他 人の生命 を不法剥 奪
す る行為 であるが 放 火罪 溢 水 罪 ・臆 罪 爆 破罪等 の公共安全危 害
罪 も・被 害者の死 を生 じさせ うる.し か し澗 罪 は
,犯 罪構成 の要件 構
造 ・全体機能が 異 なる。例 えば ,故 意殺 人罪 の行為 は公 共安全危害 の性
質 を欠 き・その侵 害客体 〔法益〕は一 人 または数人 の生命 であ る
.他 方,
公共安 全危 害罪 の章 の各罪 は,公 共の安全 を害す る方法で行 われ,多 数 人
の生命 ・財産の安 全す なわち公 共の安 全が客体 とな る
。
2・ 故意殺 人罪 と自殺強 要 ・自殺誘騙 との限界 自殺は
,本 人が 自己の
生命 を剥奪す る行為である。 わが刑法 は
,こ のような行為 を犯罪 と定め て
い ない。 しか し,自 殺者 の 自殺行 為が他人 の強 要 ・誘導 ・欺 岡に よるの
であればrそ の行為者 に本罪の成立 が問題 となる
。 この問題 は,強 要.誘
騙行 為 に体現 され た主観的意 図 によ り決せ られる。
自殺 強要行為が生命不法剥奪 を意図 して実行 された ときは
,本 罪の刑事
責任 を負 う。例 えば,既 婚者 甲が 乙女 に恋心 を抱 き妻丙 と離別 しようとし
ていた ところ・甲 と乙女 との性 的関係 に気 づいた妻丙 が
,思 い直 して家庭
を維持 す るよう甲を説得 レ 忠告 を受入 れな けれ ば甲の前で死ぬ として
,
婚姻維持 を要望 した。 これ に乗 じた甲が悪 質 に も妻 の 自殺 を強要 したた
め,耐 え きれな くなった妻 丙は
,そ の場 で殺 虫剤 を飲 みs甲 も救命措置 を
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261条 遺 棄 罪 〈遺...>
262条 児 童 誘拐 罪 〈拐 騙 几 童 罪 〉
第2節 他人の生命 ・健康を害する罪
1故 意殺 人罪 〈故意余人罪 〉
故意殺 人罪 とは,故 意 に他 人の生命 を不法剥 奪す る行為 をい う・
1犯 罪構 成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 に限 られ る。
(2)本 罪 の客 体 〔法益〕はf他 人の生命 であ る。殺 人はr人 の存在
を根 本か ら消滅 させ,人 の属性 と社会 的価値 のすべて を喪失 させ る。それ
ゆ え,刑 法 は,他 人の生命 を不法 に剥 奪す る全行為 を犯 罪 と定め る。
人の生命 の始期 と終期が,殺 人罪 の客体 を確定す る前提条件 とな る。生
命 の始期 をめ ぐる学説 と して 陣 痛 説 ・一部露 出説 ・全部露 出説 槽 帯
切 断 説 ・発声 説 ・独立呼吸 説等 の見解 が唱 え られてい る。独立 呼吸 説
は,胎 児が母体 を離れて独立呼吸 の可能 となった時点 を生命始期 とする見
解であ り,現 在 の通説で ある。生命終 期の基準 として,心 臓拍動 また は呼
吸停止 とす る伝統 的 な見解 と脳死 とす る新 しい見解が あ る。現在 の とこ
ろ,脳 死 を死 の基準 とす る国 は少 な く,わ が 国 を含め大 多数の 国は ・心
拍 ・呼吸停止 の有無 を生 命終期 の基準 として いる。生命が 母体 を離 れて
独立呼 吸 を開始 してか ら心拍 ・呼吸停 止 までの生命権 が ・剥奪 しえない
合法 な権利 である。 これが,本 罪成立 の前提 で ある。
(3)本 罪の主観面 は,殺 人の故意であ り,直 接故 意 と間接故意 を含
む。故意の心理 的態度 が ない限 り,本 罪 は構 成 され えない。
(4)本 罪の客観 面 は,他 人の生命 を不法剥奪す る行為であ る。故意
殺 人罪は,現 実 生活で は,作 為に よる場合 が多いが,不 作為 に よる場合 も
ある。例 えば,医 師が死 に致 らす ため に患者 に薬 を飲 ませ なか った ような
場合で ある。本 罪の対象 は他 人であ るが,こ の 「他 人」の性別 ・年齢 ・
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238条 不 法拘 禁罪 〈作法拘 禁罪>
239条 略取 罪 〈郷 架罪>
240条 婦女児童誘拐売買 罪 〈拐実 如女 、几__...>
241条 被 誘拐 売買婦女児童買収 罪 〈牧契被拐 実如女 、几童 罪>
242条 多衆被 買収婦女児童解放妨 害罪〈聚余阻碍解救被牧契的 如
女 、 几童 鴇>
243条 護告 陥害罪 〈座告陥 害雅>
244条 従業 員強制労働 罪 〈強迫取 工芳劫罪>
245条 不法捜索罪 く非法捜 査雅 〉 住宅不法侵 入罪 〈作法侵人住
宅 雅>
246条 侮辱罪 〈侮辱 罪 〉 誹誇 罪 〈封目労罪>
247条 拷問供述 強要罪 〈刑1刊逼供 …擢〉 証言暴 力強要罪 く暴力取
証 雅>
248条 被拘禁者虐待 罪 〈虐待被監管 人罪>
249条 民 族的仇 恨差別煽動罪 〈煽 劫 民族仇恨 、民族岐 視 雅>
250条 少数民族差別侮辱作 品出版 罪 〈出版政 視 、侮辱少数 民族 作
品 畢>
251条 宗教 信仰 自由不法剥奪罪 〈作法剥奪 公民宗教 信仰 自由罪 〉
少数民族 風俗習慣侵 害罪 〈侵犯少数 民族風俗)]慣 罪>
252条 通信 自由侵害罪 〈侵 犯通 信 自由雅>
253条 郵 便物電報 開封隠 匿殿棄 罪 〈私 自升折飯 、隠匿 、殿奔郎件 、
屯扱>
254条 報復 陥害罪 〈扱夏陥 害羅>
255条 会計統計 員打 撃報復罪 〈打 占扱夏会 汁 、統 汁人J1>
256条 選挙妨害罪 〈破杯 逸奉 罪>
257条 婚 姻 自由暴 力干渉 罪 〈暴 力 干渉婚 姻 自由罪>
258条 重婚 罪 〈重 婚畢>
259条 軍婚破壊 罪 く破杯軍 婚罪>
260条 虐待罪 〈虐待 罪 〉
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公民 の人身の権利 ・民主的権利 を害す る罪 とは,公 民 の人身お よびそ
れに直接 関連す る権利 を侵害す る行為,公 民が法 に基づ いて享有す る国家
へ の事務 管理権 ・社 会へ の政 治活動参 加権 を不法 に剥 奪 ・妨害 す る行
為,婚 姻 ・家庭 を妨 害す る行為 をい う。
この犯 罪の構 成要件 は,次 の通 りで ある。
(1)犯 罪の主体 は,多 くは 自然 人一般 であ るが,少 しは特殊 主体
〔身分のあ る者〕 もある。
(2)犯 罪の客体 〔法益 〕は,公 民 の生命 ・自由 ・健康等 の人身の
権利,ま たは人身の権利 と密接 に関連す るその他 の権利,公 民の民 主的権
利,公 民 の婚姻 ・家庭 に関す る権 利で ある。
(3)犯 罪の主観面 は,多 くは故 意であ るが,過 失 もある。
(4)犯 罪 の客観面 は,刑 法各則第4章 に定 め る公民 の 人身の権利
お よび民主 的権利 を侵 害す る各種の行 為で ある。
わが国 の刑法 は,公 民 の人身の権利 ・民 主的権利 を侵害す る罪 として,
全31条 に37の 罪名 を定め る。
232条 故 意殺 人罪 〈故意奈人 罪>
233条 過失致死罪 〈迂 失致 人死i':雅>
234条 故意傷害罪 〈故意侮害 罪>
235条 過 失重傷罪 〈辻失致人重侮 雅>
236条 強姦罪 〈強妊 罪 〉 幼女姦淫罪 〈妊淫幼女 罪>
237条 婦 女強制狼褻 侮辱罪 く強制狼 褒 、汚 辱如女 雅 〉 児童狼褻
罪 〈狼 褻兀童 罪 〉
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(15)1998年8月28日 最高人民 法 院 「外 国 為替詐欺購 入 ・同不法売 買刑事事件 の
審理 におけ る法律 の具体 的適用 に関する若干 の問題 の解釈」
。
(16)1996年12月12日 最 高人民 法院 「詐欺事件 の審…理 における法律 の
,具体的適用
に関す る若干 の問題の解釈」。
(17)1995年4,月20日 最高 人民法院 ・最 高人民 検察院 「ク レジ ッ トカー ド利用詐
{fig)
欺事件の処理 における法律の具体的適用に関する若干の問題 の解釈」。
税納税 証書 の虚偽作 成
いて1。
(19)ユ998年12月17日 最 高人民 法院 「不法 出版物 刑事事件 の審理 における法律 の
具体的適用 に関す る若干 の問題 の解釈」。
(20)ユ998年12月30日 全国 人民 代表 大会常務委 員会 「外国 為替 詐欺購 入 ・不法 移
1996年 ユ0月17日 最高 人民 法院 「『全 国人民代表大 会常務委 員会 ・付 加価値
・偽造 ・不法販売 の罪の懲罰 に関す る決定』の適用 につ
転 ・売買罪 に関す る決定 」
(21)1998年12月11日 最 高人民 法院 「不法 出版物刑事 事件 の審理 にお け る法律 の
具体的適用 に関す る若干の 問題 の解釈」。 こ こで い う 「不法出版物 」とは
,同 司
法解釈 ユ条 ～10条 に定 め られた出版物以外 の もの をい う。 す なわち,祖 国分
裂 ・国家統 一一の破壊 または国家政権お よび社会主義制度転覆 を煽動す る内容 の
出版物r著 作権侵 害出版物,少 数民 族 を差別 ・侮辱す る出版 物
,狼 褻 出版 物等
を除 く不 法 な出版物 であ る。
(22)1998年4月 ユ8日 国務 院 「営業活動 転売禁止 に関す る通知」
。
(23)前 注(15)。
(24)1999年9月2日 最 高人民 法院 「乗車券転 売刑事事件 の審理 に関する問題の
解釈」。
(948) 何 乗 松 編 著 ・ 刑 法 教 零卜,1}(各 論 編24章 ～29';テ)
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刑 法231条;単 位が 本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰 金 を科 す るほか ・
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接 責任者 は,前 記規定 に より
処罰 す る。
(1)実 際,犯 罪 の予備 形態の大 多数 は,証 拠 の収集 ・認定 に相 当 な困難が伴 う。
(2)全 国 人民代表 大会常務委 員会 「偽劣 商品生産販売罪 の懲 罰 に関す る決定 」以
前 には,わ が 国の刑法 は,そ の罪 につ いて専門の規定 を定 めていなか ったので・
裁判実務 は,有 毒 ・有害 食品 を生産 ・販売す る行 為 を公共安全 危害罪 として処
理 していた。その罪 名 も,事 情 を掛酌 して決 せ られ,「 有毒 有害食品生 産販売
公共安全 危害罪」 とされ るのが 一般 的であ った。
(3)こ こにい う企業基準 は,国 家 の強制基準 よ りも厳 格で なければな らない。 わ
が 国の産 品品質法 の規定 に よれば,国 家の強制基準 がある ときは,産 品は,こ
の基準 を満 た してい なけれ ばな らず,そ うでなければ偽劣商 品 となる。 国家の
強制 基準 が あ り,さ らに企業が 自 ら企業基準 を制定 して,こ れ を技術 監督 管理
部門 に報 告 して許可 され,そ の 産品の包装への印刷 に よ り消 費者の承諾が ある
ときは,こ の企業基準 は,国 家 の強制基準 よ りも厳格で なければな らない。 こ
の ような事情 下では,企 業の生産 した産品が国家の強制基準お よびその企業 基
準 の双方 を満 た さなけれ ば,な お偽劣 産品 となる。
(4)理 論上… 般的 に,武 装 による密輸援 護は,武 装密 輸援 護罪 として独 立の罪名
にすべ きだ と考 え られ ている。 なぜ な ら,武 装密輸援護 には,独 立の犯罪 要件
と法定刑 が定め られ,ま た,こ れが 各種密輸 罪の重罰情状 の…つ にす ぎない と
すれば,行 為者が別個 の貨物 ・物 品 を同時 に密 輸 した場 合,適 切な定罪 ・量刑
をな しえ ないか らであ る。 しか し,1997年12月9日 「中華 人民共和 国刑法施
行 におけ る罪名確 定 に関す る決定 」は,武 装密輸援 護罪 を一個 の独 立罪 名 とは
していない。
(5)最 高 人民法 院 「通貨偽造 ・偽造通 貨売買 ・偽 造通貨密 輸事 件の処理 におけ る
法律 の具 体的適用 に関す る若 干の問題の解釈」。
(6)1987年6月28日 最高 人民法 院 ・最高 人民検 察院 ・公安 部 ・司法部 「密輸
金転売の犯罪活動への厳重な打撃に関する通知」。
(7)1987年7月24日 最高 人民 法院 「ジャイア ン トパ ンダの狩猟 ・殺害 お よびそ
の毛皮 の売買 ・密 輸 の犯罪者 の厳重処罰 に関す る通知 」。
(8)1990年7月6日 最 高 人民法院 ・最高 人民検 察院 「狸褻物 刑事事件 の処 理 に
おけ る法律 の具体的適用 に関す る規定お
(9)1996年7月31日 最高 人民 法院 「廃棄物不 法輸 入刑事事件 の処理 にお ける法
律 の具体 的適用 に関する若干の問題 の解 釈」。
(10)1995年12月25日 最 高 人民法院 「収 賄 ・横領 ・流 用等 にかか る会社法 違 反刑
事事件 の処理 におけ る法律適 用 に関す る若 干の問題 の解釈」。
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その直接 責任 を負 う管理職 およびその他の直接 責任者 は
,前 記規定 によ り
処罰す る。
72商 品検疫免脱罪 〈逃避 商栓罪 〉
商品検疫 免脱罪 とは,輸 出入商品検疫法 の規 定 に違 反 して
,商 品の検査
を免 れ・商品検疫機関の検査 を要する輸入商品 を申告 しないで この未検査
商品 を販 売 ・使用 し,ま たは商 品検査機 関の検査 を要する輸 出 商品 を申
告 しないで この未検査 商品 を輸 出 して ,そ の情状 が重大 な行為 である。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は,一 般 主体 であ る。 自然 人 ・単位 を含 む
。
(2)本 罪 の客体はa市 場経 済の正常 な秩序 である。 わが国の輸出入
商品検疫 法 によれ ば,国 家商品検 疫官庁 は,対 外 貿易 の必 要 に応 じて「商
品検 査機 関が輸 出入商品 を検 疫す る商品種 類表」を制定 ・公 布す る
。 こ
の 「表」に定め るすべ ての輸 出入商品 ,お よび法律 ・行 政法規 に定 め る
商 品検 疫機 関の検 疫 を要す る商品は }商 品検 疫機関 ・国家の商品検疫官
庁 ・商品検 疫機 関の指定 す る検疫 機関 の検疫 を受 けねばな らない。商品
検疫 には,商 品の品質 ・規格 ・数量 ・包装等 に関す る安全基準 ・衛生 基
準 が含 まれる。商品検疫機関の検疫 を要す る輸出入商品は
,検 疫 を受 けず
に販売 ・使用 してはな らず,検 疫不合格 の商品 を輸 出 してはな らない。 こ
れ らの規定 に違反 して輸 出入検疫 を免 れ,情 状が重大 な ときは,犯 罪 とな
る。
(3)本 罪 の主観 面は,故 意であ る。
(4)本 罪の客観 面は,輸 出入商 品検 疫法の規定 に違 反 して
,商 品の
検査 を免れ,商 品検疫機関の検査 を要す る輸 入商品 を申告 しないで この未
検査 商 品 を販売 ・使用 し,ま たは商品検 査機 関の検査 を要す る輸 出商品
を申告 しないで この未検査商 品 を輸 出 して ,情 状が 重大 な行為 である。
H刑 事責任
刑法230条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期 懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併科 または単科す る。
(950) f圓∫褒 生公編 著 ・ 斤1」{去孝文不十匿鑑㌻(各 ・ロ命編24'ま 一29';r_1)
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刑法231条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 す るほか ・
その直接 責任 を負 う管理職お よびその他 の直接 責任 者は,前 記規定 によ り
処 罰す る。
10会 計 職員虚偽 証明書提供罪 〈中介姐 銀人n提 供虚假証 明文件罪 〉
会計 職員虚偽証明書提供罪 とは,資 産評価 ・資金確 認 ・資金証 明書確
認 ・会計 ・会計 監査 ・法律給付 等 の職 務 を担 当す る仲介組織 の職員 ・
単位 力㍉ 虚偽の証 明書 を故意 に提 供 し,そ の情状が 重大 な行 為 をい う。
本罪 の特殊犯罪構成 は,仲 介組 織 の職員 ・単位 が,他 人の財物 を強要
または不法収受 して,虚 偽 の証明書 を提供す る行為であ る。 この特殊犯罪
構成 は,行 為者 す なわ ち仲 介組織 の職 員 ・単位 に収 賄の故意 と虚偽 の証
明書 を提 供す る故意が あ り,客 観 的には収賄 と虚偽証明書 の提供があ る行
為 であ る。
刑 法229条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併科す る。他人 に財物 を要求 しまたはこれ を不法 に収受 して本
罪 を犯 した者 は,5年 以上10年 以 下の懲 役 に処 し,罰 金 を併科 す る。
刑法231条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰 金 を科す るほか ・
その直接責任 を負 う管理職 お よびその他の直接 責任者 は,前 記規定 によ り
処罰す る。
11会 計職 員証 明書 不実記載罪 〈中介姐銀人員 出具証 明文件重 大失実
罪 〉
会計職 員証 明書不実記載罪 とは,資 産評 価 ・資 金確 認 ・資 金証 明書確
認 ・会計 ・会計 監査 ・法律給付 等 の職務 を担 当す る仲介組 織 の職 員 ・
単位 が,職 責 を著 しく慨 怠 して提 出 した証 明書 に重大 な不実の記載 を し・
重 大 な結 果 を生 じさせ る行 為 を い う。
刑法229条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併科 または単科す る・
刑法231条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほかs
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(3)犯 罪 の主観面 は,故 意お よび営利 目的であ る。刑法227条 は,
本罪 の主観面 が営利 目的 とは明定 してい ないが ,本 罪 の客観面が 「転売」
行 為であ るこ とか ら,行 為者 は営利 目的 を有 してい なけ ればな らない
。
(4)犯 罪の客観 面は,乗 車券 または乗船券 を転売 して,そ の情状が
重大 な行為 であ る。重大 な情状 とは ,乗 車 券 ・乗船券 の転売 による不法
経営額 ない し不法利得 が巨額であ り,ま たはその他 の情状 が重大 なこ とを
い う。刑事司法 解釈 に よれば ,乗 車券 または座席 ・寝 台券,乗 車券予約
証書の価格 を吊 り上 げて転 売 しtそ の額面額 が5000元 以上
,あ るいは不
法利得 が2000元 以上 の場 合に,情 状 が重大 な乗 車券転売 とされる 〔24)
。旅
客乗車券転売 によ り治安処罰 を二 回以 上受 け,ま たは労働教養 を一回以上
受 けて2年 以 内 に再 び旅客乗 車券 の転 売 を行 った場 合 も,犯 罪 と して処
理 される。
皿 刑事責任
刑法227条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 ,拘 留 または管
制 に処 し・切符 価格の1倍 〔同額 〕以上5倍 以下 の罰金 を併 科 または単
科 す る。
刑法231条;単 位が 本罪 を犯 した ときは ,単 位 に罰金 を科す るほか,
その直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任 者は,前 記規定 によ り
処 罰す る。
9土 地使用権不 法譲渡転売罪 〈非法韓 辻 、倒嚢土地使用枳 罪 〉
土地使用権不法譲渡転売罪 とは,図 利の 目的 をもって,土 地管理法規 に
違反 し,不 法 に土地使 用権 を譲渡 ・転売 して ,そ の情状 が重大 な行為 を
い う。
刑法228条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以 下の有期懲役 または拘留 に処
しs不 法 に譲渡 または転 売 した土地使 用権価 格の5%以 上20%以 下の罰
金 を併科 または単科 す る・ この情状 が特 に重大 な と きは ,3年 以上7年
以 下の懲役 に処 し,不 法 に譲渡 しまたは転売 した土地使 用権 価格の5%
以上20%以 下 の罰金 を併 科す る。
{952) 何 乗 松 編 著 ・ 刑 法 教 科 置ll(各 論 編24'詮 一29';至)
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7有 価証 票偽造 販売罪 〈伽造 、倒 妻{力造 的有紛 票証罪 〉
有価証票偽造販 売罪 とは,乗 車券 ・乗船券 ・郵便切手 ・その他 の有価
証票 を偽造 し,ま たは これ らの偽造有価証票 を販売 して,そ の額 が高額の
行 為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪 の 主 体 は,一 般 主 体 で あ り,自 然 人 ・単 位 を含 む。
(2)本 罪 の客 他 は,有 価 証 票 の管 理 秩 序 で あ る。
(3)本 罪 の 主観 面 は,故 意 で あ る。 実 務 上,営 利 目的 もあ る のが 通
常 で あ る 。
(4)本 罪 の客 観 面 は,乗 車 券 ・乗船 券 ・郵 便切 手 ・そ の他 の有 価
証票 を偽造 し,ま たは偽造 された有価証票 を販売 して,そ の額が高額の行
為で ある。実務上,そ の他 の有価切 符 として,自 動 車の給油券 ・公園 入
場券 ・映画館 入場券 ・劇場 入場 券 ・競技観戦 入場 券 ・宝 くじなどが あ
る。
n刑 事責任
刑法227条;本 罪 を犯 した者 は,2年 以下 の有期懲役,拘 留 または管
制 に処 し,切 符価格 の1倍 〔同額 〕以上5倍 以下 の罰 金 を併科 または単
科す る。切符価格 が巨額 な ときはT2年 以上7年 以下の有期懲役 に処 し・
切符価格 の1倍 〔同額〕以 上5倍 以下の罰 金 を併科 する。
刑法231条;単 位が本 罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか ・
その直接 責任 を負 う管理職 お よびその他の直接責任 者は,前 記規定 によ り
処罰す る。
8乗 車乗船券 転売罪 〈倒妻牟票 、船票 罪 〉
乗車乗船券転売罪 とは,乗 車券 または乗船券 を転売 し,そ の情状 が重大
な行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)犯 罪 の主体 は,一 般 主体で ある。 自然 人 ・単位 を含 む。
(2)犯 罪 の客体 は,有 価証 書切符 の管理 秩序で ある。
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市場秩序 を撹 乱 し,そ の情状が重大 な行為(2〔)),②社 会秩序 を著 し く害 し,
市場秩序 を撹乱 す る不法 出版物 を国家の規定 に違反 して出版 ・印刷 ・複
製 ・発行 し,ま たは不法 な出版物 の出版 ・印刷 ・複製 ・発行 業務 に従事
して,市 場秩 序 を著 し く掩 乱 し,そ の情状 が特 に重大 な行 為(llf③ 国
家 の規 定 に違 反 して市場 秩序 を著 し く害す る連 鎖販 売活 動 を行 う行 為
{221
,④ 商品供給 を独 占 しまたは物価 を吊 り上 げて市場秩序 を著 し く掩乱
す る行為等が ある。
不法 営業行 為 は,そ の情 状が 重大 な ときに初 め て ,犯 罪 を構 成す る。
「重大 な情状」の意義 につい てr刑 法は明定 してい ない。不法営業 の違 い
に応 じて,「 重 大 な情状 」の基準 も異な る。関連す る司法解釈 に よれば
,
20万 アメ リカ ドル以上 の外国為替 を不法 売買 し,ま たは違 法所得 が5万
元 人民元以上 の場 合 に,そ の情状 が重大 とされ る(231。
II刑 事 責任
刑法225条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘 留 に処
し・不法収益 の1倍 〔同額〕以上5倍 以 下の罰金 を併科 しまたは単科す
る。その情状 が特 に重大 な ときは,5年 以上 の有期懲役 に処 し,不 法収益
の1倍 〔同額〕以上5倍 以下の罰 金 また は財産没収 を併科 する
。
刑法231条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほカ㍉
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任 者は,前 記規定 に よ り
処 罰す る。
6取 引強要罪 〈強迫交易罪 〉
取引強要罪 とは,暴 力 または脅迫 を用 いてs商 品売 買,労 務提 供 または
労務 享受 を強制 し,そ の情状 が重大 な行 為 をい う。
刑法226条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以 下の有期 懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併科 または単科す る。
刑法231条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に対 して罰金 を科す る
ほか,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接責任者 は,前 記規定
に よ り処罰す る。
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品の事業 ・輸 入 に関す る独 占営業販 売 を許可証制度 の下 に置 き,独 占 ・
暴利 ・背信 に よ り公正 な市場 秩序 を侵害す る行為 に必 要 な規制 を行 う,
と定 める。不法営業活動 は,こ の ような国家 の管理活動 を侵害す るもので
あ る。
(3)本 罪 の主観面 はr故 意お よび営利 目的であ る。
(4)本 罪 の客観面 は,国 家の規定 に違反す る不法営業 によ り市場秩
序 を撹 乱 し,そ の情状 が重大 な行 為であ る。刑法225条 お よび1999年12
月25日 「中華 人民共和 国刑 法改 正案」8条 に よれば,不 法経 営行為 には,
主 に次 の四つが ある。
1)許 可 な く法律 ・行 政法 規 に定 める独 占営 業 ・専 売の物品 ・その他
の売買 制限物 品の取引 を行 う行為 「独 占営 業 ・専売 の物 品」 とは,法
律 ・行 政法規 に定め る特 定 の官庁 ・単位 の みが営 業 しうる物 品,例 え
ば,煙 草 ・塩 ・金銀 ・貴 金属 ・軍用製品 ・密輸物 品 ・特別免 税物 品等
であ る。 「その他 の売買 制限物 品」とは,国 家が経済発展 の必 要 に応 じて
国家 ・市民の利益 を保護 す るため に一定期 間営 業 を制限す る物 品,例 え
ば,易 燃 易爆発性物 品 ・種 子 ・農薬 ・薬 品等 である。
2)輸 出入許 可書,輸 出入原産地証明書,そ の他 の法律 または行 政法規
に定 め る経営 許可書,許 可文 書 を売買す る行 為 「輸 出入許可書」 には,
輸 出量的制限許可書お よび輸出入許可 書が含 まれ る。「輸出入原 産地証明
書」とは,輸 出入貨物 ・技術 の原産地 を証 明す る有効 な証書 をい う・ 「経
営 許可書 ・許可文書」とは,法 律 ・行 政法規 の規定 に より国家の独 占経
営 ・独 占売買 ・制 限売買 の物品 を経営 する経営 許可書お よび許可文書 を
い う。例 えば,煙 草 ・塩 ・民用爆発 物 ・重要農業生産資料 ・薬 品に関す
る営業 許可書,森 林伐採 ・採鉱 ・狩猟 に関す る許可書,林 木 ・危険物 の
運輸許 可書等 であ る。
3)国 家の関連主管官庁 の許可 な く証券 ・先物 ・保 険 に関す る業務 を
不法営 業す る行為
4)市 場秩序 を撹乱 す るその他 の重大 な不法営 業行為 現在 の主要 な
もの としては,① 国家の定め る取引場以外 で不法 な外 国為替売買 を行 って
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続 を目的 として行 われ る・② 客観 的行為が異 なる
。契約 詐欺罪 に も民事
的詐欺 に も客観的欺岡行 為があるが,欺 岡行為 の内容お よび程度 に本 質的
な差異がある。契約詐欺罪 は,行 為者が契約事実 に関す る基本的 また は主
要 な内容 につ いて欺 岡 を行 って相手方 の財物 を騙 取 する ことを要件 とす
る。 これに対 して ・民 事的詐欺 は }事 実 を捏造 しまたは真 実 を隠匿 す る
が,履 行能力 ・労務 の品質 ・性 質等 を誇張 また は捏造す る にす ぎず
,そ
の行為 自体 は民事的活動 を内容 とする経済的利益 の獲得であ るが
,相 手 方
を欺 岡 して行 う財物 騙取 行為で はない
。
2.本 罪 と金融詐欺罪 との区別 行為者 が偽 造 ・変造 ・無効 の金融証
券 を利 用 して契約詐欺活動 を行 う場 合,本 罪 を構成 す るほか,金 融証券詐
欺罪 ・信 用証券詐欺罪 を も構成 しうる。本罪 と金融詐欺罪 とが競合 す る
ときは,重 い刑 の罪 に より処断す る。
皿 刑 事責任
刑法224条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期懲役 また は拘 留 に処
し,罰 金 を併科 しまたは単科す る。その額が巨額 またはその他 の情状が重
大 な と きは ・3年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 し
,罰 金 を併 科す る。 そ
の額が特 に巨額 またはその他の情状 が特 に重 大な ときは
,無 期懲役 または
10年 以上 の有期懲役 に処 し,罰 金 または財 産没収 を併科す る。
刑法231条;単 位 が本 罪 を犯 した ときは }単 位 に罰金 を科 す るほかs
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者 は
,前 記規定 に よ り
処 罰す る。
5不 法営業罪 〈非法軽 菅罪 〉
不法営業罪 とは・国家の規定 に違 反 して,不 法営業 を行 って市場の秩序
を掩 乱 し,そ の情状 が重 大 な行為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 はs一 般主 体であ り,自 然 人 ・単位 を含 む。
(2)本 罪 の客体 は,国 家の市場 管理活動 であ る。市場秩序 に対す る
必要 な規制 ・保護 を行 うため ,わ が国 の法律 お よび行政法規 は,一 定物
(956) f可兼松繍 ・刑法撚}、1}(各 論編24'詮 一2鯛
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を行 い,段 階的 に相手方 を誘惑 ・欺岡 して契約 の締結 ・履行 を させ る行
為 行 為者の現実 の履行 能力 の有無 は,同 人の 主体 的資格 ・資 金信 用状
況.経 営能力 ・経営状況 側 責状 況等 の嚇 に基づい て総合的1ご判断 し
なけれ ばな らない。
4)相 手方 か ら貨物 ・融資 ・前金 ・担保 の財産 を収受後r持 ち逃 げす
る行為 実務 ではr公 訴提起 を行 う側が行 為者 の財 産騙取 を証 明 しうる充
分 な証拠 を収集 しなければな らない.行 為者が一時 的に外出 し,ま たは主
観 的客観 的原 因に より召喚 に応 じないが,相 手方 の給付 ・貨物 ・前 金 ・
担保 の財産 を移転 ・隠匿 して いない と きは,騙 取 とは認め られ ない・
5)そ の他 の方法で相 手方 の財物 を騙取す る行為 その他 の方法 とは,
以上 の四行為以外の方法で契約詐欺 を行 うこ とをい う・例 えば・虚偽 の契
約 の締結 によ り他 人の仲介費 ・慰 謝料 ・交 際費 ・情報費用等 を騙取す る
場合,相 手方 の給付 した貨物 ・給付 金 ・前 金 ・保 証金等 の財 産 を浪費 し
て資金返還 を不 可能 に した場合 であ る。
契約 を利用 して相手方 当事者 か ら騙取 した財物が高額 であれば,犯 罪 を
成立 す るが,そ うで ない ときは犯罪 にな らない・「高 額」の量的基準 につ
いて,法 律は定め ていないが,司 法解釈 は,こ れ を明確 に鰍 しなければ
な らない。
2,特 殊 犯罪構成
(1)重 大犯罪構成 は,本 罪 の基本犯罪構 成 を充足 し,そ の額が巨額
また はその他 の情状 が重大 な行為 である。
(2)特 別重大犯 罪構成 は,本 罪 の基本犯罪構成 を充足 し,そ の額が
特 に巨額 またはその他 の情状 が特 に重大 な行 為であ る。
H定 罪
1.契 約詐欺罪 と民事詐欺 との区別 両者 の根本的 な相違は・次 の通 り
であ る。① 主観 的 目的が異 なる。契約詐 欺罪 は,契 約 の履行能力 ・履行
意思の ない行為者 によって,契 約利用 による相手方当事 者の財物 の不法領
得 を目的 と して行 われ る。 これ に対 して,民 事的詐欺 は,契 約の履行 能力
お よび履行意思 を有す る行為者 によって,他 人の財物領得 ではな く経営継
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し,罰 金 を併科 または単科す る。
刑法231条;単 位が 本罪 を犯 した ときは
,単 位 に罰金 を科 するほか,
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者 は
,前 記規定 によ り
処罰 す る。
4契 約 詐欺 罪 〈合 同昨騙罪 〉
契約詐欺罪 とは,不 法 領得 の 目的 を用 いて,契 約の締結 または履行 の過
程 において,事 実 を捏造 しまたは真実 を隠匿 して
,相 手方 当事者 の財 産 を
騙 取 し,そ の 額 が 高額 な行為 をい う。
1犯 罪構城
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,一 般 主体で あ り,自 然 人お よび単位 を含む。
(2)本 罪 の客体 は,公 私 の財物 お よび市場 の秩序 であ る
。
(3)本 罪の主観 面 は,故 意お よび不法領得 の 目的である
。行為者が
不法領得 の 目的 な く客観 的原因 によ り契約履行が不能 になった ときは
,犯
罪 にな らない。
(4)本 罪 の客観面 は,契 約の締結 または履行 の過程 にお いて
,事 実
を捏 造 しまたは真実 を隠匿 して相手方 当事 者の財産 を騙取 す る行 為で あ
る。刑法224条 によれ ば ,契 約詐欺行為 には,次 の五形態が ある。
1)架 空 の単位 名義 または他 人名義 を冒用 して契約 を締結 す る行為
これは ・架空の単位名 または他 の単位 ・個 人名 を冒用 して他 人 と契約 を
結ぶ行為・す なわ ち身分 を詐称 して他人 と契約 をす る行為 である
。契約 当
事 者が脱 法 目的で身分 を詐称 して契約 を締 結 して も
,相 手方 当事者がその
真 実の 身分 を知 る場合 は,身 分詐称契約 に な らない
。
2)偽 造 ・変造 ・無効 の 手形 またはその他 の虚偽 の財産権証 明書 を担
保 に供す る行 為 この手形 とは ,為 替手 形 ・約束手 形 ・小 切手 ・信用証
書'銀 行預 金証書等 の金融 手形 をい う。 虚偽 の財産権証 明書 とは
,虚 偽
の動産 ・不 動産 の所有権証 明書 をい う。
3)現 実 に履行無能力に もかかわ らず,少 額契約 または契約の一部履行
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に紹 介す る商業的広告 をい う。広告 法お よび不正競争 防止法 によれば,広
告 に虚偽内容が含 まれてはな らず,消 費者 を欺岡 し錯誤 に陥 れて誘導す る
こ とも許 されない。 この ように,虚 偽広告行 為は,公 正 な競争 に よる市場
経済秩序 ・消 費者 の権益 を侵 害す る行為 の一つ であ る。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意 であ る。
(4)本 罪の客観面 は,法 律規定 に違 反 した広告 によ り商 品 ・労 務
の虚偽 宣伝 を行 う行為 であ る。す なわち,広 告 主 ・広告事業者 ・広告提
供者が法律 ・行政法規 に違反 し公平 ・誠実 ・信義 の原則 に反す る広告 に
よ り,商 品の品質 ・成分 ・性能 ・用途 ・製造者名 ・有効期 限 ・産地等
の事実 または労務 の品質 ・性 質 ・価格 ・提供者 名等 の事情 につ き他 人 を
誤解 させ る虚偽宣 伝 を行 って,消 費者 を欺 岡 ・誘 導す る行 為であ る。
虚偽広告行為の情状が重大であれば犯罪 を構成す るが,そ うで ない とき
は犯罪 にならない。法律 は,重 大 な情状 について具体的 な内容 を明定 して
い ない。実務 で は,虚 偽広 告 を利用 して商品役務 を提供 し,そ の不法所得
が高額 の場合,虚 偽広告 によ り公衆 に詐欺的行 為 を行 って多大 な損失 を生
じさせ た場合,虚 偽広告 に よる劣悪 な社会 的影響その他 の重大 な結果 また
は重大 な情状 が ある場合 に,そ の情状 が重大 とされる。
n刑 事責任
刑法222条;本 罪 を犯 した者 は,2年 以 下の有期懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併科 または単科 する。
刑 法231条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか ・
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者 は,前 記規定 に より
処罰す る。
3入 札談合 罪 〈串通 投祢罪 〉
入札談合 罪 とはf入 札者がs相 互通謀 に より入札価格 を談合 して・発注
者 またはその他 の入札者 の利益 を侵害 し,国 家 ・集 団 ・公民 の合法 的利
益 に損害 を与 える行為 をい う。
刑法223条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲 役 または拘留 に処
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曲の場 合 もあ る・r他 人」 は 游 定 賭 または単位 で なけれ ばな らない
。
実務 では・行為者が虚偽の事実 を捏造 流布す る際 に
,氏 名 を明示 しな くて
も ・対 象の者 ・単位の 客観 的推 測力ご可能 であれば 游 定 の者 また は単位
の商業 ・商品の信用殿損 と認め られる
。
他 人 の商業 商 品の信 用殿損行 為 によ 馳 人 に重大 な損失 を与 え
,ま




刑法221条;本 罪 を犯 した者は ,2年 以 下の有期 懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併科 または単 科す る。
刑 法231条;戦 が本罪 を犯 した ときは
s単 位 に罰金 を科 す るほか,
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者は
,前 記規定 によ り
処 罰す る。
2虚 偽広 告罪 〈虚假J告 罪 〉
虚偽広告 罪 とは,広 告主 ・広告事 業者 また は広告提供者 が法律 規定 に
違 反 した広告 を行 って商品 ・労務 につ き虚 偽の宣伝 をL
,そ の情状 が重
大 な行為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は,特 殊 主体す なわち広告 主 ・広告事業 者 ・広告
提儲 である・広 告主 とは滴 品販売 また1ま労務提供 のため に泊 ら広 告
の企画 ・作成 ・放 送 を行 い,ま たは他 人 に依頼 して行 う単位 ・個人 をい
う・広告事 業者 とはs委 託 を受 けて広告 の企 画 ・作成 ・代 理提供 を行 う
単位'個 人 をい う・ 広告提 儲 とは ,広 告 主 または広告主 の依 頼す る広
告事業者 のため に広告 を提供 す る単位 ・個 人 をい い
,主 にラ ジオ.テ レ
ビ ・新聞 ・雑誌等 のマス メデ ィア組織 で ある
。
(2)本 罪の客体 は,公 正な競争 による市場秩序お よび消費者の合法
麟 である・広告 とは商 品糖 者 また1ま労務提 儲 槽 用 を負担 し
汀
定の媒介 ・形式 を通 じて 自己の販 売商品 または提供労務 を酵 澗 接 的
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示 ・使 用す る者が,窃 盗 ・誘 引 ・脅 迫の手段 で商業秘密 を取得 した こ と
を知 りまたは知 るべ きなの に 潤{系 機 関 また は権利者 に通報 嫡 発'指u
止せず にこの商業 的秘密 を獲得 ・使用 ・開示 した場 合で ある・
商業秘密 の侵害行 為が権 利者 に重大 な損失 を与 えれ ば犯罪が成立す る
が,そ うで ない ときは犯罪が 成立 しない。
H刑 事責任
刑法219条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併 科 または単科 す る。結 果が特 に重大 な ときは,3年 以上7
年以下 の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科 す る。
刑法220条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰 金 を科 す るほか ・
その直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者 は,前 記規定 に より
処罰 す る。
第9節 市場秩序を害する罪
1商 業商 品信 用鍛損罪 〈損 害商 」倍誉 、商 品声誉罪 〉
商業 商品信用殿損罪 とは,虚 偽の事実 を捏造 して流布 し,他 人の商業 ま
たは商品の信用 を殿損 して,他 人に重 大な損失 を与 えまたはその他 の情状
が重大 な行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,一 般 主体で あ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪の客体 は,他 人の商業 と商品の信用お よび公正競争の市場
秩序 で ある。商業 の信 用 とは,製 造者 ・経営者 の良好 な資 産 ・能力 ・信
用.姿 勢等 をい う.商 品の信 用 とは 滴 品の 良好 な品賢 性能 用途等
をい う。
(3)本 罪の主観 面 は,故 意で ある。
(4)本 罪の客 観面は,虚 偽 の事実 を捏造 して流布 し,他 人の商業 ま
たは商 品の信 用 を殿損す る行 為であ る。虚偽事実 の捏造流布 とは・真実 に
反す る事情 を捏造 し流布す る ことをいい,事 実無根 または部分的事実の歪
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(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ る。
(4)本 罪 の客観面は,不 法 な手段 で他 人の商業秘密 を侵害す る行 為
である。「商業秘密」とは ,権 利 者の経 済的利益 と実用性 が あ り,か つ権
利者が秘密保護 の措 置 を講 じている非公 知の技術 的情報 ・経営 的情 報 を
い う。「非公 知」とは,一 定 の限 られ た範囲 の者 のみの商業秘密 認知 に と
どまる未公 開の状態 をい う。公 開 され一般公衆 に知 られた技術 的情報 ・
経営 的情報 は・商業秘密 でない。権 利者の経 済的利益 と実用性が
,商 業秘
密 の不 可欠 な特徴 の一つ であ る。 権利者 の経 済的利益 ・実用性 の ない情
報 は,商 業秘密 でない。商業秘密の もう一つの要件 は
,権 利者 による秘密
保護措 置の実施であ る。権利者が秘密保護 の措 置 を講 じず
,一 般 人が容易
に取得 しうる情 報 は,商 業秘 密で ない。 この 「権 利者」とは
,商 業秘密 の
所 有者,お よびその使 用許可 を受 けた者 をい う。
刑法219条 に よれ ば,商 業秘密 の侵害行 為 には次 の形態 があ る
。
1)窃 盗 ・利益 誘導 ・脅迫 ・その他 の不正 の手段用 いて
,権 利者の商
業秘密 を取得 する行為 これは,商 業秘密 の権利者 以外 の者が商業秘密 を
侵害 する主 な手段 で ある。 「その他 の不 当の手段」とは
,前 記以外の方法
で商業秘密権利 者の意思 に反す る手段 を用 いる ことをい う
。
2)権 利者の商業秘密 を開示 し,使 用 し,ま たは他 人に使 用 させ る行 為
これは商業 秘密侵 害 に接続 す る行 為で ある。 「開示」とは,行 為者が不
正手段 を用 いて取得 した商業秘密 を他 人に提 供公 開す ることをい う
。「使
用」 とはr自 己が不法 に取得 した商業秘密 を生産 ・経営 に用 いる ことを
い う。 「他 人 に使 用 させ る」 とは
,自 己が取得 した商 業秘密 を他 人 に無
償 ・有償で生 産 ・経営 の ため に使用 させ る ことをい う。
3)約 定 または権利者の商業秘密保持 の要求 に違反 して
,そ の保持 す る
商業秘密 を開示 し,使 用 しaま たは他 人に使用 させ る行 為 これ らの権利
侵害行為 は,商 業秘密 の使 用者 も所 有者 も行 い うる。実務で は,商 業秘 密
権利 者の使用 人が商業的秘密の保持義務 に違反 して侵害す ることが 多い
。
4)以 上の三行為である と知 るべ きまたは知 りなが ら
,他 人の商業秘密
を取得 し ・使用 しrま たは開示 す る行 為 これは
,他 人の商 業秘密 を開
(962) 何 兼 松 編 著 ・ 刑 法 教 科,1芋(各 論 編24章 ～29';r_
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その直接責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任者 は,前 記規定 によ り
処罰す る。
営利 目的で刑法217条 に定 める著作権侵害行 為の一つ を行 って,個 人の
違法所得が20万 元以上 または単位 の違法所 得が100万 元以上の ときは,
「違法所得が特 に巨額」にあた る。 また,① 個 人の不法経営額が100万 元
以上 または単位 の不法経営 額が500万 元 以上 の とき,② その他 の特 に重大
な結果 を発 生 させ た ときの一つ に該 当す れば,「 特 に重大 なその他 の情
状」 にあた る もの とされる。
6著 作権侵害製 品販 売罪 く梢告 侵枳夏制 品罪 〉
著作権侵 害製品販売罪 とは,営 利 目的で権利侵 害複製品 をそれ と知 りな
が ら販売 し,そ の不法所得 が巨額 な行為 をい う。
この 「権利侵害複 製品」とは,刑 法217条 に定 め る他 人の著作権が侵害
された物 品,す なわち著作権侵 害の作 品 ・図書 ・音響画像作 品お よび他
人の署 名盗用 の美術作 品 をい う。
刑法218条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下 の有期懲役 または拘 留 に処
し,罰 金 を併科 また は単科す る。
刑法220条;単 位 が本 罪 を犯 した と きは,単 位 に罰 金 を科 す るほか,
その直接責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任者 は,前 記規定 によ り
処罰す る。
7商 業秘 密侵害罪 〈侵犯 商曲秘密罪 〉
商業秘密侵 害罪 とは,窃 盗 ・利益 誘導 ・脅迫 ・そ の他 の不正 の手段 を
用 いて,他 人の商業的秘密 を侵害 し,そ の権 利者 に重大 な損失 を与 えた行
為 をい う。
1基 本 犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,一 般主体 であ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪の客体 は,商 業秘密保有者 の秘密権,関 連す る経 済的利益
お よび市場経済 の秩序であ る。
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2)他 人が出版専有権 を有す る図書 を出版 す る行為 「出版」とは
,編
集加 工 した作 品 を複 製 して公衆 に発行提 供す る ことをい う
。 出版専有権
とは・出版者が・契約 に定 める期 間 ・地区で著作権者 の提供作 品 を
,原 版
または改訂版 の図書 として,出 版す る独 占権 をい う。出版専 有権 は,出 版
者が,著 作権者 の授権 に基づ いてr取 得 す る著作権 に関連する重 要権益で
ある。
3)録 音録画 制作 者の許可 な くその録 音 ・録画 を複 製 ・発行 す る行為
この行為 は ,他 人 の著作権侵 害行為 の一種 であ る。
4)他 人の署 名 を盗用 して美術作 品 を制作 または販売する行為 「美術
作 品」とは ・図画 ・・書道 ・彫 刻 ・建築等の線状 ・色彩等 の様式 で形成 さ
れる審 美的 な平面 ・立 体の造型技術作 品 をい う
。
他人 の著作権侵 害の違法所得が 高額 またはその他 の情状 が重大 な とき
にのみ・犯罪 となる。 そ うで ない ときは犯罪 にな らない
。裁判実務 では,
他 人の著作権 を侵害 して,個 人の違法所得 が5万 元 以上 または単位 の違
法所 得が20万 元 以上の場合,「 高 額の違 法所得」 とされ る
。 また,① 著
作権侵 害 に よ り行政責任 また は民 事責任 を二 回以 上追 及 されてか ら2年
間にs刑 法217条 に定 め る著作権侵 害行為 の一つ を犯 した場合
,② 個 人の
不 法経営 額 が20万 元 以上 また は単位 の不法 経営 額が100万 元以上 の場
Q③ その他重大 な結果 を発生 させた場 合の一つ に該 当す る ときは
s「 そ
の他 の情状 が重大」 とされるS19}。
2.特 殊 犯罪構成
本 罪の特殊 犯罪構成 は,重 大犯罪構成 の一種であ り
,本 罪 の基本犯罪構
成 を充足 し,か つ違法所得 が巨額 またはその他 の情状 が特 に重大 な行為 を
い う。
II刑 事責任
刑法217条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下 の有期 懲役 または拘留 に処
し・罰金 を併科 または単科す る。不法所得 が巨額 またはその他 の情状 が特
に重 大 な ときは・3年 以上7年 以 下の有期懲役 に処 し
,罰 金 を併科 す る。
刑法220条;単 位が本 罪 を犯 した ときは r単 位 に罰金 を科す るほか,
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5著 作権侵害罪 〈侵犯 著作枚 罪 〉
著作権侵 害罪 とは,営 利 目的 をもって,他 人の著作権 を侵害 し,そ の違
法所得が高額 またはその他 の情状が重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,一 般 主体 であ り,自 然 人お よび単位 を含む。
(2)本 罪の客体 は,著 作権 お よび著作権 に関する権益 である。著作
権 とは,文 学 ・芸術 ・科学作 品の作 者が これ らを占有 ・使用 ・収益'
処分 し,他 人の不法 な干渉 を排 除す る専有権 をい う。中華 人民共和国著作
権法10条 によれば,著 作権 は,人 身 的権利 お よび財産的権利,す なわち
発 表権 ・署名権 ・訂正権 ・作 品一体化 の維持権 ・使用権 ・収益 権 を有
す る。本 罪の保護法益 は,主 に著作権 であるが,出 版専有権 ・氏 名権等
も含 む。 もっ ともs後 者 は著作権 と関連す る権利であ るか ら・著作権侵害
罪 は,正 確 には著作権 お よび著作隣接 権利 を侵 害す る犯罪の総称であ る。
著作権お よび これ に隣接す る権利 の保護iは,社 会主義 の発展繁栄 に とって
重要 な意義 ・役割 を有す る。
(3)本 罪の主観 面 は,故 意 お よび営利 目的で ある。
(4)本 罪 の客観 面 は,他 人の著作権 を侵 害す る行為 であ る。刑法
217条 に よれば,著 作権侵 害行為 には次 の形態 があ る。
1)著 作権 者 の許 可 な く文 字作 品 ・音楽 ・映画 ・テ レビ ・録画作
品 ・電子計 算機 ソ フ トウ ェア ・その他の作 品 を複製 また は発行 す る行為
中華 人民共和 国著作権法 施行条例 の関係規定 によれ ば,「 複製」とは,
印刷 ・コ ピー ・模倣 ・拓 印 ・録音 ・録画 ・複 写等の方法 で作 品の一部
または全部 を製作 する行為 をい う。 「発 行」とは,公 衆 の需要満 足の ため
に販売 ・賃貸等 の方法で公衆 に一定数量 の作 品複 製品 を提供す る行為 を
い う。 刑法217条 は,複 製 と発行 のこ行為 を並規 す るが,行 為者 が二行為
とも行 う必要 はない。立法趣 旨か らす れば,行 為者が複 製 ・発行 の一つ
を行 えば,本 罪が成立 する。例 えば,複 製後発 行前 に検挙 された行 為者,
発行 のみ を行 い複製 は しなか った行 為者 に も,本 罪が 成立す る。
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(1)本 罪 の主体 は,一 般 主体であ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪 の客体 は,国 家の特 許管理制度 お よび他 人の特 許権で あ
る。
(3)本 罪の主観 面は,故 意 であ る。
(4)本 罪 の客観面は,他 人 の特 許 を冒用す る行 為であ る
。わが国 の
特 許法 によれば,特 許権 の所 有者 ・保有者す なわち特 許権 者は
,特 許の独
占権 ・専用権 を享有す る。 いかな る単位 お よび個 人 も
,特 許権 者の許可
な く(強 制 された場合 は除 く) ,そ の特 許 を使用 して はな らない。す なわ
ち,そ の特 許製品の権 限 な き製造 ・経営 の 目的で製造 ・使 用 ・販売 を し
てはならない。特許冒用行為 には,次 の形態がある。第 一は,製 造 ・使用 ・
販売す る製品 に特許権者の同意 な く特 許権 者の氏 名 ・特 許の名称 ・特許
の番号 ・その他 の特許標 章 を表示す る行為 である
。第二 は,生 産経営 目的
で特 許権者 の許可 な く特許製 品を不法 に製造 ・使 用 ・販売 す る行為 また
はその特 許方法 を使用す る行為 である。第三は,他 人の特許標章の偽造.
無権 限製造行為 または偽造 ・無権 限製造の特許標章販売行為で ある
。
n定 罪
特 許冒用 と特 許名 冒用行 為 との区別 特許の冒用 は
,他 人の特 許を無権
限使用す る行為であ る。 これ に対 して,特 許名の 冒用 は,自 己の特許が保
護期限満 了で無 効 にな り,ま たは訴 訟で無効 を宣 言 されたに もかかわ ら
ず ・特 許 を取得せず,行 為 者が営利 目的 で非特 許製品 を特 許製 品 と詐 称
し・または非特許方法 を特許方法 と詐称す る行為であ る
。特許 冒用の情状
が重大 な行 為は犯罪 となるが,特 許名冒用行為 は犯罪 にな らず,違 法行 為
と して行政処罰の対象 となる。
皿 刑事責任
刑法216条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併科 または 単科 す る。
刑法220条;単 位 が本 罪 を犯 した ときは ,単 位 に罰金 を科 す るほか,
その直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者 は
,前 記規定 によ り
処 罰す る。
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使 用権 であ る。 わが 国 の商標管 理法 に よれ ば,法 に よ り印刷 製作 ・捺
染 ・製版 ・刻字 ・織字 ・焼付 ・鋳 型 ・抜押 ・標章表示等 の業務 に従事
す る企業 または 自営業 者が商標 を印刷 ・製造 す る ときは ・県級 以上の商
工行政管理 機関が発給 す る 「指定印刷 商標証 明書」を取得 し,商 標権利者
の委託 を受 けなければ,商 標 を印刷 ・製造す る ことが で きない・他人の
登録商標 を権 限 な く印刷 ・製造す る こ とは,厳 禁 され る・本規定 に違 反
して他人の登録商標の表章 を製造す れば違法 になる。その うち,商 標権利
者の同意 委託 を受 けず 池 人の登録商季票の標 章 を繊 な く製造す る行
為は,そ の情状 が重大 な ときは,犯 罪 とな る。
(3)犯 罪 の主観面 は,故 意で ある。
(4)犯 罪の客観面 は,登 録商標 を偽造 商 品を製造 ・販売す る行 為
である。卸売 であれ小売 であれ,自 己のための販売であれ他 人の ための販
売で あれ,他 人 を教唆 ・雇 用 して行 う自己 のための販 売で あれ他 人 に教
唆 ・雇 用 され て行 う他 人のための販売で あれ,す べ て販売 であ る。登録
商標偽造商 品 とは,登 録商標 の所 有者 の許可 な く,そ の登録商標 と同一の
商標 をつ けた同種 の商品 をい う。
登録 商標の標章 の不法製造 お よび不法製造 された登録 商標 の標 章 の販
売 は,そ の情状 が重大 な ときにのみ犯罪 となる。そ うで ない ときは,犯 罪
とな らない。
刑法215条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 ・拘留 または管
制 に処 し,罰 金 を併科 または単科す る。その情状が特 に重大 な ときは,3
年以 上7年 以下 の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科す る。
刑 法220条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか ・
その直接責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者 は,前 記規定 に より
処 罰す る。
4特 許 冒用罪 〈假 冒を利罪 〉
特 許 冒用罪 とは,他 人の特 許 を冒用 し,そ の情状が重大 な行 為 をい う・
1基 本 犯罪構成
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可 な く同{種 類 商品 にその登録商標 と同一の商標 を使 用する行為 であ る
。
この 「使用」には ・生 産 にお ける使用 と騎 にお ける使用 とが含 まれ る
。
行為者が登録商標 冒用商品 を製造 ・販売す る ときは
}後 罪 となる.な ぜ な
らに の製造販売行 為は・「その登録商標 と同一 の商標 を同種 類の商品
に使用す る」行 為 に他 な らないカ・らである
.こ れ に対 して,本 罪の行 為
は・登録商標 冒用商品 と知 りなが ら販売す る行為であ り
,販 売領域 のみ に
限 ら姓 産領域 で は発 生 しない・他 人が登 鏑 標 を翻 して印刷 唄 占
付'添 付 し嫡 品 を販売 した ときは ,こ の販売行賭 には本罪が成立 す
る。例 えば,行 為者が商品販売の実行 時に
,登 録商標所有者の許可 な く冒
用 され た登録商標標 章が 当該商 品 に印刷 ・貼付 ・添付 され ていた と き
は・後罪 として処断 され る・行為者,.共 同犯罪の故意 で登録商標 冒用商品
製造者 のため に当該 商品 を販売す る ときは
r後 罪の共犯 と して処断 され
る。
皿 刑事責任
刑法214条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以 下の有期 懲役 または拘留 に処
しr罰 金 を併科 または単科す る。売上 金額が巨額 な と きは,3年 以上7
年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併 科す る。
刑法220条;単 位が本罪 を犯 した ときは ,単 位 に罰 金 を科 す るほか}
その直接 責任 を負 う管理職お よびその他 の直接 責任者 は
,前 記規定 に よ り
処罰す る。
3登 録商標偽造 不法製造販売罪 〈非法 制造
、蛸魯非 法制造 的商椋 栃i
枳罪 〉
登録商標偽造不法製造販 売罪 とは,他 人の登録商標の標章 を偽造 もしく
は撫 な く製造 しは たは偽造 もしく1ま撒 な く製造 され燈 録 商標 の標
章 を販売 し,そ の情状 が重大 な行為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,一 般主体 であ り s自 然人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪の客体は,国 家の商標管理制度お よび他 人の登録商標専属
(968)
(2}
f脈 松繍 ・刑法教 科 、韮#一(繍 編24軒29'勧
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本罪の客体は,国 家 の商標 管理制度お よび他人の登録商標の専
用権 で あ る。
(3) 本罪 の主観面 は,故 意であ り,行 為者が登録商標 冒用商品 をそ
れ と知 りなが ら販売す る行 為であ る。行為者が登録商標 冒用商品 をそれ
と知 らず に販売 して も,本 罪 は成立 しない・本罪の主緬 にお ける「知 り
なが ら」の認定 は,複 雑 かつ困難 な問題であ る。実務で は,次 の諸 点か ら,
行為者 の主観面 が認定 され る。① 登録商標 冒用商品の卸売 ・小売価格 お
よび当該商標 の知 名度 卸売 ・小 売価格 が明 らか に市場価格 よ り低 く,
当該 登録 商標が国家商工局 に認定 された知名商標である ときは,行 為者が
「明 らか に知 る」もの と認定 され る。② 当該商 品 に対す る行 為者の認知程
度 行 為者 の長期 にわたる当該商 品の卸売 ・小 売業務 の経 験か ら して,
当該 商品 の真偽 に対す る認識程 度が高い ときは・「明 らか に知 る」もの と
認定 され る.例 えば,行 賭 が登録商 票冒用商 品の販売 に より反復 的に行
政処 分 を受 けている場合等 であ る。③ 登録商標 冒用商品の流通経 路 ・取
引 の時 間 ・場所 ・方式等 の正常性 これ らが 正常 で ない とき,ま たは売
買 の当事者 間に正常 な取引 関係 が ない とき1よ,行 儲 が 「明 らか に知 る」
もの と判断 される。行為者 の主観面 の認定 は,こ れ ら三事情の他 に・その
他 の事 情 も勘案 した総合 的判 断が求め られる こ とが多い。
(4)本 罪の客観面 は,登 録商標 冒用商品 を販売す る行為である。販
売 には,卸 売 ・小 売,自 己 または他 人のための販売,他 人 を雇 用 して行
う自分の ための販売,他 人 に雇 用指 示 されて行 う販売 があ る。登 録商標
冒用商 品 とは澄 録商標所 有者 の許 可な く,n種 類商品 にその登録商標
と同一 の商標 を使 用 した商品 をい う。
当該商品販売の売上が高額であれば犯罪 を構成す るが,そ うで ない とき
は犯罪が成立 しない。
り...
本罪 と登録商標 冒用罪 との区別 両罪の主 な相違 は・次の点にある・①
行為対象が異 なる。後罪 は他 人の登録商標 であ るが,本 罪は登録商標 冒用
商 品であ る。② 行為の形態が異 なる。後罪の行為は,登 録商標所有者の許
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いが,商 標 権侵害行 為 になる。
他 人の登録 商標 を冒用 しその情状力書重大 な ときに犯罪が成立 し
,そ うで
ない ときは犯罪 にな らない。重大 な情状 とは
,他 人の登録 商標 を冒用 して
不法取得 または売上 の額が高額 の場合 ,不 法経営 が高額の場 合,数 回の教
育 を受 けて も権利侵 害 をやめない場合 ,重 大 な結 果 ・劣悪 な社 会的 ・国
際的 な影響 を生 じさせ た場 合 をい う。重大 な情状 の具体的 な意味 につ い
ては,司 法解釈 が これ を解釈すべ きであ る
。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特 殊犯罪構 成は,重 大犯罪構成 の一種で あ り
,本 罪の基本犯罪構
成 を充足 して,か つ その情状 が特 に重大 な行 為であ る
。
II定 罪
他 人の登録商標 を冒用する商 品自体が偽劣商品であ る ときは
r本 罪 と偽
劣産 品生産販売罪 とが競 合す る。登録商標所有 者の許可 な くその登録 商
標 と同一 の商標 を同一種類の商 品 に使 用 し,か つそ の生産.販 売 にかか
る商品が偽劣商 品であ って,本 罪お よび偽劣 産品生産販売罪の双方 を構 成
して も,重 い刑 の罪 によ り処断 され
,数 罪併 罰 〔併 合罪〕 にな らない。
皿 刑事責任
刑法213条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
しr罰 金 を併 科 また は単科す る。その情状 が特 に重 い ときはT3年 以上7
年以下 の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科 する。
刑 法220条;単 位 が本 罪 を犯 した ときは r単 位 に罰金 を科 す るほか,
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接青任者 は
,前 記規定 に よ り
罰 し,数 罪併 罰 〔併 合罪 〕 としない。
2登 録商標 冒用 商品販 売罪 〈蛸魯假 冒注冊商1的 商品罪 〉
登録商標 冒用 商品販売罪 とは,登 録 商標 冒用商品 をそれ と知 りなが ら販
売 し,そ の売上が 高額 の行為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 はs一 般主 体であ り r自 然人 お よび単位 を含 む。
(970) f、尉 公繍 ・ 刑 法 教 科1・e-i(各 ・㈱2璋 一29';窒)
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第8節 知的財産権を害する罪
1登 録商標 冒用罪 〈假 冒注冊商祢 罪 〉
登録商標 冒用罪 とは,登 録商標の所有 者の許 可な く,そ の登録商標 と同
一の商標 を同一種類 の商 品に使 用 し,そ の情状 が重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪の 主体 は,0般 主体で あ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪の客体 は,国 家の商標管 理制度 お よび他 人の登録商標専用
権 で あ る。商標 は,商 品 の製造 者 ・経営 者が 自己の販売商 品 と他 の製造
者.経 営 者 の商 品 とを区別す るため にイ吏用す る標章で ある・商標 は無形
財産権 の一種であ り,商 標専用権は工業財産権 の一種であ る。商標 お よび
商標専 用権 は,商 品の 品質保障 ・商標 の信用維持 ・消費者 の利益補償 ・
市場経済 の発 展繁栄の促 進 に とって重要 な意義 ・役割 を有す る。 それゆ
え,国 家 は,商 標法 を定 めて商標 管理 を強化 し,商 標 の専 用権 を保 護 して
い る。他 人の登録商標 を冒用する行為 は,国 家 の商標管理制度 お よび他人
の商標専 用権 を侵 害す る行 為で ある。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ り,過 失 は本罪 を構 成 しない。
(4)本 罪の客観 面は,登 録商標 の所有者 の許可 な く,そ の登録商標
と同一 の商標 を同一種 類の商 品に使用す る行為であ る・ 「登録商標 の所有
者」 とは,登 録 商標 を取得 した会社 ・企 業 ・単位 ・自営 業者 ・外 国会
社.外 国企 業 ・外 国 人 をい う。 「登録 商標 の所 有者 の許 可の ない」 こと
が本罪 成立 の前提条件 であ り,登 録商標 の所有者の許可があればi法 定手
続 を経 な くて も犯罪 にならない。 「その登録商標 と同一の商標 を同一種類
の商 品 に使 用す る」こ とは,本 罪成立 に不可欠の要件で ある。行為者が 同
一種類 の商 品に未登記商標 と同一の商標 を使用す るときは,犯 罪 に も権利
侵 害 に もな らない。同一種類 の商品 に他 人の登録商標 と類似 す る商標 を
使 用す る場合,類 似 商品 に他 人の登録商標 と同一 の商標 を使用す る場合 ・
類似商 品に他 人の登録商標 との類似商標 を使用す る場合 は・犯罪 にな らな
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その 直接 責任 を負 惜 聡 お よび そ の他 の 直験 儲 は
s前 記 規 定 に よ り
処 罰 す る。
12税 還付申鵠 不法販売罪 く非法出嘗用干轍 出ロ退税 繍 税款
炭票罪〉
税鮒 申舗 不法販売罪とは諭 出税還イ寸金または租税鮒 金の騙取に
用いられる納税申告書を不法販売する行為をいう
。
本罪の行為橡 は諭 出税鮒 金また`堀 税鮒 金の騙取に用いられる
付加#1/税 鮒 申告書以外の納税申告書である.行 賭 が偽造または権
限なく製造された本納榊 告書を売却しても本罪を構成せず
,税 鮒 申告




.行 賭 が付加価 直税
還付申告書またはその他の輸出税還付金 ・租税還付金の騙取に用いられ
る納税申鵠 を窃取 蠣 取 したときは
,窃 盗罪 ・詐欺罪として定罪.処
罰される・行為者がこれらの申鰭 を窃取 ・騙取 して
}そ の虚偽作成ま
たは不法販売を行ったときは ,数 罪併罰 〔併合罪〕がなされる。
本罪 〔刑法209条3項 〕は ,非付力p価値税鮒 申告書を偽造または権
限なく製造 し・または偽造 ・無断製造されたヲ拝付加価値税鮒 申告書を
不法販売する行為と同様に処罰される 〔本節10 .参 照〕。
13納 税 証書不法販 売罪 〈非法出魯 麦票罪 〉
納税 証書不法販 売罪 とは ・納榊 告書 以外 の普通 の納 税証書 〔領収書
等〕 を不法販売 す る行為 をい う。
本罪 〔刑 法209条4項 〕は ,納 税譜 を4為造 ・無 断製造 し,ま たは偽
造'無 断 製造 され た納税証 書 を不法 販売 す る行為 と同様 に処 罰 される
〔本節11.参 照〕。
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製造 し,ま たは輸出税還付金 または租税還付金の騨 のため に偽造 もしく
は権 限 な く製造 された 申告書 を不法販売す る行 為 をい う。
「轍 税鮒 金 または租税鮒 金の騨 に用い られるその他 の納榊 告
割 とは,付 加価値税鮒 以外 の輸 出税 または納税超過額 の還付 申言青に用
い られ る納榊 告 書 をい う。例 え1ま運 送証 書 ・麟 物 回収証書 濃 産
韻 付証 書等 であ る。 ここでの偽造 と1ま,本 納 榊 鵠 の様式 図 案'
色彩等 を模倣 して,鰍 な く製造す る行 為 をL・う・Yな き製造 とは説
務機 関の指定 した本納税 申告書 を印刷す る企 業が 個 家 の規定 に違反 し
て,本 納税 申鵠 を税 務機 関の指定数 量 ・規模 を超 過 して印刷作 成す る
行為 をい う。
刑法209条1項;本 罪 を犯 した者1ま,3年 以下の醐 懲役,拘 留 また
は管制 に処 し,2万 元 肚2・ 万ラ己以 下の罰 金 を併 科す る・偽造'無 鰍
製造 または売却 にかか る糧 が 巨大 な ときは,3年 以上7年 以下 の欄
懲役 に処 し,5万 元肚5・ 万元以下 の罰金 を併科 す る・その数量 が特 に
巨大 な と きは,7年 以上 の欄 懲役 に処 し,5万 元以上5・万元以下 の罰
金 また は財産没収 を併科 す る。
刑法211条;単 位が本 罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほカ㍉
その直接 責任 を負 う管理職 お よびその他の直接責任者は,前 記規定 によ り
処罰す る。
11納 税 証書不法製造販 売罪 〈非法制造 、出告非法 制造的友票罪 〉
納税 証書不法製造 販売罪 とは,繍 党申告 書以外の納税講 〔領収言蒔 〕
を偽造 もし くは権限 な く製造 レ また1ま偽造 ・権限 な く製造 され た納税
申告 書以外 の納税証 書 を不法販売す る行 為 をい う・
刑法209条2項;本 罪 を犯 した者1よ,2年 以下 の醐 懲役 ・拘留 また
は管制 に処 レ1万 元 肚5万 元以 下の罰金 を併 科 または単科す る・ そ
の情状 腫 大 な ときは,2年 以一ヒ7年 以下 の有期懲役 に処 し,5万 元以
上50万 元以 ドの罰金 を併科 す る。
刑法211条;単 位が 本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 す るほか,
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麟 作 成罪 として処 断 され・驕 で死刑 。こより処罰 され うる.ま た,本 付
申告書 を不法 に獺 して・これ を不法 に販売 し諸 は,付 加価値税 還付 申
告 書不 法販売罪 と して処断 され ,鵬 で鱒 歓役 に よ り処罰 され うる。
刑法208条;本 罪 を犯 し緒 は ,5年 以下 の醐 懲役 または擁 に処
しt2万 元 以上20万 元 以下の罰金 を併科 また は単科す る
。
刑法211条;単 位 が本罪 を犯 した ときは
,単 位 に罰金 を科 す るほか ,
その直儲 任 を負 惜 蝋 お よびその他の直接責儲 は潮 記規定 によ り
処 罰す る。
9偽 造付加価値槻 付申鵠 鞭 罪〈嫉 伽造的増値税鯛 糠 罪〉
偽鮒 加価値税還付申告書購買罪とは,離 され鮒 加髄 税鮒 申告
書を購買する行為をいう。
行.,.,が 偽造された轄 騨 告書をそれと知 りなが囎 買すれば
,本 罪
が成立する・行賭 が離 の轄 用申告書を真正の納税専用轄 書と誤
信 して購買すれば・付加価値税鮒 申告書不騰 買罪として処断される
。




れない・離 の轄 用申告書を購買 して
,こ れをINI作 成 した者は1'J加
価値税還付申鰭 虚偽作成罪として処断され
,鵬 で死刑により処罰され
うる・ また・離 の縛 脚 告書を購買 して






10税 還付申鵠 不法製造販売罪 〈非法需憶 出告非法制造的用欄
取出ロ退税、抵拍税款麦票罪〉
税鮒 轄 書不法製造騎 罪とはs+'」力日価値税鮒 金以外の瀦 税還付
金または租税鮒 金の騙取に用いられる申告書を離 もしくは権限なく
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わが国の徴税法規 には,イ枷 価イ直税鮒 申告書 を含むすべての納税専用
申告 書 は,国 家 の税務機関が納 糠 務者 に発売す る,と 定め る・単位 個
人が納 榊 告書 を不法販売 した とき,ま たは税務機 関 ・その韻 が税法
の規定 に諏 す る納榊 告書不法販売 を故意 に行 った ときは・すべて違法
行為 を徽 する.本 罪 は,行 為者力§自己の所持す る付加価値税鮒 申告書
を故意 に他 人 または単位 に不法販売 した ときに成立す る。
刑法2。7条;本 罪 を犯 し諸 は,3年 以下 の醐 懲役 ・拘留 または管
制 に処 し,2万 元 以上20万 元以下 の罰 金 を併 科す る・不法販売 にかカ'る
数量が 多大 な ときは,3年 肚1・ 年以下 の有期懲 役 に処 し,5万 元以上
50万 元 以下の罰金 を併 科す る.そ の数量が巨大 な ときは ・無期懲役 また
は1。年以上 の欄 鰍 に処 し,5万 元以上5・万元以 下の罰金 または腱
の没収 を併科す る。
刑法211条;単 位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,
その直顯 任 を負 惜 蝋 お よびその他の直瀕 任者は,前 記規定 に よ り
処罰す る。
8付 加価値税 還付 申告書不法購 買罪 〈非法殉渓増値税妻用友票 罪 〉
付加価値 税鮒 申告書不騰 買罪 とは,付 加価値税鮒 申舗 を不法購
入す る行為 をい う。
わが 国の税収法規 は,付 加価イ直税鮒 申舗 を購入す るためには・搬
納糠 瀦 の条件齢 者が税醗 関の認定 を受 けげ 定 の手続 に従 って税
務機関か ら購 入 しなければな らない,と 定 める・ またrい か なる単位 また
は個 人 も,本 専用 申告書 を任 意 に購 買す る こ とが禁止 されてい る・ した
が って,付 加価値税鮒 申告書の不法購 買 とは,国 家の税務機関が定 める
本専用 申告書鰍 の読 条件 に齢 しなレ・者Tま たは国家の定め る購買手
続 に従 わない者が,他 人 ・単位 か ら本専用 申告書 を購買す る行為で ある。
行賭 が本 申鵠 を不法 に獺 して,こ れ を虚偽作 成 または不法 に販売
した ときは,重 い刑 の罪 に よ り処断 され る。つ ま り,付 加価値税還付 申告
書 を不法 に購買 してsそ の虚偽作 蘭 テった者 は,付 加価鰍 鮒 申告書
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て・現実 に100万 元以上の租 税還付金 または輸 出税還付金 を騙取 した とき
は ・ 「その額が特 に巨額 な国家税金騙 取」 とな り
,国 家 に50万 元以 上の
税金損失 を発 生 させ ・かつ踏 終結 前1こ返 還鮒 しえなか
った ときは,
「特 に重大 な国家利 益の損 失 の発生」 となる
。
6付 加価値税 還付 申告書偽造不 法販 売罪 〈傍造
、出醤伽 造的増 値税
寺用炭 票罪 〉
付加価値税鮒 申告 書偽造不法販売罪 とは,付 加価値税還付 申舗 を偽
造 し,ま たは偽造 され た付加価値税還 付 申告書 を不 法販売す る行 為 をい
う。
刑法206条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期 懲役,拘 留 または管
制 に処 しr2万 元以上20万 元以 下の罰金 を併科 す る
。偽造 または不法販
売 にか かる数量 が多大 〈較 大 〉またはそ の他 の情状 が重大 な ときは
,3年
以 上10年 以下 の有期懲役 に処 し,5万 元以上50万 元 以下の罰金 を併科 す
る。その数量が巨大 またはその他の情状が特 に重 大な ときは
,無 期懲役 ま
たは10年 以上 の醐 懲役 に処 し
,5万 元以上50砺 以下の罰金 または財
産没収 を併科す る。付加価値税還付 申告 書 を偽造 して売却 し
,そ の数量が
特 に巨大かつその情状 が特 に重大で繍 秩序 を著 しく破壊 した ときは
,死
刑 または無期懲役 に処 し,財 産没収 を併科 す る。
単位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか
sそ の直接責任 を
負 う管理職お よびそ の他 の直接責任者 は
,3年 以下の有期 懲役,拘 留 また
は管制 に処す る。偽造 または売却 にかか る数量が 多大 またはその他 の情
状 が重大 な ときは,3年 以上10年 以下 の有期懲 役 に処 す る
。 その数量 が
巨大 また はその他 の情状 が特 に重大 な ときは
,無 期懲役 または10年 以上
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租税還付 金の騙取 に用い られるその他 の納税 申告書 には・主 に農産品買付
証書 ・廃棄物 回収証 書 ・運送証書 の ほか,消 費税課税 製品輸 出用の証書
等が あ る。関連 す る司法 解釈 に よれば,虚 偽作 成にかか る税額が1万 元
以上の とき,ま たは納税 申告書虚偽作成 に よ り国家か ら騙取 した税額が
5000元 以上の とき,本 罪 に よって定罪 ・量刑が な される{lb1。
II刑 事責任
刑法205条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
しr2万 元 以上20万 元 以下 の罰 金 を併 科す る・虚偽作 成 にかか る税額が
高額 またはその他 の情状 が重大 な ときは,3年 以上10年 以下 の有期懲役
に処 し,5万 元 以上50万 元以 下の罰 金 を併 科す る。虚偽作 成 にかか る税
額が巨額 またはその他 の情状 が特 に重大 な ときは,無 期懲役 また は10年
以上 の有期懲役 に処 し,5万 元以上50万 元 以下の罰金 または財 産没収 を
併科す る。本罪 を犯 して国家か ら騙取 した税額が特 に巨額であ り,そ の情
状が特 に重大で国家利益 に特 に重大 な損失 を与 えた ときは・死刑 または無
期懲役 に処 し,財 産没収 を併科す る。
単位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか・その直接 責任 を
負 う管理職お よびその他の直接責任 者は,3年 以下 の有期懲役 または拘 留
に処す る。虚偽作 成 にかか る税額が高額 またはその他 の情 状が重大 な と
きは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 す る・虚偽作 成 にかか る税額が
巨額 またはその他 の情状 が特 に重大 な ときは,無 期懲役 または10年 以上
の有期懲役 に処 す る。
前記 司法解 釈 に よれば,虚 偽作 成 にかか る税 額が10万 元 以上の とき,
「虚偽作 成 にかか る税額が 高額」となる。 また,① 納税 申告書 の虚偽作 成
によ り国家か ら5万 元以 上の税金 を騙取 した とき,② その他 の重大 な情
状 があ る ときの いず れか に該 当す れば,「 そ の他 の情状が重大」 となる。
さらに,① 納税 申告書 の虚偽作 成 に よ り国家 か ら30万 元以上 の税 金 を騙
取 した とき,② 虚偽作成 にかかる税額が巨額 に近 くsか つその他 の情状が
重大 な とき,③ そ の他の情状が特 に重大 な ときのいず れかに該 当す れば・
「その他 の情状 が特 に重大」 となる。虚偽作 成 され た納税 申告書 を用 い
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体 の内容 を真正 に作成 しなけれ ばならない。本罪 は,こ の ような納税 申告
書 の管理制 度 を侵害す る。
(3)本 罪の主観 面は,故 意 であ る。
(4)本 罪 の客観面は}付 加価値税還付 申告書 または輸出税還付金 ・
租税還付 金の騙 取 に用 い られ る申告書 を虚偽作 成す る行 為で ある。す な
わち,専 用 申告書の虚偽作成行為 には,付 加価値税 還付 申告 書 またはその
他 の納税 申告書 を他 人のために虚偽作 成する行為,自 己のため に虚偽作成
する行為,自 己の ため に他人 に虚偽作成 させ る行為,他 人 を介 して虚偽 作
成 させ る行為があ る。虚偽作成 とは,捏 造 または数量の誇大記入 を手段 と
して,不 実の取引に関す る納税 申告書 を作成す る ことをい う。他人のため
の虚偽作成 には,他 の単位 お よび他 の 自然人 のための虚偽作成が 含 まれ
る。 自己のための虚偽作成 とは,自 己が使用す るために納税 申告書 を虚偽
作 成す ることをい う。 自己のために他人 に虚偽作成 させる とは,他 人 に指
図 ・要求 ・買収 ・勧 誘欺岡 を行 ってi自 己の ため に納税 申告 書の虚偽作
成 を させ る ことをい う。他 人 を介 して虚偽作 成す る とは ,他 人相互 の疎
通 ・対 面 ・仲 介 を行 って納税 申告 書の虚偽作成 を実現 可能 にす る行為 を
い う。納税 申告 書の虚偽作成 とは
,そ の提 出にあた り,所 定の期 間 ・手
続 に従 わないで用紙 の 各欄 お よび全体 の内容 を不真正 に作 成す る ことを
い う。実 務でみ られる形態 としては ,貨 物 の売買 また は労務 の提供 ・享
受が ないのに納税 申告書 を作 成する場合,貨 物 の売買 または労務の提 供 ・
享受 につ き不実の数量 ・金額 で納税 申告 書 を作成 する場 合 ,自 己の実際
の営 業活動 を他 人の活動 として付加価値税還付 申告書 を作 成 させ る場合
等が ある。
本罪の対象 は,納 税 申告書す なわち付 加価値税還付 申告書 お よび輸出税
還付金 ・租税還付 金の騙取 に用 い られ るその他 の納税 申告 書であ る。付
加価値税 還付 申告・書 とは,国 家税務機関が付加価値税徴収管理の必 要か ら
貨物 ・労務 の付 加価値税額 をその価格 と併記 す るため に設 けた納税 申告
書 の一種 であ る。 この納税専 用 申告 書 は,商 品 ・労務 の価値増加分 を課
税対 象 と し,租 税還付 ・輸出税還付 に直接利 用 される。輸 出税 還付金 ・
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あるがs税 通脱 罪では,行 為者が不法手段 を用いて国家 に納 付すべ き税 金
を納付 しない点 にあ る。納税義務者 が納税 後 に虚偽 の輸出 申告 その他 の
詐欺的手段 を用 いて納付 した税金 を騙取 した ときは,税 通脱罪 として処断
する。行為者 の騙取 した税金が納税額 を超過 し,か つその額が高額である
ときは,そ の超過部分 につ き本 罪 としての刑事責任 を追及す る・
㎜ 刑事責任
刑法204条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処
し,騙 取 した税額の1倍 〔同額 〕以上5倍 以下 の罰金 を併科す る。その
額が巨額 またはその他 の情状 が重大 な ときは,5年 以上10年 以下の有期
懲役 に処 し,騙 取 した税額の1倍 以上5倍 以下 の罰 金 を併 科す る。 その
額が特 に巨額 またはそ の他 の情状 が特 に重大 な ときは,無 期懲役 または
10年 以上 の有期懲役 に処 し,騙 取 した税額 の1倍 以上5倍 以下 の罰 金 ま
たは財 産没収 を併科す る。
刑法211条;単 位 が本 罪 を犯 した と きは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ
の直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接 責任者 は,前 記規定 に より処
罰す る。
5付 加価値税 還付 申告書虚偽作成罪 〈虚升増値 税寺用炭票 、用干輪
取 出 ロ退税 、抵拍税款炭票罪 〉
付加 価値税 還付 申告書虚偽作 成罪 とは,付 加価値 税還付 申告書〈増値税
寺 用友票 〉または輸 出税 還付 金 〈出[退 税 〉・租税還付金 〈抵如税款 〉の
騙 取 に用い られる納税 申告書 を,他 人の ため に虚偽作 成 し,自 己のため に
虚偽作成 し,自 己のため に他 人に虚偽作 成 させ,ま たは他 人 を介 して虚偽
作 成 させ る行為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,一 般 主体で あ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪 の客体 は,納 税 申告書の管理 制度,直 接 には付加価値税還
付 申告書 〈寺 用炭票 〉の管理制 度で ある。具体的 にい えば,納 税 申告書
は,そ の提 出にあた り,所 定 の時期 ・手 続 に従 って用紙 の各欄 お よび全
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は・単位 に罰金 を科す るほかzそ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の
直接 責任 者 は,前 記規定 に よ り処罰す る。
4輸 出税還付 詐欺罪 〈騙取 出口退税罪 〉
輸 出税還付詐欺罪 とは,虚 偽の輸 出申告 またはその他の詐欺の手段 を用
いて,国 家 が輸 出後 に還付す る税金 を騙 取 し
,そ の額が 高額 な行為 をい
う。
1基 本犯罪構 成
(1)本 罪の主体 は,特 殊主体 す なわち納税義務 を負 う単位 ・個 人
で ある。
(2)本 罪 の客体 は,国 家税収 の徴 収管理制度 お よび国家財産 であ
る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意お よび国家の税 金騙取 の 目的であ る。
(4)本 罪の客観面 は,虚 偽 の輸 出 申告 その他 の詐欺 の手段 を用 い
て・国家が輸 出後 に還付 する税金 を騙取す る行為である。輸 出税 の還付 は
商品の輸 出 を前提 とす るので,輸 出の虚偽 申告が還付金騙取 の最 も主要な
方法 となる。輸出の虚偽 申告 とは,行 為者が税金の還付対象商品 を輸 出 し
ていないのに輸出 した と虚偽 申告する ことをい う。例 えば,行 為 者が税関
申告書,輸 出販売証 書,輸 出商 品仕 入証書,銀 行外 国為替決済船荷証 書等
を偽造 ・改窯 して虚偽 の輸 出申告 を行 う場 合 ,非 課税 または課税減免 商
品につ き税完納 を詐称 して税金還付 を申請す る場 合,国 内販売商品 を輸 出
商 品 と詐称 して輸 出税還付 金 を騙取 す る場合等 があ る。そ の他 の詐 欺的
手段 とは,虚 偽の輸 出 申告以外 の手段 をい う。例 えば,輸 出商品の数量 を
誇張 して虚偽報告す る場合s商 品価格の虚偽 申告 を行 う場 合,輸 出商 品の
原価 の虚 偽 申告 を行 う場 合等があ る。 国家が輸 出後 に還付す る税 金の騙
取 額が高額で あれば本罪が成立 するが,そ うで なけ れば犯罪 にな らない。
II定 罪
輸 出税還付詐欺罪 と税通脱罪 とは,異 なる罪 である。両罪の特徴 は,本
罪で は,詐 欺 的手段 を用 いて国家が輸出後 に還付す る税金 を騙取す る点 に
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(3)本 罪の主観 面 は,故 意お よび納税免 脱の 目的であ る。
(4)本 罪の客観面 は,徴 税法規 に違 反 して納税 を滞納 しfか つ財 産
の移転 ・隠匿 に よ り税務 機関の滞納追徴 を不能 にす る行 為であ る。その
内容 として,次 の二要件 が充足 されねばな らない。
1)徴 税法 規 に違反 して納付 すべ き税 金 を滞納す る行為 であ る。 す な
わち,納 税義務者が納付期限超過後 に税務機関か ら延納 許可 を受けるな ど
して納税義務履行 を遅延 して,税 金の不納付 または過少納付 を行 う税金滞
納行為である。納税期限内であれば,納 税義務者の税金不納付 または迅速
な納付 義務 の不履行が あ って も滞納 にはな りえない。
2)財 産 の移転 ・隠匿 を手段 と して,税 務機 関 に よる滞納追徴 を免脱
し追徴不能 にす る行為 であ る。税収徴税 管理法 は,納 税義務者 または源泉
徴収納付義務者が定め られた期 限内に税金 を納付 しない ときは,ま ず税務
機関が期 間 を定 めて納付命令 を出 し,こ の期限内 になお納付 しない とき
は,そ の滞納額 を強制 的 に徴 収 しうる,と 定 める・ この強制徴収 は・滞納
者 の口座 開設銀行 または金融機 関 に同 人の預金か ら税 金分 を控 除 して納
付 す る よう書面 で通知 し,ま たは納付すべ き金額 に相 当す る滞 納者の商
品 ・貨物 ・そ の他 の財 産 を差押 ・封印 ・競 売 して実行 される。 要す る
に,税 金滞納追徴免脱 とは,納 税義務者 または源泉徴収納付義務者が財産
を移転 ・隠匿 して,税 務 機関 に よる強制徴収 の実現 を不 能 にす る行為で
あ る。
納税義務 者 ・源泉徴収納付義 務者が滞納 ・免脱 を行 い,税 務機 関 によ
る徴収 を不 能 に した額が1万 元以 上で あれ ば,本 罪が 成立す る。その税
額 が1万 元未満 の ときは,行 政法 違反行為 とな り,税 務 機関 に よる行政
処 罰が加 え られる。
H刑 事責任
刑法203条;本 罪 を犯 した者 はs3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,未 納額 の1倍 〔同額〕以上5倍 以下の罰金 を併科 または単科 す る・
その額が10万 元以上の ときは,3年 以 ヒ7年 以下 の有期懲役 に処 し,未
納額 の1倍 以上5倍 以下 の罰金 を併科 す る。 単位が本罪 を犯 した とき
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囲攻撃等 に よ り徴税 を行 う税務職員 の人身 に打 撃 ・強制 を加 え
,ま たは
税務機関 ・徴税職 員の交通手段 を襲撃 して破壊 す るこ とな どをい う
。 「脅
迫」〈威勝 〉とは,徴 税執行 の税務職 員 を威嚇 ・強迫 して精神 的強制 を加
えて服 従 させ る こ とをい う。行為者が徴税抵抗 行為 を実行す れば本罪が
成立 しa納 税拒 否額の大小 は問わない。勿論,納 税拒 否 した税額 が極めて
低 く情状が明 らかに軽微 で危害 が大 き くない ときはx本 罪 として処 断 され
ない。
行為者の納税拒 否行 為は,暴 力 または脅迫 を用 いた ときにのみ
,犯 罪 を
構 成 しうる。行為者 に納税履 行能力が あ りなが ら暴力 ・脅迫 以外 の方法
で納税履行 を拒 否 した ときは,本 罪 は成 立 しない。 しか し,税 務機関か ら
の納税 申告通知 に もかかわ らず,申 告拒 否 または虚偽 申告 を して納税 を拒
否 した ときは,税 通脱 罪 として処断 され る。
2.特 殊 犯罪構成
本罪の特 殊犯罪構 成は,重 大犯罪構 成で あ り,本 罪の基本犯罪構成 を充
足 し,か つその情状が 重大 な行為であ る。
皿 刑 事責任
刑法202条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 また は拘 留 に処
し・納付拒 否にか かる税額 の1倍 〔同額〕以 上5倍 以下 の罰金 を併 科す
る・ その情状 が重大 な ときは ,3年 以 上7年 以下 の有期懲役 に処 し,納
付拒 否 にかかる税 額 の1倍 以 上5倍 以 下の罰金 を併科す る。
3税 滞 納追徴 免脱罪 〈逃避追徽 欠税 款罪 〉
税滞納 追徴免脱罪 とは,納 付すべ き税 を滞納 した税納税義務者が
,財 産
を移転 または隠匿 して,税 務 機関 による滞納 金の追徴 を不 能に し
,そ の額
が1万 元 以上の行為 をい う。
1基 本 犯罪構 成
(1)本 罪の主体は,特 殊主体す なわち納付すべ き税金 を滞納 した単
位 お よび個 人であ る。
(2)本 罪 の客体 はa国 家税収 の徴税 管理制度で ある。
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行 為は,違 法行為 を構成 するので行政責任 を負わねばな らないが ・本罪 に
い う税通脱行 為ではない。税 務機 関か らの納税 申告通知後 に,申 告拒否 ま
たは虚偽の納税 申告 を行 った ときに初めて,本 罪 を構 成す る税通脱行為 と
なる。
皿1刑 事責任
刑法201条;本 罪 を犯 した者 は,そ の通脱 額が納付 すべ き税額 の10%
以上30%未 満 であ り,か つ1万 元 以上10万 元未満 の とき,ま たは税通脱
に より税務 機関か ら二 回の行政処罰 を受 けた後 に通脱 した ときは・3年 以
下 の有期懲役 または拘留 に処 し,脱 税 額の1倍 以 上5倍 以 下の罰 金 を併
科 す る。通脱額 が納付 すべ き税額 の30%以 上 であ り,か つその浦脱額が
10万 元以上の ときは,3年 以上7年 以下 の有期懲 役 に処 し・通 脱額の1
倍以上5倍 以下 の罰 金 を併 科す る。
刑 法211条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 す るほか ・
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接 責任者 は,前 記規定 によ り
処罰す る。
2納 税 拒否罪 〈抗税 罪 〉
納税拒否罪 とは,暴 力 ・脅迫 を用いて,納 税 を拒 否す る行為 をい う・
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊 主体 である。す なわち,法 律 ・行政法規
に よ り納税義 務 または税 金分 を天引徴収 して代 理納付 す る義務 を負 う と
定 め られ た個 人であ る。単位 は,本 罪 の主体 にな りえない。
(2)本 罪の客体 は,国 家の税収管理制度お よび国家機関職 員の人身
の権利 であ る。
(3)本 罪の主観 面は故意であ り,法 に より納付すべ き税金 と知 りな
が ら,故 意 に暴力 ・脅 迫 を用い て納税 を拒否 す る心理態度で ある。
(4)本 罪の客観面 は,納 税 を拒 否す る行 為,す なわ ち暴力 ・脅迫
を用 いて税 金納付 を拒 否す る行 為で ある。「暴力」とは,殴 打 ・逮捕'包
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納付 し・そ の額が納付 すべ き税額 の10%以 上 であ り
,か つその通脱額が
1万 元以上 の行為。
「納付すべ き税額」の基準 につ いて ,法 律の規定 も司法 解釈 もない。 司
法実務 の具体的 な計算方法 には,税 種 を基準 とす る ものa納 税年度 を基準
とす る もの,調 査期 間 を基準 とする ものがあ り
,一様 で ない。
税通脱行為 を反復的 に行 い,税 務 機関 または司法機関の処理 を受 けてい
ない と きは,そ の通 脱額 を累計 して計算す る。
Z特 殊犯 罪構 成
本罪 の特殊犯罪構成 は,重 大 犯罪構成 の…種 にす ぎず
,本 罪の基本 犯罪
構成 を充足 して ・その棚 蠣 が納付すべ き税 金の30%以 上であ り
,か つ
その額が10万 元以 上の行 為で ある。
II定 罪
1・実務上・税通脱行為 と納税 の脱漏 ・滞納 とは
,区 別 されねば な らな
い。脱税行 為の情状 が重大 であれ ば本罪 を構成 す るが
,納 税の脱漏 ・滞
納行 為 は犯罪 にな らない。納税 の脱漏 〈漏税 〉とは
,納 税義務者 であ る単
位 〔法 人 ・組織 体〕・個 人が 故意 な く税金 を納付せ ず または過少納付 す
る ことをい う。例 えば,租 税法 ・財務制度 の不 知 ・未熟 知 または職務上
の注意力欠如 によ り,税 率 を誤 った り,納 税項 目の申告漏 れ を した り,納
税数量 ・売上金額 ・経営利潤 を計 算 しない場合 であ る
。税金の滞納 〈欠
税 〉とは・納税義務者 が故 あ って税務 機関の裁 定 した期 限経 過後 に税金 を
納付せず または過少納付す る ことをい う。故 あ って とは
,納 税義務者の期
限内の税金不納付 ・過 少納付 に正当 な理 由のあ る ことをい う
。 したが っ
て ・税通 脱 と税 金納付 の脱漏 ・滞納 とは ,次 の点 で根 本的 に異 なる。税
通 脱 は,税 通脱 の故意 を有 し,帳 簿 ・売掛証 書 を偽造 ・変造 ・隠匿 ・無
断廃棄 す る手段,帳 簿 に支 出の過大記 入 または収 入の過少 記入 ・無 記入
を行 う手段}税 務 機関か らの 申告義務通知後 に申告拒 否 または虚偽 申告 を
行 う手段 に よ り行 われ る。 これに対 して ,納 税 の脱漏 ・滞納行 為 は,税
通脱の 故意 もこれ らの手段 もな く行 われる違法行 為であ る
。
2・ 法に定め る納税 申告 を行 わない ことも脱税行為の一種 である
。 この




(1)本 罪の主体 はr特 殊 主体 〔身分 のあ る者〕す なわち納税義務者
また は源 泉徴収納付 義務者 〈知微 文J1人 〉であ る・納税義務者 とは ・法
律 ・行政法規 に より納税義務の負担 を課せ られた法 人お よび個 人をい う。
源泉徴収納付義務 者 とは,法 律 ・行政法規 によ り税 金分 を天引徴収 して
代理 納付 す る義務 を課せ られた法 人お よび個 人をい う。法律 の定 め な し
に県 ・市 の税務 機関か らその代 理 と しての税 金徴 収業務 を委託 された代
理徴収者 は,本 罪の主体 にな りえない。
(2)本 罪 の客体 は,国 家 税収の徴 収管理制度 であ る。
(3)本 罪の主観 面は,故 意であ る。その内容 は,法 に よ り納 税すべ
き税 金 をそれ と知 りなが ら不納付 また は過少納付 しよう とす る心 理態度
であ る。納税義務者が故意 に不納付 または過少納付 したのではな く,過 失
に よ り脱納 したのであ れば本罪 を構 成 しない。
(4)本 罪の客観 面は,国 家の税収法規 に違反 して,虚 偽手段 を用い
て税 金を不納付 または過少納付す る行 為である。 この内容 として,次 の三
要件が充足 されねばな らない。第… は,徴 税法規 の違 反である。第二 は,
欺 岡 ・隠匿等 の虚偽手段 の使用 である。 これ には,帳 簿 ・売掛証 書 の偽
造 ・変造 ・隠匿 ・無権 限廃棄,帳 簿支 出の過大記 入 または収 入の過少記
入 ・無記 入r税 務 機関か ら申告義務 の通 知後の 申告拒否 または虚偽 申告
がある。第三は,納 付 すべ き税金 または既 に天引徴収 している税金の不納
付 または過少納付 の行 為であ る。
税 通脱行 為 の情状が 重大 な場合 にのみ,本 罪が成立す る。刑法 に よれ
ば,犯 罪 として処断 され る税 通脱行為 は,次 の三つ である。
第一 にs通 脱額 が納付 すべ き税額 の10%以 上 であ り,か つ その通 脱額
が1万 元以上 の行為。
第二 に,税 通脱 に よ り税務機関か ら二回の行政処罰 を受 けて・さらに税
通脱 を行 った行 為。
第三 に,源 泉徴収納付義務者が天引徴収 した税 金分 を不納付 または過 少
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の原因 を捏造 し,ま たは損失 の程度 を誇張 して,保 険 金 を騙取 す る行為。
3)保 険加入者 ・被保険 者 ・受益者 力㍉ 架空 の保 険事故 を捏造 して
,
保険金 を騙取 す る行 為。
4)保 険加 入者 ・被保 険者が ,財 産的損失 を伴 う保険事故 を故 意 に発
生 させ て,保 険金 を騙 取す る行 為。
5)保 険加入者 ・受益 者が,故 意 に被保 険者の死亡
,身 体障 害 または
疾病 を生 じさせ て,保 険 金 を騙 取す る行為。
保険金詐欺行為 によ り高額 の保険金 を騙取 すれば犯罪 となるがsそ うで
なければ犯罪 にな らない。
刑法198条;本 罪 を犯 した者は,5年 以 下の有期懲 役 または拘留 に処
し・1万 元以上10万 元以 下の罰金 を併科す る。 その額 が巨額 また はその
他 の情状 が重大 な ときは,5年 以上10年 以下 の有期懲 役 に処 し ,2万 元
以上20万 元 以下の罰金 を併科す る。 その額が特 に巨額 またはその他 の情
状 が特 に重大 な と きは,10年 以 上の有期懲役 に処 し,2万 元以上20万 元
以下の罰金 または財産没収 を併科 す る。
単位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 す るほかsそ の直接 責任 を
負 う管理職お よびその他 の直接責任者 は,5年 以下の有期懲役 または拘留
に処 す る。 その額 が巨額 またはその他 の情状 が重 大な ときは
,5年 以上
10年 以下 の有期懲 役 に処 す る。 そ の額 が特 に巨額 また はその他 の情状
が特 に重大 な と きは,10年 以上 の有期 懲役 に処 する。
第7節 徴税の管理を害する罪
1税 通脱 罪 〈愉税 罪 〉
税通 脱罪 とは,徴 税法 規 に違 反 して ,帳 簿 も し くは売掛証 書 を偽造 ・
変造 ・隠匿 ・無権 限廃棄 す る手段,帳 簿上支 出の過大 記入 もし くは収 入
の過少記 入 ・無記 入の手段,ま たは税務 機関か ら申告義務 の通 知 を受 け
た後 の不 申告 もし くは虚偽 申告の手段 をもって,納 付すべ き税金 または既
に天引徴収 してい る税金 を納 付せず または過少納付 す る行為 をい う。
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7有 価証券詐 欺罪 〈有{介証券咋騙 罪 〉
有価証券詐欺罪 とは,偽 造 もしくは変造 された国庫債 券〈国庫券 〉また
は国家の発行 したその他の有価証券 を用いて詐 欺行 為を行 い,そ の額が高
額 な行 為 をい う。
国債 またはその他 の国家発行 有価証券,す なわち政府債券 とは,政 府が
収資のため に法定手続 に従 って発行 し,一 定の期 間内 に元 金 と利息 を払戻
す一種 の有価証券 をい う。 この使用 には,自 己が偽造 ・変造 して使用 す
る場合 と,偽 造 ・変造 された国庫債 券 ・その他 の国家発行有価証券 を直
接使 用す る場合 とが ある。
刑法197条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,2万 元以上20万 元 以下 の罰金 を併科す る・ その額が巨額 またはその
他 の情状 が重大 な ときは,5年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 し,5万 元
以上50万 元以下 の罰金 を併科す る。その額が特 に巨額 またはその他 の情
状が特 に重大 な ときは,無 期懲役 また は10年 以上 の有期懲役 に処 し ・5
万元以上50万 元以下 の罰金 または財産没 収 を併 科す る。
8保 険金詐欺 罪 〈保除炸輪罪 〉
保険金詐欺罪 とは,保 険金詐 欺 を行 って保険金 を騙取 し,そ の額が高額
な行為 をい う。本 罪の基本 犯罪構成 は,次 の通 りであ る・
(1)本 罪 の主体 はs一 般主体であ り,自 然 人お よび単位 ともに本罪
の主体 とな りうる。保険事故 の鑑定 人 ・証 人 ・財産評価 人が虚偽 の証 明
文書 を故意 に提 出 して,他 人のために詐欺の条件 を提供 した ときは,保 険
詐欺罪の共犯 とす る。
(2)本 罪の客 体は,保 険金融秩序 お よび保 険会社 の財産であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意お よび保 険金不法領得の 目的 である。
(4)本 罪の客観面はr保 険詐欺 を行 って保険金 を騙取す る行為であ
る。刑法198条 に よれば,保 険 金詐欺 には次 の具体的形態が ある。
1)保 険加入者が保険対象 を故意 に捏造 して,保 険金 を騙取 す る行為。
2)保 険加 入者 ・被保険者 ・受益者 が,発 生 した保険事故 につ き虚偽
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の当座借 越 を行 って5000元 以上 の財物 ・現 金 を騙取 したが
,追 跡 調査 か
ら逃避 した とき,ま た は銀行 か らの催告 後3月 を超 えて も返還 しない と
きは,刑 事責任 を追及 しなければな らない。 ク レジッ トカー ド保有者が銀
行で保 証金 を納付 した ときは,そ の悪 意の当座借越額 は,保 証金 を超過す
る金額 の部分 に基づ き計算 す る{17)。




1・ クレジ ッ トカー ドを偽造 して詐 欺 を行 い
,そ の額 が高額 な ときは,
牽連犯 として重 い刑 を定 める罪 として処罰す る。実務上一般的 には,ク レ
ジ ッ トカー ド詐欺罪 として刑事責任 が追及 される。
2・ ク レジ ッ トカー ドを窃取 して使用 した ときは
,窃 盗罪 となる。行 為
者 がrク レジ ッ トカー ド窃取後 に ,偽 造身分証 明書 を用 いて ク レジ ッ ト
カー ド保有者の署 名 を模倣 した とき,ク レジツ トカー ド保有者の名義 を冒
用 した ときは・騙取 された財物が 高額であれ ば窃盗罪 となる
。 なぜ な ら,
この場 合,窃 盗行 為が主たる行為であ り
,他 人の名義 を冒用 して使用す る
行為 は窃盗行為の不可罰的事後行 為だか らで ある。注意すべ きは,行 為者
が窃取 した クレジッ トカー ドは真 正有効 な ク レジ ッ トカー ドでなければ
な らずs偽 造 ・無効 の ク レジ ッ トカー ドと知 らず に窃取 して使 用 した と
きは,窃 盗罪 となる。 しか し,行 為者が偽造 ・無 効の クレジッ トカー ド
と知 りなが ら窃取 して,こ れを詐欺行為 に用 いれ ば
,ク レジ ッ トカー ド詐
欺罪 となる。
m刑 事責任
刑法196条;本 罪 を犯 した者は ,5年 以 下 の有期懲役 または拘 留 に処
し・2万 元以上20万 元以 下の罰金 を併 科す る。 その額が巨 額 また はその
他 の情状 が重大 な ときは,5年 以上IO年 以 下の有期 懲役 に処 し
,5万 元
以上50万 元 以下の罰金 を併科す る。 その額が特 に巨額 また はその他 の情
状 が特 に重大 な ときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処 し
,5
万元以 上50万 元以 下の罰 金 または財産 の没収 を併 科す る。
(988) 何乗松編 著 ・刑法教 科rl}(各 論編24'3～29胸
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の他 の情状が特 に重大 な ときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に
処 す る。
6ク レジ ッ トカ ー ド詐欺 罪 〈信 用 十 炸 輪 罪 〉
ク レジ ッ トカ ー ド詐 欺 罪 とは,不 法 領得 の 目的 で を も って,偽 造 ・無 効
の ク レジ ッ トカー ドを用 い,他 人 の ク レジ ッ トカ ー ドを冒 用 し,ま たは ク
レジ ッ トカー ドを用 い た 悪意 の 当座 借 越 を行 って,公 私 の財 物 を詐 取 し,
そ の額 が 多額 な行 為 をい う。本 罪 の 基 本 犯 罪構 成 は,次 の 通 りで あ る。
1基 本 犯 罪 構成
(1)本 罪 の 主 体 はr一 般 主 体 で あ るカ㍉ 自然 人 の み に限 られ る。
(2)本 罪 の客 体 は,複 雑 客 体 〔複 合 法益 〕す な わ ち 国家 の金 融 管 理
秩 序 お よび公 私 財 物 の所 有権 で あ る。
(3)本 罪 の 主 観 面 は,故 意 お よび不 法 領得 の 目的 で あ る。
(4)本 罪 の客 観 面 は,ク レジ ッ トカー ドを用 い た詐 欺 行 為 で あ る。
刑 法196条 に よれ ば,ク レ ジ ッ トカー ド詐 欺 には,次 の 四 形 態 が あ る 。
1)偽 造 ク レ ジ ッ トカー ドを用 い る行 為 これ はs行 為 者 が 偽 造 ク レ
ジ ッ トカー ドを そ れ と知 りなが ら,現 金 の 預 入引 出 ・振 替 ・消 費 信 用貸
借 の 手 段 に用 い て,公 私 の財 物 を騙 取 す る こ とを い う。
2)無 効 ク レジ ッ トカー ドを用 い る行 為 無 効 ク レ ジ ッ トカー ドとはs
有 効 期 限 の 超 過 ・解 約 手 続 終 了 等 の 事 由 に よ り使 用 不 能 の ク レジ ッ ト
カー ドを い う。
3)他 人 を詐 称 して ク レジ ッ トカー ドを用 い る行 為 ク レジ ッ トカ ー
ド保 有 者 で な い者 が,所 有者 の名 義 で そ の ク レジ ッ トカー ドを使 用 して,
他 人 の 財 物 を騙 取 す る場 合 で あ る。
4)悪 意 の 当座 借 越 行 為 悪 意 の 当座 借 越 とは,ク レジ ッ トカ ー ド保 有
者 が,不 法 領 得 の 目的 で,規 定 さ れ た金額 また は期 限 を超 過 して当座 借 越
を行 い,ク レジ ッ トカー ド発 行銀 行 か ら催 促 されて も返 還 しない行 為 をい
う。 実 務.ヒ,行 為者 が 自己 の支 払無 能力 を知 りなが ら悪 意 に当座 借 越 す れ
ば,不 法 領得 の 目的が あ る と認 め られ る。 ク レジ ッ トカー ドを用 い た悪 意
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4)そ の他 の方法 で信用証書 を用いて,詐 欺を行 う行為 これは包括的
な規 定であ り,既 述 の方法以外 を用 いる信 用証書 詐欺行 為 である
。 実務
上・この主 な形態 として,輸 入業者が長期信 用証 書 による後払 として輸 入
商品受 領後,そ の支払期 日直前 に財産 を移転 または隠匿 して
,財 物 を騙 取
す る場 合,不 法 な銀行 と共謀 した者が,信 用証書の支払期 限到来前 に銀行
の資金 を移転 して債 務超過 を宣告 し
,輸 入貨物 を不法領得 する場合,「 不
確定条項」のあ る信 用証書 を用 いて輸 入品 を不法 領得 する場 合等 があ る
。
「不確 定条項 の信 用証 書」とは,信 用証 書 を発行 す る際 に 一定の暗黙 脱法
的な条項 を故意 に定め て,信 用証書発行者 または発行銀行 が随時 一方的 に
支払責任 を解除 しうる信用証書 をい う。 この ような不確 定条項 の信用証
書が用 い られ るのは,信 用証書 の効力が発行後即 時ではな く銀行 か らの通
知後初め て生 じる場 合,発 行 申請者が品 質規定書 を作成す る場 合
,品 質規
定書が発行 銀行 に よる確認 ・発行銀行 保存の鑑定書 との符 合 を求 め られ
る場合,発 行 申請者が現金受領書 を発行 または確 認す る場 合等である
。 こ
の ような不確定 条項 の信用証 書の利用 は
,国 際貿 易上}民 事的詐欺 とな
り,不 法 領得 の 目的 もあれば詐欺罪 となる。
刑法195条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し・2万 元以上20万 元以下 の罰金 を併科 す る。そ の額 が巨額 また はその
他 の情状 が重大 な ときは,5年 以上10年 以 下の懲役 に処 し
,5万 元以上
50万 元以 下の罰金 を併科す る。その額が特 に巨額 またはその他 の情状が
特 に重大 な と きは,無 期懲 役 または10年 以上 の有期懲役 に処 し
,5万 元
以上50万 元以 下の罰金 ・財産 の没収 を併 科す る。
刑法199条;そ の額 が特 に巨額で ,か つ国家 ・人民 の利益 に特 に重 大
な損失 を与 えた ときは,死 刑 または無期懲役 に処 し,財 産 の没収 を併科す
る。
刑法200条;単 位 が本罪 を犯 した ときは ,単 位 に罰 金 を科す るほカ㍉
その直接 責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者 は
,5年 以下 の懲役
また は拘 留 に処 す る。 そ の額 が 巨額 また はその他 の情 状 が重 大 な と き
は ・5年 以上10年 以 下の有期懲 役 に処す る。その額が特 に巨額 また はそ
(990) f口∫乗i症公編 箸 ・ 用」f去孝文拳手,鱈(各 ロ命編24r;S-29r_rir.)
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る行 為 をい う。
刑 法199条;本 罪 を犯 し,そ の騙取額が巨額 で国家 ・人民の利益 に特
に重大 な損失 を与 えた ときは,死 刑 または無期懲役 に処 し・財産没収 を併
科 す る。
刑法200条;単 位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金刑 を科す るほか,
その直接 責任 を負 う管理職お よびその他 の直接 責任者 はr5年 以上の有期
懲役 また は拘 留 に処す る。その額が巨額 またはその他 の情状 が重大 な と
きは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処す る。その額が特 に巨額 または
その他 の情状 が特 に重大 な ときは,無 期懲役 または10年 以上 の有期懲 役
に処 す る。
5信 用証書 詐欺罪 く信用柾単据炸輪 罪 〉
信 用証書詐欺罪 とは,偽 造 ・変造 された信用証書 く信 用証 〉・これに付
随す る証票 〈単据 〉・書類 も しくは無効 の信 用証書 を用 いて,信 用証 書 を
騙 取 し,ま たはその他 の方法 で信 用証書 を用いて,詐 欺 を行 う行為 をい
う。本罪 の基本犯 罪構 成 は,次 の通 りである。
(1)本 罪の主体 は,一一般主体 であ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪 の客体 は,複 雑客体 〔複合法益 〕で あ り,信 用証 書管理制
度お よび公私財 産の所 有権 であ る。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 お よび不法領得の 目的であ る。
(4)本 罪 の客観 面は,信 用証書 を用い た詐欺行 為である。刑法195
条 に よれば,信 用証書 詐欺 行為 には,次 の具体 的な形態 があ る。
1)偽 造 ・変造 された信用証書 または これ に付 随す る証票書類 を使 用
す る行 為 実務 上,こ の主 な形態 と しては,信 用証書 を冒用 して・銀行 ま
たは輸 出入業者 の財物 を騙 取す る場 合が ある。
2)無 効 の信 用証書 を使用す る行 為 期 限切 れ ・無効 の信 用証 書 また
は改窟 され た信 用証書 を用い て,詐 欺行 為 を行 う場合 である。
3)信 用証書 を騙取 する行為 これは,事 実 を捏造 しまたは真実 を隠匿
して銀 行 を欺 岡 し,信 用証 書 を発行 させ る場 合であ る。
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振 出人が手形引受時の手形支払 能力,す なわ ち自己の発行 した為替手 形.
約 束手形の期 日通 りの支払 が可 能 となる よ う保 証す る ことをい う
。
金融証券詐欺は・その騙取額 が高額で あれば犯罪 となるが
,そ うでなけ
れ ば犯罪 とな らない。実務 上
,金 融証 券詐欺 の金額 力㍉ 自然人 であれ ば
5000元 以上 の と き ・単位 であ れば10万 元以上の とき ,高 額 とされ る。
皿 定罪
金融証 券の偽造 ・変造後 これ を用い て詐欺 を行 い
,高 額の公私の財物
を騙取 した ときは,偽 変造罪 と本罪 とは牽連犯 にな り
aい 刑 の鍬 証券
詐 欺罪 として処断 されるので ,数 罪併 罰 〔併 合罪〕 とはな らない。
田 刑事責任
刑法194条;本 罪 を犯 した者 は ,5年 以下 の有期懲役 または拘 留 に処
し・2万 元以h20万 元以下の罰 金 を併科 す る,,そ の額が巨額 また はその
他 の情状 が重大 な ときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し
,5万 元
以上50万 元以下の罰金 を併科す る。その額が特 に巨額 またはその他 の情
状 が特 に重大 な と きは ・無期懲 役 または10年 以上 の醐 懲役 に処L ,5
万元以 上50万 元以 下の罰金 または財産没収 を併 科す る
。
刑法199条;本 罪 を犯 して}そ の額が特 に巨額 で国家 ・人民 の利益 に
特 に重大 な損 失 を与 えた ときは,死 刑 または無期懲役 に処 し,財 産没収 を
併科 す る。
刑法200条;単 位が本 罪 を犯 した ときは ,単 位 に罰 金 を科す るほか,
その直接責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任 者は
}5年 以下 の有期
懲役 また は拘 留 に処 す る・ その額が巨額 またはその他 の情 状が重大 な と
きは ・5年 以上10年 以下の有期懲役 に処 す る
。 その額 が特 に巨額 または
その他 の情状 が特 に重 大 な ときは f無 期 懲役 または10年 以上有期懲役 に
処す る。
4金 融証書詐欺 罪 〈金融尭柾昨騙 罪 〉
金融証 書詐 欺罪 とは,偽 造 ・変造 され た現 金受 取委託 証書 ・為 替証
書.銀 行預 金証書 またはその他 の銀行決済証 書 を用いて
,財 物 を騙 取 す
(992) 1,俵 松繍 ・刑法教 櫓(各 ・1繍24章 一29'詫 〉
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(4)本 罪の客観面 は,金 融証 券 を用 いた詐欺行為 である。刑法194
条 によれば,金 融証 券詐欺行為 には,次 の具体 的態様が あ る・
1)偽 造 ・変造 された為替手 形 ・約束手形 ・小切手 と知 りなが ら使 用
す る行為 であ る。 この使用 とは,行 為者が偽造 ・変造 され た為替手形 ・
約 束手 形 ・小切 手 を故意 に支払 ・決済 ・流通 ・融資 ・信 用の手段 に用
い,直 接 ・間接 に他 人の財物 を騙取す る こ とをい う・
2)無 効 の為替手形 ・約束手 形 ・小切 手 をそれ と知 りなが ら使 用す る
行為であ る.こ の無効 とは,法 律上 また1燗 醐 定上使用不 能 なこと・す
なわ ち有効 であ った証券が現 にその効力 を失 った ことをい う。
3)他 人の為替手形 ・約束手形 ・小切手 を冒用す る行為で ある。 この
冒用 とは,行 為者が証 券権利者 の名義 を無権限使 用 して,自 己 に支配権 の
ない他 人証券 の支配 ・使 用 ・譲渡 に よ り詐欺 を行 うことをい う。実務
上,他 人の鰭 手形 練 手形 小切 手 を冒用 した詐 欺行為 には,詐
欺.窃 盗等 によ り証 券 を不法 に入手 する場合,不 法手段 によ り入手 した
証券 と知 りなが らこれ を冒用す る場Qイ 鯉 人がその権限 を超 えて他 人の
証 券 を使用 し詐欺行為 を行 う場合,代 理権 のない行為者が保管 を委託 され
た他 人の証券代理 人名義で使用 しsま たは拾得 した証券 を用いて詐欺行為
を行 う場合等が ある。
4)空 小切手 または届 出印 の異 なる小切手 を振 出 して財物 を騙取す る
行為であ る。空小切手 とは,そ の券面額が振 出人の銀行預金の残高 を超 え
る小切 手,ま たは券面額が収 入を超過 し全額支払が不能の小切 手 をい う。
届 出印の異なる小切手 とは,小 切手振出人が銀行 またはその他 の金融機関
構 に届 け出た財務公章 または印章 と異 なる印章 を捺 印 して発行 した小切
手 をい う。
5)為 替手形 ・約束手 形の振 出人が資金保証 のない為替手 形 ・約 束手
形 を振 出 し,ま たは振 出に際 して虚偽の記載 を行 って・財物 を騙 取す る行
為で ある。振 出 とは,振 出人が証 券 を発行 しこれ を金員受領者 に交付す る
証 券行 為 をい う。 為替手形 ・約束手形 の振 出人 は,そ の発行 に際 して確
実 な資金 の保証 を行 い,全 券面 額 を支払 う必 要があ る・資 金の保証 とは・
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2)虚 偽の経済契約 を使 用 した とき。
3)虚 偽 の証 明文 書 を使用 した とき。
4)虚 偽の財 産権証 明書 に よ り保証 を行 い,ま たは抵 当物 の価値 を超 え
る重複 担保 を した とき。
5)そ の他 の方法で借款 を騙取 した とき。
銀行 またはその他 の金融機 関か らの借款 騙取額が高額 であれば犯罪 と
なるが,そ うで なけれ ば犯罪 にな らない。
2.特 殊 犯罪構 成
(1)重 大犯罪構成 は,本 罪 の基本犯罪構成 を充足 して,か つ その額
が巨額 またはその他 の情状 が重大 な行為 であ る。
(2)特 別重大犯罪構 成は,本 罪 の基本犯罪構成 を充足 して,か つ そ
の額 が特 に巨額 また はその他 の情状が特 に重大 な行為で ある。
H刑 事責任
刑 法193条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処
し,2万 元以上20万 元 以下の罰金 を併科 す る。そ の額が 巨額 またはその
他の情状が重大 な ときは,5年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 し,5万 元
以上50万 元 以下の罰金 を併科す る。その額が特 に巨額 またはその他 の情
状が特 に重大 な ときは,無 期懲役 または10年 以上 の有期懲役 に処 し,5
万元以上50万 元以 下の罰金 または財産没収 を併 科す る。
3証 券詐欺 罪 〈票据咋輪罪 〉
証券詐欺罪 とは,証 券 を用い て詐欺行 為 を行 い,そ の騙 取額が高額 な行
為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,一一般主体 であ りi自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪の客体 は,複 雑客 体 〔複 合法益 〕す なわ ち国家の金融管理
秩序お よび公 私の財産 である。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意 お よび財物騙 取 または図利の 目的 であ
る。
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拘留 に処 し,2万 元以上20万 元 以下の罰金 を併科す る。その額 が巨額 ま
たは その他 の情状 が 重大 な ときは,5年 以 上10年 以下 の有期懲役 に処
し,5万 元以上50万 元 以下 の罰金 を併科 す る。その額が特 に巨額 または
その他 の情状が特 に重大 な ときは,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役
に処 しs5万 元以上50万 元以下の罰金 または財 産没 収 を併科 す る。 その
額が特 に巨額で,か つ 国家 ・人民 の利益 に特 に重大 な損失 を与 えた とき
は,死 刑 また は無期懲 役 に処 し,財 産没収 を併 科す る。
刑法200条;単 位が本 罪 を犯 した ときはs単 位 に罰金 を科す るほかr
その直接 責任 を負 う管理職お よびその他の直接 責任者 は,5年 以下の有期
懲役 または拘留 に処 す る。 その額が 巨額 またはその他 の情状が重大 な と
きは,5年 以上10年 以下 の有期懲役 に処す る。 その額 が特 に巨額 または
その他 の情状が特 に重 大 な ときは,無 期懲役 または10年 以上の有期 懲役
に処 す る。
2借 款詐欺罪 く貸款 咋騙罪 〉
借款 〔借 金〕詐欺罪 とは,不 法 領得 の 目的 を もって,銀 行 またはそ の他
の金融 機関か ら融資 を受 けてこれ を騙取 し,そ の額が高額 な行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪 構成
(1)本 罪の主体 は,自 然人 であ る。
(2)本 罪 の客 体 は,複 雑客体 〔複合法益 〕す なわち国家の金融管理
秩序 お よび銀行等金融 機関の財 産で ある。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 お よび不法領得 の 目的であ る。
(4)本 罪の客観面 は,銀 行 またはその他 の金融 機関 か ら借款 を騙取
す る行為であ る。 すなわち,事 実捏造 または事実隠匿の詐欺手段 を用いて
銀行 またはその他 の金融機関を融資 条件 に合致する と欺岡 して,資 金 を借
り出 し,こ れ を騙取 す る行為で ある。刑法193条 に よれば,借 款 詐欺 には
次 の具体 的形態 が ある。
1)資 金 また は企 画等導 入の理 由 を捏造 した とき。
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(3)最 重 大犯罪構成 は}本 罪 の基本犯罪構城 を充足 し,そ の額 が特
に巨額で国家 ・人民 の利益 に特 に重大 な損 失 を発生 させ た行為 である
。
H定 罪
1・本罪 と貸借紛 争 との限界 両者 の区別の 中核 は,行 為者の主観的な
不法領得 目的の有無 であ る。行為者 が この 目的 な しに集金収益 を誇張 し
たが,事 後 に市場 の変動 ・経営 の不振 に よ り,そ の収益が実現 されない
ときはt民 事hの 詐欺行 為に なるが a犯 罪 とはな らない。行為者が不法領
得 目的で事 実 を捏 造 し事実 の真相 を隠匿 して不法 に集 めた資 金が巨額 な
ときは,犯 罪 になる。行為者の不法領得 目的は,充 分 な事実 お よび証拠 で
証明す る必 要がある。実務では,次 の一事情があれば,「不法領得の 目的」
が ある と認定 される。①収集資金 を携帯 して逃走 した場合,② 収集資金 を
浪費 して返還不能 になった場 合,③ 収集資金 を犯罪 に使用 して返還不能 に
なった場合,④ その他の詐欺行為 に よる収集資金の返還拒否 または返還不
能の場 合で ある〔161。例 えば,収 集資 金 を携 帯 して国外 に逃亡 ・潜 伏 しま
たは国内で偽 名を用いた場合,収 集資金 を正常 な経営活動 に使用せず全部
を浪費 した場合,収 集資金 を国内外での賭博 に使用 し返 還不能 になった場
合,身 分 を詐称 または他 人名義 を冒用 して不法 な資金収 集を行 った場合等
は,行 為者 の不法領得 の 目的が比 較的明確 で ある。
2・本罪 と公衆預 金不法収集罪 との限界 ある意味で,公 衆預 金 の不 法
収集 は不法 な資金収 集行為 で もあるがT本 罪 と後罪 とは,次 の三点で異な
る。① 犯罪 目的が異 なる。本罪 は不法領得 目的であるがs後 罪は営利 目的
であ って不法領得 目的 では ない。② 行為 の形態 お よび対 象が異 な る。本
罪 は詐欺 の手段 による不法 な資金収集であ り,一 般公衆 も特 定少数人 も対
象 となる。 これに対 して,後 罪 は,詐 欺 の手段 を用いず に一般公衆 の預 金
を収集す る。③犯罪客体が異 なる。本罪 の客体 は,複 合法益す なわ ち国家
国家 の金融管理秩序 お よび公私 の財産所有権 であるが,後 罪 の客体 は,単
一法益 す なわ ち国家 の金融管理 秩序 であ る
。
m刑 事 責任
刑法192条 ・199条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下 の有期懲 役 または
(996) 何兼松編 著 ・刑法教 科,}}(各 論編24章 一29勅
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税関 ・外 国為替管理機 関 ・金融機関の職 員sま たは対外貿易の経営 に従
事す る会社 ・企業 ・その他 の単位 の職員が,外 国為替 の詐欺購 入 ・国外
不法移転 の行為者 と通謀 して外国為替購入 に関す る証拠 ・その他 の便宜 を
提供 し,ま たは偽造 ・変造 された証拠 ・証書 をそれ と知 りなが ら外 国為替
の売却 ・支払 を行 った ときはr共 犯 として同決定 に基づ き重 く処罰す る。
第6節 金融詐欺の罪
1集 資詐欺罪 〈集資作鶉罪 〉
集資詐 欺罪 とは,不 法 領得 〈作法 占有 〉の 目的で,詐 欺 の方法 によ り不
法 集資 して,そ の額が高額 な行 為 をい う。
1犯 罪構成





本罪の主体 は,一一般 主体であ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
本罪 の客体 は,国 家の金融秩序お よび公私 の財 産権 であ る。
本罪 の主観 面 は,故 意お よび不法領 得の 目的で ある。
本 罪の客観面 は,詐 欺 の方法 によ り不法 に資金 を集める行為で
ある。 「詐欺 の方法」とは,事 実捏造 また は真相 隠匿 の方法 をい う。実 際
の事件 で行 為者が用 い る詐欺 の方法 は,多 種 多様 で あ り,共 同経 営 ・共
同出資等の名 目で不法 に資 金を集めて他 人の財産 を騙取する場合,高 利で
公 衆の投 資 を誘惑 して資 金 を不法 に集 める場 合等 があ る。 「不法 集資」と
は,行 為者が 国家 の規 定 に違反 して各種 の方法 ・手段 に よ り許可 な く一
般公衆 か ら資 金 を集め る行為 をい う。詐 欺 に よ り集 めた資金 が高額であ
れば犯 罪 を構 成す るカ㍉ そ うで ない ときは犯罪 にな らない・
2.特 殊 犯罪構成
(1)重 大犯罪構成 は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 し,か つその額が
巨額 またはその他 の情状が重大 な行 為であ る。
(2)特 別重 大犯罪構成 は,本 罪 の基本犯罪構 成 を充足 し,か つそ の
額 が特 に巨額 またはその他 の情状 が特 に重大 な行 為で ある。
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(2)本 罪 の客体 は,国 家の外国為 替管理 秩序 である。
(3)本 罪の主観面 は,故 意である。外国為替の詐欺購 入 と知 りなが
ら ・その資金 と して人民 元 を提 供 した者 は ,共 犯 と して処理 される。
(4)本 罪 の客観面 は,外 国為替 を詐欺の手段 を用いて購 入 し,そ の
額 が高 額 な行為 である。 具体 的 には,次 の ようになる。
1)偽 造 ・変造 され た税関発行 の税 関 申告書 ・輸 入証明書 または外 国
為替管理機 関の審査 許可書等 の証拠 ・証書 を使 用す る場 合。
2)税 関発行 の税 関 申告書 ・輸 入証 明書 ,外 国為替管理機 関の審査 許
可書等 の証拠 ・証書 を複 数回使 用す る場 合。
3)そ の他 の方法 で外 国為 替の詐欺購 入 を行 う場 合。
「高額」の基準 につ いて,刑 法 は規定 してい ない。 司法実務 では,会 社 ・
企 業 ・そ の他 の単位 による500万 アメ リカ ドル以 上の外 国為替 の詐 欺購
入 も しくはその違法所得 が50万 人民元以上 の場 合 ,ま たは100万 ア メ リ
カ ドル以上 の外 国為替の詐欺購i入の仲 介 も しくはその違法所得 が10万 人
民元以上 の場 合 に,犯 罪 と して処断 され る(151。
全国人民代 表大会常務委員 会 「外 国為替詐欺購 入不法移転売 買罪 の懲
罰 に関す る決定」1条;本 罪 を犯 した者 はf5年 以下の有期懲役 また は
拘 留 に処 し,詐 欺購 入 を行 った外 国為替額 の5%以 上30%以 下 の罰金 を
併科 す る。 その額が巨額 またはその他 の情状 が重大 な ときは ,5年 以上
10年 以 下の有期懲 役 に処 し,詐 欺購 入 を行 った外国為替額 の5%以 上30
%以 下 の罰 金 を併科 す る。 その額が特 に巨額 またはその他 の情状が特 に
重大 な ときは,無 期懲役 または10年 以上 の有期懲役 に処 し,詐 欺購 入 を
行 った外国為替額 の5%以 上30%以 下の罰金 または財産没収 を併科す る。
単位 が本 罪 を犯 した ときは,単 位 に第1項 の規 定 に より罰 金刑 を科 す
るほか,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任者 はs5年 以
下の有期 懲役 または拘 留 に処す る。 その額が巨額 またはその他 の情 状が
重大 な ときは,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,そ の額 が特 に巨額
またはその他 の情 状が特 に重大 な ときは ,無 期懲 役 または10年 以上 の有
期懲役 に処す る。
(998) 何 飛松編 著 ・刑法教 科ref(各 論編24章 一29章)
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罪 ・密輸罪 の犯罪 者が有す る財物 の現 金化 ・金融証 書化 に対 し,こ れ を
行 うための条件 を提 供す るこ とをい う。
3)振 込 またはその他 の決済方式 による犯罪不法収益 ・その果実 の性
質 ・由来の隠蔽 ・隠匿 薬物 犯罪 ・黒社 会的組 織犯罪 ・密輸罪 の犯罪
者が あ る口座 か ら他 の 口座 へ と財 産 を移転 して,そ の 由来 ・性 質 を隠
蔽 ・隠匿す るにあ た り,振 込 ・決済 の委託等 の決済方式で援助 する こ と
をい う。
4)資 金国外送金へ の協力 薬物 犯罪 ・黒社会 的組織犯 罪 ・密輸 罪の
犯罪者 に よる犯罪収益 の国外へ の送金 を援助す るこ とをい う。
5)そ の他 の方 法 に よる犯罪不 法収益 ・その果実 の性 質 ・由来 の隠
蔽 ・隠匿 薬物犯 罪 ・黒社会的組織犯罪 ・密輸罪 の犯罪者 のため に,上
記四方法 以外 に より資 金洗浄行 為 を行 うこ とをい う。例 えばr犯 罪収益 を
携帯 して国外 に持 ち出す犯 罪者 に対す る援助等 であ る。
行 為者が これ らの資金洗浄行 為の一つ を行 った ときはt犯 罪 を構成 す
る。
刑法191条;本 罪 を犯 した者 は,犯 罪不法収益 お よびその果実 を没収
し,5年 以下 の有期懲 役 または拘留 に処 し,資 金洗 浄金額5%以 上20%
以下 の罰金 を併科 または単科す る。その情状 が重大 な ときは,5年 以上
10年 以下 の有期懲役 に処 し,資 金洗 浄金額5%以 上20%以 下 の罰 金 を併
科す る。単位 が本 罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ の直接
責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接責任者 は,5年 以下の有期懲役 また
は拘留 に処す る。
25外 国為 替詐欺購 入罪 〈輪 殉外 江罪 〉
外国為替詐欺購 入罪 とは,外 国為替 を詐欺 の手段 を用いて購 入 し,そ の
額 が高 額 な行為 をい う。
1基 本犯罪構成




移転 した為 替額の5%以 上30%以 下 の罰 金 に処 し,そ の直接 責任 を負 う
管理職 お よびその他 の直接 責任者 は,5年 以 下の有期懲役 または拘留 に処
する・金額 が特 に巨額 またはその他 の情状が重大 な ときは
,単 位 は国外 移
転 した為 替額の5%以 上30%以 下 の罰金 に処 し,そ の直接 責任 を負 う管
理職お よびその他 の直接 責任 者 は,5年 以 上の有期懲役 に処 す る
。
24洗 銭 罪 〈洗銭罪 〉
洗銭罪 〔資金洗浄罪 ・マ ネー ロンダ リング〕 とは ,麻 薬犯 罪 ・黒社 会
〔マフ ィア〕的 な組織 犯罪 または密輸 犯罪 か ら得 た不 法 な収益 お よびそ の
果実 と知 りなが らsそ の由来 お よび性質 を隠蔽 または隠匿す る行為 をい
う。本 罪の基本犯罪構 成は,次 の通 りである。
(1)本 罪 の主体 はx一 般 主体であ り,自 然 人 ・単位 を含む。
(2)本 罪の客体 は,複 雑客体 〔複 合法益〕であ る。国家の金融管理
秩 序 と同時 に司法 機関の正常 な活動 も侵 害 され る。
(3)本 罪の 主観面 は,故 意 であ る。す なわち ,麻 薬犯 罪 ・黒社 会
的 な組繊犯 罪 また は密輸犯罪 か ら得 た不法 な収益 お よびその果実 と知 り
なが ら・故意 に資金洗浄 を行 い}そ の由来お よび 性質 を隠蔽 または隠匿す
る 目的 を実現 しようとす る故意であ る。
(4)本 罪の客観面 は,麻 薬 犯罪 ・黒社 会的組織 犯罪 ・密輸犯罪 に
よ り獲得 した不法収益 お よびその果実 の由来お よび性 質 を隠蔽 また は隠
匿 して,こ れ を合法 な資金 にす る行為 であ る。
ここにい う 「薬 物犯罪」とは ,わ が国の刑法 各則6章7節 に定 め る 「薬
物密輸 販売輸送製造 罪」をい う。 「黒社 会的組織犯罪」とは sマ フ ィア的
犯罪組織 によ り行 われる各種 犯罪 をい う。 「密輸罪」とは ,わ が国の刑 法
各則3章2節 に定 める各類 型の犯罪 をい う。
刑法191条 は,資 金洗 浄行 為 につ いて,次 の具体 的形式 を定 める。
1)資 金預 金口座 の提供 薬物 犯罪 ・黒社 会的組 織犯罪 ・密輸 罪の犯
罪者のため に口座 を開設 し,ま たは 自己の口座 を使 用 させ るこ とをい う。
2)財 産の現金化 ・金融証 書化へ の協力 薬 物犯罪 ・黒社 会的組織 犯






限 な く預 金 し
が高額 な行 為であ る。「外 国為替」とは,外 国通 貨 に よ り表示 された国際
決済 に用い る支払手段 をい う。 具体 的 には,外 国通 貨(紙 幣 ・貨 幣 を含
む),外 貨支払証 券(手 形 ・銀行預 金証書 ・郵政貯 蓄証 書 を含む)・ 外貨
有価証 券(政 府債券 ・社債 ・株券 を含 む),国 際通貨 基金特 別引 出権,
ユ ー ロ,そ の他 の外 国為替資 産で ある。外 国為替の国外預金 とは・国家の
規 定 に違反 して国家 に帰属 しまた は国内 に転属すべ き外 国為替 を隠匿 し
て申告せず,国 外 に権限 な く預金す る行為 をいう。外国為替管理条例 によ
れば,会 社,企 業 またはその他 の単位 は,外 国為替の決済 ・売却 ・支払
に関す る国務院 の規定 に従 ってその経常項 目の外 国為替収 入 を適 時 に国
内 に転属 させ るため,為 替市場相場 に応 じてその全部 を指定銀行 に売却 し
なけれ ばな らないのであって,国 外 に預 金 した り,外 国為替 を保留 する口
座 を開設 してはな らない。会社,企 業 またはその他 の単位 は,国 務院が特
に規定 を設け る場合 を除 き,そ の資産項 目における外国為替収入 を国内 に
転 属 させねばな らない。 これ らの規定 に違 反す る外国為替の国外預金 は,
違法行 為 となる。国内 の外 国為替の不法 国外移転 とは,国 家の規定 に違 反
して,国 内の外国為替 を権限 な く国外 に移転す る行 為 をいう。外 国為替管
理条例 は,国 内の機関が国外 に投資す るにあたって,主 管官庁 に申請す る
前 に,外 国為替管理機関 によるその外 国為替資金 の由来審査 お よび許可 を
受 けた後,外 国為替国外 投資 の管理 に関す る国務 院の規定 に基づ き外国為
替 の移転手続 を しなければな らない,と 定め る。会社,企 業 またはその他
の単位が この規定 に違 反 して国内の外国為替 を国外 に移転 し,そ の情状が
重大 な ときは,犯 罪 となる。
1998年12月30日 の全国 人民代表大 会常務委 員会 「外 国為替詐 欺購 入
不法移転売買 罪の懲罰 に関す る決定」3条;本 罪 を犯 した単位 は,国 外
本罪 の主体 は,会 社 ・企業そ の他 の単位 のみ に限 られる。
本 罪の客体 は,国 家の金融管理秩序 であ る。
本罪の主観面 は,故 意 である。
本罪の客観面 は,国 家 の規定 に違反 して,外 国為替 を国外 に権
,ま た は国内 の外 国 為替 を不 法 に国外 移 転 して ・その額
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22違 法 手形引受支払保証罪 〈対達 法票据承兇 、付款 、保証罪 〉
違法手形引受支払保証罪 とは,銀 行 またはその他 の金融機関の職員 また
は単位 が,手 形業 務の取扱 に際 して ,手 形法違 反手形 の引受 ・支払 ・保
証 を行い,重 大 な損 失 を生 じさせ る行為 をい う。本罪 の基本犯罪構成 は
,
次の通 りであ る。
(1)本 罪の主体 は,銀 行 またはその他 の金融機関 の職 員 ・単位 で
あ る。
(2)本 罪 の客体 は,国 家 の金融管理 秩序 である。
(3)本 罪 の主観面 は,過 失で ある。
(4)本 罪の客観面はf手 形業務 の取扱 に際 して
,手 形法 違反手形 の
引受 ・支払 ・保証 を行 い,重 大 な損失 を生 じさせ る行 為であ る。「手形法
違反 の手形」 とは,手 形法 に定 める手 形様 式 ・内容 に適合 しない為替手
形'約 束手 形 ・小 切手 をい う。 「引受」とはf為 替手 形支払 人が その為 替
手形 の支払期 日に額面額 を支 払 うこ とを承 諾す る手形行 為 をい う。 「支
払 」 とは,手 形 支払 人 または支払承 諾 人が額面額 を支払 う行 為 をい う
。
「保証」とは,手 形債務者以外 の第三者が手形債務 の履行 を担 保す る こ と
をい う。本罪 は,過 失犯 であ るので ,行 為 者が当事者 または銀行 ・金融
機関に重大 な損失 を生 じさせ た ときにのみ成立 する。 そうでなければ,犯
罪 とな らない。
刑法189条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以 下の有期 懲役 または拘留 に処
す る。特 に重大 な損失 を生 じさせ た と きは ,5年 以上 の有期懲 役 に処 す
る。単位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 す るほか
,そ の直接責任
を負 う管理職 お よびその他 の直接責任者 は ,前 記規定 に よ り処 罰す る。
23外 国為 替不 法国外持 出罪 〈逃 江罪 〉
外 国為替不法国外 持出罪 とは,会 社,企 業 またはその他の 単位が国家の
規定 に違反 して,外 国為 替 を国外 に権 限な く預 金 し,ま たは国内の外 国為
替 を不法 に境外 移転 し,そ の額が高額 な行為 をい う。本罪 の基本犯罪構成
は,次 の通 りであ る。
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形 ・預金証書 ・資産信 用証明書 を振 出 し,重 大 な損失 を生 じさせ る行 為
をい う。
(1)本 罪の主体 は,特 殊 主体す なわち銀行その他 の金融機 関の職 員
お よび単位 である。
(2)本 罪の客 体は,国 家の金融管理制度 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,過 失で ある。高額の損失発生 に関 しては過失
であるが,規 定 に違反 して信用証券等 を他 人に発行す る行為 に関 しては故
意で あ る。
(4)本 罪 の客観 面は,規 定 に違反 して信 用証 券 ・信用保証証券 ・
手 形 ・預 金証 書 ・資産信 用証明書 を他 人 に発 行 し,高 額 の損失 を発 生 さ
せ る行 為であ る。 「関係規定 に違 反」す る とは,商 業銀 行法 ・会社法等 の
金融 に関す る法律 法規 お よび金融機 関内部 の重要業務規則制度 に違 反す
るこ とをい う。 「信 用保証証券」とは,金 融機関が 自己の信 用で他 人の担
保 を行 う文書であ る。 「手形」 とは,為 替手形 ・約束手形 ・小 切手 をい
う。 「預 金証書」とは,預 金 の記入書の ことをい う。 「資 産信用証 明書」と
は,個 人 ・単位 の経済 的実 力証 明文書 をい う。
関係規定 に違反 して他 人の ため に信 用証券等 を振 出す行 為 には,実 務
上,故 意 に他 人のために不実 の金融証券 ・資 産信用証明書 を振 出す場合・
金融 機関の職 員が越権 または無権 限で他 人の ために金融証 券 ・資 産信 用
証 明書 を振出す場合,金 融機関の単位 名義 を偽称 して他人のため に金融証
券 ・資 産信 用証 明書 を振 出す場合等が あ る。 高額の損 失 を生 じさせ た と
は,金 融 機関その他 の 当事者 に高額 の損失 を生 じさせ た こ とをい う・
刑法188条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以 下の有期懲役 または拘 留 に処
す る。重大 な損失 を生 じさせ た ときは,5年 以上の有期懲役 に処 する・単
位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ の直接責任 を負 う
管理 職お よびその他 の直接責任 者 は,前 記規定 に よ り処罰す る。
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し・1万 元以上10万 元以 ドの罰金 を併科 す る
。特 に重 大 な損 失 を生 じさ
せ た ときは}5年 以上 の有期 懲役 に処 し
,2万 元以 上の20万 元以 下の罰
金 を併 科す る・単位 が本罪 を犯 した ときは
,単 位 に罰金 を科 す るほか,そ
の直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任 者は
,前 記規定に よ り処
罰する。
20帳 簿外不法融 資罪 〈用帳外客戸 資金造 法折借 、麦放貸 款罪 〉
帳簿外 不法融資罪 とは}銀 行 またはその他 の金融機 関の職 員 ・単位 が
,
図利 目的で顧 客の資金 を収集 しなが ら帳簿 に記載せず
,そ の資金 を不法 に
分散 して貸出 しまたは融資 として貸 出 しi重 大 な損 失 を生 じさせ る行 為 を
い う。
「顧 客 の資金 を収集 しなが ら帳簿 に記載 しない」 とは
,金 融管 理 の法
律'法 規 に違 反 して,顧 客の資金 を収集 しなが ら金融機 関の預 金通帳 に
記入 しない こ とをい う。「資金 を不法 に分散 して貸 出 し
,ま た は融資 と し
て貸出す」とは,金 融管理法規 に違反 して不法 に融資 を分散 して貸 出す行
為 をい う。例 えば・範 囲 を超 える分散 貸付 }信 用 の規模 を超 える融資貸付
等である。図利 目的で顧客の資金 を収集 しなが ら帳簿 に記載せず
,そ の資
金 を不法 に分散 して貸 出 し,ま たは融資 と して貸出 して重大 な損失 を生 じ
させた とき,犯 罪 となる。
刑法187条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 また は拘 留 に処
しt2万 元 以上20万 元以 下の罰金 を併科 する。特 に重大 な損失 を生 じさ
せ た ときは ・5年 以上 の有期懲役 に処 し,5万 元以上50万 元以下 の罰金
を併科 す る・単位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ の
直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任 者は
,前 記規定 によ り処罰
す る。
21金 融 証券 不法発行罪 〈達法 出具金融票証罪 〉
金融証券不法発行 罪 とは t銀 行 またはその他 の金融機関 の職 員.単 位
が,関 係規 定 に違 反 して ,他 人のため に信 用 証券 ・信 用保 証証 券 ・手
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し,不 法収益 の1倍 〔同額〕 以上5倍 以下の罰 金 を併 科 または単科す
る。単位が 本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰 金 を科す るほか ・そ の直接責
任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任 者 は,5年 以下の有期懲役 また
は拘留 に処す る。
18関 係者 融資罪 〈達法 向美 系人炭放 貸款 罪 〉
関係者融資罪 とは,銀 行 またはその他 の金融機 関の職 員 または単位が・
法律 ・行 政法規 に違 反 して,関 係者 に信 用貸付 を行い,ま たは担保 貸付
条件 が等 しい他人 よ りも優遇 して貸付 を行 って,高 額 な損 失 を生 じさせ る
行為 をい う。
ここで の法律 ・行政法規違 反 とは,商 業 銀行法 ・銀行管理 暫定条例 ・
金銭貸借契約 条例 お よび貸付 を管理す る内容 のその他すべ ての法律 ・行
政法規 に違反す ることをい う。商業銀行法お よび金融 関連法規 によればs
この関係者 とは,銀 行 またはその他 の金融 機関の取締 役 ・監事 ・管理職
員 ・貸付担 当者 とその近親者,お よび これ らの者が投 資 しまたはその高
度 な管理 職務 を担 当す る会社 ・企業 ・その他の経済組織 である。近親 者
とは,配 偶 者 ・父母 ・子 ・兄弟姉妹 ・祖父母 ・外祖 父母 ・孫 をい う・
刑法186条;本 罪 を犯 した者は,5年 以下 の有期懲 役 または拘留 に処
し,1万 元 以上10万 元以下 の罰金 を併 科す る。特 に重大 な損害 を生 じさ
せ た ときは,5年 以上 の有期懲役 に処 し,2万 元以上 の20万 元 以下の罰
金 を併科す る。単位が前項 の罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほ
か,そ の直接責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接責任者 は,前 記規 定 に
よ り処 罰す る。
19不 法 融資罪 〈達法炭 放貸款 罪 〉
不法 融資 罪 とは,銀 行 またはその他 の金融機関 の職 員が,法 律 ・行 政
法規 に違反 して,関 係者以外 の他人 に貸付 を行 い,重 大 な損失 を生 じさせ
る行 為 をい う。
刑法186条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
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刑法181条;本 罪 を犯 した者 は ,5年 以下 の有期懲役 また は拘 留 に処
し・1万 元以上10万 元 以 下の罰金 を併科 または単科 す る
。 その情状 が特
に重大 な と きは・5靱 上10年 以 下の有-役 に処 し
,2万 元以上20万
元以 下の罰金 を併科す る。単位が本罪 を犯 した ときは
,単 位 に罰金 を科す
るほか,そ の直接責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任 者 は
,5年 以
下の有期懲 役 または拘 留 に処す る。
17相 場操縦罪 く操鰍柾券交 易倹格 罪 〉
相場操縦 罪 とは・証券先物取 引の価格 を操縦 して
,不 当 な利益 を取得 し






本罪 の主体 はs自 然 人お よび単位 であ る。
本罪 の客体 はr国 家の金融管理秩序 であ る。
本罪の主観面 は,故 意お よび不正利益 獲得 または他 人へ の危険
転嫁 の 目的 であ る。
(4) 本罪の客観面は,各種手段を用いて証券先物取引価格を操縦 し
て,不 正利益 を獲得 し,ま たは他 人 に危 険 を転嫁 し,そ の情状 が重大 な行
為 であ る。刑法182条 に よれば,相 場操縦 の具体的行為 には,次 の類型 が
あ る。①単 独 または他 人 と通謀 して ,資 金 ・株式 を集中 させ,ま たは情
報 を操 作 して連携 的 ・連続 的 に売買す る ことに よ り
,証 券先物 取引価格
を操縦 す る行為,② 他 人 と通謀 して ,事 前 に約束 した時間 ・価格 ・方法
に よる証券 ・先物 の相互取 引 または未所有 の証券 ・先物 の相互売買 を行
うこ とに よ り・証券先物取 引の価格 ・出来高 に影響 を与 える行為
,③ 自
己 を取 引対 象 として証券 ・先物 の所有権移転 な き自己売買 を行 い
,証 券
先物取 引の価格 ・出来高 に影響 を与 える行為 ,④ その他 の方法で証券先
物取引の価格 を操縦 す る行為 である。 これ らの行為 の情状 が重大 なとき
,
犯 罪が成立 す る。
皿 刑事 責任
刑法182条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
(1006) f・∫兼 松 編 著 ・ 刑 法 教 不+,1}(各 論 編24F-29f忙)
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15証 券先物取 引虚偽情 報捏造伝播 罪 〈編造 井侍播証券 、期貨 交易虚
假 倍息罪 〉
証券先物取 引虚偽情報捏造伝播 罪 とは,証 券先物取引の虚偽情報 を捏造
または伝播 して,証 券先物取引市場 を撹 乱 し,重 大 な結果 を発 生 させ る行
為 をい う。
「証券先物取引 に影響 を及ぼす虚偽情報」とは,証 券先物取引 の価格.取
引量な どに影響 を及ぼす事実無根 の情報 をい う。行為者が証券先物取引 に
影響す る虚偽情報 を捏造 ・伝播 す る行為 を行い,証 券先物取引市場 を掩乱
して重大 な結果 を発 生 させ た ときにのみ,本 罪が成立す る・
刑法181条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処
し,1万 元 以上10万 元 以 下の罰金 を併科 または 単科す る。単位 が本罪 を
犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ の直接 責任 を負 う管理職お よ
びその他 の直接責任 者 は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処す る。
16証 券 売買誘引罪 く誘輪投 資者冥妻柾券罪 〉
証券売買誘 引罪 とは,故 意 に虚偽情報 を提供 しまたは取引記録 を偽造'
変造 ・殿損 して投資 者 を誘引 し,証 券先物売買契約 を締結 させ,重 大 な
結果 を発 生 させ る行為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人 ・単位 を含 む特 殊主体 であ る。 単位 と
は,証 券取引所 ・先物取 引所 ・証 券会社 ・先物経 営会社,ま たは証券業
協 会 ・先物業協 会 ・証 券先物 監督管理機 関であ る。 自然 人 とは,こ れ ら
の単位 の従業 員 ・職 員であ る。
(2)本 罪 の客体 は,国 家の金融 管理秩序 であ る。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意 であ る。
(4)本 罪の客観 面 は,虚 偽情報 を提供 しまたは取引記録 を偽 造.





益 ・経 済利益 に影響 を及ぼす重 要 な契約 の締 結
r上 場 会社 の経営 政策.
経営範囲の重大 な変化,経 営上 ない し非経営上 の重大 な損失の発 生
}上 場
会社 に よる重大 な投 資行為 ,場 斜 士の規約 澄 録 資本 な どの変更 ,上
場会社 の債務担 保の重大 な変更 ,上 場会社 の理事 ・監 事 ・支配 人の重 大
な変更,上 場 会社の重大 な訴 訟事項 ,上 場 会社の合併 ・分離 ・買収 ・併
合,上 場会社 の配当 ・発行株 券増 大その他 の経営計 画等 に関す る情報 で
あ る・ これ らの情報公開前 に,証 券価格 に大 きな影響 を及ぼす ことsこ の
ような内部情報 を利用 して証券取引 を行 うこと
,ま たは これ らの情報 を漏
泄す る ことは ・証券市場 の公開 ・公 正 ・公平 の原則 に反す るので
}そ の
情状 が重大 な ときは犯罪 として処罰す る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ る。過失 は
,本 罪 を構 成 しない。
(4)本 罪の客観 面 は,証 券発 行,証 券先物取 引 または証券先物取 引
の価格に重大 な影響 を及ぼす情報 の公 開前 に
,そ の証券 を購入 もしくは売
却 し,ま たはその情報 を漏泄 して,そ の情状 が重大 な行 為である。証券の
発行 ・取引 または価 格 に重大 な影響 を及 ぼす情報 の公開前 にお ける当該
証 券の購 入 ・売却が,内 部 取引情報 に よる取 引であ る
。 内部情 報の漏泄
とは・内部情報 を知 る者 がそれ を知 らない者 に内部情報 を漏 らす ことをい
う。重大 な情状 の意義 について,司 法機関の解釈 は示 されていない。理論
的 には,一 般 的 に,行 為者 の巨額利益獲得 の有無
,国 家 ・他 人の重大 な経
済的損 失の有無 の観点 か ら判 断 され る。
皿 刑事 責任
刑法180条;本 罪 を犯 した者 は ,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し・違 法所 得 の1倍 〔同額〕以上5倍 以 下 の罰金 を併 科 また は単科す る
。
情状 が特 に重 い ときはs5年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 し
,違 法所得
の1倍 以上5倍 以下 の罰金 を併 科 する。 単位が本罪 を犯 した ときは,単
位 に罰金 を科す るほか,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責
任 者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処す る。
(loos) 何乗松編著 ・刑法教科 詐(各 論編24章 ～29胸
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券 ・先物取 引 に関連す る非公 開の情報,ま たはその他証券 ・先物取 引の
価格 に影響 を及ぼす非公 開 の情報 が,内 部 情報で ある。内部情報 の範囲
は,法 律 ・行 政法規 に定 め られてい る。例 えばf証 券詐欺行為禁止暫定
法5条 は,証 券発行 ・取 引 の内部情報 の うち26の 重 要情報 を詳細 に定
め る。 す なわ ち,① 証券発 行者(以 下 では,単 に 「発行 者」とい う)に よ
る会社 の資産 ・負債 ・権益 ・経営 利益 に影響 を及ぼす重 要 な契約締結 に
関す る情報 ② 発行 者の経 営政策 ・経営範 囲の重大 な変化 に関す る情報
③発 行者の重大 な投資行為 に関する情報,④ 発行者 に生 じた重大 な債務 に
関す る情報 ⑤発 行者の返済期前 の重大債務 の違約行為 に関する情報 ⑥
発行者 の経営 上 または非経営上 の重大 な損失 に関す る情報 ⑦発行者の資
産に生 じた重大 な損失 に関す る情報,⑧ 発行者の生 産経営環境 に生 じた重
大 な変化 に関す る情報 ⑨証券市場 の価格 に著 しい影響 を及ぼ しうる国家
政策 の変化 に関す る情報,⑩ 発行 者の理事長 ・3分 の1以 上 の理事 ・総
支配 人の変更 に関す る情 報,⑪ 発行 者が外 部 の一般株 主 に100分 の5以
上 を発行 し,こ の株券 の増減 変化が外部発行株 券の総 額の100分 の2以
上 に達す る事実 に関す る情 報,⑫ 発行者 の利益 配 当 ・発行株 券増大 の計
画 に関す る情報,⑬ 発行者 の重大 な訴訟事項 に関す る情報 ⑭ 発行者の破
産 ・生産の状 態 に関す る情報 ⑮発 行者 の規約 ・登録資本 ・登録住所 の
変更 に関す る情報T⑯ 発 行者 の支払無能力 に起 因す る株券売却流動資金の
100分 の5以 上 の銀行払戻 に関す る情報,⑰ 発行 者の監査会計 事務所 の
変更 に関す る情報s⑱ 発 行者の債 務の担保 の重大 な変更 に関す る情報 ⑲
株券 の二次発行 に関す る情報,⑳ 発 行者の営業用 主要資 産の差押 ・売却
または100分 の30以 上 を超 える初 回の資 産廃棄処 分 に関す る情 報 ・⑳ 発
行者の理事 ・監事 ・高級管理職 の行 為 に よ り負担す る重大 な損 害賠償 責
任 に関す る情 報,⑳ 発行者 の株 主大会 ・理事会 ・幹事 会の決定が法 に よ
り取消 された ことに関す る情報,⑬ 発行者 に よる大株 主への株券譲渡 を禁
止 した証券監督 管理機関 の決定 に関す る情報,⑳ 発行者 の買収 ・併 合 に
関す る情 報,⑳ 証 券発行 者 の合併 ・分離 に関す る情報,⑳ その他 の重大
な情報 で あ る。 この中 で特 に重 要 なの は,上 場会社 の資 産 ・負債 ・権
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14内 部情 報漏泄取引罪 〈内幕 交易 、泄 露内幕倍息罪 〉
内部情報漏泄 〔インサ イダー〕取 引罪 とは,証 券先物取 引の内部情報 を
知 る者 または不法 に取得 した 自然 人 ・単位 が ,証 券発行 も しくは証券先
物取 引 に関わる情報 または証券先物取 引の価格 に重大 な影響 を及 ぼすそ
の他 の情報 の公 開前 に,当 該証券 を購 入 また は売却 し,当 該内部情報 と関
連 する先物取引 を行い,ま たは当該情報 を漏泄 し,そ の情状が重大 な行為
をい う。
1基 本 犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,特 殊 主体す なわ ち証券 ・先物取 引の内部情 報
を知 る者,ま たは同情 報 を不法 に取得 した 自然 人 ・単位で ある。 わが国
の証券 詐欺行為 禁止暫 定法6条 は,証 券取 引の 内部 人員の概 念 ・範 囲 を
詳細 に定 めている。同条 によれば,内 部人員 とは,発 行者 の証券 を所持す
る者 の うち,発 行者 も しくは発行 者 と密接 に関連す る会社 の担 当理事 ・
監事 ・高級 管理職,会 員 ・管理者 ・監督者 の地位 ・職 業 ,ま たは臨時職
員 ・専 門顧 問 と して職務 を履行 す るゆえ に t内 部情 報 に接触 し,ま たは
これを入手 しうる者 をい う。 これ には,次 の者が含 まれる。す なわち,①
発 行者 の理事 ・監事 ・高級管理職 ・秘書 ・タ イピス ト ・その他職務履
行 を通 じて内部情報 に接触 または これ を取得 しうる職員,② 招聰 された弁
護士 ・会計 土 ・資 産評価 員 ・投資顧 問等 の専 門職 ,ま たは証券経営 機関
の管理職 ・業務 員 ,そ の他業務上 内部情報 に接触 または これ を取得 しう
る者,③ 法律 ・法規 に基 づ き発行 者 に一定 の管理権 ・監督権 を行使 しう
る証券 監督官庁 ・証 券取 引所 の職 員 }発 行者 の主管官庁 ・審査 指示機関
の職員,ま たは工商税務 等の経済管理 機関関連 の職員等
,④ 職業 的地位ゆ
えに発 行者 との契約 関係 ない し職務 上の関係 を もち内部情報 に接触 また
は これ を取得 しうる新 聞記者 ・新 聞雑誌 編集者 ・ラジオ司会者 ・印刷物
編集員等,⑤ その他 の合法 に内部情報 と接触 しうる者である。証券取 引内
部情報 の不法獲得 者 とは,内 部 人員 でないの に内部情報 を不法に取得 した
者 をい う。
(2)本 罪 の客体 は,国 家 の金融 管理秩 序 で あ る。証 券発 行 ・証
(1010) 何 兼 松 編 著 ・ 刑 法 教 科,IF(各 論 編24E;ト291;r1)
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を権限な く発行 し,そ の額が 巨額で結 果が重大 またはその他 の情状 が重 大
な行 為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪 の主体は,一般 主体 であ り,こ れには自然 人お よび単位が
含 まれる。
(2)本 罪の客体 は,国 家の金融 管理秩 序であ る。株券 ・社債 の発
行 は,会 社 ・企業 が一般 公衆 か ら資 金 を大規模 に集金す る方法 であ り・
国家金融 の秩序 ・経 済秩 序 ・社会秩 序の安定 と直接 に関係 し,投 資家 の
実際の利益 に も関 わる。 したが って,わ が国の会社法,企 業債 券管理条例
等 の法律 ・法規 は,株 券 ・社債 の発 行が法 定条件へ の適 合のみ な らず,
関係官庁 ・機関の審査承認 の手続 を要す るとす る。例 えば,株 式 会社 は,
新株 を発行 して一般公衆 か ら株券 を募集す る際 に,国 務院が授権 した官庁
または省政府の承認 を受 けなければな らない。株 券の上場 は,国 務院 また
は国務 院が授権 した証券管理機 関の承認 を受 けなければな らない。株 式
会社その他 の債券発行権限 を有する会社が社債 を発行す るときは,国 務院
証 券管理機 関の承認 を受 け なけれ ばな らない。関係 主管官庁 または機 関
の承認 を受 けず に株 券 ・社 債 を発行 す る行 為 は,違 法 となる。 その額が
巨額で,結 果が重大 またはその他 の情状 が重大 な ときは,刑 事責任 を負 わ
ねば な らない。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意で ある。
(4)本 罪の客観面は,国 家の関連 主観部 門の許可 を受 けず に株券 ま
たは会社 ・企業 の社債 を発 行 して,そ の額が 巨額で,結 果が重大 また は
その他 の情状 が特 に重大 な行 為であ る。
II刑 事責任
刑法179条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲 役 または拘 留 に処
し,違 法 集金額の1%以 上5%以 下 の罰金 を併科 または単科 す る。単位
が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ の直接 責任 を負 う管
理職お よびその他 の直接 責任 者は,5年 以下の有期懲役 または拘 留 に処す
る。
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の有期 懲役 に処 し,5万 元以上50万 元以 下の罰金 または財 産没収 を併科
す る。 単位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に対 して罰金 を科 するほか,そ の
直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任者 は,前 記規定 によ り処罰
す る。
11国 債証券偽変造罪 〈伽造 、変造国家有扮柾 券罪 〉
国債証 券偽変造罪 とは,国 債券 または国家の発行す るその他の有価証 券
を偽造 または変造 し,そ の額 が高額の行為 をい う。
刑法178条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し・2万 元以上20万 元以下 の罰金 を併科 また は単科 す る
。その額 が巨額
な ときは ・3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,5万 元以上50万 元以 下
の罰 金 を併科す る。 その額 が特 に巨額 な ときは
,無 期懲役 または10年 以
hの 有期懲役 に処 し,5万 元以上50万 元以下 の罰金 また は財産没収 を併
科する。単位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 するほか,そ の直接
責任 を負 う管理職 お よびそ の他 の直接 責任 者 は ,前 記規定 に よ り処 罰す
る。
12株 券社債偽 変造罪 〈伽造 、変造股票 、公 司 、企」k債券罪 〉
株券社債偽 変造罪 とは,株 券 ・社債 を偽造 または変造 し,そ の額 が高
額の行 為 をい う。
刑法178条;本 罪 を犯 した者 はf3年 以下 の有期 懲役 または拘留 に処
し・1万 元以上10万 元以下 の罰金 を併 科 または単科 す る。その額 が巨額
な ときは,3年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 しs2万 元以上20万 元以 下
の罰 金 を併科す る。単位 が本罪 を犯 した ときは
,単 位 に罰 金 を科 す るほ
か,そ の 直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任者 は
,前 記規定 に
よ り処罰 する。
13株 券社 債不法発行罪 〈撞 自炭行股票 、公 司 、企 並債券罪 〉
株券社債不法発 行罪 とは,国 家主管官庁 の承 認 を受 けず に株 券 ・社債
(1012) 何 兼 松 編 著 ・ 刑 法 教 科Iaii(各 論 編24章 ～29～;r_f)
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約束 した金額 の支払 を保障す る支払証書 をい う。信 用状 は,国 際貿易 にお
ける決済 の一方式 であ り,(付 随証票 ・書類 を要す る)荷 為替信 用状 〈根
単信 用i正〉である こ とが多いが,(付 随証 票 ・書類 を要 しない)単 独信 用
状 〈光単信 用証 〉の場 合 もある。信 用状 に付 随す る証 票 ・書類 とは ・信
用状 使用時 に添 えねば な らない運送証 書 ・商業送状 ・保 険証書 のほか,
領事送状 ・税関送状 ・輸 出許可証 ・原産地証明書等 の証 票 ・書類 をい
う。
4)ク レジ ッ トカー ド 〈信 用米 〉の偽造 行為で ある。 ク レジ ッ トカー
ドとは,銀 行 またはその他 の専門金融機 関が カー ド保持 者 に対 し,現 金預
入引 出 ・振 替決済 ・消費信用貸与 のため に発行 す る一種 の信用証書 をい
う。 クレジ ッ トカー ドの特徴 は,偽 造の方法 で犯罪が行 われ,変 造 の方法
では行 われ えない点 にある。 クレジッ トカー ド偽造 には,主 に次 の形態が
あ る。真正 な ク レジ ッ トカー ドの素材 ・模様 ・形状 ・様式 ・磁気部分
等 を模倣 して偽 カー ドを作成す る場合,偽 カー ドの磁 気部分 に銀行 ・顧
客 の情報 資料 を入力 す る場 合,カ ー ド発行銀行 か ら白地 カー ド不正 入手
後,凸 字 〔エ ンボス部 分〕・磁気情報 を複製 して偽 カー ドを作成 す る場
合,銀 行 が発行 した ク レジ ッ トカー ドの凸字 ・磁気情 報内容の改変 また
は新情報 入力 によ り偽 カー ドを製造す る場合,他 人の クレジ ッ トカー ドの
署 名 を改 窺す る場 合等 である。
2.特 殊犯罪構成
(1)重 大犯罪構 成 は,本 罪の基本犯罪構 成 を充足 し,か つ その情状
が重大 な行 為であ る。
(2)特 別重大犯罪構成 は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 し,か つその
情状 が特 に重大 な行為 である。
皿 刑事責任
刑法177条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,2万 元以上20万 元以下の罰金 を併科 または単科す る・ その情状 が重
大 な ときは,5年 以上10年 以下 の有期懲 役 に処 し,5万 元 以上50万 以下
の罰金 を併 科す る。情状が特 に重大 な ときはs無 期懲 役 または10年 以上
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(3)本 罪 の主観面 は,故 意で ある。
(4)本 罪 の客 観面 は ,金 融証券等 を偽造 ・変造す る行為 であ る。
具体的 な行 為は,次 の通 りで ある。
1)為 替手形 〈江票 〉・約束手形 〈本 票 〉・小切 手 〈支 票 〉の偽造 ・変
造行為 である。 為替手形 とは,手 形振 出人 によ り発行 され
,支 払受託者が
約束の支払期 間に無条件 で受取 人(証 券所持者)に …定金額 を支払 う証
券 をい う。 これ には・銀行為替手形 と商業為 替手形 との二種類があ る
。約
束手形 とは,手 形振 出人 に よ り発行 され,履 行期 日に無 条件で受取 人(証
券所持 者)に 一定 金額 を支払 う約束 の証券 をい う。約束手形 とい う とき,
これは銀行 約束手 形〈銀 行本票 〉を意味 す る
,,小 切手 とは,小 切 手振 出人
によ り発行 され ・その呈示 によ り無 条件で受取 人(証 券所持 者)に 一定 金
額 を支払 うよう小 切手資金業務 を扱 う銀行 またはその他 の金融機関 に処
理 を委託 した証券 をい う。小 切手 には,振 替小切 手く襲帳 支票 〉と現 金ノ」、
切 手 〈現金 支票 〉・の二種 類 があ る。 わが国 の手形法 に よれ ば
r為 替手
形'約 束手 形 ・小 切手 は,無 因要式 の証券 であ る とともに
,債 権 を表明
し流通 も可能 な有価証券 であ る。
2)受 領委託 証書 〈委托 牧款尭証 〉・送金為 替証書 〈江票兜1正〉・銀行
預 金証 書 〈銀行 存単 〉等そ の他 の銀行 決済証書 〈銀行錆 算晃狂 〉の偽造 ・
変造行 為であ る。決済証書 とは r銀 行 が決済 を処理 した証拠 ・証明書 を
いい,主 な ものは ,為 替手形 ・約 束手 形 ・小 切手 ・受 領委 託証書 ・送金
為替証 書 ・銀行預 金証書等 であ る。 この うち ,受 領委託証書 とは,受 領
者が委託銀行で支払 人か ら金員 を受領する際 に,空 欄記 入の上で提供 され
る証書 ・証明書 をい う。 これ には ,郵 便 または電報 で送付 される二種類
の ものがある。送金為替証 書 とは,送 金者が銀行 に外 地へ の送金 を委託す
る際 に,空 欄 記 入の上 で提 供 され る証書 ・証 明書 をい う
。銀行預 金証書
とは ・銀行 が預 金者 に発 行 する銀行預 金信用 証書 をい う
。
3)信 用状 〈信 用柾 〉または これ に付随す る証票 ・書類 の偽造 ・変造
行為であ る。信用状 とは,信 用状 開設銀行がその開設 申請者の請求 に基づ
き,受 益 者が約束 の条件 を備 えた後 に,信 用状 開設銀行 または支払銀行 が
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利 で公衆 の預 金 を収集 す る行 為であ る。不法収集 に準ず る公衆 の預 金収
集 とは,行 賭 が 順 金収 集の犠 で1まな く,そ の他の預 金収集の形式 を
通 じて,自 己の公衆 預金収集 目的を実現 す る行 為 をい う。例 えば,相 互援
助組織 を不法 に設立 して公衆の預 金 を収集する場合,株 式購入資 金名義で
公衆 の預 金 を収集 したが,規 定 に従 って利潤 ・配 当金 を分配せず ・危険
負担 の代 わ りに一定 の利息 を支払 う場 合等で ある。重要 な金融業務活動
であ る公衆 の預 金収集 は,第 一に,預 金者が公衆つ まり人数の莫大 な不特
定 の社会的群衆であ ること,第 二 に,預 金額 または収集額が巨額 とい う二
つ特徴 を もつ 。この点に注意す る必要があ る。 したが って,例 えば親戚友
人や勤務先 の同僚 の預金 を収集す るな ど,行 為者の収集 した預金が少数個
人または特定多数 人の預金であ る場合,行 為者の収集 した預 金額が極めて
少 ない場 合 には,犯 罪 とな らない。裁判 の現状か らす る と,不 法収集 また
はそれに準ず る預 金収集 にかか る預 金額が200万 元以上の と き・本罪 とし
て処 断 され る ことが 多い。
II刑 事責任
刑法176条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下 の有期懲役 または拘 留 に処
し,2万 元以上20万 元以下 の罰金 を併 科 または単科す る。 その額が巨額
またはその他 の情状 が重大 な ときは13年 以上10年 以下の有期 懲役 に処
し,5万 元以上50万 以下の罰金 を併科す る。単位 が本 罪 を犯 した ときは・
単位 に対 して罰金 を科す るほか,そ の直接 責任 を負 う管理職 およびその他
の直接 責任者 は 丁前記規 定 に よ り処罰す る。
10金 融証券偽変造 罪 〈伽造 、変造金融票証 罪 〉
金融証券偽 変造 罪 とは,金 融証 券 〈金融票据 〉お よび金融証書 〈.f融免
狂 〉を偽造 または変造す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本 犯罪構 成
(1)本 罪の 主体 は,一 般 主体 であ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪 の客体 は,国 家の金融管理秩序 であ る。
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る行為 をい う・r他 人への高利転貸」とは
,銀 行 またはその他 の鋪 虫機 関
が中国 人民銀行 の利 率規定 に依拠 して確 定 した貸付利率以上 の高 利で他
の単位 または個人 に転貸す る行 為 をい う.実 務 ヒ,行 賭 が 鍬 機関の貸
付利率 よ り4倍 以上 の利率 で他 人1こ転 貸 した違法所得 が高額 の とき
,ぢ巳
罪 となる・高利転貸 の違法所得 が高額 であれば犯罪 を構成 するが
,そ うで
なけれ ば犯罪 に な らない。
n刑 事責任
刑法175条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以 下の有期懲役 または拘留 に処
し・違法所得 の1倍 〔同額〕以上5倍 以下 の罰 金 を併 科す る
。 その違 法
取 得額が巨額 の ときは,3年 以上7年 以 下の有期懲役 に処 し
,違 法 取得
の1倍 以上5倍 以下 の罰 金 を併 科す る。単位が 本罪 を犯 した ときは ,単
位 に罰金 を科す るほか,そ の直接責任 を負 惜 理職お よびその他の直接責
任 者は,3年 以下の有期懲役 また は拘 留 に処 す る。
9公 衆 預金不法収集罪 〈非法吸牧公森存款 罪 〉
公衆預金不法収集罪 とは,公 衆 の預金 を不法 に収集 しまたはそれ に準ず
る方法で収 集 して ,金 融秩序 を掩乱す る行為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は ヂー般主体 であ り r自 然 人お よび単位 を含む。
(2)本 罪 の客体 は,国 家の金融 管理秩序 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意で ある。
(4)本 罪の客観 面は,公 衆の預金 を不法に収集 しまたはそれに準 ず
る方法で公衆 の預金 を収集す る行為 である。公衆の預 金の不法収集 とは,
国家の金融管理法規 に違反 して,社 会の不特定多数人か ら資金 を収集す る
行 為 をい う。不法 集金行為 には二種類あ る。第一 は,行 為者が預金収集の
資格 な く公衆の預金 を収集す る行為である。例 えば,金 融機関でない単位
または個 人が・公衆 の預 金の集 金業務 を営 む行為 である
。第二は,預 金収
集 の資格 を有する行為者が,不 法 な方法で公衆 の預 金 を収集す る行為 であ
る。例 えば・金融機関が,中 国人民銀行 の利率規 定 に違反 して,大 幅 な高
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し,2万 元以 上20万 元 以下の罰金 を併科 また は単科 す る。その情状が重
大 な ときは,3年 以上10年 以下の有期 懲役 に処 し,5万 元以上50万 元 以
下の罰金 を併 科す る。単位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほ
か,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他の直接 責任者 は,前 記規 定 に
よ り処罰す る。
7金 融機 関経営許可書偽変造譲渡 罪 〈伽造 、変造 、装辻金融机杓経
菅杵可 罪 〉
金融機 関経営 許可書偽 変造 譲渡罪 とは,国 家の金融管理法規 に違 反 し
て,商 業銀 行,証 券取引所,先 物取 引所,証 券会社,先 物仲買会社,保 険
会社 またはその他 の金融機関 の経営 許可 書 を偽造 ・変造 ・譲渡す る行為
をい う。
刑 法174条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,2万 元以上20万 元 以下 の罰金 を併科 または単科す る。 その情状 が重
大 な ときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 し,5万 元以 上50万 元以
下の罰金 を併 科す る。単位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほ
か,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任者 は,前 記規 定
によ り処罰す る。
8高 利転 貸罪 〈高利装貸 罪 〉
高利転貸罪 とは,金 融機 関か ら不正 に融資 を借 り受 け・この資 金 を他 人
に図利 目的で高利 転貸 して,そ の違法所得 が高 額の行為 をい う。
1基 本犯罪構 成
(1)本 罪 の主体 は,一 般 の主体であ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪の客体 は,国 家 の金融管理秩 序であ る。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意お よび図利 目的であ る。
(4)本 罪の客観面 は,金 融機関か らの不正貸付 を他人 に高利で転貸
す る行為 であ る。「金融機関か らの不正貸付 」とは,行 為者が 自己の ため
の融資 と偽 り,ま たは虚偽の理 由を捏 造 して金融機 関か ら信 用貸付 を受 け
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5通 貨変造 罪 〈変造 貨 市罪 〉
通貨変造罪 とは,高 額 の人民 貨幣 または外 国貨幣 を変造 す る行為 をい
う。
1基 本 犯罪構成
(1)本 罪 の主体は,一一般 主体 であ り r自 然人 にのみ限 られ る。
(2)本 罪 の客体 は,国 家の金融管理秩序 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 お よび変造通貨流通の 目的で ある
。 この
目的実現の有無 は,本 罪 の成立 に影響 しない。
(4)本 罪の客観面 は,高 額の人民貨幣 または外国貨幣 を変造す る行
為 である。通貨 変造 とは,通 貨 を研 削 ・補充 ・剥離 ・改 変等 の方法 で加
工 ・変形 して,そ の価格 を高 める行 為 をい う。例 えば,通 貨 の表裏 を二
枚 に した り・数枚 の紙幣 を切 り貼 りしてr数 枚 の紙幣 にす る こ とであ る。
高額の通貨変造のみが犯罪 を構成 し,高 額 で ない ときは犯罪 にな らない。
∬ 定罪
通貨変造 罪 と通貨偽造罪 との限界 本罪 は真正通 貨 を加工処理 して元
の通貨 の枚数 または価値 を増加 させ るの に対 して
,後 罪 は通貨で ない材料
で偽貨 を加工す る。変造偽貨 と真正 通貨には同一性があ り
,「小額 か ら多
額へ」の変化が特徴 であ る。偽造通貨 と真正通 貨 には同一性が な く
,「無
か ら有へ」の変動が特徴 であ る。
1皿 刑事 責任
刑法 ユ73条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し}1万 元以 上10万 元以 下の罰金 を併科 また は単科す る。 その額が巨額
な ときは ・3年 以 上10年 以下 の有期 懲役 に処 し,2万 元以上20万 元以 下
の罰金 を併科す る。
6金 融機関不法設 立罪 〈檀 自没 立金融机杓罪 〉
金融機関不法設立罪 とは,中 国人民銀行 の承 認 を受けず に商業銀行 また
はその他 の金融機関 を権 限 な く設立す る行 為 をい う。
刑法174条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 また は拘留 に処





本罪の主体 は,自 然 人であ る。
本罪 の客体 は,金 融 管理秩 序で ある。
本罪の主観面は,故 意であ る。偽貨 をそれ と知 りなが ら所持 ・
使 用す る心理態度で ある。
(4)本 罪の客観面 は,偽 貨 を所持 または使 用す る行為である。偽貨
の所持 とは,偽 貨 を不法 に保 有す るこ とをい う。具体的 には・偽貨 を不法
に保存 ・収蔵 ・携 帯 ・転送す る行 為 となる。偽貨 の使 用 とは・偽 貨 を通
貨 と して流通 させ る行 為 をい う。具体 的 には,偽 貨 を購 買 ・支払'両
替 ・預 金 に用い る行為 となる。本罪 は,所 持 ・使用 にかか る偽貨が高額
の ときにのみ成立 し,そ うで なければ成立 しない・
H定 罪
1.犯 罪 と非犯罪 との限界 偽貨 をそれ と知 りなが らの所持 ・使 用 は・
違法行為ではあるが,そ れが少量 に とどまる限 り犯罪 とな らない。行為者
が錯誤 に より偽貨 を使 用す る ときも,主 観面 において犯罪故意が欠け るの
で犯罪 とな らない。行為者が錯誤で高額 の偽貨 を出納 した後・公安機関'
司法 機関 ・金融機 関等 に報告 せず または関係 官庁 の処理 に移送せ ず に,
故 意 にこれ を所持 または使 用 した ときは,犯 罪 となる・
2。偽貨所持 罪 と偽貨輸送罪 との区別 偽貨の輸送行為 は当然 に所持 の
性質 を有す るが,偽 貨 の所持行 為は偽貨 を携帯す る行為形態である。後罪
は偽 貨 と知 りなが らの輸送 であ るが,本 罪 は偽貨輸送の 目的 を有 しない・
したが って,輸 送 目的 な く偽 貨 を携帯す る行 為が,本 罪 となる。
m刑 事責任
刑法172条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,1万 元以上10万 元以 下の罰金 を併科 または単科す る。 その額が 巨額
な ときは,3年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 し,2万 元以上20万 元 以下
の罰金 を併 科す る。 その額 が特 に巨 額 な ときは,10年 以 上の懲役 に処
し,5万 元 以上50万 元 以下の罰金 または財産没 収 を併科す る。
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2・行為者が偽造通貨 を密輸後 に国内 で販売 した ときは
,偽 貨密輸 罪 を
認定す る。 この行為者 は,偽 貨輸送罪 として別個 に定罪 されず
r数 罪併罰
も行 われ ない。
3・行為者が密輸犯 か ら偽造通貨 を直接 買収 した ときは
s偽 貨 密輸罪 と
して処理 する。 この行 為者は,偽 貨購 買罪 と して別個 に定罪 されず,数 罪
併罰 も行 われ ない。
皿 刑 事責任
刑法171条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し・2万 元以上20万 元以下 の罰 金 を併 科す る。 その額が巨額 な ときは,3
年以上10年 以下 の有期懲役 に処 し,5万 元以上50万 元以下 の罰 金 を併科
する。 その額が特 に巨額の ときは ,無 期懲役 または10年 以 上の懲役 に処
し・5万 元以上50万 元以 下の罰金 または財 産没収 を併科す る
。
3金 融職員偽 貨購 買両替 罪 〈金 融工作人胸 叉貨市
、以假 市換取貨 市
罪 〉
鋪 蝦 員偽貨購 買両替罪 とは,銀 行 またはその他 の金融機関の獺 が
,
偽貨 を購買 しsま たは職務 ヒの便益 を利用 して偽 貨 を真正通貨 に両替す る
行為 をい う。
刑法171条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以上10年 以 下の有期懲役 に処
し・2万 元以上20万 元以下の罰金 を併 科す る。 その額が巨額 またはその
他 の情 状 が 重大 な と きはs無 期 懲 役 また は10年 以 上 の有 期懲 役 に処
し,2万 元 以上20万 元以下 の罰 金 また は財産没収 を併 科す る
。 その情 状
が軽 い ときはs3年 以下の有期懲役 また は拘 留 に処 し
,1万 元 以上10万
元以下の罰金 を併科 または単 科す る。
4偽 貨所 持使 用罪 〈持有 、使 用貨 市罪 〉
偽貨所 持使用罪 とは,偽 造 通貨 をそれ と知 りなが ら所持 または使 用 し
て,そ の額が高額 な行為 をい う。
工 基本犯罪構成
(loZO) 何 飛松編 著 ・刑法教 科 詐(各 論編24章 ～29'の
171
逮捕 に抵抗 してその情状が重大 な場合,印 刷 機械 を用いて通貨 を偽造 した
場合,金 融 または経理職員が職務上の便宜 を利 用 して通貨 を偽 造 し,そ の
総 額が人民元 に換算 して1万 元以上 またはそ の通貨が1000枚 以上 であ る
場 合,市 場 に流入 させた偽造通貨の額が1000元 以上 または100枚 以上 の
場合,通 貨偽造 に より刑事罰 を受 けた後 に再び通貨偽造 を行い,そ の総額
または数量 が前 述の基準 を満 たす場 合等 をい う1141。
皿 刑事責任
刑法170条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処
し,5万 元 以上50万 元以下 の罰金 を併科 す る・情状が特 に重 い ときは ・
死刑,無 期懲 役 または10年 以上 の有期懲役 に処 し,5万 元以上50万 元以
下 の罰 金 ・財産没収 を併科す る・
2偽 貨売買輸 送罪 〈出告 、殉冥 、這輸 假 市罪 〉
偽貨 売買輸送罪 とは,偽 貨 を販売 ・購 買 し,ま たは偽造通貨 をそれ と
知 りなが ら輸送 して,そ の額 が高額 な行為 をい う。本 罪構成 の主 な要件
は,次 の通 りであ る。
1基 本犯罪構 成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人であ る。
(2)本 罪の客体 は,国 家の金融管理秩序 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ る。偽 貨の販売 ・購買行 為 自体 か
ら,犯 罪故 意の存在 を証明で きる ことが多 い。 これ に対 し・偽貨 の輸送 で
は,行 為者が偽貨 と知 りなが ら輸送 したこ とを訴追機関が証 明す る必要が
ある。欺 岡等の理由 によ り,通 貨輸送の認識 欠如が確実 であれば,本 罪 を
構 成 しない。
(4)本 罪の客観 面 は,偽 貨 を販売 ・購 買 し,ま たは偽貨 と知 りな
が ら輸送 して,そ の額 が高額 な行為 である。
H定 罪
1.通 貨 を偽造かつ販売 ・輸送 した者 は,通 貨偽造 罪 として重 く処罰
し,数 罪併罰 は行 わない。
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第5節 金融の管理秩序を害する罪
1通 貨偽造罪 〈伽造貨 市罪 〉
通 貨偽造罪 とは,人 民貨 幣 または外 国貨幣 を偽造 す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,一一般主 体であるが }自 然人 にのみ限 られ,単 位
は含 まれない。
(2)本 罪の客体 はr国 家の 金融管理秩序 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意お よび偽造通貨流通 目的であ る。 この 目
的実現 の有無 は,本 罪の成立 に影響 しない。実務 上は,営 利 目的での通 貨
偽造が 一般的であ るが,営 利 目的 は本罪の犯罪要件 ではない。本罪 は,直
接 故意の犯罪であ り,そ の 目的は,意 図的 な偽貨流通 である。鑑賞 または
自己の描 画技術 誇示の ため な ど,行 為者 に偽札流通の 目的が ない ときは
,
一般 の違法行為 であ って犯罪では ない
。
(4)本 罪 の客観面 は,通 貨 を偽造す る行為で ある。通貨偽造 とは,
人民貨幣 または外 国貨幣 の形状 ・図案 ・色彩 を模倣 して不真正 の通貨 を
製造 し,こ れ を真正通貨 とす る行為 である。偽造の方法 は,機 械 印刷 ・石
刻 ・複写 ・影印 ・手書 など多種 多様 であ るが ,そ の方 法は問題 にな らな
い。裁判実務上,偽 造通貨が 人民元 に換算 して500元 以 上 またはその通貨
が50枚 以上で あれば,犯 罪 として処断 され る(131。
2.特 殊 犯罪構成
重大犯罪構 成 は,基 本犯 罪構成 を充足 し,か つその情状 が特 に重大 な行
為であ る。刑法170条 に よれば,特 に重大 な情状 とは,① 通貨偽 造集団 の
首謀者 である こと,② 通貨偽造の額 が特 に巨額 なこ と}③ その他 の情状 が
特 に重 大 なこ とをい う。
裁判 実務 では,特 に巨額 の偽造通貨 とは,偽 造通 貨の総額が 人民元 に換
算 して1万5000元 以上 の場合,ま たはその通貨が1500枚 以上 の場 合 を
い う とされ る。 その他 の特 に重大 な情状 とは
,暴 力 に より検査 ・勾留 ・
t1022} 何 乗 松 編 著 ・ 刑 法 教 科[1}(各 論 編24章 ～29r;3)
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13国 有資産不 正株 式換算販売罪 〈徊私舞 弊低{介折股 、出告 国有 資声
罪 〉
国有資 産不正株式換算販売罪 とは,国 有 の会社 ・企業 またはその上級 主
管官庁 の直接責任 を負 う管理職 が,私 情 に とらわれ不正行為 を行い・国有
資産 を低価で株式換算 または販売 して,国 家利益 に重大 な損失 を与 える行
為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,特 殊 主体す なわち国有 の会社 ・企業 またはそ
の上級 主管官庁 の直接 責任 を負 う管理職である。 この上級 主管官庁 とは,
国有会社 ・国有企 業 を直接指導す る関係 にあ り,そ の経 営活動へ の影響
力 をもつ官庁 をい う。
(2)本 罪 の主観面 は,過 失 である。 この過失 は,国 家利益 の重大 な
損失 とい う結果 に対す る ものであ りs私 情 に とらわれ不正 を働 く点 は・故
意 に よる。
(3)本 罪の客観 面は,私 情 に とらわれ不 正行為 を行 いt国 有資 産 を
低価で株式換算 または販売 して,国 家利益 に重大 な損失 を与 える行為 であ
る。「国有資産」とは,会 社 ・企業 の国有資産 をい う。す なわ ち,国 家が
会社 ・企 業 に投資 した財 産 また はその投資 収益 に よる財 産,お よび法
律 ・行 政法 規 が国 有財 産 と認め る会 社 ・企 業 のそ の他 の財 産で あ る。
「低価 での株式換算」 とは,国 有会社 ・企業 の現物 財産,工 業財産権,非
特 許技術,土 地使用権 を故意 に過小評価 して株券 に換算 し,こ れ を出資す
ることをいう。国有資産の低価 の株式換算お よび販売 は,私 情 に とらわれ
た行為者 の不正行 為でなければな らず,客 観的 にその ような行 為でなけれ
ば本罪 は成立 しない。
(4)本 罪 の客体 は,国 有 の会社 ・企業 の管理制度 であ る。
H刑 事責任
刑法169条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る。 国家利益 に特 に重大 な損失 を与 えた ときは,3年 以.ヒ7年 以下 の
有期 懲役 に処 す る。
168 率申4だ∫門言去"莞第34巻 第3場200ユfl{
(1023)
(1)本 罪の主体 は,特 殊主体す なわ ち国有の会社 ・企業 ・事業単
位 の職員 である。
(2)本 罪 の客体 は,国 有 の会社 ・企 業 ・事業単位 の管理 制度 であ
る。
(3)本 罪 の主観面は,過 失である。行為者が国家の利益 に重大 な損
失 を与 えた結果が,過 失 に よる もので なければな らない。
(4)本 罪の客観面 は,自 己の職責 を著 しく怠 りまたは職権 を濫用 し
て,国 有 の会社 ・企 業の破産 または重大 な損 失 を引 き起 こ し
,国 家の利
益 に重大 な損失 を与 える行為 である。行為者 は,そ の客観 面 において}著
しい職 責怠慢 または職権濫 用の行為 を行わねばな らず
,こ れが欠 ける と本
罪 は成立 しない。本罪 が成立 す るには ,客 観的 に国有会社 ・企業 の破 産
または重大 な損失 を引 き起 こし,か つ国家の利益 に重大 な損失 を発生 させ
ね ばな らない。 これが欠 ける ときも,本 罪 は成立 しない。破産 ・重 大 な
損失 があれ ば,国 有会社 ・企業の重大 な損失 ,そ して国家利益 の重大 な
損失 を意味す ることが多 い。 しか し,あ らゆる場合 に国家利益の重大 な損
失 につ なが るわけでは ない。国有会社 ・企業 の破 産 ・重 大な損失 お よび
国家利益 の重大な損失 は,同 時充足 を要す る二要件である。破 産には,次
の 三つ の場 合が あ る。① 会社 ・企業の経 営管理 が不充 分 なため に
,重 大
な損失が発生 して履行期 の債務が支払不 能 とな り,法 に より破産 を宣告 さ
れ る場 合,② 会社 ・企 業の整理粛正期 間 中 もその財務事情 が悪 化 し続 け
たためrそ の整理粛正未終了 の まま破産 を宣告 される場合
f③ 整理粛正期
間が過 ぎても和解協議 した債務 を履行 しえず,破 産 を宣告 される場合であ
る。
H刑 事責任
刑法168条 ・1999年12月25日 「中華人民共和 国刑法改 正案」2条;
本罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処す る。国家の利益
に重大 な損 失与 えた ときは,3年 以上7年 以上 の有期 懲役 に処 す る
。私
利 を図 って本 罪 を犯 した者 は,重 く処罰す る。
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い,国 家 の利益 に重大 な損 失 を与 える行 為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊 主体す なわち国有 の会社 ・企業 ・事業単
位 の職 員であ る。
(2)本 罪 の客 体は,国 有の会社 ・企業 の管理制度で ある。
(3)本 罪の主観面 は,過 失 であ る。
(4)本 罪 の客観面 は,契 約 の締 結 ・履行過程 におけ る著 しい職責
慨 怠 の ため に詐欺 に遭 いf国 家利益 に重 大 な損失 を与 える行為 であ る。
「著 しい職責解怠」とは,行 為者 が契 約業務 を担 当時 に,回 避可能 に もか
かわ らず職権濫用 または職責放棄 に よって容易 に欺 岡 されるこ とをい う。
例 えば,契 約締 結時 に調査 すべ き相 手 方の 身分 ・信 用状 況 を調査 しな
か った場合,契 約履 行 に際 して検査すべ き貨物 を検査 しなか った場Q相
手方へ の疑問点 を認識 したのに適当 な措置 を講 じなか った場合等 であ る。
「重大 な損失」 とは,実 務上 は5万 元以 上の直接 的経 済損 失 をい う・
II刑 事責任
刑法167条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る。 国家利益 に特 に重大 な損失 を与 えた ときは,3年 以上7年 以下 の
有期懲 役 に処す る。
1998年12月29日 の全 国人民代表 大会常務 委員会 「外 国為替詐欺購 入
不法移転 売買罪の懲罰 に関す る決定 」7条;金 融機関 または対外貿易経
営 を行 う会社 ・企業 の職 員が,そ の著 しい職責慨 怠 に よ り欺 岡 され,そ
れによ り大量の外 国為替 を騙取 または国外移転 されて,国 家利益 に重大 な
損失 を与 えた ときは,刑 法167条 の規定 によ り定 罪 ・処罰 を行 う。
12破 産 損失罪 〈造成破」立、号損 罪 〉
破 産損失罪 とは,国 有 の会社 ・国有企 業の直接 責任 を負 う管理職が私
利 を図 り,そ の会社 ・企 業 に破 産 または重大 な赤字 を生 じさせ ・国家の
利益 に重大 な損失 を生 じさせ る行為 をい う。
1犯 罪構成
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品 を購 入 し,市 場価格 よ り低価 と知 りなが ら商品 を自己の親戚 ・友人 の
経営企 業 に販売 し,ま たは 自己の親戚 ・友人の経 営企業 の不適格 商品 を
購 入 し,国 家利 益 に重大 な損失 を発 生 させ る行 為 をい う。
1基 本犯罪構 成
(1)本 罪 の主体 は,特 殊 主体す なわ ち国有 の会社 ・企業 ・事 業単
位 の職員 である。
(2)本 罪の客体 はi国 有の 会社 ・企 業 ・事業単位 の管理制度 であ
る。
(3)本 罪の主観 面 は,故 意 である。
(4)本 罪の客観面 は,職 務 上の便益 を利用 して,当 該単位の利潤 獲
得業務 を自己の親戚 または友人 に経営 させ,市 場価格 よ り高価 と知 りなが
ら自己の親戚 ・友人の経営企業 の商品 を購入 し,市 場価格 より低価 と知
りなが ら商品 を自己の親戚 ・友 人の経営 企業 に販 売 し,ま たは 自己の親
戚 ・友 人の経営企 業の不適格商 品 を購 入 し,国 家利益 に重大 な損失 を発
生 させ る行為 であ る。本罪 にい う「職務 上の便益 の利用」とは ,行 為者 が
国有 の会社 ・企業R事 業単位 で指揮 ・管理 ・取扱 を行 う地位お よび職
権 に基づ く有利 な条件 を利用 す るこ とをい う。本罪 が成立す るには 「国
家利益 の重大 な損 失」の結 果が なけれ ばな らずrそ うで なければ犯罪 にな
らない。国家利益 の重大 な損 失 とは a国 有の会社 ・企 業 ・事業単位 の利
潤 を大量 に流失 させ て重大 な損 失 を もた らし,ま たは行為者が不法 に巨額
利益 を獲得 した こ とな どの事 情 をい う。
n刑 事責任
刑法166条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併 科 または単科 す る。 国家利益 に重 大 な損 失 を与 えた と き
は,3年 以上7年 以下 の有期懲 役 に処 し ,罰 金 を併科 す る。
11契 約職務 違反罪 く釜汀 、履行 合 同失取被騙 罪 〉
契 約職務違反 罪 とは,国 有 の会社 ・企 業 の直接 責任 を負 う管理職 が ,
契約の締結 または履行 の過程 において,著 しい職 責慨怠の ため に詐欺 に遭
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9同 種 業務不 法営業罪 〈非法経菅 同癸菅並 罪 〉
同種業務 不法営 業罪 とは,国 有会社 ・国有企 業 の取締役 ・理事が職務
上の便益 を利用 して,在 職す る会社 ・企業 と同種 の業務 を自己 また は他
人の ため に営業 して不法利益 を取得 し,そ の額が 巨額 な行 為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,特 殊主体 であ り,国 有会社 と国有企 業の取締
役 ・社 長 を含 む。
(2)本 罪の客体 は,国 有会社 ・国有企 業の経済 的利益 である。
(3)本 罪の主観面 は,故 意であ る。
(4)本 罪の客観面 は,職 務上 の地位 を利用 して,在 職 してい る会
社 ・企業 と同種 の業務 を自己経 営 し,ま たは他 人のために経営 して,不
法利益 を取得す る行為で ある。 「職務上 の地位利 用」とは,行 為者が担 当
す る国有 会社 ・国有企業 の取締役 ・社 長 としての職務上 の便益 を利 用す
る こ とをい う。 「自己経営」とは,自 己の資本 のみ に よ りまたは株 主 とし
て,会 社 ・企 業 を経営 をす るこ とをい う。「他 人のため に経営 す る」とは,
自己が 出資 しない会社 ・企 業 を経営 して,報 酬 を取得す る こ とをい う。
「同種 の業務」 とはr相 当 または類似 の経 営業 の ことをいい,例 えば,同
種商品の生 産 ・販売,同 種労務 の提供,類 似 商品 の生 産販売,類 似労務 の
提供 をい う。 これ らの行為 は,取 得 した不法利益 が巨額であれば本罪 を構
成す るが,そ うで なけれ ば犯罪 にな らない。
n刑 事 責任
刑法165条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以 下の有期懲役 または拘留 に処
し,罰 金 を併科 または単科 す る。そ の額 が巨額 な ときは,3年 以上7年
以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併 科す る。
10親 戚 友人不 法図利罪 〈力崇友 非法牟利罪 〉
親戚友 人図利 罪 とはs国 有 の会社 企業 ・事業単位 の職員が,職 務上 の
便益 を利用 して,当 該単位の利潤獲得業務 を自己の親戚 または友 人に経営
させ,市 場価格 よ り高価 と知 りなが ら自己の親戚 ・友 人の経営 企業 の商
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ば,巨 額 とは,要 求 ・収 受 した賄 賂 が10万 元 以 上 の場 合 を い う{121。
n刑 事 責任
刑 法163条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以 下 の 有期 懲 役 また は拘 留 に処
す る。 そ の額 が 巨 額 の と きは,5年 以 上 の 有期 懲 役 に処 し,財 産没 収 を併
科 しう る。
8会 社企 業職員贈賄罪 〈対公 司 、企曲人 員行 賄罪 〉
会社企 業職員贈賄罪 とは,不 当 な利得 を図るため に会社 ・企業 の職員
に財物 を提供 して,そ の額が高額 な行 為 をい う。
1基 本 犯罪構城
(1)本 罪 の主体は,一 般 の主体で あ りt自 然 人お よび単位 を含 む。
(2>本 罪 の客 体は,会 社 ・企業 の管理制度で ある。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 および不 当利得 を図 る目的である。不当
な利益 には,違 法 な利益お よび取得 すべ きで ない利益が含 まれ る。正当 な
利益 のために会社 ・企 業の職員 に財物 を提供 した場 合は,犯 罪 にな らない。
(4)本 罪 の客観面 は,会 社 ・企業 の職員 に財物 を提 供す る行為 で
あ る。「提供」には,行 為者 か らの積極 的な提供,会 社 ・企業 の職 員の要
求に応 じて行 った消極的 な提供が含 まれ る。 会社 ・企業の職員の範 囲は,
前項 の罪 と同様 であ る。会社 ・企 業の職員へ の贈賄 が高額 な行為 のみ犯
罪 を構 成 し,そ うで なければ犯罪 にな らない。実務上,贈 賄 の額 が5000
元 ～2万 元以上 に達 してい ると き}「 高額」 とみ な される。
n刑 事責任
刑法164条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下 の有期懲 役 または拘 留 に処
す る。 その額が巨額 な ときは,3年 以上10年 以 下の有期 懲役 に処 し,罰
金 を併 科す る。単位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ
の直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者 は,前 記規定 によ り処
罰す る。贈賄者が訴追 され るまでに自己の贈賄行為 を自供 した ときは,そ
の刑 を減軽 または免 除 しうる。
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(1)経 済活動 におけ る会社 企業職 員収賄罪 刑法163条2項 は,
「会社 または企業の職 員が,経 済活動 において国家 の規定 に違 反 して,各
種の名 目で割戻金又 は手数料 を収受 して着服 した ときは,前 項 の規定 に よ
り処罰す る」と定 め る。 この規定 を適 用す るには,次 の三要件 を充足 しな
ければ な らない。
1)経 済活動 において発生 す るこ とであ る。経 済活動 において発 生 し
ない場 合 はsこ の規定 を適用 しえない。 「経 済活動 において」とは,商 品
の販売 ・仕 入 または労 務の提供 ・引受の過程 にある ことをい う・
2)国 家 の規定 に違反 して,各 種名 目での割戻 金 ・手数料 を収受 しな
けれ ばな らない。行為者が職務上の便益 を利用 したか否か,他 人の利得 を
図ったか否か は,同 条項の適 用 に影響 しないので,訴 追す る側が これを証
明す る必要 はない。 「割戻金」 とは,経 営 者が商品 を販売す る際に,帳 簿
外 で現 金 ・現物 その他の方法 に より一定の比率 で相手方 の単位 ・個 人に
対 し払 い戻す商品代金 をい う。帳簿外 とは,生 産経営活動 または行 政事業
の経 費 ・収支 を反映 した財務帳 に,財 務会計制度が定 める事実 の記載 を行
わない こ とをい う。例 えば,財 務帳 に記入 しない こ と,他 の財務帳 に転載
す るこ と,不 実の内容 を記載す るこ とな どであ る1111。割戻金 ・手数料 は,
経済活動 では一一般 的 に用 い られている商業促進手段 である。 しか し,不 正
競争 防止法お よび他 の法律 ・法規 は,割 戻金 ・手 数料 の支払 を,単 位 間
における契約 を通 じて公に行 わねば ならない として,帳 簿外 で行 うことを
禁 じている。 その名 目 ・方法 に関わ りな く,い か なる単位 も,割 戻金 ・
手数料 を個 人に支払 う ことはで きず,ま た何 人 も,そ れを要求 ・収受 し
えない。 これ に反すれ ば,違 法 となる。
3)収 受 した割 戻金 ・手数料が個 人 に帰属 しなければな らない。行 為
者 が比較 的巨額の割戻金 ・手数料 を収受 したが,こ れ を帳 簿 に記入 しま
たは会社 ・企業 に報告す る ことによ り,自 己所 有 としなか った場 合に は,
犯 罪 を構 成 しない。
(2)重 大犯罪構 成 これ は,会 社企業職員収賄罪 の基本犯罪構成 を
充足 し,か つ その収受 金額が 巨額 の行為 である。従前 の司法解釈 に よれ
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(1)本 罪 の主体は,会 社 ・企業 の職 員で あ り,会 社 の取締役 ・監
事 ・社 長 ・会計職 員 ・その他 の事務 員 を含 む。 しか し,国 有会社 ・国有
企 業におい て公務 に従事す る職 員お よび国有会社 ・国有企 業か ら非 国有
会社 ・非 国有企業 におけ る公務従事 を委託 され た職員 は }本 罪の 主体 で
はない。
(2)本 罪の客体 は,会 社 ・企業 の管理制度 お よび職務 の廉潔性 で
ある。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意であ る。
(4)本 罪の客観 面は,職 務上 の便益 を利用 して,他 人の財物 を要求
または不法 に収受 して他人の利得 を図 り,そ の額が高額 な行為である。 本
罪の客観面 は,次 の四要件 を充足 しなけれ ばな らない。
1)行 為者がそ の職務上 の便益 を利用す る必 要があ る。職務上 の便益
利用 とは,会 社 ・企 業の職 員が,自 己が 主管 ・取扱 ・責任 負担 または直
接参与す る職務 に関す る有利 な条件 を利用 す る ことをい う。
2)他 人の財物 の要求 または不法収受が必 要であ る。他 人の財物 の要
求 とは,明 示 ・暗示 の方法 で,他 人 に対 し積極的 にその財物 を求め る こ
とをい う・他人の財物の不法収受 とは,請 託者が任意 に贈与す る財物 を不
法 に受 け取 る ことをい う。
3)他 人の利得 を図 る こ とが必 要 であ る。そ れは ,一 般 に,他 人が正
当 ・合法 ない し不 当 ・違法 な利益 を獲得 す るため の謀略が既 に客観 的 に
な された こ と,他 人が これ らの利得 の謀略 に承諾 する こと,ま たは他 人に
各種利益 を獲得 させ ようと意 図する ことをい う。すなわち,本 罪 の成立 に
は,他 人 の利得 を図 る行為が あれば,そ れに関す る他人の事前承 諾の有無
は問 われず,ま た,他 人が利得 の謀略 に承諾す れば,行 為者が実際 にその
謀略 を実行 したか否 かは問わ れない。
4)要 求 また は不法収受 にかか る他 人の財物 が高額 なこ とであ る
。そ
うでなければ,本 罪 は成立 しない。以前 の司法解 釈 に よれば ,5000元 ～
2万 元 以上 の賄賂 要求 ・収受 であれ ば ,「 高額」 と判 断 され る 〔1α。
2.特 殊犯罪構 成
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す る こ とをい う。「債権者 ・他 人の利益 の損 害」とは,主 に債権者 ・他 人
に重大 な損 失 を与 える ことをい う。
H刑 事責任
刑法162条;会 社 ・企業 が本罪 を犯 した ときは,単 罰制 を採用 して ・
その直接 責任 を負 う管理職 その他の直接 責任者 は,5年 以下の有期懲役 ま
た は拘 留 に処 し,2万 元以上20万 以下の罰金 を併科 または単科 する。
6会 計帳簿等 隠匿鍛棄罪 〈隠匿 、硝 毅会汁賃証 、会汁 帳簿 、財物 会
汁掘告 罪 〉
会計 帳簿等隠匿殿棄罪 とは,法 が保 管 を命ず る会計証拠 ・会計帳簿 ・






本罪の主体 は,一 般 主体 であ り,自 然 人 ・単位 を含 む。
本罪 の客体 は,会 社企業 の管理人制度 である。
本罪 の主観面 は,故 意 であ る。
本 罪の客観 面 は,会 計証拠 ・会計 帳簿 ・経 理報告 を隠匿 また
は損壊 しaそ の情状 が重大 な行為であ る。
11刑 事責任
刑法162条 の1;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘 留
に処 し,2万 元以上20万 元 以下の罰金 を併科 または単科す る。単位 が前
項 の罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 するほか,そ の直接 責任 を負 う管
理職 その他 の直接 責任者 は,前 記規定 によ り処 罰す る。
7会 社 企業職員収賄罪 〈公 司 、企J人 員受賄罪 〉
会社企業職 員収賄罪 とは,会 社 また は企業 の職員が,職 務上の便益 を利
用 して,他 人の財物 を要求 または不法 に収受 して他 人の利得 を図 り・その





他 の者の利益 に重大 な損害 を与 える行 為である。す なわち
s会 社が株 主 ・
社会の一般公衆に財務会計報告 を開示す るにあた って
,会 社 資産の負債 ・
損益 ・財 務状 況の変動,利 潤配分等 の状況 に関 して虚言 を弄 し
,会 社株
主お よび社 会の一般 公衆 を欺 くことであ る。
皿 刑事責任
刑法161条;会 社 が本罪 を犯 した ときは ,単 罰制 を採用 してsそ の直
接責任 を負 う管理職お よびその他の直接 責任 者は,3年 以 下の有期懲役 ま
た は拘 留 に処 し,2万 元以上20万 元以下 の罰 金 を併科 または 単科 す る
。
5清 算妨害罪 〈妨 害清算 罪 〉
清算妨 害罪 とは ・会社 また は企 業が ,清 算 に際 して,財 産 を隠匿 しs資
産負債表 ・財産 目録 に虚偽 の記載 し,ま た は,債 務決済前 に,会 社 または
企業の財産 を分配 し,債 権者 または他 人の利益 に重大 な損害 を与 える行 為
であ る。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体は,会 社 ・企業 であ る。 自然 人であ る個 人 は
}.単
独 では本罪 の主体 に な りえ ない。
(2)本 罪の客体 は,会 社 ・企 業の管理制度 お よび債権者 ・他 人の
利益 で ある
(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ る。
(4)本 罪 の客観 面はr会 社 の清算 に際 して財産 を隠 匿 し
,資 産負債
表 ・財 産 目録 に虚偽 の記載 を し,ま た は債務の決済 前 に会社 の財産 を分
配 して,債 権者 ・他 人の利益 に重大 な損害 を与 える行 為であ る。「財産 の
隠匿」とは・会社が その財 産 を隠匿 して債権者 またはその他 の権利 者 に会
社所有財産の存在 を認識不能 にす ることをい う。 「資 産負債表 ・財産 目録
へ の虚偽 の記載」 とは ,主 に会社 ・企 業が,そ の負債表 に債務 を虚偽 に
記載 し,債 権 を隠匿 しまたは財産 目録 にお ける所有 財産 を隠す こ とをい
う。「債務 決済前 の会社 財産 の分配」 とは ,清 算過程 にお いて法定 の清
算 ・財 産配分の順 序 に違 反 して,債 務清算前 に会社 ・企 業の財産 を配分
(1032} 何兼松編著 ・刑法教 科1痔(各 論編24章 ～29章)
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行 時 に,一 般 大衆の株券購 入 のために法 に基づ き作成 ・公告す る株券 の
文 書で ある。 「株券't・入認定書」とは,会 社 ・発 起 人が作成 して株券購 入
者が記 入す る株券購 入契約 書 をい う。本罪 におけ る 「債 券」とは・社債 す
なわ ち会 社 ・企業が法 に よ り発行 して期 限満 了時 に元金 と利息 を支払 う
債務証書 であ り,有 価証券の一種 で もある。「社債募集規則」とは・会社'
企業が国務 院証券管理 部門の審査 ・承認 を経 た後,社 会 において債 券 の
発行募集 を行 う法 的文書の一種 である。
詐欺の手段 に よ り株券 ・社債 を発行 し,そ の額が巨額 またはその結果
が重大 もし くはその他の情状が重大 な ときにのみ,本 罪が成立す る。 そ う
で ない ときは犯罪 にな らない。
H刑 事責任
刑法160条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処
し,不 法 集金額の1%以 上5%以 下の罰金 を併科 または単科す る・単位
が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 するほか,そ の直接 責任 を負 う管
理職お よびその他 の直接責任 者は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処 す
る。
4虚 偽会 計報告提供 罪 〈提供虚假 財会扱告 罪 〉
虚偽会計報告提供罪 とは,会 社 が株主お よび社会 の一般公衆 に対 して虚
偽の財務会計報告 または重要事実 を隠蔽 した財務会計報告 を提供 しr株 主
またはその他 の者の利益 に重大 な損害 を与 える行為で ある。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,会 社 である。 自然人であ る個 人は,単 独で は本
罪 の主体 にな りえない。
(2)本 罪の客体 は,会 社 の管理制度お よび株 主を含む他 人の利益 で
あ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意であ る。
(4)本 罪 の客観面は,株 主お よび社会 の一般公衆 に虚偽 の財務会計
報告 または重要事 実 を隠蔽 した財務会計報告 を提供 して,株 主 またはその
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を会社設 立後 に不法 に返却 ・減 少す る行 為 をい う。
虚偽出資 または出資取戻 を行 って,そ の額が巨額 の場合,ま たは結果が
重大 もしくはその他 の情状 が重大 な場合 に,本 罪が成立す る。 そ うで ない
ときは,犯 罪 を構成 しない。
II刑 事責任
刑法159条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し,虚 偽 の出資額 または払戻 した出資額の2%以 上10%以 下 の罰 金 を併
科 または単科す る。単位が本 罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す る ほ
か,そ の直接 責任 を負 う管理職お よびその他 の直接 責任者 は,5年 以 下の
有期懲 役 または拘 留 に処 す る。
3詐 欺株券社 債発行罪 〈欺咋炭行股票 、債券 罪 〉
詐欺株 券社債発 行罪 とはs株 券募集 説明書 ・株 券購 入認定書w社 債 募
集規則 におけ る重 要事実 を隠蔽 しまたは重大 な虚偽の内容 を捏造 して株
券 ・社債 を発行 し,そ の金額 が巨額 な行為,ま たは結果 が重大 も しくは
その他 の情状 が重大 な行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,一 般主体であ り,自 然 人お よび単位 を含 む。実
務上,本 罪 の主体 には,株 式会社 の発 起人,設 立 された株式会社 ・有限会
社,会 社の発起 人 または社債 を発行 する会社 名義 を詐称 して不法 に集金す
る単位 ・個 人が 含 まれ る。
(2)本 罪 の客 体 は,会 社 の管理制度 お よび投 資者 の合 法権益 で あ
る。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意で ある。
(4)本 罪 の客観面 は,詐 欺の手段 に よ り株 券 ・社 債 を発行 す る行
為 であ る。す なわち,株 券募集説明書 ・株 券購 入認定書 ・社債募集規 則
における重 要 な事実 を隠蔽 しまたは重要 な虚偽 の内容 を捏造 して株 券 ・
社債 を発行 す る行 為 である。 「株券募集説 明書」とは,株 券募集規則 とも
いい,こ れは,募 集方式 で株式会社設立 時 または株式会社 による新株券発
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重大 もし くはその他 の情状が 重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,会 社発 起人 または株主 であ り,自 然人 ・単位
を問わない。会社発起 人 とは,法 律 に基づ いて株式 会社 を設立 しよう とす
る者 をい う。株主 は,会 社 の出資者で,有 限会社 ・株式会社 の株主 を含
む。
(2)本 罪 の客体 は,会 社 の管理 制度であ る。
(3)本 罪の主観 面は,故 意であ る。
(4)本 罪の客観面 は,虚 偽の出資 を行 い,ま たは出資 を払戻 す行為
で ある。会社法の規 定に よれ ば,有 限会社の場 合,有 限会社の株 主は通貨
で 出資 す るこ とが で き,ま たは実物 ・工業財産権 ・非特許 的技術 ・土 地
使用権等 で出資す るこ ともで きる。通貨以外 の物 で出資す る ときはsそ の
価格 または財産 を評価 して確認 しなければならず,実 際 よ りも高い評価 ・
低 い評価 は許 されない。出資す る株主 は,会 社 の規則 に基づ いて全額 の資
本 を交付 しなければな らない。株主が通貨で出資 する ときは,設 立 しよう
とす る有 限会社 の臨時銀行 口座 に通 貨で出資 す る全額 を振 り込 まなけれ
ばな らない。実物 ・工業財 産権 ・非特 許的技 術 ・土地使用権等 で出資 す
る ときは,法 によ り財 産権の 移転手続 を行 わ なね ばな らない。
会社法 に よれば,株 式会社 の場 合,株 式会社の発起 人は当該会社 の総額
の35%以 上 の株式 の全額 を交付 しなければな らず,通 貨 ・実物 ・工業財
産権 ・非特 許的技術 ・土地使用権 な どの財産権 で株 式 を換 算す る ことが
で き,そ の他 の株 主 は通貨 でその株式 相 当出資 を交付 しなけれ ばな らな
い。 「虚偽の 出資」とは,こ の規定 に違 反 して株式 を取得 したに もかかわ
らず,納 付 または全 額納付 を行 わない こ とをいう。株式 を取 得 したの に出
資 を納付 しない とは,刑 法159条 に定 め る通貨 ・実物 を納付せず また は
財 産権 を移転 しない行 為 をい う。株式 を取得 したのに全 額納付 しない と
は,実 際 に実物 ・工業財産権 ・非特 許的技 術 ・土地使 用権 で出資 す る
カ㍉ この価格評価 を故 意 に実際 よ りも高 くまたは低 く評価 す る行 為 をい






本 罪 の客 体 はf会 社 の 管 理 制度 で あ る。
本 罪 の 主観 面 は,故 意 で あ る。
本罪 の客 観 面 は,会 社 の 登 記 を 申請 す る際 に
,虚 偽 の証 明 文 書
またはその他 の詐欺の手段 を用 いて資本登記の虚偽
Qを 行 い,鮒 登言己
主鮪 庁 を鯛 して・会社登記 を取得す る行為 である.こ こにい う「調
文書」 とは,蹟 艦 査 する会計士事務所 ・会計監査士事務所 等の法定
機関が ・法 に よ り会社登 記 輔 者 に発 行す る出鑑 査報鰭 .資 産評 価
報告書'出 資髄 証賠 等 の資料 をい う
。rそ の他 の論 の手段」とは ,
麟 の調 熔 以外の真実 隠匿方法 を用いて
,会 社登記の主髄 庁 を鯛
す る行 為 をい う・ 「会社 登記の主館 庁」とは商 工行政 管騰 関であ る
。
「会社登記 の辮 」 とは 商 工 そテ囎 理 部門が これ を許可 レ かつ営 業許
可証 を発行 した ことをいう・会社登記の騙取 は
,11111登 記にかかる資本が
巨額で もしくは重大 な結果 を発生 させ た とき
,ま たはその他 の情状が重大
な ときに初 め て犯罪 備 成 す る.そ うで な1ナれ ば,犯 罪 備 成 しない。
「金額が巨繍 しくは結 果鍾 大 また1よその他の情状鍾 大」の意義 に
つ
いて・刑法 は具体的 な規定 を定めてい ない
。 しか し,会 社の類型 ご とに区
肌 ・会社 設立 に関す る法鐙 記資本の最低額 に基づ いて
,こ れ を考慮 す
べ きであ る。
H刑 事責任
刑法158条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以下 の醐 懲役 または拘 留 に処
し 嘘 偽の 蹟 資 本 の1%以 上5%以 下の罰 金 を併 科 または単科 す る
。
単位が本罪 を犯 した ときは,単 位1こ罰金 を科す るほか,そ の直接責任 を負
う管蝶 お よびその他 の醸 責儲 は
,3年 以下の醐 懲役 または拘留 に
処す る。
2虚 偽 出資罪 〈虚假 出資 、抽逃 出資罪 〉
虚偽 蹟 罪 とは・会社 の発起 人 また1ま株主が会社法の規定 に違反 して
,
通 貨 燦 物 を交付 せずrを 移転せず
,も しくは虚偽 の蹟 を行 い,
または会社 の設立後 に出資 を払戻 し
,そ の額が巨額 な偽 は たは糸課 が
(1。36)f・ 聯 繍 ・刑1去教不糊 各論編24章～2gf詮)155
罪の行為対象 は,国 外 の固体麟 物であ る・ 樺 眠 共和 国固体麟 物環
境汚染防止法 お よびその他 の関係規定 に よれば浦 害固体麟 物の轍1ま
禁止 され源 料 として使用で きる固体麟 物 の輸入 も制限 される・税関の
監督 管理 を免 脱 して国外 の固体麟 物 を国内 に輸送 し・または国務 院関係
主管部門の許可 な く無鰍 に固体麟 牛勿を原料 として轍 した ときは・密
輸罪 となる.本 罪 の行為対象 は個 体の麟 物のみに限 られる・固体麟
物 とは,生 産 建 設 旧 常生活 ・その他 の活動か ら灘 される磯 を汚
染す る固体.半 固体 の麟 物 質 をいい,こ れ には 工 業 固体麟 物'都
市 生活廃棄物 等が含 まれ る。
刑法155条 は説 関の監督管理 を免脱 して国外 の固体麟 物 を国内1こ輸
送 した ときは密輸の罪 とするJと 定め る・ しか し,ど の具体 的な密輸 罪の
法定刑 によ り処罰するのか につ し・ては法 律 に明文 の規定はない・本罪 の
対象が固体麟 物 とい 備 殊 な対象であるこ とか らすれば・特殊物 品を密
輸す る罪 としての処罰桜 当 と思 われ る・ したが って,立 法解釈 司 法
解 釈 はrこ の点 を明確 に しなけれ ばな らない!91a
刑法157条;暴 か 碗 を用い て密輸取締 に抵抗 した ときは ・本罪 お
よび公務妨害罪 と して処断 し,数 罪併罰 を行 う。
第4節 会社 ・企業の管理秩序を害する罪
1資 本登 記虚偽 申告罪 〈虚 扱注冊資本罪 〉
資本登記虚偽 申告 罪 とは,会 社 登記 を申請す る際 に,虚 偽 の証明文 書 ま
たはその他 の詐欺 の手段 を用いて資本登記 の虚偽 申告 を行 い,会 社登記 の
主管官庁 を欺 岡 して会社登記 を取得 し,そ の登記の飾 が巨額 もしくは結
果が重大 な行為 またはその他 の情状が重大 な行 為 をい う。
I　 　　　
(1)本 罪の主体 は,会 社 の登記 を申請す る 自然 人 また は単位 で あ
る。 ここにい う 「会社」〈飼 〉とは,会 社 法 に規定す る有 限会社 お よび
株式 会社 をい う。
掴 神奈肱 学第踏 第鍔2・ ・ユィ1・(
1。37)
費鱒 の国家の定め る樋 を含 む・数回1が 未処理の ときは
,舗 さ
れ た貨物'物 品 の脱税額 螺 計 して納付 すべ き税額 を計算す る
.未 処理
とは ・検 挙前 に行 政 ・司法 による処 理 を受 けていない こ とをい う
。
2.特 殊 犯罪構成
q)重 大犯罪構 成は,本 罪 の基本7巳罪徽 を充足 し
,か つその脱税
額 が15万 元以上50万 元未満 の行 為で ある。
(2)特 別重大犯罪構成 は,本 罪の基本 犯罪構成 を充足 し,か つそ の
脱税 額が15万 元以上 の行為 は た1まそ の他 の情状 が特 に重大 な行為 であ
る。
H刑 事責任
刑法153条;本 罪 を犯 して5万 元以上15万 元未満 の納付すべ き税 金
を脱税 した ときは,3年 以下 の醐 衡 斐または拘留 に処L
,脱 税額 の1
倍 〔同額〕以上5倍 以下の罰金 を併科 す る
。15万 元以 上50万 元 未満の
納 付すべ き税 金 を脱税 した ときは ,3年 以上10年 以 下の 醐 懲役 に処
し・納付 すべ き脱税額 の1倍 以上5{音 以 下の罰金 を併 科す る
.そ の情状
が特 に重 い ときは 魚 期懲役 またはlo靱 上 の醐 懲役 に処 し
,納 イ寸す
べ き脱税額 の1倍 以上5倍 以下 の罰金 または財 産の没収 を併科す
る。50
万元以上 の納付 すべ き税金 を脱税 した ときは
,死 刑 灘 期 懲役 または10
年以上 の醐 懲役 に処 し,納 付 すべ き脱税額 の1倍 以上5倍 以下 の財 産
没収 を併科す る・単位が本罪 を著巳した ときは
,単 位 に罰金 を科 する1まか,
その直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任者 は
,前 記規定 によ り
処 罰す る。
刑法157条;暴 力 ・脅迫 を用 いて密輸 取締 に抵 抗 した ときは
,本 罪 お
よび公務妨 害罪 と して処断 し数罪併 罰 を行 う
。
11固 体廃 棄物 密輸罪 〈走私 固体度 物罪 〉
固体廃棄 物密輸罪 とはr税 関法規 お よび固体廃棄物 管理 法規 に違反 し
て,税 関の監督管理 を免れ,国 外 の廃 棄物 を国 内に輸送 す る行為 をい う。
本罪の客体 は,国 家 の税関監督管理制度お よび環境保 護制度である
。本
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す るa
㈲ 本罪の客緬 は説 関法規 に違反 し税 関の囎 管理 を免脱 して
澱 の貨物.物 品 を密輸す る行 為であ る.本 罪の行為対象 は ・搬 の貨
物.物 品であ る.こ こにい う0般 貨物 ・物 品 とはs刑 法151条'152条'
347条 碇 め る物 を除 く貨物 物 品 をレ・う・す なわ ち 武 器 弾 薬 偽
貨 個 家輸 出禁止文化財 ・稀 少動 物お よびその製 品 ・齢 白銀 その他 の
貴 金属 稀 少植物 お よびその製 品 張 褻 物 お よび薬物 を除 借 願 粉
物品で ある。
本罪 の密輸行 為 には,密 輸罪 の一般形態以外 に も・次 の特殊 な二形態 が
あ る0
1)税 関の許可 を受 けず,か つ納付すべ き税金 を追納 しないで,委 託加
工貿易.委 託組立貿 易 補 償貿 易 のため に輸 入 を許可 され た原料 部
品.製 品 ・設備等 の保 税貨物 を権 限 な く境内で販売 し,不 正利益 を図 る
行為,
2)税 関の許可 を受 けず,か つ納付すべ き税額 を追納 しないで,特 定の
減税 または免税対象 の轍 貨物 ・物 品 を権 限 な く境 内で販売L,不 正利
益 を図 る行 為で ある。
前記1)の 「保税貨物」 とは 説 関の納税手続未 処理の許可 を受 けて輸
入 され 図 境 内で臓 ・加工 組 立 が な された後 に ・再 び国境外へ輸 出
され る貨物 をい う。保税制度の 目的は,手 続 の簡略化,対 外貿 易へ の便宜
であ る。保税貨物 の国 内市場 での販売が必 要な らば,税 関の許可 を受けて
納付 すべ き税金 を追納 しなければ な らず,こ れを怠 る と密 輸行為 となる。
前記2)の 「特定 の減税 ・免税 対象 の轍 貨物 ・物 品」 とは ・法 に よ り
減税.免 税 され た特 定 の範 囲 月 的1こ用い る貨物 をい う・例 えば・経1斉
特 区等 の特別地 区が輸 入 した貨物,外 資 系企 業 〈三資企 、lk>が輸 入 した貨
物 ・物品,特 定用途 のため に輸 入 された貨物等 であ る。
普通貨物 ・物 品の密 輸行為 は,そ の脱税額が5万 元以上 の場合 にのみ
犯罪 を構 成 レ5万 元 未満 の場 合は哲巳罪 とな らない・ この「納付 すべ き税
額」は 関 税 説 関が代理徴収 す る付加価値税 〈増値税 〉のほカs特 別消
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布 の 目的 が認め られ ,刑 事責任 が追 及 され る(8}。
2.特 殊 犯罪構成
(1)重 大犯罪徽 は・本罪 の基刺 巳罪構成 を充足 してsそ の情状 が
重大 な行為であるO大 な情状 とは
,行 為者の騰 した糠 物縞 額 また
は巨額 な場 合・糠 物 を反復的 に密輸す る雛 懸 物 を騰 して暴力
.
脅迫 を用 いて取締 りに抵抗 した場合等 をい う
。
(2)灘 犯罪構成 は濃 勤 密轍 テ為が犯罪 を徽 したが
,そ の情
状 が軽 い行為 である・搬 的1こは
,密 輸 された顯 物 の数量が少 ない場
合r初 犯の場合等で ある。
皿 刑事 責任
刑法152条;本 罪 を犯 し堵 は,3年 以上1・年 以下の醐 懲役 に処 し,
罰 金 を併科 する・情状 鍾 大 な ときは
,無 囎 役 または1・年以上の醐
懲役 に処 し罰 金 または財 産没u又を併 科す る請 状が軽 い とき1ま
,3年 以
下鮪 騰 役,拘 留 または管制 に処 し罰 金 を併 科する
.単 位が本罪 を犯
した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか
,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よび
その他 の直接責任者 は ,前 記規 定 によ り処罰す る。
刑法157条;暴J脅 迫 を用 いて密輸取締 に抵抗 した ときは
,本 罪お
よび公務 妨害罪 と して処断 し
,数 罪併 罰 を行 う。
10普 通 物品密輸罪 〈走私普通 貨物
、物 品罪 〉
普通物 品騰 罪 とは藻 物 ・鵡 弾 藁{為 貨 ・国家轍 禁止 の文化
財 稀少動物 ・その製品 ・黄金 螺 その他 の貴鋸 嚇 少植物 .そ の




(1)本 罪 の主体 は ド搬 主体 であ り
,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪の客体 は 説 関 の監儲 理制度 お よび徴税制度 であ る
。
(3)本 罪の主!:1は ・臆 であ る.実 務上 一般 にはa営 利 目的 も有
(1。4。)嫌 松rcq刑 鰍 苓柵 楡 編24章～2鯛151
る.国 家が輸出入 を禁止 した稀少植物 お よびその製 品 とはI」'-1務院行政主
管部 門が轍 禁止 と定 めた紗 植物 をいい,例 えばソテツ等の貴郵 寸働
よびその標本 が これ にあたる。 国家が輸 出入 を禁止 した稀少植物 または
その製品 の密 輸があれ ば,犯 罪 備 成す る・本罪の犯罪要件 にい う「及び
その」の文言解釈 につ いて,こ れ は 「又1よ」と理解 すべ きで あ りs「 及 び」
と理解すべ きでない。 この点 は,稀 少動物 お よびその製品の場合 も同 じで
あ るQ
刑法151条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 に処 し 罰 金 を
併科 または単科す る。その情状が特 に重大 な ときは・5年 以上の醐 懲f隻
に処 し罰 金 を併科 す る。単位 が本罪 を犯 した ときは・単位 に罰金 を科す
るほか,そ の直顯 任 損 う管..,,...;.およびその他 の直瀕 任 者は・前記規
定 によ り処罰す る。
刑法157条;暴 力 層 迫 を用 いて密輸 聯 に抵 抗 した ときは ・本罪 お
よび公務 妨害罪 として処断 し,数 罪併 罰 を行 う。
9狽 褻物密輸罪 〈走私淫移物品罪〉




(1)本 罪 の主体 は,一 般 主体であ り,自 然 人お よび単位 を含む・
(2)本 罪の客体 は 説 関の監督管理帯暖 お よび社会管理秩序 であ
(3)本 罪の主観面 は,故 意 お よび図利 ・頒布 の 目的であ る。
(4)本 罪 の客緬 は説 関の幽 管理 を免脱 して懸 物 を密輸す る
行為で ある.裁 判実務 におい ては,懸 物 の数量 は・密輸行為が犯罪の程
度 に達 しているか否 かの主 な認糧 準 で もあ り・行 賭 の図利 頒 相
的の撫 の認定基準 で もあ る.5-10本 以上の懸 ビデオテー プ・10～
20本 以上 の懸 録音 テー プ,10-20ホ 文(冊)以 上の懸 トラ ンプカー
ド.書 籍.図 画,50～100枚 以上 の狼褻 写真 を密輸 すれば ・図利'頒
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国特産 の稀 少 または絶滅危機 に瀕 した野生動物 お よび生息 数が少 な くま
たは狭 い地域 に分布す る野生動物 をい う。稀少動物 の目録 は,国 務 院野生
動物行 政管理 部門が制定す る。1989年1月14日 に国務院が批准 した 「国
家重点保護野生動物 目録」は,次 の野生動物 を定め る。中国特産の稀少野
生動物 には,ジ ャイア ン トパ ンダ ・キ ンシザ ル ・ヨウス コウア リゲー タ
な どの100種 類 が含 まれ,そ の他 の絶滅危機 に瀕 した野生動物 には
,主 に
タ ンチ ョウ ・マナ ヅル ・ハ クチ ョウ ・野生 ラクダな どが ある
。海外 か ら
の絶滅危機 に瀕 した稀少野生動物 は,国 務院の関係主管部門 に承認 されれ
ば,国 家重点保護稀少動物 となる。
稀 少動物 の製品 とは,稀 少動物 の毛 ・皮 ・骨 等で製造 された食品 ・薬
品 ・衣 類 ・装飾 品お よびその他 の物品 をい う。司法解釈 によれば,ジ ャ
イアン トパ ンダは極め て稀少 な貴重野生動物で あ り
,ジ ャイア ン トパ ンダ
の毛皮m枚 の密輸 は ,特 に情 状の重大 な密輸行 為 と認め られる σ1。その
他 の稀少 な動物 の数 量 に関す る司法解 釈は ないが,実 務 では,実 状 に応 じ
て,一 級稀 少動物 であ れば1～2頭 ,二 級稀少動物 であ れば2～3頭
が,一 般的 な犯罪認定基準 とされる。
刑法151条;本 罪 を犯 した者は,5年 以上 の有期懲 役 に処 し
,罰 金 を
併科 する。その情状 が軽 い ときは,5年 以下 の有期懲役 に処 し
,罰 金 を併
科す る。その情状が特 に重 大な ときは,死 刑 また は無期懲役 に処 し
,財 産
没収 を併 科す る。単位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰 金 を科 するほか,
その直接 責任 を負 う管理職お よびその他の直接責任者 は,前 記規定 に よ り
処罰す る。
刑法157条;暴 力 ・脅迫 を用 いて密輸取締 に抵抗 した ときは
,本 罪お
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度 で あ る 。
(3)本 罪 の 主 観 面 は,故 意 で あ る。
(4)本 罪 の客 観 面 は,税 関法 規 ま た は金 ・銀 そ の他 の 重 要貴 金 属
の管理法規 に違反 して税関の監督管理 を免 れ,金 ・銀 その他 の重要貴 金
属 を密 輸す る行為で ある。裁判実務 では,密 輸 した金の累計 量が50グ ラ
ム以上であれば,密 輸額が高 額 との定罪が な され,刑 を科 されるのが一般
的であ る(61。本罪 の行 為対 象 は,金 ・銀 その他 の重要貴 金属で ある・ わ
が国の税関法 お よび金銀 その他 重要貴金属管理法規 の規定 に よれば・金 ●
銀 には次 の ものが含 まれる。す なわ ち,① 鉱物か ら生産 され,ま たは精錬
に よ り副 産 され る金 ・銀,② 棒状 ・塊状 ・粉末状 の金 ・銀,③ 硬貨 とし
て鋳 造 された金 ・銀,④ 金 ・銀 製品 また は金 ・銀 基含製品,⑤ 化工 製品
に含 まれる金 ・銀 であ る。「その他 の重 要貴金属」とは,金 ・銀以外 の金
属 で,化 学 的安定性 ・延展性 ・耐容性 があ り,埋 蔵量が少 な く高価 な金
属 または比 重が5を 超 える金属 をい う。例 えば,オ ス ミウム ・プラチ
ナ ・イリジウム ・ロジウム ・チ タン ・水銀 ・パ ラ ジウム ・銅等 であ る。
H刑 事責 任
刑法151条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以 上の有期懲役 に処 し・罰金 を
併科す る。 その情状 が軽い ときは,5年 以 下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併
科 する。 その情状 が特 に重 い ときは,死 刑 または無期懲役 に処 し・財産没
収 を併科す る。単位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ
の直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者 は,前 記規定 に より処
罰 す る。
刑法157条;暴 力 ・脅迫 を用 いて密輸取締 に抵抗 した ときは ・本罪お
よび公務妨 害罪 と して処断 し,数 罪併 罰 を行 う。
7稀 少動物同製品密輸罪 〈走私珍 貴劫物 、珍貴幼物制 品罪 〉
稀少動物 同製品密輸 罪 とは,税 関法規 ・野生動物保護 法規 に違 反 して
税 関の監督管理 を免 れ,稀 少動物 またはその製品 を密 輸す る行 為 をい う。
本罪 の行為対象は,稀 少動物 お よびその製 品で ある。稀 少動物 とは,中
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よび公務妨 害罪 として処断 しf数 罪併 罰 を行 う。
5文 化財 密輸罪 〈走私文物罪 〉
文化財密輸罪 とは,税 関法規 ・文化財 管理法規 に違 反 して
,税 関の監
督 を免 れ,国 家が輸 出を禁止 する文化財 〈文物 〉を密 輸す る行為 をい う
。
わが 国の税 関法 ・文化財保護法 の規 定 に よれ ば
,文 化財 の出 国 ・輸 出
は,予 め税関 に報 告 し,国 家の文化行政管理部門 の鑑定 を経 て輸 出許可証
を得 なければ ならない。 また ,重 要な歴史的 ・芸術 的 ・科学的 価値 が あ
る と鑑定 された文化 財 は ,国 務院が 国外 での展覧許可 を与 えた場 合 を除
き,一切 の出国が禁 じられる。 この ような制度が
,文 化財密輸罪 の侵害客
体である。本罪の行為対 象は,国 家が輸 出を禁止 した文化財 である
。国家
が輸出 を許可 した文化財 であればr本 罪 を構 成 しないが,犯 罪 を構成す る
とすれ ば,普 通物 品密輸罪 となる。
刑法151条2項 ・4項;本 罪 を犯 した者は ,5年 以 上の有期懲 役 に
処 し・罰金 を併 科す る。 その情状 が軽 い ときは
r5年 以下の有期懲役 に処
し・罰金 を併科す る。その情状 が特 に重大 な ときは
,死 刑 または無期懲役
に処 しt財 産没収 を併科す る。
同条5項;単 位 が本罪 を犯 した ときは ,単 位 に罰金 を科す るほか,そ
の直接 責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者は
,前 記規定 によ り処
罰す る。
刑法157条;暴 力 ・脅迫 を用い て密輸取締 に抵抗 した ときは
,本 罪 お
よび公務妨害罪 と して処 断 し ,数 罪併 罰 を行 う。
6貴 金属密輸罪 〈走私 貴重金属罪 〉
貴金属密輸罪 とは・税関法規 に違反 して,税 関の監督管理 を免 れ,金.
銀 ・その他 の貴金属 を密輸 す る行為 をい う。
1基 本犯罪構 成
(1)本 罪の 主体 は,… 般主体 であ る。個 人 ・単位 を問 わない
。
(2)本 罪の客体は,税 関 の監督管理制度 お よび重要貴金属 の管理制
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刑法151条1項 ・4項 ・5項;本 罪 を犯 した者 は,7年 以上 の有期
懲役 に処 し,罰 金 または財産没収 を併科 す る。その情状が軽 い ときは・3
年以上7年 以下 の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科 す る・その情状が特 に重
大 な ときは,死 刑 または無期懲 役 に処 し,財 産没収 を併科す る・単位 が本
罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金刑 を科す るほか,そ の直接 責任 を負 う管理
職 その他 の直接責任者 は,前 記規定 に より処罰す る。
刑法157条;暴 力 ・脅迫 を用 いて密輸取締 に抵抗 した ときは ・本罪 お
よび公 務妨害罪 として処断 し,数 罪併罰 を行 う。
4偽 貨密輸罪 〈走私假 市罪 〉
偽貨密輸罪 とは,税 関法規 お よび金融法規 に違 反 して,税 関の監督 管理
を免 れ,偽 貨 を密輸す る行 為 をい う。
本 罪の客観面 は,税 関法規 ・金融管理 法規 に違 反 して税関 の監督 管理
を免れ,偽 貨 を密輸す る行為であ る。行 為対象 は,偽 造通貨す なわち偽貨
で あ り,こ れ には偽造 人民幣 ・外貨が 含 まれる・偽貨 とは ・人民幣 ・外
貨 の形状 ・図案 ・色彩 を備 えs何 らか の方法で 不法 に製 造 され た人民
幣 ・外貨 をい う。刑 法各則の規定 に よれば,行 為者が偽貨 を密 輸す れば
それだけで犯罪 を構 成 し,そ の数量 は問わ ない。勿論 密輸 された偽 貨の
数量が 極めて少 なければ,情 状 が軽微 で危害 も大 きくないので,刑 法総 則
の犯罪概念 に関す る規 定 によ り犯罪 とされない こ ともある・裁判実 務で
は 溜 輸 された偽貨 の総額が(人 民幣 に換算 して)500万 元以上 または偽
貨50枚 以上であれ ばrそ の刑事 責任 が追 及 され る{5)。
刑法151条1項 ・4項 ・5項;本 罪 を犯 した者は,7年 以上の有期
懲役 に処 し,罰 金 または財 産没収 を併科す る・そ の情状が軽 い ときは・3
年以上7年 以下の有期懲役 に処 し,罰 金 を併科す る。 その情状 が特 に重
大 な ときは,死 刑 または無期懲 役 に処 し,財 産没収 を併科す る。単位が本
罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ の直接責任 を負 う管理職
お よびその他 の直接責任者 は,前 記規 定 に よ り処罰す る。
刑法157条;暴 力 ・脅迫 を用いて密 輸取締 に抵抗 した ときは ・本 罪お
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わ な い 。
(2)
本 罪 の 主 体 は,一一般 主 体 で あ る。 自然 人 た る個 人 ・単 位 を問
本罪の客体 は,国 家 の税関監督 管理 制度お よび銃器 ・弾薬 管
理 制度 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意で ある。行為 者が銃器 ・弾薬 と知 りな
が ら密 輸す る心理 態度 であ る。
(4)本 罪 の客観面 は,税 関法規 ・銃器管理 法規 に違反 して税 関の
監督管理 を免れ・銃器 弾 薬 縮 轍 る行 為であ る
.本 罪の行為対 象 は,
銃器 ・弾薬 であ る。
H刑 事責任
刑法151条;本 罪 を犯 した者 は ,7年 以上 の有期懲役 に処 し,罰 金 ま
たは財 産没収 を併 科す る。 その情状 が軽 い ときは
,3年 以上7年 以 下の
有期懲役 に処 し・罰金 を併科す る。 その情状が特 に重大 な ときは
,死 刑 ま
たは無期懲 役 に処 し,財 産没収 を併科 す る。
単位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰 金 を科す るほかrそ の直接 責任 を
負 惜 理職 お よびその他 の直接 責イ猪 は ,前 記規 定 に よ り処 罰す る。
刑 法157;武 装 して密輸 を護衛 した とき
,す なわ ち武器装備 武 装
力 による警 戒 ・護 送 の手段 で密輸 の安全 を保 障 した ときは
,151条1
項 ・4項 の規 定 に よ り重 く処罰す る{4〕。
刑法157条;暴 力 ・脅迫 を用い て密輸取締 に抵抗 した と きは
,本 罪お
よび公 務妨害罪 と して処 断 し
,数 罪併 罰 を行 う。
3核 材料 密輸罪 〈走私核材 料罪 〉
核材 料密輸罪 とは,税 関法 規 ・核材 料管理法 に違 反 して
s税 関の監督
管理 を免 れ,核 材 料 を密輸す る行 為 をい う。
本罪の行 為対象 は,核 材料 である。 「核材料」とは
,ウ ラン.プ ル トニウ
ム'ト リチウム等 の原子核分裂 ・核反応 を生 じうる放射性 の材料 をい う
。
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(4)密 輸罪 の客観面 は,税 関法規 に違反 して税関の監督 ・検 査 ・
管理 を免脱 し癌 輸 を行 う行為であ る.不見関法規の違反 と税関監督管理 の
免脱 は,密 輸罪の二つ の基本的要件であ る。 しか し,こ の二つの基本 的要
件 に該 当す る密輸行 為の具体 的 な態様 は,多 種多様 である。1987年1月
22日 に全 国人民代 表大会常務 委員会が制定 した「中華 人民共和国税 関法」
47条 ・49条 お よび刑法 の関係規定 によれ ば,犯 罪 を構成 す る密輸行為 に
は,次 の態様 が含 まれ る。
1)国 務 院 または国務院の授権機関の許可を受 けず に・税 関を設置 して
いない場所か ら国家輸 出入禁止物 品s国 家輸出入制限物 品 または課税物 品
を輸送 ・携 帯す る行為。
2)税 関 を設立 す る場所 を経 て も,隠 匿 ・偽装 ・虚偽 申告 またはその
他 の手段 によ り税 関の監督管理 を免脱 して,国 家 が輸出入 を禁止'制 限
し,ま たは課税対 象 とす る貨物 ・物 占髄 輸送,携 帯 もし くは郵送 して越
境 す る行為。
3)国 家輸 出入禁止物 品を直接 に密輸 者か ら不法購入す る行為,ま たは
密輸 貨物物 品 を直接 に密輸 者か ら不法 に購 買 して,そ の額が高額 な行為。
4>内 海 ・領海 にお いて国家輸 出入禁止物品 を輸送 一購買,販 売す る
行 為,ま たは国家輸 出入制 限物 品 を輸送 ・購買 ・販売 して,そ の額が 高
額で合法 的証 明書 を有 しない行為。
密輸行 為は,情 状が重大 な ときに限 り犯罪 を構成す る。密輸 の情状 が重
大か否か は,密 輸罪 の犯罪構成 の全体 か ら把 握 し,密 輸対 象の性 質 ・態
様 ・方法 ・数量 ・目的 ・動機 ・その他 の情状 に基づい て総合的 に判 断
しなければ な らない。例 えば,銃 器 ・弾薬 ・核材料 ・偽貨 の密輸行為 は,
行 為者が故意 に これ らの行為 を行 えば,そ れだけで犯罪が構成 され うる。
これ に対 して,一 般貨 物 ・物品 の密輸行 為は,行 為者が これ らの密輸行
為の ほか,5万 元 以上 の納税 額 を免脱 しなければ ならない。
2武 器 弾薬密輸罪 〈走私武 器 、弾菊 罪 〉





密輸罪 とは説 関法規 に違 反 して説 関 の縮 管理 を免 れ溜 輸 の活動
を行 って ・国家 の欄 賭 ・鯉 制度 を破壊 し その情状 鍾 大 な行為
をい う・1979年 刑 法 では 溜 輸罪 は噸 型 の具体的犯罪 とされ
,そ 明 巳
罪要件 は極 めて簡略 であった・1988年1月2田 の全 国人民代 表大会常
務 委員会 「舗 罪処 罰 に関す る補充規定」が密 輸罪 を数個の具体的罪 名
に分 け,密 輸罪 は,若 干 の具体 的罪名 を有す る小 さな犯罪 類型 になった
。
1997年 改 正刑 法 は ・この立 法方式 を引 き続 き採 用 して ,密 輸 罪 を社会 主
義 の市場経鰍 序 を害す る罪の噸 型 として定め る
.密 輸罪は,次 の搬
構成要件 を必 要 とす る。
(1)密 輸罪 の主体 は,一 般主体であ りr自 然 人 も単位 もその主体 と
な りうる・ しか し武 魏 輸 罪の ような個別のち巳罪 は泊 然 人でなければ
構 成 しえない。
(2)密 輸罪 の客体 は個 家の税関囎 管理制度である
.税 関の監督
管 理制度 とは 個 家税 関が輸 出入の輸 送手段 贋 物 ・物 品 艦 龍 理
し瀾 税'そ の他 の税 贋 用 を徴収 し
,密 輸の取締 を行 うための制度 の
総称 であ る・ 国家 主権 お よび国益 を保 護1-,対 外繍 貿 易お よび科学技
術 文化 の交流 を促進 す るために ,わ が国 は,漣 の税 関法規 を制定 し
て税関監督管理制度 を確立 している。密輸 は,税 関法規 に違 反 し税関の監
視 検 査 ・管理 を免 れて 国 家主権 お よび国益 脆 害 を及ぼす行 為であ
る。そ こで,国 家税関の監督管理制度 の破壊 が
,密 輸罪の一つの要件 とな
る。 当然 なが らr各 具体 的 な密輸罪 は,そ の客体 の具体 的内容が 異なる
。
例 えば武 器 弾薬密輸罪 の犯罪客体 〔1去益 〕は園 家の税関お よび銃器弾
薬 の監督 管理制度 であ る。
(3)密 輸 罪の 主観面 は,故 意 であ り,過 失で は本罪 を構成 しない。
しか し,一 部の密輸行為 は,図 利 またはその他 の 目的が ない限 り,成 立 し
えない。




9衛 生基準不適合化粧 品生産販売罪 〈生」立、梢害不符合ヱ 生ff准 的
化牧 品罪 〉
衛生基準不適 合化粧 品生 産販 売罪 とは,衛 生基準不適合化粧 品 を生産
し,ま たは これ をそれ と知 りなが ら販売 し,重 大 な結果 を生 じさせ る行為
をい う。
1基 本犯罪構 成
(1)本 罪の主体 は,一 般 主体で ある。個 人 ・単位 を問 わない。
(2)本 罪の客体 は,化 粧 品市場 の管理秩序 お よび公衆 の健康 ・安
全であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ る。過失 は,本 罪 を構成 しない 。
(4)本 罪 の客観面 は備 生基準 に齢 しない化粧品 を生産 レ また
は この ような化粧 品 をそれ と知 りなが ら販売 して,重 大 な結 果 を発生 させ
る行為 であ る。本罪の行為対 象は,化 粧 品である。化粧品 とは,清 潔'消
臭.美 容 ・服飾 の 目的で塗イ寸 順 射 ・その他 の類似 方法 に よ り人体 の
麺 に散布す るL」 化学工業品 をい う・衛生基準不齢 とは,国 家の制定
した化粧 品強制基準,お よび国家の技術 監督管理部門 に報告 して許可 を得
た企 業基準 にお ける衛生基準 に適合 しなv・こ とをい うt31・化 粧品が衛生
基準 を満 た してい るが,他 の品質基準 を満た していない ときは・本罪 では
な く偽劣 産品生産販売罪が成立 しうる。重大 な結 果 とは,容 貌 の殿損,皮
膚の重度 の損傷 または不特定 多数 人の受害 に より,劣 悪 な影響 を生 じさせ
るこ とをい う。
H刑 事責任
刑法148条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処
し,売 上額の50%以 上2倍 以下の罰金 を併科 または単科 す る。
刑法150条;単 位が本 罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科 す るほか,
その直接 責任 を負 う管 理職 は,前 記規定 によ り処 罰す る。
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8偽 劣農 薬獣 薬化学肥料種 子生産 販 売罪 〈生声
、梢魯 伽劣衣菊.善
菊 、化肥 、稗子罪 〉
偽劣農薬獣薬化学肥料種子生 産販売罪 とは
,偽 農薬 ・偽獣薬 ・偽化 学
肥料 を生 産 し,偽 物 も しくは使 用機 能 の喪失 した農薬 ・獣薬 ・化学肥
料'種 子 をそれ と知 りなが ら販売 し,ま たは不合格 の農薬 ・獣薬.化 学




で あ る 。
(3)
(4)
本罪 の主体 は,一 般 主体であ る。個 人 ・単位 を問 わない
。
本 罪の客体 は,農 薬 ・獣薬 ・化学肥料 ・種子 の市場 管理秩序
本罪の主観面 は,故 意 であ る。過 失は ,本 罪 を構成 しない。
本罪 の客観 面 は,虚 偽の農薬 ・獣 薬 ・化学肥料 を生 産 し
,偽
物 もしくは使用機能の喪失 した農 薬 ・獣薬 ・化学肥 料 ・種子 をそ れ と知
りなが ら販売 しrま た は不合格 の農薬 ・獣薬 ・化学肥料 ・種子 を適格品
と偽 ってa生 産 に高額 の損失 を与 える行 為であ る
。 「使 用機能の喪失」と
は・農薬 ・獣薬 ・化 学肥料 ・種子が 変質 しまたは使用価値 を失
った こ と
をい う。「不 合格」 とは ,農 薬 ・獣薬 ・化学肥 料 ・種子が使用機 能 を有
せず,ま たはその産品品質基準 に適合 しないことをいう
。生産 に対す る損
失 とは・通年の生産量 と比較 した生産収 入の減少 と解すべ きである
。偽劣
の農薬 ・獣薬 ・化 学肥 料 ・種子 を生 産 ・販売 す る行為 は
,生 産 に高額 の
損失 を生 じさせ なけ れば,本 罪 を構成 しない。
H刑 事責任
刑法147条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し・売上 額の50%以 上2倍 以下 の罰金 を併科 または単科 す る
。生産 に重
大 な損失 を生 じさせ た ときは ,3年 以 上7年 以下 の有期懲役 に処 し,売
上額の50%以 上2倍 以下 の罰 金 を併科 す る。生産 に特 に重 大 な損 失 を生
じさせ た ときはs無 期懲役 また は7年 以上 の有期懲役 に処 し
,売 上額の
50%以 上2倍 以下 の罰 金 また は財産 の没収 を併 科す る
。
刑法150条;単 位が 本罪 を犯 した と きは ,単 位 に罰金 を科す るほか,
(1050) 何飛松編菩 ・刑法教 科}eri(各 論 編24章 ～2grの
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せ る行 為 をい う。
1基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,一 般 主体で ある。個 人 ・単位 を問 わない。
(2)本 罪 の客 体 は,人 身 ・財 産の安 全 を保障 す る国家基 準,電
気 ・圧力容 器 ・易燃易爆発性 産品 に関す る業界基準,そ の他 人身 ・財産
の安全 を保 障す る国家 ・業界基準適 合産品の市場 管理秩序お よび公衆 の
健康 ・安全で ある。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意であ る。過失 は,本 罪 を構 成 しない。
(4)本 罪の客観 面 は,人 身 ・財産 の安全 を保障 す る国家 ・業 界基
準 に適合 しない電気 ・圧力容器,易 燃易爆発性 産品 を生産 し,ま たは こ
の ような産品 と知 りなが ら販売 して,重 大 な結果 を発生 させ る行 為で あ
る。本罪の行為対象 は,安 全基準不適 合産品であ る。電気容器 には,テ レ
ビ ・冷蔵庫 ・空調 機 ・洗 濯機 ・扇風 機 ・電気 湯沸機 ・電力計 ・変圧
器 ・電容器等 の電気 産 品が含 まれる。圧 力容器 とは,ボ イラー ・酸素 ボ
ンベ ・ガス瓶 ・圧力鍋等 の容 器 ・設備 をい う。易燃易爆発 性産 品 とは,
花火 ・雷管 ・民間用 ダイナマ イ ト等の産品 をい う。重大 な結果 とは ・主
に人の重 い傷害 ・死亡,ま たは重大 な財 産的損失 もしくはその他 の損 失
の発生 をい う。
H刑 事責任
刑法146条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下 の有期懲役 に処 し・売上額
の50%以 上2倍 以 下 の罰 金 を併 科 す る。 そ の結 果が特 に重大 な とき
は,5年 以上の有期懲役 に処 し,売 上額の50%以 上2倍 以下 の罰金 を併
科す る。
刑法150条;単 位 が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任 者は,前 記規定 に よ り
処 罰す る。
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埋設物等 をい う・「医麟 生材 料」 とは 診 断1台 療 病 気 予防 .生 理
機能の纏 に用 いる補助 的材料 をし・う.例 えば 趨 音波 診断器.注 射器
等 は医療 器具であ り・医療 か ゼ ・脱月旨組 医療 絆創欝 は医麟 生材
料 であ る。
偽劣 医療器具 ・衛生材 料 を生産 ・販 売す る行為 は
,人 の健康 に重 大 な
危害 を及す ときにのみ ,本 罪 を構成 する。
2.特 殊犯罪構成
(1)重 大犯罪構成 は・本罪 の基勧 巳罪徽 を充足 し
,か つその結果
が特 に重大 な行為であ る。特 に重大な結果 とは
,人 を死亡 または多数人の
躰 障害 をい う・本罪 の結果が特 に重 大 な ときは
,そ の行賭 は湘 対白勺
に重い刑事責任 を負 わねばな らない
。
(2)特 別重大犯罪轍 は,本 罪の基本犯罪構 成 を充足 し かつ結果
が重 大でその情状が特 に劣悪 な行 為で ある
。
n刑 事 責任
刑 法145条;本 罪 を犯 した都 ,5年 以下 の醐 懲役 に処 し涜 上 額
の50%以 上2倍 以 下 の罰 金 を併 科 す る
。 そ の結 果が特 に重大 な と き
は ・5靱 上10年 以下の醐 懲役1こ処 し涜 顯 の50%以 上2倍 以 下の
罰金 を併科 する・その情状 が特 に重大 な ときは 魚 期懲役 または1。年以
上 の有期懲役 に処 し・売上額 の50%以 上2倍 以 下の罰金 また は没収 を併
科す る。
刑法150条;単 位 が本罪 を犯 した ときは ,単 位 に罰金 を科す るほか ,
その直接責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接責任 者は
,前 記規定 によ り
処罰 す る。
7安 全基準不 適合産 晶生産販 売罪 〈生」立、硝魯不符合 安全禄 准的声
品罪 〉
安全基準 不適合 産品生産販売罪 とは ,人 身 ・財 産の安全 を保障す る国
家基準 ・業界 基準 に不適合 な電 気 ・圧力容器 ・易燃易爆発性 産品その他
の産品 を生産 し・またはそれ と知 りなが ら販売 して,重 大な結 果 を生 じさ
(1052} 何兼松編 著 ・刑法教 科,彗(各 論 編24章 ～29'の
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処 し,売 上額 の50%以 上2倍 以下 の罰金 または没収 を併科す る。
刑法150条;単 位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,
その直接責任 を負 う管理職 お よびその他の直接責任者 は,前 記規定 によ り
処罰 す る。
6医 療基 準不適合 器具生産販 売罪 〈生1喉 梢告不符 合析准 的 医用器
材罪 〉
医療 基準 不適合器具生 産販売 罪 とは,人 の健康 を保 障す る国家基準'
業界基準 に適合 しない医療器 具 ・医療 用衛生材料 を生産 しsま たはそれ
と知 りなが ら販売 し,人 の健 康 に重大 な危害 を及ぼす行為 をい う・
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構 成
(1)本 罪 の主体 は,生 産者 ・販売者 であ り,自 然 人お よび単位 を
含 む。
(2)本 罪 の客体 は,医 療器 具 ・医療 衛生材料 の市場管理秩序 お よ
び公衆 の健康 ・安全で ある。
(3)本 罪の主観面 は,故 意で ある。生産者であれば,人 の健康 を保
障す る国家基準 ・業界 基準 に不適合 の医療器 具 ・医療 用衛生材 料 を生産
す れば,原 則 として故意が認 め られ る。販売 者であればa専 門的知識 の不
足 ・測定手段 の不備 のため に,そ の販売商 品 を偽劣商 品 と知 らない可能
性が あ るか ら,告 訴す る側 は,販 売者が 人の健 康 を保 障す る国家基準 ・
業 界基準不適合 の医療器具 ・医療衛 生材料 をそれ と知 りなが ら販売 した
こ とを,充 分 な証拠 で証 明 しなけれ ばな らない。
(4)本 罪 の客観面 は,偽 劣 医療 器具 ・医療衛 生材料 を生 産 ・販売
す る行 為で ある。「偽劣」とは,そ の産品が国家基準 ・業界基準 に適合 し
ない こ とをい う。す なわち,国 家衛生 主管 部門 または医療器具'医 療用
衛 生材料 の生 産業界が制定す る人身 の健 康お よび安全 を保障 す る品質基
準 ・衛生基準等へ の不 適合であ る。 「医療器 具」 とは,診 断 ・治療 ・病
気予防 ・生理 機能の調 節,人 体器官 に用い る機械 ・設備 ・装備 ・器具 ・
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「鳳 鳳 の爪」 を漬 ける場 合等 であ る。
2.特 殊 犯罪構成
(1)重 大犯罪構 成は,本 罪 の基本犯罪構成 を充足 し
,重 大 な危害 を
発生 させた行 為であ る。す なわち ,本 罪 を犯 して重大 な食中毒.重 大 な
食 源性囎 を引 き起 こ し・人の健劇 こ重大 な鰭 を及 ぼ した場 合である。
(2)特 別重大犯罪構成 は,本 罪の基本 犯罪構成 を充足 し,人 の死 亡
または 人体 の健康 に特 に重大 な危害 を発生 させ た行 為 である
。
H定 罪
1・本罪 と非犯罪 との限 界 本罪 の認定 に際 しては
,第 一に,行 為者が
生産 販 売 食品 に混 入 した非餌 原 料のL害 性 また は韓 .有
害 な非館 原料 の販売食品へ の混入。こ関す る行賭 の認識 について湘 こ
注意す る必 要があ る。第 二に ,本 罪の成立 は,行 為者 に よる生産 ・販売
食品へ の髄 ・有害 な非食品原料 の混 入 ,有 毒 轄 な非食品原 料の混
入 した食品の販売のみで足 り,一 定の危 害結果 の発 生 またはその危険 まで
は必 要 ない点 に注 意 しなけれ ばな らないC,
2・ 本罪 と衛生基準不適合食品販売罪 との区別 両罪 には類似 点 も多い
が}最 も根 本的な相違 は次の点 にある。後罪 の成 立には,衛 生基準不適合
食品の生産 ・販売 による特定危 険の発生,す なわち食中毒事故 または重 大
な食源性疾患 の発生 に足 りる行為が要件 となる
。 しか し,本 罪の成立 にこ
の要件 は必 要ない。生産 ・販売 食品へ の有毒 ・有害 な非 食品原料 の混 入
行 為・または樋 哨 害 な非食品原料 の混入 された食品 と認識 した販売行
為 さえあれば本罪が成立 し詩 定 の危 険状態 の発生 は腰 である
。
皿 刑事責任
刑法!44条;本 罪 を犯 した者 は ,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
し・売上額 の50%以 上2倍 以下の罰金 を併科 または単科 す る
。重大 な食
中毒 またはその他 の食源性疾患 を引 き起 こ して
,人 の健康 に重大 な危害 を
及ぼ した ときは ・5年 以上10年 以 下の有期懲 役 に処 し
,売 上…額の50%以
上2倍 以 下の罰金 を併科す る。人 を死亡 させ または人の健康 に特 に重大
な危害 を及ぼ した ときは ,死 刑,無 期懲役 または10年 以上 の有期 懲役 に
(1054} 何 兼 松 繍 ・ 刑 法 教 科1!:ri(各 論 編241ト29';r_)
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または多数 人の身体障害 な ど特 に重大 な結 果 を発生 させ た行為であ る。
H刑 事責任
刑法143条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処
し涜 上額 の50%以 上2倍 以下の罰金 を1井科 また騨 科す る・人 の鯨
に重大 な危害 を及 ぼ した ときは,3年 以上7年 以下の有期懲役 に処 し ・
売上額の50%以 上2倍 以下の罰金 を併 科す る・その結 果が特 に献 な と
きは,無 期懲役 または7年 以上 の有期懲役 に処 し,売 上額 の50%以 上2
倍以下 の罰金 ・没収 を併科す る・
刑法150条;単 位が本 罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか ・
その直接 責任 を負 う管理職 お よびその他の直接責任者は,前 記規定 によ り
処罰す る。
5有 毒有害食 品生産販 売罪 〈生声 、蛸告有 毒 、有 害食 品罪 〉
有毒 有害食品生 産販 売罪 とは,生 産 ・販売す る食品 に有 毒 ・有害の非
食品原料 を混 入 し,ま たは有毒 ・有害 の非 食品原料混入食 品をそれ と知
りなが ら販売す る行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構 成
(1)本 罪 の主体は,一 般 主体であ り,自 然 人お よび単位 を含 む。
(2)本 罪の客体 は,複 雑客体 〔複 合法益 〕す なわ ち食 品市場経済 に
関す る国家の管理秩序 お よび不特定 多数 人の健康 ・生命で ある。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意で ある。す なわ ち有毒 ・有害の非食 品
原料 と知 りなが ら食 品に混 入 し,ま たは有毒 ・有害の非食 品原料混 入食
品 と知 りなが ら販売す る心理態 度で ある 〔21。
(4)本 罪 の客観面 は,生 産 ・販売す る食 品に有毒 ・有害 の非 食品
原料 を混入す る行為aま たは有毒 ・有 害の非食 品原料が混 入 された食品
を販売す る行 為であ る。 こ こにい う 「有毒 ・有害 の非食 品原料 」 とは ・
人の健康 を害す る食用不能 な原料をい う。例 えば,工 業用 アルコールで偽
酒 を生 産す る場 合,DDVP混 入酒 を茅台酒 と称す る場合・ホ ルマ リンで
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(2)本 罪 の客体 は,複 雑客 体 〔複合法益〕であ って
,国 家 の食品市
場経済の秩序管理 を侵 害す るほか,不 特定多数人の健康 お よび生命の安全
を も侵害 す る。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意であ る。過失 は,本 罪 を構 成 しえない。
(4)本 罪の客観面 は,衛 生基準 に適合 しない食 品 を生 産 ・販売 す
る行為 であ る。 ここにい う 「衛生基準不適 合食品」 とは
f次 の食 品 をい
う。① 腐敗変質 ・油脂酸化 ・カ ビ ・虫の付着 ・汚染不潔 ・異物混 入等
の異常 によ り人の健康 に有害 な食品
,② 有害 ・有毒物 質 を含 有 しまたは
有害 ・有毒物 質に汚 染 され て人の健康 を害 す るおそれのあ る食品
,③ 病
原性 の寄生虫 ・微 生物 を含有 しまた は国家 の制 限基準 を超 えた微 生物 の
毒素 を含有す る食 品,④ 獣 医衛生検 疫 を経ず また はこの検疫 に不 合格の肉
類 お よびその製 品,⑤ 病死 ・毒死 ・死 因不 明の禽獣 ・水産品 ・動物 お よ
びその製 品,⑥ 包 装の容器が不 潔 ・破損 または不潔 な運輸手段 に よって
汚染 され た食品,⑦ 雑物 ・偽物 の混 入 に よ り衛生的影響 のあ る食品
,⑧
保存期 限超過食品,⑨ 病気予防等の特殊事情 によ り国務 院の衛生行 政部門
または省 ・自治区 ・直轄市 の人民政府が販売 禁止 を定めた食 品
,⑩ 国務
院衛生行 政部 門の承認 な き添加剤 ・残留農薬 を含有す る食 品
丁⑪ その他
の食 品の衛生 基準 ・規定不適 合食品であ る。
衛生基準不適合 食品の生産 ・販売行 為 は ,食 中毒 またはその他 の重 大
な食源性疾患 を生 じさせ ない限 り,本 罪 を構成 しえない。「重 大な食中毒」
とは・食中毒 の症状が重 く,ま たは多数 人の食中毒の発生 をい う。食 中毒
とは ・細 菌 ・化学物 質 ・真 菌 ・有毒 な動植物 に よって引 き起 こされ る突
発的 中毒 をい う。 「重大 な食源性 疾患」とは,衛 生基準不適 合食品 の食用
によ り引 き起 こされ る肝 炎 ・胃腸 炎 ・赤痢等 の疾患 をい う
。
2.特 殊 犯罪構成
(1)重 大犯罪構成 は,本 罪の基本犯罪構 成 を充足 し,人 体 の健康 に
重大 な危 害 を発 生 させ た行 為で ある。 人体 の健康 に対す る重大 な危 害 と
は,人 の肢体 の障 害,聴 力 ・視力 ・他 器官 の機 能喪失等 をい う
。
(2)特 別重大犯罪構成 は,本 罪の基本犯罪構成 を充足 し
,人 の死亡
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い,こ れ には,薬 品成分の含量が 国家 または省 ・自治 区 ・直轄市 の定 め
る薬 品基準不適合薬 品,有 効期 限超過薬 品,そ の他 の薬品基準不適合薬 品
が 含 まれ る。
劣悪薬品 を生産 ・販売 して 人の健康 に重大 な危 害 を及ぼせ ば,本 罪が
成立す る。 人の健 康 に対す る重大 な危 害 とは,身 体 の障害・容貌 の殿損}
聴力 ・視力 ・他 の器官機能 の喪失,ま たはその他 の重 度後遺症 の発 生 を
い う。劣悪薬 品の生産 ・販売 を行 って も,こ の ような重大結 果 の発生が
なければ,本 罪 を構成 しないが,そ の売上額が5万 元以上で あれば ・偽
劣 産品生産販売罪が 成立 す る。
2.特 殊 犯罪構 成
本 罪の特 殊犯罪構 成は,劣 悪薬 品の生産 ・販売 の結 果が特 に重大 な行
為であ る。特 に重 大 な結果 とは,人 の死亡 または数人 の傷害 をい う。
H刑 事責任
刑 法142条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上10年 以下 の懲役 に処 し・売
上額 の50%以 上2倍 以下の罰金 を併科 す る・結 果が特 に重大 な ときは ・
無期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処 し,売 上額 の50%以 上2倍 以下
の罰金 または財 産没 収 を併 科す る・
刑法150条;単 位が本 罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか ・
その直接責任 を負 う管理職 お よびその他の直接責任者 は,前 記規 定に より
処罰す る。
4衛 生基準不適合 食品生産販 売罪 〈生声 、梢告不符合ヱ生禄准 的食
品罪 〉
衛生基準不適合食品生 産販売罪 とは,衛 生基準 に適 合 しない食品 を生産




(1)本 罪の主体 は,一 般 主体で あ り,自 然人お よび単位 を含 む。
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かの判 断であ るか ら,偽 薬 品の生産 さえあれ ば,「 人体 の健康 を害す るに
足 りる」危険 が存在 す るので,そ の行為 は犯罪 しか も既遂 を構 成す る。生
産 され た偽薬 品に 「人体の健康 を害 す るに足 りる」危険 がな く
,ま た行 為
者 の主観面が 間接故 意であ り直接故意 でなければ
,犯 罪 として処断 されな
い 。
皿 刑事責任
刑法141条 ・150条;本 罪 を犯 した者 は ,3年 以 下の有期懲 役 または
拘 留 に処 し・売上額 の50%以 上2倍 以下 の罰金 を併 科 または単科す る
。
偽薬 品 を生産 ・販売 して人の健 康 に重 大 な危 害 を及 ぼ した ときは
,3年
以上10年 以 下の有期懲役 に処 し,売 上額 の50%以 上2倍 以 下の罰金 を併
科 す る。偽薬 品 を生 産 ・販売 して人 を死 亡 させ または人の健康 に重大 な
危害 を及ぼ した ときは,死 刑 ,無 期懲 役 または10年 以上の有期懲役 に処
し ・売上 額の50%以 上2倍 以下 の罰金 また は財産没収 を併科す る
。
刑法150条;単 位 が本 罪 を犯 した ときは ,単 位 に罰金 を科す るほか,
その直接責任 を負 う管理職お よびその他 の直接責任者 は
,各 種の規定 に よ
り処 罰す る。
3劣 悪薬晶生産販 売罪 〈生声 、梢管 劣菊罪 〉
劣悪薬品生産販売罪 とは,品 質の劣 る薬 品 を生産 または販売 し
,人 の健
康 に重大 な危 害 を及 ぼす行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,一 般主体 であ り,自 然人 も単位 も本罪の主体 と
なる。
(2)本 罪 の客体 は,薬 品管理 秩序お よび消費者 の合法権益 で ある。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 お よび営利 目的であ る。過失 は,本 罪 を
構成 しえない。
(4)本 罪の客観面 は,劣 悪薬 品 を生産 ・販 売す る行為 である
。 こ
の 「劣悪薬 品」 とは ,中 華 人民 共和 国薬 品管理 法 に定め る劣悪薬 品 をい
{1058) 何 兼松編 著 ・刑法教科 賢書}(各 論編24章 ～29f拗
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れ る薬 品または非薬 品 をい う。 これには,薬 品の成分 名が 国家 ・省 ・自
治区 ・直轄市 の薬 品基準 に適合 しない薬 品,薬 品 と称 す る非薬 品 ・また
は他 の薬品 に代 わ る薬 品,許 可番号 を受 けず に生産 された薬 品・変質 に よ
り使 用 しえない薬 品,汚 染のために使用 しえない薬 品が含 まれる。偽薬 品
に 「人体の健康 を害す るに足 りる」具体的 な危 険が あ るか否 かは,医 学 的
基準 に基づ いて客観的 に判断す る必要があ り,行 為者の主観 を基準 にして
は な らない。
2.特 殊 犯罪構 成
(1)重 大犯罪構成 は,本 罪 の犯罪構成 の全部 を充足 し,か つ 人体の
健 康 に重大 な危害 を及ぼ した行 為で ある。 人の健 康 に対す る重大 な危害
とは,薬 品の使 用者 に身体 の障 害,容 貌 の殿損,聴 力 ・視力 ・その他 の
器官機 能の喪失,ま たはその他 の重大 な後遺症 を生 じさせ たこ とをい う。
(2)特 別重大犯罪構 成は,本 罪の犯 罪構成 の全部 を充足 し,か つ 人
を死 亡 させ または人体 の健康 に特 に重大 な危害 を及 ぼ した行 為 であ る・
人の死亡にはs一 人 または数 人の死亡 が含 まれる。人の健康 に対す る特 に
重大 な危害 とは,多 数 人の健康 に重 大な危害 を及 ぼ した ことをい う・例 え
ば,多 数人 を失 明 ・負傷 させ た場 合であ る。
H定 罪
本罪 を認定 する際 には,本 罪 の既 遂 と未遂 との限界 に注意する必要が あ
る。本罪 は危 険犯 であ り,「 人の健康 を害す る に足 りる」危険が本罪 の要
件 とな る。行為者が直接故意 を もって偽薬 品 を生 産 ・販売す る場合,そ
こには既 遂 ・未遂 の区別があ る。行為者が 人体の健 康 に対す る危害 ない
しその危険の発生 を希望 してい て も,行 為者 の意思 とは関 りな く・人体の
健康 に対す る危害結果 お よびそれに足 りる危険が発生 しなければ・未遂 と
して処断 される。理論上 お よび実務 的に も,偽 薬 品の生産 を終 えた者がそ
れ を倉庫 に保 管す るな ど市場 に持 ち込 まない限 り,人 体の健康 に対す る現
実的危 険が発 生 しえないので,犯 罪 にはな らない とす る見解がある。 しか
し,こ の ような考 え方 は正 しくない。偽薬 品生 産 ・販売行 為が 人体 の健
康 を害する危険 となるか否かは,そ の偽薬 品に より危険が創出 されるか否
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らかに知 ってい る もの といわね ばな らない。 また ,行 為者力㍉ 変質 ・汚
染薬 品 を販売 する場 合 も,一 般人 の認識 に よれ ば,人 体の健 康 を害す るに
足 りる事情 を知 っているfと い える。 さ らに ,許 可番 号未取得薬 品 を生
産 ・販売 す る場 合,薬 品の生産 ・販売 には特 別 な許 可が必 要であ り
,許
可番号 を受 けず に薬品 を生産 ・販売す れば ,人 体 の健康 を害す る ことを
一般 人 は認識 しうる
。
(4)本 罪 の客観面 は,偽 薬 品 を生産 ・販売 して ,人 の健康 に重 大
な危害 を及ぼす に足 りる危険 を生 じさせ る行為 である。第一に,行 為者が
偽薬 品 の生産 ・販売 のいず れか一 方 を行 えば ,犯 罪が 成立 す る。 どの よ
うな生産 ・販売 の方 式 ・過程 であ ったか ,購 入者 ・使 用者が誰 であ る
か}購 入者が実際 に使用 したか,そ の使用効 果が どうで あったかは
,問 題
にな らない。 第二 に,偽 薬品の生産販売行 為が,人 体の健康 を害す るに足
りる もので なけれ ばな らない。 「人の健康 に重大 な危害 を及ぼす に足 りる
危険」 とは,行 為者 の生 産 ・販売 した偽薬品 が人体の正常 な生理 機能 に
重 大な損害 を与える危険 をい う。 この危 険が なければ行 政罰 に処せ られ
るが,刑 事責任 は追 及 され ない。例 えば,許 可番号 を受 けずに生 産 された
薬品お よび国務院衛生行政部 門が使用禁止 を定めた薬 品は,偽 薬 品ではあ
るが,一 般 には人の健康 に重大 な危 害 を及ぼ しうる とはいえない
。 また,
黒砂糖 を主要成分 とす る物品 を風邪薬 と称 する場 合の ように,薬 品 と称 さ
れた非薬品 も偽薬品で はあ るが,治 療効 果 もない反面,人 の健康 に も大 き
な危害 を及ぼ さない。 この ような偽 薬品 を生 産 ・販 売 した ときは本罪 を
構 成 しないが,そ の売 上額が5万 元 以上 に達 している ときは ,偽 劣産 品
生産販売罪 に よ り処罰 される。 ただ しs国 務 院衛生行 政部 門に より使用 を
禁止 された薬 品 また は許可番号 を受 けていない薬 品 を生産 ・販 売す る行
為・お よび黒砂糖 を主要成分 とする ものを感 冒薬 と偽 るな ど非薬 品を薬 品
と偽 る行為 であ って も,特 定の条件下 では当然 なが ら本 罪 を構 成 しうる
。
なぜ な ら,例 えば黒砂糖 を主要成分 とす る もの を小 児用感 冒薬 と偽 る場
合,人 体 の健康 を害す る危 険が存在 しうるか らであ る。 「偽薬 品」 とは
,
中華 人民 共和 国薬 品管理 法 に定め る偽薬 品お よび偽薬 品 として取 り扱 わ
(1060) fロ∫乗 牛公編 著 ・IFI持去 孝文弄=},穿(各 ロ命編24'詮 一29F;r_)
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販売者が売上額5万 元 以上 に達 しうる偽劣 商品 を既 に仕入 れて販売 の準
備 を行 ったが,そ の販売開始前 にその産品が押 収 された ときは・偽劣 産品
販売(予 備)罪 と して処 断 され る。
皿 刑 事 責 任
刑法140条;偽 劣産 品 を生産 ・販売 して,そ の売上 額が5万 元以上20
万元 未満の ときは,2年 以下 の有期懲役 または拘 留 に処 し,売 上額 の50
%以 上2倍 以 下の罰 金 を併 科 または単科 す る。売上額が20万 元 以上50
万元未満 の偽 劣産品 を生産 ・販売 した ときは,2年 以 上7年 以下 の有期
懲役 に処 し,売 上金額の50%以 上2倍 以下 の罰金 を併科 す る・50万 元以
上200万 元未満 の偽劣 産 品を生 産 ・販売 した ときは,無 期懲 役 または15
年の有期懲役 に処 し,売 上額の50%以 上2倍 以下の罰金 ・財産没収 を併
科す る。
刑法150条;単 位が 偽劣 産品 を生 産 ・販売 した ときは,単 位 に罰金 を
科 す るほか,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接 責任者 は,各
本条 の規定 に よ り処 罰す る。
2偽 薬 品生産販売罪 〈生戸 、蛸告假 菊罪 〉
偽薬 品生 産販売罪 とは,偽 薬品 を生産 または販売 し,人 体の健康 を害す
るに足 りる行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 はs一 般 主体 であ り,自 然 人お よび単位 〔組 織体〕
を含 む。
(2)本 罪 の客体 は,薬 品管理 秩序 お よび消 費者 の合法権益 である。
(3)本 罪の主観 面 は,故 意 である。す なわち,偽 薬品 と知 りなが ら
故意 に生産 ・販売す る心理態度で ある。過失 は,本 罪 を構成 しえない。行
為者 の主観的認識の有無 は,0般 人の認識 をその主要な判断基準 として分
析検 討 される。例 えば,行 為者 が偽薬品であ る ことは完全 に知 りつつ も}
その偽薬品の成分 までは知 らず にこれ を生 産 した ときは,こ の行 為者 は明
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で販売 しない限 り本罪 は成立せず
,偽 劣 商品 を販売 して初めて本罪が成立
す る と考 えたの では ,偽 劣 産品生産罪 は独 立の罪名 とな りえない。 しか
も ・立 法者 は ・偽劣 産品の生産 ・販売 の双 方が行 われなければ犯罪 にな
らない とは規定せずsそ の販 売のみで も足 りる と している
。実務上,あ る
地 方の行政 ・司法機関 は,偽 劣 商品 の生産 者 ・販売 者の実際の販売額 が
5万 元 に満 たない こ と,あ るい は生産者 の偽劣 産品生産活動 が販売段 階
に至 っていない ことを理 由に,偽 劣産品生産販売事件 に もかかわ らず,司
法機関 に移送 して刑事事件 として訴追 ・審理せ ず
,「 刑罰 に代 替す る罰」
で済 ませ ている。 これでは,犯 罪 の放任 に等 しい。 この ような態 度は,そ
の地方における偽劣 商品の氾濫 に とどまらず
,そ の危害が全 国的 に広 まる
極 めて重 大 な原 因 となる。 さ らに注意す る必 要があ るのは
,刑 法140条 が
偽劣産品の販売額 に違 いに応 じて,偽 劣 産品生産販売罪 に四つの異 なる量
刑幅度 を定 めてい る ことである。 これ に よ り,偽 劣 産品生産販売 罪(未
遂)の 量刑 に際 しては,生 産者が生産 した偽劣 産品の具体 的 な数 額お よび
販売者が仕入れて現 に販売 した偽劣 商品の数額 に応 じて
,そ れぞれの法定
の量刑 幅度内で異 なる刑 罰が 宣告 される。偽劣 産品の生産 ・販 売行為 に
つ いて犯罪不成立が認 め られ うるのは
,行 為者が既 に生 産 した偽劣産品お
よび間 もな く生産所 有す る偽劣産 品の総計 が5万 元 に満た ない場合
,ま
たは既 に販 売 した偽劣 商 品お よび間 もな く販売す る偽 劣商品 の総計 が5
万元 に満 た ない場合 であ る。 しか し ,そ の場 合 に も,事 情の違 い に応 じ
て,産 品品質監督官庁 または工商行 政管理機関 によって必要 な行政罰が科
される。例 えば,営 業 許可の取消 ・業務停 止 ・整理粛 正命令
,生 産販売
停止 命令,改 善命令,違 法所 得没収 r制 裁 金賦 課等 であ る。
偽劣産 品生産販売罪 に も,犯 罪予備の形態 があ りうる。行為者が工具の
準 備 ・条件 の整備 を行 って偽劣商 品の生産 ・販売 を準備 し
,か つ偽劣 産
品の生産販 売額が5万 元以 上に達 しうる ときs犯 罪予備 と して処 断 され
る。 しか し,当 然 なが ら,偽 劣産 品生産(予 備)罪 の認定 は,証 拠 の収 集
お よびその審査判断 に際 して比較的大 きな困難が生 じうる
。 これ に対 し,
偽劣 産品販売(予 備)罪 の認定 は ,同 生産罪 の予 備 よ りも容 易で あるfll。
(1062) f・∫兼松編 齢 刑法教 科,妻芋 格 論編24'詮 一29勒
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体の健康 に重大 な危害 を及ぼす に足 りる」危 険 を発生 させ なか ったが5
万元以上の売 上額 を獲得 した ときは,本 罪 は成立す るが,偽 薬品生産販売
罪 は成立 しない。 これに対 し,偽 薬品 を生 産 ・販売 した行為者 が 「人体
の健康 に重大 な危 害 を及ぼす に足 りる」危 険 を発生 させ ・かつ5万 元以
上の売上額 を獲得 した ときは,偽 薬品生産販売罪お よび本罪の双方が成立
する。 この場合,ど ち らの犯罪が重 く処罰 され,ど ち らの犯 罪 と して処罰
され るか。偽薬 品 を生 産 ・販売 した行 為者 が 「人体の健康 に対す る重大
な危害 を発 生 させ,か つ200万 元 以上 の利得 を得 た場 合 にお いて・偽薬 品
生産販売罪 と して処罰す れば,3年 以上10年 以下 の有 期懲役 に売上金 の
50%以 上2倍 以下 の罰 金が併 科 されるが,本 罪 として処罰す れば ・無期
懲役 または15年 以上 の有期懲役 に売上金 の50%以 上2倍 以下 の罰金が
併科 され る。本罪 に よる処罰の方 が重いので,こ の行為 は,本 罪 として処
断 され る。
3.本 罪の既遂 ・未遂 の限界お よび犯罪予備 の認定 行為者が偽劣商品
の生産 ・販売 を行 って実際の売上額 が5万 元以上であれ ば,本 罪の既遂
が 成立 す る。生産者が偽劣産品 を生産完 了 ・現 に生産 中 または販売 者が
偽劣 産 品を仕 入れて現 に販売 中の段 階 にあ って,売 上額 ・経常利益 が5
万元以 上にな りうると して も,実 際 の売上 額が5万 元未満で押 収額 が5
万元 を下 回る ときは,本 罪 の未遂が成立 し,犯 罪不 成立 とはな らない・あ
る見解 に よれば,偽 劣 産品の生産額 が5万 元 を超 えて も本 産品 を販売せ
ず または同売上額 が5万 元 に満 た ない場 合,あ るいは5万 元以上 の偽劣
商 品 を仕 入れた だけで実際 に販売せず また は売上額が5万 元 に満 た ない
場 合 には,一 般的 な行 政上の違法行 為であって犯罪は成立 しない,と され
る。 しか し,こ の見解 は正 しくない。 なぜ な ら,わ が国 の刑法総 則の規定
に よれ ば,刑 法 各則 に定 め る故意犯 のすべ て に既遂 ・未遂 の区別が存 在
す るか らであ る。偽劣 産品の生 産者 ・販売者が 金額 に して5万 元以上の
偽劣 商品 を販売 した とき,こ の偽劣 産品の市場流 入 とい う危害結果 は・そ
の行為者 が強 く希望 ・追求す る結 果であ る。行為者が本結果 の発 生 を追




(1)重 大犯罪構 成は,本 罪 の基本犯罪構成 を充足 して
,か つそ の売
上額 が5万 元以上50万 元以 下の行為で ある。
(2)特 別重大犯罪構 成は,本 罪 の基本犯罪構成 を充足 して
,か つそ
の売上額が50万 元以上200万 元 以下の行為 であ る
。
(3)最 重大犯罪構成 は,本 罪の・基本犯罪構成 を充足 して
,か つそ の
売上額 が200万 元以上 に及ぶ行 為であ る。
H定 罪
1・本罪 と非犯罪 との限界 具体的 に,偽 劣産品 を生産 ・販売す る行 為
は,産 品品 質 ・計量法規 に違 反 し,さ らに異物混 入品 を真正 品 と,ま たは
劣悪 品 ・不 適格 品 を適格 品 と偽 る行 為 でなければ な らない
。産 品品質 ・
計量 に関す る行政法規違反が ない限 り,当 事者 間の契約 に定め る品質基準
へ の違 反があ って も犯罪 を構 成せず
,相 応の民事責任 を負 うに とどまる。
2.本 罪 と他 の偽劣 商品生 産販売罪 との関係 刑法140条 が偽劣 産品生
産販売罪 を定 めるほか,刑 法141条 ～148条 は
,偽 薬 品生産販売罪.劣 悪
薬 品生 産販 売罪 ・衛生基準不適合 食品生産販売罪 ・有毒 有害食 品生 産販
売罪 ・医療 ・基準 不適 合器具 生産販 売罪 ・安全 基準不適 合 産品生 産販売
罪 ・衛 生基準不適合化粧 品生産販売罪 を定 め る。刑 法141条 ～148条 に
定め る偽薬 品 ・劣悪薬 品 ・衛生基準不適 合食品等の偽劣 産品は
,特 殊 な
偽劣 産品である。 この よ うにs本 罪 と他 の偽劣産品生産販売罪 とは,一 般
と特別 の関係 に立つ。刑法149条1項 によれ ば
,刑 法141条 ～148条 に
定 め る産品 を生 産 ・販売 した者が 各本 条の罪 を構成 しな くとも
aそ の売
上額 が5万 元以上 の ときは ,140条 す なわ ち本罪 と して定罪 ・処罰 され
る。149条2項 に よれば ,141条 ～148条 に定め る産 品 を生産 ・販売 し
た者 は,各 本条 に定 め る罪 を構成す るほか
,140条 に定 める罪 も構成 す る
ときは・重 い刑 に よ り定 罪 ・処 罰 され る。実際,こ の規 定 は,軽 法 に対 す
る重法の優越原則 を採 用 した ものであ り
,一 般法 に対す る特別法 の優越原
則 による もので はない。刑法が この よ うな規定 を設 けたのは
,罪 刑 の不均
衡 を防止 す るためであ る。例 えば,偽 薬 品 を生産 ・販売 した行為者 が「人
(1064) f可】匡生公編 季苧 ・,fll量去 孝文不斗1婁芋(各 駐1命編24i;Yr～29E;r_1)
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(4>本 罪の客観面 は,偽 劣 産品 を生 産 ・販売 す る行為で ある。具
体 的 には,産 品 に不純物 ・偽物 を混 入 し,偽 物 を真正 な物 として・劣悪 品
を良品 として,不 合格 品 を合格 品 として,販 売す る ことである。
「産 品へ の不純物 ・偽物 の混 入」とは,産 品へ の異物 混入等 をい う・例
えば,牛 乳 に米 の とぎ汁や牛の尿 を,小 麦粉 に粉石鹸 を混ぜ る ことな どで
あ る。 「偽物 を真正 な物 として」 とは,別 物 を真 正品 と偽 る ことをい う・
例 えば,水 道水 を温泉水 とす る ことである。 「劣悪物 を良品 として」とは・
低 品質の産 品 を高 品質 に,普 通の 産品 を高級 銘柄 品 と偽 る こ とをい う。
「不 合格品 を合格 品 と して」とは,要 求 される品質 に適合 しない産 品 を適
合す る産品 と偽 る ことをい う。 わが国の産品品質法14条 は,「 産品の品
質 は,次 の基準 に達 しなければな らない。第一 に,人 身 ・財産の安全 に
不合理 な危 険が存在せず,人 の生命 ・健康,財 産の安全 を保障す る国家
基準 ・業界基準が ある ときは,こ の基準 に適 合す るこ と。第二 に ・産品
として有すべ き使 用性 能がその産品にあるこ と。但 し,産 品につ いて使用
機能の蝦疵 を説明 している ときは,こ の限 りでない。第三 に・産品 または
その包装が,明 記 された産品基準 に適合 し,産 品の説明 または実物 の見本
な ど様 式 を表記 す る品質 に適 合す るこ と。産 品が以上 の基準 に適 合 して
いない ときは,不 合格 の産品 とす る」と定め る。例 えば,国 家が排 除 を命
じた産品であるの に,こ れ に該 当 しない産品 と偽 り,ま たは国家 の強制基
準 に満 たない産品 であ るの に,こ れ を満 たす産 品 と偽 る場 合等 で ある。
司法実務 において,異 物混 入産品 を真正 品 と偽 る行 為,劣 悪 品 ・不適格
品を適格品 と偽 る行為 には競 合が 多 く,行 為者が多種 の行為 を同時 に行 っ
た り,実 行 された一行為 に多種 の性 質が含 まれた りす る。 しか し,行 為者
が この一行為 を実行す ればs本 罪 の成立 に足 りる。 多種 の行 為 を同時 に実
行 して も,一 罪のみが構 成 され,数 罪 には な らない。
前 述 の偽劣 産品生 産 ・販売行 為 は,そ の売 上額 が5万 元 以上で あれば
犯罪 を構成 す るが,そ の売上額が5万 元未満 の ときは犯罪 を構 成 しない。
売上額 とは,生 産者 ・販売者が偽劣 商品 を販売 した売 上収 入の全部 をい
う。 これ には,生 産 ・販売 の費用お よび利潤 が含 まれる・
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1.基 本犯罪構 成
(1)本 罪の主体 は,生 産者 または販売者 であ り,消 費者以外 の商品
生 産 ・販売 に携 わる会社 ・企業 等の単位 〔組織 体〕お よび 自然 人 を含 む
。
立法者 は生 産者 ・販売者 の概念 を用 いてい るカ㍉ この こ とは
,本 罪の主
体 が特 殊主体 〔身分 のある者〕であ る ことを意味 しない
。生 産 ・販売 の
領域 にある限 りfい かな る自然 人 ・単位 も本罪 の主体 とな りえ
,そ れ は
営 業免許 その他 の合法 な資格 を有す る単位 ・個 人 に限定 されない
。
(2)本 罪の客体 は,産 品品質管理秩序 お よび消費者の合法権益 であ
る。生産者 ・販 売者が異物混入 品 を真正 品 と偽 り
,劣 悪 品 ・不適格 品 を
適格 品 と称す る ことはs産 品品 質法 ・工商行政管理法規 に対す る重大 な
違 反であ り,産 品の品質 に関す る国家の管理制度 を害 し
,市 場経済 の要請
である誠実信用 の原則 に著 しく反する とともに
,消 費者の合法権益 を侵 害
す る。本罪 の行 為対象 は ,偽 劣産 品であ る。「偽」とは,非 真 正品 を真正
品 と偽 る こと ・ 「劣」 とは ,異 物 混入品 ・劣悪 品 ・不適 格品 を適格 品 と
偽 る こ とをい う・ わが 国の産品品質1去2条 に よれば
,「産 品」 とは 販
売 用 に加工 ・製作 され る各種 の物品 をい うC,こ れ に加 えて
,同 条 は,同
法 の規定が建築工事 には適用 されない1と も定め る。 しか し,建 築工事 が
販 売 に出 され るのであれ ば ,実 際 には,こ れ も産 品に属 す る。 したが っ
て,建 築工事 に中華人民 共和 国産品品質法 が適用 され ない か らとい
ってe
特 別 に定 め られた同法以外 の産 品品質法 が建築 工事 に適 用 され ない こと
にはな らない。それ ゆえ,建 築工事 の品質が国家の建築品質基準 を満 た さ
なければ,こ れ も偽劣 産品 となる。本罪 の対象 となる 「産 品」とは
,物 質
化 され た有 形 ・無 形の対象であ って,技 術 の成果 ・労 務 ・役務 な ど情報
化 された対 象で はない。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意であ り,ま た営利 目的 も有 するのが一般
的 である。過 失 は,本 罪 を構成 しえない。具 体的 には
,行 為者が,異 物 混
入品 を真正 品 と称 し,劣 悪 品 ・不適格 品 を適格 品 と称 して
,市 場 経済秩
序 ・消費者 の権益 を害す る結 果発生 の可能性 を知 りなが ら
,こ れ を希望
または放任 す る心理態度 であ る。
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商椋椋枳 雅>
216条 特 許 冒1用罪 〈假1ゴ寺利 罪>
217条 著作権侵 害罪 〈侵 犯i作 杖罪>
218条 著作権侵 害製 品販売罪 〈蛸轡侵枚 夏制品曝>
219条 商業秘密侵害 罪 〈侵犯商 躯秘密 罪 〉
第8節 市場秩序 を害す る罪
221条 商業商品信用殿損 罪 〈損害商 、1k信誉 、商 品声誉 雅>
222条 虚偽 広告 罪 〈虚假 　 告罪>
223条 入札談合罪 〈串通投椋 罪>
224条 契約詐欺 罪 〈合同作騙罪>
225条 不法営 業罪 く柞法鋒膏 罪>
226条 取 引強要罪 〈強辿 交易罪>
227条1項 有価証票偽造販売 罪 〈{)り造 、倒夷{)り造的有f介票t正雅>
2項 乗車乗船 券転 売罪 〈倒実牟票 、船 票罪>
228条 土地使 用権不法 譲渡転売罪 〈1F法襲L卜、倒実土地使 用杖
罪>
229条1項 ・2項 会計 職員虚偽 証明書提 供罪 〈中介組組人 員提
供虚假旺 明文件罪>
3項 会計職 員証明書不実記載罪〈中介組組人 員出 具
柾 明文件 重大失実 罪>
230条 商 品検 疫免脱罪 〈逃避商栓 罪 〉
第2節 偽 劣商 品を生産 ・販売 する罪
1偽 劣産 品生産販売罪 〈生声 、梢割 力劣声品罪 〉
偽劣 産品生 産販売罪 とは,生 産者 または販売者が,産 品 に偽物 ・不純
物 を混 入 し,偽 物品 ・劣悪 品 を真正 品 ・良品 として または不合格 品 を合
格品 と して販売 し,そ の販売 金額 が5万 元以上 の行為 をい う。
1犯 罪構 成
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2項 金融証書詐欺罪 〈金融 尭証作騙 罪>
195条 信 用証書詐欺罪 〈信用証単据作{編雅>
196条 クレジ ッ トカー ド詐欺罪 〈信用奉作騙 罪>
197条 有価証券詐欺罪 〈有f介証券作騙 罪>
198条 保険金詐 欺罪 〈保陰作騙 畢 〉
第6節 徴税 の管 理 を害 す る罪
201条 税通脱罪 〈愉税 雅>
202条 納税拒 否罪 〈抗税 罪>
203条 税滞納追徴 免脱罪 〈逃避追緻 欠税款 雅>
204条1項 輸 出税還付 詐欺罪 〈貌取 出[退 税 罪 〉
(1067)
205条 付 加価値税 還付 申告 書虚 偽作 成罪 〈虚汗増値税 寺用炭票
、
用1=取 出[退 税 、抵 釦税款`.票 罪>
206条 付 加価値税還付 申告 書偽造不法販売 罪 〈傍造
、出魯 偽造 的
増値税寺 用r・_票罪>
207条 付加価値税還付 申告 書不 法販売罪〈作法 出
1'i増値税寺 用`.
票 罪>
208条1項 付 加価値税還付 申告書不法購 買罪 〈作法胸莱増値税
7用r二 票 、胸契傍造的増値税一{耕1友票 雅>
209条1項 税還 付金 申告書不法製 造販売罪 〈作法 制造
、出岱作
法 制造 的用f騙 取 出n退 税 、抵 伸税款 友票畢>
2項 納税証書不法 製造販売罪 〈作法制造 、出俳1F法 制造
的炭票 罪>
3項 税 還付 申告 書不 法販売罪 〈作法出i`i1=取 出[退
税 、抵 拍税款 友票畢>
4項 納税証書不法 販売罪 〈作法 出魯炭票罪 〉
第7節 知 的財産権 を害 す る罪
213条 登 録商標 冒用罪 〈假 冒注1Uf商椋 畢>
214条 登録商標 冒用商品販売罪 〈蛸響番假 冒注腓商1示的商品畢>
215条 登録 商標偽 造不法製造販 売罪 く作法 制造 、蛸魯乖 法制造的
(1068} 嫌 松繍 ・刑法教 科f・rf(各・繍24'ト29ω
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比金融机杓鋒菅杵 可雅>
175条 高利転貸罪 く高利 軸貸 罪>
176条 公衆預 金不法収集罪 く非法吸牧 公森存款雅>
177条 金融証券偽 変造罪 〈傍造 、変造金融 票証 畢>
178条1項 国債 証券偽変造 罪 〈偽造 、変造国家有f介i正券 罪>
2項 株券社債偽 変造罪 〈偽造 、変造股 票、公司、企 、lk債
券 雅>
179条 株 券社債不 法発行罪 〈摘 白友行股票 、公司 、企 、lk債券 罹>
180条 内部情報 漏泄 〔イ ンサ イダー〕取引 罪 く内幕交易 、泄露
内幕信息、罹>
181条1項 証 券先物取 引虚偽情報捏造伝播罪〈端造井佑播柾券 、
期貨交 易虚假信 息畢>
2項 証 券売 買誘引罪 〈誘 騙投資者i芙臭証券 雅>
182条 相場操縦 罪 〈操鍬 証券交 易f介格罪>
186条1項 関係者 融資」罪 〈造法向美 系人友放 貸款 畢>
2項 不法 融資罪 〈逃法r`一放 貸款 罪>
187条 帳簿外 不法 融資罪 〈用帳 外客 戸資 金造法折借 、1`.放貸款
罪>
188条 金融証券不 法発行罪 〈迄法 出具 金融 票証 罪>
189条 違法手形引受 支払 保証罪 〈対通法 票据 承,r/V付 款 、保柾 罪>
190条 外 国為替不法 国外持…出罪 〈逃...>
191条 洗 銭罪 〈洗銭 雅 〉
全国 人民代表 大会常 務委員会 「外 国為替詐欺購 入不法移転売買罪 の懲
罰 に関す る決定」
1条 外 国為替詐 欺購 入罪 〈寝扁興勾夕卜Al罪1〉
第5節 金 融詐欺の罪
192条 集資 詐欺 罪 く集資作 騙雅>
193条 借 款詐欺罪 〈貸款作 鶉罪>
194条1項 証 券詐欺罪 く票据作 騙罪 〉
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Nu>
152条 狼褻物 密輸罪 〈走私淫秒物 品 罪>
153条 普通物品密輸罪 〈走 私普 通貨物 、物 品罪>
155条3項 固体廃 棄物 密輸罪 〈走私固体庚物 罪 〉
第3節 会社 ・企 業の管理 秩序 を害す る罪
158条 資本登記虚偽 申告 罪 〈虚扱注朋 資本罪>
159条 虚偽 出資罪 〈虚假 出資 、抽 逃出資 罪>
160条 詐欺株 券社債発行 罪 〈欺作投行股 票
、債券罪>
161条 虚偽会計報告提 供罪 く提供虚假 財会扱 告罪>
162条 清算 妨害罪 〈妨害清算 罪>
162条 の1
簿 、財物 会 汁扱 告畢>
163条 会社企業職員収賄 罪 〈公司 、企 、ik人員受賄 雅>
164条 会社企業職 員贈賄罪 〈対 公司 、企 耀k人員行賄 雅>
165条 同種 業務 不法営業 罪 〈作法鋒菅 同癸菅 乾雅>
166条 親戚友 人不法 図利 罪 〈力 米友IF法 牟利 雅>
167条 契約職務 違反罪 〈i7 、雁行 合同失取被騙 罪>
168条 破産損 失罪 〈造成破 声 、 弓損 罪 〉
(ユ069)
会計帳 簿等 隠匿殿棄罪 く隠匿 、蛸幾 会 汁尭狂 、会 叶帳
169条 国有館 不 正株式換 顛 売罪 〈絢私舞 弊低傭 股 出細
有 資声畢 〉
第4節 金融 の管理秩序 を害す る罪
170条 通 貨偽造 罪 〈伽造 貨 而罪>
!71条1項 偽貨売買輸 送罪 〈出岱 、胸叉 、這輸假 市罪>
2項 金融職員偽貨購買 両替罪 〈金融 工作 人胸呉 貨 而
、以
假 雨換取 貨而罪>
172条 偽 貨所 持使用 罪 〈持有 、使 用貨 雨胆>
173条 通 貨変造 罪 〈変造 貨 市罪>
174条1項 金融 機関不法設 立罪 〈摘 自没立金融机杓 膿>
2項 金融 機関経営 許可書 偽変造譲渡罪 く偽造
、変造 、1
Clo70) 脈 松繍 ・刑法教科,・}(各 ・㈱2峠 一29r';r)
121
社会 主義の市 場経済秩序 を害す る罪 は,全93条,95の 罪名か らなる。
刑法 各則 は,こ れ らを全8節 に分 類 して刑法 各則第3章 を構成 す る。 こ
れ ら八類型の犯罪 を刑法 の条文の序列 に従 って掲 げる と・次 の よう1こな
る。
第1節 偽 劣商 品 を生産 ・販 売す る罪
140条 偽 劣産品生産販売罪 〈生声 、蛸儒傍 劣1品 雅>
141条 偽薬 品生 産販売罪 〈生声 、蛸焦假 菊罪>
142条 劣悪薬 品生産販売罪 〈生声 、k'i劣?'`」>
143条 衛生 基準不 適合食 品生 産販 売罪 〈生声 、i'f不 符合 旦生椋
准 的食品罪>
144条 有毒有害食 品生 産販売 罪 〈生声 、硝魯 有毒 、有害食 品罪>
145条 医療基準 不適 合器 具生産販売罪 く生 声 、蛸聾不符合椋准的
医 用器材 雅>
146条 安全基準 不適 合産品生産販売罪 く生声 ・蛸岱不符合安全林
准的声 品罪》
147条 偽劣農薬獣薬化学肥 料種子生 産販売 罪 〈生声 、蛸f弓偽劣攻
菊 、善 菊 、化 肥 、利1子罪・>
148条 衛生基準 不適 合化粧 品生産販 売罪 〈生声 、蛸魯不符合丑生
材ミ～住1累Jイ七斗女品罪 〉
第2節 密輸 の罪
151条1項 武器弾薬密 輸罪 〈走私武 器 、弾 鉤罪 〉
核 材料密輸罪 く走私核 材料罪 〉
偽貨密 輸罪 〈走私假 市罪>
2項 文 化財密輸罪 〈走私 文物 罪 〉
貴金属密輸 罪 〈走私貴重金属 罪 〉
稀 少動物同製 品密輸 罪 く走私珍 貴劫物 、珍貴 劫物制
品 罪>
3項 稀 少植物 同製 品密輸 罪 く走私珍稀植物 、珍稀植物 制
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(3)本 罪 の主観面 は,多 くの犯罪で は故意であ り
,一 部の犯罪 は特
定 目的 を腰 とする・例 えば,膿 糖 輸罪で 姻 利 または伝播 媚 的 ,
高利転貸罪 では転 貸 に よる図利 目白勺藻 鮮 欺罪 では不法 鮪 〔不法領
得〕の 目的が なけれ ばな らない.他 方f・p失 に よって徽 され る犯罪 もあ
り,例 えば,会 計職 員証明書不実 記載罪が ある
。
(4>本 罪 の客観面 は,行 賭 が 国家 の繍 管理法規 に違 反 して
,社
会蟻 の楊 繍 秩序 を害す る行為 を実行す るこ とである
.本 罪 は藩 本
的 には魂 の経 済管理法規へ の違反 を前提 とする
.例 えば,騰 罪の関税
法規違反 税通脱罪の租税法規違 励 ミ挙げ られる
.経 済管理法規違反の内
容の違 いに応 じて,経 済秩序 の破壊 方1去も異 なる
.例 えば潤 税法規違 反
行為 で は密輸行 為 であ り湘 税法 規違反行為 では髄 脱 納 税拒 否行為
である・ しか し・経済管理 法規 に違反 して社 会蟻 の市場緻 鰍 序 を害す
る行為 のすべ てではな く,そ の情状 力書重 大 な場合 のみ に本罪が成立す る。
しか し情 状が軽 く鰭 が大 きくなレ・行 為は 搬 の違法行為 に属 し
,行 為
者 は民事 ・行 政上の法的責任 を負 うが刑事責任 を負わ ない
。本章 の多 く
の犯罪 では・情状が重大で被害額が大 きく重大 な結果 を発生 させ ることが
要件 となる・例 えば ・偽劣 産品生産販売 罪で は 「5万 元以 上の販売額 」
}
偽劣薬 品生産販売罪 では 「人体 の健劇 こ対す 硬 大 な危割
,安 全'i不
齢 産 品m販 売罪で は 「重大 な結 果 の発生」演 本登 記虚偽 申告罪 では
「麟 の登諮 本 が巨額で ,そ の結 果 または情状 鍾 大」であ るこ とが ,
それぞれ要件 となる。 これに対 して
,少 数の犯罪で は,重 大 な結 果の発生
に足 りる危 険が要件 となる・例 えば,衛 生基準不 適合食品生産販売罪 では
「重大 な食幡 轍 またはその他 の食源'骸 患 の発生 に足 りる」こと
,偽
薬 品生 産販売罪 では 「人体の健康 に重大 な危害 を及 ぼす に足 りる」 こと
が,そ れぞれ要件 となる。勿論,行 為者が特定の行為 を行 えば直 ちに犯 罪
が成立 し・特定 の結果 ・情状 ・金額 ・危険が 犯罪構成 要件 とな らない犯
罪 もあ る。例 えば,有 毒有害食品生産販売罪
,武 器弾薬核材料偽 貨密輸罪
は,そ の行為 の実行 のみ で犯罪が構 成 される
,,





第1節 社会主義の市場経済秩序 を害する罪 概説
社会議 の市場緻 斉秩序 を害す る罪 とはICI家 の緻 繕 理法規 に違反 し
て国家 の経済管理活動 を破壊 し,社 会蟻 の市 場繍 秩序 を侵害す る行為
をい う。本罪は,次 の構 成 要件か らな る。
(1)本 罪 の行為主体 は,一 般主 体である場合が多 い。例 えば,偽 劣
商 品生産販売罪溜 輸罪等 である.し か し,特 殊主体で なければ構成す る
ことがで きない犯罪 もあ る。例 えば,税 通脱罪 ・納税拒否罪等で ある。本
罪 の多 くは,個 人お よび単位 に よ り構成 され うるが,例 えば納税拒否罪の
ように,単 位 に よっては構 成 されえ ない少数 の犯罪 もある・ また・例 えば
外 国為 替不法預 金移転 罪の ように,僅 少で はあ るが ・単位 のみ で構成 さ
れ,単 位 と共犯 を徽 す る場合 を除 き,イ臥 単独 では構成 しえない犯罪 も
ある0
(2)本 罪の保護客体 は,社 会主義の市場経済秩序 であ る。市場経済
秩序 とは,市 場 の経済活動の相対的 な安定 と協調 による調和が予測可能 な
状態 をい う。 この秩序 は,平 等 自由 ・公平 ・公益 誠 実信購 をその
基本 的 内容 とす る。社会 主義市 場 の経済 秩序 は,国 民 経済 の生 産 ・交
換 ・配分 ・消費等 の各分野 にわた り,重 工業 ・軽工業 ・手工業 ・農業 ・
林業.牧 畜業 ・漁業 商 業 ・サ ー ビス業 建 築業 ・鍵 業等 の各部 門
に関 わ り,そ の内容 は広範 である。 この経済秩序の破壊 が,本 罪 の本質で
あ り,本 罪 と他罪 とを区別す る::...な基靴 なる・ しか し・具体的犯罪の
種類 に応 じて,当 然そ の犯 罪客体 〔法益 〕 も全 く同 じにな るわ けで はな
い。例 えば,密 輸罪で は税 関の監督管理制度,徴 税管理危害罪で は徴税管
理制度,金 融犯罪 では金融 制度が侵 害 され る。
118神 奈川法学第踊 第錫2・ ・1年
(1。73)
に 「火 災の潜在 的危 険鰭 通知書」を提 出 し泌 要 な場合 には関儲 を交
替 させ ・改善措置 のf齪 を行 い うる・検査 綬 け禅 位の防火責儲 は,
その通知 に即 した改善 を行 って,火 災の潜 在的危険の改善状況 を消防監督
機 関 に速 やか に通知 しなけれ ばな らない。r消 艦 醗 関の通知 を受1ナ
て,そ の改善措 置 の履行 を拒 絶す る」とは
,「 火災の潜在的危険改 善通知
書」の指示 を履行 せず,改 善措 置 を怠 り火災の潜在的危険 を除去 しない こ
とをい う・それ戯 ・本 罪の行 為は,不 イ鴇 の形式 をとる.そ の前提 とし
て,第 一 に,改 善措 置 による火災の潜在的危険 除去義務 の存在が
,本 罪 の
客観 的徽 要件 とな る・第 二に }大 な糸課 す なわ ち大規模 な火災発生
が ・必 要であ る・1989年11月27日 に公 安部 ・労働 部 ・国家統 計局 が共
同公 布 した火災統計管理規定5条2項1ま
,次 の蔀 情が ある ときは大規
模 な火 災である ・と定め る・す なわ ち ,3人 以.ヒの死亡,1・ 人以上 の重
傷 ・10人 以上 の死 亡 ・重傷 ,30戸 以上 の罹 災,5万 元以上 の財物焼損
であ る。第 三に,重 大結果が,消 防監 督機関の 「火災の潜在 的危 険改善通
知書」 を履行 して火 災の潜在 的危 β饅 除去 しなか ったため に発生 した こ
と,両 者の 因果関係 が必 要であ る
。
H刑 事責任
刑法139条;本 罪 を犯 した直接 責任者 は
,3年 以 下の有期懲役 または
拘留 に処す る・結果が特 に重大 な ときは β 年以上7年 以下 の醐 懲役
に処す る。
「特 に重大 な結 果」とは,特 に大規模 な火災 が発 生す る ことをい う.前
記火災統計管理規定5条1項 は,次 の一事情 があ れば特 に大規模 な火 災
である・と定め る・す なわ ち・10人 以上 の死亡(本 数 を含む,以 下 同 じ),
20人 以上 の重傷50戸 以上 の罹災 ,50万 元以上 の公私の財物焼損 であ る。
(1}1993年1・ 月11膿 高眠 法院r嘩 眠 共和国鉄道法におけ研 り事罰則執
行の若干の問題に関する解釈』。
(2)メ 阪 姓 編r中 駄 民共綱 刑法徽 与司法這用』188頁
。
(1。74)何 兼松繍 ・用1法教科・1略 論編24';定～2蜘117
との 因果 関係 本 来 な らば重 大死 傷 事 故 は 回避 され えた に もか か わ らず,
防i陥 置 ・即 時 幸晧 を怠 った ため1こ結 果 難 が 回避 不 能 に な っ たの で あ
れ ば,こ の 因 果 関係 が あ る。
H刑 事 責 任
刑 法138条;本 罪 を犯 した 直接 責 任 者 は,3年 以 下 の有 期 懲 役 また は
拘 留 に処 す る。 結 果 が 特 に重 大 な と きは,3年 以 上7年 以 下 の 醐 懲 役
に処 す る。
9消 防責任 事故罪 〈消防責任事故罪 〉
消 防責任事故罪 とは消 防監督 機関が消防管理法規違反 樋 知 した にも
かかわ らず}そ の改 善措置の履行 を拒 絶 して,重 大 な結果 を発生 させ る行
為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,主 に機 関 ・団イ本 ・蝶 ・事業単位 〔事業 体〕
の消防任務 につ き酵 責任 を負 う者であ る・ 搬 の公民 も・本罪 の主体 と
な りうる。
(2)本 罪 の客体は,公 共の安全 であ る。
(3)本 罪の主緬 は過 失で あ る.こ の過失 は認 識あ る過失 す
なわち改善措置慨怠 に より重大 な結果が発生 しうるこ とを予見 しなが ら
回避可能 と軽信 して改善措 置 の履行 を拒 絶す る心理態度 であ る・消 防監
督機関 に よる改善措置 の通 知があ るため糸課 予 見の ない場合 は考 え られ
ないので,本 罪で は認識 な き過失が排 斥 され る。
(4)本 罪の客観面 は,消 防監督機 関が消防管理法規違反を通知 した
に もかか わ らず,そ の改善措 置実施 を拒 絶 して,重 大 な結果 を発 生 させ る
行為で ある.消 防管理法規 の諏 と1ま,主 に消 防条例 梢 防条例 施行細
則等 に違 反す る こ とをい う。 この消防 条例 ・同施行細 則 ・政府 の関連規
定 による と,消 防監督機関 の主要任務 は,各 官庁 ・単位 ・住民 に対 して
消防任務 の監督検査 を行 う ことであ る.火 災の潜 在的危険 を発 見 した場
合 には 直 ちに検査 を受け た剃 立 ・住民 お よび消 防監督 機関の上級官庁
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8教 育施設 重大事故罪 〈教育没施重大 安全事故罪 〉
教育施設 重大事 故罪 とは,校 舎 または教育 施設 に危険のある ことを知 り
なが ら,そ の防IL措 置 または即時報告 を怠 って
,重 大 な死傷事故 を発生 さ
せ る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊主体す なわ ち教育施設の安全 に対 し直接 責
任 を負 う学校 関係 者で ある。
(2)本 罪 の客体 は,教 学活動 の安 全で ある。 これ には,校 舎 ・教
育施設 の安全 と教 員 ・生徒 の人身の安全が 含 まれ る。
(3)本 罪 の主観面 は,過 失 であ る。その過失 は
,通 常 は,認 識 ある
過失,す なわ ち校舎 ・教育施設 に危 険があ るため重 大 な死傷事故が発止
しうる ことを知 りなが ら,そ れ を回避可 能 と軽信 して防止措 置 ・即 時報
告 を怠 る心理態度 であ る。校 舎 ・教育施設 に危 険が ある と知 りなが ら結
果 を予 見 していない場 合は考 えられないので,認 識 な き過失 は一般 にあ り
えない。校 舎 ・教 育施設 に危険の ある こ とを行為 者が全 く認識 していな
ければ,重 大 な死傷 事故が発生 して も ,本 罪 は成 立 しえない。
(4)本 罪の客観面 は,校 舎 ・教 育施設 に危険 のある こ とを知 りな
が らも・防止措置 または即 時報告 を怠 って,重 大な死傷事故 を発 生 させ る
行 為であ る。本罪の客観面 は ,次 の要素か らなる。① 校舎 ・教育施 設の
危険認識下での防止措 置 または即時報告の解怠 教 育法の規定 に よれば
,
「校舎」 とは,各 学 校そ の他 の教育 機構 の教室 ・教室棟 ・行政 事務 室 ・
宿舎 ・図書 閲覧室 ・共同便所 等 をい う。 「教 育施 設」とは,実 験室 お よび
実験 設備 ・体育運動場 お よび体育器械等 の教 育施設設備 をい う。校舎 ・
教育施 設の危険防止措 置 が とられず ,地 域 の政 府 ・教 育行政 官庁 に即 時
報告が な され ない場合 には,そ の危険の排 除が 要請 され る。能力 に応 じた
防止措 置を とったが危険 を排 除 しえなか った場 合 s何 らの措 置 もとらな
か ったが速やか に報告 した場合 には,本 罪 を構 成 しない。② 重大な死傷事
故の発生公私 の財産 に重大 な損失 を与 えて も r人 の死傷が発生 しなけれ
ばr本 罪 を構 成 しない ③ 重大 な死傷事故 と防1L措 置 ・即時報告 の怠慢
(1076) f可.飛 生公編 著 ・ 甲1言去 孝{(不斗s:E1(各 ・rl命編24.'r_1+i.-29'3)
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産の巨額の損 失 をい う。
7工 事重大事故罪 〈工程 重大安全事故罪 〉
工 事重大事故罪 とは,建 設 ・設計 ・施行 ・工事 監督 の単位 〔法 人 ・事
業体〕が,国 家の規定 に違 反 して,工 事品 質の安全 基準 を下げ,重 大 な事
故 〈重大安 全事故 〉を発生 させ る行 為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪 の主体は,特 殊 主体 〔身分 のあ る者〕である。す なわ ち,
国家の規定 に違反 して工事品質の安全基準 を低下 し,重 大 な事故 を引 き起
こ した建 設事業体 〈建没単位 〉・設計事業 体 施 行 事業体 ・工事監 督事
業体の直接 責任者 であ る。
(2)本 罪の客体 は,公 共 の安全 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,過 失であ る。す なわち,国 家の規定 に違反 し
て,工 事 品質安全基準 の低 下 に よ り重大 な安 全事故 を発生 させ うる こと
を,軽 率 に も予見せず,ま たは予見 しなが らも回避 可能 と軽信 す る心理態
度である。 国家の規定 に違反 して,工 事品質の安全基準 を下 げることに対
す る心理 態度が故意 ・過失 のいずれで も,本 罪 の成立 に影響 しない。
(4)本 罪の客観面は,国 家の規定 に違反 して工 事品質安全基準 を低
下 させ,重 大 な事 故 を発生 させ る行 為であ る。 「国家 の規定 に違反す る」
とは,主 に国家 また は事業管理官庁 によって制定 ・公布 され た建築 工事
品質安全基準 に関す る法律 ・規則の要請に反す る ことをい う・「工事 品質
の安全基準 を低下 す る」とは,主 に工事施行過程で の手抜 き,不 適切 な建
築材料 ・設備 の使用r設 計 図 ・設計技術 基準 の施 行欠如等 をい う。重大
事故 〈重大安全事 故 〉とは,人 の重傷 ・死 亡または公私 の財産 に重大 な
損 失 を発生 させ るこ とをい う。
皿 刑事責任
刑法137条;本 罪 を犯 した直接 責任者 は,5年 以一ドの有期懲役 または
拘留 に処 し,罰 金 を併 科す る。特 に重 大 な結 果を発生 させ た ときは,5年
以上10年 以下の有期懲 役 に処 し,罰 金 を併科 す る。
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産 ・貯 蔵 ・輸送 ・使用過程 で実行 され る必 要があ る
。 この過程 ではな く
合法 かつ大 量の生産 ・貯蔵 ・輸送 ・使 用 と無 関係 に重 大結 果が発 生 して
も,本 罪 と して処断 され ない。③重大事故 を引 き起 こ して重大結果 を発生
させ る こ と・す なわ ち,人 の重傷 ・死亡 また は公私 の財 産の重大損害 が
発 生 しなければな らない。 この重大結果が発 生 しなければ
,関 連 する管理
規定違反があって も,本 罪 は成立 しない。④管理規定違 反行為 と重大結 果
との因果 関係が必 要である。重大 な結 果は
,管 理規定違反か ら直接 引 き起
こ されね ばな らない。行為 者の管理規定違反後 に他 の要因が介在 して因
果法則 に従 って重大結果が発生 した場 合には,先 行す る管理規定違反行 為
と結果 との因果 関係 が欠 けるので }本 罪 は成 立 しえない。
皿 定罪
1・本罪 と失 火罪 ・過 失爆破罪w過 失投 毒致罪 との限界 これ らは
,
主 に次 の点 で区別 され る。① 本罪 の主体 は ,主 に危 険物 の生産 ・貯蔵 ・
輸 送 ・使用 に従事 す る者 であ って特 殊主体 であ るが
,後 三罪 の主体 は,
一般主体 である
。② 本罪 は危険物 の生 産 ・貯 蔵 ・輸送 ・使用 の過程 で の
み発生 しうるが,後 三罪はそれに限 らず いか なる場合 に も発 生す る
。③本
罪の重大結果は・管理規定違反 によ り惹起 され るこ とを要す るが
,後 三罪
の結果 は,日 常生活 にお ける軽 率 ・粗雑 な注意力欠如 に よ り惹起 される
。
2・ 本罪 と重大 責任事故罪 との限界 両罪 は
,主 に次 の点 で区別 され
る。① 本罪 では従業員の ほかその他 の責任 能力あ る公民 も主体 とな りう
るが,後 罪の 主体 は従業 員のみに限 られる。② 本罪 は危 険物 の生 産 ・貯
蔵 ・輸送 ・使用 の過程 で発生 しなければな らないが ,後 罪 はそ れ以外 の
生産 ・業務 の過程 で発生 しうる。危険物 の生産 ・業務 中に事故 が発生す
れば ・後罪 に も該当す るが ,こ の場合 も本罪 として処 断 され る。
皿 刑事 責任
刑法136条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘 留 に処
す る。重 大 な結 果 を発生 させ た ときは ,3年 以 一ヒ7年 以Fの 有期懲役 に
処す る。
「特 に重大 な結 果」とは,一 一般 に ,多 数 人の 重傷 ・死亡 または公私 の財
(long) f可兼 生公編 著 ・ffili去 孝文千千,{4(各 ・rl命編24i'r_-29干;Y」)
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へ の危険 業務強制 の作為 に よ り惹起 される。
皿 刑 事責任
刑法135条;本 罪 を犯 した直接責任 者はs3年 以下 の有期懲役 また は
拘留 に処す る。そ の情状が特 に劣悪 な ときは,3年 以 上7年 以下 の有期
懲役 に処す る。
6危 険物品事 故罪 〈危険 物品肇事罪 〉
危 険物 品事故罪 とは,爆 発性 ・易燃性 ・放射性 ・有毒性 ・腐蝕性 の物
品 に関す る管理規定 に違反 して,そ の生 産 ・貯蔵 ・輸送 ・使 用中 に重大
な事故 を引 き起 こ し,重 大 な結果 を発生 させ る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,主 に危険物の生 産 ・貯蔵 ・輸送 ・使 用 に従事
す る者であ る。その他 の公民 も,一 定の条件 下では,本 罪の主体 とな りう
る。
(2)本 罪の客 体 は,公 共 の安全で ある。
(3)本 罪 の主観面 は,過 失 であ る。す なわ ち,行 為者が,自 己の危
険物管理規定違反行 為に より,重 大 な事故 または重大 な結果 を発生 させ う
るこ と,を 予 見すべ きで あったの に軽率 に も予見せず,ま たは予見 しなが
らもその結 果発 生が 回避可能 と軽信す る心理態度 であ る・管理規定違 反
が故意 ・過失の いず れであ るか は,本 罪の成立 に影響 しない。
(4)本 罪の客観面 として,① 民 用爆発物管理 条例,化 学危 険物安全
管理条例,民 用核材 料管理条例 な ど爆発性 ・易燃性 ・放射性 ・有毒性 ・
腐蝕性 の物 品 に関す る管理規定 に違 反す る行 為が必 要であ る。爆発性物
品 とは各種爆発器材(例 えば,雷 管 ・信 管等)・ 起爆剤 ・各種 の爆薬 を
い う。 易燃 性物 品 とはガ ソ リ ン ・液化 石油 ガ ス ・ア ル コー ル ・ シ ン
ナー ・フ ィルム等,放 射性 物 品 とは ウラ ン ・コバ ル ト・ラジウム等 の放
射性物 質,有 毒性 物 品 とは殺 虫剤 ・農薬 ・砒素等 の有毒 な物 品,腐 蝕性
物 品 とは硫酸 ・硝酸 ・塩酸等 をい う。 これ らの危険物 の管理 規定違 反が
なければ,本 罪 を構 成 しない。②危 険物管理規定違 反行 為が危 険物 の生
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健康 の保障 と生 産力 の発 展 ・促 進の ために,労 働法,鉱 山安全条例,工 場
安全生 産規程,建 築物 据付行程 安全技術規程 f硅 塵危害 業務 防止管理 方
法fア ス フ ァル ト中毒 防止 方法等 の労働安 全保 障の法律 ・条例 ・規程 ・
方法 を相次 いで定 め,労 働 安全設備 について明確 かつ具体的 な規定 を設 け
て い る。 国家 の規 定 に不適 合 の労働 安 全設備 とは
,こ れ らの法 律 ・条
例 ・規定 ・方法 等の規定 に不適 合の設備 をい う。② 関係官庁 また は単位
従業員 に よる指摘後 の潜 在的事故防止 手段 の不措 置 労働安全設 備が国
家 の規定 不適合 な ことを全 く知 らず ,関 係 官庁 ・単位労働 者 もそ の指摘
を しなか った ときは,重 大 な死傷事 故その他 の重大 な結果が発生 して も
,
刑事 責任 を負わない・その指摘 後 に潜在的事 故防止措 置 をとったが
,そ れ
が不十分なため重 大結果 を有効 に防止 しえなかった ときも
,本 罪 として処
断 される。その指摘 はなか ったが,労 働安全設備の国家の規定 不適合の た
め重大結 果が発生 しうることを認識 しなが ら
,回 避可能 と軽信 した行為者
が結果 を発生 させた ときは,本 条 で処罰すべ きであ る と考える。③ 重大 な
死傷事故その他 の重大 な結 果の発生 これが発生 しなければ
,本 罪 は成立
しない・④ この重大結果 と潜在 的事 故防止措 置 不作為 との因果関係 こ
れ らの四 要素は,相 互 に関連 ・制約 し合 って,本 罪 の客観 面 を構 成す る。
n定 罪
1.本 罪 と労働事 故 との限界 両者の主 な相違点 は
,重 大死傷事故 その
他 の重 大結果発生 の有無であ る。労働安全 設備が国家の規定 に適 合せ ず
潜在的事故 防止措 置 を とらないでい て も,重 大 な結 果が発 生 しなけれ ば,
本罪は成立 しない・相対的 に軽微 な結果の発生 に とどまれば,労 働事故 で
あ り,行 政処分 に付 され るが ,本 罪 は成立 しない。
2・ 本罪 と重大 責任 事故罪 との 限界 両罪 は ,主 に次 の点 で区別 され
る。① 本罪 の主体 は,工 場 ・鉱 山 ・企業 ・事 業単位の労働 安全 に直接 責
任 を負 う者 であるが,後 罪 の主体 は,工 場 ・鉱 山 ・企業 ・事業単位 の従
業員である。②本罪 の重大結果は,労 働 安全設備が国家規定不適合 に もか
かわ らず潜在的事故 防止措 置の不作為 によ り惹起 される。 これ に対 し,後
罪 の重 大結 果 は,一一般 に,管 理不 服従 ・規則制度違 反 また は他 の労働 者
(1080) 何 乗 松 編i・ 刑 法 教 科1!:ri(各 論 編24章 ～29';宝)
111
れず労働 者 に規則違反の業務 を強制 した場 合,多 数の死傷者 を出 し直接 の
経 済損失額が特 に大 きい場 合,事 故 を反復 的に発 生 させて もその教訓 を生
か さず問題点 を放置 していた場 合,事 故発 生後 に死 を極端 に恐 れ個 人の利
益 のみを考 えて救援 活動 を組織せず危害結果 を蔓延拡大 した場合・責任 回
避 のため に現場 を偽 装 ・破壊 して他 人 に責任転嫁 した場合等 をい う・
5重 大労働 事故罪 〈重大 芳劫安 全事故罪 〉
重大労働事故罪 とは,工 場 ・鉱山 ・営林場 ・建設業,そ の他 の企業 ・
事業 単位 〔事 業体〕 の労働 安全設備 が国家の規定 に不適 合な ことを関係
官 庁 または単位 〔事 業体〕の労働 者 に よって指摘 され なが らも,潜 在的 な
事故 に対す る防止措置 を とらず,そ の結果 として重大 な死傷事故 またはそ
の他 の重 大 な結果 を発生 させ る行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の 主体 は,特 殊主体,す なわ ち工場 ・鉱山 ・営林場 ・建
設業,そ の他 の企業 ・事業単位 の労働 安全 につ いて直接責任 を負 う者 で
あ る。
(2)本 罪の客 体 は,工 場 ・鉱 山 ・企 業 ・事業単位の労働 の安全 で
ある。
(3)本 罪の主観面 は,過 失 である。た だ し,そ の多 くは,認 識 あ る
過失 す なわち重大 な死傷事故 ・その他 の重大 な結 果が発生 しうるこ とを
予 見 しなが ら回避 可能 と軽信 して防 止措 置 を とらない心理態 度で あ る。
当該単位 の労働 安全措置が 国家の規 定 に不適合 な こ とを関係官 庁 または
単位 の労働 者 によって指摘 されなが ら,そ の結果 を予見 していない とい う
事情 はほ とん どあ りえない。
(4)本 罪の客観面 は,労 働安全設備が国家 の規定 に不適合 なことを
関係官庁 または単位の従業 員に よって指摘 された後,潜 在的な事故 に対す
る防止措 置 を とらなかった結果 として,重 大 な死傷事故その他 の重大 な結
果 を発生 させ る行 為である。本罪の客観面 には,具 体的 には次の要素が含
まれ る。① 労働安全設備の国家規定 との不適合 国家 は,労 働者の安全'
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失 もない・その事故 は,完 全 に予 見回避不 能 な原 因によって引 き起 こされ
た とはいえないが,事 故当時 の事情下では不 可避 だったのであ る
。 それゆ
え・その従 業員は・法律上の責任 を負 わ ない。 これに対 し,本 罪 の行為 者
には,主 観 的 に過失が あ り,本 来 な らば回避で きた事故 を回避 しなかった
のであ るか らtそ の行 為者 は ,刑 事 責任 を負 う。
2・ 本罪 と技 術革新 ・科学実験 の失敗 との限界 技術 革新 ・科学実験
は,そ れ 自体 に失敗 の可能性 を伴 う。技術 革新 ・科学実験 の成功 のみ を
認 め失敗 を許 さない とす れば,技 術 革新 ・科学実験 の否 認 と変 わ らず
,
社会生産力の発展 が不可能 になる。 それゆ え,労 働者の大胆 な技術革新 ・
科 学実験 を奨励 して 「正当 な危険」の実行 を勇気づ ける には ,こ れ らの者
が失敗 によ り損失 を発 生 させ た とき,そ れが認識不能な原因 によ り行為者
の主観 に過失 が なければ ,法 律 上の責任 を負わせ るべ きでは ない。 しか
し,こ の ような活動 において,慢 心 ・軽率 ゆえ に不相応 の誤 りが生 じ,操
作規則 に故意 に違反 し,重 大事故 を引 き起 こ し,人 の重傷 ・死亡 または
公私の財産 の重大 な損 失 を発生 させた ときは }本 罪 を構成 する、,
3・ 本罪 と失 火罪 ・過失爆破 罪 との限界 これ らは
,過 失犯 であ り,客
観的 に人の死傷 ・公私 の財 産損失 等の重大結果 を発 生 させ る点 で共通す
る。 しか し,こ れ らの罪 は,次 の点 で異 なる。① 本罪の主体は特殊主体で
あるが,後 二罪 は一般 主体であ る。② 本罪 は,生 産 ・業務 における規則 ・
制度違 反 に よって重 大 な死傷 事故 ・重大 な結 果 を発生 させ る罪 であ る
。
しか し,後 二罪 は,日 常生活 で安全 を軽視 し火 ・電気等 の使 用 に慎 重 さ
を欠いたため に火 災 ・爆 発 を引 き起 こす罪 であ って ,生 産 ・業務 とは無
関係 である。
皿 刑事責任
刑法134条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲 役 または拘留 に処
す る・ その情状 が特 に劣悪 な と きは ,3年 以上7年 以 下の有期懲役 に処
す る。
r特 に劣悪 な情状 」とは,司 法実務経験 か らす る と,規 則制度違反 が 恒
常的で規制効 果が ない場合,安 全保障 の欠乏が明 らかなの に制止 を聞 き入
(1082) f口∫】ミ右公編 季苧 ・ 斤1」7去教 不斗・1重}=(各1論r編24'詮 ～29♂ 詮)
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事責任 を負 う客観 的根拠 の一つ となる。行為者が規則 ・制度 に違 反 しな
けれ ば,本 罪 を構成 しない。 ここでい う規則 ・制 度 とは ・生産 ・業務 の
安全 と製 品の品質 を保障す る規則 ・制度 をい う・ これ以外 の規則'制
度,例 えば企業事業単位 の財務 会計制度 ・労働者 人事制度 に違 反 して も,
本 罪 を構 成 しない。② 重大 な死傷事故 またはその他 の重大結果の発生
この結果 も,本 罪の構成 要件 の一つ となる。 この重大結果の発生が なけれ
ば,行 為者が規 則 ・制 度 に違反 して も,本 罪 を構 成 しない。最高 人民検
察 院 「人民法院が直接受理 した公 民の民 主 ・人身の権利 を害す る犯罪お
よび汚職事件 の立件基準 に関す る規定」は,重 大責 任事故事件 の立件基準
と して,次 の一事情 があれば,重 大 な死傷事故その他の重大結果が発生 し
た もの と して,立 件す るもの とす る。す なわち,一 人以上の死亡者 または
三人以上の重傷者 を出 した場合,5万 元 以上 の直接 の経済損失 を生 じさせ
た場合,経 済損失が これ に満た な くともその情状が重大 または重大 な生産
損 害 を生 じさせ た場 合であ る。③ 規則制度 違反 と重大結果 との因果関係
重大 な結果 とは,規 則 ・制度 に違 反す る行為 に よって発生 した もの を
い う。規則制度違反行為 と重大結果 との間に因果関係 がなければ,本 罪 を
構 成 しない。④ 重大 な事故 が生産 ・業務 の過程 で発生 し,か つ従業員の
生産.業 務 と直接 不可分 の関係 にあ るこ と す なわち,重 大事故が従業
員 の生 産 ・業務 と無 関係 であ っては な らない。 この点 は,本 罪 の客観面
の本 質的特 徴 の一つ であ り,本 罪 を失 火罪 ・過失爆 破罪 な ど生産部 門の
過 失 に よ り発 生す る犯罪か ら区別す る基準 となる。結果発生が生産活動
と無関係 であれば,本 罪 を構 成 しない。 その場合 に他罪が成立すれば・他
罪 として処 理 される。
且 定罪
1.本 罪 と自然事故 ・技 術事故 との限界 自然事故 とは,暴 風雨 ・落
雷.地 震 ・土石流 の ように,人 間 に とって予見不 能 ない し回避不能 な自
然現 象 に よって引 き起 こされ る事故 をい う。技術 事故 とは ・技 術 ・設備
面の条件的制約 のため に従業員が 回避 で きない事故 をい う。 これ らの事
故 と本罪 とは,次 の点で区別 され る。事 故の場合 の行為者 には・故意 も過
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うるが丁職 責 を果 た されない と,重 大 な死傷事故その他 の重大な結果が発
生 しうる。非生産管理 者 ・役務 従事者 な ど前 記従業員以外 の企 業事業単
位 の従業員 も,企 業事業単位 の従業員の重 要な組成部分 であ って,企 業事
業単位の正常 な操 業 を保障す る重要な役割 を果た してい る。 しか し,こ れ
らの者 は,生 産 または生 産指揮 に直接 従事 してお らず ,生 産 ・業務 の過
程 で業務規則 に違 反 して重大 な死傷事故 その他 の重大 な結 果 を発 生す る
ことはあ りえないか ら,本 罪 を構 成する主体 にな りえない。 これ らの者が
自己の業務 中に過失 によ り重大 な結果 を発 生 させ た場合 には,本 罪以外 の
犯罪が成立 して処 断 され る。
本 罪の主体 にはr国 営 お よび集 団の工場 ・鉱 山 ・営 林場 ・建築企 業 ,
その他の企 業事業単位 の従業員のほか,民 衆共同経営組織お よび個 人経営
の従事 者 も含 まれ る。民衆共 同経営 組織 ・個 人経営 の主管責任 者 は
,そ
の業務管理 におけ る職務怠慢 によ り,重 大 な死傷事故その他 の重大 な結 果
を発生 させた場合r本 罪 として刑事責任 を追 及 され る。労働 改造企業 で生
産 に直接従事す る被 拘禁犯罪者 も,経 営施 工 に従 わなか った ときは,本 罪
を構成 す る主体 とな りうる。 企業 ・事業単位 の性 質 は ,本 罪の成立 に影
響 しない。
(2)本 罪 の客体 は,工 場 ・鉱 山 ・企 業 ・事 業単位 の生産の安全 で
あ る。
(3)本 罪の主観面 は,過 失 であ る。す なわ ち,事 故 の規則 ・制度
違反 または他の労働者 に対す る危 険な業務の強制 に よって,重 大 な死傷 事
故その他 の重大 な結果が発生 しうる ことを,軽 率 に も 予見せず ,ま たは予
見 しなが らも回避 可能 と軽信 す る心理態度 で ある。
(4)本 罪 の客観 面は,前 記従業員が生産 ・業務 中に管理 に従 わず ,
規則 ・制度 に違 反 し,ま た は他 の従業 員 に危険 な業務 を強制 して s重 大
な死傷事 故 またはその他 の重大 な結 果 を発生 させ る行為 である。本 罪の
客観 面は,具 体的 には相互に関連す る不可分の四 要素か らなる。① 管理不
服従,規 則制度違反 または他 の従業員へ の危険業務強制の行為 この行為
はf事 故発 生の直接 原因であ り,本 罪 の構成 要件 であ るか ら,行 為者が刑
(1084) f可 飛 生公編 著 ・ 刑 量去 孝文不斗r書芋(各r論 編24fYEF7_～29r;r_i)
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交通運輸 関係 者 〔事業者〕で な くとも本 罪の主体 とな りうる。 しか し,交
通運輸関係者で な くと も,交 通手段操縦 者で なければ ならず,こ れ らの者
が交 通運輸関係者 と異なるの は,単 に 「交通運輸関係者」とい う身分 を も
た ない点 にす ぎない。 これ に対 し,後 二罪 の主体 は,一 般主体である。②
本罪 は交通運輸活動 の過程で発 生 しなけれ ばな らず,そ の重大 な結果が,
交通運輸活動 過程 での交通運輸管理法規 違反 に よって惹起 されねば な ら
ない。 これに対 し,後 二罪は交通運輸 とは無関係 に発 生 し,そ の重大 な結
果は,交 通運輸活動以外 の 日常 生産 ・生活 における行為者 の粗雑 さ ・注
意力 の欠如 に よ り惹起 され る ものである。
皿 刑事責任
刑法133条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処
す る。交通運輸事故 の後 に逃 走 しまたはそ の他 の情状 が特 に劣悪 な とき
は,3年 以上7年 以下 の有期懲役 に処す る。逃走 に よ り人 を死亡 させ た
ときは,7年 以上 の有期懲役 に処 す る。
4重 大責任 事故 罪 〈重大責任事故罪 〉
重 大責任 事 故罪 とは,工 場 ・鉱山 ・営 林場 ・建築 企業,そ の他 の企
業 ・事 業単位 〔事業体〕の従業 員が,管 理 に従 わず,規 則 ・制度 に違反
し,ま たは規 則 に反 した危険 な業務 を他 の従業 員 に強制 し,そ の結 果 とし
て重大 な死傷事故 また はその他 の重大 な結果 を発生 させ る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,工 場 ・鉱 山 ・営林場 ・建築企業,そ の他 の企
業 ・事業 単位 〔事業体 〕の従業 員であ る。 ここで い う従業 員 とは,そ の
企 業 ・事業単位 の従業 員で あって,次 の者 をい う。① 生産 に従事す る工
員 ・科学技 術 員 例 えば,行 程 師 ・技術 員 ・施工 員 ・化学検査 員 ・設
計士 または広 く生産 に直接 従事す る労働 者であ る。②生 産 を直接指揮 す
る指導 員 例 えば,生 産 を主管 す る工場 長 ・現場主任 ・鉱山長 ・隊長等
で ある。 これ らの者 の職責 は,生 産の安 全 と製 品の品質 に直接関連す る・
これ らの者が忠実 に職 責 を果 たせ ば,生 産の安全 と製品の品質が保障 され
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1・交通事故罪 と非犯罪 との限界 本罪 と非犯罪 との限界づ けにあた
っ
ては,次 の点 に注意 しなけれ ばな らない。
1)行 為 者の交通運輸管理法規違 反の成否 この点が
,本 罪 と偶然事故
とを区別す る境 界 となる。行為者が
,交 通運輸管理法規 に違反 して,重 大
な事故 を引 き起 こ して,重 大結 果 を発生 させ れば
,本 罪 を構成 しうる。 こ
れ に対 し,行 為者が,交 通運輸管理法規 に違 反せ ず
r完 全 に正常 な進行 を
していたのであれば,重 大な結果が発 生 して も犯罪 を構成 しない
。
2)重 大事故 の惹起 に よる人の重傷 ・死亡 また は公私 の財産 の重大損
失等 の 重大結 果発 生の成否 最高人民 法院 ・最 高人民検 察院 の 「道路交
通 事故事件 の法 に依拠 した厳 格処 理 に関す る通知」によれ ば
,最 高 人民 検
察院の重大責任事故事件 の立件 基準 は,① 一 人の死亡者 または三 人以 上の
重傷者 を出 した とき,② … 人以上の 重傷 者 を出 し情状 劣悪 で結果が重大 な
と きs③ 公私 の財産 に3万 元～6万 元の損失 を直接 発生 させ た と きであ
る・ これが ・本罪 と一般の交通事故 とを区別する境 界 となる
。 この ような
重大 な結果 を発生 させ れば,本 罪 を構 成 しうるが,こ れほ どの重大 な結果
では な く ・軽微 な結 果の発生 にとどまれ ば一般的 な交通事故で あ る
。
3)交 通運輸 管理 法規違反行為 と重 大結 果 との因果関係 の存否 前記
の重 大結果が交通運輸 管理法規違反行為 に より惹起 され
,両 者の因果関係
が ある ときは,本 罪 が成立 しうる。 これに対 し
,行 為者 に交通運輸管理 規
則違反があ り重大な結果が発 生 した として も,こ の重 大事故が,行 為者 の
法規違 反行 為ではな く,行 為者 の意思 以外 の予見不能 または抗拒 不能 〔回
避 不能〕の原 因 によ り惹起 された ときは,偶 発 事故 であ り,本 罪 と して処
断 され えない。
2・本罪 と過失交通機関破壊 罪 ・過失交通設備破壊 罪 との限界 本罪 と
過失交通機関破壊 罪 ・過失交通 設備破壊 罪 とは ,主 観面 た る過 失お よび
客観面 た る人 の重傷 ・死 亡 また は公 私の財 産の重大損 失等 の重 大結 果の
発 生 に より公 共の安全 を害す る点で,共 通性があ る。 しか し,本 罪 と後二
罪 とは罪質が異なるので,そ の限界 を明確化 しなければな らない
。 これ ら
はa主 に次 の点 で異 なる。① 本罪 の主体は,主 に交通運輸従事者 であ りr
{1086) f口∫乗i生公編 著 ・,刊 マ去 教 蓄斗r」芋(各 に1命編24';r_i-29';量)
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定 してい ないが,司 法実 務で は第二説 に従 って定 罪 ・判決 を行 い本罪 と
して処断す るのが 一般 的であ る。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特殊犯罪構 成は,交 通運輸従事者が,交 通運 輸管理法規 に違反 し
て,交 通事故惹起後 の逃走その他 の特 に劣悪 な情状が存在 して,逃 走 に よ
り人 を死亡 させ る行為で ある。 「交通事故後 の逃 走」とはs交 通事故後 の
捜査 を免れ るため に逃走す る ことをい う。 「その他 の特 に劣悪 な情状」に
つい て,1987年8月21日 の最高 人民法院 ・最高 人民検察 院 「道路交通
事故事件 の法 に依拠 した厳格処理 に関す る通知」は,次 の一事情 があ る と
きは 「特 に劣悪 な情状」が認 め られる とす る。す なわ ち,① 二人以上 を死
亡 させ た場 合,② 公私 の財産 に6万 元～10万 元の損 失 を直接 発生 させ た
場合 であ る。
逃走 に より人 を死亡 させ る とは,交 通運輸事故 で人を負傷 させ た者が適
時 に救護措置 を とれば同人が死亡 しなかった ことをい う・す なわち,行 為
者が交通事故後 に逃走 し,緊 急救助 の時宜 を逸 したゆ えにs被 害者が死亡
した とい う事情で ある。行 為者 が交通運輸事故 によ り人 を負傷 させ た場
合,こ の行為者 には被害 者 を救護 して身体障 害 ・死亡の発 生 を防止す る
義務が あ る。そ れに もかか わ らず,行 為者 が,法 的責任 の免脱 の ため に,
被 害者 の生死 を顧 み ないで放 置 ・逃走 して被害者 を死亡 させ た ときは ・
行為者 の逃走 ・不救助 と被 害者 の死亡 との問 に因果関係があ る。 この行
為者 は,殺 人の直接故意 こそないが間接 故意 を否定 しえず,特 に悪質極 ま
りないので,厳 重処罰の情状が ある。 この情 状が備わ るこ とで・交通運輸
事 故罪 の基本犯罪構 成 に主観 面 ・客観面 の変化が生 じ,そ の社会危害性
が増大す る。
u定 罪
交通事故 は,複 雑 な事件であ る。客観面 では因果関係が問題 とな り,主
観面で は故意 と過失,過 失 と無過失 の限界づ けが困難 である。 それゆえ,
交通事故罪の認定 に際 しては,綿 密 な捜査 と具体的 な分析 を行 い,犯 罪 と
非犯罪,本 罪 と他 罪 とを厳格 に限界 づ けねばな らない。
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生 した自動車致死傷事故事件 について,事 情の違 いに応 じた処理 を行 うべ
きだ とす る。 これに よれば r公 共の交通 管理 の範 囲内 で交通運輸 規則 ・
制度 に違反 して重大 な事故 を発生 させ た場 合は,交 通事故罪 として処理 さ
れるが ・生 産安全規則 ・制度 に違 反 して重大 な致 死傷事故 を引 き起 こ し
て重大な結果 を発生 させた場 合は,責 任事故罪 と して処理 され,ま た,公
共の交通管理 の範囲外で発生 した場 合に も,責 任 事故罪 を認定する もの と
される。 この こ とか ら分かる ように,本 事件の認定 にあた っては,そ の事
故が公共交通 管理 の及ぶ幹線道路水路 で発 生 したか否 か を捜査 に よ り明
らか にす る ことが 重要 となる。
現代 の大型交通運輸手段 を用 いて交通運輸活動 に従事する者が
,交 通運
輸 管理法規 に違 反 して,人 の重傷 ・死亡 または公 私の財 産の重大 な損 失
を発生 させ た とき・これが交通事 故罪 となるこ とに異論 はない
。 しか し,
内燃機 関 を動 力 としない 自転車 ・三輪 自転車 ・馬車等 の交通従事者 力㍉
規 則 に反 して事故 を起 こ し,人 の重傷 ・死亡 を発生 させ た とき,本 罪が
成 立す るか・ これ につ いては,古 くか ら見解が対立 して きた。第一説 によ
れ ば ・本罪 は公共 の安 全 を害す る罪 であ り不特 定多数 人の死傷 ・広 範 な
公私 の財産の損害 を発 生 させ うるが,内 燃 機関 を動力 としない交通従事者
が規則違 反の事故 を起 こ して も,特 定個 人の死傷 ・限 られた財産の損失
しか発 生 させ ないのが通常 だか ら,公 共の安全 を害す る性質 をもたない。
それゆえ,本 罪では な く,他 人 を死亡 させ れば過失 殺人罪
,重 傷 を負わせ
れば過失重傷 罪 として,具 体的事情 に応 じてその犯罪の性 質を確 定すべ き
であ る,と す る。 これに対 して,第 二説 に よればs確 かに内燃 機関 を動力
と しない交通 従事者 は,特 定個 人の死傷∴ 限 られ た財 産の損 失 しか発生
させ ないのが通常 であ るが,こ れ を根拠 に公共 の安全 を害す る性 質 を否定
する ことはで きない。現 に,市 街における交通事故 の多数が
,内 燃機関 を
動力 と しない交通手段 の規則違 反 と直接 ・間接 に関連 している。 それゆ
えsこ れ らの者 が規則 に反 して事故 を起 こ した場 合に も
,本 罪 と して処断
すべ きであ り,人 を礫 殺すれば過失殺人罪 ,人 を礫 傷 させれ ば過失重傷罪
として処断す るのは不 合理であ る,と す る。現在,法 律 は これ に関 して明
(1088) 何 飛 松 編 著 ・刑 法 教 科#ｺ.E1(各 論 編24';至 ～29～;量)
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財産の重大損失 を発生 させ うることにつ き,予 見すべ きなのに軽率 に も予
見せず,ま たは予見 しなが らも回避 可能 と軽信 する心理態度 である。予見
すべ きで も予 見不能 な ときは,偶 発事故 であ り,犯 罪 を構 成 しない・
(4)本 罪 の客観面 は,交 通 運輸活動 において交通運輸管理法規 に違
反 して,重 大 な事故 を引 き起 こ し,人 の重傷 ・死亡 または公私 の財 産の
重大 な損失 を発生 させ る行為で ある。 よって,本 罪 の客観面 は,相 互 に関
係 し合 う不可分 の四要素 か ら組 成 される。① 交通運輸 管理法規 に違反す
る行為が あるこ と。交通運輸管理法規 の違反 とは,交 通運輸 の安全保 障 と
直接 関係す る各種 の管理法規 に違 反す るこ とをい う・鉄道 ・航 空交通運
輸 の責任事故 に関す る犯罪 として刑法131条 ・132条 に特 別の規 定があ る
ので,本 条 にい う交通運輸管理法規の違反 とは,主 に道路お よび水上交通
運輸の管理法規 をい う。行為者 の交通運輸管理法規違 反が なければ,重 大
な結 果 を発生 させ て も刑 事責任 を負 わない。② 重 大な事故 を引 き起 こ し
て,人 の重傷 ・死亡 または公私財産 の重大損失 を発 生 させ るこ と。 この
点 も,本 罪の成立要件 の一つである。行為者が交通運輸管理法規 に違反 し
て も,法 定 の重大結果 を発 生 させ なければ,本 罪 を構成 しない。③ 重大 な
結果 と交通運輸 管理法規 違反行為 との因果 関係が あ るこ と。行 為者の規
則違反後 に重大結 果が発生 した という時間的な前後 関係があ って も・その
結果発 生が行為者の規則違反 によ り惹起 されてい ない ことが確 実 な らば,
両者 の因果関係 はな く本罪 を構 成 しない。④ 本罪 の客観的行 為 は,駅 ・
停車場 ・港 ・空港で 人 ・貨物 を乗せ る準備 か ら人 ・貨物 を下 ろす まで
の交 通運輸活動 の全過程 で行 われねば な らない。空 間的 には公 共の交通
管理の範 囲内 にあ る幹線 道路 ・街路 ・水路 において,時 間的 には交通運
輸活動 中 に,事 故 が発生 しなけれ ばな らない。 この ような空間的 ・時 間
的な範囲内で はな く,工 場 ・鉱山 ・森林 ・建築工事現場 ・企業事業単
位 ・敷地内で の作業 または車体 の検査 ・修理 ・洗車 な ど交通運輸 では な
い活動 中に事故 が発生 して も,本 罪 を構成 しないのが普 通であ る。1992
年3月23日 の最高人民 法院 「工場(採 鉱)地 域で発 生す る自動 車致死傷
事故犯 罪の性 質決定問題 に関す る回答」は,工 場(採 鉱)地 域 で業務 中発
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故 を引 き起 こ し,重 大 な結果 を発生 させ る行為であ る。第一 に
,安 全 な鉄
道運行 を保 障す る規則 ・制度 に違 反 しなければな らない。例 えば
,無 断
で持 ち場 を離 れた り,手 順 を踏 まず に業務遂行す る ことで ある
。第二 に,
安全 な鉄道運行 の事故 を引 き起 こ して,重 大 な結果 を発 生 させ ねばならな
い。 「重 大な結果」の意義 につい て ,法 律 ・司法解釈 は1そ の具体的解釈
を示 していない。最高 人民検察院の重大責任事故 事件 の立件 基準
,最 高人
民法 院 の 「道路 交通 事故事件 の法 に依拠 した厳格 処理 に関 す る通知」
,お
よび刑 法131条 の重大航 空事故罪 の規定 に よれば
,「重 大 な結果」 とは 丁
人員の重傷 ・公 私の財 産の重大 な損失 を惹 起す る ことな どをい う。第三
に・鉄道運行 の事故が安全規則制度違 反に よる ものであ るこ と
,す なわ ち
両 者 に因果関係が なければな らない。
n刑 事責任
刑 法132条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る・特 に重大 な結果 を発生 させた ときは ,3年 以上7年 以下の有期懲
役 に処 す る。
「特 に重 大 な結果」 とはs汽 車 の横転,鉄 道設備 の大破壊 ,鉄 道輸送 の
中断,人 の死 亡 ・公私財 産の巨額損失 等 をい う。
3交 通事故罪 〈交通 肇事罪 〉
交通事故罪 とは,交 通運輸管理法規 に違反 して,重 大 な事故 を引 き起 こ




(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般であ る。実務上 は,幹 線道路 や水路
の交通 運輸の関係 者であ るこ とが多 い。
(2)本 罪 の客体 はr交 通 運輸の安全 である。
(3)本 罪の主観 面は,過 失で ある。す なわ ち,交 通運輸 活動 に際 し
て,交 通運輸管理法規 違反 に よる重大事故 で人の重 傷 ・死亡 または公私
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(3)本 罪 の主観 面 は,過 失 で ある。
(4)本 罪 の客観面 は,規 則 ・制度 に違 反 して,重 大 な航 空事故 を
引 き起 こ しs重 大 な結果 を発生 させ る行為で ある。第 一に,航 空活動 の安
全 を保障す る各種 の規 則 ・制度 に違反す る行為が必 要で ある。例 えば,
飛行前 の航 空機 の必 要 な検 査 を怠 る こと,飲 酒 ・麻酔剤 ・その他 の薬物
の影響 による職務能力 の低下 に もかかわ らず飛行任 務 を遂行す る ことな
どであ る。第二 に,重 大 な飛行事故 による重大 な結果発 生が必要 であ る。
「重大 な結果」とは,飛 行 機の墜落殿滅 ・人の死亡 を除 く全ての重大 な結
果 をい う。例 えば,航 空機 に重大 な損傷 を与 えて飛行の安全 を危殆化する
こ と,他 人の重傷 ・公 私の財産の重大 な損失 を惹起す ることな どで ある。
第三 に,重 大飛行事故 ・重大結 果の発生 と行為者 の規 則制度違 反 との 因
果関係が必 要であ る。重大 な飛行事故 は,行 為者の規則 ・制度違反 に よ
る もので なけれ ば,本 罪 を構成 しない。
H刑 事責任
刑法131条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
す る。飛行 機の墜落殿滅 または人員の死亡 を発 生 させ た ときは,3年 以上
7年 以 下の有期 懲役 に処す る。
2鉄 道運行事故 罪 〈鉄路.一菅安全事故罪 〉
鉄道運行事故 罪 とはr鉄 道職員が安全規則 または制度 に違反 して,安 全
な鉄道 運行の事故 を引 き起 こ しs重 大 な結 果 を発 生 させ る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊主体す なわ ち鉄道職員で ある・ ただ し・鉄
道職員 とは,広 く鉄 道官庁 の全職員 ではな く,専 ら鉄道運行業務 に従事 し
て鉄道運行 の安全保障 と直接関連す る者のみ をい う。例 えば,列 車 の運転
手 ・転 轍手 ・踏切監視員等で あ り,そ れ以外 の者 は本 罪 を構成 しえない。
(2)本 罪の客体 は,鉄 道運行 の安全 であ る。
(3)本 罪 の主観面 は,過 失 であ る。
(4)本 罪 の客観面 は,安 全規 則 ・制 度 に違反 して,鉄 道運行 の事
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元 素お よび放射線 装置保護条例」 は ,放 射 性 同位元素 は核材料 に含 まな
い ・と定め るので ,こ の核材 料以外 の物品 を売買 ・輸 送 して も本罪 を構
成 しない。
II刑 事責任
刑法125条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上10年 以 下の有期 懲役 に処 す
る。 その情状 が重大 な ときは,死 刑 ,無 期 懲役 または10年 以上 の有期懲
役 に処 す る。単位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科す るほか,そ の
直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接責 任者は ,3年 以上10年 以 下
の有期懲役 に処す る。その情状が重 大な ときは
,死 刑,無 期懲役 または10
年以上 の有期懲役 に処す る。
重大 な情状 とは,一 般 に,反 復 的 に核材 料の不法売買輸送 を行 った場
合,不 法売買輸送 した核材 料の量が非常 に多い場合,核 材 料の不法売買輸
送の過程 で放射 能漏 れ を起 こ して ,他 人の重傷 ・死亡 または公 私の財物
の重大 な損害 を発 生 させた場合等 をい う。
第7節 重大な責任事故に関する罪
1重 大航空 事故罪 〈重大、 行事故罪 〉
重大航 空事 故罪 とは,航 空 関係者 が規則 ・制度 に違 反 して ,重 大 な航
空事故 を引 き起 こ し,重 大 な結果 を発生 させ る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊主体す なわち航 空関係者である。 中華人民
共和 国民 用航 空法 に よれば,航 空関係者 とは,民 用航 空 に従事 す る機上勤
務 員お よび地上勤務 員 をい う。機上勤務 員 には,操 縦士 ・航行 管制員 ・
飛行機器 員 ・飛 行通信 員 ・乗務員,地 上勤務 員には ,民 用航 空機維持修
理員 ・空 中交通 管制員 ・査証検査 員 ・航 空無線通信 員が含 まれ る。 これ
らの航 空関係者 で なけれ ば ,本 罪 を構 成 しない。
(2)本 罪の客体は}航 空活動の安全 お よび航 空活動関係者 の各方面
の合法権益 であ る。
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は刑事責任 を追 及 しうる。 その数量が所定の基準 を満たす場合で もs行 為
者が乗車 した後 に自発的 に全部提出す れば,犯 罪 として処断 しない こ とが
で きる」。鉄道法60条 に定 め る駅列車内爆薬雷管銃器弾薬規制刀剣不 法携
帯罪は,本 罪 に編 入 されて本罪の重要な組成部分 をな している。最高 人民
法院 に よる前記解 釈の精神 は,本 罪 に も適用 され る。
H刑 事責任
刑法130条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役,拘 留 または管
制 に処 す る。
9核 材料不法 売買輸送罪 〈非法契 嚢 、這輸核材料 罪 〉
核材 料不法売買輸送罪 とは,国 家 の核材料管理法規 に違反 して,核 材料






本罪 の主体 は,自 然人 または 単位 一般 であ る。
本罪 の客体 は,公 共 の安 全であ る。
本罪の主観面 は,故 意 に限 られ,過 失 では本罪 を構 成 しない。
本罪の客観面 は,国 家の核材料管理法規 に違反 して核材料 を不
法 に売 買 ・輸 送 し,公 共 の 安 全 を害 す る行 為 で あ る。 核 材 料 は,放 射 性
物 質 の 一 つ で あ る。 核材 料 の 安 全 とそ の 合法 利 用 を保 障 し国 家 ・人民 大
衆 の 安 全 を保 護 す るた め に,国 家 は,核 材 料 につ い て許 可 証 制 度 を実 施 し
てい る。 いか な る単位 また は 自然 人 も,法 規 定 に違 反す る核材 料 の売 買 ・
輸 送 を禁 じ られ て い る。1987年6月15日 の 国務 院 「核 材 料 管理 条例 」は ・
核材 料 とは,「 ① ウ ラ ン235,ウ ラ ン235～239を 含 む,② ウ ラ ン233,ウ
ラ ン233の 材 料 ・製 品 を含 む,③ プ ル トニ ウム239,プ ル トニ ウム239の
材 料 ・製 品 を含 む,④ トリチ ウム,ト リチ ウ ム の材 料 ・製 品 を含 む,⑤
リチ ウム6,リ チ ウ ム6の 材 料 ・製 品 を含 む,⑥ その 他 統 制 の必 要 な核
材 料 」をい い,さ らに 「ウ ラ ン鉱 石 お よびそ の 初級 製 品 は,本 条 の 統 制 の
限 りで ない 。既 に軍 隊 に引 き渡 され た 各 製品 の 管理 方 法 は,国 防 部 が これ
を制定 す る」 と定 め る。 また,1989年10月24日 の 国務 院 「放 射 性 同位
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本罪 を構 成 しない。② 公共 の場所 ・公共の交通 機関 に持 ち込 む行為。公
共の場 所 とは,治 安管理処罰条例お よびその他 の関連 規定 に よれば
s中 央
広場 ・講堂 な ど公共活動 の中心 となる場所 ,商 店 ・市場 な ど商業 ・交易
の場 所,劇 場 ・歌謡 ホ ー ル ・ダ ンスホー ル な ど文 化娯 楽の場所
,体 育
館 ・運動場 など体育 の場所,公 園 ・名所 遺跡 ・古跡 など風景遊 覧の場
所r駅 ・港 ・空港 な ど交通の場所 を意味 す る。 また ,公 共の交通 機関 と
は,社 会の公衆 の共 同利 用 ・輸送 に供 される 自動 車 ・電 車 ・汽車 ・船
舶 ・航 空機等 をい う。危険物 をこれ らの場所 に持 ち込 まなけれ ば ,公 共
の安全が危殆化 され るこ とはない。③ 公共の安全 の危殆化 。公 共の安全
の危殆化 とは,不 特定 多数人の生命 ・健康 お よび重大 な公私 の財 産 に対
す る現 実的 な危険性が存在 す るこ とをい う。 この ような危険 のあ る行為
が なければ,公 共の安 全が危殆化 されえ ないので ,本 罪 を構成 しない。
さらに,重 大な情状 も,本 罪の客観 的要素 であ る。 「重大 な情状」の意
義 は,法 律 ・司法 解釈 に よって も明 らかに されてい ない。 しか しs1993
年10月11日 の最高 人民法 院 「中華 人民共和 国鉄道法 にお ける刑事罰則 執
行 の若干 の問題 に関す る解釈」で は,駅 列車内爆薬雷管銃器弾薬規制刀 剣
不法携帯 罪 を認定す る解釈 が示 されてい る。 これは ,本 罪 の 「重大 な情
状」の解釈 に とって参考すべ き価値 が ある。 同 「解釈」は,次 の よ うに定
める。 「駅列車内爆薬 雷管銃器弾薬規制刀剣不法携帯罪 は,次 の…事情 に
あたる とき,本 罪 を構成す る。① 爆薬 ・雷 管 ・弾薬 を携 帯 して駅 または
列車内 で爆発 ・燃焼 させ たが,重 大 な結果 が発生 しなか った とき ,② 爆
薬 ・雷管 と同時 に爆破 装置 を も携 帯 してい た とき,③1キ ログラム以 上
の爆薬 を携帯 して いた とき ,④ 雷管 を50個 以上携 帯 していた とき,⑤ 銃
器弾薬 を不法 に携 帯 していた とき,⑥ 規制 刀剣 を20本 以 上不法 に携帯 し
てい た とき,ま た は20本 以下で もこれ を駅 または列 車内で違法 な活動 を
行 うため に使用 したが他 の犯罪 を構 成 しなかった とき。本罪の成否 は,行
為者が不 法 に携 帯 していた物 品の数量 ・危 害結果 等 を総合的 に分析 して
判 断 され ねば ならない。行為者が携 帯 していた爆薬 ・雷管 ・銃器弾薬 ・
規制 刀剣が所 定の数量基準 に満 たない場 合で も,そ の提出 を拒否 した とき
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器 を紛失 して速やか な報告 を怠 って も,重 大な結 果が発生 しない限 り,本
罪 を構 成 しない。
II刑 事責任
刑法129条;本 罪 を犯 した者は,3年 以下の有期懲役 または拘 留 に処
す る。
8銃 器 弾薬規制刀剣危 険物 不法携帯公共危 険罪 〈非 法携帯槍支 、弾
f.、 管制刀具 、危険物 品危及公 共安全罪 〉
銃器弾薬規制 刀剣危険物不法携帯公 共危険危険罪 とは,銃 器 ・弾薬 ・
規制刀剣 また は爆発 性 ・易燃性 ・放射性 ・有毒性 ・腐蝕性 の物 品 を携
帯 して公共の場所 または交通 機関 に立 ち入 り,公 共の安全 を危殆化 して,
その情 状が重大 な行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪の客体 は,公 共の安 全で ある。
(3)本 罪 の主観 面は,故 意であ る。す なわ ち,銃 器 ・弾薬 ・規制
された刀剣 ・その他 の危険物 をそれ と認識 しなが ら故意 に携帯 して公共
の場所 ・交通機関 に立 ち入る ことであ る。過失は,本 罪 を構 成 しない・行
為者が銃器 等の危 険物 の認識 な く携帯 して公 共 の場所 ・交通機 関 に立 ち
入 って も,本 罪 に よ り処断 されない。
(4)本 罪 の客観面 は,銃 器 ・弾薬 ・規制刀 剣のほか,爆 発性 ・易
燃 性 ・放 射性 ・有毒性 ・腐蝕 性の危 険物品 を不 法 に携 帯 して公 共の場
所 ・交通機 関 に立 ち入 り,公 共の安 全 を危殆化 して,そ の情状が重大 な
行為 であ る。本 罪の客観面 には,相 互 に関係 ・制約 し合 う次 の要素 が含
まれる。①銃器 ・弾薬 ・規制刀 剣 ・その他 の危険物 を不法 に携帯 す る行
為 。行 為の対象 は,銃 器 ・弾薬 ・規制 刀剣 ・そ の他 の危 険物 であ る。不
法携帯 とは,国 家の関連官庁の許可 を得 ないで権 限な く携帯す るこ とをい
う。その許可 を得 た場合,ま たは許可 を受 けてい な くとも公共の場所 ・
交通 機関へ の持込 後 に関連官庁 に提 出 して保管 ・処理 された場 合 には,




(1)本 罪 の主体 はs特 殊 主体 〔身分 のあ る者〕であ る。す なわ ち法
に よ り公務 用銃 器 を配備 された者 であ る。法 に よ り民 用銃器 を配置 され
た者 は,本 罪 を構 成 しえない。
(2)本 罪 の客体 は,公 共の安全で ある。
(3)本 罪の主観面 は,過 失 である。す なわ ちr銃 器紛失不報告 に よ
る重大結果の発生 を軽率 に も予見 しない こと,ま たは予 見 しなが らも回避
可能 と軽信 す る心理態度 であ る。行為者 の主観 的心 理状 態が故意 か過 失
かを判断する際 には,行 為それ 自体で はな く行為 の結果 に対す る行為者の
心理態度 に着 目 しなけれ ばな らない。 希望 ・放任 の心理態度 であ れば故
意であ り,軽 率 ・自信過剰 の心理態 度 であれば過失で ある。行 為者 に故
意があ り悪 い と分か っていなが ら殊更 に行為 に出た として も,自 己の行 為
に よる危害結果発 生の可能性 を予 見すべ きであったのに予 見せず
,ま たは
予 見 しなが らも回避 可能 と軽信 したの であれば ,過 失 で ある。 あ る論者
はs本 罪 の主観 面を故意である とし,銃 器 を紛失 し速や かに報告 しない行
為 自体 に犯罪の主観 的心理態度 を判断す る根拠 を求めている。 しか し,こ
の見解 は,刑 法 に定 め る定罪 の一般法則 と合 わない。本罪 の法 定刑が3
年以下の有期懲役 または拘留 である ことか らしてr本 罪の主観面が故意で
ある とするな らば,重 大 な結果 を惹起 した とき罪刑相当原則に反す るこ と
は明 らかである。 それゆ え,我 々 は,本 罪 の主観面 は過失 であ る,と 解す
る。
(4)本 罪の客観面 は,銃 器 を紛失 して速や かに報告せず,重 大 な結
果 を発生 させ る行為で ある。本罪の客観面 と しての結 果は,次 の通 りであ
る。① 銃器の紛失。 ここでい う銃器 は公務用銃器であ り
s民 用銃器 を紛失
して も本罪 を構 成 しない。②速 やか な報告の1怠 。銃 器 を紛失 した後速
やか に関連機関 に報告 すれば,重 大 な結果の発 生が不可避 であ って も,本
罪 を構 成 しない。③ 重大 な結果 の発 生。 「重 大 な結果」とは ,主 に,社 会
に流失 した銃器が犯罪 に用い られ,人 の殺傷 に至 った ことな どをい う。銃
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我 々はs本 罪では な く故意殺 人罪が成立す る,と 考 える。確 か に,前 記 第
二の場合 には,銃 器の賃貸 ・貸 出につ いては故意が あ り,銃 器賃 貸貸 出
の禁止 を知 りなが ら銃器が賃貸 ・貸出 され てい る。 しか し,「 重大 な結
果」の発 生 は,そ の ような結果が貸 した銃 器 に よって発 生 しうる ことにつ
いて,予 見すべ きであ ったの に軽率 に も予見せず,ま たは予 見 してはい た
が回避可能 と軽信 した ことに よるのである。 したが って,そ の主観面 は過
失であ る。 この ような解釈は,刑 法が法定刑 を軽 く定めているこ とと調和
しsま た罪刑法定原則 とも合致 す る。
(4)本 罪 の客観 面 は,銃 器 管理規定 に違 反 して銃器 を賃貸 ・貸 出
す る行為 であ る。犯罪主体の違 いに応 じて銃器の性 能 も異 なるので,刑 法
は犯罪客観 面の内容 を区別 してい る。法 に より公務 用銃器 を配備 された
者お よび単位 は,そ の公 務用銃器 の不法賃 貸 ・貸 出を行 えば,そ れ だけ
で本罪の既遂 を構 成す る。法 に よ り民用銃器 を配 置 された者 お よび単位
は,そ の民 用銃器 の不法 賃貸 ・貸 出に加 えて重大 な結果 を発 生 させ た場
合 にのみ,本 罪 を構成す る。民 用銃器 の不法賃貸 ・貸 出 を したが重大 な
結 果 を発生 させ なければ,本 罪 を構 成 しない。 「重大 な結果」とは ・一般
に,人 の重傷 ・死亡 または公私の財産 の重大 な損 失 を発 生 させ る こ とを
い う。
n刑 事責 任
刑法128条2項 ・3項 ・4項;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期
懲役s拘 留 または管制 に処す る。 その情状 が重大 な ときは,3年 以上7
年以下の有期懲役 に処 する。単位が本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰金 を科
す るほか,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他の直接 責任者 は,3年
以下の有期懲役,拘 留 または管制 に処 す る。その情状が重大 な ときは,3
年以上7年 以下 の有期懲役 に処す る。
7銃 器 紛失不報告罪 〈芸 失栓支不扱 罪 〉
銃器紛失不報告罪 とは,法 によ り公務用銃器 を配備 された者お よび単位
が,銃 器 を紛失 して速 やか に報告せず,重 大 な結果 を生 じさせ る行為 をい
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役 に処 す る。
6銃 器 不法賃 貸貸出罪 〈非 法出租 、出借槍支罪 〉
銃器 不法 賃貸貸出罪 とは,法 に よ り公務用銃器 を配備 された者 または単
位が・銃器管理規定 に違 反 して,銃 器 を不法 に賃貸 または貸出 し,重 大 な
結 果 を発 生 させ る行為 をい う。
1犯 罪構城
(1)本 罪 の主 体は,特 殊 主体 〔身分 のある者〕であ る
。す なわ ち法
によ り銃器 を配備 ・配 置 された 自然 人 または単位 であ る
。
(2)本 罪 の客体 は,公 共の安全 である。
(3)本 罪の主観面 については,争 いがある。本罪の 主観 面を故意 と
す る見解 は,銃 器の賃貸貸出 の禁止 を知 りなが ら不法 に賃 貸 ・貸 出 した
ことを要す るとす る。過失 とす る見解 は
,重 大結果 の発 生 を予見すべ きで
あ ったの に予見せず,ま たは予見 したが それ を回避可能 と軽信 す る こ と
が・本罪の主観 面であ る とす る。 また別の見解 は
,主 体 の相違 に応 じて故
意 の内容 も異なる とし,法 に より公務用銃器 を配備 された人員が 自己の銃
器 を公務用銃器 と知 りなが ら不法 に賃 貸 ・貸 出する第 一一の場 合 と
,そ の
人員が銃器 の不法賃 貸 ・貸出 によって重大 な結 果が発 生 しうる と知 りな
が ら結果発生 を希望 ない し放任 する第二 の場 合 とに分類す る(2)
。我 々は,
この ような二つの場合の存在 によ り各犯罪構成 も異なるので
,主 観 的な'L、
理態度 に も違いがあ る,と 考 える。第 一の場 合,本 罪 は行為犯 とな り,銃
器の不法賃貸貸出行為があれば,既 遂が成立す る。 この不法賃貸 貸出行為
は・故意 に よる。 これに対 し,第 二 の場 合,本 罪 は結果 犯 とな り,銃 器 の
不法賃貸貸 出には故意があ る とはいえ,そ れ によ り発生する重大結果 には
過失の心 理態度 しか ない。前記 の「法 によ り銃器 を配置 され た者が
,銃 器
の不法 な賃貸 ・貸 出に よって重大 な結 果が発生 しうる と知 りなが らその
結果発生 を希望 ない し放任 した場 合」とは,銃 器 を借 りた相 手方 の 当該 銃
器 を用 いた殺 人の実行 を認識 ・希望 ・放任 して ,行 為者 が同人 に銃器 を
賃 貸 ・貸 出す る ような場 合 であ る。 この場 合に も
,本 罪 が成立 す るか。





本 罪の主体 は,自 然人…般 であ る。
本罪の客体 は,公 共 の安全 であ る。
本罪の主観面 は,直 接 故意のみ に限 られる・間接 故意ない し過
失 は,本 罪 を構 成 しない。犯罪の動機 は,本 罪の成立 に影響 しない。
(4)本 罪の客観面 は,銃 器管理規定 に違 反 して,銃 器 ・弾薬 を不
法 に所持 ・私蔵す る行 為であ る。銃器管理法 は,法 に よ り公務 用銃器所
持証 書ない し民用銃器所持証書 を取得 してい ない単位 または 自然人は,銃
器 ・弾薬 を所持 しえない,と 定め る。 また,銃 器証書 を取得 していて もr
銃 器 ・弾 薬 を携帯 して法 の定 め る場所 に行 った り銃器 ・弾薬携帯 禁止 区
域.場 所へ 進入す るこ とは,禁 じられている。 この規 定 に違反 して銃器
等 を不法 に所持 した者が,本 罪 を構戒 す る。銃器等 の 「所持 」とは ・一般
に,そ れ を身体 に携帯 する ことをい う。身体 に携帯す る過程で一時 的に携
帯 を中断 して も所持 と認めるべ きである。所持 は,公 然 または隠蔽 してな
される場合 があ りうる。 「私 蔵」とは,銃 器管 理規 定 に違反 して不法 に所
持 した者が,上 級部 門に引 き渡 すべ き銃 器 ・弾薬 を蔵匿 して引 き渡 さな
い こ とをい う。銃器等 の入手先 は,本 罪 の成立 に影響 しない。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特 殊犯罪構成 は,銃 器 ・弾薬 を不法 に所持 して,そ の情状 が重
大 な行 為で ある。 この 「重大 な情状 」につ いて,法 律 も法律解釈機 関 もそ
の解釈 を明 らか に していない。 しか し,司 法 実務で は,一 般 に・所持 した
銃器 ・弾薬 の種類 ・数量 ・殺傷能力 ・発 生結果 ・行為者 の平素 の態 度
等 の諸事情 に より認定が なされる。例 えば,多 数回の銃器等不法所持,何
種 類 もの銃器等不法所持,不 法所持 した銃器等 に よる他 人の脅迫 ・威 嚇
等が,こ れにあたる。「重大 な情状」は,本 罪 の性 質 を変 える もので は な
いが,こ の要件付 加に よ り犯罪構成構造 に部分的 な変化が生 じて社会危害
性 が増大 す るため,特 殊犯罪構 成が形成 される。
H刑 事責任
刑法128条1項;本 罪 を犯 した者 は,3年 以下 の有期懲役,拘 留 また
は管制 に処 す る。 その情状 が重大 な ときは,3年 以上7年 以下 の有期懲
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に侵害 される。
(3)本 罪 の主観 面はr直 接 故意 のみ に限 られる
。 したが って,銃
器 ・弾 薬 ・爆発物 と知 りなが ら強取 しなけれ ばな らない
。
(4)本 罪の客観面 は,銃 器 ・弾薬 ・爆発物 を所持 ・保管 す る者 に
対 して暴力 ・脅迫 またはその他 の方法 を用 いて抵抗 不能 に し
,抵 抗 す る
気力 を喪失 させ,ま たは抵抗不 知 にす る ことに よ り
,そ の銃器 ・弾 薬 ・
爆発物 を強取す る行 為であ る。 「暴力」とは ,銃 器等 の所持 者 ・保管 者の
身体 に殴打 ・傷害 ・逮捕等 の強力 な襲撃 を加 えて抵抗不能 に し
,そ の現
場 で相手方 の銃器等 を強取す る ことをい う。「脅迫」とは
,犯 行現場 で暴
力 を用 いて相手方 を威嚇 した り精神的 な強制 を加えるこ とに よ り
,銃 器等
の所持 者 ・保 管者 を畏怖 させ て抵抗 の気力 を失 わせ
,そ の現場 で銃 器等
の交付 を余儀 な くさせ るこ とをい う。 「そ の他 の方法」とは,暴 力 ・脅迫
以外 の方法で被 害者 を抵 抗不能 に し抵抗方法 をな くす各種 の方法 をいい
,
例 えば,泥 酔 させ た り麻酔薬 を用 いる方法等があ る。被害者の抵抗不能喪
失状態 が行為者 に よって引 き起 こされていない場合 は,こ の行 為者 は,そ
の状 態 を利用 した にす ぎないので,被 害者の銃器 等 を取得 して も,本 罪 で
はな く銃器等窃盗罪 を構成 する。 また,例 えば被害者が病床 に臥 していた
り歩行不能な場 合等,そ の抵抗不 能状態が行 為者 の行為 によって引 き起 こ
され てい ない ときも,こ の行為者 は,そ の状 態 を利 用 して被害者 の銃器等
を奪 った にす ぎないので,本 罪で はな く銃器等奪取罪 として処断 しうる
。
n刑 事責任
刑法127条;銃 器 ・弾薬 ・爆発物 を強取 した者 は ,死 刑,無 期懲役 ま
たは10年 以上 の有期懲役 に処す る。
5銃 器弾 薬不法所 持私蔵罪 〈非法持有 、私藏槍支.弾 菊罪 〉
銃器弾薬不 法所 持私蔵罪 とは ,銃 器管理規 定 に違反 して,銃 器 ・弾薬
を不法 に所持 または私蔵す る行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本 犯罪構成
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等 の銃器 であ る。そ れゆ え,国 家機関 ・軍 ・警察 の職員お よび民兵か ら
銃器 等 を窃取 ・奪取す る行 為は,本 罪の基本犯罪構 成 に該 当 し本罪 を成
立す るので,別 個 の罪 名 にはな らない。 しか し,国 家機 関 ・軍 ・警察 の
職 員お よび民兵 は,国 家 を管理 ・防衛す る特 殊 な身分者 として公共の安
全 に直接 関わ るので,高 性能で殺傷 力の高 い銃器等 を用いる。 それゆえ,
これ らの者 か ら銃 器等が窃取 ・奪取 される と公共の安全 に危害が及ぶ こ
とが 多い。 したが って,こ れ らの銃器等 の窃盗 ・奪取 は,通 常の銃器等
の窃盗.奪 取 とは異 な り,本 罪の特殊犯罪構 成の一つ とな る。 この よう
な銃器 ・弾 薬 ・爆発物 は,特 に保護iされねば な らず,国 家機 関 ・軍 ・警
察 の職 員お よび民兵 か ら銃器等 を窃取 ・奪取 した者 は,厳 し く処罰 され
ね ばな らない。
II刑 事責任
刑法127条;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上!0年 以下 の有期懲役 に処す
る。 その情状 が重大 または国家機 関 ・軍 ・警察 の職 員お よび民兵 の銃
器.弾 薬 ・爆発物 を窃 取 ・奪取 した ときは,死 刑,無 期懲役 または10年
以 上の有期 懲役 に処す る。
4銃 器 弾 薬爆 発物 強 盗 罪 〈拾 存 栓 支 、弾 菊 、爆 炸物 罪 〉
銃 器 弾 薬 爆 発 物 強盗 罪 とはt暴 力 ・脅 迫 また は そ の他 の方 法 を用 い て,
銃 器 ・弾 薬 ・爆 発物 を強 取 す る行 為 をい う。
1犯 罪 構 成
(1)本 罪 の主 体 は,自 然 人0般 で あ る 。刑 法17条2項 は,14歳
以 上16歳 未 満 の 者 で も,強 盗罪 を犯 す と きは刑 事 責 任 を負 わ ね ば な ら な
い,と 定 め る。 この よ う に,公 私 の財物 の 強盗 で さえ刑 事 責任 を負 わ ね ば
な らな い とこ ろ,銃 器 ・弾 薬 ・爆 発 物 の 強 取 も強 盗 罪 で あ り,社 会 危 害
性 も よ り大 きい の で,な お さ ら重 い刑 事 責任 を負 わ ね ば な らな い。 した
が っ て,14歳 以 上16歳 未 満 の者 も,本 罪 の 主 体 とな りうる。 これ は ・当
然 の 解 釈 で あ る。
(2)本 罪 の客 体 は,公 共 の安 全 であ るが,公 民 の 人 身 の権 利 も同 時
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銃器 の製造 にかかる銃器数 または製造回数が多い場 合
,③ 銃器の不法販売
数 または獲得不法利益 が多い場合,④ 製造銃器の輸 出 目的国内販売 にかか
る銃器数 または販 売 回数が多 い場 合等 であ る
。 「特 に重大な情状」とは ,
一一般 に
,銃 器 の不法製造販 売の数量 ・回数が非常 に多 く獲得不法利益 が
特 に高額 の場 合汰 量 の銃器が社会 に流入 した 掴 外 に流 出 して犯罪者の
手 に渡 る場 合の ように,結 果 が特 に重 大 な ことをい う
。
3銃 器弾 薬爆発物窃盗奪取罪 〈盗 窃 、拾寺栓 支 、弾"J、 爆炸物罪 〉
銃器弾薬爆発 物窃盗奪取 罪 とは ,不 法 占有 〔不 法領得〕 の 目的 を もっ
て,銃 器 ・弾薬 ・爆発物 を秘密窃取 し
,ま たは他 人の油断 に乗 じて公 然
と奪取す る行為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本 犯罪構 成
(1)本 罪 の 主体は,自 然 人一般 である。
(2)本 罪の客体 は,公 共 の安全であ る。
(3)本 罪 の 主観 面 は,直 接 故意お よび不法 占有の 目的 である
。
(4)本 罪 の客観面 は,銃 器 ・弾薬 ・爆 発物 を窃取 または奪取す る
行 為であ る。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特殊犯罪構成 は,銃 器 ・弾薬 ・爆発物 を窃取 ・奪取 してその情
状 鍾 大な行為 は たは国家機関 ・軍 ・警察 の獺 お よび民 兵の銃器等
を窃恥 醐 す る行為 であ る・重大 な情状 とは ヂー般 に 慨 器等 の反復
的 な窃取 魔 取 汰 量 の窃取 簿 取 洪 謀1こよる窃取 奪取
r脱 獄.刑
期 満 了釈放後 の報復 目的の窃取 ・奪取,手 段劣悪 な窃 盗 ・奪取等 をい う。
国家 機関 ・軍 ・警 察の職員 お よび民兵 の銃 器等 の窃取 ・奪取 につ いて
は・国家機関軍人警察官民 兵銃器弾薬爆発物窃 盗奪取罪 とい う独立の罪名
にすべ きとす る論 者 もい る。 しか し
,我 々は,次 の ように考 える。国家機
関 ・軍 ・警 察の職 員お よび民兵の銃器等 は,銃 器 ・弾 薬 ・爆発物 の一部
であ るか ら,銃 器管理法 にい う公務用銃器 の意義 は
,実 質的 には国家機関
(1102) 何 兼 松 繍 ・ 刑 法 教 手斗、;-f(各論 編24章 一29';r_1)
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売,製 造鑑 の轍 目的国内販売で ある・ この三行耕 の一つ を行 えばf
本罪が 成立 す る。
ll
1.本 罪 と銃器弾薬爆発物 不法製造罪 との限界 本罪 の主体は単位であ
るが,単 位 は銃器等不法製造罪の主体 にもな りうる。 また,侵 害客体が公
共の安全であ り,主 観面が故意 である点で,両 罪は共通する。銃器不法 製
造行為が後罪 の客観面 とな りうる点で も,両 罪 には共通性 がみ られる。そ
れ ゆえ,こ の両罪 は 混 同 されやす い。 しカ・レ 両罪 の間 には・次 の質的
相違 があ る。① 本罪 の主体 はs法 によ り指 定 ・特定 〔許可〕 された銃器
製造 飯 売企 業 のみで あ る.こ れ に対 し,そ麦罪 では 自然 人 ・単位 ともに
主 体 とな りうるが,こ の単位 は銃器製造 販売企業以外 の単位 に限定 され
る。②本罪の主観面 は販売 目的 を必要 とす るが,後 罪 では目的が犯罪の成
立 に影響 しない。③本 罪の行為対象は銃器のみであるが,後 罪では銃器の
ほか弾薬 ・爆発 物 も行為対象 とな りうる。
2.本 罪 と銃器弾薬爆発物不法売買 罪 との 限界 本 罪 と後罪 とは,特 に
単位が銃器 を不法売買す る場合 に類似 する。例 えば,体 育用品店が国家 の
関連主管官 庁の許可 を受 けず にスポーツ射撃銃 を権 限 な く販売 し腸 合・
本 罪 と後罪 のいず れが成立す るか問 題 となる。 この区別の基準 となるの
は,鑑 不法販売 企業 の性 質で ある.法 によ り特定 〔許可〕された銃器配
給販売企業が銃器 を不 法販売すれば本罪が成立 し,そ うでない企 業であれ
ば後 罪が成立す る。
皿 刑事責任
刑法126条;規 則 に反 して銃器 を製造 販売 した ときはr単 位 に罰金 を
科す るほか,そ の直接 責任 を負 う管理職 お よびその他 の直接責任者 は,5
年 以下の有期 懲役 に処 す る。 その情状 が重大 な ときは ・5年 以上10年 以
下の有期懲役 に処 し,そ の情状が特 に重大 な ときはs無 期懲役 または10
年以 上の有期懲役 に処 す る。
「重 大 な情状 」とは,主 に① 制 限数超 過 ・規格違反の製造配給 販売 にか
か る銃器数 また は違 反回数 が多い場 合,② 無 番号 ・番 号重複 ・虚偽・番号
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害性 の大 きさを示す ので,そ の行 為者 は重 く処 罰 され ねばな らない
。
H刑 事責任
刑 法125条;銃 器 ・弾薬 ・爆発 物 を不法 に製造 ・売 買 ・輸送 ・郵送 .
貯蔵 した者は,3年 以上10年 以 下の有期懲役 に処 す る
。その情状が重大
な ときは,死 刑 ・無期懲役 または10年 以上 の有期懲役 に処 する
。単位 が
本罪 を犯 した ときは,単 位 に罰 金 を科 するほか
,そ の直接責任 を負 う管理
職 お よびその他 の直接 責任者 は ,前 記規 定 によ り処罰 する。
2銃 器 違法製造販 売罪 〈這規制造 、硝魯栓 支罪 〉
銃器 違法製造販売罪 とは,法 によ り指定 または特 定 〔許可〕された銃器
製造販売企 業が ・銃器管理 規定 に違反 して
,銃 器 を不法 に製造.販 売す
る行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,特 殊主体 〔身分 のある者〕に限 られ
,単 位す な
わ ち法 に よ り指 定 ・特定 された銃 器製造販売企業 であ る
。 これ らの企業
以外 の企業 お よび 自然人 は ,本 罪 を構成す る主体 にな りえない。
(2)本 罪の客体 は,公 共 の安全で ある。
(3)本 罪 の主観面は,故 意 お よび不法販売 目的である
。 この販売 目
的が なけれ ば,本 罪 は構成 されない。
(4)本 罪の客観面 はr銃 器管理規定 に違反 して銃器 を不法 に製造 ・
販売 す る行為 であ る。銃器 管理法 は ,国 家 が銃 器の製造 ・販売 に特 別 な
許可 を与 える制度 を定 める。いかなる単位お よび 自然人 も
,こ の許可 な し
には銃器 を製造 ・販 売 しえない。 国家 は ,民 用銃器 の製造 ・配給 ・販売
の数量 を限定 して管 理す る。民用銃器製造企業 は
,民 用銃器 について,限
定数 を超 える製造,性 能 ・構 造 の変更 ,無 番号 ・番号重 複銃器の製造 ま
たは販売 を禁止 されている。銃器の不法 な製造 ・販売 とは
,同 法の規定
に違反 して権限 な く銃器 を製造 ・販売す る こ とをい う
。具体的 には,次
の形態 で行 われ る。 すな わち ,① 限定 数 を超 える銃器 ・規格違 反銃器 の
製造販売,② 無番 号 ・重複番号 ・虚偽 番号銃器 の製造
,③ 銃器 の不法販
(1104} f。1兼松繍 ・刑法教 科 、婁亨(各 論編2姉 一29';り
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体.気 体 の爆発物 であ る。銃器等 の不法製造 とはs国 家の関連 主管官庁
の許可 を受けず に,銃 器等 を権限 な く製造す る行 為 をい う。実務 で は,銃
器 の改造 または他 人の銃器 の不法修理 も,銃 器不法製造行 為にあたる,と
解 されている。銃 器等 の不法売買 とは,こ れ らを不法 に購 入 ・売却す る
行為 をい う。一般 に,売 買 の相手方が誰であ るかは本罪の成立 に影響 しな
いが,密 輸 された銃器 ・弾薬 と知 りなが ら密 輸者 か ら買い取 った場合,
または相 手方が密輸の ために銃器 ・弾薬 を購 入す ると知 りなが ら同 人に
売却 した場合 には,銃 器弾薬密輸 罪 として処 断すべ きで ある。 また,一 般
的に,自 己使 用 目的の購 入か,転 売 目的の購 入か,そ の他 の用途 の ための
購 入か は,本 罪の成立 に影響 しない。 しか し,密 輸 目的で銃器 ・弾薬 を
買い取 った場合 には,武 器弾薬密輸罪 として処断すべ きである。銃器等の
不法輸送 とはfこ れをあ る場所か ら他 の場所へ と輸送 して空間的 に移動 さ
せ る こ とをい う。輸送 の手段 ・回数 ・距離,国 内で の輸送 か国境外へ の
輸 出入かは,い ずれ も定罪 に影響 しない。銃器等 の不法郵送 とは・銃器等
を偽装 した り普通郵便小包 に隠 した りして郵 便電信 部 門を利用 して郵送
す るこ とをい う。銃器等の貯蔵 とはf国 家の関連 主管官庁 の許可 を受 けず
に,銃 器等 を権 限 な く貯蔵 ・保 管す る ことをい う。本罪 は選択的罪名 で
あるので,五 行 為中の一つ を実行 し三客体中の 一つ を侵 害すれ ば,す べ て
本罪が成立す る。五行 為中の数個 を同時実行 した場合,ま たは二個 ない し
全部 の客体 を侵害 した場 合 には,0罪 として定罪が な され,数 罪併罰 〔併
合罪〕 とな らない。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特殊犯 罪構成 は,銃 器等 を不法 に製 造 ・売買 ・輸送 ・郵 送 ・貯
蔵 して,そ の情 状が 重大 な行 為であ る。司法実 務 にお ける 「重大 な情状」
とは,主 に次 の場合 をいう。す なわ ち,① 不法 製造等 にかか る銃器等 の量
が多 く殺傷 力が大 きい場 合,② 反復 的 に銃器等 の不法製造等 を行 った場
合,③ 共謀 して銃器等の不法製造等 を行 った場合,④ 脱獄 または刑期満了
釈放後 に銃器等 の不法製造等 を行 った場 合,⑤ 犯行手段が劣悪 で罪証隠滅、
した り本罪 を他 人 に転 嫁 した場 合で ある。重大 な情状 は行為者 の社会危
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第6節 銃器 ・弾薬 ・爆発物 ・核材料 に関 す る罪
1銃 器弾薬爆発物不 法製 造売 買輸 送郵 送貯蔵罪 〈非法制造
、契嚢 、這
輸 、郎寄 、儲存栓支 、弾菊 、爆炸物 罪 〉
銃器弾薬爆発物 不法製造売買輸 送郵送貯蔵罪 とは
,銃 器 ・弾薬 ・爆発
物 を管 理す る国家 の法律 ・法規 に違 反 して ,こ れ らを不 法 に製造.売




(1)本 罪の 主体 は,自 然 人 または単位 一般 である
。
(2)本 罪 の客体 は,公 共の安全 であ る。銃器 ・弾薬 ・爆発物 自体
は,公 共の安全 を害 しないがrこ れ ら殺傷力 の強大 な危険物 が犯罪者 の手
に渡 ることは・公共の安全に とって極めて脅威 となる
。 世界には銃器 の氾
濫 を放任 している国家 もあ り,そ こで重大 な結果が発生 している ことは悲
痛 な教訓 とな ってい る。 わが国 の政府 は ,一 貫 して銃器 ・弾薬 ・爆 発物
の不 法製造 ・売買 ・輸送 ・郵送 ・貯蔵 を厳 禁 している
。
(3)本 罪の 主観 面は,故 意 であ る。過失 は ,本 罪 を構成 しない。
(4)本 罪 の客観 面 は,銃 器 ・弾薬 ・爆発物 を不法 に製造 ・売買.
輸送'郵 送 ・貯蔵す る行為 である。銃器管理 法46条 に よれば
,銃 器 とは,
火薬 または圧縮気体等 を動力 と し,筒 状 の器具 か ら金属性 の弾丸 またはそ
の他 の物 質 を発射 して,人 を殺傷 または意識喪失 させ うる各種 の銃器 をい
う・銃器 は・公務用銃器 と民用銃器 とに分 け られる。公務 用銃器 とは,主
に拳銃'小 銃 ・機 関銃 ・自動小銃 等 をい う。 これに対 し,民 用銃器 とは,
スポーツ射撃銚 猟鋳 麻酔銃 ・空気 銃 ・石更球 銃 ・催涙鉦 醒 銃
,
その他の他 人 を殺傷 または意識喪失 させ うる銃器 をい う
。弾薬 とは,専 ら
銃器 か ら発射 され 人 を殺傷 または意識喪失 させ うる金属性弾 丸 またはそ
の他 の物 質 をい う・爆発 物 とは ,通 常}爆 破 ・殺傷 の ため に爆発 を惹起
しうる物 質 をいい,例 えば ,爆 弾 ・手榴弾 ・ ダイナマ イ ト ・地 雷 ・火
薬 ・雷管 ・導 火線 ・導爆線 ・起 爆薬 ・爆 破剤 お よびその他 の固体 ・液
(1106) f可 乗i杉、糸桶 暑二・ 斤ljl去孝女干斗1畢影(各 両命編24E;r_1-29';呈)
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定せず行政処分 を加 えるべ きである。侵害対象 は,現 に使用 中のテ レビ放
送施 設 または公用通信施設である。破壊 された対 象が,現 に使用 中の施設
では な く,未 設置 ・未調整 の状態 であ った り,通 信部 門に供与 ・使 用 さ
れてい ない もの,ま たは既 に廃棄処分 された施設 であれば,本 罪 を構 成 し
ない。
H刑 事責任
刑法124条1項;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上7年 以下 の有期懲役
に処 す る。重大 な結果 を発 生 させ た ときは,7年 以上の有期懲役 に処す
る。
「重大 な結果」とは,主 に公共 テ レビ放送施 設 または公用電信 施設 の機
能 を破 壊 して,テ レビ放送 また は通信連絡 を停 止 ・中断 させ,公 私 の財
産 に重大 な損失 を発 生 させ る ことな どをい う。
6過 失 テ レビ放送公用電信施設 損壊 罪 〈逆失損圷　播 屯視没各 、公
用 屯信没施罪 〉
過失 テ レビ放 送公用電信 施設損壊 罪 とは,現 に使 用中の公共テ レビ放送
施設 ・公用通信施設 を過失 によ り損壊 し,公 共の安全 を害 して,重 大 な
結果 を発 生 させ る行 為 をい う。
本罪 の客観面 は,公 共テ レビ放 送施設 ・公用電信 施設 を損壊 し,公 共
の安全 を害 して重大 な結 果 を発 生 させ る行為 である。公 共テ レビ放 送施
設 ・公 用電信 施設 の損壊 実行が ない場 合,重 大な結果発 生が ない場合,
また は重大結 果が行 為者 の過失 で は な く抗 拒不 能 ・予 見不 能 の原 因 に
よって引 き起 こされた場 合 には,本 罪 は成立 しない。
刑法124条2項;過 失 によ り公共 テ レビ放送 施設 ・公用電信施設損
壊罪 を犯 した者 は,3年 以上7年 以下 の有期懲 役 に処す る。その情状 が
軽 い ときは,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処す る。
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発性 設備 を損壊 す る行為 の実行 である。第二 に
,人 の重 傷 ・死亡 または
公私の財産の重 大な損失 という重大結果の発生 である。第三 にf行 為 と重
大結果 との因果関係 の存在 である。
刑 法1ユ9条2項;本 罪 を犯 した者は }3年 以上7年 以 下の有期懲 役
に処す る。その情状が軽い ときは,3年 以下の有期懲役 または拘留 に処 す
る。
5テ レビ放送公 用電信施 設破壊罪 〈破圷 　播 屯視没缶
、公 用 屯倍没
施罪 〉
テ レビ放送公用電信施設破壊罪 とは,公 共テ レビ放送 施設 または公用電
信 施設 を破壊 して,公 共の安全 を害す る行為 をい う。
1犯 罪 構成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪の客体 は,公 共の安全で ある。侵害対 象は,現 に使用 中の
テ レビ放送 ・公共電信 施設 である。具体的 には,テ レビ画像送受信 施設,
郵便部 門の電報送受信機器設備 ,公 共の電話交換 設備,衛 星通信 設備,ラ
ジオ電波 送受 信設備等 である。
(3)本 罪 の 主観面 は,故 意であ る。犯 罪の動 機は多様 であ り
,例 え
ば報復 ・欝積解消 ・不 正利益 追求 ・責任転嫁等 があ りうる
。動 機の種類
は,本 罪の成 立に影響 しない。
(4)本 罪 の客 観面 は,公 共 テ レビ放送施設 ・公用電信 施設 を破壊
して・公共の安全 を害す る行為 である。破壊 の 方法 も多様 であ り
,例 えば
重要部品 の分解 ・殿損,機 器 設備 の破壊 ,電 線 の切 断f電 柱 の撤 去,技 術
手段 を利 用 した通信設備 の部品 ・付 属品 の損壊 ・変更等が あ りうる
。 ど
の ような破壊 手段 で も通信 設備 の正常 な運営機能 に影響 があれば足 り
s放
送'通 信 の連絡 を中断 させ て人民大衆 の生 活 ・生産 ・職務 に損 害 を与 え
れば,本 罪 の既遂 が構 成 される。破壊 の方法 ・部位 ・強度
,実 際 に発生
した結 果,行 為者 の動機 ・目的等の主観的要 素か ら判断 して
,そ の破壊
行為 によ り公 共の安全 を害す る ことが明 らか に不可能であれ ば
,本 罪 を認
(1108) f回∫乗 生公編 著 ・,剖 を去 孝交不斗・r書i(各 ・1了命編24r;r1～29'匡)
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油 ・化 学工 業関連 の易燃 易爆発性設備 であ る。破壊 対象 の特定 は,本 罪
と交通 機関破壊 罪 ・交通設備破壊罪 ・電力設備破壊罪等 とを区別す る重
要 な基準 の一つ となる。破壊 の程度は,公 共安全危害 を発生 させ るに足 り
る もので なければ ならない。 この点 は,易 燃易爆発性設備破壊罪 と軽微 な
破壊行 為 とを限界づ ける基準 となる。
II刑 事責任
刑法!18条 ・119条;本 罪 を犯 して,重 大 な結 果 を発生 させ てい ない
ときは,3年 以上10年 以下 の有期懲役 に処す る。重大 な結 果 を発 生 させ
た ときは,死 刑,無 期懲役 または10年 以上 の有期懲役 に処す る。
「重大 な結果」とは,燃 焼 ・爆発 を引 き起 こ して人の重傷 ・死亡 また は
公私の財産 の重大 な損失 を発 生 させ るこ とをい う。
3過 失 電力設備 損壊罪 〈迂失損圷 屯力没各 罪 〉
過失電 力設備損壊 罪 とは,現 に使 用中の電力設備 を過失 に より損壊 し・
公共の安 全 を害 して,重 大 な結果 を発生 させ る行 為 をい う。
本罪 の客観面は,電 力設備 を損壊 し,公 共の安 全 を害 して重大 な結 果 を
発 生 させ る行 為であ る。第一・に,電 力設備損壊行 為の実行 が必 要であ る。
第二 にa重 大結果 の発生が必 要であ る。す なわ ち,燃 焼 ・爆発 を引 き起
こ して人の重傷 ・死亡 または公私 の財産の重大 な損失 を発 生 させ るこ と
であ る。第 三に,行 為 と結果 との因果関係 が必 要である。
刑法119条2項;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上7年 以下 の有期懲役
に処す る。その情状が軽 い ときはs3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処す
る。
4過 失易燃易爆 発性設 備損壊罪 〈逆失損圷 易燃易爆 没各罪 〉
過失 易燃 易爆 発性設備損壊罪 とは,現 に使 用 中の ガス設備 ・その他 の
易燃易爆発性設備 を過失 に より損壊 し,公 共の安全 を害 して,重 大 な結果
を発 生 させ る行為 をい う。
本罪 の客観面 は,第 … に,現 に使 用中の ガス設備 ・その他 の易燃易爆
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の限界 に注 意 を要す る。 なぜ な ら ,電 力設備破壊 も放 火 ・爆 破の方法 で
実行 され うるのでs火 災 ・爆発 の結果が発生 しうるか らである。 この点
で,本 罪は,放 火罪 ・爆破罪 と類似 す る。 それゆ え,放 火 ・爆破 の方法
で実行 され火災 ・爆発 の結果 を発生 させ うる行為が
,電 力 設備破壊 罪 ま
たは放 火罪 ・爆破罪 のいず れか を確定 す るにあ た り
,犯 罪の方法 ・結果
は根拠 にな らない。 したが って,行 為者の 主観 的故意の内容 と行為の直接
侵 害対象 に着 目 しなけれ ばな らない。行為 が電力設備破壊 の故意 に支配
され,直 接侵害対象が電力設備 である ならば
,電 力設備破壊罪が認定 され
る。 これ に対 し,行 為が放火 ・爆 破の故意 に支配 され
t直 接侵 害対象 が
工場 ・鉱山 ・油 田 ・港 ・倉庫 ・住宅 ・森林 ・農場 ・牧場 ・導管 ・公
共建 築物等で あれば,放 火罪 また は爆 破罪が 認定 され るf,
皿 刑 事責任
刑法118条 ・II9条;本 罪 を犯 して,重 大な結果 を発也 させて いない
ときは ・3年 以 上10年 以 下の有期懲役 に処す る。 重大 な結果 を発生 させ
た ときは,死 刑,無 期懲 役 または10年 以上の有期懲役 に処す る
。
2易 燃 易爆 発性設備破壊罪 〈破圷 易燃易爆没各 罪 〉
易燃易爆発性設備破壊罪 とは,現 に使用中の ガス設備 またはその他の易
燃 易爆 発性設備 を故意 に破壊 して,公 共 の安全 を害す る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪 の客体 は,公 共 の安全 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意で あ り,直 接 故意お よび間接 故意 を含
む。犯罪動 機は,本 罪の成 立 に影響 しない。
(4)本 罪 の客観 面 は,現 に使用 中の ガ ス設備 ・その他 の易燃易爆
発性設備 を破壊 してr公 共の安全 を害す る行為 である。破壊 の対象 は
,現
に使用 中の ガス設備 ・そ の他 の易燃易爆発性設備であ る。 ガス設備 とは,
ガスを生産 ・精製 ・輸 送 ・貯蔵す る設備 を含 む。 その他 の易燃 易爆発性
設 備 とは ・電力 ・ ガス設備以 外 の易燃 易爆 発性 設 備 をい い ,例 えば石
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壊 罪等 と根本的 に区別 される。
実務で は,特 に都市 ・農村 で窃盗 目的 で電線 を切断領得 する事件 が発
生 した。 この事件 の処理 にあ たって,最 高人民検 察院は,「 電力設備破壊
罪 の若干 の問題 に関す る回答」で次の解釈 を示 した。 「① 設置の完 了 して
いない農業用低圧照 明の電線 は,現 に使用中の電力設備 に含 まれない。行
為者がその架設部分 の電線 を窃取 して も,公 共の安全 を害 さないので,そ
の行為 は窃盗 と認定 す る。② 現 に通電 され渇水時 期 または電 力不足等 の
原 因によ り一時的 に電力供給 を停1ヒしている電線 は,な お現 に使用中の電
線 と認め られる。行 為者が この電線 を切 断領得 し犯罪 を構成す る ときは・
電力設備破壊罪 の刑事 責任 を追及すべ きで ある。③現 に設置完 了後 も電
力が供給 されていない電線 を切 断領得 す る行為 は,事 情の違 いに応 じて処
理す る。切 断領得 した電線が 未 だ電 力部 門に交付 ・使用 されていない と
きは,窃 盗事件 として処罰す る。 その電線が現 に電力部 門 に供 与 ・使 用
されてい る と知 りなが ら行為 者が これ を切断領得す る ときは,電 力設備破
壊 罪 を認定す る」。破壊 の手段 ・方法 は多様 であ り,電 力設備 の重要部分
の放 火 ・解 体 ・破壊,機 械 設備への物体投 入な ど,作 為 に よる場合,当
直員が漏 電発見後 に検査 ・修理 しなか ったため に発生 した火災 ・爆発 を
意識 的に放置 して設備破壊 を惹起するな ど,不 作為 による場合がある。作
為 ・不作為 いず れの行為態様 で も,破 壊行 為が公共の安全 を害す る もの
で あれば,本 罪 の既 遂が成立す る。
2.特 殊 犯罪構成
電力設備破壊罪の特殊犯罪構 成は,電 力設備 を破壊 して,重 大 な結 果 を
発 生 させ る行為で あ る。 「重大 な結果」 とは,燃 焼 ・爆発 に よ り人の重
傷 ・死亡 または公 私の財産の重 大な損 失 を発 生 させ るこ とをい う。本罪
の特殊犯罪構 成は,本 罪の性 質 を変えは しないが,社 会危害性 を増大 させ
るので,厳 罰 され る。刑法 は,よ り重 い法定刑 を定 めて,罪 刑 の均 衡 を
図 ってい る。
H定 罪
電力設備破壊行 為の性質 を認定 す る際 には,本 罪 と放 火罪 ・爆破 罪 と
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第三 に,こ の暴 力の程度 は,飛 行の安全 を危殆化 しうることを要す る。本
罪の客観 面は,そ の行為 に よ り重大 な結果 を発生 させな くとも,飛 行の安
全 を危 殆化すれ ば,本 罪 の既遂 が成立す る。
皿 刑 事責任
刑法123条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以下の有期懲役 または拘留 に処
す る。 重大 な結果 を発生 させ た ときは,5年 以 上の有期懲役 に処 する。
本罪 の法定刑か らすれば,「 重大 な結 果」には,人 の死亡 ・公私の財 産
の重大 な損失 は含 まれない。 その意義 は ,個 人の重傷 ・公私の財産の多
大 な損失 と解すべ きである。そ うでない と,罪 刑相当原則 の実現 が困難 と
なる。
第5節 公共の設備を破壊 して公共の安全を害する罪
1電 力設備破壊罪 〈破圷 屯力没各罪 〉
電力設備破壊 罪 とは,現 に使 用中の電力設備 を故意 に破壊 して,公 共 の
安全 を害す る行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪 の主体は,自 然人一般 である。
(2)本 罪 の客体 は,公 共の安全で ある。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ り,直 接 故意 ・間接 故意 を含 む。犯
罪動 機 は多様 であ りs例 えば報復 ・欝 積解 消 ・責任 転嫁 ・罪証 隠滅等 が
ある。 犯罪の 目的は,一 般 に,電 力 設備の運転停止,正 常運転 の不能 ,操
業 ・生 産の停 止 に追い込 む ことな どである。 目的 ・動 機の種類 は,本 罪
の成立 に影響 しない。
(4)本 罪 の客観面 は,現 に使 用 中の電力 設備 を破壊 して,公 共の安
全 を害する行為である。破壊 の対象 は、現 に使用 中の電力設備である。電
力設備 とは,発 電 ・変電 ・送電 ・電力供給 を行 う設備 をい う。 この点で,
本罪 は,交 通設備破壊罪 ・公共 テ レビ放送施 設破壊 罪 ・公用電信 施設破
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動 車であ る。船舶が 内燃 機関 を動力 とす るか否かは問わない。司法実 務
にお いて,強 奪 される船舶 の多 くは,内 燃 機関 を動力 とす る ものであ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ るが,直 接故 意のみに限 られ る。犯
罪動 機は,例 えば犯行 現場 か らの迅速 な逃 走 ・犯罪手段 と しての使用 が
多い。動機の種類 は,本 罪の成立 に影響 しない。
(4)本 罪の客観 面 は,暴 力 ・脅迫 ・その他 の方法 で船舶 ・自動 車
を強奪支配 す る行為で ある。船舶 ・自動車 の強奪 とは,運 転手 に対 して
自己の意思 に服従す る よう強制 して船 舶 ・自動車 を運転 させ,ま たは 自
身で運転 す る ことをい う。暴力 ・脅迫 ・その他 の方法 と強奪支配 とは,
それぞれ船舶 ・自動車 強奪行 為 の有 機的組 成部分であ り,そ の一つが欠
けただけで も船舶 ・自動車強奪行 為は成立 しえない。
n刑 事責任
刑法122条;本 罪 を犯 した者 は,5年 以上10年 以下 の有期懲役 に処 す
る。重大 な結果 を発生 させた ときは,無 期懲 役 または10年 以上の有期懲
役 に処す る。
4飛 行安全危 害罪 〈危害、行安全罪 〉
飛行安全危害罪 とは,飛 行 中の航 空機内の 人員 に暴力 を用 いて,飛 行の
安全 を危殆化す る行 為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪の客体 は,航 空機の飛行 の安 全であ る。侵害対象は,飛 行
中の航 空機 であ る。
(3)本 罪の主観面 は,故 意である。飛行 の安全 を危殆化 しうるこ と
を知 りなが ら,飛 行 中の航 空機内で他人 に暴力 を用い る心理態度 であ る。
(4)本 罪 の客観面 は,飛 行中の航 空機内 の人員 に暴 力 を用 いて,飛
行 の安全 を危殆化す る行 為であ る。第一 に,暴 力 の行使,第 二 に,飛 行 中
の航空 機内の人員 に対す る暴力行使 が必 要で ある。 この 「人員」とは,飛
行 中の航 空機内 の人員 をいい,乗 務員お よび当該航 空機の搭 乗者 を含む。
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H定 罪
1・本罪 の既遂 と未遂 との限界 本罪 の既 遂基準 については,三 つの異
なる刑法学説がある。第一説 は,強 奪 された航空機が行 為者 の指定地点 に
到着 して初 めてr本 罪の既 遂が成立 す るとす る。第二説 は,行 為者が航 空
機 を強奪 して国境 を越えれば本罪の既遂が成立するが,航 空機を強奪 して
も国境 を越 えない限 り未遂 に とどまる とす る。第 三説は,行 為者が航 空機
を現実 に支配すれば本罪の既遂 とな りaそ うでなければ未遂 に とどまる と
す る。 これにつ いて,我 々は,次 の ように考 える。行為者 が航空機 を強奪
して国境 を越 えたか否か,自 己の意思 で航路 ・着陸地点等 を変更 したか
否か は,本 罪の構 成要件 でない。 したが って,行 為者が航 空機強奪行 為 を
実行 しさえすれば,本 罪の既 遂が成立 す る。
2・本罪 と交通機 関(航 空機)破 壊 罪 との限界 両罪の 主な相違 は ,次
の点 にあ る。① 主観面の故意 内容が異 なる。本罪の 目的 は,航 空機強奪 を
手段 とす る法律的制裁の免脱等 である。 これに対 し,後 罪の 目的は,交 通
機関の転覆 ・破壊 である。②客観面 の行 為形態が異 なる。本罪 は,暴 力 ・
脅迫 ・そ の他 の方法 を犯罪構成 要件 とす るが,航 空機 自体の破壊 は必 要
ない。 これ に対 し,後 罪 は,交 通機 関(航 空機)の 転覆 ・破壊 の危険 に
足 りる破壊 行為 を構 成要件 とす るカ㍉ 暴力の行使 は必 要 ない。
皿 刑事 責任
刑法121条;本 罪 を犯 した者 は,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役
に処す る。 人の重傷 ・死亡 または航空 機の重大 な破壊 を引 き起 こ した と
きは,死 刑 に処す る。
3船 舶 自動車強奪 罪 〈劫持船 只 、汽 牟罪 〉
船舶 自動車 強奪罪 とは,暴 力 ・脅 迫 ・そ の他 の方法 を用 いて ,船 舶 ま
たは 自動車 を強奪 支配す る行為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の 主体 は,自 然 人一般 である。
(2)本 罪 の客 体は,交 通輸送の安全で ある。侵害対象 は,船 舶 ・自
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不安定要因 を創 出する こ とが多 いので,公 共の安全 を著 しく害す る罪であ
る。侵害対象 は}航 空機 であるが,実 際 には飛行機 〔飛 行 中の航 空機〕で
ある こ とが 多い。「国際民 用航 空条約」の規定 によれば,航 空機 は,民 用
航 空機 と国家航 空機 に分 け られ る。お よそ軍 事 ・税 関 ・警察用 の航 空機
はf国 家航 空機であ る。 この国家航 空機 を除 く航空機が民用航空機 である
が,こ れ は,人 が操縦 して乗客 ・貨物 ・郵便物等 を公共の ため に航空輸
送す る航 空機 をい う。東京条約,ハ ー グ条約,モ ン トリオール条約 等の国
際条約 は,航 空機 奪盗 罪の対象 を民 用航 空機のみ と定 める・
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 であ る。犯罪の 目的 ・動機 は,本 罪の
成立 に影響 しない。 「政 治的避難」 〔政治的亡 命〕のための航 空機強奪 で
も,本 罪 を認定すべ きであ る。
(4)本 罪の客観面 は,暴 力 ・脅迫 ・その他 の方法で航 空機 を強奪
支 配す る行 為 であ る。 「暴 力」 とは,行 為者 が航 空機 内 の人員特 に操 縦
士 ・乗務 員 に対 して殴打 ・傷 害 ・逮捕等 の行 為 によ り,航 路 変更 を強制
した り,操 縦室 か ら退 出 させて犯罪者 自身が操 縦する ことをい う。「脅迫」
とは,航 空機 内の人員 に暴力的威嚇 ・精神 的強制 を加 え,操 縦士 ・乗務
員 に抵抗 の気力 を喪失 させ て,犯 罪者 の指揮 に服従 させ または犯罪者 自身
に操縦 させ るこ とをい う。 「その他 の方法」とは,例 えば麻 酔催 眠の よう
な暴力 ・脅迫以外 の方法で航空機 内の人員,特 に乗務 員 を反抗 不能 ・反
抗 気力喪失 または反抗 不知 に させ る各種 の方 法 をい う。 「強奪 支配」 と
は,自 己の意思 で航空機 を制御 す る行為 をい う。す なわちr乗 務員 を自己
の意思 に服従 させて航行 を支配 し,ま たは航 空機 を強奪 して自 ら操縦す る
ことに よ り,航 空機の航 路 ・着 陸点 を変更す る ことであ る。
2,特 殊 犯罪構成
本罪 の特 殊犯罪構成 は,航 空 機 を強奪 支配 して,人 の重傷 ・死亡 また
は航 空機の重大 な破壊 を発 生 させ る行為 であ る。本罪 の特殊犯罪構 成該
当行為 は,本 罪の性 質 を変えは しないがsそ の社 会危 害性が特 に甚大であ
る。 そこで,刑 法は,こ れに絶対 的法定刑 と して死刑 を定めている・ この
罪 は,刑 法で最 も重罰の犯罪行 為の一つで ある。
76 神奈川法学第34巻 第3crff2001年 (1115)
る。 「積極参加」とは,強 い願 望 に支 え られた参加 をいい ,恐 怖組 織 の中
核的勢力 をなす。恐 怖活動組織へ の参加後 に,恐 怖活動組織 が実施す る恐
怖活動 に多数 回参加 して他 の犯罪 を行 えば,こ の他罪 と本 罪 との併 罰 〔併
合罪〕 とな る。
II定 罪
1・本罪 と非犯罪 との限界 本罪 は故意犯 であ り,恐 怖活動組織へ の参
加 も故意に よる ものであって,そ の参加 を脅迫 されて も恐怖活動組織 と知
りなが ら参加 した ことになる。 しか し,欺 岡に よ りテ ロ活動組織 とは全 く
知 らず に参加 した と きは,本 罪 を構 成 しない。
2・ 本罪 の既遂 と未遂 との限界 本 罪 は ,恐 怖 組織 成立後 にお ける殺
人 ・放 火等 の恐怖 活動実行 を構成 要件 としてい ない。そ れゆえ ,恐 怖組
織 の結成 ・指揮 ・参加行 為 さえあれ ば,本 罪の既遂が成立 し完 成形態 と
なる。恐怖組織 の結成 ・指揮 ・参加 の後 に殺 人 ・放 火等 の犯罪 を行 え
ば,数 罪併 罰 〔併 合罪〕 の規定 によ り処罰 される。
皿 刑 事責任
刑法120条;恐 怖活動組 織 の結 成 ・指揮 または積極 参加 を行 った者
は,3年 以上10年 以 下の有期 懲役 に処 す る。その他 の参 加者 は ,3年 以
上 の有期懲 役,拘 留 または管制 に処す る。
2航 空機強奪罪 〈劫持航 室器罪 〉
航 空機強奪罪 とは,暴 力 ・脅迫 ・その他 の方法 を用 いて ,航 空機 を強
奪支 配す る行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 で ある。本 国公民 ・外 国公民 ・無
国籍 者のいず れ も、本罪 を構 成す る主 体 となる。
(2)本 罪の客体 は,航 空輸送 の安全で ある。す なわち,不 特定多数
の乗客 と乗務 員の生命 ・健康 の安 全,航 空機 と積 載貨物 の安全 ,地 上勤
務 員の生命 ・健康 ・財 産の安 全等で ある。航 空機強奪 は,社 会の恐慌 ・
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刑法119条2項;過 失 によ り交 通施設 を損 壊 した者 は,3年 以上7年
以下 の有期懲役 に処す る。その情状が軽い ときは,3年 以下 の有期懲役 ま
たは拘 留 に処す る。
第4節 暴力 ・恐怖活動により公共の安全を害する罪
1恐 怖 組織結成指揮参加罪 〈組銀 、領尋 、参加恐怖組鋲罪 〉
恐怖 組織 〔テ ロ組織 〕結成指揮 参加罪 とは,恐 怖 活動組織 を結 成 ・指
揮 し,ま たは これに参加 して,公 共の安全 を害す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般 であ る。中国人 ・外国 人 ・無 国籍
者のいず れ も,本 罪 を構 成す る主 体 となる。
(2)本 罪 の客体 は,公 共の安全で ある。恐怖組 織 〔テ ロ組 織〕の結
成 ・指 揮 ・参 加 を行 う犯罪 者は,殺 人 ・爆 破 ・略取 を行 い,ま た航 空
機 ・船舶 ・自動車 等 を強奪支配 して,恐 怖 の雰囲気 を作 って公 共の安 全
を害 し,そ の凶悪 な政治経済 的 目的 を達成 しようとす る。 これは,社 会危
害性 が極め て重大 な犯 罪で ある。恐怖活 動 は,現 代社 会の…大 公害 であ
り,恐 怖組織 が組織的 に画策 ・実行 す る大規模 な恐怖活動 は,正 常 な社
会生 活秩序 を著 し く妨 害 ・破壊 す る。 それ ゆ え,テ ロ組織 の結 成 ・指
揮 ・積極 的参加 の行為 は,厳 し く罰せ られ ねばな らない。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意 であ る。過失 は,本 罪 を構成 しない。
(4)本 罪 の客観面 は,恐 怖組織 〔テ ロ組織〕の結成 ・指揮 ・参加
の行 為 である。 「恐怖活動組織」とはr殺 人放 火爆破 誘拐,航 空機 ・自動
車 ・船 舶等 強奪の犯罪行為 を行 ってr不 特 定 多数人の恐怖 心 ・狼狽心 を
か き立て,社 会 の不安定 を創 出増 大す る犯罪組織 をい う。 「組織」 とは,
画 策 ・誘引 ・脅迫等の方法 によ り多数人 を結託 させ恐怖活動組織 を設立
する行 為 をい う。 「指 揮」〈領 腎 〉とは,テ ロ活動組織 にお いて画策 ・指
導 の役割 を果 たす ことをい う。恐怖 活動組織への参加 にはr二 つ の場合が
あ る。第一 は積極 的な参加で あ り,第 二 は消極的 な 「その他 の参 加」で あ
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(改正後 の刑法119条)に よ 塀 り事 責任 を追 及す る」 と定 め る
.ま た,鉄
道法62条 は,「 鉄 道線路 上の運行施設 の部 品若 し くは物件 又 は鉄 道線路
上 の器材 を窃取 して運行 の安全 を危殆化 した者が
,重 大 な結 果 を発生 させ
なかった と きは ・刑法108条(改 正後の刑法117条)に 定 め る交通施設破
壊罪 として刑事 責任 を追及す る。 重大 な結果 を発 生 させ た と きは
a刑 法
110条(改 正後の刑法119条)の 交通施 設破壊i罪と して刑事 責任 を追 及す
る」 と定 め る・ この 「重 大 な結 果」 とは
,鉄 道運 行信 号装置 の殿 滅.移
動,列 車転 覆に足 る障害物 の鉄道線路上へ の放置,鉄 道線路 上の運行施設
の 部品 ・物件 ・器材 の窃取等の行為 に よ り惹起 される人の死傷 ・重 大財
産の殿損 ・鉄 道運行 の 中断等 をい う(1)。刑法 は,そ の付属 文書 にお いて,
鉄道法 の これ らの規定 を 「本法 に編 入す る」 とも 「適用 しない」 とも明
示 していない。最高 人民法 院は,鉄 道法 の諸規定 を破棄す る旨が明示 され
ていない以 一ヒsな お同法が適用 ・施行 される sと 解 してい る。
皿 刑事 責任
刑法X17条 ・119条;本 罪 を犯 して ,重 大 な結 果 を発生 させ てい ない
ときは ・3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 す る。重大 な結 果 を発 生 させ
た ときは ・死刑,無 期懲 役 または10年 以上 の有期懲役 に処す る
。
4過 失交通施設損壊罪 〈泄 失損圷交通没施罪 〉
過失 交通施設損 壊罪 とは,線 路 ・橋梁 ・燧道 ・道路 ・空港 ・航路 ・
燈 台 ・標識等の交通施設 を過失 に よ り損壊 して,交 通輸送 の安 全 を害 し,
重大 な結果 を発生 させ る行 為 をい う。
本罪 の客観面 は,交 通施設 を損壊 して交通輸送の安全 を害 し
,重 大 な結
果 を発生 させ る行為 である。具体的 には,第 一に,交 通施設破壊行為 の実
行が必要で ある。 これが,前 提 条件 となる。第二 に
,重 大な結果の発 生が
必 要であ る。例 えば,汽 車 ・自動車 ・電車 ・船舶 ・航 空機の転覆 ・殿
滅,交 通施設 の重 大な損 害,人 の重傷 ・死亡 また は公私の財 産の重 大 な
損 失 を発生 させ ることであ る。 第三 に,重 大 な結果が交通施設破壊行 為 に
よって 引 き起 こされ るこ と ,両 者の因果関係 が必 要であ る。
(1118) 何 兼 松 編 著 ・ 刑1去教 季Ll}:(各 論 編24章 ～29';t)
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ある。 これ らの交通設備 は,現 に使用 中 ものでなければ ならない。なぜ な
ら,現 に使用中の交通設備が破壊 されて初めて,交 通輸送 の安 全が害 され
うるか らである。修理 中 または廃棄 された交通設備 を破壊 して も,本 罪 は
成立 しない。交通設備破壊 の方法 はs多 種 多様 である。例 えば,釘 ・枕
木 を抜 き取 って線路 を分解す る場 合,線 路 に巨石や丸太 を放置す る場 合,
道路.滑 走路 に穴 を掘 る場 合,航 路 に機雷 を設置す る場 合 ・燈 台 を消灯
す る場合等が あ りうる。 どの ような方法で も交通機関 に転覆 ・殿滅 の危
険 を発 生 させ うる限 り,本 罪 の既遂が 成立す る。
2.特 殊犯罪構成
本 罪の特殊犯罪構成 は,交 通施設の破壊 に よ り重大 な結果 を発 生 させ る
刑法119条 の行 為であ る。重大 な結果 とは,交 通機 関 を転 覆 ・殿滅 させ
た り,人 の重傷 ・死亡 また は公 私の財産 の重 大 な損失 を発生 させ る こ と
をい う。
H定 罪
1.本 罪 と交通機 関破壊 罪 との限界 交通施設 と交通機関 とは相互依存
の関係 にあ るので,交 通施設 の破壊 は交通機関 の転覆 ・殿滅 を発生 させ
るこ とが多い。 このよ うな危害結果 の発生 は,通 常,行 為者の 目的で もあ
る。同 じ く,交 通機 関の破壊 も,常 に交通施設 の破壊 を引 き起 こす。 この
ような事情 か らして,本 罪 ・後罪の いず れ を認定す るか は,行 為の直接
目標 に着 目す る必 要が あ る。行 為者が交通施設 を目標 として直接 破壊す
る ときは,本 罪が 成立 す る。それ に よ り発 生 した交通機 関の転 覆 ・殿滅
は,本 罪 の重大結 果 とみて,本 罪 の特 殊犯罪構成 を定 めた刑法119条 が適
用 される。行為者が交通機関 を目標 として直接破壊す る ときは,後 罪が成
立する。それ によ り発生 した交通施設の破壊 は,後 罪の重大結 果発生の事
情 とみ るべ きで ある。
2.鉄 道法61条 は,「 鉄道運行信号装置 を故意 に#X滅 も しくは移動 し・
または鉄道線路 上 に列車 を転覆 させ るに足 る障害物 を放置 した者が・重大
な結 果 を発 生 させ なかった ときは,刑 法108条(改 正後の刑法U7条)に
よ り刑事 責任 を追及す る。 重大 な結 果 を発 生 させ た ときは,刑 法110条
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(4)本 罪の客観面 はr現 に使 用中の汽 車 ・自動車 ・電 車 ・船舶 ・
航 空機の損壊行 為 を実行 して,重 大 な結 果 を発生 させ るこ とで ある
。 汽
車 ・自動車 ・電車 ・船舶 ・航 空機 を転 覆 ・殿滅 させ た り
,人 の重傷 ・
死亡 または公私 の財産の重大な損 失 を発生 させ ることが
,重 大な結果であ
る。破壊行 為 と重 大な結 果 との因果関係が必 要であ る
。
2.特 殊 犯罪構 成
本罪 の特殊犯罪構成 は,過 失 によ り交通機関 を損壊 して,交 通輸 送の安
全 を害 し,そ の情状 が軽 い行為 であ る。
n刑 事責任
刑法119条2項;本 罪 を犯 した者は ,3年 以上7年 以下の有期懲役
に処す る。その情状が軽い ときは,3年 以 下の有期懲役 または拘留 に処す
る。
3交 通施設破壊 罪 〈破 圷交通没施罪 〉
交通施設破壊罪 とは,故 意 に線路 ・橋 梁 ・燧道 ・道路 ・空港.航 路.
燈台 ・標 識 を破壊 しまたはそ の他の破壊活 動 を行 って ,汽 車 ・自動車 ・
電車 ・船舶 ・航 空機 の転 覆 ・殿 滅 〈幾杯 〉の危険 または重大 な結 果 を発
生 させ る行為 をい う。
1犯 罪構戒
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然 人一般で ある。
(2)本 罪の客体 はs交 通輸送 の安全で ある。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意であ る。 自己の行 為 によ り交通施 設 を破
壊 し,交 通機 関 に転 覆 ・殿滅 の危険 が発 生 しうる ことを知 りなが ら
,そ
の結果 の発生 を希望 ・放任す る心 理態度 である。
(4)本 罪 の客観 面 は,交 通 施設 を破壊 して ,汽 車 ・ 自動 車 ・電
車 ・船舶 ・航 空機の転覆 ・殿滅 の危 険 または重大 な結 果 を発生 させ る行
為で ある。破壊対 象 は,汽 車 ・自動車 ・電車 ・船舶 ・航 空機の安全運行
の線路 ・橋 梁 ・燧道 ・道路 ・空港 ・航路 ・燈台 ・標識等 の交通 設備 で
{1120) 何兼松編 箸 ・刑法教科rlH各 論編24章 一29'め
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輸送用 の大型 トラ クターで あるか否 か による。 これが肯 定 され れば交通
機関破壊 罪 を構成 しうるが,否 定 されれば本罪 は成立 しない。破壊 され る
現代 的大型 交通機 関 は,現 に使 用中であ るこ とを要す るが,走 行 ・飛行
中の もの,車 庫 ・埠頭 ・空港等 で随時輸送任 務の ため に待機 中の もの も
含む。 これ に対 し,製 造工場 の未使用 の ものや修理工場 にある もの を破壊
して も,交 通輸送 の安全 を害 しない ので交通機関破壊 罪 を認め えないが・
その情状 が重大で あれば故意財物殿棄 罪 として処罰すべ きである。破壊
行 為は,汽 車 ・自動 車 ・電車 ・船舶 ・航空機 の転覆 ・殿滅 の危険 に足
りる もので なけれ ばな らない。 「転覆」とは,汽 車 の脱線,自 動車 ・電車
の横転,船 舶 の転 覆,航 空機 の墜落等 をい う・ 「殿滅」〈殿杯 〉とは ・交通
機関 の機能 を喪失 または大破 させ て,正 常 な運行 を不能 にする こ とをい
う。交通機 関が軽微 な部分 的損壊 を受 けた だけで なお正常 に運行 しうる
な らば,転 覆 ・殿滅 の危険が発 生 しえないのでs交 通機 関破壊罪 は成立
しえず,具 体的事情 に応 じて別罪が成立 しうる。
H刑 事責任
刑法1!6条 ・119条;本 罪 を犯 して,重 大 な結 果 を発生 させ てい ない
ときは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処す る。重大 な結 果 を発 生 させ
た ときは,死 刑,無 期懲役 または10年 以上 の有 期懲役 に処す る・
2過 失交通機 関損壊罪 〈逆失損 圷交通 工具罪 〉
過失交通 機関損壊 罪 とは,過 失 に よ り汽車 ・自動車 ・電車 ・船舶 ・航








本罪 の主体は,自 然人一般 であ る。
本 罪の客体 は,交 通輸送 の安全 であ る。
本罪の主観面 は,過 失で あ り,認 識 な き過失 ・認識 あ る過失
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と自認 していたが,人 身の死傷 とい う重 大 な結果が発生 して しまった場
合,本 罪 に よ り刑事 責任 が追及 される。
u刑 事責任
刑法115条2項;本 罪 を犯 した者は,3年 以上7年 以 下の有期懲役
に処す る。 その情状が軽 い ときは,3年 以下の有期懲 役 または拘留 に処す
る。
第3節 交通輸送の安全を害する罪
1交 通機関破壊 罪 〈破圷交通工具 罪 〉
交通機 関破壊罪 とは,故 意 に汽車 ・自動車 ・電車 ・船舶 ・航 空機 を破
壊 して,そ の転 覆 ・殿 滅 〈殿杯 〉の危険 または重 大 な結果 を発 生 させ る
行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然人一般 である。
(2)本 罪 の客体 は,交 通輸 送の安全で ある。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意で ある。す なわ ち,自 己の行為 に よ り汽
車 ・自動車 ・電 車 ・船舶 ・航空 機 に転 覆 ・殿滅 の危険が発生 しうるこ
とを知 りなが ら,そ の危険 の発生 を希望 ・放任す る こ とであ る
。
(4)本 罪の客観面 は,汽 車 ・自動車 ・電車 ・船 舶 ・航 空機 を破壊
し,こ れ らの転覆 ・殿滅 の危険 または重大 な結 果 を発 生 させ る行 為であ
る。侵害対 象 は,汽 車 ・自動車 ・電車 ・船舶 ・航 空機 な ど現代 の大型 交
通機関 である。 なぜ な ら,こ れ らの交通 機関 は ,一一般 に大量の 人員 ・物
資 を輸送す る任務 を負 っているので,こ れ らが破壊 される と不特 定多数 の
人の死傷 ・公 私の財産 の重大 な損 失が一度 に発生 しうるか らであ る。 こ
れに対 し,自 転 車 ・三輪 自転車 ・馬 車等 の内燃機関 を動 力 としない小型
交通 機関 の破壊 で は,人 の死傷 ・公私 の財 産損失 が発生 しうる規模 ・程
度 には限 りがあ り,公 共 の安全が害 され ないので,交 通機関破壊 罪 は成立
しない。 トラ クターの破壊 が交通機関破壊 罪 を構成す るか否 かは
,こ れが
(1122} 何 乗 松 編 著 ・ 刑 法 教 科!一[3(各 論 編24章 ～29ｺ`;)
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2.特 殊犯罪構成
刑法115条 によれ ば,公 共危 険罪 の特 殊犯罪構 成 は,そ の他 の危険 な方
法で公 共の安全 を害 し,人 の重傷 ・死亡 または公私 の財 産の重大 な損失
を発生 させ る行為 であ る。 この犯罪は,本 罪の基本犯罪構 成該当行為 と比
較 して,一 般 的 によ り大 きな社会危害性 を有す る。
n刑 事責任
刑法114条 ・115条;本 罪 を犯 して,重 大 な結 果 を発生 させてい ない
ときは,3年 以上10年 以下 の有期懲役 に処す る・ 人の重傷 ・死亡 または
公私 の財産 の重大 な損失 を発 生 させ た ときは,死 刑,無 期懲役 また は10
年以上の有期懲役 に処 す る。
10過 失公共危 険罪 〈遣失危 険方法危害共公 安全罪 〉
過失公共危険罪 とは,過 失 に よ り放 火 ・溢水 ・爆破 ・投 毒以外 の危険
な方法 を用いて,公 共 の安全 を害 し,人 の重傷 ・死亡 または公私の財 産





を 含 む 。
(4}
本 罪の主体 は,自 然 人一般 であ る。
本罪 の客体 は,公 共 の安全 であ る。
本罪 の主観 面は,過 失 であ り,認 識 な き過失 ・認識 あ る過失
本罪の客観面 は,そ の他 の危険 な方法 で公共の安全 を害 し,人
の重傷 ・死 亡 または公私の財 産の重大 な損失 を発生 させ る行 為であ る。
具体的 には,第 一 に,そ の他 の危険 な方法 で公共 の安全 を害する行為が実
行 されね ばな らない。 この ことが,本 罪の前提条件 となる。第二に,重 大
な結果す なわち人の重傷 ・死亡 また は公私 の財 産の重大 な損失 を発 生 さ
せ ねばな らない。 これが,結 果 の要件 である。第三 に,重 大 な結果が行為
者の行為 に よる もので あるこ とr両 者の 因果関係が必要であ る。例 えば,
行為者が 自己 ・共同体 の財 産 を窃盗か ら守 るため に,電 流鉄 条網 を不 法
に架設す る と同時 に危 害結 果防止措置 をと り,他 人が感電 す ることはない
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刑法3条 の罪刑法定原則 か らすれ ば,14歳 以上16歳 未満 の者 は本罪の
主体 にな りえない。
(2)本 罪 の客体 は,公 共 の安全 であ る。
(3)本 罪 の主観 面 は,故 意で あ り,直 接故 意 ・間接 故意 を含 む。
(4)本 罪の客観面 は,そ の他 の危険 な方法 で公共の安全 を害す る行
為で ある。 その他 の危険 な方法 とは,放 火 ・溢水 ・爆破 ・投 毒の 四方法
以外 の危険 な方法 をい う。そ の危険性 は ,広 範 に殺傷 ・破壊 を もた らす
点 で放火等 の四方法 に相 当す るので,こ の よ うな方法 が用 い られ る とき
も,不 特 定 多数人の死傷 ・公私 の財 産の重大 な損失が発 生 しうる。例 え
ば,病 原菌 の散布,放 射性 装置 の破壊 ,公 共の場所 で の自動車運 転s採
鉱場 の通風設備 の破壊,不 法 な電 流鉄条網 の架設 等で ある。本罪 は,放
火罪等 と同 じ く,社 会危 害性 の極 め て重大 な犯罪 であ る。 したが って,
「その他 の危険 な方法」の基準 は厳格 に解 され ねばな らず ,そ の解釈 を無
制 限 に緩 めて 「そ の他 の危 険 な方法」の適用範 囲 を拡 大 してはな らない。
その他 の危険 な方法 は,多 種多様 である。その他 の危険 な方法 で公共の
安全 を害す る行 為 の罪 名につ いて はa従 来か ら刑法理論 ・司法実務 に意
見の対立が あった。第一一説は,実 際 に用 いられた危険 な方法 を罪名確定の
根拠 にすべ き と主張す る。例 えば,公 共の場所での 自動 車運転 とい う危険
な方法で公共の安 全 を害 し人を死傷 させた場合 にはa「 自動車暴走公共危
険罪」が罪名 になる とす る。 これに対 し,第 二説 は,「 その他危険方法公
共安 全危害罪」 と概括 して罪名 を確定 すべ きと主張す る。第一説 に従 っ
て定罪 を行 う場合,当 該事件 の具体的 な特徴 を罪名 に反映 させ るこ とがで
きるので,事 件 の性 質 を把握 しうる点 では有利 である。 しか し,罪 名が一
定 しないので,罪 刑 法定原則 を貫徹 す る上 で不利益が 生 じる。 これ に対
し,第 二説 に従 って罪 名を確定 すれ ば ,概 括 的 ・抽象 的 な罪名 になる と
はいえ,犯 罪 の本 質が 反映 された安定 した罪名 となる。最 高人民法 院「中
華 人民 共和国刑法の執行 にお ける罪 名確 定 に関す る規定」は,こ れ らの見
解 の合理的内容 を取 り入れ て本罪 〔公 共危険害罪〕 の罪名 を 「危険方法
公共安 全危害罪」 と確定 した。
(1124) f可飛 生公編 茗 ・IFIJ評去教 手十,呼(各rl蒲 編24'詮 ～29';㌃)
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と きは,3年 以上10年 以下の有期懲役 に処 する。 人の重傷 ・死亡 または
公私の財産 に重大 な損失 を発 生 させ た ときは,死 刑,無 期懲 役 または10
年以上 の有期懲役 に処 す る。
8過 失 投毒罪 〈逆失投毒罪 〉
過失投 毒罪 とは,過 失 に よ り毒物 を投与 して,公 共の危険 を害 し丁人の
重傷 ・死亡 または公私 の財産 の重大 な損 失 を発生 させ る行 為 をい う。
本罪 の客観 面は,投 毒 に よ り人の重傷 ・死亡 または公私 の財 産 に重 大
な損失 を発生 させ る行 為であ る。過失 に よる投毒行為 に加 えて,人 の重
傷 ・死亡 または公私 の財 産 に重大 な損 失 の発生が必 要であ る。過失 に よ
る投毒 があって も重大 な結果が発生せず,ま たその重大 な結果が過失 の投
毒 に よる もので なければ,本 罪 は成立 しない。実務 では,行 為者が農作物
の盗難 ・獣害 を防 ぐために耕地 に毒物 を散布す る と同時 に危 害結果防止
措 置 を施 して,危 害結 果 の発生 を防止 しうる と自認 していたが,人 の重
傷 ・死亡 ・公私 の財 産の重大 な損 失 を発生 させ た事件があ った。 この よ
うな事件 は,本 罪で処 断 される。
刑法115条2項;本 罪 を犯 した者は,3年 以上7年 以下の有期懲役
に処 する。その情状が軽 い ときは,3年 以 下の有期懲役 または拘留 に処す
る。
9公 共 危 険 罪 〈以 危 険 方 法 危 害 公 共 安 全 罪 〉
公 安 危 害 罪 とは,放 火 ・溢 水 ・爆 破 ・投 毒 以 外 の危 険 な 方 法 を故 意 に
用 い て,公 共 の 安 全 を害 す る行 為 をい う。
1犯 罪 構 成
1.基 本 犯 罪構 成
(1)本 罪 の 主 体 は,自 然 人 一般 で あ る。 本 罪 は,放 火罪 ・溢水 罪 ・
爆 破 罪 ・投 毒 罪 と同 一 条 文に定 め られs法 定 刑 も同 じで あ る。 しか し,刑
法17条2項 は,14歳 以 上16歳 未 満 の者 が 刑 事 責 任 を負 うの は放 火 罪 ・
爆 破 罪 ・投 毒 罪 のみ と定 め る。 本 罪 につ い て は,そ の よ うな規 定 が ない 。
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1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 は,自 然人一般 であ る。14歳 以上16歳 未満 の者 に
よる毒物投 与 もr犯 罪 を構 成 し,刑 事責任 を負 う。
(2)本 罪 の客 体は,公 共の安全 である。
(3)本 罪の主観面 は,故 意 であ り ,直 接 故意 ・間接 故意 を含 む。
(4)本 罪 の客観面 は,毒 物 を投 与 して,公 共の安全 を害す る行為で
あ る。毒物投 与の行為形態 は ,作 為 ・不作為 のいずれで もよい。 その具
体的 な行為 は,人 ・家畜 の飲料水貯水 池 ・ダム ・井戸へ の投毒
,公 共 食
堂の水 瓶 ・炊飯釜 ・食 品へ の投 毒 ,牧 場 や鶏 ・家鴨 の池 ・保水 池 ・飼
料への投毒 な ど多様 である。投毒行為の対象は,主 に不特定 多数の人 また
は不特定 多数の鶏 ・家畜 その他 の動植物 である
。1984年11月2日 の最
高人民 法院 ・最高 人民検 察院 「当面の窃盗事件処 理 にお け る具体 的法律
適用 の若干 の問題 に関す る解答」によれ ば,窃 盗の 目的で大量 の魚 を毒殺
して窃取 したが ・他の重大 な結 果 を生 じさせ てい ない ときは
,窃 盗罪が成
立 す る。 また,人 ・家畜 の安 全 を顧 みずそ の飲料水貯水 池 に大量 の劇 薬
物 を散布 して,公 共 の安全 を著 し く害 し ,人 の重傷 ・死亡 または公私 の
財 産の重大 な損失 を発生 させ た ときは,投 毒罪が成立 する。投与 される毒
物 とは,砒 素 ・DDVP・ シア ン化 カ リウム ・農薬 な ど
,短 時 間で人畜
を死傷 させ る毒性 の有機物 ・無機物 をい う。 アヘ ン ・大麻 ・マ リフ ァナ
等 も毒物 であるが,本 罪 の毒物 には含 まれない。 どの ような投毒 であれ投
毒行為 の具体的対 象 を問わずs自 己の投 毒行為 に よ り不特 定多数の人畜が
中毒死傷 しうる ことを,行 為者 が明 白に認識 し ,か つその結果発 生 を希
望 ・放任 しさえすれ ば,投 毒罪 として処罰 され る。行為者 が特定 の個 人
または個 人の家畜 ・養魚池等 を投 毒行 為 の標的 として
,か つ意識的 に損
害結果 をこの範囲内 に限定 した ときは,公 共 の安全 を害す るには足 りない
ので・投 毒罪 は成立 しない。 この場合 には
,現 実 の事情 に応 じて故意殺人
罪 ・故意財物殿損 罪 ・生 産経営破壊 罪等 の犯罪が成立す る
。
皿 刑 事責 任
刑法114条 ・115条;本 罪 を犯 して,重 大 な結 果 を発 生 させ てい ない
{1126) 何 兼松編 著 ・刑法教 科#r(各 論 編24'詮 一29'の
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u刑 事責任
刑法114条 ・115条;本 罪 を犯 して,重 大 な結果 を発生 させ た者 は}3
年以 上10年 以下の有期懲役 に処す る。人の重傷 ・死亡 または公 私の財 産
の重大 な損失 を発 生 させた ときは,死 刑,無 期懲役 または10年 以上の有
期懲役 に処す る。
6過 失爆破罪 〈這失爆炸罪 〉
過失爆破罪 とは,過 失 によ り爆発 物 を起爆 させ て,爆 発 を引 き起 こ し,
人の重傷 ・死亡 または公私 の財 産の重大 な損失 を発 生 させ て,公 共 の安
全 を害す る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪 の客体 は,公 共の安全で ある。
(3)本 罪の主観面は,過 失であ る。 自己の行為 に より爆発物 を起爆
させ て人の重傷 ・死亡 または公 私の財産 に重大 な損失 を発生 させ うるこ
とにつ き,こ れを予見すべ きであ ったのに軽率 に も予 見せず,ま たは予見
しなが らも回避 可能 と軽信 した心理態度 であ る・
(4)本 罪の客観面 は,爆 発 物 の爆発 によ り,人 の重傷 ・死亡 また
は公私の財産の重大 な損 失を発 生 させ る行 為である。第一 に,爆 発物起爆
行 為が必要 であ る。第二 に,人 の重傷 ・死亡 または公 私の財産の重大 な
損失 の発生が必 要である。第三に,重 大 な結果が行為者 の爆破行為 によっ
て引 き起 こされた こと,両 者の 因果 関係が必 要であ る。
H刑 事責任
刑法115条2項;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上7年 以下 の有期懲役
に処す る。その情状が軽い ときは,3年 以 下の有期懲役 または拘 留 に処 す
る。
7投 毒罪 〈投毒罪 〉
投毒 罪 とはs故 意 に毒物 を投与 して,公 共の安全 を害す る行 為 をい う。
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動 機の種類 は,本 罪の成立 に影響 しない。
(4)本 罪 の客観面 は,爆 破 行為の実行 によ り,公 共の安 全 を害す る
行為で ある。具体的 にはf次 の諸要素 か らなる。① 爆弾 ・手榴弾 ・ダ イ
ナマ イ ト ・地雷 ・雷管 お よび各種 の固体 ・液体 ・気 体の易爆発性物 品
な らびに爆破装置等 の爆発物 を起爆 させる行為
,ま たは技術手段 を利用 し
て機械 ・ボイラー ・高圧 ガス装置等 の爆破 行為 を故意 に実行す る こと
。
これ らの行為が なければ,爆 破罪 を構成 しえ ない。②爆破行為が不特定 多
数 人または重大 な公私 の財物 を標 的 とし ,公 共 の安 全 を害す る に足 る こ
と。行為 者の主観 では特定 の人 ・財物が爆破行 為の標的 であ ったが
,人
が密集 し財産の集中す る公共の場所での爆発 に よ り,客 観 的には不特定 多
数人の生命 ・健康 ・公私 の重大財 産の安全 を害 した ときも
,爆 破罪 が成
立 する。特 定の人 ・財物 が爆 破行 為の標的 とされ
,か つ意識的 に爆破 に
よる破壊が公共の安全が害 されない範囲に制限 され た ときは
,客 観的 に公
共安全危害結果が ないので,爆 破罪 は成立せず,実 際 の事情 に基づ き別罪
が成立 す る。1984年11月2日 の最高 人民検察 院 「当面の窃盗事件処理
におけ る具体的法律適用 の若干 の問題 に関 する解答」に よれ ば
,窃 盗 の 目
的で大量の魚 を爆死 させ て窃取 したが,他 の重大 な結果 を発 生 させ ていな
い ときは,窃 盗罪 が成立 す る。 しか し,人 畜の危険 を顧 みず堤 防 ・その
他 公共施 設付近 の ダムに大量 の爆 薬 を投 入 して ,公 共 の安全 を著 し く害
し,人 の重傷 ・死亡 または公私 の財 産の重 大 な損 失 を発生 させ た ときは
,
爆破罪 が成立す る。説明 を加 える と,爆 破 の方法 で河川 ・湖 沼 ・貯水 池
等の堤 防が破壊 され,水 流が制御不 能 とな って水害が発生 して
,公 共の安
全が害 されれば,溢 水罪 が成立する。刑法 は溢水罪 の規定 を特別 に定 めて
お り,爆 破 はその一手段 にす ぎないか ら ,爆 破 の方法 に よる交通 機関 ・
交通設備 ・電力 設備 ・ガス設 備 ・易燃易爆発性 設備 ・通信 設備 の破壊
には,そ れぞれ交通機関破壊罪 ・交通設備破壊 罪 ・電力設備破壊 罪 ・ガ
ス設備破壊罪 ・易燃易爆発性 設備破壊 罪 ・通信 設備破壊 罪が成立 し
,一
律 に爆 破罪が成立 す るこ とはない。③爆破行 為の実行 形態 は ,作 為 ・不
作為 のいずれで もよい。
(1128) 何 兼 松 編 著 ・ 刑 法 教 科1rri(各 論 編24章 ～2911至)
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4過 失溢水罪 〈道 失決水 罪 〉
過失 溢水 罪 とは,過 失 に よ り水利 施設 を破壊 して,水 害 を引 き起 こ し・
人の重傷 ・死亡 または公 私の財産の重大 な損失 を発生 させ て,公 共の安
全 を害す る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主体 はt自 然 人一般 であ る。
(2)本 罪 の客体は,公 共の安全 である。
(3)本 罪の主観面 は,過 失 であ り,認 識 なき過失 お よび認識 ある過
失 を含 む。
(4)本 罪 の客観 面 は,水 利施設 を破壊 して公共の安全 を害 し,人 の
重傷 ・死亡 また は公私の財産 の重大 な損失 を発生 させ る行為 をい う。第
一 に
,水 利施設 を破壊す る行為が必 要である。第二 に,人 の重傷 ・死亡
または公私の財 産の重大損失 とい う結果発 生が必要であ る。第三 に,こ の
重大結果が水利施設 の破壊 によ り惹起 され る こと,両 者の因果関係が必要
で ある。
皿 刑事責任
刑 法115条2項;本 罪 を犯 した者 は,3年 以上7年 以下の有期懲役
に処す る。その情状が軽い ときは,3年 以下 の有期懲役 または拘 留 に処 す
る。
5爆 破罪 〈爆炸罪 〉
爆 破罪 とは,爆 破 の方法 を用 いて,不 特定 多数人 を殺傷 しまたは重大 な
公私 の財物 を殿滅 〈殿杯 〉 して,公 共の安全 を害す る行為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪の主体 はa自 然 人一般 であ る。14歳 以上16歳 未満 の者 で
あって もs爆 破行 為 を行 えば犯罪 を構 成 し刑事 責任 を負 う。
(2)本 罪 の客体 は,社 会 の公 共の安全 である。
(3)本 罪 の主観面 は,故 意であ り,直 接 故意 ・間接故意 を含 む。犯




「軽 い情状」の意義 について ,法 律 も法律解釈 機関 も明 らか に してい な
いが,通 常 ,発 生 した危害結 果が小 さい こ と,火 災発 生後 に積極的 な消 火
活 動 を行 った こ と,罪 を認め る態度が 良好 な こ とな どをい う
。
3溢 水罪 〈決水罪 〉
溢水罪 とは・故意 に水利施設 を破壊 して,水 害 を発生 させ,公 共の安 全
を害す る行 為 をい う。
1犯 罪構 成
(1)本 罪の主体 は,自 然人 一般 であ る。溢水 罪 は
,放 火罪 ・爆発
罪'投 毒 罪 と同 …条文 に定め られ sそ の法 定刑 も同 一であ る。 しか し ,
刑法17条2項 は,14歳 以上16歳 未満 の者が溢水罪 を犯 した場 合 の刑事
責任 につ いて定 め ていない。 したが って
,16歳 未満 の者 は,本 罪の 主体
に な りえない。
(2)本 罪の客体 は,公 共 の安全 であ る。
(3)本 罪 の主観 面は,故 意であ り,直 接故意 ・間接 故意 を含 む。
(4)本 罪の客観面 は,堰 堤 ・水 門 ・水量調整施 設 ・水路 等 の水利
施 設 を破壊 して,水 流 を制御不 能 に し ,農 地 ・村 落 ・工場 ・鉱 山 ・油
田 ・倉庫 ・その他 の公共の建造物 を水没 させ るな ど
,公 共の安全 を害 す
るに足 る危険 な行為 であ る。 この公 共安全危害の成否 は
,定 罪 にとって重
要 な意味 をもつ。実際 の事件 で もr農 民が灌概地獲得のために許可 な く水
門 を開放 して用水路 を溢水 させ たが,損 失が さほ ど大 き くなか ったので,
溢水罪 として処罰 され なか った。
H刑 事責任
刑法114条;溢 水 に よ り公共の安全 を害 したが ,重 大 な結果 を発生 さ
せ ていない ときはa3年 以 上10年 以下 の有期懲役 に処す る
。
刑法115条;溢 水 に よ り公 共の安 全 を害 し,人 の重傷 ・死亡 または公
私 の財 産の重大 な損失 を発生 させた ときは ,死 刑,無 期懲 役 または10年
以 上の 有期懲役 に処す る。
(1130} 何 飛松繍 ・刑法辮},1}(各 論編24卜29`;究)
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者の火気使 用は,故 意 に よる ものである。 しか し,自 己の火気使用 によ り
公共 の安全 を害す る重大結果 が発 生す る可能性 について ・予 見すべ きで
あったの に予 見せず予 見 しなが らも回避可能 と軽信 した点が,過 失 なので
あ る。
(4)本 罪 の客観面 は,日 常生活 で火気 ・電気 を使 用す る際 に注意
を怠 り火災を引 き起 こして,公 共の安全 を害す る重大 な結果 を発生 させ る
行為で ある。具体 的には,第 一一に,過 失行為が必 要であ る。火災発 生が行
為者 の失 火行為 に よらなければ,失 火罪 は成 立 しない。第二 に,失 火行 為
に よる危 害が,不 特定多数 人の生命 ・健康 ・公私の重大財産の安全 に対
す る もので なければ な らない。第三 に,重 大 な結 果す なわち人の重傷 ・
死亡 または公私の財産の重大 な損失 を発 生 させ ねばな らない。原則的 に,
この点 が失 火罪 と一般 の失 火行為 との限界 となる。 この重大 な結果が失
火行 為 によ り発生 しなければ,失 火罪 は成立せず,一 般 の失 火行為 に とど
まる。
n定 罪
1.失 火罪 と一般の失火行為 との限界 失火罪 と一般 の失 火行為 との限
界 は,失 火罪 と非犯罪 との限界 で もあ る・両者 を区別す る基準 は・人の死
亡 ・重傷 または公私 の財 産の重大損 失の有無 にある。 この重大結 果 を発
生 させ れば失火罪 が成立す るが,発 生 しなければ失 火罪では な く一般 の失
火行為 になる。一般 の失 火行 為は,公 安機関が 「治安管理処罰条例」によ
る処 罰 を行 い,ま たは関連単位 が批 評教育 ・行政処 分 を行 う。
2.失 火罪 と自然発生 の火災 との限界 これ も,本 罪 と非犯罪 との限界
の問題であ る。両者は,次 の ように区別 される。失火罪は行為者の過失 に
よ り発生す るか ら,そ の発 生 は本来 な らば回避可能であ る。 これに対 し,
自然発 生 した火災 は,地 震 ・火山噴 火 ・落雷 な ど抗拒 不能 ・予見不 能な
自然現 象が原 因なので,人 間はその発 生 を防iL・ 回避 しえない。
皿 刑事責任
刑法115条2項;失 火罪 を犯 した者 は,3年 以上7年 以下 の有期懲
役 に処す る。その情状 が軽 い ときは,3年 以下 の有期懲役 または拘留 に処
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生命 ・健康 また は重 大 な公私 の財 産の安全 を害す るためであれ ば
,放 火
罪 が成立 する。逆 に,生 産経営 の破壊 な ど特定 の具体 的利益 を侵害 す る
ため であれ ば,放 火罪以外 の犯罪 が成立 す る
。第 三 に,行 為 の直接 標的
す なわち行為対 象が考察 され ねばな らない
。行 為対象が不特定 であれば
放火罪が成立 し,逆 に,行 為対 象が特定 され ていれ ば放火罪以外 の犯罪が
成立 す る。例 えば・放 火 を手段 として交通 機関 を破壊 した場合
,た とえ公
共の安全が害 されて もs当 該行為は具体的 な交通機関 を直接 の標的 として
い るのでs交 通 機関破壊罪が成立す る。要する に,具 体 的な事件 と関連づ
けなが ら,犯 罪構 成 の理論 を用いて全面的 ・総合 的な分析 を行 う必要が
あ る。
皿 刑 事責任
刑法114条;放 火 して,重 大 な結 果 を発 生 させ てい ない ときは
,3年
以上10年 以 下の有期懲 役 に処す る。
刑法115条;放 火 して,人 の重傷 ・死亡 または公私 の財産の重大 な損
失 を発 生 させ た ときは,死 刑 ,無 期懲役 また は10年 以上 の有期懲役 に処
す る。
2失 火罪 〈失火罪 〉
失火罪 とは・行為 者が,過 失 に よ り火災 を引 き起 こ して
r公 共の安全 を
害 し,重 大 な結 果 を発 生 させ る行 為 をい う。
1犯 罪構成
(1)本 罪 の主 体は,自 然人一般で ある。
(2)本 罪の客体 は,公 共 の安 全であ る。
(3)本 罪 の主観 面 は,過 失 であ る。す なわ ち ,自 己の火 ・電気 の
使用行為 によって火災 を引 き起 こ し公共の安全 を害 す る重大結果 が発生
する可能性 について,行 為 者が これ を予見すべ きであ ったの に軽率 に も予
見せ ず・または予見 しなが らも回避 可能 と軽信 する心理態度 である
。過失
の判 断基準 は,当 該行為 自体 に対す る行 為者の認識 では な く
,当 該行為 に
よ り発生 しうる社会危害結 果 に対す る行為者 の認識 ・態度 である
。行為
(1132) 何 兼松繍 ・刑法教 科,1芋(各 論編24'卜29';り
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刑事責任 を加重す る。刑法理論 上,こ れ を糸課 的加 重犯 と呼ぶ・ 人の重
傷 ・死亡 または公 私の財産の重大 な損失 は,放 火行 為 によ り直接発 生す
る もの,ま た人の救 助 ・財産の搬 出 ・消 火活動 に より発生す る ものが あ
る。 人の重傷 ・死亡 または公私の財 産の重大 な損失 は,放 火行 為に よっ
て直接 惹起 された もの に限 られ,人 の救助 ・財物 の搬 出 ・消火活 動の た
め に燃焼 中の倉庫 ・住宅 ・森林等 に突 入 した結果生 じた もの を含め るべ
きで ない,と す る見解 もある。 しか し,こ の ような見解 はr妥 当で な く,
放 火罪 の抑 止 に不都合が生ず る。
H定 罪
1.放 火罪の既 遂 と未遂 との限界 放 火犯は,目 的物焼損 をその 目的 と
す るのが通常で あ る。 しか し,放 火罪の既遂 ・未遂の判断 は,犯 罪 目的
実現の成否で はな く,行 為が放 火罪 の法定構成要件 に該 当す るか否か を基
準 とすべ きであ る。 わが国の刑法 は,放 火罪 につ き144条 ・115条 の二条
を定め る。114条 は放 火罪 の基本犯罪構成,115条 は放火罪 の特別犯罪構
成の規定 であ る。犯罪 の既 遂 ・未遂の認定 は,基 本犯罪構成 要件 を基準
とすべ きで ある。刑法!44条 に よれば,放 火行為 の実行,す なわち目的物
に点 火 して 目的物 の燃焼 を惹起 し,目 的物焼殿 の危険が生ず れば足 りる。
意思 以外 の原因 に より目的物が焼損 されず 重大 な結果が発 生 しな くとも・
放火罪 は既遂 となる。点 火時 に逮捕 され た り点火直後 に大雨が降 って火
が消 えた ときは,放 火罪 の未遂 になる。
2.放 火罪 と放 火 を手段 とす る犯罪 との限界 わが国の刑法 は・故 意殺
人罪 ・溢水罪 ・交通機 関破壊 罪 ・交通設 備破壊 罪 ・公私財物故意損壊
罪.生 産経営破壊 罪 な ど多数 の犯 罪 を定 め るが,こ れ らの犯罪は放 火 を
手段 として実行 され うる。それゆえ,放 火罪 と放火 を手段 として実行 され
る他罪 との区別 の必要が生 じる。 これ らを正確 に区分するには,当 該事件
の全面的 ・具体 的 な分析が必 要 である。 第一 に,侵 害客体 〔法益〕が考
察 されねばな らない。公共安全の侵害であれば放火罪が成立 し,逆 に他 人
の生 命 な ど特定 具体的利益 の侵 害であ れば,放 火罪 以外 の犯 罪が成 立す
る。第二 に,行 為者 の故意内容 が考察 されねばな らない。不特 定多数 人の
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か らして・その離 な違 法性 は明確であ り
,そ れ戯 刑法17条2項 は,14
歳以上16歳 未満 の者が放火罪 を犯 した ときは刑事責任 を負 う
,と 定める。
(2)本 罪 の客体 〔法益〕は ,公 共 の安全,す なわ ち不特 定多数 人の
生命 ・健康 お よび重要な公私 の財産 の安全 であ る
。
(3)本 罪 の主観 面 〔主観的 要件 〕は
,故 意であ り,直 接故 意お よび
間接 臆 を含 む・その臆 の形式 は,本 罪の成立 に影乳 ない。放火の動
機は多様 で あ り,報 復 ・欝 積解消 ・責任転嫁 ・罪証 隠滅等 があ りうる
。
そ の動 機の種類 は ,本 罪の成立 と無関 係であ る。
(4)本 罪 の客観 面 喀 観的 要件〕は
,放 火 に よ り公私 の財物 を燃焼
させ,公 共の安全 を害す る行為 であ る。放火の方法は多様 であ り,作 為.
不作為 いずれで も実行 され うる・ しカ・い ・ずれの実行形態であ ろ うと
f
公共安全危 害の危 険 を必要 とす る・放 火焼損 の業寸象 侍 間 ・地 点 環 境
等 を全 面的 ・総 合的 に考察 して公共安全危害 の儂 な危険 に満 た ない と
きは 訟 共安全危害 の危 険性 が存在 しないので 放 火罪 は成 立 しない
。
放 火の橡 は 通 常 国家 洪 同体 ・他 人の財物 であ る
。 わが 国の刑
法 は,自 己の財物へ の放 火 に本罪 が成立す るか否か につ き明定 してい な
い。 しか し,我 々はs自 己の財物へ の放 火に対す る本罪成立の是非 は公共
の安全 を基準 にすべ きと考 える・それゆ え訟 共の安全 を害 しまたは他 人
の利益 に重大 な損失 を与え
,か つ放 火罪 の主観的要件 を充足すれば赦 火
罪が成 立す る・逆 に ,公 共 の安全 を害 する こ とな く,公 共 ・他 人の財産
に重大 な損 失を与 えなければ,放 火罪 は成立 しない。実務上 ,こ の ような
行為 は,家 庭 内紛争 ・迫 害侮 辱 ・生活上 の紛 争 ・一一時的 な情動 落胆等の
原因 に よるこ とが 多 く・国家 ・共同体 ・他 人の合法利益 に損害 を与 え る
目的が ない・放 火罪が成立 して も ,情 状 を考慮 して軽 く処罰すべ きであ
りi放 火罪 を構成 しない な らば ,お よそ犯罪 と扱 うべ きで ない。
2.特 殊 犯罪構成
放火罪 の特殊犯 罪構成 は,故 意 に放火 して人の重傷 ・死 亡または公私
の財産の重大な損 失 を発生 させ る行 為である
。 この特殊犯罪構成 は,放 火
罪の性 質 を変えは しないが ,そ の室土会危害性 を増大 させ るので,行 賭 の
(1134} 何 兼 松 繍 ・ 刑 法 教 科 、1}(各 論 編24'卜29';r_1)
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契兵 、這輸 、郎寄 、儲存栓 支 、弾 菊、爆炸物 罪 〉 核材料不
法売 買輸 送罪 〈作法叉吏 、這輸核 材料 曝>
126条 銃 器違法製造販売 罪 〈逢規 制造 、蛸魯槍支 罪>
127条 銃 器弾薬爆発物 窃盗罪 〈盗窃絶 支 、弾 肇献 爆 炸物 罪 〉 銃
器弾 薬爆発物奪取 罪 〈拾奪槍 支 、弾 鉤 、爆炸物 罪 〉 銃器弾
薬爆発物 強盗罪 〈拾劫槍 支 、弾 鉤 、爆炸物 罪>
128条 銃器弾 薬不法所持私蔵 罪 〈作法持有椎 支 、私藏槍支 、弾 菊
罪 〉 銃器不法賃 貸貸 出罪 く作法 出租 、出借稔支 罪>
129条 銃 器紛失不報告罪 〈云失槍支不推 罪>
130条 銃器弾 薬規制刀剣危険物 不法携 帯公安危険罪〈作法携 帯槍
支 、弾菊 、管 制 、刀具 、危険物 品危及公共安全罪>
131条 重大航 空事故 罪 〈重 大 覧行 事故罪>
132条 鉄 道運行事故 罪 〈鉄路 這菅安全事故 罪>
133条 交通事故罪 〈交通肇事 罪>
134条 重大 責任事故罪 〈重大責任事故 罪>
135条 重大労働事 故罪 〈重大芳 劫安全事故雅>
136条 危 険物 事故罪 く危険物 品___,..>
137条 工事重大事故 罪 〈工程重 大安全 事故 罪>
138条 教 育施 設重大事故罪 〈教育没施重 大安全事故 雅>
139条 消防責任事故 罪 〈消防責任事故 罪 〉
第2節 危険な方法で公共の安全を害する罪
1放 火罪 〈放火 罪 〉
放 火罪 とは,故 意 に放 火 して,公 私の財物 を燃 焼 させ,公 共の安全 を害
す る行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,自 然 人一般 である。放 火罪 の重大な社会危害性
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の実行のみで重大 な結果発生の危険 性に足 り
,既 遂犯 を構成す る犯罪が あ
る。 また,例 えば交通機 関破壊 罪 ・交通施 設破壊 罪等
,実 際 に重大結果
を発生 させた場 合について,こ れが結 果的加重犯 となる犯罪 もある。 これ
に対 して・過失 犯で は,法 定の危害結果 が発生 しない限 り
,お よそ犯罪 を
構 成 しえない。
わが国の刑法で は ・公 共の安全 を害 す る罪 と して
,全26条 に42の 罪 名
を定め る。刑法 の条文 に従 って列挙 す る と ,次 の ようにな る。
114条 放 火罪 〈放火罪 〉 溢水 罪 〈決 水罪 〉 爆破罪 〈爆炸 罪 〉
投 毒罪 〈投毒 畢 〉公共危 険罪 〈以危陸 方法 危害公共安全 雅>
115条 失 火罪 〈失 火罪 〉 過失溢水罪 〈迂 失決水 罪 〉 過失爆破 罪
〈迂失爆 炸畢 〉 過失投 毒罪 〈迂失投毒 罪 〉 過失公 共危険罪
〈這 失危険方法危 害公共安全 雅>
116条 交通機関破壊 罪 〈破杯 交通工具 罪>
117条 交通 施設破壊 罪 〈破杯 交通 段施罪>
118条 電力設備破壊 罪 〈破 」不屯力没各罪 〉 易燃 易爆発 性設備 破
壊 罪 〈破杯易燃 易爆 没缶罪>
119条 過失 交通 機関損壊 罪 〈迂失損杯 交通工具 罪 〉 過失 交通 施
設損壊 罪 〈迂失損杯 交通 段施 罪 〉 過失電 力設備損壊 罪 〈迂
失損杯 屯力段各罪 〉 過失易燃 容易爆 性設備損壊 罪 〈迂失 損
杯 易燃 易爆 段各罪>
120条 恐怖組織結成指揮 参加罪 〈組 組 、領 腎、参加 恐怖組組 罪>
121条 航 空 機強奪罪 〈劫持 航空 器罪>
122条 船 舶 自動車強奪罪 〈劫持船 只 、汽牟 畢>
123条 飛行安 全危 害罪 〈危害 覧行 安全罪>
124条 テ レビ放送公 用通信施設 破壊 罪 〈破杯　播 屯視 没施 、公用
屯信 没施罪 〉 過失 テ レビ放 送公 共通信施 設損壊 罪 く這 失損
杯　播 屯視段施 、公用 屯信 没施 畢>





人の死傷 ・公私 の重大財 産の損 失が発 生す れば,公 共安 全危害罪 として
認定 され る。例 えば,何 度 も求愛 を拒 んだ少女 を殺害 しようとした男性
が,そ の少女 が広場で映画鑑賞す る機会 に乗 じて爆弾 を少女 の座席 に仕掛
けて爆破 し,そ の少女 以外 に も多 数の観 衆 を死傷 させ た とす る。 この場
合 爆 破 罪の成立 を認 めるべ きであ り赦 意 殺 人罪(お よびその未遂罪)
とすべ きで ない。侵害対 象の不特 定は,決 して公共安全危害罪 に特有の性
質で はない。刑法 は,本 犯罪類型 の罪以外 にも偽薬品生産販売罪 や有毒有
害食 品生 産販売罪の ように危害対象が不特定 の犯罪 を定めている。 「不特
定」 を絶対 化 し,こ れ を本犯罪類 型の罪 のみ に備 わる特徴 と解 する な ら
ば,本 犯 罪類 型 の罪 と他 の犯罪 との限界が曖昧 にな って しまう。
(3)本 犯罪類型 に属す る犯罪の主観面 はr銃 器弾薬爆発物不法製造
売 買輸送罪の ように,故 意のみで構成 される犯罪 もあれば,交 通事故罪 ・
重大責任事故罪 の ように,過 失のみで構 成 される犯罪 もある。 さらには,
交通 機関破壊 罪 ・交通施 設破壊 罪の ように,故 意 ・過失 いずれで も構成
され る犯罪 もあ る。
(4)本 犯罪類型の客観面 は,公 共安全危害行 為の実行である。公共
安 全危害行為 には,多 様 な形式 の犯 罪があ る。刑法114条 ～139条 の犯罪
行為 を概括す る と,放 火 ・溢水 ・投毒 ・爆 破 ・交通輸送機 関破壊'交
通輸 送設備破壊 ・電力燃料設 備 その他易燃 易爆発性 施設破壊 等が ある。
これ らの犯罪行 為で は,危 険 な方法が用 い られ,侵 害対象が公 共の安全 と
密接 に関連 しyま た特 殊 な事情 ・環境 ゆ えに行 為が公共安全危 害性 を帯
び るので,一 たび実行 される と不特定 多数 人の死傷 ・公 私の財産の甚大
な損 失 ・社 会の正常 な生産業務生活秩序 の破壊 が発生す る。例 えば,放
火に よ り火災が発 生す るとs千 億単位 に及ぶ財産が灰儘 に帰 し,千 万単位
に及ぶ人々が住居 を失 い,莫 大 な数の死傷者が出 ることにならざるをえな
い。本犯罪類型 に属す る犯罪行為の本質について,こ こで は次 の ことを強
調 してお く。公共の安全 を害す る罪 は,重 大 な危害結 果の発生があ って初
めて構 成 される,と い う解釈は誤 りであ り,こ の ような解釈 を して はな ら
ない。犯罪構 成 として,本 犯罪類型 に属す る犯罪 に も,法 律 に定 める行為
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本犯罪類 型の罪 と同 じく人の死傷 ・公私 の財産 の重大 な損 失 を生 じさせ
る ことが 多い。 しか し,両 犯罪 類型の性 質 は異な る。生命 ・身体 ・財産
侵 害罪 の標的 となる客体は,特 定個 人の生命 ・身体 または特定 の公 私の
財産権 であるのが通常 であ り,損 害の発生可能性が限定 される
。 これ に対
して,本 犯罪類型 の罪 では }不 特定 多数 人の生 命 ・身体 ・公私 の重大財
産 の安全が侵害対象 となるので,非 常 に重大かつ広範 に及ぶ損害発生の可
能性が あ り,そ の 予見 ・支配 は困難で ある。 この点 で
r両 犯罪類型 の性
質は,主 要 な部分 で異 なる。 さらに ,「 不特定」の特徴 か らs次 の こ とが
明 らかに なる。放火 ・投毒 ・爆破等 の行為 は ,通 常,公 共の安全 を害 す
る危険 な方法 で実行 され る。 しか し,侵 害対 象の特 定 ・破壊 範囲の限定
に よ り公共安全危害 とその可能性 がないな らば
,公 共の安全 を害 する罪 と
認め るべ きではな く,何 罪が成立す るかは具体的事 情に応 じて決すべ きで
あ る。例 えば・妻が夫 を殺 害 しよう として,夫 が工事現場 で食べ る饅頭 に
毒薬 を盛 り・その結 果 この夫が 申毒死 した として も,こ の妻 には故意殺 人
罪が成立 し,投 毒罪 を認め るべ きで はない。
公共の安全 を害 する罪の 「不 特定」とい う特徴 は
,こ れ を絶対化 して理
解 してはな らない。 この類型 に属す る犯罪行為 に も,客 観 的に特定対 象 を
標 的 と し主観的 に も一・定の数量 ・範囲 を予見 している例外的場合があ る
。
本罪の特徴 を強調 して,こ の例外 の存在 を排斥 してはな らない。逆 に,客
観 的 に行為 者が特 定対象 を標的 と し主観 的 に も相応 の数量 ・範囲 を予 見
してい るか らとい ってr公 共 の安全 を害す る罪 では な く個 人の生 命 ・身
体 ・財産 を侵 害す る罪等 のみが成立 す る ,と 解す るこ ともで きない。 な
ぜ な ら ・公 共安全危害罪 の侵 害対象 ・範囲が不特 定であ る こと と
,客 観
的 に特定対 象 を標的 と し主観 的 に発 生 しうる危 害結果 を概括 的 に予 見す
るこ ととは,二 つの 異な る概念 であ り,こ れ らが相互 に代 替 ・排斥 し合
うことは ない。 そ うで なければ,例 えば交通機関破壊罪等 の社会危 害行為
を刑法が公 共安全危害行為 と定めた理由 を科学 的 に説明 しえない
。裁判
実務 で も,特 定の犯罪 目的 を追求 し単 一 また は複 数 の特 定人 ・特定財 産
を標的 として実行 して も,こ の行為 によ り公共の安全が害 され不特定 多数




陳 思 佳 共訳
御手洗大輔
第1節 概説
公共 の安全 を害す る罪 とは,故 意 または過失 に よ り,不 特定多数 人の生
命 ・健 康,公 私 の重要財 産,社 会 の生産業 務 ・生活 の安 全 を害す る行為
をい う。
公共 の安全 を害す る罪 は,刑 法 各則が定め る犯 罪類型 の中で も,国 家の
安全 を害す る罪 に次 いで社 会的危害の大 きい犯罪 であ る。 この犯罪類型
の構成 要件 は,次 の通 りであ る。
(1)本 犯罪類型 の主体 は,多 くの場 合一般 主体 〔自然 人 または単位
の一般 〕であ るカ㍉ 特殊 主体 〔身分 のある者 〕の犯罪類型 もあ る。例 え
ば,重 大責任事 故罪 は,工 場 ・鉱 山 ・営 林場 ・建 築企 業 ・その他 の企
業 ・事業単位の従業員一般 に よって構成 され るが,銃 器紛失不報告罪 は,
法 に よ り公務用 銃器 を装備 する者 のみに成立 しうる・ また・恐怖活動 〔テ
ロ〕組織結成指揮参加罪 の ように 自然 人のみ で構成 される犯罪,銃 器違法
製造販売罪の ように単位のみで構成 される犯罪 もある。 さらに,核 材料不
法売買 輸送罪の ように 自然 人 ・単位 いず れで も構成 され る犯罪 もある。
(2)本 犯罪類型の客体は,社 会の公共 の安全,す なわ ち不特定 多数
人の生命 ・健康 ・公私 の重大財 産,社 会の生産 ・業務 ・生活の安全 であ
る。 この 「不特定」 とは,犯 罪行 為の標 的が個 人 ・複 数の特定 人 ・具体
的な特定財産で はない ことをい う。 この ような犯罪の現実 の危害結果は・
非常 に重大かつ 広範 に及ぶので,犯 罪者 自身が その危 害結 果 を予見 ・支
配す る ことは,困 難 な ことが少 な くない。 この公共安全危害罪 の特徴 は・
本犯 罪類型 と他 の犯罪類 型 とを区別す る重要 な基準 となる。犯罪結果 の
性 質か らみ れば,確 か に,生 命 ・身体 ・権利 ・財産 を侵 害す る犯罪 もy
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構成 員 ではない。
2.特 殊犯罪構成
本 罪の特殊犯罪構 成 は,本 罪 の情状 が軽 い行 為であ る。情状 が軽い と
は,危 害結 果が重大でな く援助軍 用物資 が一般 的物 品 であ る ことをい う
。
皿 定罪 〔犯罪 の確定 〕
1・本罪 は戦争期間中のみ に成立 し,た とえ平時 に敵方 を援助 して も本
罪 を構 成 しない。
2.戦 時資敵罪 と一般的違法行為 との限界 戦時 におけ る資敵行為のす
べ てが本罪 を構成 す るわ けではない。 戦時下の資敵行 為に よ り国家安全
と国家利益 に重大な脅威 または実際の損害 を生 じた ときにのみ
,本 罪が成




刑法112条;本 罪 を構L成す る者 は,無 期懲役 また は10年 以上 の有期懲
役 に処 す る。 その情状 が軽 い ときは,3年 以上10年 以 下の有期懲役 に処
す る。
刑法113条;国 家 ・人民へ の危害が重大 またはその情状が特 に劣悪 な
ときは,死 刑 に処 お よび財産没収 を科 しうる。
刑法56条;本 罪 を犯 した者は,政 治的権利 の剥 奪 を付加す る。
(1)隊 宍 良主編 『刑法疏 又』2ユ2頁 。
(2)黄 太云 ・勝炸 主編 『中隼人 民共和国刑法禅 義与遣 用指 南』132頁 。
(1140) fロ∫乗 煮公編 著 ・t刊」{.去孝文不斗1奪}(各li命 編24♂;量 一2gr;テ)
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密 ・情 報 の窃取 ・探知 ・買収 ・不法提供 で なけれ ばな らず,対 象が 国外
でなければ,本 罪 を構成 しえない。
皿 刑 事責任
刑法!11条;本 罪 を構成す る者 は,5年 以上10年 以下の有期懲役 に処
す る。 その情状 が重大 な ときは,無 期 懲役 または10年 以上 の有期懲役 に
処す る。その情状 が軽 い ときは,5年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 または
政治 的権利剥 奪 に処す る。
刑法113条;国 家 ・人民へ の危 害が特 に重大 またはその情状 が特 に劣
悪 な ときは,死 刑 お よび財 産没収 を科 しうる。
刑法56条;本 罪 を犯 した者 は,政 治 的権利 の剥 奪 を付加す る。
4資 敵罪 〈資故罪 〉
資敵罪 とは,戦 時下 にお いて,敵 方 に武器 装備 ・軍用物資 を供給 して
敵方 を援助す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,中 国公民s外 国 人,無 国籍 人 を含 む…般主体 で
ある。
(2)本 罪の客体 〔法益 〕は,戦 争期 間中の国家安全 と国家利益 であ
る。戦 争 と国家安全 ・国家利益 とは密接 に関連 するので,戦 時 に敵方 を
経済的 に援助 して国家安全 と国家利益 に招 く危 害は,国 家の存亡 と国民 の
生死 に関 わる重 大事 であ る。
(3)本 罪の 主観 面 〔主観 的要件 〕は,直 接 故意であ り,相 手 を敵 と
知 りなが ら故意 に敵方 に武器装備等 の物資 を援助す る こ とであ る。
(4)本 罪 の客観面 〔客 観的要件〕は,戦 争期 間中 に行 為者が敵方 に
兵器弾薬 ・武器 または軍用物資 を提 供す る行為 であ る。戦争 期 間 とは,
小 範囲 の武装衝突 また は局部的戦争 も含む戦争の発 生時 をい う。敵方 の
援助 とは,例 えば武器装備 ・軍用物資 等の軍用物 品 を敵方 に提 供す る こ
とをい う。敵方 とは,敵 陣営 ・敵対武装 兵力で あ り,敵 対勢力 の個 別の
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構成 しない。
(4)本 罪 の客観 面 〔客観 的要件 〕は ,国 外 の機関 ・組織 ・個 人の
ためにs国 家の機密 または情報 を窃取 ・探 知 ・買収 また は不法 に提 供す
る行 為 である。窃取 とは ,不 法手段 を用い,国 家の機密 ・情報 を秘密裏
に取得す るこ とをい う。探知 とは
,各 種の経路 や 手段 を用 いて,他 人か ら
国家の機密 ・情報 を不 法 に探 知す る こ とをい う。買収 とは,行 為者が金
銭 ・財物 また はその他 の各種利益 に よる誘導 を行 って
,不 法 に国家 の機
密 情 報 を取得 す るこ とをい う.不 法提供 とは
,国 家の辮 情 報 を掌
握す る者が ・その秘密 を知 らない人 に不法 に交付 ・売却.告 知す るこ と
をい う。その国家機密 とはr法 に従い一定期 間内 に一定範 囲内の者 のみが
知 る国家の安全 ・利益 に関 する事項 をし・う.例 えば 洞 家の重大 な政 策
決定 祠 防の施設 武 装か 活動 夕t交 ・国民 経済発展 に関す る秘密事
項,お よび科学技術 ・国家安全 の秘密等 であ る。情報 とは,国 家 機密以
外 の国家安 全に影響 を与 える事情 ・資料 をい う。国家秘密 の保守 は憲法
に定め る全国民の義務 であ り,い かなる国家秘密保守制度の違 反 も国家の
安全 と公民 の利益 を害す る・特 に ,国 外の機関 ・組織 ・個人の ために国
家の機密 ・情 報 を窃取 ・探知 ・買収 ・不法提 供す る行為 は
,国 家秘密保
守制度 を破壊 す るだけで な く,直 接 に国家の安全 と利益 を害す る。
2.特 殊 犯罪構成
本罪の特殊犯罪構成 は,本 罪 の情状が特 に重 い行為お よび軽 い行為であ
る。特 に重 大な情状 とは,国 家の安全 に重大 な危 害結 果 を生 じ,主 観的悪
性が重大で手段が卑劣 な ことをい う。軽い情状 とは,危 害結果が小 さ く提
供 した情報 ・国家機密 の数量や危 害が軽い ことをい う
。
H定 罪 〔犯罪 の確定〕
1.本 罪 は選択 的罪名 であ り,行 為者の行為方式 と対象 によって罪 名が
確定 す る。窃取 ・探知 ・買収 ・不 法提供 の四行 為が同時 に実行 され る と
きには ・多種の 犯罪行為 を構 成す るが
,数 罪併 罰 〔併 合罪〕とせ ず,量 刑
上考慮 され るに とどまる。
2・ 本罪 を構 成す るには ,国 外 の機 関 ・組 織 ・個 人の ための 国家 機
(1142) 1,1乗 松 繍 一FIJ法 教 手・捨(各 ・㈱2姉 一29';r_1)
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(4)本 罪の客観面 〔客 観的要件 〕は,国 家背 反罪 ・国家分裂統 一
破壊 罪 武 装 反乱罪 武 装暴 乱罪 ・国家政褥 云覆 罪 を実行 す る国内 の組
織 または個 人 を経済 的に援助 する行為である。国内の組織 とは,各 級の政
党組 織 ・社 会団 体 ・企業 ・事業 単位 お よび 各級 の権 力機 関 ・行 政機
関 司 法 機関 ・軍 隊等 をい う.国 内 のf臥 とは,嘩 人民共和国 の国籍
を もつ中国公民 をい う。資助 とはs経 費 ・活動場 所 ・物資等 の経 済的援
助 の提供 に よ り,国 家安 全 を害す るこ とをい う。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特殊犯罪構成 は,本 罪実行 の情状が重大 な行為で ある。重大 な情
状 とは,多 量 の物資,高 額の資 金援助 または手段劣悪 ・危害重大等 をい
う。
H刑 事責任
刑法107条;本 罪 を構成 す る直接 責任者 は,5年 以下 の有期懲役,拘
留,管 制 または政治 的権利 の剥奪 に処す る・そ の情状が重大 な ときは・5
年以上の有期懲役 に処す る・
刑法56条 ・113条;本 罪 を犯 した者 は,政 治的権利 の剥奪 を付加す る
ほか,財 産没収 を科 しうる。
3国 家秘 密情 報窃取探知 買収不法 提供罪 〈窃取 、刺探 、牧風 非法
提供 国家秘密 、情扱罪 〉
国家秘密情報 窃取探 知買収不法提供 罪 とは,国 外 の機関 ・組織 または




(1)本 罪の主体 は,中 国公民であ り,一 般 主体である。外 国入や無
国籍人 は本罪 を構成 しない。
(2)本 罪の客体 〔法益〕 は,国 家 の安 全 と利益 で あ る。
(3)本 罪の主観面 〔主観的要件〕は,故 意で ある。過失 は,本 罪 を
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2.特 殊 犯罪構 成
本罪 の特殊 犯罪構成 は,本 罪実行の情状が軽 い場合 である
。軽い情状 と
は・危害の結果がそれほ ど重大 でない ことをい う
。その処罰 は,本 条第1
項前段 よ りも軽 くす る必要が ある。
皿 定罪 〔犯罪の確定 〕
間諜罪 と一般 的違法行為 との限界 間諜行為 は,国 家 と国民 に計 り知 れ
ない損害 を与 える ことが多い。間諜罪 の二行為中…つ を実行すれば
,危 害
結果の発 生 を問わず,等 しく間諜罪 を構成す る。 国家の安全 を害す る故意
か らではな く・金銭財物 を騙取す るため に国外 の一機関 と関係 を結 んだ と
して もs組 織 へ の参加やその代理 人のため の任務遂行で ない限 り
,一 般 の
金銭詐取 の違法行 為で あ りa間 諜罪 を構成 しない。
皿 刑事責任
刑法110条;本 罪 を構成 して国家の安全 を害 した者 は ,無 期懲 役 また
は10年 以 上の有期懲役 に処す る。 その情状 が軽 い と きは,3年 以上10年
以 下の有期 懲役 に処 する。
刑法56条 ・113条;本 罪 を犯 した者 は,政 治 的権利 の剥 奪 を付加す る。
国家'人 民 へ の危 害が特 に重 大 またその情状 が特 に劣悪 な ときは
,死 刑
お よび財産没収 を科 しうる。
2国 家安全 危害犯罪活動資助罪 〈資助危害 国家安 全犯罪活幼罪 〉
国家安全危害 犯罪活動資助罪 とは,国 内外 の機関,組 織 または個人が,




(1)本 罪の主体 は,国 内外 の組織 また は個 人で ある。
(2)本 罪 の客 体 〔法益 〕 は,国 家 の安 全であ る。
(3)本 罪の主観面 〔主観 的要件 〕は,国 家 の安全 を害す る犯罪活動
を行 う国内 の組織 または個人 に資助す る故意で ある
。
{1144) f可兼 煮公編 著 ・ 斤lj早去 孝文不:}、1享(各r1蒲 編24r;究 ～29～;t)
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刑 法56条 ・113条;刑 法109条 に定 め る罪 を実 行 した 者 は,政 治 的 権
利 の剥 奪 を付 加 す る ほか,財 産 没 収 を科 しう る。
第4節 間諜 ・資敵の罪
1間 諜 罪 〈何喋罪 〉
間諜罪 とは,敵 方の諜 報組織 に参加 し,そ の諜報組織 お よびその代 理人
の任 務 を引 き受 け,ま たは敵方 に空撃 目標 を指示す る行為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,中 国公 民,外 国人 または無国籍人 を含む一般的
主体 であ る。
(2)本 罪 の客体 〔法益 〕 は,国 家の安全で ある。
(3)本 罪の主観面 〔主観 的要件〕は,故 意 であ る。過 失は,本 罪 を
構 成 しない。
(4)本 罪の客観 面 〔客観的要件〕は,敵 方 の諜報活動 を実行 して,
国家の安全 を害す る行為である。 その諜報活動 は,次 の行 為 を含 む。第一
の行 為は,敵 方諜報組織への参 加 または諜報組織 ・その代理 人か らの任
務の引受であ る。敵方の諜報組織 とは,外 国政府 または国外敵対勢力が設
立 した組織 であ って,情 報収 集 ・破壊 転覆 活動等 を実行 してわが国 の安
全 と利益へ の危害 を目的 とす る組織 をい う。諜報組織へ の参加 とは・一定
手続 を履行 して諜報組織 に加 入 して,そ の構成員 になる行為 をい う。諜報
組織 の代理 人 とは,諜 報組織 またはその構 成員の指示 ・委託 ・経済援助
を受 けて,中 華 人民共和 国の国家安全 の加害 を他 人 に指示 ・暗示す る者
をい う。諜 報組 織 ・その代 理 人か らの任 務 の引受 とは,諜 報組 織 の命
令 ・派遣 ・指 示 ・委託 を受 けて諜報組織 の ため に奉仕 し,中 華 人民 共和
国の国家安全へ の加害実行 に従事する ことをい う。第二の行為 は・敵方 に
空撃 目標 を教 える行為である。 このご行為 中一つ を実行すれば,た だちに
間諜罪 を構成 しうる。
46 神 奈川法学 第34巻 第3号200ユ 年
(1145}
る。脅迫 や甘言で騙 された者は
s本 罪 を構 成 しない。
(4)本 罪 の客観 面 〔客観的 要件 〕は ,行 為者が公務履行期 間 中に,
職務 を離 れ・国 を背いて国外へ亡命 または国外 で亡命 し
,中 華人民 共和国
の国家安全 を害す る行為で ある。 「公務履行期 間中」とは ,国 家 また は政
府 を代 表 して公務 を遂行 す る期 間で ある。 「故 な く職務 を離脱」 す る と
は・許可 な く自己の職務 を離 れる ことをい う
。 「国家 に背い て国外へ 亡命
する」〈叛逃境外 〉とは ,偽 計 ・秘密偽 造証等 の方法 で祖国 を裏切 り国外
に亡命す る こ とをい う・ 「国家 に背 いて国外で 亡命す る」〈在境外叛 逃 〉と
は,国 家機関の職員が国外 で公務遂行 中に祖国 を裏切 り
,公 務遂行期 間 を
過 ぎて も帰国 しない ことをい う。亡命 による国家安全危 害行為は
,等 しく
本罪 を構 成する。亡命先が敵対勢力 か友好勢力 か を問 わず
,国 家安全危害
に足 りれ ば,本 罪 を構 成す る。
2.特 殊 犯罪構成
本罪の特殊犯罪構成 は,本 罪の情状が重大 な行為である
。重大 な情状 と
は,国 家 の安全 に重大 な脅威 ・危害 を生 じた場 合
,ま たは国 を背 い て亡
命す る 手段 が極め て劣悪 な場 合 をい う。
H定 罪 〔犯罪 の確 定〕
本罪 と投 敵反 変罪 との限界 両罪 は ,主 に次 の点 で区別 される。 第_
に,犯 罪主体が 異なる。本罪の主体 は国家機関 の職員で なければな らない
が,後 罪 の主体 は中国公民であれば等 しく犯罪 を構成す る
。第二 に,客 観
面が 異なる・本 罪 は逃亡 ・投 降先 が敵対勢力 とは限 らないが
,後 罪 は敵
方 の陣営 ・武装力 に身 を寄せ る ものであ る。
さらに,反 逃行 為の ほか,国 家安 全 を害す る他 の犯罪 を実行 して別の国
家安 全危害罪 も構 成す る ときは ,数 罪併 罰 〔併 合罪〕 とな る。
皿 刑事 費任
刑 法109条;本 罪 を犯 した者 は a5年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 ま
たは政 治的権 利 の剥奪 に処 す る。 その情状 が重大 な ときは
,5年 以上10
年以下の有期懲役 に処す る。 国家 機密 を握 る国家 の職 員が本罪 を犯 した
ときは,重 く処 罰す る。
(1146) f腫 松 繍 ・ll　法 教 科,・}格 ・1㈱24';窒 一29胸
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る。投敵反変行 為は,国 家利益 に対す る脅威 または損 害 を与 える程度 に達
して初 めて,本 罪 を構成 す る。 そ うで なければ一般 的違法行為 になる。
2.本 罪 と武装 反乱暴乱罪 との限界 主 に客観面 が異 なる。本罪 は・国
内逃亡 または敵方投 降に よ り掴 家 の安全 を害する行為 である・他九 後
罪は,国 内の政党 ・軍の重要部 門の所 在地 に限 って,暴 力活動 を実行 す
る。両罪 の主体 も異なる.本 罪 は中国国民の みが主体 となるが・後罪の主
体 は中国公民 だけでな く外 国 人 ・無国籍 人 も含 まれ る。
皿 刑事責任
刑法108条;本 罪 を構 成 した者 は,3年 以上10年 以下 の有期懲役 に処
す る。 その情状 の重大 な者 または武装部隊 要員 ・人民警察 ・民兵 を率 い
て投敵 反変 した者 は,無 期懲役 または10年 以上の有期懲役 に処 す る。
刑法113条;本 罪 を犯 しそ の情状 が劣悪 な者は,死 刑お よび財産没収
を科 しうる。
刑法56条;本 罪 を犯 した者 は,政 治的権利の剥 奪 を付加す る。
3反 逃罪 〈叛逃罪 〉
反逃罪 とは,国 家機関の職員が,公 務履行期 間中に・故 な く職務 を離脱
し,国 を背 いて国外へ 亡命 または国外 で亡命 し,中 華人民共和国 の国家安
全 を害す る行 為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,特 殊 主体で あ り,国 家機 関の職員で なければ な
らない。その他 の職員 または個 人的出国 による未帰 国者は,本 罪の主体 に
な りえない。
(2)本 罪 の客体 〔法 益〕は,国 家安全 の局部的利益で ある。国家 機
関の職員が公務履行 中 に国家 に背 いて亡命 し国家 の職務 を履行 しない と
きは,国 家 の局部 的利益 が害 され,ひ いて は国家機密 の漏洩 ・国家 の安
全 の危 害 を もた らす こ とにな らざる をえない。
(3)本 罪の 主観面 〔主観的 要件〕 は,国 を背 き亡命す る故意 で あ
44 神奈川法学第34巻 第3号2001年
(ユ147)
2投 敵反変罪 〈投敢 叛変罪 〉
投 敵反変罪 とは,中 国公民が ,国 家 に背反 し,敵 方 に逃亡加担 して国家




(1)本 罪 の主体 は,中 国公民 であ り,国 家 要員 ・武装部隊 ・人民
警察 ・民兵お よびその他 の公民 を含 む。投 敵反 変行為 は
,単 独実行 もあ
りうる し ・武装 部隊 ・人民警 察 ・民兵 を率 いた実行 もあ りうる
。
(2)本 罪 の客体 〔法益〕は,国 家 の局部的利益 である。投敵 反変行
為 は,国 家 の一時期 ・一局面 の局 部的利益 を直接売 り渡 し
,国 家 の安全
と根本利益 に重 大 な脅威 と影響 を与 える。
(3)本 罪 の主観 面 〔主観 的要件〕は ,故 意 お よび国家安 全危害 の意
図 である。
(4)本 罪 の客観 面 〔客観的要件〕は ,投 敵 反変行 為の実行で ある。
例 えば,国 家へ の背反,敵 方へ の逃走 ,敵 方へ の加担 奉仕,敵 の捕虜 に さ
れ た後 の投 降加担 ,組 織 ・同志 ・国家利益 を売 り渡す行為 であ る。 敵 の
支配区域へ の進入 も投 敵反変にな りs敵 対関係確立後 の内部潜伏 も国家.
人民 の利益 ・安全 を害す る行 為 にな りうる。
2.特 殊 犯罪構成
本罪の特殊犯罪構 成は,本 罪 の情状が重大 な行為 または武装部隊要員 ・
人民 警察 ・民兵 を率 いた投 敵反 変の行 為で ある。重大 な情状 とは,わ が
国の重 要 な武器 装備 を敵方 に携 え,陣 地 ・防衛線 ・軍事設備等 の軍事 機
密 を敵 方 に教 え,ま たは投敵反変行為後 に敵の諜 報組織 に加 入 して
,中 国
の安全 を害す る行為 をい う。武装部隊 ・人民警察 ・民兵 を率 いた投 敵反
変行為 とは ・編成大 部隊 または多数 の軍 ・警察 人員 を敵方 に引率す る こ
とをいい,そ の人員 中の若干名で は足 りない
。
H定 罪 〔犯罪 の確定〕
1.投 敵反変罪 と一般的違法行為 との限界は
,正 確 に区分 する必要が あ
(1148} 何兼松編 著 ・刑法教科 井(各1論 編24章 ～29'の
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者 ・罪 の重大 な者 ・積極参加者 ・その他 の参加者の 各行為で ある。 その
犯罪構 成の個別事情 に応 じて,そ の処罰 も異なる。その主謀者,罪 の重大
な者 ・積極参 加者 ・その他 の参加者の意義 は,国 家分裂統一罪 にお ける
内容 と同義で ある。
(2)国 家機 関要員 ・武装部隊要 員 ・人民警察 ・民兵が本 罪 を実行
す るよう策動 ・脅迫 ・誘惑 ・買収 した ときは,重 く処罰す る。策動 とは・
他 人がそ の種 の活動 を実行 す る よう画策 ・煽動 また は教唆 す るこ とをい
う。 誘惑 とは,利 益 や利 害 をもって他 人を誘惑 し活動 を させ るこ とをい
う。買収 とは,金 銭や物 品 を交換 条件 として活動行為 を誘惑 して実行 させ
る ことをい う。
n定 罪 〔犯罪の確 定〕
刑法104条 に定 め る武装反乱暴乱罪 と国家分裂罪 との限界 に注意 を要す
る。両罪 の客観面 〔客 観的要件〕は組織 ・画 策 ・実行 の行為方式で ある
カ㍉ その内容 が異 なる。前罪 は,反 乱 ・暴動活動 を公然 と実行 し政府 に
直接 対抗す るが,国 家 を分裂 し国家統一 を破壊す るものでは ない。後罪
は,国 家の分裂 と統 一の破壊 を直接追求す る。 これ らの主観的故意 の内容
も相 異 なる。
皿 刑事責任
刑法!04条1項;本 罪 を構 成す る者 は,次 の三つ に区分 して処罰 され
る。第0に,主 謀者 また は罪の重大 な者 は,無 期懲 役 または10年 以上の
有期懲役 に処 す る。第二 に,積 極 的参加者 は,3年 以上10年 以下 の有期
懲役 に処 す る。第 三に,そ の他 の参 加者 は,3年 以下の有期懲役,拘 留,
管制 または政治 的権利 の剥 奪iに処す る。
刑法106条;国 外 の機関 ・組織 ・個 人 と結託 して本罪 を実行 した とき
は,重 く処 罰す る。
刑 法113条;国 家 ・人民へ の危害が特 に重大 またはその情状 が特 に劣
悪 な ときは,死 刑 お よび財産没収 を科 しうる。
刑法56条;本 罪 を犯 した者は,政 治的権利 の剥奪 を付加す る。
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罪 を実 行 した者 は,重 く処 罰 す る。
刑 法56条 ・113条;本 罪 を犯 した者 は ,政 治 的 権 利 の剥 奪 を付 加 す る
ほか,財 産 没 収 を科 しうる。
第3節 反乱 ・反 変の罪
本罪 の客 体 〔法益〕は,国 家の政局安定 であ る。 わが 国の党 政
機関が正常 な運営 を保持 して政治的 に安定する ことが
,国 家 の隆盛発達 を
保 障す る ことに なる。
(3)本 罪 の主観面 〔主観 的要件〕 は ,故 意 の存在であ る。
(4)本 罪 の客観面 〔客観的 要件〕は ,行 為者が武装反乱 または武 装
暴乱 を組織 ・画策 ・実行 す る行為 であ る。その組織 ・画策 ・実行 は
,国
家分裂罪 における行為 と同義 である。 反乱 ・暴乱 とは,国 外 の敵 対組織
と結託 し,武 装 して行 われる殺 人 ・放 火 ・軍 事物資 強盗 ・道路橋 梁 その
他 の重要施設の破壊等 をい う。その重 要な特徴 は
,国 外 の敵対勢 力 と結託
して敵の陣営 に寝 返 り,反 乱 を起 こ して国家の安全 を害する点 にある
。 武
装 とは・反乱者が銃器その他 の武器 を携帯 または使 用するこ とをい う
。棍
棒 ・石塊等 の通常の暴力 では,武 装 反乱 にな らない。武装反乱過程 で行
為者が武 器 を携帯 すれ ば足 り,そ の使用 ・不使用 は本罪 の構 成 に影響 し
ないc,
2.特 殊犯罪構成
(1)本 罪 の特 殊犯罪構成 は ,本 罪 を組織 ・画策 ・実行 した首謀
1武 装反乱暴乱罪 〈武装 叛乱 、暴乱罪 〉
武装 反乱 暴乱 罪 とは,多 衆 力㍉ 武 装 反乱 または武 装暴乱 を組織 .画
策 ・実行 す る行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪の 主体 は,一 般 主体 であるが ,多 数 人 または多衆の行為 で
ある ことを要す るの で ,単 独 で は本罪 を構 成 しえない。
(2}
(1150) f可兼 煮公!r7扁茗 ・ 斤ljを去 孝「文不十,咋(各1論 荊甫24～;r_1～29';r_i)
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刑法XO5条;国 家政権転 覆罪の主謀者 または罪の重大 な者 は無期懲役
または10年 以上の有期懲役 に処 し,そ の積極 参加者 は3年 以上10年 以
下の有期懲役 に処 し,そ の他 の参加 者 は3年 以下の有期懲役,拘 留,管
制 または政治権 利 の剥奪 に処す る。
刑 法106条;国 外 の機関 ・組織 ・個 人 と結託 して刑法105条 所 定の罪
を実行 した者 は,重 く処 罰す る。
刑法56条 ・113条;本 罪 を犯 した者 は,政 治 的権利 の剥 奪 を付加す る
ほか,財 産没収 を科 しうる。国家 ・人民へ の危 害が特 に重大 またはその
情状が特 に劣悪 な ときは,死 刑 に処 しうる。
5国 家政権転覆煽 動罪 〈煽劫顛覆 国家政板 罪 〉
国家政権転覆煽動罪 とは,虚 偽 の風 説,誹 講 またはその他の方法 を用い
て,国 家政権 を転覆 し社 会主義制度 の変 革 を推 進す る行為 をい う。
本罪 の客観 面 〔客観 的要件 〕はt虚 偽の風説 ・誹講 また はその他 の方
法 によ り,国 家政権 の転覆 を煽 動 し,社 会主義制度 の変革 を推進す る行為
であ る。 この行為 態様 が本 罪 と国家 政権転 覆罪 との 主な相 違点 になる。
本罪 の国家政権 転覆行為 は,自 ら国家転覆 を組 織 ・画策 ・実行 す るので
はな く,風 説や誹講 に より他 人に国家政権転覆 を煽動す る ものである。そ
の風説.誹 諺 ・その他 の方法 とは,虚 偽事実 の捏造,事 実 の歪 曲,虚 偽
情報 の流布,国 家政 府の評価 ・名誉や他 人の人格名誉等 を害 す る行為,
また はその他 の方 法(例 えば,文 書配 布,標 語,宣 伝 用印刷物 の郵送等)
に よる煽動 の実行 をい う。 これ らの煽動 行為 に よって客観 的 に現実の侵
害結果が発生す る ことも,被 煽動 者が実際 に政権転覆活動 を実行す ること
も,本 罪 の要件 ではな く,上 記の行 為 の実行 のみ によって,本 罪が成立す
る0
刑法105条2項;国 家政権 の転 覆 を煽動 し社 会主義…制度の変革 を推進
す る者 は,5年 以下の有期懲役,拘 留,管 制 または政治的権利 の剥奪 に処
す る。 その主謀 者 または罪 の重大 な者 は,5年 以 ヒの有期懲役 に処 す る。
刑法106条;国 外 の機関 ・組織 ・個 人 と結託 して刑法105条 に定 める
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定 は強 鮪 民 の重大 な保障であ る・人民駐 蟻 の国家政権 の転 覆は
,
必然的 に国家 と公民 の利益 に甚 大な損 害 を及ぼ し
,亡 国の結果 さ姓 じカ、
ね ない。 よって ,本 罪 も極め て重大 な犯罪 の一つであ る。
(3)本 罪の主観面 〔主観 的要件 〕 は
,直 接 故意 である
(4)本 罪 の客緬 喀 観的要件〕は
,国 家政権 または社会 議 制度
の転覆 を組織 ・画策 ・実行 す る行為で ある
。
本 罪 にい う組織 画策 ・実行 の意義 は
,刑 法103条 碇 め る内容 と_
致す る・ その行為 の一つ を実行す れば
,本 罪力ご成立 しうる.社 会蟻 制度
の打倒 国 家政勘 腰 変更沖 国共産党の指揮 権 の剥 奪 を手段 と し
て,
国家政権 の転覆 を実行 すれば足 りる。 その転覆手段 は,暴 力的手段 のみ な
らず非暴力的手段 を使用 した平和転覆 を含 むが
,こ の暴 力手段 に武装暴乱
は含 まれな い・ 国家rと は 沖 央 と地 方 の鰍 の勧 機 関 .行 政 機
関 ・司法機 関 ・軍事機 関の政権 をい う
。
2.特 殊 犯罪構 成
本罪 の特殊犯罪徽 は・その犯罪 の主rY・=罪 の重大 な者 ・積極 参加
者'そ の他 の参賭 ごとに異なる行為 であ る
.そ の簾 お よび効果 は ,
刑法103条 の国家分 裂統 一破壊 罪 と同 じであ り
,再 論 しない。
H定 罪 〔犯罪 の確定〕
1.本 罪 は,故 意 に国家政権 を転 覆 して社会 主義制度 を打倒す る犯罪で
あ る・搬 の過激 な論 または誤 った政治白信 論があ
って も嗅 体的な国
家政権鞭 行為の実行 が なければ,本 罪 備 成 しない.轍 行 為が戸 団
体 または末端 の一社会団体 に対 する ものであ り
,国 家政権 に対す る もの で
なければ,一 般 的違 法行為で あ って本罪 を構成 しない
。
2.本 罪 は,そ の危険性 が甚 大 な犯罪であ り
,そ の行 為者が本条 に定め
る犯罪行為の』一つ を実行すれば
,本 罪 の既 遂 備 成す る.さ らに本条所定
の内容 を超 える犯罪 を伴 うな らば
,本 罪 と数罪併罰 〔併 合罪〕とす る。例
えば・暴力行使 が武装暴力 行為 であれ ば武 装暴 乱罪 も成立 し
,本 罪 と併
合処 罰 され る。
皿 刑事責任
(1152)何 兼松編著 ・刑1去教稲(各 論編24'卜29'旨)39
刑 法106条;国 外 の 機 関 組 織 イ固人 と結 託 して本 罪 所 定 の 罪 を実 行
した 者 は,刑 法103条 の 規 定 に よ り重 く罰 す る 。
3国 家分裂煽 動罪 〈煽劫分 裂国家罪 〉
国家分裂煽動罪 とは,国 家の分裂 または国家続 の破壊 を煽動す る行為
をい う0
本罪 の客緬 喀 観的要件〕は個 家分裂 また1ま国家統一破壊 を煽動す
る行為 である。 「煽動」とは 玖 聴 宣非易等の多様 な方法 をい う・その態
様 はt実 の捏造 歪 曲 誘 惑 的内容 の文書 悟 論 の流布発表,ま たは
録韻 画作 品の製造 伝播 であ る.「 煽 動」行為 の特徴 は ・国家分裂行為
を他 人に行 わせ,本 人が実行 しなし・点 にあ る・ この点が 洞 家分裂続 破
壊 罪 との区別基準 になる・
刑法103条2項;国 家 の分裂 また1ま国 家 の続 破壊 を煽 動 した者
は,5年 以下 の醐 懲役,拘 留 漕 希1はたは政治 的権利剥Vこ 処 す る・王
謀者 また は罪の重 大 な者 は,5年 以上 の有期懲役 に処す る。
刑法106条;国 外 の機 関 組 織 ・個 人 と結 託 して本罪 を犯 した者 は ・
重 く処 罰す る。
刑法56条 ・113条;本 罪 を犯 した者 は,政 治 的権利 の剥 奪 を付 加す る
ほか,財 産没収 を科 しうる。
4国 家政権転覆 罪 〈顛覆国家政杖罪 〉
国家政権転覆罪 とは,国 家政権 また は社会主義制度 の転 覆 を組織'画
策 ・実行 す る行 為 をい う。
1犯 罪構 成
1.基 本 犯罪構成
(1)本 罪の主体 は,政 党 ・軍 の重要 な権力 を不当 に占め る者 ・反
動的民族 主義者,社 会 的地位が高いゆ えに特殊 な影響力 を持 つ者,ま たは
その他 のすべ て の者 である。
(2)本 罪 の客 体 〔法益 〕は洞 家政権 の安 定であ る・国家政権 の安
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2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特殊犯 罪構成 は,国 家 分裂 ・国家統一破壊 の主謀者 〈首 要分子 〉
また は罪 の重 大な者等 の行為 をい う。 「主謀者」とは,こ の犯罪集 団 また
は集 団犯罪 におい て組織 ・画 策 ・指揮 を行 う者 をい う
。本 罪で は,多 数
の者 が犯 罪集 団 を構成 し,長 期 に活動す るこ とが多 い。 しか も,こ の特 殊
な環境 下では,集 団犯 の事態 も発 生 しうる。 「罪 の重大」とは,「 主 謀者」
以外 の者 の犯罪行為が比較的重 大なこ とをい う
。例 えば,犯 罪者が集 団を
組織 ・画 策 ・指揮 しな くとも犯罪 活動 の主要 な役割 を果たせば
rそ の犯
罪行為 は比較 的重 い・ さらに ,「 積極参加者」と 「その他 の参加者」とい
う異 なる行為態様があ る。積極 参加 とは,国 家分裂 または国家統一.安 全
破壊 行 為 と知 りなが ら}自 発 的 に参 加 し積極 的 な活動 をす る行 為 をい
っ。その他 の参加者 とは,真 相 を知 らず騙 されて参加 した り,脅 迫 を受 け
て誤 った道に踏み入 った者,ま たは指示 された職務 に従事す るだけの者 を
いう。その事情が異なるため処罰 にも違いが ある
。積極参加者は,そ の他
の参 加者 よ り重 く処罰 す る必 要が ある。 その他 の参加者の個別事情 も異
なるので,こ れ らの特別 犯罪構成 の行為態様 について
,定 罪時 には区別 し
て対 処 し,異 なる刑罰 を適用すべ きであ る。
II定 罪 〔犯罪の確定 〕
本罪 の行為 は,国 家分裂 または国家統一破壊 の組織 ・画策 ・実行 であ
る。 その行 為の発 展過程 は,犯 罪行 為の全体で も一段 階で もあ りうるが ,
立法趣 旨によれ ば等 しく国家分裂罪 に該 当す る。
皿 刑事責任
刑法103条;本 罪 を犯 した者 は,主 謀者 または罪 の重大 な者 は無期懲
役 または10年 以上 の有期懲役 に処 し,積 極参 加者 は3年 以上10年 以下
の有期 懲役 に処 し,そ の他 の参 加者 は3年 以下 の有期懲役
,拘 留,管 制
または政治的権利剥 奪 に処 す る。
刑 法113条;国 家 ・人民へ の危害 が特 に重大 また はその情状 が特 に劣
悪 な ときはs死 刑お よび財 産没収 を科 しうる。
刑法56条;本 罪 を犯 した者 は ,政 治 的権利 の剥 奪 を付加 する。
(1154) 何 兼松繍 ・刑法教 科11}(各 論編24';ト2騨)
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刑法56条;本 罪 を犯 した者 は,政 治 的権利 の剥 奪 を付 加す る。
刑法102条2項;国 外 の機関 ・組織 ・個 人 と結託 して本 条前項 の罪
を犯 した ときは,本 条前 項の規定 に よ り処 罰す る。
2国 家分裂罪 〈分 裂国家罪 〉




(1)本 罪 の主体は,一 般 主体であ り,中 国公民 ・外 国市 民 ・無国
籍者 を問わ ない。一般 に,本 罪の主体 となるのはs政 党 ・軍部 の大権 を
不 当に占める者,反 動 的民族 主義者,ま たは社 会的地位が高 いゆえに特殊
な影響 力 を持つ者で ある。 しか し,こ れ以外 の者が,本 罪の主体か ら排 除
されるわけでは ない。
(2)本 罪 の客体 〔法益〕は,国 家の統一 と安全 である。 わが国 は一
個 の多民族国家であ り団結 した統一的国家で なければならず,そ の分裂 は
国家 の安全 と各民族 の根本利益 に対す る重大 な脅威 ・破壊 となる・
(3)本 罪 の主観面 〔主観的要件 〕 は,直 接 故意で ある。
(4)本 罪 の客観面 〔客観的要件〕は,国 家 の分裂 または国家統一 の
破壊 を組織 ・画 策 ・実行す る行為 であ る。国家の分裂 または国家統一 の
破壊 とは,国 の一部 を分割 して別 の政府 を樹 立 し,中 央政府の指導 を拒 絶
す るこ とをい う。それは,民 族 団結 を破壊 して民族 分裂 を生 み出 し・「独
立王国」の建 国 を企 て る活動で ある。 「組織」とは一定 の行為 ・活 動 を実
行す る多数人 を募集 ・勧 誘 ・誘引す る ことをい う。「画策」とは・具体 的
な実現行為 に至 らない 目的達成 または活動実現のための策謀 をい う。 「実
施」 とは,組 織画 策の内容 を行動 に移す こ とをい う・その組織 ・画策'
実施 は,国 家 を分 裂 し国家統 一 を破壊 す る行 為 の異 な る形 式 ・段 階 で
あ って,い かなる段 階 にあろ う とも,本 罪の法定実行行 為 として等 し く本
罪 を構成 す る。
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は国外 の機 関 ・組織 ・個 人 と結 託 して
,国 家の主権や領土保 全の安全 を
害す る行為であ る。
外 国 との結託 とはfわ が 国 を敵 視す る外 国の政府 ・政党 ・組織 と結託
す るこ とをい う。外 国 と結 託する方法 は,秘 密の接触,書 簡の往復 または
その他 の 共同画策 な ど国家反逆 に関わ る具体的行為 であ る
。 これ らの行
為 を実 行すれ ば,本 罪 を構 成 しs侵 害結 果が発生 しな くと も既 遂 となる
。
その行 為の 「陰謀」〈防喋 〉のみであ れば
,秘 密計 略 の段 階 であ り,外 国
との結託行為 を実行 してい ないので
,本 罪 の予備罪が成立す る。 これ に対
し,「 本罪 は陰 謀犯 であ って ,外 国 と共 同 して秘密画 策 してr中 国 の主
権 ・領土 の秩序 ・安全 を害 しようとすれば ,本 罪 を構成 す る」ので,本
条 には 「陰謀」の文 言は ないがs理 論上 はや は り本罪 を陰謀犯 と解す るべ
きであ る ・とす る者 もい るm。 しか し,本 罪は既 に陰謀段 階 とその実行
行為 を包括 してお り,陰 謀段 階であ ろ うと陰謀 ・実行の 同時進行 であ ろ
うと ・本 罪の成立 に影響 しない ,と す る者 もい る{2}。
2.特 殊 犯罪構成
本罪 の特 殊犯罪構成 は,本 罪が国家 と国民 に対 し特 に甚 大な危 害 を与
えsそ の情状 が劣悪 な行 為 をい う。
--定 罪 〔犯罪の確定〕
国家背反罪 と …般違法行 為 との限界は,正 確 に把握す る必 要がある。 国
家背 反罪 は,危 害 が最 も甚 大 な犯 罪で あ り,国 家の重点的取締 犯罪 であ
る。…般的 にい えば ・外 国 と結託 して国家の主権 ・領土 の秩序 安全 を害
す る行 為 を準 備 ・実行 すれ ば ,本 罪が 成立す る。 しか し,国 家反逆 の活
動結果が極 めて軽微 で危害が小 さ く,国 家安全 を害 して国家の主権 ・領
土 を分割 喪失 させ る程度 に達 しなければ ,本 罪 を構 成 しない。
皿 刑事 責任
刑法IO2条1項;本 罪 を犯 した者 は ,無 期懲 役 または10年 以上 の有
期懲役 に処す る。
刑法113条;国 家 ・人民へ の危害が特 に重大 また はその情状 が特 に劣
悪 な ときは,死 刑 お よび財 産没収 を科 しうる。
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第107条 国 家 安 全 危 害 犯 罪 活 動 資 助 罪 〈資 助 危 害 国 家 安 全 犯 罪 活 劫
罪 〉
第108条 投 敵 反 変 罪 〈失故 叛 変 罪 〉
第109条 反逃 罪 く叛 逃 罪 〉
第110条 間 諜 罪 〈同喋 睾 〉
第111条 国 家 秘 密 情 報 窃 取 探 知 買収 不 法 提 供 罪 〈窃 取 、刺 探 、牧i芙 、
作 法 提 供 国家 秘 密 、情7L>
第112条 資 敵 罪 〈資 故 畢 〉
第2節 国家背反 ・国家分裂 ・国家転覆 の罪
1国 家背反罪 〈背叛国家罪 〉
国家背反罪 とは,中 国公民 が,外 国 と結託 し,ま たは外 国の機 関'組
織.個 人 と結託 して,中 華 人民共和 国の主権 ・領土の保安 を故意 に害す
る行 為 をい う。
1犯 罪構成
1.基 本犯罪構i成
(1)本 罪 の主体 は,中 国公民 である。本罪 は,国 家安全危害罪の う
ち最 も重大 な犯罪 であ る。 それゆ え}本 罪の 主体 は,通 常,国 家 の重要 な
権力 ・一定 の影響力 を有す る地位 の高い者で ある。0般 公民 による国家
の主権.領 土 の秩序 の危殆化 は,考 えに くいが,本 罪 の共犯 になるこ と
はあ りうる。
(2)本 罪 の客体 〔法益 〕は,中 華 人民 共和 国の国家的安全 であ る。
具体 的 には国家 の主権 ・領土 の秩 序 と安 全 に損 害 を与 えるこ とであ る・
本罪 は,直 接国家の存亡 を脅 かすので,社 会的危険が最 も重大 な犯罪であ
る。
(3)本 罪 の主観面 〔主観 的要件 〕はa直 接 故意で ある。 間接故意や
過 失は,本 罪 を構成 しえない。






国家 の安全 を害す る罪 とは,中 華人民共和 国の領土保全 ・主権独 立 .
政権安定 ・制度 強化 な ど国家 の利益 と安全 を害す る行為 をい う
。
この犯罪の基本構成 は ,次 の通 りであ る。
(1)本 罪 の主 体は,多 くの犯罪 で は 一般 主体であ るカ㍉ 国 家背反
罪 ・投 敵反変罪 ・反逃 罪等 では特殊 主体であ る
。
(2)本 罪の客体 〔法益〕は,中 華 人民共和 国 の安全 と重大 利益 で あ
る。それ は,中 華 人民 共和 国の主権 ・領土保 全 ・社会 主義 制度 の安定 ・
安全お よび国家経 済 ・人民生活 に関わ る国家利益 を直接脅 威 に さらす こ
とであ る。
(3)本 罪の 主観面 〔主観 的要件〕は ,故 意 に よってのみ構 成 され,
過失 は本罪 を構成 しえない。
(4)本 罪の客観面 〔客観 的要件 〕は,中 華人民 共和 国の安全 と国家
利益 を害す る行為 であ る。 その実現形式 は
,多 種 多様 であ り,刑 法102条
か ら112条 に定め る国家安全危害行為 を実行 しさえすれ ば
,当 該犯罪 を構
成す る。
国家 の安全 を害す る罪 の章 は,全12条 項,12の 罪 名か らなる。 これ を
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_人 が_罪 を犯 した場 合には,執 行刑 と宣告刑 は一致す るが・一人が数罪
を犯 した船 には,執 行刑 は宣告刑 と同 じでな くなる・ わが国研ll法 の数
罪併罰 〔併 合罪〕に関す る規定 に よれ ばドー人が数罪 を犯 した場 合 ・人民
法 院は,各 犯罪 に定罪量刑 を行 い,こ れに基づいて執行 すべ き刑罰 と刑期
を確 定す る。数罪 に死刑 ・無期懲 役 に処せ られた罪がある場合 を除いて・
数個 の刑期 の総和 よ りも軽 く数イ固の刑 の うち最 も重 い刑 よ りも動'範 囲
で,情 状 を酌量 して執行刑期が決定 される。 それゆ え,数 罪併 罰 における
宣告刑 と執行 刑 とは,お のずか ら異なる こ とになる。
(1).(2)除 頬 主謝 刑法 各酬 」一一般醗 』(1腺 猷 学}ll版 社)211～212頁
参照。
(3)ボ ラ ンイネ ン〈勃拉 伊宇 〉『刑法法律 及其這用』(法 律B籍 出版社)73頁 参照。
(4)肖 揚 主編 『中国新刑法学』(中 国 人民公安 大学 出版 社)204頁 参照。
(5)こ れ ら二つ の醗 文書 には,罪 名の規定 が 敏 して いない犯罪 もみ ら才tる・
その場 合,我 々は,よ り適切 と思われ る方の罪 名 を一つ選択 した。
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被引用条文 の法 定刑 で処罰 される犯罪 とこの引用条文 碇 め られた犯
罪 とを比較 す る と ・これ らの間 には
,社 会儲 の性 質 ・繊 の点で極 め
て高噸 似性 がある・ この ことが
,1去定刑 の引用がな され る客観的根拠で
ある・ また,法 定刑 引用 の規定 を用 いれ1ま
,法 条が さらに簡略化 され る。
現在,わ が国で公布 されている非刑斜 去規 中の刑法規範 には
fこ の形式 の
法定刑が数 多 く採 用 され ている。
現在,多 くの学者 は ,引 用 法定刑 は 「相 対的法定刑 の一形式」であ るか
ら湘 対 的法定刑 に解消 され うる
,と す る.こ の ような まとめ方 は,犠
の法定刑 に依拠 する ものであ り
,わ 力勧 刑法 にお ける糊 的法定刑 の存
在 を否定 す 硯 解で ある・ しか し
,我 々は,狭 義 の法定刑噸 点 か ら,わ
が国 の刑法 におけ る絶対的～去定刑 の存在 を認め る
.前 述の涜':ee領 罪の
法定刑が その例証であ る・絶文寸的法定刑 を引肌 うる場 合 に
,こ れ を簡
単 に相対的法定刑 に解 消 して しまうことは
,妥 当で ない。
3.法 定刑 と宣告刑 ・執行刑
宣告刑 とは ・人 民法院 が具体 的 な刑事 事件 の処理 に際 して
,犯 罪 の事
実'性 質'情 状 ・社会1[?ｺの 程度 に基 づ き法定 の刑種 ・刑 量の範囲 内
で犯罪者 に実際 に言渡 す刑罰 をい う
.わ が国の刑法 は糊 刑制度 を採 用
してい るので,宣 告刑 も定期 刑 となる。
法 定刑 が宣告刑 の礫 となるので ,宣 告刑 は法定刑 の具体的適用 にな
る・法定刑 が糊 的法定刑 であれば直 告刑 と法定刑 は同 一一になるが
,法
定刑が相対的法定刑 であれ1ま澗 者の間には明 らかな相違 が生 じる
.第 一一
に・しば しば法定刑 には異な る主刑 と量刑幅 が定 め られ るが 識 半U所は
,
そ の一つ を宣告 刑 と して選択 しうるにす ぎない
.こ の こ とか ら,宣 告 刑
は 選 択 の結果 で もあ り誹 他働 ぜあ る
。 第コ こ,搬 的 な事情 下で は ,
宣告刑 は,法 定刑 の枠 内磯 択 されね1ぬ らない
.し か し,刑 の加 重.1威
軽 または刑免除 の情状 が あ る場 合1こは 直 告刑 は 怯 定刑 の幅以 下で選
択 ・免除 され うる。




づ き,法 定の範 囲内で適 用刑期 を決 定 しうる。
2)刑 の下限のみ を定め る法定刑 これは,刑 法各則 の条文が刑の下限
のみ定 め,そ の上 限は刑法 各則の関連規定 に従 う場合であ る。例 えば,刑
法38。条 は識 時 暉 事物資 の発マ主を拒み または臆 に遅滞 して,そ 備
状腫 い場合 につ き,5年 以上 の有期懲役 に処す る,碇 める・ その法定
刑 の醐 懲 役 は,そ の下限が5年 であ る・刑法4・条の規定 に よ相 ま浦
期懲役 の上限は15年 となる.し たが って 込 民法 院 は 識 購 事発注拒
否遅滞 罪の量刑 に際 して,5年 以上15年 以下 の糊 で適 用刑期 を決定 す
る.加 重処 罰の情状 が ない限 り15年 よ 唾 くしえず ・また刑の減軽情状
がない限 り5年 よ り軽 くしえない。
3)刑 の上限 ・下限 を定 める法定刑 伊1えば,刑 法236条1項 は・「暴
力r迫 又 はその他 の手段 で轍 綴 垂し諸 は,3年 以上10年 以下の
醐 懲役 に処す る」と定 め る.こ の条文 碇 め る刑種 は醐 懲役 ・その下
限 は3牡 限 は1・年であ る。 眠 法ド完は,減 軽 の情状が ない限 り,重錠
の範囲内で適用すべ き刑期 を決定す る。 この形式 による法定刑 は済1」罰体
系 にお いて有期懲役 の中心 的地位 を占め る。
4)二 種 以上 の主刑 または踵 ・数手重の付 加刑 を定め る法定刑 例 え
ば,刑 法119条 は,「 交通 手段,交 通施設,電 力施設 燃 料施設 ・又は易
燃易爆発性 設備 を破壊 し諸 は重 大 な結果 牲 じさせ た ときは・死刑 ・
無期懲 役又 は10年 以上 の醐 懲役1こ処す る」碇 める・本条 は ・三種 の
主刑 を選択 的 に並列 して,死 升lj・無 期懲役 ・10年 以上の欄 懲役 を定 め
る。
(3)引 用法定刑 〈援 引法 定刑 〉 これは,条 文が 当該犯罪 につ き他
の条文 の法定刑 を引用 して処罰す る と定 め る場 合であ る。
現行 の改正刑法 では,法 定刑の引用数 は,明 らかに減 少 しているが,皆
靴 な ったわけでは ない.例 えば汗i」法386条 は,「 収賄罪 を犯 した ときは,
その収賄 の取得 額及 び情状 に基づ いて,第383条(涜 職横 領)の 規定 によ




か。 これ について,あ る論者 は,当 該規定 は法定刑 の性 質 を決 して変 えて
い るわけではないか ら
,な お相対 的法定刑 である とす る。 これは,明 らか
に広義 の法定刑 を判断基準 とした見解であ る
。 ところで,広 義 の法定刑 と
は ・刑法 が淀 の犯罪 碇 め たすべ ての刑 秘 刑量 をい う
.例 え1ま,強
盗罪 はs「3年 以上10年 以 下の有期 懲役」
,「死刑,無 期懲役 又 は10年
以上の有期懲役r裁 量 に よる財産没収 の併 科」に処す る
,と 定め る。 これ
ら四つ の全刑種刑量 が・強盗罪 の広義 の法定刑 となる。 これに対 して,狭
義の法定刑 ・す なわ ち犯 罪の具体的情状 に応 じた刑 種 ・刑量 に視点 を移
せ ば・特 に情状 の重 大な涜職横領罪 の法定刑は
,確 実 に絶対 的法定刑 と し
ての性 質を有する。狭義の法定刑 は,複 雑 な犯罪 に対 する法定刑適用の相
違 によ り区分 されるが ,公 訴 時効 ・空 間的適用範囲 ・刑 の執 行猶予 な ど
刑 法上 の制度 と密接 に関連 す る。それ ゆえ
,狭 義 の法定刑の存在 と意義
は,正 面 か ら認め られね ばな らない。
(2)相 対 的法 定刑 〈相対励定 的法 定刑 〉 これは
,条 文が犯罪 に一
定の刑 種 ・刑量 を定め る もの をい う,,
相対的法 定刑 の特徴 は,一 面 にお いて ,具 体的 な刑種 ・刑 量 につい て
不 変の規定 を設 けて法 に基づ く統 一的 な適 用 を保障 す る点 にある
。 しか
し,他 面において,相 対的法定刑 には一定 の弾 力性 があるので
,司 法機関
は,事 件の具体的情状 に基づ き法定の範囲 内で刑罰 を選択適用 する権利 を
有す る。 この相対 的法定刑 の特徴 は ,各 国の立 法者が選択 す る出発 点 と
なってお り,普 遍的 に採用 されて いる。
わが 国の刑 法の規定 に よれば ,相 対 的法定刑 には次 の四形 式があ る。
1)刑 の上 限のみ を定め る法定刑 これ は
s刑 法 各則 の条文 が刑 の上
限 のみ を定め ・その下限 は刑法 総則 の関連 規定 に従 う場合 であ る
。例 え
ば,刑 法259条 は,「 現役 軍 人の配偶者 であ る ことを知 りなが ら
,こ れ と
同居 又は婚姻 を した者 はs3年 以下 の有期懲 役 に処す る」と定 める
。本 条
に定め る法定刑 の有期懲 役 は,そ の上 限が3年 であ る。刑 法40条 に よれ
ばi有 期懲役 の下限 は6月 で あるので
,軍 人婚姻破壊罪 の法 定刑 は,6
月以上3年 以下 の有期懲役 になる。人民法 院は
,事 件 の具体 的情状 に基
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適用す る ことで実現 され うる.第 二 に,法 定刑 は・犯罪 に適用 しうる刑種
と程度 を明定 している。 これ によ り,才錠 の範 囲内で刑罰 を翻 し・社会
主義法制 の要請 を厳格 に遵守 するための保 障が提供 される。
2.法 定刑 の基本形式
法定 刑 には,次 の三つの基本形式が あ る。
(1)絶 対的法 定刑 〈絶 対晩定的法定刑 〉 これは,条 文 が単一の固
定 的 な主刑 と刑量 のみ を定 める もの をい う。
この最初 の立法例 は,1791年 の フラ ンス刑法 典で ある。例 えば,同 法
7条 は,「 職務執行 中の公務 員 を襲撃 した者 は,2年 の苦役 に処す る」と
定 めていた.こ の法定刑の最大の特徴 はrい か なる裁量の余地 もない点 に
ある。絶対的法定刑 は,厳 密 な意味での罪刑法定 主義 の産物であ り,ま た
鍵 社会 における司法の専断 を反省 した糸課 で もあるので・歴史的な必然
性 と相対的 姶 理性 を有す る.し カL,立 法者 は・裁判官の裁量 を.,各 に
制 限す る と,か えって当初の理想 であ った罪刑法 定議 に反する ことを・
裁判実務の情報 か ら識 す るに至 った。 また洞 種 の犯罪で も・個別 の差
異 を考慮せず 一律 に全 く同等 の刑罰 を科す と公平性 を失 う。 こう して・こ
の ような立法例 は,次 第 に相対的法定刑 に代替 され るこ とになった。
わが国の現行立法 に絶対 的法定刑が存在するか否かは・検討 に値す る問
題で ある.改 革 開放 以来 読 職 鞭 罪 〔公職 上領得罪〕・収賄罪 な どの犯
罪行 為 に よる社会危 害性 が,明 らか に増大 してい る。 これ らの犯罪 の処
罰.予 防 のため に立法者 が定め た法 定刑 には ・新 たな特徴 がみ られ る。
例 えば,刑 法383条 は,「 涜 職横 領 を犯 した者 は,そ の情状 の軽重 に応 じ
てs次 の各号 の規 定 に よ りそれぞ れ処罰 す る」。 「個 人の横領額が10万 元
以上 であ る ときは,無 期懲役 又は10年 以上の有期懲役 に処 し・財産 の没
収 を併科 しうる.情 状が特 に動 ・ときは,死 刑 に処 し測 産の測 又を併科
す る。 ・… 」 と定 める。 ここでは,刑 法各則 に定 め る本 来の法 定刑 の構
造,す なわち10年 以上 の醐 懲役 また1よ無期懲役 とい う法 定刑 が 選 択
的に列挙 された死刑 のみ に変更 され る。 これが,特 に情状 の重大 な涜職横
領罪 にとって唯…の法定刑 となる.こ の死刑 は,絶 対的法定刑 なの だろ う
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な らない・罪名 を犯罪規定 か ら洗練 ・概括 す る腰 か ら して 規 観
あ
る用語が採用 されね ばな らず
,「凶行 罪」な ど方 言の使用 は勧 に避 け ら
れねば な らない。
最高 人民法院 ・鵬 人民検 察院 は
,そ れぞ れ1997年12月9日.12月
25日 に・「｠｠共 和 国刑 法の執行 にお ける罪 雛 定 に関す る規定」
お
よび 「刑法 各則 碇 め る犯罪 の罪 名適 用 に関す る意 見」 を個 別
に飾 し
た・ これ らのxは ・刑法 各則の条文1こ定め る各犯罪 の罪名 を明確 碇 め
ている・ この ことは・罪刑法定原貝町の賄 ・正確 綻 糧 刑 に とって遠
要な意義 を軋 てい る・轄 も洛 犯罪 の罪 名。こつ いて
,こ れ ら二つの通
達 文書 に よ り確 定 された罪 名 に依拠 してい る61
。
第5節 法定刑
1.法 定 刑の概 念
法定刑 とは・刑 法各則が具体 的な各犯罪`こついて定め た科刑の基準を
し、
う。 これ には,刑 種 ・刑量 に関す る基準が あ る
。
法定刑 と刑罰 は溜 接 に関連 してレ・る力慣 なる二つの鵬 であ る
。両
者の盤 な関連性 は ,法 定刑 が科刑 の基準 となる ことか ら
,そ れが(刑
種'刑 量 を含め)刑 罰 の先行条件 とされね ばな らない点 にあ る
.こ れ1こ
対 し・両者の相違 は・次元 お よび重点 の違 い にあ る
.刑 罰 は,刑 法 の定 め
る強制方法 であ るか ら池 の強m肪 法 との比較 の上 で その性 質 .磁 力ご
示 される・そ れゆえ,こ の高 い次元で は
,刑 罰1よ,法 定刑 とnの 鋤 を
概括 す る もの となる・我 々が刑罰 とい うとき
,そ の言議 の重点 は,他 の強
制 方法 にはない刑罰 の性 質す なわち懲 罰の峻鮒 に置 かれる
.こ れ と異
な り・法定刑 は ・刑 罰内 部の他 の汗腫 との比 較 の上で その性 質が示 され
る・ それゆえ・この低 い次元 では
,法 定刑は,刑 罰 と同類 の事物 に対す る
概念 とな り,そ の語義 の重点 は
,刑 罰の法定 に置かれ る。
刑法 各則 の法定刑 は通 要 な手斐割 を担 う
.第 一 に,法 定刑 は,ぢ巳罪予 防
に不歌 の鞍 手段 である・ わが国研 り罰 目的 は,犯 罪 に相応 の法劒 りを
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4.罪 名確 定の原則
わが国の刑法各則 は,一 般 白勺に犯罪規定 のみ を定めf罪 名 を明確1こ掲げ
てい ない。罪名確 定 に際 しては,犯 罪規定 に記述 され腰 件 を概括'帰
納 推理す る腰 があ る.罪 名 を礁1こ 縦 す るには ・どうすれ ば よい
か。我 々は,次 の ように考 える。
1)犯...定 が根拠 とされね ばな らない・ これ を堅持 す るには泣 法
の本 来臆 味 に即 して罪名が確定 されるこ と・すなわち罪名確定 の合灘
腰 求 され る。罪 名は,犯 罪の名称であ り,そ の内容 は・犯罪規定 か 狽
体的 に確定 されねば な らない.ち 巳罪規定 に依拠 した罪名確定 に よっての
み,犯 罪朧 と罪名 と鮪 機的続 をイ呆つ ことがで き ・その形式'内 容
が ともに備 わ るのであ る。
2)罪 名の確 定 は,用 言襯 範 に合至文しなけれ ばな らない・ この こ とは・
主に罪名%rの 問題 に関わる。罪名 は,犯 罪の名称 であるか ら,簡 明 簡潔
に表示 され るべ きであ る。例 えば,汗ll法268条 は 「多衆醐 罪」と称 され
るが,こ れは鯛 簡灘 罪名 である.な ぜ な ら・当該犯 罪の最 も本質的 な
特徴 が,そ の罪名 に高度 に凝 縦 れ るカ・らである・ この簡明簡潔 とは,犯
罪規定 を基礎 とした簡明簡灘 いい,犯 罪規定 か らi.し た簡明簡潔では
ない ことを指摘 してお く.用 語耀 苞に即 した罪名確定の二次的 な轍 と
してr罪 名表示 の正鮒 があ る.こ のIE確 性 とは・罪名赫 酪 犯罪の特
徴 を鯛 に反映す る こと,お よび他 の罪名 と異なる表示であ ることを意味
してい る。強盗罪 噸 取 罪の表示 は3ド 常 に正確 である・ ここには各 々
の要件 が示 され,両 罪名の混 同 も生 じていない・ しか し・正確性 の要請 を
満 た していない罪 名 も存在 す る.例 えば,あ る舘 では,鑑 弾 薬等
を不法 に製造 韻 ・輸送 す る行為が 「兵 器弾薬 罪 く秋 刷 と して
概括 されている.一 肌 て分か る ように,こ の ような罪名では・罪名の も
つべ き機能,す なわ ち情報 機能 ・識別機能 が失われ るので ・科学 的 とは
い えない。 さらに,罪 名表示 には,法 律 的 ・標準 的 な用語が用い られね
ばな らない.既 述 の ように,罪 名の確定 は,犯 罪規定 に基づ く必要が ある
ので,罪 名表示 は,で きる限 り犯罪朧 で用い られ た用語 が使用 されねば
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の鹸 鮪 してお り・また思考 に一定の厳'1各性 を もたせる。罪名は
,あ る
犯罪の本質的要素 を高度 に概括 した ものであ るが
,そ の蠣 の過程 では,
その行 為が他 の行 為か 枢 別 される.し たが って,罪 名は,あ る犯 罪 に特
有 の腰 を徴表す る とい って よい.罪 名の識男り機能は
,主 に次 の二点 に示
される・第 日に・罪名は,犯 罪 と非犯罪 とを区別 する標 識 となる.罪 名は,
専 門的 な職 と して・そ こに示す特 有の性 質が備 わるこ とを条件 とす る
。
そ こに徴表 される性 質 を徹 ない限 嚇 巳罪 には ならない
.第 二に,罪 名
は,本 罪 と別罪 ご 罪 と数罪 とを鴎Uす る儲 となる
.形 式的 に岬 名は,
罪質'罪 数 を決定づ ける顛 な法的職 であ るか ら
,本 罪 と別罪 戸 罪
と数罪 との区別 に重要な意義 を有す る
。
(3)評 価 機能
罪名 は,あ る犯罪 に特 有の性 質 を表徴す るだけでな く
,国 家 を代 表 して
…定 の行為 に法律上 の否定評価 を与 える
。 一個 の罪名は,行 為 に対 す る一
種の否定評価 であ る。 一個の罪名の確定 によって
,国 家が当該罪名 に示 さ
れた行為 に否定評価 を加 えて厳禁す る こ とが表明 される
。 この否定評価
は,社 会 に発信 された…種 の情報 で もある
。す なわち,否 定 された 当該行
為 を何 人かが実行 すれば個 家が これ に強烈 な反応 を示 して刑罰権 を発動
す る,と い う情報 が伝 え られる。
(4)威 嚇 機能
威嚇機能 は,評 価機能か ら派生す る ものであ るが
,こ れ に代 替 され うる
機能ではない・1・iに お いて,罪 名は,n家 が刑法 を通 じて 一rLyの行為 に
否定評価 を与 えた ものであるか ら,権 威性 ・厳粛 性 を有す る。否定評 価
であ る以 上,あ らゆる罪 名は,悪 行 と関連 しているので,罪 名 を確 定 され
た者は,悪 行 を行 った と意味づ け られる
。 この否定評価は,行 為者お よび
…般 人に心理 的な威嚇効果 を間違い な く生 じさせ
る。他面 において,罪 名
は,法 定刑 と関係づ け られているので
,罪 名へ の抵 触は法定刑適 用の前提
とな り,法 定刑翻 は罪名へ の抵触 の当然の結 末 となる
.し たが って,罪
名 はr… 定の威嚇効 果 を有す る。
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綱 の女橡 が含 まれ る.す なわ ち,イ為薬 品 と生産 ・販売 との間に密接 な
関係が あるが 注 産 ・販売 との間に1ま前後 関係が あるので 澗 者は選択
罪名 をなす。行為者の行為が糠 品販売罪 に言亥当す れば・当該 の罪名で単
独罪が説 されるが,偽 薬品 を生 産 しこれ を販売す る行為であれば萬 薬
品生 産販売 罪 にな り,こ の二個 の行為 は併 合罪 にな らない。
3.罪 名の機能
罪名の機能 〈功 能 〉とは,罪 名適 用の過程で生 じうる作 用 ・そ の作用 を
発生 させ る能力 をい う。罪名 には,次 の機 能があ る・
(1)概 括機能
概括機能 は,罪 名の本質 に固有 の機能 であ る。 なぜ な ら,罪 名 自体が,
犯罪 の本質的特徴 を高度 に概括 す るか らで ある。罪 名の概括機能 には・王
に二つの面が ある。第一 は,本 質が同 じで も現象の異 なる具体的犯罪 を…
個 の罪名に概括 した ものである。例 えば,暴 力 に よる殺人,男 女 関係 の不
義 による殺 人,報 復 に よる殺人等 は,本 質的 に同質 であるが,そ れぞれの
動 機.行 為客 体 ・行為方式が異 な る。そ れゆ え・これ らの行 為 を腫 の
犯罪行 為す なわち故意殺人 と類型化すれば,こ れ らの行為が高度 に概括 さ
れ る。第二 は,犯 罪規定 に基づ く一個 の罪 名への概括 であ る{4}。例 えばs
刑法305条 は,「 刑事訴訟 において,証 人,鑑 定 人,記 録員又 は通訳 人が,
事件 と鞍 な関係があ る事情 につ レ・て,虚 偽 の証 明・鑑定・記録又 は通訳
を故意 に行 い商 図的 に他 人 を陥害 し,又 は証拠 を隠匿 した と き1ま,3年
以下 の有期 懲役 又 は拘留 に処す る。情状 が重 い ときはs3年 以上7年 以
下の醐 懲役 に処す る」 と定 め る。 この'J巳罪規定 に記述 され た全行 為が
偽証であ るか ら,こ れ らの各行為 は,偽 証罪 として概括 される・概括 機能
の役割 は,当 該罪名の示す犯罪行為の基本内容 を人々に認識 させ る ととも
に,犯 罪 と非犯 罪,同 罪 と別罪 とを正確 に区別す る ことにあ る・
(2)言 哉巽刑機有旨
罪名 とは,あ る意味 で一種の科学記号で ある。記号 とは・あ る現象 を徴




罪名の分類 とは・淀 の轟 に基づ いて現存の具f本的罪名 を纐 す るこ
とであ り・これ によって多鍍 か ら罪 名の本 質認灘 能醐 待 される
.具
体 的な罪 名は,分 類の難 と簸 に応 じて次 の ように纐 され うる
。
(1)罪 名の瀧 主体 による区別 立乏去罪 名 ・裁判罪 名 .｠..罪 名
1・立法罪 名 とは読 轍 領罪 取 賄 罪 など立法者 が刑法 各則 の条文
で
確定 した罪 名をい う・ この種の罪名 に1ま利点 が多 いが
,こ の罪名の数は升り
法では限 られている・そのため泣1去 で罪名 を定めるべ きだ とする論者 も
いる。
2・裁判罪名 とは・司法鰍 や刑事半U決で使用 され る罪名 をい う
.わ が
刑 法が制定す る罪 名では 港 本的1こ 「内容 の推理」〈暗饒 理式 〉しうる
ものが棚 され識 判罪 名が実務 上広 く{吏用 されている
.こ れ も,灘 的
意義 を有す る。
3・鯉 罪名 とは・学者が犯罪規 定 に言己述 された犯罪徽 要件 を概括
.
帰納 惟 定 した罪 名 をい う・ これ は
,学 術鰭 ・刑法教科 書で用 い られ
ているが,参 考 に値す る意義が ある
。
(2)犯 罪 規定 に含 まれ た罪 名数 に よる分類 単 一罪 名 選 択 罪 名
1)単 岬 名 とはs犯 罪規定 に ・w｠の犯罪徽 のみが記述 され
,こ の唯
一の犯罪行為 を反 映 した罪 名 を
い う・伊虹えば,刑 法4・2条 は,刑 輔 件 不
移送罪 備 成要件 のみを記述 し
,そ の罪名 もr刑 騨 件不移送 の行為 のみ
を赫 す る・貯 罪名の特徴は分解不育旨な点 にあ り
,刑 法 各則 には この罪
名が多い。
2)選 択罪 名 とは・犯罪規定 に 働 上の行為 ない し支橡 〔客体〕が 含
まれ・その関連 によ り選欄 係 にある罪 名 をい う
.こ の罪名 の特徴 は,第
→ に
s分 解 して も独立 して も使 用で きる ことにあ り錦 二 に選 択罪 名に
二勧 上 の行為 ない し対象が含 まれるが
,調 の犯罪のみ 備 成す るので
併合罪 を1し ない ことにあ る.伊 唖えば
,刑 法141条 は,r偽 の薬 品 を生
産 し又は販売 し諸 が・人の糠 に重大な鰭 を及 ぼす に足 りる危険 牲
じさせ た ときは ・一 」と定め る・ ここに`ま選 択 され うる二個 の行為 と
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的な不 当な 目的で,儲 論 を損壊 し,儲 を糖 し又 はその他 の方法 で
生 産経営 を破壊 す る」犯撒 定 に含 まれてい るが ・この罪名は・当該犯罪
の本質 的特徴 を簡明 に概括 した もので ある。
前述 の定義か らして 丁罪名 には次 の特徴 がみ られ る。
(1)具 体的犯罪 を概 括す る必 要性
具体的犯罪 とは,刑 法 各貝llで具体的 な法定刑 を定めた犯罪 をい う・ この
点力樟 の罪 名 ・節 の罪名か ら区男llさ泌 轍 となる渾 人職 責諏 罪
とい った類型的な罪名 も刑法 各貝1」に規定 されてはいるが・これに1よ法定刑
が定 め られていない.こ れは溶 イ本の同類性4Lつ いて概括 された罪名で
あるか ら,個 別 の罪名では ない。
(2)犯 罪 の本質的要件 を概括 す る必要性
犯罪の本質的要件 とは,他 の犯罪 か ら区別 される当該犯罪 に鮪 の噸
を反映 した もの をい う。 こ こでは,犯 罪の本質的要イ牛を反映 した性 質は・
咽 しか な暢 合 もあれば激 個 ある鵬 もある ことを指机 てお く・例
えば,多 衆鯨 罪の行 為は,そ の__,固の腰 に,こ の罪 の本 質的要件が 反
映 され うる。 しか し,犯 罪 の本質的特徴 を反映する性 質が複欝 在す るこ
と もあ り,こ の場 合,こ の数個 の願 が,罪 名力・ら概括 されね ばな らな
い樋 常 「行 為+対 象 ・客 体」,「罪 過 桁 為」として赫 され る犯罪 はs
複数 の性 質が一つ に結合 されてその罪名が確 定 される。
(3)犯 罪の本質的要件 を簡 明 に概括 す る必 要性
これ は,前 述(2)の 特徴 か ら派 生す る もので あ り・罪名 を犯 罪名称 と
す る特殊 な要請 と関連 している.罪 名は,犯 罪の名称 であるか ら過 剰 に
長す ぎたのでは,罪 名 と犯罪規定 との違1が な くなって しまう・我 々が概
括 した罪名は,例 えば.a上 榔 頁罪 ・多衆 闘殴 罪な ど_=::さ を轍 と
する ものが多い。 しか し,例 えば武器規常i」刀剣爆発物不法齢 集会行進示
威参加罪 な どの ようにド部 で は,ぢ巳罪規定の明示方式 ゆ えに使用 され る
文字 が多い罪名 もある.こ の こ とか ら,罪 名 の簡明性 は相対 的で・鯛 性
と明確性 とを統一 した ものが罪名で ある ことがわか る・
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船 規定 とはs刑 法欄 におし・て二つ以上 の表現方式 で犯罪徽 を購
に記述 す る規定 をい う・例 えば
,升旺法340条 は 「水 産資源保 灘 規1こ違 反
して・禁漁区域 において禁漁期 間1こ又は使用禁止の用賭 しくは方1去で水
勤 を捕 獲 し姥 は・その情状 が重 い ときはド … 」と定め る
。本条前段
は・行為の違 反す る法規 に醜 規定の音附 が含 まれる ことを明示 するが
,
同後段 は 蒲 獲 の場所 繭 ・方2去 ・用見 対 象 竜 害 の繊 を詳細
に記述 してs明 示 規定の典型的特徴 を も有す る
.両 者 をあわせ て纏 物不
法捕 解 の徽 要件 を購 に言見明す るので
,こ れ は我 々がい う混合規定 の
定義 に適 合す る。本 条の規 定が混合規定 では な く白地規定 の一種 であ る
との見解 もあ る・ 醜 規定 と明示規定 の いず れ も水産物 不法揃 鐸 の構
成 要件 を記述 す る機能 を果 たすが ,明 示規 定の役割 が重要であ る.し た
が って・この場 合・本条 を醜 規定 に含め るのは妥当で ない.瀦 の関係
は ・実際 には排 斥で は な く共存 の関係 にあ る
。
わが刑法 における混合規定の記述方法は
,そ の比重 は大 き くないが無視
してはな らない。我々が混合規定の独立性 を認め る理 由は
,混 合規定 には
前述 した他の犯罪規定 と異 なる特徴があ り
,他 の犯罪規定 に含め ることが
困難 な点 にある。
また・犯罪規定 に記述 される犯罪骸 の構造 的差 異 によ
って,犯 罪 要件
は,基 本 的犯 罪規定 ・加重的犯 罪規定 ・軽減 的犯罪規定 に分け られる
。
この分類 は ・犯罪構 成の分類
,す なわ ち犯罪構成 を基 本構 成 ・特 別構二成
(腫 的徽 お よび軽減的構成)。こ区別 す る纐 と共通点 があ るか ら
,こ
こで は説 明 を省略 す る。
第4節 罪名
1.罪 名の概念 と特 徴
罪名 とは・個別の罪名 を前提 とする一定 の具体的犯罪の名称 をい う
。特
定 の罪名は,犯 罪規定 に含 まれる特定犯罪の本 質的特徴 を簡明 に概括 した
もので ある。例 えば,生 産経営 破壊罪 とい う罪名 は
,「 報復又 は他 の個 人
(1170) 何乗松編 著 ・刑法辮 卜、・ト(各 論編2鼻 一29'挺)
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で きるため,そ の変動す る現実 的要請 に刑1去が対応 しうる ようになる・他
方では泊 地規定 は違 反 される法規 のみ を記述 し犯罪徽 要件 を詳細 こ
記述 してい ないので,社 会の物的 な生活条件が変化 して も,関 連法規 のみ
を改 正 して白地規定 をその まま維持 しうる。 白地規定 には包括性 ・安定
性.超 越性 等の特徴が あるので,刑 法 と変動 す る現実 との矛盾が あ る程
度は緩和 され,ま た条文が簡略化 され 条文 と刑法 との関係 も明確 にな る。
臆 すべ きは,前 述の ように 泊 地規定 の特性 ・長所 は ・引用 される法
律.法 規が完備 した状態 におい てのみ,そ の役 割 を果 たす こ とが 可能 と
な り,そ うで なければ,そ の特性 ・長所が実現 され えない こ とで ある・
また,白 地規定 に関 して,刑 法245条 の規定 の解釈問題が あ る。 同条 は
「他 人の身体 若 しくは住 宅 を不法 に捜索 し,又 は他 人の住宅 に不法侵 入 し
た者 は,.… 処す る」と定 め る。 この条文 自体,不 法捜索 ・不法侵 入等の
行 為が どの法規 に違反す るのか直接 明示 してい ない。 この ことか ら,こ の
「不法」は 白地 要素であ る(「犯罪構成 の 具体 的要件 の内容 が,別 の法 律規
範 に よ り灘 られ る」)との購 もあるS11・この1!は ・次 の ような....,,,
的根拠 を指摘 す る。① 「この 「不法」が意味す る本条 の捜索侵 入行 為 は,
あ らゆる捜索行 為 ・侵 入行為 をい うものでは ない。 この ような場合,こ
の 「不法」の現実 的語義 は,そ の内容が可変 的 とな り,刑 事訴訟法 の規定
によって変化 しうる」。② 「白地規 定 は,あ る具体 的な犯罪構 成その もの
の特徴 を記述 す るため に他 の法衛 法規 を引用す る・ これに対 して 泊
地要件 は,あ る具体的 な犯罪構 成につ き,そ の具体的要件 の内容 を確定す
るため に他 の法律 ・法 規 を引用 す る」{Z)0
わが 刑法の 白地規定 の特徴 か らすれ ば,こ の 「不法」を白地要素 とす る
理解 が正確 で合理 的であ る。そ の理 由 と して,こ の 「不法」は,他 の法規
を引用 して も,当 該犯罪 の構成要件 をその全体 として明確化す る機能 を も
た ない,と 考 え られ るか らであ る.ち なみ1こ,立 法上 の特徴 ・理解 の差
異 に よ り,こ の 「不法」 を白地 規定 と角皐す る外 国学者 もいる ≪}・
5.犯 罪の混合規定 く混 合 罪状 〉
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は ・「監獄 ,拘 醐 溜 置場 等 の刑務管蟹 関の獺 が
,被 拘 禁 者 を殴打
し体罰 を加 奴 は虐待 し・そ の情状 が重 い ときはβ 年以下の有騰 役又
は拘留 に処 す る・その情状が特1こ重 い ときは β 年以上10年 以 下の有期
懲役 に処す る・ 人 を糖 して身体聴 を生ぜ しめ
,又 は死亡 させ た とき
は ・第234条 又 は第232条 の規定1こよ 」 を確 定 し
,重 く燭 す る」と定
める。
多 くの場 合,彌 規定 は 朋 示 規定の 「変 異」と して理 解 しうる
.彌
規定 には・躰 的 な犯罪徽 要件 を記述す る部分があ る程度含 まれ
,弓用
された犯罪規定 と併せ て・彌 規定 碇 める躰 的な犯罪骸 要件 を雛
に しうるか らで ある。
4.犯 罪の 自地 規定 〈空 白罪状 〉
白地規定 とは,刑 法規範 において
,あ る犯罪 の構成要件 を確定 す るため
に,他 の法規 の関 連規 定 を参 照準 用 すべ きもの をい う
。例 えば,刑 法344
条は,「 森林法 の規定 に違 反 して懸 な樹 木 を不法 に採伐 し又は殿損 した
者 は… 」と定 めてい る・賊 樹 木不法採伐獺 罪 備 成要件 は
,こ の条
文には具体的 に規定 されてはいないので,こ の構成要件 を明 らかにす るに
は 「森林法」 の関係 規定 を参照 しなければ な らない
。
わが刑 法 にお ける 白腰 件の規定 には
,次 の ような特徴 があ る.磐
に,行 為 によ り違反 され る法律規範 ・法規 を明示す る場 合であ る
。例 え
ば,税 関法規違 反,租 税 法違反,規 則違反 等である。 第二 に,違 反法規 を
引用す るほか・行為が犯罪行為 の程 度 燵 してい腰 件 を明示す る場合で
あ る・例 えば ・「情状 鍾 い」,「重 し傷 害 ・死亡 を生 じさせたJ ,「公私
の財物 に重大 な損 失 を与 えた」
,「重 い結果 を生 じさせ た」等 であ る。 こ
の鰍 では・わが刑法 にお ける白地規定のすべ てが純粋 な醜 規定 なので
はない。
醜 規 定は・わが刑法 においてネ目当な腫 を占めてい る
.そ の理 由は,
醜 規定 自体の特徴 に よる ところが大 きいゲ 方 で泊 地規定 は
,他 の1去
規 の内容 を含 み ・これ らの法規が社 会の発 展 ・変化 に比較 的敏感 に対応
(1172) 何 乗 松 繍 ・ 刑 法 教 千・lfll(各 論 編24';宝 一29「;究)
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犯 罪 との境界線 として 「情状が劣悪 な場 創 とい う要件 も定め る・非純
粋の簡略規定 は,中 国の特色 ある犯罪 規定 の一つで あ り,あ る程度 にお い
て中国立法上の伝 統 ・技術 と関連 してい る・
3.犯 罪の引用規定 〈引証 罪状 〉
引用規定 とは,刑 法 各則 において他 の条項 を引用 して 一定 の犯罪構成 を
説明 し確定す る規定 をい う.わ が刑1去の引:'s定 嘱 す る規定 には1二 不重
類がある。第 一は,同 …法条 の前項 の規定 を引用 して後項 の犯罪構 成 を説
明す る規定であ る。例 えば,刑 法307条3項 は,「 司法職 員が前2項 の
罪 を犯 した ときは,重 く処罰す る」と定 め る・同条3項 は・証 言妨 害罪'
証拠隠滅偽 造報助 罪の構成 要件 を明示せずt前2項 の規定 を引用 して司
法獺 の犯罪認定 と重処罰 を規 定す る1こす ぎない・わが刑法 にお ける特
別犯罪構成 も,こ の種 類 に属す る。例 えば,刑 法236条3項 は,次 の よ
うに定め る。
「婦女 又 は幼女 を姦淫 した場 合,次 の各 号に掲 げ る一事情が あ る と き






婦女 又は幼 女 を姦淫 し,そ の情状が劣悪 な とき
数 人の婦女 又は幼女 を姦淫 した とき
公 共の場所 で女子 を公然 と姦淫 した とき
二 人以上で輪姦 した とき
被害者 に重傷 害,死 亡 又 はその他 の重い結果 を生 じさせ た とき」
本項 の規 定は,婦 女強姦 罪 ・幼女 姦淫罪 の特別構成 要件(加 重犯)で
あ る。特 別構成要件 は,前2項 の規 定 に定 める基本構 成要件 に よって確
定 され なけれ ばな らない。 また,刑 法232条 は,「 故意 に人を殺 した者 はr
死刑 藩 期懲役 又はlo年 以上 の醐 懲役 に処す る・ その情状が車蚤い とき
は,3年 以.ヒ10年 肝 の醐 懲役}こ処す る」 と定 め る・本条後段 の規定
は,故 意殺 人罪の特別徽 要{牛(軽 減犯)で あ り洞 じように軽1成犯 に対
する定罪 も本条前段 の規定 に よって確定 され る。第 二は,刑 法 の他 の条文
を引用 して一定 の犯罪構 成 を確定 す る規 定で あ る。例 えば,刑 法248条
1S 神奈川法学第34巻 第3号2001年
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法定犯罪規定 〈罪状 〉とはf具 体 的 な犯罪 構成の記述 ・規定 をい う
。法
定 犯罪規定 は,具 体的 な犯罪構成 の規定 方式 に よ り
,次 の五 種 に分け られ
る。
1.犯 罪の 明示規定 〈叙 明罪状 〉
明示規定 とは・刑法規範 に具体的 な犯罪構成 〔犯罪の成立要件〕を比較
的詳細 に記述 し槻 定 をい う・具体的 な犯罪の構 造 蒔 徴 が異 なるので
,
立法者 は,そ の犯罪要件 の記述 の範囲お よび重点 を区別す る
。
わが刑法 各則 では・明示規定が大 多数 を占めてい る0そ の理 由 として,
次の二点 が挙げ られ る。第 一一に,偽 証 ・収賄 ・侮辱 ・誹 誇 ・軍 人婚姻破
壊等 の概念 は・日常生活的意味 を含 み,こ の意味 で使用 され ていることが
一般的 であ る
。 しか し,こ れ らの刑法上の概 念 は,日 常生 活の用語 とは異
なる意味 をもつ ので・明示規定 は,両 者 を区別するため の明確 な限界 を明
示す る機能 を果たす 。第二 に}明 示規定 は,一一定犯罪の重要な要件 を明示
す るこ とに よって,犯 罪 を認定 し,法 律 を統一的 に適用 し,さ らに刑 法分
野 の社 会主義法制 を強化 する役割 を演 じる。
2.犯 罪 の簡略規定 〈筒単罪状 〉
簡略規定 とはa刑 法規 範が犯罪 の名称 のみ を示 し
,そ の犯罪構成 を具体
的 に記述 していない規定 をい う。わが刑法の規定では
,簡 略 規定が一定の
比率 を占めている。 簡略規定 はr二 種類 に大別 しうる。第…が,純 粋 の簡
略規定である。 この犯罪規定 におけ る具体的 な犯罪構成 要件の記述 は
,罪
名の記述 を超 えない。例 えば,刑 法232条 の 「故 意 に人 を殺 した者 は
,… ・
処 す る」f241条 の 「誘拐 され た婦 女 ・児童 を買収 した者 は
,・… 処す る」
な どの規定は・純粋 の簡略規定 に属す る。 これ らの犯罪規定は,事 実上…
定の罪名のみ を定 める。第二が,非 純粋 の簡略規定であ る。 この犯罪規定
は,罪 名のほか・当該犯罪 と非犯罪 を区別す る要件 も定 める。例 えばs刑
法448条 の 「捕 虜 を虐待 し,情 状 が劣 悪 な場合 は
,・… 処 す る」 との規定
が ・これであ る・ この規定 は,捕 虜 虐待 の罪名 を規定す るほか,犯 罪 と非
(1174) f可兼 生公鞠i著 ・)C1/去 孝文手こ干r書下(各 四命刷爵24亭=～-29F;j-1
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れ に単位が含 まれ るか否かについ て説明 し,特 殊 主体であれば,国 家職 員
の範囲 の ような特殊 主体の範 囲 を特 に強 調 した。
犯 罪の客体 〔法益〕 を分析 す る際 には,直 接客 体の内容 につ いて説明
し,侵 害対象が複雑客 体 〔複 合的法益〕であ る ときは ・その罪 に より侵害
される副次 的な客体 について も明示 した。
犯罪の主観面 を分析す る際 には,原 則 として,当 該犯罪 の罪過形式 を説
明 し,必 要 に応 じて故意 ・過失 の種 類,目 的 ・動 機等 について も明示 し
た。
犯罪 の客観 面 を説明す る際 には,主 に行 為 ・金額 な ど法律が 具体 的犯
罪 につい て定め た要件 を分析 した。実質 的な犯罪構成 について論 じる必
要が ある場 合には,行 為以外 に も,犯 罪 の結果,行 為 と結果 との因果 関係
について も明示 した。
さ らに,定 罪 〔犯罪 の確 定〕 の問題 を分析 ・検 討 し,主 に発 生頻度が
高 い犯罪 または重要 な犯罪 に的 を絞 って論 じた。定罪 は・犯罪 と非犯 罪,
既遂 と未遂,基 本犯罪構 成該 当犯罪 と特殊犯罪構成 該 当犯罪 ・当該犯罪 と
別 の犯罪 との限界等 に関わる問題である。最終 的には,具 体 的な犯罪 の刑
事責任 の範 囲 につ いて明示 した。
第三 に,司 法解 釈 に関す る分析 ・検討 を行 う。最高 人民法 院お よび最
高人民検察院は,刑 法の具体的適 用の問題 について一連の司法解釈 を示 し
た。 この 「両 最高機 関」 の解釈 は,認 識の統 一,事 件 処理 の質 ・量 の増
強 に とって重要 な指導 的役割 を果 た してい るので,こ れ らも刑法 各論体系
の構 成部分で ある。
第3節 法 定の犯 罪規定 〈罪状 〉
前述の ように,刑 法 各則規範の構造 と内容 は,多 種多様で ある。法定犯
罪規定 と法定刑 か らなる規範,法 定刑 のみか らなる規 範 類型的 な犯罪概
念 を明記す る規範 もあ る。それゆ え,こ こで我々が検討す る法定犯罪規定
は,犯 罪 と刑 罰 〈罪刑式 〉の規 範 を前提 とす る。
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1997年3月 の改 正刑法 は,よ り完備 された統 一的刑法典 であ る。 各則
の改正 につ いては ,ま ず,国 防利益 を害す る罪 ・涜職 横領賄 賂の罪 ・軍
人職 責違 反の罪の 三つが増設 され,17年 の 旧刑法 施行期 間 に全 国人民代
表大会常務 委員 会 によ り定め られた刑法 関連の補充規定 が検 討 ・修 正 の
上 で刑 法典 に編 入 された。 また ,刑 法 の関連条文 を 「参 照」 または 「準
用」して刑事責任 を追及す る民事法 ・経 済法 ・行政法 の規定が
,刑 法 の
具体的条項 に改め られた。新 た に刑事責任 の追 及が要請 された犯罪行 為
につ いては,検 討 の結果,よ り成熟 し捕捉の見込みあ る ものが新 規定 と し
て設 け られた。
近 年公 布 され た特 別刑法 〈単行刑 法 〉・行政刑 法 〈付属刑法 〉の各則 規
定 は・新刑法の 各則 に編 入 され,あ るいは廃止 された。 それゆ え,「 刑法
教科 書」の 各論 はr新 刑法 の各則 を研 究対象 とす る。 その研 究対象 には,
具体的 には,次 の ものが含 まれる。
第 一に,刑 法 各則規定の各犯罪 を理論 的に説明す る。 その概 説する類型
的犯罪 の概 念定義 は,犯 罪 の主体 ・客体 〔法益 〕・罪過形式 〔故 意 また は
過失等〕・客観面 等 の主要 な要件 を掲 げた。 また ,刑 法の規定 に基づ き,
各章の具体的犯罪 の罪名s具 体 的な条文 の配 列順序 を示 した。
第二 に,各 章の 具体 的犯罪の基本犯罪構 成 ・特殊犯罪構 成 ・刑事責任
につ いて,分 析 ・検討 を行 う。 これが ,刑 法 各論 体系 の主要 な構成要素
であ り,研 究の重点で もある。 まず ,各 章にお ける各具体的 な犯罪の位置
づ けを確 定 し・…定 の基準 に基づい て各具体的犯罪 を節 に分類 し,相 応 の
節 に編 入 した?そ して,各 具体的犯罪の立法定義 を明 らか に して
,そ の基
本構成 の検討 ・分析 を行 い,必 要 に応 じてそ の特殊構 成 につ いて も検 討
した。 この 「刑 法教 科書」では ,犯 罪 の主体 ・犯罪 の客体 〔法益〕・犯罪
の主観面 〔主観的要件〕・犯罪 の客観 面 〔客観 的要件〕とい う順 序で
,具
体的 な犯罪 の基本 犯罪構成 の要件 を分析 ・検討す る。
犯罪 の主体の特 徴 を説明す る際 には,原 則 と して,そ の犯罪が 一般主体
〔自然 人 または単位 の一般 〕に よって構成 され るか ,特 殊主体 〔一定の身
分の ある者〕 によって構成 され るか を明示 した。一般主体 であ れば,こ
{1176) fof十 公編 著 ・ 刑{去 教 季斗,鴛(各1論 編24孝 一29E;r3)
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害 され る一定範 囲内の同一利益 または共通利益 をい う。わが刑法 各則 は,
同種 の保 護法益 を基準 に多数 の具体 的犯 罪 を10種 類 に分 けている。その
序列 は,次 の通 りで ある。
第1章 国家 の安全 を害 する罪 〈危害国家安全 畢 〉
第2章 公 共の安 全 を害す る罪 く危害 公共安全罪 〉
第3章 社 会主義 の市場経 済秩序 を害す る罪 〈破杯 社会主文 市坊鋒済
雅 〉
第4章 公民 の人身の権利 ・民 主的権利 を害す る罪 〈侵犯公 民人 身
枚利 、民主杖利 罪 〉
第5章 財産 を侵害す る罪 〈侵 犯財声罪 〉
第6章 社会 の管理秩 序 を害す る罪 〈妨 害社会管理 秩序罪 〉
第7章 国防の利益 を害す る罪 〈危害 国防利d｠〉
第8章 涜 職横領賄賂 の罪 〈貧汚賄賂罪 〉
第9章 涜 職 の罪 〈漢耳只罪 〉
第10章 軍 人職責違反 の罪 〈軍 人造反取 責罪 〉
また,第3章 お よび第6章 には章節 の序列 があ るが,そ の他 の章 には
節が な くr一 定 の基準 によ り諸犯罪 の序列が定 め られてい る。
刑法 各則の理 論 〈内容 〉的体 系 とは,刑 法 各則体系 を基礎 に確立 された
理論 の体系 または枠組 である。 これが刑法各則体系の基礎 となるため,両
者 には密接 な関係 のあ る ことが 分か る。 しか し,刑 法 各則の理論的体系
は,刑 法各則の体系 とは異 なる特殊性 を有す る。第一に,刑 法 各則の理論
的体 系の出発 点 は,あ る犯 罪の概念 ・要件 ・犯罪形 態 ・刑 事責任 ・犯罪
非犯 罪の限界 ・他 の犯 罪 との限界 を理論 的 ・体 系的 に探 求す る ことであ
る。第二 に,理 論 的な体系化 は,刑 法各則の 各犯 罪の順序配列 を さらに各
章節 を前提 に各種 の犯罪 を 二次的 に分類す る ことにあ る。
2.刑 法 各論 の研究 対象
14 神奈川法学第34巻 第3号2001年
(1177)
金 ・刑 罰 の具体 的適用等 に関す る規定 であ る。 第二 に ,総 則 の定め る原
則 ・原理 も,各 具体的 な犯罪 とそ の法定刑 を定 めた刑法 各則 の規 定か ら
離 れて実現 され えない。
要す るに・刑法 各則 と刑法総則 とは,密 接 に関連 している。刑法 の各則
は・総 則 と密接 に結合 し,そ れ に指 導 され て初め て,各 具体 的な犯罪 との
闘争機能 を有効 に発揮す るこ とがで きs重 大犯罪 の厳 重処 罰 と危害僅少 犯
罪の寛大処理 とを基本方針 とす る懲罰 寛大結 合の刑 事政 策 も充分 に実現
しうるのである。
刑法 各則の意義 はs次 の諸点 にある。 第一 に,刑 法 各則 は,各 具体 的犯
罪 の概念 ・要件 を定め る。 これ らの分析 と総則 の関連規 範 を通 じて
,そ
の行為が犯罪 を構成 す るか否か,構 成 す る ならば何罪 かが確定 され うる。
これ に よ り,犯 罪の正 しい処罰,無 睾の者の 不訴追 が保障 され る。
第二 に,大 多数の刑法 各則規範がr各 犯罪 の軽重異 なる法定刑 と処罰 の
規則 を定 めている。正確 な定罪 を基礎 として,各 犯罪の法定刑 と処罰の規
則 を分析 し,刑 法総則の関連規定 と結合 させ ることで,刑 罰の正確 な適 用
とそれ に相応の処罰 とが な しうる。
第三 に,刑 法 各則 にはt各 罪 の罪名(章 名)と 立法定義 が掲 げ られ てい
る。 これ らの分析 ・検 討 に よ りその共通 点が認識 されるが
}新 たな罪 名
が追加補充 された場 合,こ の新罪 名の各則体系 にお ける位置づけ は
,そ こ
で得 られた認識 に よ り確定 され うる。
第2節 刑法各則の内容的体系
1.刑 法各則 の内容 的体系
刑法各則体系研 究の重 要な前提 条件 は,ま ず刑法 各則 の体系 とは何か を
明確 にする ことにある。刑法各則体系 とは,一 定の基準 によ り各種の具体
的犯罪 を類型化 し,立 法者 の価値観 に基づいて犯罪 の諸類型 を章の単位 で
大別 し各犯罪 を序列 づけたものであ る。 ここにい う一定 の基準 とは
,同 一
種類 の保護法益 〈同炎客体 〉す なわ ち刑法 によ り保 護 され犯罪 に よ り侵
(1178) 何 兼松編 茗'刑 法教 科 、1享(各論編24章 ～29♂ 防
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わが 国の刑法 は,総 則 お よび各則 〈分則 〉か らな る。刑法各則 とは ・具
体的 な犯罪 の法定 要件〈罪状 〉・法 定刑の刑法規範 お よび各則 に属す る特
殊 規範 を体 系化す る全体 をい う。 まず,刑 法 各則 は,刑 法規 範 を体系化 し
た全体 であ るが,刑 法規範 を無規律 に集め た ものではない。次 に,こ の各
則 の体 系は,具 体的 な犯罪の法定 要件,法 定刑お よび各則の特殊規範か ら
構戒 され る。一般 的 には,刑 法 各則規範 の機能 は,具 体 的な犯罪行為 の構
成 〔成立要件〕を記述 し,そ れに対応す る法定刑 を規定す る ものであ る。
しか し,わ が国の刑法 には,前 述 の機能の一部 ない し全部 を もたない もの
も存在す る。例 え ば,一 定 の犯罪 につ き概 念のみ を記述す る規定(刑 法
420条),戦 時執行 猶予適用 の規定,付 加刑 適用の規 定(刑 法113条)等
が これである。 この ような規範 も各則 に属 するのであるか ら,具 体的 な犯
罪 の要件 ない し法定刑,ま たは両者 のいず れ も定めていない規定 はr各 則
に属す る特殊規範 と称 され る。
刑法 各則 は,刑 法 の構 成部分 として,刑 法総則 と不可分 な関係 にあ る。
この不 可分性 は,次 の点 に示 される。第一 に,各 則規定 は,総 則規範 に指
導 され,こ れ と相互 に結合 して初 めて,正 確 に適 用 され うる。例 えば・刑
法192条 に よれば,集 資詐欺罪 とは,不 法 領得 〈非法 占有 〉の 目的で詐欺
的方法 に よ り不 法 に集金 した額が比較 的多額 な行 為 をい う・ ここで立法
者 は,同 罪 の定義 ・要件 お よび相 応す る法定刑(5年 以下 の有期懲役 ま
た は拘留,2万 元 以上20万 元以 下の罰金 の併科)を 明示す る・ しか し ・
定罪 〔犯 罪 の確定〕と刑事責任 の問題 を正確 に解決す るには,こ の192条
の各則規定 だけでな く,総 則規定 に依拠 す るこ とも必 要 とな る。例 えば・
犯罪 の主体,犯 罪 の予備 ・未遂 ・中止,共 同犯罪 〔共犯〕,有 期懲役,罰
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に限定 され てい るため,背 任罪 は財産犯 としては定め られて な く,財 物 の
流用が 「資金流用 罪」となるにす ぎない。 しか し,「経済秩序 を害す る罪」
と して は・2項 詐欺 に相 当す る 「契約 詐欺罪」があ り
,ま た金融機関 に対
す る 「貸金詐欺罪」等,国 有 会社 に対す る背任罪 に相 当す る 「契 約締 結履
行職務 違反罪」が ある。 要す るに,私 人間の債 権 ・債務 をめ ぐる損 害 に
つ いては・原則 として民事法的処理 に委ね られてい る。 すなわ ち
,財 産利
得罪 ない し全体財 産罪が,一 般的 には処罰 されず ,企 業 ・消 費者 を被 害
者 とす る 「経 済犯罪」に限定 されてい るのは,庶 民 レベ ルの市場 経済 の未
発達 ない し貧富 の差 に関係す る社会 主義 的 な刑事 政策 に由来す るので あ
ろ うか。 この点 で}窃 盗罪 ・奪取 罪 ・恐喝罪 な どの規定 は
,領 取 され る財
物が 「高 額」であ る ことを要件 と してい る。 なお,強 盗罪 と恐 喝罪 との成
立要件 の差異の一つ として,暴 行が現場 でな され る現実的可能性が あれば
恐喝 であ る とされている。 これ も興味深 い ところであ る
。
さらに詳細 は,以 下の本文 を御 覧頂 きたい。
Also} f・∫兼 松 繍 ・ 刑 法 教 科,量H各 ・㈱24;;r_-29';り
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殿棄罪),
⑥ 「国家機 関の権 力 を濫 用 して他 人の権利 を害 す る罪」(拷問供述強要
罪 ・証言暴 力強要罪 ・R"Y'告陥害罪 ・報復 陥害罪 ・被拘 禁者虐待 罪 ・会
計統計 員打撃報復 罪),
⑦ 「婚姻 を害す る罪」(婚 姻 自由暴力 干渉 罪 ・重婚 罪 ・軍婚破壊罪),
⑧ 「家庭 を害す る罪」(虐待 罪 ・遺棄罪 ・児童誘拐罪)に つ いて,「 犯
罪構成」・「定罪」・「刑事 責任」 を論 じる。
日本法 との差異 に着 目す る と,中 国法 で は,(1)個 人的法益 に対す る罪
としての過失致死傷 罪 には,「 業務 上過失」・「重過失」 の加重 規定が な
く,「 重 過失傷 害罪」では な く 「過失重傷罪」として重 い傷害 につ いての
み過失犯が処 罰 され,(2)強 制 狼褻 罪 お よび誘拐 罪 の客 体が成年男子 を含
まず,婦 女 と児童 に限定 されrま た,少 数民族 への差別等や従業員へ の強
制労働 を抑止 す る犯罪規定が あ り,(3)不法捜索罪 ・供述強要罪 ・証言強
要罪 ・被拘 禁者虐待罪 な ど国家権 力濫用か ら個 人 を保護 す る明示規 定が
あ り,(4)家庭 を害す る罪 として 「家族構成 員 の心身 に 日常 的 または連続
的な苦痛 を加 える行為」 を罰す る 「虐待 罪」 が定め られている点 に特 色
があ る。
8第29章 「財 産 を害す る罪」(醇 瑞麟 ・中国政法 大学教授 執筆)で
は,刑 法263条 ～276条 に定 めるr公 私の財物 を不法 占有 〔不法 領得〕の
目的で取得す る行 為 また は故意 に殿損す る行 為」 として,
① 「暴 力 ・脅 迫 ・奪取 に よ り財 産 を害す る罪」(強 盗 罪 ・恐 喝罪 ・奪
取罪 ・多衆奪取 罪),
② 「窃取 ・詐 欺 に より財産 を害 す る罪」(窃 盗 罪 ・詐欺罪)s
③ 「横 領 ・流 用 に より財産 を害す る罪」(横 領罪 ・職務上横 領罪 ・資
金流用罪 ・特定資 金物資流 用罪),
④ 「殿損 ・破壊 に より財産 を害す る罪」(故 意財物殿損 罪 ・生産経営
破壊 罪)に つ いて 「犯罪構成」・「定罪」・「刑 事責任」が論 じられ る。
中国法 の財 産罪の特色 は,客 体 が 「財物」(こ れには,無 体物 を含 む。)
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⑦ 「知的財 産権 を害す る罪」(登録商標 冒用罪 ・登録 商標 冒用商品販売
罪 ・登録商標偽造不 法製造販売罪 ・特 許 冒用罪 ・著作権 侵害罪 ・著作
権侵害 製品販売罪 ・商業秘密侵 害罪) ,
⑧ 「市場秩序 を害す る罪」(商 業商品信用殿損罪 ・虚偽広告 罪 ・入札
談 合 罪 ・契約 詐 欺罪 ・不 法営 業罪 ・取 引 強要罪 ・有価 証票 偽 造販 売
罪 ・乗車 乗船券転売罪 ・土地使 用権不 法譲渡転売罪 ・会計職員虚偽証 明
書提供罪 ・会計職員証 明書不 実記載罪 ・商 品検疫免 脱罪)。
これ らの各犯罪規定 につ いて ,「 犯罪構成 」・「定罪」・「刑 事責任」 を
論 じる。
7第28章 「公民 の 人身の権利 ・民主的権利 を侵 害す る罪」(装　 川 ・
中国政法大学教授 執筆)で は,刑 法232条 ～262条 に定め る 「公民 の人身
お よびこれに直接 関連す る権利 を侵害す る行為,公 民 が法 に基づい て享有
す る国家へ の事務 管理権 ・社会への政治活動参加権 を不法 に剥奪 ・妨害
する行 為」 として,わ が国 では 「生 命 ・身体 ・自由 ・名誉 の 人格的個 人
法益」の侵害 とされ る犯罪 よ りも広 く,民 族差 別 ・選挙妨 害 ・重婚等 を
含め て,「 公民 の権利 侵害の罪」 が論 じられ る。
す なわ ち,① 「他 人の生 命 ・健康 を害す る罪」(故意殺 人罪 ・過失致 死
罪 ・故意傷 害罪 ・過失重 傷害罪) ,
② 「婦女の不可侵 の権利 ・幼 女の心 身の健康 を害す る罪」(強姦罪 ・幼
女 姦淫罪)s
③ 「他 人の 人身の 自由 ・人格 的尊厳 を害 す る罪」(婦 女 強制狽褻侮 辱
罪 ・児童狸褻 罪 ・不法拘 禁罪 ・略取罪 ・婦女児 童誘拐売買罪 ・被誘拐
売買婦女 児童買収罪 ・多衆被買 収婦女児童解放妨 害罪 ・不法捜索 罪 ・住
宅不法侵 入罪 ・民族的仇恨差 別煽 動罪 ・少数民族差 別侮 辱作品 出版罪 ・
従業員強制労働 罪),
④ 「他 人の 人格 ・名誉 を害す る罪」(侮 辱 罪 ・誹諦罪) r
⑤ 「他 人の民主的権利 を害す る罪」(選挙妨害罪 ・宗教信 仰 自由不 法剥
奪罪 ・少数民族風 俗習慣侵害罪 ・通信 自由侵害罪 ・郵 便物 電報 開封 隠匿
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① 「偽劣商 品 を生産 ・販売す る罪」(偽 劣商品 ・偽 劣薬 品 ・衛生 基準
不適 合食品 ・有毒 有害食品 ・医療基準不適 合器 具 ・偽劣農薬獣薬化学肥
料種 子 ・衛生 基準不適 合化粧 品の生産 ・販売罪),
② 「密 輸 の罪」(武 器弾薬 ・核材 料 ・偽 貨 ・文化財 ・貴 金属 ・稀少動
物 同製 品 ・稀少植物 同製 品 ・狼褻 物 ・普通物 品 ・固体廃棄物 の税 関法
規等 に違反す る密輸罪)。
③ 「会社 ・企 業の管理秩序 を害す る罪」(資 本登記虚偽 申告 罪 ・虚偽
出資罪 ・詐欺株 券社債発行罪 ・虚偽会計報告提供 罪 ・清算妨 害罪 ・会
計帳 簿等報告 隠匿殿棄罪 ・会社企 業職 員収賄罪 ・会社企業職 員贈賄 罪 ・
同種 業務不法営業罪 ・親戚友 人不法図利罪 ・国有資 産不正株式換算 販売
罪),
④ 「金融 の管理 秩序 を害す る罪」(通 貨偽造罪 ・偽 貨売 買輸送罪 ・金
融職 員偽 貨購 買両替罪 ・偽貨所持使 用罪 ・通貨変造罪 ・契約締結履行 職
務違 反罪 ・破産損 失罪 ・金融機 関不法設立罪 ・金融機関経営 許可書 偽変
造譲渡罪 ・高利転貸 罪 ・公衆預 金不法 収集罪 ・金融証券等偽 変造 罪 ・
国債証券偽 変造罪 ・株 券社債偽 変造罪 ・株券社債 不法発行 罪 ・内部情報
漏泄取引 罪 ・証券先物 取引 虚偽情報捏造 伝播 罪 ・証券売買誘 引罪 ・相場
操縦 罪 ・関係者融資 罪 ・不法融資罪 ・帳簿外 不法融資罪 ・金融証 券不
法発行罪 ・違法手形 引受支払 保証罪 ・外 国為替不法境外持 出罪 ・洗銭
罪 ・外 国為 替詐欺購 入罪),
⑤ 「金融詐欺 の罪」(集 資詐欺罪 ・借款詐欺罪 ・証券詐欺 罪 ・金 融証
書 詐欺罪 ・信 用証書欺 罪 ・ク レジ ッ トカー ド詐欺 罪 ・有価証券詐欺 罪 ・
保 険詐欺罪),
⑥ 「徴税 の管理 を害す る罪」(税 通脱罪 ・納税拒 否罪 ・税滞納追徴免
脱罪 ・輸 出税 還付 詐欺罪 ・付加価値税 還付 申告 書虚偽作成罪 ・付加価値
税還付 申告 書偽造不法販売罪 ・付加価値税還付 申告書不法販 売罪 ・付 加
価値税 還付 申告書不法購 買罪 ・偽造付加価値税還付 申告書購 買罪 ・税還
付 申告 書不法製造販売 罪 ・納税証書不法 製造販売 罪 ・税還付証書不法 販
売罪 ・納税証書不 法販売罪),
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④ 「公共 の設備 を破壊 して公共 の安 全 を害 す る罪」(電 力設備破壊 罪 ・
易燃易爆発性 設備破壊 罪 ・過失電力設 備損壊 罪 ・過失易燃 易爆発性 設備
損壊 罪 ・テ レビ放送公 用電信施設破壊 罪 ・過 失 テ レビ放送公用電信 施設
損壊 罪),
⑤ 「銃器 ・弾薬 ・爆発物 ・核材料 に関す る罪」(銃 器弾薬爆発物不法
製造 売買輸送郵送貯蔵 罪 ・銃器違 法製造販売罪 ・銃器弾薬 爆発物 窃盗奪
取 罪 ・銃器弾薬 爆発物 強盗罪 ・銃 器弾薬不法所持 私蔵罪 ・銃器不法賃貸
貸 出罪 ・銃器紛失 不報告罪 ・銃器 弾薬規制刀剣危 険物不法携帯 公安危険
罪 ・核材 料不法売買輸送 罪),
⑥ 「重大 な責任事 故 に関す る罪」(重大航 空事 故罪 ・鉄道運行事故 罪 ・
交通事 故罪 ・重大責任事故罪 ・重大労働事故罪 ・危険物 品事故罪 ・教
育施設 重大 事故罪 ・消 防責任事故 罪)。
これ らの各犯罪 規定 につ いて,「 犯罪構成 」・「定罪」・「刑事 責任」 を
論 じる。
本章 の 「公共危 険犯」は,第 一 に,多 数人 の生命 ・身体 ・財産等 を保
護法益 とするためf故 意犯 のみ な らず過失犯 も広 く処罰 される点 に特 色が
あ り,特 に⑥ の犯罪 はその典型 である。 第二 に,① の放火 ・溢水 ・爆破 ・
投毒罪,② の交通 危険罪,④ の施設破壊 罪の ように,破 壊損壊等 の行 為類
型が・基本 となるが,こ こで も財産 の効 用#X損 よ りも生命 ・身体の保護 に
重点が あ る。 第三 に,殺 傷 ・破壊 の 「物 的」な手段 としての銃器 ・爆発
物等の 製造 ・売買 ・輸送 のみ な らず奪取 まで規制 してい るのが,⑤ の犯
罪類型で あ り,「人的」な犯罪組織や ハ イジャ ック等の テロ活動 を処 罰す
るのが,③ の犯 罪類型 であ る。
6第27章 「社会 主義 の市場経 済秩序 を害 す る罪」(曲 新久 ・中国政
法大学教授 執筆)で は,「 経済犯罪」が取 り扱 われ てい る。刑法140条 ～
230条 に定め る「国家の経済管理法規 に違反 して国家 の経済 管理活動 を破
壊 し}社 会主義市場 の経済秩 序 を侵 害す る行為」として,次 の ように分説
される。
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論 じられ,中 国刑法 では 「罪名確定 の原則」が重 視 されてい るこ とが判明
す る。 最後 に,「 法定刑」 の 「概念」・「基本形式」・「宣告刑 ・執行刑」
との関係 について論 じる。
なお,本 稿 では,本 書 で用 い られてい る 「罪 名」の重 要性 に鑑 み,可 能
な限 り原語 に忠実 な訳 を用いる ことに した。 しか し,日 本語では用い られ
ない原語の罪名 については,日 本法の類語 を訳 にあてた。 また,原 罪 名が
余 りに も長い場 合 には,適 宜省略 した罪名 を用いた りしたため,原 罪名 と
異 なる罪名 の訳語が 少 なか らず使 用 され る ことになった。
4第25章 「国家の安 全 を害す る罪」(f斉 生 ・中国政法大学教授 執
筆)で は,刑 法102条 ～114条 に定 め る 「中華 人民共和 国の領土保 全 ・主
権 独立 ・政権 安定 ・制度強化 な ど国家 の利益 と安全 を害す る行 為」とし
て,① 「国家 背反罪」,② 「国家分裂罪」,③ 「国家分裂煽動罪」,④ 「国
家政権転覆罪」,⑤ 「国家政権転 覆煽 動罪」,⑥ 「武装反乱暴乱罪」,⑦
「投 敵反変罪」,⑧ 「反逃罪」,⑨ 「間諜罪」,⑩ 「国家安全危 害犯罪活動
資助罪」,⑪ 「国家秘密 情報窃取探知買収不 法提 供罪」,⑫ 「資敵罪」に
つ いて,「 犯 罪構 成」・「定罪」・「刑事 責任」 を論 じる。
5第26章 「公共 の安全 を害す る罪」(魏 克家 ・中国政法大学教授 執
筆)で は,刑 法114条 ～139条 に定め る 「不特 定多数人 の生命 ・健康,公
私 の重 要財 産,社 会の生産業務 ・生活 の安 全 を害す る行為」 と して,次
の ように分説 される。
① 「危険 な方法 で公 共の安全 を害す る罪」(放火罪 ・失火罪 ・溢水罪 ・
過失溢水 罪 ・爆破 罪 ・過失爆破罪 ・投毒 罪 ・過失投毒 罪 ・公共危険罪 ・
過失公 共危 険罪),
② 「交通輸送の安全 を害す る罪」(交=通機関破壊 罪 ・過失交通機 関損壊
罪 ・交通施設破壊 罪 ・過失交通施設損壊 罪),
③ 「暴力 ・恐怖活動 に よ り公 共の安全 を害 す る罪」(恐怖組織結 成指揮
参加罪 ・航 空機強奪罪 ・船舶 自動車 強奪 罪 ・飛行安 全危 害罪),
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叱正 を頂 き,今 後 の補正 に期 したい。
なお,本 文 中の()は 原著者 に よる ものであ るが,〈 〉は訳 者が 中
国語表記 を付 した ものであ り,〔 〕は中国語 が 日本 の専 門用語 ・語法 ・
語義 と異 なる場合 に訳 者が類 語 を補 った ものであ る。
3各 論 の冒頭 とな る第24章 「序論」(蘇 瑞麟 ・中国政法大学教授 執
筆)で は,第 一に 「刑 法各則 とは,具 体的 な犯罪 の法 定要件 〈雅状 〉・法
定 刑 の刑 法規範 お よび各則 に属 す る特殊 規範 を体系化 す る全 体 をい う」
と して 「刑法 各則の概 念」を論 じ,刑 法総 則 と刑法 各則 との不 可分 な関係
が 説明 され,「 刑法 各則の意義」は,行 為の 「犯 罪構 成」に よる 「正確 な
定罪 を基礎 と してr刑 罰の正確 な適用 とそれ に相応 の処 罰 とが な しうる」
点 にあ る,と す る。
第二 に,「 刑法 各則 の内容 的体系」 と して,「 同種 の保護 法益 〈客体 〉
を基準 に」10章の各則体系の分類 すなわ ち,① 「国家 の安 全 を害 す る罪」,
② 「公共 の安全 を害 す る罪J,③ 「社 会主義 の市場経済秩序 を害す る罪」,
④ 「公民 の人身の権利 ・民主的権利 を害す る罪」,⑤ 「財産 を害す る罪」,
⑥ 「社 会 の管理秩序 を害す る罪」,⑦ 「国防の利益 を害す る罪」,⑧ 「涜
職横 領賄賂 の罪」,⑨ 「涜職 の罪」}⑩ 「軍 人職責違 反の罪」が示 される。
また,「 刑法 各論 の研 究対象」 と して,本 「刑法教 科書」で は,① 「犯 罪
の基本構成 」す なわ ち 「犯罪 の主体 ・犯罪 の客体 ・犯 罪の主観面 ・犯 罪
の客観 面」,② 「定罪」}③ 「刑 事責任」の順 に分析検 討が行 われる とす
る。
第 三 に,「 法定 の犯罪規定 〈罪状 〉」で は,「 犯罪構 成」〔犯罪構 成要件 〕
の記述方式 には,① 「明示規定」,② 「簡略 規定」,③ 「引用規定」s④
「白地規 定」,⑤ 「混 合規 定」 があ るrと され る。 ここで は,中 国刑法 の
各則が行政法規 違反 を犯罪 と定 め るに当 た り,③ ・④ 方式 の多用 され る
こ とが明 らか になる。
第四 に,「 罪名」の 「概 念 と特 徴」・「分類」,ま た 「罪名の機 能」 と し
て① 「概 括機能」,② 「規制 機能」,③ 「評 価機能」,④ 「威嚇 機能」 が
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第3節 婦 女の不 可侵の権利 ・幼女 の心 身の健康 を害す る罪
第4節 他 人 の人身の 自由 ・人格 的尊厳 を害す る罪
第5節 他 人 の人格 ・名誉 を害す る罪
第6節 他 人の民主的権利 を害す る罪
第7節 国家機関 の権力 を濫 用 して他 人 の権利 を害す る罪
第8節 婚姻 を害す る罪
第9節 家庭 を害す る罪
第29章 財産 を害 する罪(斐 　 川)藤 井 学
第1節 財産 を害す る罪 概説
第2節 暴力 ・脅迫 ・奪取 に よ り財 産 を害す る罪
第3節 窃取 ・詐 欺 に よ り財産 を害 する罪
第4節 横領 ・流 用 に よ り財産 を害 す る罪
第5節 殿損 ・破壊 に よ り財産 を害す る罪
各章 の翻訳 は,中 国法お よび 日本法 を学 んで いる 日中の大学 院生 ・学
生の諸氏(上 掲)の 献 身的な助 力 に よる初訳 を基礎 とし,こ れ を全面 的 に
補正 して完成 した ものである。 しか し,特 に中国刑法の各則規定 には,当
然 なが ら中国社 会の政治 ・経済 ・文化 とその諸制度が強 く反映 してお り,
その基礎 となる諸法令 に関 して も深い理解が不可欠 となる。そ こでsそ の
重責 を果 た しうる訳者 として,早 稲 田大学法学部 の野村稔教授 の御指導の
下で中国刑法典 の翻訳 をは じめ多数の業績 を公表 されてい る張凌氏 に幸
いに も本研 究会 に参画 して頂 くこ とがで きた。勝 手なお願 い にもかかわ
らず,快 諾頂いた御両名 に対 して厚 く御礼 申 し上 げたい。 その協力 を得 な
ければ,本 稿 は完成 しえなか ったであろ う。 また,今 回 も本学法学部資料
室担 当の高 島哲朗氏 には,各 初訳 原稿の コ ンピュー タ入力 ・保存 につ き
支援 を頂 き,さ らに本学大学院博士課程 の藤井 学氏 には,2000年 版 の補
訳お よび各初訳原稿 におけ る訳 語の統 一 ・補正 な ど多面 にわた り検 討 と
再調整 をお願 い し,そ の労 を惜 しまぬ尽力 は感 謝に耐えない。 こう した多
くの努力 に もかか わ らずrな お残 ったか も知 れない誤訳等 については,御
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第25章 国家の安全 を害 す る罪(魏 克家)
第1節 概 説
第2節 国家背反 ・国家 分裂 ・国家転 覆の罪
第3節 反乱 ・反変 の罪
第4節 間諜 ・資敵 の罪





















暴力 ・恐怖 活動 に よ り公 共の安全 を害す る罪
公 共の施 設 を破壊 して公 共の安全 を害す る罪
銃器 ・弾薬 ・爆発物 ・核材料 に関す る罪
重大 な責任 事故 に関す る罪
社 会主義 の市場経 済秩序 を害 す る罪(曲 新 久)
張 凌
第1節 概 説
第2節 偽劣商 品 を生 産 ・販売 す る罪
第3節 密輸 の罪
第4節 会社 ・企業 の管理秩序 を害す る罪
第5節 金融 の管理秩序 を害す る罪
第6節 金融詐欺 の罪
第7節 徴 税の管理 を害す る罪
第8節 知的財産権 を害 す る罪
第9節 市場 秩序 を害 す る罪
第28章 公民の人 身の権利 ・民主的権利 を害す る罪(襲 　川)
藤井 学
第1節 公 民の人身 の権利 ・民主的権利 を害す る罪 概 説
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刑法の指導思想(何 乗松)
刑法の基本原則(何 乗 松)
刑法 の体 系 と解釈(何 乗松)
刑法 の効力(何 乗松)
犯罪概 論(何 乗松)




犯罪 の客観 面(何 乗松)(以 上,神 奈 川法学33巻3号)
犯罪構成 の要素 ・構 造 ・機能の全面的考察(何 乗松)
犯罪性 の排 除 され る行為 一犯罪構成 の非犯罪化(何 乗松)
犯罪構成過程 の特殊 形態(何 乗松)
共犯 一犯罪構成構 造の特 殊形態(何 乗松)
定罪(何 乗松)




刑の執行猶予 ・減刑 ・仮釈放(巧 登 民)
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で は専 門の法律家 ・学者 とい えど も全 体 を正確 に把握 す るのが容易 でな
いのであ るか ら,ま して一般市民が これ らの刑罰法令 を理解 して遵守 する
よう期待する ことは不 可能に近いであろ う。そ うであれば,罪 刑法定主義
や刑法 の一般予防の機能 は,実 質的には弱体化 しr構 成要件 の故意規制 機
能 ・錯誤論 に も問題が生 じる こ とを避 け られない。 また,「 刑 法各論」と
称 す る法学教育 の内実 も問われ続 けている。 これ らの問題点が 中国方式
の刑法 各則 に よ り全て解決 しうるかは,な お検討 を要す るであ ろ うしrそ
の反面の問題点 もあ りうるであ ろ う。 中国 は広 大 な領域か ら成 る多民 族
国家 であるので,そ の政治的統一のために名実 ともに統合的 な刑法 各則 を
定め る必要が高かったのであろ う。 また,人 民法院等の 司法制度 に対応す
るには,具 体的 ・個別 的 な犯罪規定 と量刑 幅の狭 い法定刑 とを結 合す る
必 要が強 か ったのであ ろ う。
いず れにせ よ,ボ ー ダレス化 ・IT革 命 中の今 日の世界 において,「21
世紀 は中国の時代 で ある」 とされ大発展 を しつつ ある巨大 国家の近隣 に
位置す る日本 は,今 後 さらに政治経済の友好協力関係 を構築すべ く努 めね
ばな らず,刑 事法 ・刑事 政策 とその研 究 ・教育 の面 で も親 密 な連帯 を重
ねて行 かね ばな らない。 その一端 をめ ざす のが,本 稿 であ る。
2本 稿 は,中 国独 自の 「犯罪構成系統論」を提 唱 され,「 単 位犯罪」・
「組 織犯罪」の第一人者 として も高名であ り,一 元 的犯 罪論 体系 に立つ何
乗松教授(中 国政法 大学)主 編 『刑法教 科書』(第6版,2000年,中 国
法制 出版社)の 下巻 ・各論編 第24章 か ら第29章 まで を訳 出 した もので
ある。その総論編(1997年 版,0部2000年 版)の 翻訳 は,神 奈 川法学33
巻1号 ・2号 ・3号 お よび34巻1号 ・2号 に連載 したカ㍉ その続編
と して本号 よ り各論編 の翻訳 を開始す るこ とになった。
1総 論編
第1章 刑法学概論(装 　 川)
第2章 刑法概論(何 乗松)(以 上,神 奈川法学33巻1号)
(1190} 何 飛 松 編 著 ・ 刑 法 教 科,韮芋(各 論 編24壁 ～29E;r7) 1
中国の新刑法における各則体系1
(国家公安経済秩序危害 罪 と人身財産侵害罪)
一 何乗松編著 ・刑法教 科書(各 論編24章 ～29章)一
日中比較刑法研究会
長 井 圓
訳者 は しが き
1中 華 人民共和 国の1997年 新刑 法典 は,全452条 か ら成 る壮大 な も
のであ りsそ の後 も市場経済 の急速 な成長 に伴 う一部改正 を経て,そ の刑
法 学 と共 に大 き く発展 しつつ あ る。新 た に 「罪刑法定原則」・「法 の下の
平等原則」・「罪刑均衡原則」(責 任 主義)(3条 ～5条)を 明定 し,懲 罰
と寛大 とを結 合 した刑事政策 を基礎 と し,犯 罪 と犯 人に応 じた刑罰 ・処
分 の個別化 原則の下で,「 単位犯罪」,組 織 犯罪 に着 目 した 「共同犯罪」,
「死刑の執行猶予」,「 管制」,附 加刑 と しての 「罰金刑」,修 復 的司法処
分 としての 「経済 的損 害賠償」・「謝 罪」の命令 な ど中国の特 色あ る犯罪
と刑罰の規定 を誇 ってい る。
特 にsそ の刑法 各則 は,ロ シア連邦 刑法 にな らって,旧 来 の行 政刑法 ・
特 別刑法 の多数 ・多様 な罰 則 を整理 ・統合 して包括 的 に刑 法典 に定め る
方式 を採 用 した点でr注 目に値 する。 これ に対 して,日 本法 で は,古 典的
な基本犯 罪 を中心 に概括 的な犯 罪規 定 と幅の広 い法定刑 とを結 びつ けて
刑法典 に定め るが,特 別刑法 お よびそれ以外 の個 別 の生活 ・業務領域 に
関す る多数 の法令 に も莫大 な数 の犯罪規 定が散在 し,「 行 政刑法 の縦割
化」の中で一般刑 法 と行政刑法 との関係 が複 雑 ・錯綜化 し,そ の済 合性
に も問題が生 じてい る。 この 「ス ラム化 した犯罪刑罰規定」の カオスは,
やが てコ ンピュー タに よるシステム化 によ り解消 され うるに して も,現 状
